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１９７２年４月１８日　開会
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会議録目次（その２）









○　上程案件処理結果






　４月１８日（初日）

○　出欠議員氏名

○　説明のための出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開会

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　会期の決定

○　提案理由の説明

　　（議案第１６号　那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について）

　　（議案第１７号　那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について）

　　（議案第１８号　那覇市職員の分限に関する条例制定について）

　　（議案第１９号　那覇市職員の懲戒に関する条例制定について）

　　（議案第２０号　那覇市公平委員会設置条例制定について）

　　（議案第２１号　那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について）

　　（議案第２４号　那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について）

　　（議案第４２号　那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について）

　　（議案第２２号　那覇市火災予防条例制定について）

　　（議案第２３号　那覇市消防賞じゆつ金条例制定について）

　　（議案第２５号　那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について）

　　（議案第２６号　沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて）

　　（議案第２７号　那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について）

　　（議案第２８号　那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第２９号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３０号　那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３１号　那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３２号　財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３３号　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３４号　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３５号　那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３６号　那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３７号　那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３８号　那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３９号　那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について）

　　（議案第４０号　那覇市議会の議員その他非常勤職員の公務災害補償に関する条例制定について）

　　（議案第４１号　那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第４３号　那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について）

　　（議案第４４号　那覇市総合計画審議会条例制定について）

　　（議案第４５号　那覇市都市計画審議会条例制定について）

　　（議案第４６号　那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第４７号　那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について）

○　散会






～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　４月２０日（２日目）

○　出欠議員氏名

○　説明のための出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　議案上程

　　（議案第１６号　那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について）

　　（議案第１７号　那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について）

　　（議案第１８号　那覇市職員の分限に関する条例制定について）

　　（議案第１９号　那覇市職員の懲戒に関する条例制定について）

　　（議案第２０号　那覇市公平委員会設置条例制定について）

　　（議案第２１号　那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について）

　　（議案第２４号　那覇市消防団員の定員、任命、報酬および服務等に関する条例制定について）

　　（議案第４２号　那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について）

　　（議案第２２号　那覇市火災予防条例制定について）

　　（議案第２３号　那覇市消防賞じゆつ金条例制定について）

　　（議案第２５号　那覇市非常勤消防団員退職報賞金支給条例制定について）

　　（議案第２６号　沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて）

　　（議案第２７号　那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について）

　　（議案第２８号　那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第２９号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３０号　那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３１号　那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３２号　財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３３号　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３４号　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３５号　那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３６号　那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３７号　那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３８号　那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３９号　那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について）

　　（議案第４０号　那覇市議会の議員その他非常勤職員の公務災害補償に関する条例制定について）

　　（議案第４１号　那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第４３号　那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について）

　　（議案第４４号　那覇市総合計画審議会条例制定について）

　　（議案第４５号　那覇市都市計画審議会条例制定について）

　　（議案第４６号　那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第４７号　那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について）

￮ 　質疑

　￮ 　平良信一議員

　　　消防長

　￮ 　金城重正議員

　　　企画部長

　　　第一助役

　　￮ 　委員会付託

○　提案理由の説明

　　（議案第４８号　那覇市福祉事務所設置条例制定について）

　　（議案第４９号　那覇市霊園条例制定について）

　　（議案第５０号　那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について）

　　￮ 　委員会付託

○　報告

　　（報告第３号　　専決処分の報告について）

　　（報告第４号　　専決処分の報告について）

○　散会






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　４月２１日（３日目）

○　出欠議員氏名

○　説明のための出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　会議録署名議員の指名

○　提案理由の説明

　　（議案第５１号　学校建設用地購入債を起こすことについて）

　　（議案第５２号　１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算）

　￮ 　委員会付託

○　散会






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　４月２５日（４日目）

○　出欠議員氏名

○　説明のための出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告書

○　開議、諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　提案理由の説明

　　（議案第５３号　那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について）

　　（議案第５４号　那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について）

　　（議案第５５号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第５６号　那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について）

　　（議案第５７号　旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第５８号　那覇市職員団体の登録に関する条例制定について）

　　（議案第５９号　那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について）

　　（議案第６０号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第６１号　証人等の実費弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第６２号　那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について）

　　（議案第６３号　那覇市港湾審議会条例制定について）

　　（議案第６４号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第６５号　那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について）

　￮ 　質疑

　　￮ 　仲村正治議員

　　　　第二助役

　　￮ 　又吉久正議員

　　　　第二助役

　￮ 　委員会付託

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第２８号　那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第２９号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３０号　那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３２号　財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第４３号　那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について）

　　　　　　　（議案第４４号　那覇市総合計画審議会条例制定について）

　　　　　　　（議案第４６号　那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　○　表決

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第２１号　那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第２２号　那覇市火災予防条例制定について）

　　　　　　　（議案第２３号　那覇市消防賞じゆつ金条例制定について）

　　　　　　　（議案第２４号　那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第２５号　那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について）

　　　　　　　（議案第４２号　那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について）

　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　建設委員長（議案第２７号　那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３７号　那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３８号　那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３９号　那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について）

　　　　　　　（議案第４５号　那覇市都市計画審議会条例制定について）

　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　経済民生教育委員長（議案第２６号　沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて）

　　　　　　　　　　　（議案第３３号　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　　　　　（議案第３４号　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　　　　　（議案第３５号　那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　　　　　（議案第３６号　那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　　　　　（議案第５１号　学校建設用地購入債を起こすことについて）

　　　　　　　　　　　（議案第５２号　１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算）

　￮ 　表決　（５１号、５２号除く）

　￮ 　質疑

　　￮ 　宮城武議員

　　　　経済民生教育委員長

　　　　教育長

　　　　　￮ 　又吉久正議員

　　　　　　　経済民生教育委員長

　　　　　￮ 　真栄城嘉園議員

　　　　　　　経済民生教育委員長

　￮ 　表決

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　４月２９日（５日目）

○　出欠議員氏名

○　説明のための出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告書

○　開議、諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　提案理由の説明

　　（議案第６６号　那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第６７号　那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第６８号　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第６９号　那覇市立学校設置条例制定について）

　　（議案第７０号　那覇市学校給食センター設置条例制定について）

　　（議案第７１号　那覇市社会教育委員に関する条例制定について）

　　（議案第７２号　那覇市立幼稚園保育料条例制定について）

　￮ 委員会付託

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第１６号　那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第１７号　那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第１８号　那覇市職員の分限に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第１９号　那覇市職員の懲戒に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第２０号　那覇市公平委員会設置条例制定について）

　　　　　　　（議案第５４号　那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第５５号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第５８号　那覇市職員団体の登録に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第５９号　那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について）

　￮ 　質疑

　　￮ 　金城重正議員

　　　　総務委員長

　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第４０号　那覇市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第５６号　那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第５７号　旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第６０号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第６１号　証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第６５号　那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について）

　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　建設委員長（議案第４１号　那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第４９号　那覇市霊園条例制定について）

　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　経済民生教育委員長（議案第４８号　那覇市福祉事務所設置条例制定について）

　￮ 　表決

○　一部訂正

　（議案第５０号　那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定についての一部訂正について）

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　５月１日（６日目）

○　出欠議員氏名

○　説明のための出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　会議録署名議員の指名

○　会期日程の変更について

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　　５月６日（７日目）

○　出欠議員氏名

○　説明のための出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告書

○　開議、諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　議案の撤回

　　議案第４７号　「那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について」の撤回について

○　提案理由の説明

　　（議案第７３号　那覇市職員定数条例制定について）

　　（議案第７４号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第７５号　那覇市教育長の給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する条例制定について）

　　（議案第７６号　那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について）

　　（議案第７７号　那覇市職員退職手当支給条例制定について）

　　（議案第７８号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第７９号　那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第８０号　那覇市港湾施設使用条例制定について）

　　（議案第８１号　那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第８２号　那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について）

　￮ 　質疑

　　￮ 　大浜長弘議員

　　　　総務部長

　　￮ 　宮里敏慶議員

　　　　教育長

　　￮ 　瀬長フミ議員

　　　　総務部長

　　￮ 　久高友敏議員

　　　　総務部長

　　￮ 　仲村正治議員

　　　　教育長

　　　　総務部長

　　￮ 　平良信一議員

　　　　第一助役

　　　　消防長

　　　　第一助役

　　￮ 　又吉久正議員

　　　　総務部長

　　￮ 　仲村正治議員

　　　　土木部長

　　￮ 　又吉久正議員

　　　　土木部長

　￮ 　委員会付託

○　委員会審査報告

　　経済民生教育委員長（議案第６９号　那覇市立学校設置条例制定について）

　　　　　　　　　　　（議案第７０号　那覇市学校給食センター設置条例制定について）

　　　　　　　　　　　（議案第７１号　那覇市社会教育委員に関する条例制定について）

　　　　　　　　　　　（議案第７２号　那覇市立幼稚園保育料条例制定について）

　￮ 　質疑

　　　￮ 仲村正治議員

　　　　経済民生教育委員長

　　　　教育長

　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　建設委員長（議案第５０号　那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第６２号　那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第６３号　那覇市港湾審議会条例制定について）

　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　建設委員長（議案第６４号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定にについて）

　　　　　　　（議案第６８号　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第６６号　那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第６７号　那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について）

　￮ 　表決

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　５月９日（８日目）

○　出欠議員氏名

○　説明のための出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　名常任委員会審査報告書並びに修正案（３１号）

○　開議、諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　提案理由の説明

　　（議案第８３号　那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第８４号　昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算）

　　（議案第８５号　昭和４７年度那覇市水道事業会計予算）

　　（議案第８６号　首里樹木園贈与の受け入れについて）

　　（議案第８７号　昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算）

　　（議案第８８号　那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について）

　　（議案第８９号　アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関する条例制定について）

　　￮ 　質疑

　　　￮ 　真栄城嘉園議員

　　　　　建設部長

　　　　　第二助役

　　　￮ 　黒潮隆議員

　　　　　第一助役

　　　　　財政部長

　　　￮ 　久高友敏議員

　　　　　財政部長

　　￮ 　委員会付託

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第３１号　那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について）

　　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　経済民生教育委員長（議案第７９号　那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　　　　　（議案第８１号　那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について）

　　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　建設委員長（議案第８０号　那覇市港湾施設使用条例制定について）

　　￮ 　表決

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　　５月１０日（９日目）

○　出欠議員氏名

○　説明のための出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議、諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　提案理由の説明

　　（議案第９０号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第９１号　市有物件の損害共済事業の委託について）

　　（議案第９２号　昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算）

　　（議案第９３号　昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算）

　　（議案第９４号　昭和４７年度那覇市小禄地区土地区画整理事業特別会計予算）

　　（議案第９５号　昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算）

　　（議案第９６号　那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例制定について）

　　￮ 　質疑

　　　￮ 　金城重正議員

　　　　　建設部長

　　　　　市長

　　　￮ 　仲村正治議員

　　　　　建設部長

　　　　　財政部長

　　　￮ 　又吉久正議員

　　　　　建設部長

　　￮ 　委員会付託

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　５月１１日（１０日目）

○　出欠議員氏名

○　説明のための出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告書

○　開議、諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　提案理由の説明

　　（議案第９７号　昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算）

　　（議案第９８号　那覇市税条例制定について）

　　（議案第９９号　市税の特例に関する条例制定について）

　　￮ 　質疑

　　　￮ 　宮城武議員

　　　　　財政部長

　　　　　財政課長

　　￮ 　委員会付託

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第７４号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第７６号　那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について）

　　　　　　　（議案第７７号　那覇市職員退職手当支給条例制定について）

　　　　　　　（議案第８２号　那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第８３号　那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について）

　　￮ 　質疑

　　　￮ 　平良信一議員

　　　￮ 　総務委員長

　　　　　総務部長

　　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　建設委員長（議案第８６号　首里樹木園贈与の受け入れについて）

　　￮ 　質疑

　　　￮ 　久高友敏議員

　　　　　建設委員長

　　￮ 　表決

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　５月１３日（１１日目）

○　出欠議員氏名

○　市町村自治法第６１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　提案理由の説明

　　（議案第５３号　「那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について」の一部訂正について）

　　（諮問第１号　　公有水面埋立て免許申請について）

　　￮ 　質疑

　　　　　金城吾郎議員

　　　　　建設部長

　　　　　宮里敏慶議員

　　　　　建設部長

　　　　　金城吾郎議員

　　　　　建設部長

　　　　　又吉久正議員

　　　　　建設部長

　　　　　平良信一議員

　　　　　建設部長

　　　　　真栄城嘉園議員

　　　　　建設部長

　　　　　金城重正議員

　　　　　建設部長

　　　　　又吉久正議員

　　　　　建設部長

　　￮ 　表決

○　散会






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　５月１５日（１２日目）

○　出欠議員氏名

○　地方自治法第１２１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告書

○　修正案

　　（議案第７３号　那覇市職員定数条例制定について）

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　決議案

　　（決議案第１号　祖国復帰宣言）

　　○　表決

○　会期の延長

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第５３号　那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第７３号　那覇市職員定数条例制定について）

　　　　　　　（議案第７８号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第８８号　那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について）

　　　　　　　（議案第８９号　アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第９０号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第９１号　市有物件の損害共済事業の委託について）

　　　　　　　（議案第９８号　那覇市税条例制定について）

　　　　　　　（議案第９９号　市税の特例に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第９７号　昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算）

　　￮ 　質疑

　　　　　久高友敏議員

　　　　　金城重正議員

　　　　　真栄城嘉園議員

　　￮ 　表決

○　委員長審査報告

　　建設委員長（議案第９６号　那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第８４号　昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算）

　　　　　　　（議案第８５号　昭和４７年度那覇市水道事業会計予算）

　　　　　　　（議案第８７号　昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算）

　　￮ 　質疑

　　　　　　仲村正治議員

　　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　経済民生教育委員長（議案第７５号　那覇市教育長の給与、勤務時間、その他勤務条件に関する条例制定について）

　　￮ 　質疑

　　　　　宮城武議員

　　￮ 　表決

○　議案上程、提案理由の説明

　　（議案第１００号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第１０３号　那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について）

　　￮ 　質疑

　　　　　真栄城嘉園議員

　　　　　経済民生部長

　　　　￮ 　委員会付託

○　ミスプリントの訂正

　　（議案第１０１号　那覇市議会委員会条例の全部を改正する条例制定について）

　　（議案第１０２号　那覇市議会事務局設置条例制定について）

　　￮ 　表決

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　５月１７日（１３日目）

○　出欠議員氏名

○　地方自治法第１２１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告書

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　委員会審査報告

　　建設副委員長（議案第１００号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

　　○　表決

　　経済民生教育委員長（議案第１０３号　那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について）

　　￮ 　表決

○　一般質問

　　￮ 　金城重正議員

　　　　市長

　　　　建設部長

　　　　土木部長

　　　　企画部長

　　　　総務部長

　　￮ 　久高友敏議員

　　　　市長

　　　　大浜長弘議員

　　　　教育長

　　　　土木部長

　　　　市長

　　　　建設部長

　　　　水道局長

　　　　建設部長

　　　　経済民生部長

　　￮ 　上原綱正議員

　　　　市長

　　　　保健衛生部長

　　￮ 　黒潮隆議員

　　　　市長

　　　　財政部長

　　　　建設部長

　　　　市長

　　　　建設部長

　　￮ 　喜舎場盛一議員

　　　　教育長

　　　　瀬長フミ議員

　　　　市長

　　　　教育長

　　￮ 　仲村正治議員

　　　　市長

　　　　建設部長

　　　　市長

　　￮ 　玉城栄一議員

　　　　市長

　　　　経済民生部長

　　　　水道局長

　　　　経済民生部長

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　５月１８日（１４日目）

○　出欠議員氏名

○　地方自治法第１２１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　委員会審査報告書（建設委員会）

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　委員会審査報告

　　建設委員長（議案第９２号　昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算）

　　　　　　　（議案第９３号　昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算）

　　　　　　　（議案第９４号　昭和４７年度那覇市小禄地区土地区画整理事業特別会計予算）

　　　　　　　（議案第９５号　昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算）

　　￮ 　表決

○　一般質問

　　　　￮ 　又吉久正議員

　　　　　　市長

　　　　　　建設部長

　　　　　　高良文雄議員

　　　　　　市長

　　　　　　経済民生部長

　　　　　　保健衛生部長

　　　　　　第一助役

　　　　￮ 　宮里敏慶議員

　　　　　　市長

　　　　　　第二助役

　　　　　　土木部長

　　　　　　建設部長

　　　　　　市長

　　　　￮ 　島袋宗康議員

　　　　￮ 　市長

　　　　　　第一助役

　　　　￮ 　中村昌信議員

　　　　　　市長

　　　　　　企画部長

　　　　　　水道局長

　　　　　　教育長

　　　　￮ 　（人民）国吉辰雄議員

　　　　　　市長

　　　　　　収入役

　　　　￮ 　平良信一議員

　　　　　　市長

　　　　　　消防長

　　　　　　建設部長

　　　　　　消防長

　　　　　　市長

　　　　　　消防長

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　５月１９日（１５日目）

○　出欠議員氏名

○　地方自治法第１２１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　施政方針

　　￮ 　市長

○　議案上程、提案理由の説明

　　（議案第１０４号　昭和４７年度那覇市一般会計予算）

　　（議案第１０５号　那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について）

○　諸般の報告

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　５月２１日（１６日目）

○　出欠議員氏名

○　地方自治法第１２１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　施政方針に対する質疑

　　　　￮ 　喜舎場盛一議員

　　　　　　市長

　　　　　　建設部長

　　　　￮ 　仲村正治議員

　　　　　　市長

　　　　　　建設部長

　　　　　　市長

　　　　￮ 　真栄城嘉園議員

　　　　　　市長

　　　　￮ 　金城重正議員

　　　　　　市長

　　　　￮ 　中村昌信議員

　　　　　　市長

　　　　￮ 　玉城栄一議員

　　　　　　市長

　　　　￮ 　大浜長弘議員

　　　　　　市長

　　　　　　第二助役

　　　　　　建設部長

　　　　　　第二助役

　　　　　　市長

　　　　￮ 　（人民）国吉辰雄議員

　　　　　　市長

　　　　￮ 　久高友敏議員

　　　　　　市長

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　５月２２日（１７日目）

○　出欠議員氏名

○　地方自治法第１２１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　会議録署名議員の指名

○　仮議長の選任を議長に委任するの件

○　議案上程

　　（議案第１０４号　昭和４７年度那覇市一般会計予算）

　　（議案第１０５号　那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について）

　￮ 　質疑

　　　　大浜長弘議員

　　　　財政部長

　　　　経済民生部長

　　　　宮里敏慶議員

　　　　土木部長

　　　　黒潮隆議員

　　　　財政部長

　　　　建設部長

　　　　仲村正治議員

　　　　財政部長

　　　　建設部長

　　　　経済民生部長

　　　　第一助役

　　　　玉城栄一議員

　　　　財政部長

　　　　市長

　　　　平良信一議員

　　　　第一助役

　　　　黒潮隆議員

　　　　第一助役

　　　　宮里敏慶議員

　　　　第一助役

　　　　経済民生部長

　　　　又吉久正議員

　　　　財政部長

　　　　保健衛生部長

　　　　建設部長

　　　　土木部長

　　　　建設部長

　　　　仲村正治議員

　　　　土木部長

　　　　第一助役

　　　　建設部長

　　　　土木部長

　　　　黒潮隆議員

　　　　建設部長

　　　　真栄城嘉園議員

　　　　建設部長

　　　　第二助役

　　　　建設部長

　　　　第一助役

　　　　財政部長

　　　　教育長

　　　　財政部長

　　　　第一助役

　　　　財政部長

　　　　宮城武議員

　　　　財政課長

　　　　建設部長

　　　　土木部長

　　　　市長

　　　　金城重正議員

　　　　土木部長

　　　　市長

　　　　経済民生部長

　　　　財政課長

　　　　市長

　　　　建設部長

　　　　市長

　　　　上原綱正議員

　　　　経済民生部長

　　　　市長

　　　　経済民生部長

　　￮ 　委員会付託

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　５月３０日（１８日目）

○　出欠議員氏名

○　地方自治法第１２１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　委員会審査報告書（総務委員会）

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第１０４号　昭和４７年度那覇市一般会計予算）

　　　　　　　（議案第１０５号　那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について）

　　￮ 　質疑

　　　　　宮城武議員

　　　　　総務委員長

　　　　　財政課長

　　　　　水道事業管理者

　　　　　平良信一議員

　　　　　総務委員長

　　　　　消防長

　　　　　又吉久正議員

　　　　　総務委員長

　　　　　経済民生教育委員長

　　　　　金城重正議員

　　　　　総務委員長

　　　　　建設副委員長

　　　　　第二助役

　　　　　真栄城嘉園議員

　　　　　公園緑地課長

　　￮ 　討論

　　　　　仲村正治議員

　　　　　中村昌信議員

　　　　　金城重正議員

　　　　　大浜長弘議員

　　○　表決

○　議案上程、提案理由の説明

　　（議案第１０６号　市長の専決処分事項の指定についての一部改正について）

　　○　表決

○　決議案上程、説明

　　（決議案第２号　アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の税率を県民と同率に賦課することに関する要請決議）

　　（決議案第３号　沖繩戦における同胞虐殺事件に対し、その名誉回復と遺家族への完全補償要求に関する決議）

　　（決議案第４号　通貨切替えに伴う差損補償及び物価値下げに関する要請決議）






　　￮ 　表決






○　閉会














































第140回那覇市議会会議録









臨時会













上程案件・処理結果















第１４０回那覇市議会（臨時会）処理結果






開会年月日　　　昭和４７年４月１８日～５月３０日

会期　　　　　　４３日間　　　　　　　　　　　　











	
			昭和４７年４月１８日（１日目）
			（午前１０時２５分　開会）
	

	
			（午前１１時２８分　散会）
	











１.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり




	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			47
			4
			18
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１１番議員
１３番議員
	

	
			〃
			〃
			〃
			

			会期の決定
			〃
			４３日間
	

	
			〃
			〃
			〃
			

			議案第１６号～第４７号
			市長
			説明聴取
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			昭和４７年４月２０日（２日目）
			（午前１０時２７分　開議）
	

	
			（午前１１時０４分　散会）
	








２.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり




	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１４番議員
１５番議員
	

	
			

			

			

			16
			那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			17
			那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			18
			那覇市職員の分限に関する条例制定について
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			19
			那覇市職員の懲戒に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			20
			那覇市公平委員会設置条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			21
			那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			24
			那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			42
			那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			22
			那覇市火災予防条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			23
			那覇市消防賞じゆつ金条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			25
			那覇市非常勤消防団員退職報賞金支給条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			26
			沖縄県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて
			〃
			経済民生
教育委員会
付託
	

	
			

			

			

			27
			那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			28
			那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			29
			議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			30
			那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			31
			那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			32
			財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			33
			那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			経済民生
教育委員会
付託
	

	
			

			

			

			34
			那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			35
			那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			36
			那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			37
			那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			38
			那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			39
			那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			40
			那覇市議会の議員その他非常勤職員の公務災害補償に関する条例制定について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			41
			那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			43
			那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			44
			那覇市総合計画審議会条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			45
			那覇市都市計画審議会条例制定について
			〃
			建設委員会
付託
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			46
			那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			47
			那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について
			〃
			経済民生
教育委員会
付託
	

	
			

			

			

			48
			那覇市福祉事務所設置条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			49
			那覇市霊園条例制定について
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			50
			那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			報　３
			専決処分の報告について
			〃
			報告
	

	
			

			

			

			報　４
			専決処分の報告について
			〃
			〃
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			昭和４７年４月２１日（３日目）
			（午後１時２５分　開議）
	

	
			（午後１時３０分　散会）
	








３.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり




	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１７番議員
１８番議員
	

	
			

			

			

			51
			学校建築用地購入債を起こすことについて
			市長
			経済民生
教育委員会
付託
	

	
			

			

			

			52
			１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算
			〃
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








	
			昭和４７年４月２５日（４日目）
			（午前１０時１５分　開議）
	

	
			（午後　零時４３分　散会）
	









４.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１９番議員
２０番議員
	

	
			

			

			

			53
			那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			54
			那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			55
			那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			56
			那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			57
			旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			58
			那覇市職員団体の登録に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			59
			那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			60
			那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			61
			証人等の実費弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			62
			那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について
			〃
			建設委員会
付託
	










	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			63
			那覇市港湾審議会条例制定について
			市長
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			64
			那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			65
			那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について
			１９番議員
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			28
			那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			29
			議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			30
			那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			32
			財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			43
			那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			44
			那覇市総合計画審議会条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			46
			那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			21
			那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			22
			那覇市火災予防条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			23
			那覇市消防賞じゆつ金条例制定について
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			24
			那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			25
			那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			42
			那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			27
			那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			37
			那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			38
			那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			39
			那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			45
			那覇市都市計画審議会条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			26
			沖縄県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			33
			那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			34
			那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			35
			那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			36
			那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			51
			学校建設用地購入債を起こすことについて
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			52
			１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算
			市長
			原案可決
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



	
			昭和４７年４月２９日（５日目）
			（午前１０時２８分　開議）
	

	
			（午前１１時２８分　散会）
	








５.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり








	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２１番議員
２２番議員
	

	
			

			

			

			66
			那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について
			市長
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			67
			那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			68
			那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			69
			那覇市立学校設置条例制定について
			〃
			経済民生
教育委員会
付託
	

	
			

			

			

			70
			那覇市学校給食センター設置条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			71
			那覇市社会教育委員に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			72
			那覇市立幼稚園保育料条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			16
			那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について
			〃
			原案可決
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			17
			那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			18
			那覇市職員の分限に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			19
			那覇市職員の懲戒に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			20
			那覇市公平委員会設置条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			54
			那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			55
			那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			58
			那覇市職員団体の登録に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			59
			那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			40
			那覇市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			56
			那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			57
			旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			60
			那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			61
			証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			65
			那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			41
			那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			49
			那覇市霊園条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			48
			那覇市福祉事務所設置条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			50
			那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定についての一部訂正について
			〃
			承認
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			昭和４７年５月１日（６日目）
			（午前１０時２０分　開議）
	

	
			（午前１０時２４分　散会）
	








６.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２３番議員
２５番議員
	

	
			

			

			

			

			会期日程の変更について
			〃
			決定
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			昭和４７年５月６日（７日目）
			（午前１０時２１分　開議）
	

	
			（午後　零時２１分　散会）
	








７.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２４番議員
２６番議員
	

	
			

			

			

			47
			「那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について」の撤回について
			市長
			承認
	

	
			

			

			

			73
			那覇市職員定数条例制定について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			74
			那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			75
			那覇市教育長の給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する条例制定について
			〃
			経済民生
教育委員会
付託
	

	
			

			

			

			76
			那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			77
			那覇市職員退職手当支給条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			78
			那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			79
			那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			経済民生
教育委員会
付託
	

	
			

			

			

			80
			那覇市港湾施設使用条例制定について
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			81
			那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について
			〃
			経済民生
教育委員会
付託
	

	
			

			

			

			82
			那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			69
			那覇市立学校設置条例制定について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			70
			那覇市学校給食センター設置条例制定について
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			71
			
那覇市社会教育委員に関する条例制定について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			72
			那覇市立幼稚園保育料条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			50
			那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			62
			那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			63
			那覇市港湾審議会条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			64
			那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			68
			那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			66
			那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			67
			那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








	
			昭和４７年５月９日（８日目）
			（午前１０時２２分　開議）
	

	
			（午前１１時４０分　散会）
	








８.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり




	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２９番議員
３０番議員
	










	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			議案第８３号～第８９号
			市長
			説明聴取
委員会付託
	

	
			

			

			

			31
			那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			修正可決
	

	
			

			

			

			79
			那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			81
			那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			80
			那覇市港湾施設使用条例制定について
			〃
			〃
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








	
			昭和４７年５月１０日（９日目）
			（午前１０時２６分　開議）
	

	
			（午前１１時２７分　散会）
	








９.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり




	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１番議員
２番議員
	

	
			

			

			

			

			議案第９０号～第９６号
			市長
			説明聴取委員会付託
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








	
			昭和４７年５月１１日（１０日目）
			（午後１時２５分　開議）
	

	
			（午後２時２２分　散会）
	











１０.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり




	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			３番議員
８番議員
	

	
			

			

			

			97
			昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			98
			那覇市税条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			99
			市税の特例に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			74
			那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			76
			那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			77
			那覇市職員退職手当支給条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			82
			那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			83
			那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			86
			首里樹木園贈与の受け入れについて
			〃
			〃
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			昭和４７年５月１３日（１１日目）
			（午前１０時４７分　開議）
	

	
			（午前１１時５４分　散会）
	








１１.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり




	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			　９番議員
１０番議員
	










	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			53
			「那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について」の一部訂正について
			市長
			承認
	

	
			

			

			

			諮　１
			公有水面埋立て免許申請について
			〃
			支障なし
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			昭和４７年５月１５日（１２日目）
			（午前１時５１分　開議）
	

	
			（午後５時００分　散会）
	








１２.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１１番議員
１３番議員
	

	
			

			

			

			決　１
			祖国復帰宣言
			１９番議員
			原案可決
	

	
			

			

			

			

			会期の延長
			議長
			決定
	

	
			

			

			

			53
			那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			73
			那覇市職員定数条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			78
			那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			88
			那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			89
			アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関す
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			る条例制定について
			

			

	

	
			

			

			

			90
			那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			91
			市有物件の損害共済事業の委託について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			98
			那覇市税条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			99
			市税の特例に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			97
			昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			96
			那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			84
			昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			85
			昭和４７年度那覇市水道事業会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			87
			昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			75
			那覇市教育長の給与、勤務時間、その他勤務条件に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			100
			那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			103
			那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			経済民生教
育委員会付託
	

	
			

			

			

			101
			那覇市議会委員会条例の全部を改正する条例制定について
			１９番議員
			原案可決
	

	
			

			

			

			102
			那覇市議会事務局設置条例制定について
			〃
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			昭和４７年５月１７日（１３日目）
			（午前１０時３８分　開議）
	

	
			（午後　３時２５分　散会）
	








１３.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１４番議員
１５番議員
	

	
			

			

			

			100
			那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			103
			那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			

			一般質問
			

			一般質問
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			昭和４７年５月１８日（１４日目）
			（午前１０時４５分　開議）
	

	
			（午後　３時００分　散会）
	








１４.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１６番議員
１７番議員
	

	
			

			

			

			92
			昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			93
			昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			94
			昭和47年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			95
			昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			

			一般質問
			

			一般質問
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			昭和４７年５月１９日（１５日目）
			（午前１０時２１分　開議）
	

	
			（午前１１時３１分　散会）
	











１５.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり







	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２０番議員
２１番議員
	

	
			

			

			

			

			施政方針
			市長
			

	

	
			

			

			

			104
			昭和４７年度那覇市一般会計予算
			〃
			説明聴取
	

	
			

			

			

			105
			那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			昭和４７年５月２１日（１６日目）
			（午前１０時３４分　開議）
	

	
			（午後　４時１８分　散会）
	








１６.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２４番議員
２５番議員
	

	
			

			

			

			

			施政方針に対する質疑
			

			質疑
	











～～～～～～～～～～～～～～～～～～～













	
			昭和４７年度５月２２日（１７日目）
			（午前１０時２５分　開議）
	

	
			（午後　４時３４分　散会）
	








１７.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２７番議員
３０番議員
	

	
			

			

			

			

			仮議長の選任を議長に委任するの件
			〃
			承認
	

	
			

			

			

			104
			昭和４７年度那覇市一般会計予算
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			105
			那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			昭和４７年５月３０日（１８日目）
			（午前１０時３６分　開議）
	

	
			（午後　４時１５分　閉会）
	








１８.　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり








	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			

			

			

			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１番議員
２番議員
	

	
			

			

			

			105
			那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			104
			昭和４７年度那覇市一般会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			106
			市長の専決処分事項の指定についての一部改正
			１９番議員
			〃
	

	
			

			

			

			決　２
			アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の税率を県民と同率に賦課することに関する要請決議
			２０番議員
			〃
	

	
			

			

			

			決　３
			沖縄戦における同胞虐殺事件に対し、その名誉回復と遺家族への完全補償要求に関する決議
			１９番議員
			〃
	

	
			

			

			

			決　４
			通貨切替えに伴う差損補償及び物価値下げに関する要請決議
			〃
			〃
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４月１８日（火曜日・初日）
















１９７２年第１４０回那覇市議会会議録（臨時会）







	
			○　４月１８日（初日）
			（午前１０時２５分　開会）
	

	
			（午前１１時２８分　散会）
	











○　出席議員（２３名）

　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　１４番　　宮里敏慶君

　　２番　　中村昌信君　　　　　　１５番　　金城重正君

　　３番　　瀬長フミ君　　　　　　１８番　　仲本安一君

　　４番　　辺野喜英興君　　　　　１９番　　金城吾郎君

　　５番　　喜舎場盛一君　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　６番　　仲村正治君　　　　　　２１番　　久高友敏君

　　７番　　　欠員　　　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　８番　　上原綱正君　　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　　９番　　金城甚松君　　　　　　２６番　　安見福寿君

　１０番　　島袋宗康君　　　　　　２７番　　玉城栄一君

　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２８番　　　欠員

　１２番　　　欠員　　　　　　　　２９番　　椿秀義君

　１３番　　平良信一君　　　　　　３０番　　大浜長弘君









○　欠席議員（４名）

　１６番　　高良文雄君　　　　　　２２番　　喜久山朝重君

　１７番　　又吉久正君　　　　　　２３番　　宮城武君









○　説明のための出席者

　　　　　市長　　　　　　　　　　　平良良松君

　　　　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君

　　　　　収入役　　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　　　総務部長　　　　　　　　　親泊康晴君

　　　　　企画部長　　　　　　　　　平良清安君

　　　　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君

　　　　　経済民生部長　　　　　　　備瀬政太郎君

　　　　　保健衛生部長　　　　　　　内間武義君

　　　　　建設部長　　　　　　　　　水間平君

　　　　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君

　　　　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君

　　　　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　　　秘書課長　　　　　　　　　岸本安神君

　　　　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君

　　　　　人事課長　　　　　　　　　宮平洋君

　　　　　事務管理課長　　　　　　　楚南兼秀君

　　　　　企画課長　　　　　　　　　外間政彰君

　　　　　財政課長　　　　　　　　　上原繁栄君

　　　　　用度管財課長　　　　　　　宮城信君

　　　　　商工観光課長　　　　　　　与古田永盛君

　　　　　農林水産課長　　　　　　　上原義広君

　　　　　泊港務所長　　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　　　民生課長　　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　　　保健衛生課長　　　　　　　新垣弘君

　　　　　清掃課長　　　　　　　　　篠原英一君

　　　　　建設庶務課長　　　　　　　照屋建勇君

　　　　　都市計画課長　　　　　　　嘉手納是敏君

　　　　　広報課長　　　　　　　　　伊礼孝君

　　　　　市民税課長　　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　　　資産税課長　　　　　　　　渡口精雄君

　　　　　納税課長　　　　　　　　　新垣政律君

　　　　　保育課長　　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　　　労政課長　　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　　　福祉事務所設置準備室長　　仲村幸永君

　　　　　用地課長　　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　　　公園緑地課長　　　　　　　赤嶺宗一君

　　　　　工事課長　　　　　　　　　久高俊雄君

　　　　　建築課長　　　　　　　　　金城幸男君

　　　　　住宅課長　　　　　　　　　知念盛信君

　　　　　区画整理課長　　　　　　　上原武信君

　　　　　土木課長　　　　　　　　　宮城光徳君

　　　　　下水道建設課長　　　　　　稲福英男君

　　　　　港湾課長　　　　　　　　　上原一男君

　　　　　消防次長　　　　　　　　　西原太郎君

　　　　　消防総務課長　　　　　　　比嘉雅由君

　　　　　水道局総務課長　　　　　　嘉数清孚君

　　　　　下水道業務課長　　　　　　屋良利彦君

　　　　　消防予防課長　　　　　　　上原勝君

　　　　　選挙管理委員長　　　　　　赤嶺正一君

　　　　　監査事務局長　　　　　　　崎浜清君

　　　　　水道局企画調査課長　　　　安田秀夫君

　　　　　水道局経理課長　　　　　　宮平亀一君

　　　　　教育　　　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　　　教育次長　　　　　　　　　前城仁幹君

　　　　　総務課長　　　　　　　　　浦崎直信君






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　事務局出席者

　　　　　事務局長　　　　　　　　義永栄善君

　　　　　庶務課長　　　　　　　　玉城三郎君

　　　　　議事課長　　　　　　　　新垣襄二君

　　　　　議事係長　　　　　　　　亀島美一君

　　　　　調査係長　　　　　　　　永山盛広君






　　　　　記録係長　　　　　　　　山城正信君

　　　　　主事　　　　　　　　　　徳村政保君

　　　　　主事　　　　　　　　　　上原洋子君

　　　　　主事　　　　　　　　　　山川恵美子君


～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第１号

１９７２年４月１８日（火曜）午前１０時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　会期の決定

第３　議案第１６号　那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第１７号　那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第１８号　那覇市職員の分限に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第１９号　那覇市職員の懲戒に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２０号　那覇市公平委員会設置条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２１号　那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２４号　那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４２号　那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２２号　那覇市火災予防条例制定について　　　　（市長提出）

　　　議案第２３号　那覇市消防賞じゆつ金条例制定について（市長提出）

　　　議案第２５号　那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２６号　沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２７号　那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２８号　那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２９号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３０号　那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３１号　那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３２号　財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３３号　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３４号　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３５号　那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３６号　那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３７号　那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３８号　那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３９号　那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４０号　那覇市議会の議員その他非常勤職員の公務災害補償に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４１号　那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４３号　那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４４号　那覇市総合計画審議会条例制定について　（市長提出）

　　　議案第４５号　那覇市都市計画審議会条例制定について　（市長提出）

　　　議案第４６号　那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４７号　那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　これより１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会を開会いたします。ただちに、本日の会議を開きます。この際「諸般の報告」をいたします。

　４月１５日付、市長から議案の送付がありました。４月１８日付、市長から議案の送付がありました。４月１８日付、市長から議案の訂正について文書の送付がありました。その写しはお手元に配布してありますので、これにより、ご訂正願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、人民国吉辰雄君、平良信一君、を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、会期の決定を議題といたします。おはかりします。今期臨時会の会期は、本日から５月１５日までの２８日間といたしたいと思います。

　これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって、会期は２８日間と決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりします。委員会審査等議事の都合により、４月１９日及び４月２１日から４月３０日までの１１日間、並びに５月６日から１３日までの８日間計１９日間は休会いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって、４月１９日及び４月２１日から４月３０日までの１１日間、並びに５月６日から１３日までの８日間計１９日間は休会することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第１６号、那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について。議案第１７号、那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について。議案第１８号、那覇市職員の分限に関する条例制定について。議案第１９号、那覇市職員の懲戒に関する条例制定について。議案第２０号、那覇市公平委員会設置条例制定について。議案第２１号、那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について。議案第２４号、那覇市消防団長の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について。議案第４２号、那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について。議案第２２号、那覇市火災予防条例制定について。議案第２３号、那覇市消防賞じゆつ金条例制定について。議案第２５号、那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について。議案第２６号、沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて。議案第２７号、那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について。議案第２８号、那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について。議案第２９号、議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３０号、那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について。議案第３１号、那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について。議案第３２号、財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３３号、那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について。議案第３４号、那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について。議案第３５号、那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について。議案第３７号、那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について。議案第３９号、那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について。議案第４０号、那覇市議会の議員その他非常勤職員の公務災害補償に関する条例制定について。議案第４１号、那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について。議案第４３号、那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について。議案第４４号、那覇市総合計画審議会条例制定について。議案第４５号、那覇市都市計画審議会条例制定について。議案第４６号、那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第４７号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について。までの事件を一括して議題とし順次提案者の説明を求めます。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第１６号、那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について、提案理由をご説明申し上げます。本案は本土復帰により地方公務員法が適用されるため、同法第３１条の規定によって、職員の服務の宣誓については条例で定めなければならず、現行の那覇市職員の服務規律に関する条例の内容を整備する必要があるため、現行条例を廃止し新たに条例制定をするためこの案を提出いたしました。よろしくご審議くださるようお願いいたします。

　議案第１７号、那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について、提案理由をご説明申し上げます。本案は本土復帰により地方公務員法が適用されるため、同法第３５条の規定によって、職務専念義務の特例については、条例で定めなければならず、そのために新たに条例を制定する必要があるので、この案を提出いたしました。よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。

　議案第１８号、那覇市職員の分限に関する条例制定について、提案理由をご説明申し上げます。本案は本土復帰により地方公務員法が適用されるため、同法第２８条第３項の規定により、職員の意に反する降任、免職、休職および降給処分の手続きおよび効果については条例で定めることになっておるため、現行の分限懲戒条例を分離し、それぞれ独立して条例を整備する必要があるので、現行の那覇市職員分限および懲戒に関する条例を廃止し、新たに条例を整備するため、この案を提案いたしました。よろしくご審議くださるようお願いいたします。

　議案第１９号、那覇市職員の懲戒に関する条例制定について、提案理由をご説明申し上げます。本案は本土復帰により地方公務員法が適用されるため、同法第２９条第２項の規定により職員の懲戒の手続及び効果については、条例で定めることになっておるため、現行の分限、懲戒条例を分離し、それぞれ独立して条例を整備する必要があるので、現行の那覇市職員分限および懲戒に関する条例を廃止し、新たに条例を整備するため、この案を提出いたしました。よろしくご審議くださるようお願いいたします。

　議案第２０号、那覇市公平委員会設置条例制定について、提案理由をご説明申し上げます。本案は本土復帰により地方公務員法が適用されるため、同法第７条第２項の規定にもとずき、指定都市以外で人口１５万人以上の市にあっては、条例で人事委員会又は、公平委員会を選択して設置しなければならず、本土では指定都市以外ではほとんど独自に公平委員会を設置しており、本市においても公平委員会を設置する必要があるので、この案を提出いたしました。よろしくご審議くださるようお願いいたします。









○　消防長（具志清一君）

　　議案第２１号、那覇市消防本部及び消防署の設置条例の制定について、提案理由をご説明いたします。本年５月１５日本土復帰に伴う条例制定であります。現行消防組織法１９６２年６月立法、第２７号第８条第１項消防本部の設置名称及び組織は市町村長が定め、第３項で消防署の設置名称組織及び管轄区域は市町村長の承認を得て消防長が定めると規定されておりますが、本土消防組織法昭和２２年１２月法律第１１条第１項消防本部及び消防署の位置及び名称並びに消防署の管轄区域は条例で定めるとの規定によりまして本議案を提案いたしました。

　　なお、現在那覇市消防本部那覇消防署１署で市全地域を管轄いたしております。このことにつきましては、永い間の懸案事項でもありますので、復帰の時点でもう１署を増設し消防諸般の状況と本土法適用による今後増大していきます行政需要に対応すべく、もう１署増設の件と併せて提案いたしておりますので、このことにつきまして３点に別けて御説明申し上げます。第１点につきまして、都市えの人口の集中化はご承知のとおり火災発生件数及び損害額を年々増加させている現状にあります。また原因等も多種多様化いたしまして過去におきましては考えられもしなかったような爆発的火災発生のおそれのある要素や、さらに一旦発生いたしますと、その地域によりましては延焼拡大し人命危険度の高い条件が多すぎる都市形態をなしております。このような消防事象の複雑な条件なので如何にして、市全地域の第１線における警防活動に敏速性、機動性、確実性を充分に発揮させることができるかというのが現状の問題点になろうかと思料いたしております。

　特に警防活動上重要な地利、地形、水利、または防火対象物の業態別の現状さらに水火災現場における状況判断等につきましては、その管内におります消防団員をして警防活動上必要な知織とそれぞれの条件を容易に完全掌握させることが出来るかという問題点の解決につきまして検討いたしましたところ、那覇市を２分し、すなわち、内間橋前方約３００ｍの地点にあります浦添市との標識点を起点といたしまして、バイパス～安里～ひめゆり通り～与儀～農連前を左折～那覇大橋、小禄よりを終点といたしまして西側を現在の那覇消防署仮称西消防署の管轄とし東側を現在の真和志出張所を格付し、仮称中央消防署の管轄として行政の運用をはかっていくならば従来より前進する方向ではなかろうかと思料いたしております。

　　第２点につきまして、従来警察本部の所管にありました建築同意事務と危険物取扱規制事務が１９６５年１０月１日に市町村に移管になりましたことにつきましてはすでにご承知のとおりであります。しかし、なお現在危険物製造所、貯蔵所、取扱所の許認可権は琉球政府の総務局長が所管いたしておりますが、復帰時点で本土消防法昭和２３年７月法律第１８６号第１１条第１項の規定によりまして市町村へ移管になります。また一方建築同志事務につきましては、建築基準法の規定によりまして、３日以内と７日以内に区分され同意、不同意を建築主事に通知しなければならないとの規定があります。

　以上この２件の業務は予防行政上重要な位置づけにありまして、対市民的にもその敏速性と確実性が要求されるものであります。又この２件ともそれぞれの関係法令の規定に基づく諸調査及び火災予防指導のための立入検査等、さらに今議会に提案いたしております火災予防条例との関係等、これらの行政運用上の管内別実態掌握の面からいたしましても、もうｌ署設置した方がなお、いっそう成果があがるものを思量いたしております。なお、ご参考までに申しあげますと、１９６６年１２月現在危険物関係規制事務８６件、建築同意事務４,１１７件であります。

　　第３点につきまして、現在警察本部の所管にあります救急業務が復帰時点で本土消防法第５条の５消防法施行令昭和３６年３月政令第３７号、第４３条の規定によりまして市町村へ移管になります。救急業務とはご承知のとおり、火災現物、交通事故、救急病人、傷害事故、その他の人身事故等が行動範囲となっております。第１線の警防活動と同様に管轄区域の地理、地形の掌握等、あるいは救急病院、警察署との緊急連絡等もありましてもっとも敏速性、機動性、確実性が必要とされます。従いまして管轄区域を明確にし、救急隊員をして救急業務の遂行上、遺憾のないよう活動を容易ならしめるためにも、もう１署増設し充分なる配慮を図っていきたいとの観点に立ちまして、本議案を提案いたしました次第であります。以上、本議案の趣旨説明を終わります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第２４号、那覇市消防団員の定員、任免、報酬並びに服務等に関する条例提案理由をご説明いたします。本年５月１５日本土復帰に伴う本土法適用による条例の改正、制定現行消防組織法１９６２年立法第２７号第１４条第３項消防団員の任免、給与、服務その他の事項は市町村条例で定めるとの規定を、本土消防組織法昭和２２年法律２２６号第１５の２第２項及び第１５条の６第１項消防団員の定員と消防団員の身分取扱等の規定によりまして現行法を改正する議案であります。なお、本条例が制定されますと、施行の日より現行那覇市消防団条例１９６３年１月２日条例第４号は廃止されます。よろしくご審議下さる様お願いします。

　　議案第４２号、那覇市消防団員等公務災害補償条例の制定について提案理由を説明いたします。本年５月１５日本土復帰に伴う本土法適用にする改正

　　制定現行消防組織法１９６２年６月１５日立法第２７号第１６条非常勤消防団員の公務員災害補償につきましては、市町村は行政主席の定める基準に従い条例で定めるとの規定を現行消防法１９５２年１２月２２日立法第６６号第３１条の２本条は　　追加として１９５５年１１月立法第７６号の規定によりまして療養、その他の給付条項で火災現場における一般住民の協力者として消防作業に従事した者、又は消防関係で他の災害への準用によるとの規定のなかで災害補償については、市町村条例で定めるとの規定によりまして現行条例の制定がなされたのであります。

　　本土消防組織法昭和２２年１２月２３日法律第２２６号第１５条の７の規定に基づきまして、非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令、昭和３１年１１月８日政令第３３５号で定める基準に従い条例で定めるとの規定の適用と消防法及び水防法昭和２４年法律第１９３号、さらに災害対策基本法昭和３６年法律第223号の規定の適用によりまして、水火災現場における一般住民協力者のそれぞれの災害補償適用範囲を区分した根拠法の規定であります。すなわち、消防作業に従事した者、救急業務に協力した者、水防に従事した者、応急措置作業に従事した者で人身災害を受けた場合は損害補償の種類の規定によりまして、そのうちのいずれかに該当する損害補償費の支給を受けることができます。損害補償の種類は、療養補償、休業補償、障害補償のうち障害補償年金、障害補償一時金、遺族補償のうち遺族補償年金、遺族補償一時金、葬祭補償等であります。現行法ではその取扱いにつきまして行政主席の定める基準に従い条例で定めるその規定のなかで救急業務に協力した者の災害補償が除外されている点と、障害補償年金、遺族補償年金、障害補償一時金、遺族補償一時金、制度がないのであります。以上が本土法との相違点であります。

　　なお、現行法では災害補償費は市町村のみの負担の規定となっておりますが、本土法の適用によりますと、消防組織法及び消防法の規定に基づきまして、消防団員等公務災害補償等共済基金法昭和３１年５月２１日法律第１０７号が制定されましてこの規定のなかで災害補償に関する市町村の責任、共済制度として同基金法の規定によりまして消防団員等公務災害補償等共済基金が設立されております。従いまして市町村は同基金との間に掛金による消防団員等公務災害補償責任共済契約の締結をすることによりまして災害補償費として消防団員の場合は全額支給、一般住民協力者の場合は同基金が1/2、市町村負担1/2の割合で規定の額の支給を受けることができるようになります。なお細則等につきましては同基金法施行令昭和３１年１月１９日政令第３４６号と同基金法施行規則昭和３２年２月２３日総理府令第５号により運用されます。以上本条例が制定されますと施行の日から現行の那覇市消防団員公務災害補償条例１９６３年１０月１９日条例第２９号は廃止されます。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第２２号、那覇市火災予防条例の制定について提案理由をご説明いたします。本年５月１５日本土復帰に伴う本土法適用による条例制定現行消防法１９５２年１２月２２日立法第６６号の規定によります火災予防行政運用上の同法の関係規定はそれぞれ立法規定による琉球政府及び市町村への委任規定でありまして市町村条例制定への準則規定がなかったため、従来市の条例では制定されておりませんでした。本土法適用によります消防法昭和２３年７月２４日法律第１８６号第４条第２項公衆の出入する場所の指定、第９条火を使用する設備の位置、構造及び管理の基準及び第９条の３数量未満の危険物等の貯蔵及び取扱、第２２条第４項火災に関する警報発令中における火の使用の制限等につきましては市町村条例で定めると規定されております。なお、ただいまご説明申しあげました、以上同法の関係規定に基づきまして、火災予防条例準則が制定され、さらに○○市町村火災予防条例案が示されております。その規定のなかで最も本市に適合するよう本議案は作成したものと思料いたしております。なお御参考までに申しあげます本条例が制定施行されますと関係規定に基づく諸届出が、消防法関係で２３件、火災予防条例関係で１７件、危険物関係で３件、計４３件、そのうち手数料徴収の対象となる届出が４２件で新規業務を所管することになります。以上よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第２３号、那覇市消防費じゆつ金条例の制定について提案理由をご説明いたします。本年５月１５日本土復帰に伴う条例制定であります。現行の制度では本議案のような報償制度はありません。本土法の制度といたしまして消防表彰規定昭和３７年３月消防庁告示第１号第５条災害に際し一身の危険を顧りみることなく、職務を遂行して傷害を受けそのため死亡し、又は廃疾となった場合、又は非常勤の消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令昭和３１年１１月８日政令第３３５号の規定による障害補償の第１級から第１４級の間の第１級から第８級までの身体障害者となった消防吏員、又は消防団員がその功労により特別功労章、顕功章又は功績章を授与されたときは、消防庁長官に当該消防吏員又は消防団員に賞じゆつ金を支給することができるという規定と、そのなかの第６条で殉職者賞じゆつ金と障害者賞じゆつ金の２種類に区分するとの規定があり、この規定に基づき支給されます。１例を申しあげますと、現行団の支給額殉職者賞じゆつ金の場合3,000,000円、本条例が制定されますと市の支給額として5,000,000円、計8,000,000円が支給されることになります。この制度は本土におきましては、ほとんどの市町村が実施いたしておりまして、その支給額に多少の差異はあります。この制度適用は多年にわたる消防職団員の念願であります。以上よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第２５号、那覇市消防団員退職報償金条例の制定について提案理由をご説明いたします。本年５月１５日本土復帰に伴う本土法適用による条例制定現行法では本議案のような報償規定はありません。本土消防組織法昭和２２年１２月２３日法律第２２６号第１５条の８の規定に基づきまして消防団員で非常勤の団員が退職した場合は市町村で定めるところにより退職報償金を支給しなければならない。さらに団員が死亡退職の場合には、その遺族に退職報償金を支給しなければならないという規定によりまして本議案を提案いたしました。支給方法といたしましては、本土法消防団員等公務災害補償等共済基金法昭和３１年法律第１０７号第１条のなかで、本土消防組織法第１５の８の規定による非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関しましては市町村の責任の共済制度を適用するところによりまして、消防団員等公務災害補償等共済基金昭和３１年１１月３日政令第３３３号同１１月２０日施行が設立されております。そこで同基金法第９条の２消防団員退職報償金支給責任共済契約の規定によりまして市町村は同基金との間に掛金制度によります同契約締結完了後、同基金から消防団員退職報償金の支給を受けることができるようになります。なお、細則規定等につきましては消防団員等公務災害補償等共済基金法施行令昭和３１年１１月１９日政令第３４６号及び同施行令に基づく規定によりまして消防団員等公務災害補償等共済基金法施行規則昭和３２年２月２３日総理府令第５号の規定によります。よろしくご審議のほどお願いいたします。









○　消防長（具志清一君）

　　議案第２５号の最後のページ、２行目でございます。“付則この条例は、昭和４７年５月１５から施行する”となっておりますが、「１５」の「日」が抜けておりますので、「１５日」とご訂正願います。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　議案第２６号、沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて提案理由をご説明申し上げます。農林局におきましては、本土復帰と同時に適用を受ける農業信用保険法に基づく沖繩県農業信用基金協会（仮称）の設立準備を進めております。同協会は、県、市町村、農協、同連合会を会員とし、これら会員からの出資金を基金の中核として設けられている公的信用保証機関であります。農業近代化資金、その他農業経営に必要な資金の融資を円滑にするため、農業協同組合その他の融資を行なう機関の農業者等に対する貸付けについてその債務を保証することを主たる業務とするものであります。当市もその会員となることを予定いたしておりますが、農業信用保証保険法第１４条２項において「地方公共団体は基金協会の会員になろうとするときは、当該地方公共団体の議会の議決を経なければならない」と規定されておりますので、会員となることについて議会の議決を得るべく議案を提出した次第でございます。よろしくご審議くださいますようお願いします。









○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　第２７号議案、那覇市水道事業の設置等に関する条例の制定についてご説明申しあげます。復帰に伴う地方公営企業法の適用により、同法第４条の規定に基づいて、公営企業の設置及びその経営の基本に関する事項は、条例で定めなければならないこととされ、公営事業設置条例を制定することが義務づけられております。

　　設置条例には、一定の事業を地方公営企業として設置する旨を規定するほか経営の基本に関する事項、例えば水道事業では経営の基本方針、給水区域給水人口、給水量等が定められることになりまして、この案では、第２条に規定してありますが、これは１９８０年を目途とした本市の基本計画でございます。その他に地方公営企業法の規定で条例事項を第３条以下第７条までにまとめて規定してありますが第４条、第５条および第６条の金額設定につきましては本土類似都市を参考に定めたものであります。

　　第３条の組織、および第７条の業務状況説明書類の提出につきましては、現行の那覇市公営企業組織条例と那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例を整理統合して本条例に規定したものでありましてこれら２条例は付則で廃止することになります。

　　尚、那覇市公営企業の契約の方法に関する条例につきましても本土法が昭和４２年に改正されまして、旧法第３４条が削除され、公営企業の契約事務については、地方自治法および同法施行令の契約に関する規定を適用することとされていますので付則でこれを廃止することにいたしました。以上で本案の説明を終ります。よろしくご審議の程お願い申しあげます。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第２８号、那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例の提案理由をご説明申しあげます。この条例は、昭和４７年５月１５日の本土復帰に伴い、根拠条文の整備を図るとともに、土地の貸付価格の評価方法について現在は土地借賃案定法の最高価格ということになっておりますが本土にはその法がないので価格の評価方法の改正を行なったものであります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第２９号、議会の議決に付すべき契約および財産の取得に関する条例の一部を改正する条例制定についての提案理由をご説明申し上げます。この議案は、来る５月１５日の本土復帰に備えまして、当該現行条例の規定が本土法令に適合するように条文の整備を図るために提出したものであります。

　　すなわち、来る５月１５日を期しまして本土の法制下に入りますので、当該条例中に規定してあります引用法令名および該当条文、その他ドル表示の金額を円表示に改めるものでありますが、金額の改正につきましては、現行のドル表示の金額、すなわち政令で定める最低の基準額を、工事または製造の請負につきましては３,０００万円から５,０００万円に、不動産または動産の買入れまたは売払いにつきましては２,０００万円から３,０００万円にそれぞれ引き上げるものであります。金額を引き上げた理由としましては、政令で定める基準額は、最低の基準を定めたものであること、およびその額が９年前の昭和３８年に定められたものであること、従いましてその後の諸物価の上昇その他の社会の経済事情の変動等勘案いたしました場合には、むしろ政令で定めた基準額は低くすぎるくらいで、それをそのまゝ採用することは、実情にそいませんので、過去の実績その他本土の近隣市等を参考にいたしまして、改正案のとおりの金額が妥当であると考えましてその額を設定した訳でございます。よろしくご審議のほどお願いします。









○　企画部長（平良清安君）

　　議案第３０号、那覇市公害防止条例の一部を改正する条例の制定についての提案理由をご説明いたします。那覇市公害防止条例は去る１２月定例市会で可決され、本年１月１１日に公布されましたが、５月１５日の本土復帰により、通貨の表示を円に変える必要があります。さらに地方自治法第３章第１４条第５項にもとづきまして、第１６条及び第１７条の罰則の量刑を改正するものであります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第３１号、那覇市民会館条例の一部を改正する条例についてその提案理由をご説明いたします。改正の目的は、来る５月１５日の本土復帰にそなえ、市民会館の使用料をドルから円に改めることと条文の一部を本土の法令条項に読み替えしたことであります。使用料の換算は１ドル対３６０円で改正してあります。３６０円換算について、その主な理由をご説明いたしますと、那覇市民会館条例が制定されたのが、１９７０年７月で、当時の使用料の算定にあたって本土の類似都市の市民会館の使用料を参考として成案されたものでありまして、今回の改正にあたっても３６０円で換算するのが本土類似都市との均衝を保っことから妥当であると提案いたしました。よろしくご審議のほどお願いいたします。









○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第３２号、財政状況の作成および公表に関する条例の一部改正についてご説明申し上げます。財政公表につきましては、財政状況の作成および公表に関する条例に基づき、毎年度３月と９月にそれぞれ公表してまいりましたが、本土復帰することによって、本土法が適用されると会計年度が違ってくるため、本土法の会計年度に合わせ、財政公表の時期を、従来３月に公表していたものを１２月に、また９月に公表していたものを６月に、それぞれ公表するものとし、さらに第一条については条文の表現を簡明にし全文を改正したいため、本条例の一部改正を提案いたしました。なお、会計年度が変わることによって１９７２月１月１日から５月１４日までの分と、昭和４７年５月１５から９月３０までの分の財政公表については、昭和４７年１２月に公表するものとし、付則でもって経過措置を規定したいと考えております。

　以上簡単にご説明申し上げます。よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　議案第３３号、那覇市公設市場条例の一部改正についてご説明申し上げます。この議案は、本土復帰に伴なう通貨の切り換えにより現行のドル表示の市場使用料を、日本円に改めるため条例の一部を改正する必要があり、この案を提出した次第です。なお、改正すべき点は、市場条例第５条中「使用面積１平方メートルにつき月額７ドルとあるのを、２,２００円に改める」というものであります。よろしくご審議くださるようお願いします。

　　議案第３４号、那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。まず第１点といたしましては、保育所に入所中の児童の保育料については、現在琉球政府の定める徴収金基準額表により徴収しておりますが、この徴収金基準額表は本土復帰後は厚生大臣が定めることになるので、条例第５条の規定中「政府」とあるのを「厚生大臣」に改めることであります。第２点といたしましては、児童福祉の増進と市民生活の安定を図るため７２年度事業として総工費７３,８００ドルをかけ去る２月着工した小祿保育所が６月末日までに完成する予定であるので条例の別表に加えるためのものであります。以上申し述べた理由により、条例の一部を改正する必要がありますので本案を提案いたしました。よろしくご審議くださるようお願いいたします。

　　議案第３５号、那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定についてご説明申し上げます。端的に申し上げますならば沖繩の本土復帰に伴ってこの条例を整備する必要があります。現行条例による訓練期間は「前期７月に始まり１２月に終る。後期１月に始まり６月に終る。」となっております。これは予算年度に準じて定められたもので、本土の予算年度に移行することによって、必然的に訓練期間を「前期４月から９月、後期１０月から３月」に改めなければなりません。現在７２年度後期の訓練を実施中でありますが、年度中途で予算年度が変わるため、７２年度後期の訓練は昭和４７年度に継続していかねばならなくなりました。したがいまして、昭和４７年度予算における訓練は７月以後来年３月までの９ヵ月間となるのであります。この９ヵ月を最大限に利用するため、昭和４７年度に限り９ヵ月を前後期に分け従来実施の６ヵ月訓練に相当する訓練を実施して参りたいと思います。つまり、「従来の６ヵ月の週３回の２時間訓練」を「４.５ヵ月の週３回の３時間訓練」を考えております。よろしくご審議下さるようお願い申し上げます。









○　保健衛生部長（内間武義君）

　　議案第３６号、那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について、提案理由をご説明いたします。本土復帰に伴ないまして、通貨が切替えられることになりますので、条例中の金額を円表示に改めるため提案いたします。本土においては、昨年９月２４日、清掃法が全面改正され、新しく「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」として施行されておりますので、将来はこの法律に基づく改正の必要があるかと思いますけれども目下県の条例や規則が制定されていませんので今回は本市の現行条例中、最少必要限度の円表示改正にとどめて提案いたします。よろしくご審議のほどをお願いします。









○　建設部長（水間平君）

　　議案第３７号、那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について、提案理由をご説明いたします。那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例は、土地区画整理法第３条第３項の規定により、那覇市が施行する土地区画整理事業の共通施行条例として、去った３月定例議会において制定されましたが、５月１５日の本土復帰に備えて、琉球立法による条項を本土法による条項に読み替える必要があります。なお、清算金の分割徴収交付の区分につきましては、換算率に関係なく本土の例にならって、額を定めましたので、よろしくご審議くださいますようお願いいたします。









○　土木部長（内間安春君）

　　議案第３８号、那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について提案理由を説明いたします。改正の主な理由は、根拠法である道路法の本土法適用による改正、現行のドル表示を円表示に改正、占用料金の地域別等級制を廃止して、全市一率に同一基準による料金に改めることがより合理的であると思量されるので等級区分の改正および占用種目の一部の改正であります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第３９号、那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について、提案理由を説明いたします。１９７１年７月１日の改正市町村自治法の施行に伴い、重量機械類は同法第１７９条の１５により物品となり、物品の性格上、これの貸付制度を存続させることは好ましくないので、この案を提出します。よろしくご審議をお願いします。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第４０号、那覇市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償に関する条例、の提案理由をご説明いたします。この案は、本土復帰に伴いまして本土法の適用を受ける地方公務員災害補償法に基づいて、市議会議員および非常勤の職員に対し公務上の災害補償について定めた条例の制定でございます。では、この案の内容を概略ご説明申し上げます。本市、市議会議員およびその他の非常勤の職員については、地方公務員災害補償法第６９条および第７０条の規定に基づき条例で補償の制度を定めることが義務づけられているのでございます。また、義務づけられている事項のなかでも非常勤の職員のうち学校区、学校歯科医あるいは消防団員、水防団員等のようにすでに他の法律で制度が定めているものは、それ等の制度によることとされております。条例の内容は、地方公務員災害補償法および労働者災害補償保険法で定める補償の制度と均衡をとらなければならないものとされており、この趣旨に則ってこの条例を提出するものでございます。よろしくご審議のほどお願いいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　議案第４１号、那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。本案は復帰と同時に施行される本土法令に適合するよう条文の読みかえ字句の訂正、ならびに現行の公園使用料等のドル表示を円表示に改正するためであります。よろしくご審議くださるようお願いいたします。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第４３号、那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について提案理由をご説明申し上げます。復帰に伴いまして地方公務員法第２７条第２項は本人の意に反する免職は地方公務員法の規定によらなければできないと規定されており、現在沖繩では地方公務員法には停年制に関する規定はありません。従って、本市の停年制条例は、地方公務員法のこの規定にもとるので、この案を提案いたしました。よろしくご審議くださいますようおねがいいたします。









○　企画部長（平良清安君）

　　議案第４４号、那覇市総合計画審議会条例の提案理由をご説明いたします。地方自治法第二条第五項の規定によりまして、市町村は基本構想を策定し議会の承認を得ることになっています。本市におきましても、地方自治法第二条第五項に基づく基本構想ならびに基本計画、実施計画を含めた総合計画を策定すべく準備を進めています。この総合計画策定に関する基本的事項等につきまして、広く各界各層の方々のご意見を総合計画に反映させるための那覇市総合計画審議会を設置する必要がありますので、この条例を提案いたしました。よろしくご審議のほどお願いいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　議案第４５号、那覇市都市計画審議会条例の制定についてご説明いたします。本案は、現行の那覇市都市計画委員会設置条例を本土復帰に当たって改正する必要がありますので提案をしたわけであります。おもな改正点は、委員会の名称を審議会に改正することと根拠法の条の読み替えによる改正の２点であります。よろしくご審議下さるようお願いたします。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第４６号、那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例についての提案理由についてご説明申しあげます。この条例は、昭和４７年５月１５日の本土復帰に伴う引用法令名の改正および円のドルへの読み替え、それに延滞金についてはこれまで日割計算でやっていたのを年利計算でやる方式への改正であります。よろしくご審議のほどお願いいたします。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　議案第４７号の説明を申し上げる前に、文字の誤りがありますのでご訂正願いたいと思います。議案第４７号２ページの５行目、“第６条第１項に次の１号を改える”とありますが“改える”を“加える”にご訂正願いたいと思います。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　議案第４７号、那覇市児童手当条例等の一部改正する条例制定について、提案理由を説明申しあげます。これらの条例は、本土復帰に備えての準備措置であります。その内容は次のとおりであります。１番目の那覇市児童手当条例の一部改正はドル表示を円に変えること（「２ドル５０セント」を「９００円」に改め）さらに児童手当法（昭和４６年法律第７３号）の適用を受けた場合、那覇市の児童手当と重複しないための措置であります。２番目に那覇市敬老年金条例の一部改正はドル表示を円に変えること（「１０ドル」を「３,６００円」に改める）ことであります。３番目に那覇市民集会所使用条例の一部改正はドル表示を円に変えること（「１ドル」を「４００円」に「１ドル５０セント」を「６００円」に「２ドル」を「８００円」）に改め、さらに端数の調整維持管理費などを勘案して算定したものであります。４番目に那覇市奨学資金給付条例の一部改正はドル表示を円に変えること（「５ドル」を「２,０００」）に改め、従来より２００円は引上げてあります。５番目に那覇市牧志すもう場管理条例の一部改正はドル表示を円に変えること（「２ドル」を「６００円」に「３ドル」を「１,０００円」に「４ドル」を「１,２００円」に「６０セント」を「２００円」に「７０セント」を「２５０円」に「７ドル」を「２,５００円」）に改め設備等を勘案して引きさげたものであります。６番目に那覇市営首里プール条例の一部改正は、ドル表示を円に変えること（「５セント」を「２０円」に「１０セント」を「４０円」に「２５セント」を「１００円」に「５ドル」を「２,０００円」に「１０ドル」を「４,０００円」に「１５ドル」を「６,０００円」）に改めさらに，端数調整専用料等を勘案して計算したものであります。以上６件を本土復帰に備え改正を要するため、本案を提案した次第であります。よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程はこれで全部終了しました。これにて散会いたします。






（午前１１時２８分　散会）






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












　　　上会議録を調整し署名する。






　　　　　１９７２年４月１８日












　　　　　　　　　　　　　　　　　　議長　　　辺野喜英興　㊞






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人民

　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　国吉辰雄　　㊞









　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　平良信一　　㊞
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１９７２年第１４０回那覇市議会会議録（臨時会）







	
			○　４月２０日（２日目）
			（午前１０時２７分　開会）
	

	
			（午前１０時０４分　散会）
	








○　出席議員（２３名）

　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　１５番　　金城重正君

　　２番　　中村昌信君　　　　　　１７番　　又吉久正君

　　３番　　瀬長フミ君　　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　４番　　辺野喜英興君　　　　　２１番　　久高友敏君

　　６番　　仲村正治君　　　　　　２２番　　喜久山朝重君

　　７番　　　欠員　　　　　　　　２３番　　宮城武君

　　８番　　上原綱正君　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　９番　　金城甚松君　　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　１０番　　島袋宗康君　　　　　　２６番　　安見福寿君

　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２７番　　玉城栄一君

　１２番　　　欠員　　　　　　　　２８番　　　欠員

　１３番　　平良信一君　　　　　　２９番　　椿秀義君

　１４番　　宮里敏慶君　　　　　　３０番　　大浜長弘君









○　欠席議員（４名）

　　５番　　喜舎場盛一君　　　　　１８番　　仲本安一君

　１６番　　高良文雄君　　　　　　１９番　　金城吾郎君






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　説明のための出席者

　　　市長　　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君

　　　収入役　　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　総務部長　　　　　　　　　親泊康晴君

　　　企画部長　　　　　　　　　平良清安君

　　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君

　　　経済民生部長　　　　　　　備瀬政太郎君

　　　保健衛生部長　　　　　　　内間武義君

　　　建設部長　　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君

　　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君

　　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　秘書課長　　　　　　　　　岸本安神君

　　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君

　　　人事課長　　　　　　　　　宮平洋君

　　　事務管理課長　　　　　　　楚南兼秀君

　　　企画課長　　　　　　　　　外間政彰君

　　　財政課長　　　　　　　　　上原繁栄君

　　　用度管財課長　　　　　　　宮城信君

　　　商工観光課長　　　　　　　与古田永盛君

　　　農林水産課長　　　　　　　上原義広君

　　　泊港務所長　　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　民生課長　　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　保健衛生課長　　　　　　　新垣弘君

　　　清掃課長　　　　　　　　　篠原英一君

　　　建設庶務課長　　　　　　　照屋建勇君

　　　都市計画課長　　　　　　　嘉手納是敏君

　　　広報課長　　　　　　　　　伊礼孝君

　　　市民税課長　　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　資産税課長　　　　　　　　渡口精雄君

　　　納税課長　　　　　　　　　新垣政律君

　　　保育課長　　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　労政課長　　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　福祉事務所設置準備室長　　仲村幸永君

　　　用地課長　　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　公園緑地課長　　　　　　　赤嶺宗一君

　　　工事課長　　　　　　　　　久高俊雄君

　　　建築課長　　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　　上原武信君

　　　土木課長　　　　　　　　　宮城光徳君

　　　下水道建設課長　　　　　　稲福英男君

　　　港湾課長　　　　　　　　　上原一男君

　　　消防次長　　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　　比嘉雅由君

　　　水道局総務課長　　　　　　嘉数清孚君

　　　下水道業務課長　　　　　　屋良利彦君

　　　消防予防課長　　　　　　　上原勝君

　　　選挙管理委員長　　　　　　赤嶺正一君

　　　監査事務局長　　　　　　　崎浜清君

　　　水道局企画調査課長　　　　安田秀夫君

　　　水道局経理課長　　　　　　宮平亀一君

　　　教育長　　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　教育次長　　　　　　　　　前城仁幹君

　　　総務課長　　　　　　　　　浦崎直信君






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　　　新垣襄二君

　　　議事係長　　　　　　　　　亀島美一君

　　　調査係長　　　　　　　　　永山盛広君















　　　記録係長　　　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　　　山川恵美子君






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第２号

１９７２年４月２０日（木曜）午前１０時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第１６号　那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第１７号　那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第１８号　那覇市職員の分限に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第１９号　那覇市職員の懲戒に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２０号　那覇市公平委員会設置条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２１号　那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２４号　那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４２号　那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２２号　那覇市火災予防条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２３号　那覇市消防賞じゆつ金条例制定について　（市長提出）

　　　議案第２５号　那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２６号　沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２７　号那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２８号　那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第２９号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３０号　那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３１号　那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３２号　財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３３号　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３４号　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３５号　那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３６号　那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３７号　那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３８号　那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３９号　那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４０号　那覇市議会の議員その他非常勤職員の公務災害補償に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４１号　那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４３号　那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４４号　那覇市総合計画審議会条例制定について　（市長提出）

　　　議案第４５号　那覇市都市計画審議会条例制定について　（市長提出）

　　　議案第４６号　那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４７号　那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

第３　議案第４８号　那覇市福祉事務所設置条例制定について　（市長提出）

　　　議案第４９号　那覇市霊園条例制定について　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５０号　那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

第４　報告第　３号　専決処分の報告について　　　　　　　　（市長提出）

　　　報告第　４号　専決処分の報告について　　　　　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　これより本日の会議を開きます。諸般の報告をいたします。４月１９日付、市長から、議案の送付がありました。４月１９日付、市長から「議案の訂正について」文書の送付がありました。その写しはお手元に配布してありますので、これにより、訂正することを承認願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は宮里敏慶君、金城重正君、を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第１６号、那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について。議案第１７号、那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について。議案第１８号、那覇市職員の分限に関する条例制定について。議案第１９号、那覇市職員の懲戒に関する条例制定について。議案第２０号、那覇市公平委員会設置条例制定について。議案第２１号、那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について。議案第２４号、那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について。議案第４２号、那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について。議案第２２号、那覇市火災予防条例制定について。議案第２３号、那覇市消防賞じゆつ金条例制定について。議案第２５号、那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について。議案第２６号、沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて。議案第２７号、那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について。議案第２８号、那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について。議案第２９号、議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３０号、那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について。議案第３１号、那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について。議案第３２号、財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３３号、那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について。議案第３４号、那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について。

　議案第３５号、那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について。議案第３７号、那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について。議案第３９号、那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について。議案第４０号、那覇市議会の議員その他非常勤職員の公務災害補償に関する条例制定について。議案第４１号、那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について。議案第４３号、那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について。議案第４４号、那覇市総合計画審議会条例制定について。議案第４５号、那覇市都市計画審議会条例制定について。議案第４６号、那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例制定について。議案第４７号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について。までの事件を一括して上程し質疑に入ります。









○　平良信一君

　　消防長にお尋ねいたします。議案第２２号、那覇市火災予防条例の制定についてをみますと消防法と危険物取締規則との両方からなってるように思いますが那覇市独自の条例であるのか、また、本土消防法による危険物の規則に関する政令または施行令によるものであるのかどうかお伺いします。









○　消防長（具志清一君）

　　お答えします。提案理由説明の際にも申し上げましたが、現行法では市町村条例で火災予防条例を定める規定がないため本土法適用によって１３番議員がおっしやいましたように消防法、消防法施行令、消防法施行規則、危険物の規制に関する政令、危険物の規制に関する規則等によって市町村の条例で火災予防条例を定めるとの規定によりまして以上のそれぞれの規定に基き本市にもっとも適合するように作成したものと思料いたします。









○　平良信一君

　　消防法の改正によって消防本部が設置されて行政庁としての市町村長に危険物取扱いの許認可権が移譲されますが那覇市の場合は技官がいなければならないと思いますが現在技官としての有資格者がいるかどうか。









○　消防長（具志清一君）

　　現在技官はおりません。









○　平良信一君

　　本土復帰が間近かでありますし、先程この危険物の規制に関する政令による取締り規則あるいは消防法を適用しなければいけないと思いますが、那覇市はいつこの技官を採用するおつもりかそれをお伺いいたします。









○　消防長（具志清一君）

　　お答えいたします。ご承知かと思いますが、復帰に伴う特別措置法の規定によりまして、危険物の規制に関する政令中、第３条の規定については昭和４８年３月３１日までの間は現行法で継続していいという規定がありまして、その間もちろん経過措置以前に本土並みにもってゆくように行政指導をやってまいりますが、今先ご指摘がありましたようにそういう有資格者の問題とあわせまして早急に解決するよう努力いたします。









○　金城重正君

　　議案第３１号、那覇市民会館条例の一部を改正する条例について、別表の使用料ですが、これは従来までのドルを円にそのまま切り換えるのか、その点だけ説明していただきたい。高くなってるのかどうかですね。









○　企画部長（平良清安君）

　　原則として１ドル対３６０円で読みかえて端数は整理しております。









○　金城重正君

　　本員がお尋ねしたいのは今回の通貨の切り換えによりますところの３６０円と３０８円、こういうものがありますが、今部長の説明によりますと、この料金は３６０円でやっているということであり、さらにまた市の行政事務の段階で３０８円打ち出されておるのもあります。一体市は基本原則として条例で行う原則として３０８円でやるのか、３６０円でやるのか。ということはある一つの条例に対しては３０８円で、ある一つの行政の条例に対しては３６０円で、こういうようになっておるのが私達が今までみておる那覇市の行政の内容だと本員は考えております。一体市の基本的な考え方はどうなっているのか。いわゆる市民会館は３６０円、ほかのものは３０８円、たとえば水道料金これは新聞に出ておりますが、３０８円でやりますといってます。しかし市民会館は市民が利用するものであるのにどうして３６０円でなければならないのか。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答え申し上げます。ただいま企画部長は３６０円というふうにお答えしておりますが、条例全体をみまして、３６０円でいいようなもの、あるいは３０８円でいいようなものがございます。全体的にはもちろんこれは通貨の相場変動がありますが公定相場が本来の考え方であります。しかしその中で今度条例を整理する上におきまして本土のいろいろの使用料条例そういうものを見てそれぞれ作っております。ですからこちらがやすかったものは３６０円に近くなっております。あるいは高かかったものは３０８円に近くなっております。そこでこの際条例の整理をしようということで読みかえは余りしないけれども本土の条例と比較しております。ですから中には条例そのものには３６０円に近くなったものもありますし、あるいは３０８円に近くなったものもありますが、全般的にはそういうものの考え方で本土の条例を一つの基準といたしましてやっております。









○　金城重正君

　　部長の説明と助役の説明は喰い違うであります。当局の答弁は市長以下部長までは一貫した答弁のあり方でなければならんはずであります。ただ不思議に思うのは今、助役が上司でございます。その換算については本土並みという考え方でこの３１号議案は３６０円で読みかえたということですか。市民会館は１ドルを３６０円に読みかえないと本土の平均並みにいかないということですか。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　一応は通貨が交換されますのでもちろん公定歩合があるわけです。通貨の交換につきましては政令で決められるのであります。そこで私達は通貨の変動には余り重点をおかないでこの際いろいろの条例を本土のそれに近付けようと、本土の類似都市に比較して条例を作ろうということに重点をおきまして、これは３０８円で読みかえよう、これは３６０円で読みかえようということは余り考えておりません。今企画部長は３６０円で読みかえたといっておりますが、それだけではないのでありまして、たとえば、端数が出ますのでそれを整理しなければなりませんので、それをしながら本土の各条例をみて条例を整備したわけでございます。ですから従来のドル表示が３０８円に、あるいは３６０円になったというものではありません。それを整理しながらその中で３６０円に近くなったものもありますし、あるいはもっと低くなったものもあります。









○　金城重正君

　　本員が聞いているのは、先程の助役の説明で、本土並みに条例等を勘案してこれを決めたんだということでした。しかし、今の説明はまたそうではない。前と後が合わないんです。聞きたいのは最初の質問の中でもいったように本土の市民会館の条例等を勘案してその使用料を３６０円で換算しないと本土のそれと同等にならないのかどうか、これを聞いてるわけです。そこで部長は３６０円で読みかえた、端数は切り捨てたとおっしやった。まちまちなんです。助役の説明ではそういうことは勘案してない、また一方では他府県の条例等を勘案して３６０円に近付けたということです。ですから本員が聞きたいのは内地の市民会館と同額であるのかどうかということ、これをお尋ねしているのです。









○　企画部長（平良清安君）

　　お答えします。結論から申しますと、いま１５番議員がおっしやっているとおり、本土の類似都市の類似施設の使用料と同じであります。先ほど私が市民会館の料金は３６０円で読みかえた、といった意味は、後ほど助役のほうで全体的な、各種使用料のものを包括的におっしやったわけですが、私のほうで舌足らずで誤解を受けているようでありますけれども、結果としては、３６０円に読みかえた形になっておるわけでございますが、ご承知のように市民会館はその使用料を設定してからまだ１ヵ年か、１ヵ年半にしかなりません。その使用料設定のときに委員会でもご説明しましたように、本土の類似都市の類似施設を十分参考にいたしまして、それと均衡を保つという意味で、同額ということで３６０円で円をドルに読みかえて設定したわけですから、本土復帰していきますのでそういう形で本土類似都市を再びまた参考にしよう、ということで結果的には３６０円という形になったということをご了解いただきたいと思います。









○　金城重正君

　　いま部長は類似都市の関連施設の使用料を勘案してやったときには３６０円ぐらいになっていたんだということでございますが、その市はどこであるのか、どこと比較やったんでございますか。その類似都市、それを検討したものをご披露していただきたいと思います。









○　企画部長（平良清安君）

　　お答えいたします。岐阜、浜松、西宮、高松、熊本、足利、福岡、岡山、札幌、長野、松山等の市民会館を参考にしております。









○　金城重正君

　　ただいま部長の説明に岐阜、浜松、西宮、高松、熊本、松山、こういうところが入っていたと承っております。そして本員が調べたのはその二、三でございますけれども、いわゆる部長としては、そのいままで調べた市とほぼ同額、ほぼ似ているんだということでございます。そういうことですね。

　　　　　　　　　　（「はい」という者あり）

　時間がございませんのでそれについての質問は後日にいたします。問題は、那覇市の市政として、また私たち沖繩１００万県民としても３６０円で読みかえをしていかなければならない。そうあるべきだ、というのが県民の声であります。しかるに那覇市の現在の市政を見てみますと、先ほど申し上げましたように一部は３０８円、一部は３６０円。私は市がその通貨の読みかえについては何かの基本をはっきりさせるべきだと思うんです。選挙運動のために水道料金を３０８円でやる、これはこの前の新聞の中に出ておる。さらに“工事が持ち越されるものは３０８円でやる、ただし現時点においてはそれがはっきりしないので、復帰後にその操作については考えます。”こういうような答弁が前回にもなされております。しかし、私は市は一貫して何かの基準というものを設けて３０８円であるのか、３６０円であるのか、そういうものもやらぬ限り、一部は３０８円、一部は３６０円ではそこに非常に矛盾があるやに考えられるのであります。それについての当局のご見解はどのようにお持ちであるのかお聞かせいただきたいと思います。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答え申し上げます。この問題は非常にむずかしい問題でございまして、たとえば給与なんかにつきましては現在までもらっておったものが公定の３０８円で切りかえますと非常にダウンしまして生活が苦しくなる。約２割方ダウンしますので非常に苦しくなるわけでございます。それに比例して物価も下がりますとあまり苦しくなりませんが、ただし物価は下がらないと思います。ですから給与関係につきましては360円で読みかえて計上しようとこのように思っておりますが、しかし経済的にいろいろな問題がございまして、たとえばかりに３０８円でわれわれの通貨が切りかえられますと、あるいはわれわれの持っておった財産が将来３０８円の評価にしかならない、ということでいろいろ経済面に及ぼす影響もございます。ですから一概に全部３６０円でやっていいかどうかも疑問もあるわけでございまして、そのために条例の制定、使用料、あるいは金銭の入っておる条例につきましては、通貨が本土並みになりますので本土のいろいろの条例を調べながらいこう、ということで先ほども申し上げましたように条例の中では３０８円位の単価になったのもありますし、あるいは中間的な価格になったのもありますし、あるいは３６０円になったものもあるわけでありまして、経済的に全体を360円で読みかえていいかどうかも非常に疑問があるわけであります。そういう意味におきまして条例制定においても何回となく部長会議も開きました。いまも申し上げましたとおり、結局通貨、経済圏も同じになるわけでございますので、われわれも将来は所得も支出も結局日本経済の中に包含されるわけでありますので、そのおちついた状態はやっぱり本土のいまの状態と比較をしなければならないと思います。そういう意味におきまして、条例制定につきましても本土類似都市と対比をしまして、そしてこれは円通貨、ドルの計算ではこうなるんだけれど、大体これに近づいていこう、というような方向でやっております。ですから一概に全部を３６０円で読みかえていいかどうかということも問題があるわけでございまして、このような趣旨でいろんな条例を改正しておりますがこの問題は非常にむつかしくてどのようにしたほうがいいか悩んでいる面もあるわけでありますが、平面的に見まして本土経済の中に入り込んでいきますので那覇市の機構も、あるいは財政もいかにまとめるかが問題であります。中には非常にむつかしく将来改定をしなければならぬのも出てくるかと思いますが、一応そのような状態で条例なんかも制定しております。以上であります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結します。議案第１６号、那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について。議案第１７号、那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について。議案第１８号、那覇市職員の分限に関する条例制定について。議案第１９号、那覇市職員の懲戒に関する条例制定について。議案第２０号、那覇市公平委員会設置条例制定について。議案第２１号、那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について。議案第２４号、那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について。議案第４２号、那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について。議案第２２号、那覇市火災予防条例制定について。議案第２３号、那覇市消防賞じゆつ金条例制定について。議案第２５号、那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について。議案第２８号、那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について。議案第２９号、議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３０号、那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について。議案第３１号、那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について。議案第３２号、財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第４０号、那覇市議会の議員その他非常勤職員の公務災害補償に関する条例制定について。議案第４３号、那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について。議案第４４号、那覇市総合計画審議会条例制定について。議案第４６号、那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について。は総務委員会に、議案第２７号、那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について、議案第３７号、那覇市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について。


　ついて。議案第３９号、那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について。議案第４１号、那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について。議案第４５号、那覇市都市計画審議会条例制定について。は建設委員会に、議案第２６号、沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて。議案第３３号、那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について。議案第３４号、那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について。議案第３５号、那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について。議案第４７号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について。は経済民生教育委員会に、それぞれその審査を付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第４８号、那覇市福祉事務所設置条例制定について。議案第４９号、那覇市霊園条例制定について。議案第５０号、那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について。までの事件を一括議題とし、提案者の説明を求めます。









○　福祉事務所設置準備室長（仲村幸永君）

　　経済民生部長が病気で休んでおりますので、私かわって議案の説明をさしていただきたいと思います。議案第４８号、那覇市福祉事務所設置条例制定について。福祉事務所の設置については本土復帰の時点で本土法の、社会福祉事業法第１３条の規定によつて市が設置しなければならない、という義務づけがあります。それによりましてこの条例を提案したわけであります。福祉事務所は福祉六法の実践機関として重要な機構でございますので、よろしくご審議、可決のほどお願いいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　議案第４９号、那覇市霊園条例の制定について提案理由をご説明いたします。那覇市は１９５６年に都市計画事業の一環として市街地の墳墓を移転させるため、識名一帯に３４.６５ヘクタールの地域が霊園地域として指定されております。そのうち４.８９ヘクタールにつきましては、市の霊園施設として計画され、１９５７年に事業を開始し、１９７２年度にかけて、用地買収、ならびに納骨堂、管理事務所、園路等の諸施設を整備して参っております。

　　さる３月１９日に新納骨堂も完成いたしましたので、これを機会に新しく条例を制定し、霊園施設の適正な管理、運営をはかる必要がありますので、お手元に配布してあります　議案のとおりよろしくご審議下さるよう提案いたします。

　　議案第５０号、那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例について提案理由をご説明いたします。本案は納骨堂の新設および本土復帰に伴い条例の一部を改正する必要があり提案するものであります。主な改正点をあげますと、新納骨堂の使用料の設定ならびに現行使用料のドル表示を円表示に改正することであります。よろしくご審議下さるようお願いいたします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの説明に対し質疑に入ります。

　　　　　　　　　　（「委員会付託」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結いたします。ただいま議題となっております議案第４８号、那覇市福祉事務所設置条例制定については経済民生教育委員会に、議案第４９号、那覇市霊園条例制定について、議案第５０号、那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定については建設委員会に、それぞれその審査を付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　報告第３号、専決処分の報告について。報告第４号、専決処分の報告についてを議題といたします。本件については、お手元に配布いたしましたとおり、市長から報告書が提出されておりますのでこれによりご了承願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。来る５月１日月曜日本会議を開きます。

（午前１１時０４分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









上会議録を調整し署名する。









　　　１９７２年４月２０日






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議長　　　辺野喜英興　㊞






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　宮里敏慶　　㊞






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　金城重正　　㊞





























第140回那覇市議会会議録







臨時会













４月２１日（金曜日・３日目）















１９７２年第１４０回那覇市議会会議録（臨時会）







	
			○　４月２１日（３日目）
			（午後１時２５分　開議）
	

	
			（午後１時３０分　散会）
	











○　出席議員（２５名）

　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　１７番　　又吉久正君

　　２番　　中村昌信君　　　　　　１８番　　仲本安一君

　　３番　　瀬長フミ君　　　　　　１９番　　金城吾郎君

　　４番　　辺野喜英興君　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　６番　　仲村正治君　　　　　　２１番　　久高友敏君

　　７番　　　欠員　　　　　　　　２２番　　喜久山朝重君

　　８番　　上原綱正君　　　　　　２３番　　宮城武君

　　９番　　金城甚松君　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　１０番　　島袋宗康君　　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２６番　　安見福寿君

　１２番　　　欠員　　　　　　　　２７番　　玉城栄一君

　１３番　　平良信一君　　　　　　２８番　　　欠員

　１４番　　宮里敏慶君　　　　　　２９番　　椿秀義君

　１６番　　高良文雄君　　　　　　３０番　　大浜長弘君









○　欠席議員（２名）

　　５番　　喜舎場盛一君

　１５番　　金城重正君






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　説明のための出席者

　　市長　　　　　　　　　　　平良良松君

　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君

　　収入役　　　　　　　　　　呉屋永得君

　　総務部長　　　　　　　　　親泊康晴君

　　企画部長　　　　　　　　　平良清安君

　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君

　　経済民生部長　　　　　　　備瀬政太郎君

　　保健衛生部長　　　　　　　内間武義君

　　建設部長　　　　　　　　　水間平君

　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君

　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君

　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　秘書課長　　　　　　　　　岸本安神君

　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君

　　人事課長　　　　　　　　　宮平洋君

　　事務管理課長　　　　　　　楚南兼秀君

　　企画課長　　　　　　　　　外間政彰君

　　財政課長　　　　　　　　　上原繁栄君

　　用度管財課長　　　　　　　宮城信君

　　商工観光課長　　　　　　　与古田永盛君

　　農林水産課長　　　　　　　上原義広君

　　泊港務所長　　　　　　　　高嶺朝恭君

　　民生課長　　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　保健衛生課長　　　　　　　新垣弘君

　　清掃課長　　　　　　　　　篠原英一君

　　建設庶務課長　　　　　　　照屋建勇君

　　都市計画課長　　　　　　　嘉手納是敏君

　　広報課長　　　　　　　　　伊礼孝君

　　市民税課長　　　　　　　　高江洲康次郎君

　　資産税課長　　　　　　　　渡口精雄君

　　納税課長　　　　　　　　　新垣政律君

　　保育課長　　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　労政課長　　　　　　　　　阿波連宗政君

　　福祉事務所設置準備室長　　仲村幸永君

　　用地課長　　　　　　　　　渡久地敬正君

　　公園緑地課長　　　　　　　赤嶺宗一君

　　工事課長　　　　　　　　　久高俊雄君

　　建築課長　　　　　　　　　金城幸男君

　　住宅課長　　　　　　　　　知念盛信君

　　区画整理課長　　　　　　　上原武信君

　　土木課長　　　　　　　　　宮城光徳君

　　下水道建設課長　　　　　　稲福英男君

　　港湾課長　　　　　　　　　上原一男君

　　消防次長　　　　　　　　　西原太郎君

　　消防総務課長　　　　　　　比嘉雅由君

　　水道局総務課長　　　　　　嘉数清孚君

　　下水道業務課長　　　　　　屋良利彦君

　　消防予防課長　　　　　　　上原勝君

　　選挙管理委員長　　　　　　赤嶺正一君

　　監査事務局長　　　　　　　崎浜清君

　　水道局企画調査課長　　　　安田秀夫君

　　水道局経理課長　　　　　　宮平亀一君

　　教育長　　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　教育次長　　　　　　　　　前城仁幹君

　　総務課長　　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　事務局長　　　　　　　　　義永栄善君

　　庶務課長　　　　　　　　　玉城三郎君

　　議事課長　　　　　　　　　新垣襄二君

　　議事係長　　　　　　　　　亀島美一君

　　調査係長　　　　　　　　　永山盛広君









　　記録係長　　　　　　　　　山城正信君

　　主事　　　　　　　　　　　徳村政保君

　　主事　　　　　　　　　　　上原洋子君

　　主事　　　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第３号

１９７２年４月２１日（金曜）午後１時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第５１号　学校建設用地購入債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５２号　１９７２年度那覇教育市歳入歳出補正予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　４月２１日は休会の日でありますが、議事の都合により特に会議を開きます。この際諸般の報告をいたします。４月２０日付、市長から議案の送付がありました。４月２１日付、市長から「議案の訂正について」文書の送付がありました。その写しはお手元に配付してありますのでこれにより、訂正することを承認願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は又吉久正君、仲本安一君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第５１号、学校建設用地購入債を起こすことについて。議案第５２号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算。を一括して議題といたします。提案者の説明を求めます。









○　教育長（赤嶺貞義君）

　　議案第５１号、学校建設用地購入債を起こすことについてご説明申し上げます。本案は首里石嶺町に新設する中学校建設用地購入費に充当するため、提案したのであります。現在首里地域には首里中学校を１校設置してありますが、最近首里北部地域は急激に児童生徒が増加し、首里中学校にはこれ以上の教育施設等の建設が困難であり、同校は現在４８学級、生徒数２,０００を越す在籍をかかえ、マンモス学校となっており、教育上大きな支障をきたしております。それで、これが解決のためこのたび、琉球政府有地琉球大学第二農場用地３２,２０８平方メートル（約９,７６０坪）を取得いたしまして、中学校を新設し、首里中学校の過密状態を緩和する計画であります。用地購入費は５８５,６００ドル以内でありますが、このような多額の資金を一時にねん出することが困難でありますので全額教育区債で充当するため本案を提出したのであります。よろしくご審議くださるようお願い申しあげます。

　　議案第５２号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算についてご説明申し上げます。今回の補正予算は主として本土復帰前に執行すべきものであります。

　　まず政府支出金で充当すべき教職員の退職金を３９８,４９１ドルを追加してあります。次に本土復帰に伴なって、那覇連合教育区が解消されますので、その連合教育区財産の庁舎を購入するため、１９６６年に那覇教育区が負担した庁舎建築費負担金１８０,０００ドルの還付金を諸収入として計上し、諸支出金の連合区負担金１８,０００ドルと公債費２,０００ドルを減額し、庁舎購入費２００,０００ドルに充当してあります。次に教育区債で充当する学校建設用地購入費５８５,６００ドルを計上してあります。以上簡単に説明を終ります。よろしくご審議くださるようお願い申しあげます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑に入ります。

　　　　　　　　（「質疑なし、委員会付託」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結いたします。議案第５１号、学校建設用地購入債を起こすことについて。議案第５２号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算。は経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。






（午後１時３６分　散会）









～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






上会議録を調整し署名する

　　１９７２年４月２１日









　　　　　　　　　　　　　　　議長　　　辺野喜英興　㊞









　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　又吉久正　　㊞









　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　仲本安一　　㊞























第140回那覇市議会会議録







臨時会













４月２５日（火曜日・４日目）















１９７２年第１４０回那覇市議会会議録（臨時会）







	
			○　４月２５日（４日目）
			（午前１０時１５分　開議）
	

	
			（午後１２時４３分　散会）
	











○　出席議員（２６名）

　　１番(社大)国吉辰雄君　　　１７番　　又吉久正君

　　２番　　中村昌信君　　　　　１８番　　仲本安一君

　　３番　　瀬長フミ君　　　　　１９番　　金城吾郎君

　　４番　　辺野喜英興君　　　　２０番　　黒潮隆君

　　５番　　喜舎場盛一君　　　　２１番　　久高友敏君

　　６番　　仲村正治君　　　　　２２番　　喜久山朝重君

　　７番　　　欠員　　　　　　　２３番　　宮城武君

　　８番　　上原綱正君　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　９番　　金城甚松君　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　１０番　　島袋宗康君　　　　　２６番　　安見福寿君

　１１番(人民)国吉辰雄君　　　２７番　　玉城栄一君

　１２番　　　欠員　　　　　　　２８番　　　欠員

　１３番　　平良信一君　　　　　２９番　　椿秀義君

　１５番　　金城重正君　　　　　３０番　　大浜長弘君

　１６番　　高良文雄君






○　欠席議員（１名）

　１４番　　宮里敏慶君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　説明のための出席者

　　市長　　　　　　　　　　　平良良松君

　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君

　　収入役　　　　　　　　　　呉屋永得君

　　総務部長　　　　　　　　　親泊康晴君

　　企画部長　　　　　　　　　平良清安君

　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君

　　経済民生部長　　　　　　　備瀬政太郎君

　　保健衛生部長　　　　　　　内間武義君

　　建設部長　　　　　　　　　水間平君

　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君

　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君

　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　秘書課長　　　　　　　　　岸本安神君

　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君

　　人事課長　　　　　　　　　宮平洋君

　　事務管理課長　　　　　　　楚南兼秀君

　　企画課長　　　　　　　　　外間政彰君

　　財政課長　　　　　　　　　上原繁栄君

　　用度管理課長　　　　　　　宮城信君

　　商工観光課長　　　　　　　与古田永盛君

　　農林水産課長　　　　　　　上原義広君

　　泊港務所長　　　　　　　　高嶺朝恭君

　　民生課長　　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　保健衛生課長　　　　　　　新垣弘君

　　清掃課長　　　　　　　　　篠原英一君

　　建設庶務課長　　　　　　　照屋建勇君

　　都市計画課長　　　　　　　嘉手納是敏君

　　広報課長　　　　　　　　　伊礼孝君

　　市民税課長　　　　　　　　高江洲康次郎君

　　資産税課長　　　　　　　　渡口精雄君

　　納税課長　　　　　　　　　新垣政律君

　　保育課長　　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　労政課長　　　　　　　　　阿波連宗政君

　　福祉事務所設置準備室長　　仲村幸永君

　　用地課長　　　　　　　　　渡久地敬正君

　　公園緑地課長　　　　　　　赤嶺宗一君

　　工事課長　　　　　　　　　久高俊雄君

　　建築課長　　　　　　　　　金城幸男君

　　住宅課長　　　　　　　　　知念盛信君

　　区画整理課長　　　　　　　上原武信君

　　土木課長　　　　　　　　　宮城光徳君

　　下水道建設課長　　　　　　稲福英男君

　　港湾課長　　　　　　　　　上原一男君

　　消防次長　　　　　　　　　西原太郎君

　　消防総務課長　　　　　　　比嘉雅由君

　　水道局総務課長　　　　　　嘉数清孚君

　　下水道総務課長　　　　　　屋良利彦君

　　消防予防課長　　　　　　　上原勝君

　　選挙管理委員長　　　　　　赤嶺正一君

　　監査事務局長　　　　　　　崎浜清君

　　水道局企画調査課長　　　　安田秀夫君

　　水道局経理課長　　　　　　宮平亀一君

　　教育長　　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　教育次長　　　　　　　　　前城仁幹君


　　総務課長　　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　事務局出席者

　　事務局長　　　　　　　　　義永栄善君

　　庶務課長　　　　　　　　　玉城三郎君

　　議事課長　　　　　　　　　新垣襄二君

　　議事係長　　　　　　　　　亀島美一君

　　調査係長　　　　　　　　　永山盛広君












　　記録係長　　　　　　　　　山城正信君

　　主事　　　　　　　　　　　徳村政保君

　　主事　　　　　　　　　　　上原洋子君

　　主事　　　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第４号

１９７２年４月２５日（火曜）午前１０時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第５３号　那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５４号　那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５５号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５６号　那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５７号　旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５８号　那覇市職員団体の登録に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５９号　那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６０号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６１号　証人等の実費弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６２号　那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６３号　那覇市港湾審議会条例制定について　　　（市長提出）

　　　議案第６４号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６５号　那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員金城吾郎君外９名提出）

第３　議案第２８号　那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第２９号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第３０号　那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第３２号　財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第４３号　那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第４４号　那覇市総合計画審議会条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第４６号　那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

第４　議案第２１号　那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第２２号　那覇市火災予防条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第２３号　那覇市消防賞じゆつ金条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第２４号　那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第２５号　那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第４２号　那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

第５　議案第２７号　那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第３７号　那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第３８号　那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第３９号　那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第４５号　那覇市都市計画審議会条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

第６　議案第２６号　沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

　　　議案第３３号　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

　　　議案第３４号　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

　　　議案第３５号　那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

　　　議案第３６号　那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

　　　議案第５１号　学校建設用地購入債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

　　　議案第５２号　１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年４月２２日






　　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興殿

総務常任委員長

黒潮隆









委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は、審査の結果、下記のとおり決定したから会議規則第１０１条の規定により報告します。

記



	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第２８号
			那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案第２９号
			議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案第３０号
			那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案第３２号
			財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案第４３号
			那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について
			〃
	










	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第４４号
			那覇市総合計画審議会条例制定について
			〃
	

	
			議案第４６号
			那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案第２１号
			那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について
			〃
	

	
			議案第２２号
			那覇市火災予防条例制定について
			〃
	

	
			議案第２３号
			那覇市消防賞じゆつ金条例制定について
			〃
	

	
			議案第２４号
			那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について
			〃
	

	
			議案第２５号
			那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について
			〃
	

	
			議案第４２号
			那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












１９７２年４月２２日






　那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿






建設常任委員長

比嘉佑直












委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は、審査の結果、下記のとおり決定したから会議規則第１０１条の規定により報告します。






記



	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第２７号
			那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案第３７号
			那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案第３８号
			那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案第３９号
			那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について
			〃
	

	
			議案第４５号
			那覇市都市計画審議会条例制定について
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年４月２２日









　那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿









経済民生教育常任委員長

大浜長弘









委員会審査報告書






　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。






記



	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第２６号
			沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて
			同意
	

	
			議案第３３号
			那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案第３４号
			那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案第３５号
			那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案第３６号
			那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案第５１号
			学校建設用地購入債を起こすことについて
			〃
	

	
			議案第５２号
			１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～















○　議長（辺野喜英興君）

　　４月２５日は休会の日でありますが、議事の都合により特に会議を開きます。この際、諸般の報告をいたします。４月１７日付、議員金城吾郎君外９名から会議規則第１４条の規定により、那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について、の議案の提出がありましたので報告いたします。４月２２日付、総務常任委員長、建設常任委員長、経済民生教育常任委員長から会議規則第１０１条の規定により、それぞれ委員会審査報告書の提出がありましたので報告いたします。４月２３日付、市長から議案の送付がありましたので報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、金城吾郎君、黒潮隆君、を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第５３号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について。議案第５４号、那覇市特別職員の給与に関する条例制定について。議案第５５号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第５６号、那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について。議案第５７号、旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第５８号、那覇市職員団体の登録に関する条例制定について。議案第５９号、那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について。議案第６０号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第６１号、証人等の実費弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第６２号、那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について。議案第６３号、那覇市港湾審議会条例制定について。議案第６４号、那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について。議案第６５号、那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について。までの事件を一括して議題とし順次提案者の説明を求めます。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第５３号、那覇市職員の勤務時間休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について提案理由をご説明申し上げます。職員の休日、休暇等の制度が本土と沖繩ではことなっているため、本土復帰にともないこれを本土地方公務員の休日、休暇等の制度に改めるものであります。

　　また、この際自治省の準則にならい条例では、職員の勤務時間、休日、休暇についての基本的な事項だけを規定し、具体的な事項については、規則で規定することにいたしました。よろしくご審議くださいますようおねがいいたします。

　　議案第５４号、那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について提案理由の概略をご説明申し上げます。市長以下三役の給与については、従来一般職職員と同じ給与条例に規定されていますが、本土復帰による地方自治法および地方公務員法の適用によって三役および水道事業管理者は、特別職職員として一般職職員と別に給与条例を制定する必要があり、また水道事業管理者は地方公営企業法の適用になって兼任が出来なくなり、新たに任命することになりますので、その給与も含めて条例を制定する必要があり、この案を提出いたしました。よろしくご審議下さいますようお願いいたします。

　　議案第５５号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明申し上げます。本案は本土復帰にともない現行条例の内容を整備する必要が生じましたので、次の諸点について改正いたしたものでございます。先づ通貨がドルから円へ変るため、円に読み替えたこと、第２に、期末手当の支給日については国または他の地方公共団体に準じて「８月１０日」から「６月１０日」に変更したこと、第３に臨時に任用する用人を臨時職員に用語の整理をしたこと、第４には、那覇市職員の分限および懲戒に関する条例をさきに提案した「分限に関する条例」と「懲戒に関する条例」に分離して制定するため、それにもとづく条文の変更をしたことであります。よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。

　　議案第５６号、那覇市職員等の旅費支給条例制定について提案理由をご説明申し上げます。この案について概略申し上げますと、現行の旅費支給条例は琉球内、琉球外と区分した規定の仕方で、部分的には本土の他の地方公共団体の旅費支給条例とは異にした国家公務員の海外旅行の規定に準じた内容になっております。

　　従って本土復帰により国内規定に条例の内容を全面的に整備をする必要があることおよび旅費額についての円への換算さらに類似都市、九州各都市との均衡を考慮してその水準まで旅費額を増額する必要があるため本案を提出いたしました。よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。

　　議案第５７号、旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例の提案理由をご説明いたします。この案は、旧那覇市職員退隠料支給条例第３条第２項に基づいて、別表の仮定俸給年額の改定を行うものでございます。改定の主な理由を申し上げますと、同退隠料条例の別表は、１９６２年に制定以来、今日に至るまで改定をみていないのでございます。したがいまして、その間の職員給与の増加、物価の著しい変動等を考慮いたしまして別表を改定するためこの案を提出いたしました。よろしくご審議くださいますようおねがいいたします。

　　議案第５８号、那覇市職員団体の登録に関する条例の提案理由をご説明いたします。この案は、本土復帰にともないまして地方公務員法にもとづき職員団体の登録に関して定めた条例の制定であります。この条例の内容をご説明申しますと、本市職員が職員団体を結成し、地方公務員法第５３条第１項および第５項から第８項までの規定に基づいて、登録機関へ登録する際の申請通知等を規定しているのでございます。よろしくご審議くださいますようお願いいたします。

　　議案第５９号、那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について、提案理由をご説明申し上げます。この案について、概略を申し上げますと、本土復帰により地方公務員法が即時適用されるため、同法第５５条の２第６項の規定で職員は条例で定める場合を除くほか、給与を受けながら職員団体のためその業務を行ないまたは活動してはならないとされているが、従来の労使慣行については労働協約等により、復帰後においても法の許す範囲内で最大限に考慮していく必要があるため、この条例で特別措置を定めるためにこの案を提出いたしました。よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。

　　議案第６０号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について、提案理由をご説明申し上げます。改正の第一点に地法自治法の適用によって、本条例の根拠規定を変更するとともに、他の条例の改正と関連して、条例整備をはかったことであります。第二点は、地方自治法および地方公務員法の適用によって、その設置が義務づけられている。教育委員会および公平委員会の委員の報酬額および旅費を定めたこと、さらに附属機関の委員等の報酬額の改定をしたことであります。第三点は上記のほか非常勤の特別職の報酬額等について、円への換算とさらに議員の夏季手当の支給日を８月１０日から６月１０日に変更したことであります。よろしくご審議くださいますようお願いいたします。

　　議案第６１条、証人等の費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定について、提案理由を御説明申し上げます。この案は本土復帰により現行条例の根拠法が地方自治法および公職選挙法に変り、これにともない那覇市議会、那覇市選挙管理委員会および公聴会に出頭または参加した証人等の実費弁償について規定するとともに、また、今議会に提案している那覇市職員旅費支給条例の全面改正にともない条例整備の一環として一部を改正する必要があり、本案を提案いたしました。よろしくご審議くださいますよう、お願い申し上げます。









○　第二助役（前田武行君）

　　議案第６２号、那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について、提案理由を説明します。沖繩の重要中核港湾である那覇港は流通拠点としての機能向上のために、その整備開発は今後ますます重要性を加えるようになると思います。管理運営体制につきましては、施設の効率的な利用の観点からその強化を図るため現在の那覇商港、泊港、那覇新港を一体として管理運営することが望ましいことは、数年来の懸案であったことはご承知のとおりでありますが、過去１年間にわたりまして琉球政府と那覇市との間に具体的に、協議、検討してまいりました結果、今回最終的な結論に達し、前に述べました２つの港を那覇港として一元管理をし、その管理者を那覇市とすることに決定したのであります。那覇港、商港を本土復帰前に那覇市に移管することで、琉球政府行政主席と那覇市長との間に去る４月１０日に覚書を締結しております。本覚書に基いて移管事務が円滑、かつ適切に実施できるように那覇商港管理法の廃止、および関係法令等の廃止の事務手続きを進めてまいっております。また日本政府においても、復帰対策要綱の中でこれらの港を一元的に管理するのが望ましいと言っておりますし、このような観点から本土復帰を控え、本土港湾法に基づく新条例が施行されるまで港湾の管理運営を円滑に図るために必要な暫定措置を講じるため本案を提出した次第であります。よろしくご審議くださいますようお願いいたします。

　　議案第６３号、那覇市港湾審議会条例制定についての提案理由を説明いたします。沖繩の流通拠点としての那覇港の開発の重要性につきましては、先ほど申し上げたとおりでありまして港湾の機能向上の促進をはかり、施設の効率的な利用と、より近代的な管理運営を図る上から広く港湾に関係する、行政機関、各種団体および学識経験者、専門家等の意見を結集し、さらに連携を密にして今後の港湾行政を運営する必要があると思いますので、そのために港湾の開発、利用および管理に関する重要な事項をこれらの方々に審議させるための審議会を設置したいと思っております。そのための議案を提出してありますのでよろしくご審議くださいますようお願いいたします。









○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　議案第６４号、那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について、提案理由を説明いたします。復帰に伴なう本土法の適用により、第１条の根拠法令を改正する必要があります。

　そのほかに第９条の夏季手当を一般部局と同様６月１０日に支給することになりましたので、改正案を提出した次第であります。よろしくご審議の程お願いいたします。









○　議会運営委員長（金城吾郎君）

　　議案第６５号、那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について提案理由をご説明いたします。今回の全面改正は、標準会議規則に準じて条文を整備したことであります。すなわち現行の会議規則は１６０条から構成されておりますが、今回それに３条文を追加し、条文構成は１６３条となります。追加条文としては、まず第１章第７節第５１条（発言の通告及び順序）第５２条（発言を通告しない者の発言）でありますが発言に通告制を採用する所以は、発言についてその順位、及び発言の時間を定め、あるいは発言時間の割当等を行なうことにより、平等な発言の機会を保障するとともに、議事の能率的な運営を期そうとするものであります。また第２章第４節第１１８条（委員会における答弁書の朗読）を追加してありますが、本条は議員の質疑、質問に対して執行機関側が直ちに口頭で答弁できないときに、その答弁を一時保留して、後刻または後日に文書によって提出された答弁書の配布、または朗読についての規定であります。次に「市町村自治法」とあるのを「地方自治法」に改めたことにより法令番号を整理したこと、及び「議員の議案提出権」「修正動議発議の手続」等について現行の「市町村自治法」では賛成者があればよいが、「地方自治法」では議員の定数の８分の１以上の者の賛成者、あるいは発議と規定されているので、今回提案されている会議規則の第１章第２節第１４条（議案の提出）第１７条（修正の動議）については「所定の賛成者」あるいは「所定の発議者」と改めてあります。以上が改正の主なるものであります。よろしくご審議のほどお願いします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑に入る前に訂正をお願いいたします。議案第６０号の３枚目、別表右側の“那覇市職員等の旅費支給条例第１２条による……”とあるのを“１０条による”と訂正の申し出がありますので、ご訂正願います。“１２条”のところを“１０条”に改め願います。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑に入ります。









○　仲村正治君

　　議案第６２号、那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定についてお尋ねをいたしたいと思います。従来琉球政府の管理でありました那覇商港が那覇市に移管されるようになっているようでございますが、その時期はいつになるのか。それと従来那覇商港にはこれを管理するための職員がいると思いますけれども、そういう人たちの身分の引きつぎの面についてはどういうふうな手続きがとられているか、その点についてお尋ねをいたしたいと思います。









○　第二助役（前田武行君）

　　お答えいたします。那覇商港の引きつぎ時期につきましては復帰以前に引きつぎをしたいと考えております。それで現在立法院で那覇商港管理法の廃止の審議がなされておりますが、これが廃止されますと、この廃止の日に引きつぎをなすと。このような覚書になっておりまして、それでこの条例もその法が廃止されたときに効力を生じていくと。それから身分の引きつぎにつきましては、現在那覇商港に勤務している、那覇商港の定員が現在２名欠員となっておりますが、欠員のままの身分を引きついでいく。それで身分引きつぎについても人事担当のほうで煮詰めておりまして、これも覚書で大体まとまっております。以上です。









○　仲村正治君

　　立法院でこの港湾管理に関する法律を廃止した時点で那覇市に引きつがれるということでございますが、この大体の目途については復帰以前だと申しておりますけれども、大体何日ごろになるか、またその職員が何名引きつがれるのか。３点目に従来の泊港と那覇港が一つの港の形で運営されるということでありますけれども、現在那覇港と泊港にそれぞれ港務所がございますが、運営面でどの港務所が中心になって港湾運営をしていくのか。この３点についてお伺いいたします。









○　第二助役（前田武行君）

　　現在立法院で審議されておる法令の廃止はいつになるのかということでありますが、これは５月１３日に廃止を目途にしております。法案の廃止の議決をもって１３日に廃止、効力を発するという目標で進めております。それから人員は何名であるかということですが、港湾管理をなしておる那覇港の職員で引き継がれるのが３２名であります。管理の方法ですが現在那覇商港と泊港と２つの港務所がありますが、この港務所はそのまま設置しておいてその上に港湾部ができます。その港湾部の中に管理課、計画課、工事課この３つの課ができまして、この管理課のほうで全般的な掌握をさせていきたいとこのように考えております。









○　又吉久正君

　　議案第６２号那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定についてお尋ねしますが、この条例は那覇商港と泊港の管理を一元化をするということで大変理想的だと思いますが、港湾の区域につきましては第２条に「港湾の区域は、旧那覇商港の港湾区域と旧泊港の港湾区域を接合した区域とする。」ということになっておりますが、那覇新港、つまり安謝港これとの関係はどういうふうになっておりますか、あれを除いた一元化であるのか。もし除くとすればこの那覇新港の管理を除いた理由、そういったことについてひとつご説明をお願いいたします。









○　第二助役（前田武行君）

　　お答えいたします。まず現在の港湾区域がどうなっているかということについて申し上げますと、那覇商港の港湾区域が設定されています。それから泊港の港湾区域も設定されております。泊港は現在われわれが新港計画を立てておりますところまで変更いたしまして、拡張変更という形ですでに前に泊港の港湾区域の変更をいただいております。だから正確に申し上げますと那覇高港と現在泊港の港湾区域があるわけです。このたびそれで港湾区域をさらに拡張いたしまして那覇港がもっておった港湾区域、それから泊港が現在もっておる港湾区域をさらに拡げまして沖のほうへ拡げていってそれから浦添地先のほうにもひとつ港湾区域が出てきますし、これは浦添市ともすでに調整済みでございまして港湾区域の覚書きも交わしまして、了解を得てこの港湾区域の設定については復帰前に変更するといの形で申請書類に主席のもとへ出しております。これは廃止と同時に港湾区域が一つになっていく、このような前提からこの２条はできております。









○　又吉久正君

　　ただいまの第二助役の説明では、港湾区域に旧泊港、安謝新港もすでに含まれて指定されておるわけでございますね。そういう関係でさらに拡げていって浦添付近の近海までも含まれるというお考えでございますか。そういうことで一元化をして管理運営をしていくというような予定でございますか。

　そこで前に那覇商港、泊、安謝を一元化するという計画について新聞に発表されましたが、一元化に伴なって道路交通もすべて一元化政策でやっていかれるというふうなご計画を新聞にもございましたが、あのご計画はこの一元化によってどういうふうに進めていかれるお考えであるのか。それだけをひとつご説明を願います。









○　第二助役（前田武行君）

　　お答えいたします。あの計画を基礎にこの一元化を計ったわけでございます。一元化しないと那覇市だけの考え方であの計画の立案ができない、那覇港が県の管理になっておって泊港の港湾区域が那覇市の管理になっております。沖のほうでたまたま競合し合うところが多いのでございまして、たとえば防波堤がありますと那覇港のための防波堤なのか泊港のための防波堤なのかこれが明確になってこない。だから一元化することによって計画も容易になるしそれから管理も合理的になっていく。やはりあの計画がわれわれが考えておった一元化の問題をより以上に進展させた原因になっている。だからあの計画に沿った一歩手前の作業としてなさなければならない。しかしこれもすでに来年度から新計画のもとで事業着手する予算もついております。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結いたします。ただいま議案となっております議案第５３号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について。議案第５４号、那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について。議案第５５号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第５６号、那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について。議案第５７号、旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第５８号、那覇市職員団体の登録に関する条例制定について。議案第５９号、那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について。議案第６０号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第６１号、証人等の実費弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第６５号、那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について、以上１０件については総務委員会に、議案第６２号、那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について。議案第６３号、那覇市港湾審議会条例制定について。議案第６４号、那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正すを条例制定について。以上３件については建設委員会にそれぞれの審査を付託いたします。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第２８号、那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について。議案第２９号、議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３０号、那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について。議案第３２号、財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第４３号、那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について。議案第４４号、那覇市総合計画審議会条例制定について。議案第４６号、那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について。以上７件について一括して上程し総務委員長の審査報告を求めます。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　※　議案第２８号

　　「那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について」

　※　議案第２９号

　　「議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について」

　※　議案第３０号

　　「那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について」

　※　議案第３２号

　　「財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について」

　※　議案第４３号

　　「那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について」

　※　議案第４４号

　　「那覇市総合計画審議会条例制定について」

　※　議案第４６号

　　「那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について」

　　以上７件について、本委員会の審査の経過と結果を報告いたします。









○　議案第２８号、「那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について」当局の説明によると、本土復帰に伴い根拠条文の整備を図るともに、土地の貸付価格の訂価方法について、現在は土地借賃安定法の最高価格ということになっているが、本土にはその法がないので、価格の評価方法の改正を行なったとのことであります。審査の主なるものを申し上げると

１．土地については、市長が定める額としてあるが、ばく然としており、具体的にはどういった取り扱いになるのかと質したところ、土地については、出来るだけ貸し付けないというのが根本原則であるが、これを運用する場合は、財産評価委員会、あるいは固定資産評価委員会に諮問して、それに基づいて市長が定める。

２．現在行政財産を使用させているのは何件かということについては、本庁舎では琉球銀行、労働金庫、県市長会、厚生会、那覇社協、公衆衛生看護婦の詰所の６件で土地については、３坪程度労働金庫に貸してある。ということであります。委員会は以上のほか、なお若干の質疑を交わした後、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

○　議案第２９号、「議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、

１．工事または製造の請負について３千万円から５千万円に引き上げた根拠を示せということに対し、現行の政令は９ヵ年前の昭和３８年に制定されたものであり、現在の諸物価の上昇、社会の経済事情の変動等を勘案した場合には、むしろ政令で定めた基準額は低すぎるので過去の実績、その他本土の類似市等を参考にして引き上げた。ちなみに本土の類似市の例をあげると仙台６千万円、小樽５千万円、大津５千万円、帯広５千万円、金沢５千万円、熊本５千万円、鹿児島５千万円となっている。まだ、本市の工事請負契約の実績について６９年から７２年の資料によると、５千万円を上回わるのは契約件数２４件中３件である。

　　なお、不動産または動産の買入れまたは売払いについて６９年から７２年の資料によると、大名団地２４万４千ドル、石嶺団地５万４千ドル、職員会館２万５千ドルで土地の坪数については従来どおりであるということであります。委員会は以上の当局説明を了とし本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

○　議案第３０号、「那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定について」当局の説明によると本土復帰に伴い通貨の表示を円に変える必要がありまた、地方自治法第１４条第５項に基づき第１６条及び第１７条の罰則の量刑を改正するものであります。委員会は若干の質疑の後、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

○　議案第３２号、「財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について」当局の説明によると、財政公表については財政状況の作成および公表に関する条例に基づき、毎年度３月と９月にそれぞれ公表してきましたが、本土復帰することによって本土法が適用されると会計年度が違ってくるため、本土法の会計年度にあわせて、財政公表の時期を従来３月に公表していたものを１２月に、また９月に公表していたものを６月に、それぞれ公表するものとし、さらに第１条については条文の表現を簡明にし全文を改正したい。

　　なお、会計年度が変わることによって、１９７２年１月１日から５月１４日までの分と、昭和４７年５月１５日から９月３０日までの分の財政公表については、昭和４７年１２月に公表するものとし、付則でもって経過措置を規定したいと考えている。以上の説明を聴取した後、若干の質疑がかわされたのでありますが、当局の説明を了とし、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

○　議案第４３号、「那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定について」本案について当局の説明によると地方公務員法第２７条第２項は、本人の意に反する免職は地方公務員法の規定によらなければできないと規定されており、現在地方公務員法には停年制に関する規定はない。

　　したがって、本市の停年制条例は地方公務員法のこの規定に抵触するのでそれに替るべきものとして本土の勧奨退職制度を設けたい。ちなみに、例をあげれば、本土の県においては１００％、市においては７６.７％、町村においては３３.４％、勧奨退職制度を実施している。そこで、本市においてこれを実施しても１００％の効果があるかどうか疑問ではあるが、日本本土のほとんどの市が勧奨退職制度を実施しているので、本市においても５５歳から６２歳までの範囲内で勧奨退職制度を実施したい。しかし、年金との関係で５５歳には達したが、年金を受ける資格がない場合には受給資格が得られるまでの救済措置を設け、受給資格を与えたい。以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

○　議案第４４号、「那覇市総合計画審議会条例制定について」審査の主なるものを申し上げると第３条２項の委員数が明記されてない理由について質しましたところ条例でうたうと、任命の際に選択権が狭められるので、総括して５５名と規定し、市長に判断の余地を残しておきたい。人員の配分については、(1)市職員、すなわち両助役、部長、教育長等、建設、民生、福祉、教育行政全般にわたるので１５名。(2)市議会議員５名。(3)関係行政機関の職員１０名。(4)関係団体の役員１０名。(5)学識経験者１５名。であり、この配分については、本土類似市の総合計画を策定したものを参考にした。

　　次に審議会の構成メンバー５５名は、従来の行政委員会のあり方からして委員会の運営の面から多すぎるきらいはないか、ということに対し、当局の説明は、５５名にした理由は、総合と各部会をつくり慎重審議をしたいということが主眼である。ということは、本市の将来の展望、都市構想を専門的に統一しなければならないからである。

　　すなわち、１.都市整備部会、２.生活環境部会、３.産業振興部会、４.民生福祉部会、５.教育及び行財政部会。を設置し、５５名の委員が各々の職能並びに専門的分野に割り当てられ、各部会で十分討議をしその案を総会に提出最終的に決定することとなる。

　　その決定した案が基本構想になり、これを議会に諮り承認を得ることになる。ちなみに長崎市、広島市の審議会構成メンバーは各々７０名、４０名であり、その任期は１ヵ年ないし２ヵ年である。

　　なお、基本構想は１５年を目標とし、基本計画は１０年を設定、実施計画は３年を目途にしている。ということである。以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第４６号、「那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定について」当局の説明によると、本土復帰に伴う根拠法令の改正、および円のドルへの読み替え、それに延滞金についてはこれまで日割計算でやっていたのを年利計算でやる方式への改正であるとのことであります。審査の主なものを申し上げますと、第４条延滞金の年１４.６％というのは、日歩にしていくらになるか、また、従来は１ドルに対して日歩４セントの延滞金であるが、これは１ドルに対して１４.６％という意味か、あるいは年額に対する１４.６％であるのかと質したところ、年額に対する１４.６％であり、金額については同額であるということであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑、討論なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑、討論なしと認め採決に入ります。議案第２８号、那覇市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について。は委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第２９号、議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３０号、那覇市公害防止条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３２号、財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４３号、那覇市職員停年制条例を廃止する条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４４号、那覇市総合計画審議会条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４６号、那覇市税外収入金の督促および滞納処分に関する条例の一部を改正する条例制定については、委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、議案第２１号、那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について。議案第２２号、那覇市火災予防条例制定について。議案第２３号、那覇市消防賞じゆつ金条例制定について。議案第２４号、那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について。議案第２５号、那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について。議案第４２号、那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について。までの事件を一括して議題とし、総務委員長の審査報告を求めます。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　議案第２１号、「那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について」。議案第２２号「那覇市火災予防条例制定について」。議案第２３号「那覇市消防賞じゆつ金条例制定について」。議案第２４号「那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について」。議案第２５号「那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について」。議案第４２号「那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について」以上６件について、本委員会における審査の経過と結果を報告いたします。

　　議案第２１号「那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、従来の規則が条例事項になるということだが、その条例に変わる時点で消防機構の面の改正、あるいは任務、業務の面での改正かとただしたところ、当局説明は、従来政府の所管であった危険物製造所、取扱所、貯蔵所については行政庁としての市町村長に許認可権が移譲されるということである、次に、業務の拡大により消防職員の増員が予想されるが、復帰後直ちに財政的な裏付けと合わせてその体制が整えられるか、たとえば救急業務については、第１３５回議会で人員増がはかられたが、その受入れ態勢は十分かということに対し、救急業務については万全の態勢である。ということであります。

　　また、第４条の位置および名称について特別に意味があるのかとただしたところ、当局説明は、別に特別な意味はないが、将来の市域の拡大を考慮に入れての位置および名称である。ということであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第２２号「那覇市火災予防条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、今回の条例制定において、特に本土と変った点についてただしたところ、当局説明は、火災予防条例準則が消防庁より示されており、その準則にのっとって、本市の場合は類似都市の火災予防条例を参考にして制定してあるが本土にはあって、那覇市にないものは一応削除してある。

　　たとえば、汽車とか電車等は沖繩にはないので、これらについては削除して那覇市にもっとも適合するように制定してある。特に変った点を申し上げると、第３０条が従来は規則で定めていたが、今回の本土法の適用により条例事項になったということであります。委員会は以上の当局説明を了とし全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第２３号「那覇市消防賞じゆつ金条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、第２条では消防吏員または団員に賞じゆつ金を支給することができるとうたわれているが「できる」という文言の範ちゆうについて質したところ、当局説明は「できる」ということについて幅をもたせたのは、例えば事件が発生した場合、賞じゆつ金審査委員会に諮問し、別表１.２の何級に該当するかということを決定し、その結果により予算を計上し、議会に提案するということであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第２４号「那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、当局説明によると、那覇市消防団条例は廃止するとのことだが、その内容において、相違点があるのかと質したところ、当局説明はとりわけ骨子又は内容の変更はないが、従来報酬について「那覇市報酬および費用弁償等に関する条例」に規定されていたが、これを整理統合した点が相違点である。

　　なお、従来消防団員は出勤手当のみを支給していたが、今回の条例制定により、月額１,８００円を支給し、待遇改善がなされており、本土類似市に比較して上位にランクされているということであります。委員会は以上当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第２５号「那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、第２条の別表において退職報償金受給資格は１５年以上となっているが、その根拠は何か、さらに退職報償金は条例で定めるということであれば、１０年としても可能ではないかと質したところ、当局説明はこれはあくまでも、本土法の適用である。なお金額については、その規定の中での基金と掛金の範囲内の額であり、退職報償金はあくまでも一時金であるということであります。委員会は以上の当局説明を了として、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第４２号「那覇市消防団員等公務災害補償条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、第３条第１項では、非常勤消防団員は、その身分を失った場合においても損害補償を受ける権利を変更されることはない。とうたわれているが、身分を失っても損害補償を受ける権利を有するのかと質したところ、当局説明は、障害を受けてから一応その職務をしりぞくといっても権利は残るので、補償の対策になる。ということであります。委員会は以上のほか、なお若干の質疑を交わした後、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑討論なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第２１号、那覇市消防本部および消防署設置等に関する条例制定についてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案については可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第２２号、那覇市火災予防条例制定についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第２３号、那覇市消防賞じゆつ金条例制定についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第２４号、那覇市消防団員の定員、任免、報酬および服務等に関する条例制定についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第２５号、那覇市非常勤消防団員退職報償金支給条例制定についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４２号、那覇市消防団員等公務災害補償条例制定については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第５、議案第２７号、那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について。議案第３７号、那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について。議案第３９号、那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について。議案第４５号、那覇市都市計画審議会条例制定について。までの事件を一括して議題とし建設委員長の審査報告を求めます。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　議案第２７号「那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について」。議案第３７号「那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について」。議案第３８号「那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について」。議案第３９号「那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について」。議案第４５号「那覇市都市計画審議会条例制定について」。以上５件を一括して、本委員会における審査の経過および結果をご報告します。

　　まず、議案第２７号「那覇市水道事業の設置等に関する条例制定について」本案の概要を申し上げます。復帰に伴なう地方公営企業法の適用により、同法第４条に基づき、公営企業の設置、及びその経営の基本に関する事項は条例に規定しなければならず、公営事業設置条例の制定が義務づけられているが、それにより、第１条では水道事業が設置され、第２条は経営の基本に関する事項すなわち、経営の基本方針、給水区域、給水人口、給水量等が定められている。第４条、第５条、および第６条の金額の設定については、本土類似都市を参考に定められたものであります。第３条の組織および第７条の業務状況説明書類の提出については、現行の那覇市公営企業組織条例と那覇市水道事業状況の提出に関する条例を整理統合して本条例に規定し、関連する２条例は付則で廃止するようになっている。なお、那覇市公営企業の契約の方法に関する条例も地方公営企業法の改正により、公営企業の契約事務は地方自治法および、同法施行令の契約に関する規定の適用を受けるので、付則でこれを廃止することになっているとのことであります。審査の主なものを申し上げます。条例案第４条は、予定価格３,０００万円以上の不動産または動産の買入れ、または、譲渡については、予算に定めなければならないことになっているが、その額は地方公営企業法の基準の枠内か、と質したことに対し、当局の説明は、基準は、公営企業法施行令により、市にあっては２,０００万円以上となっている。なお、３,０００万円以上の契約については、市長部局では事件毎に議決されるが、水道事業の場合は予算議決だけで済むという制度の違いがあるとのことであります。委員会は以上のほか、なお若干の質疑の後、本案については全会一致可決すべきものと決定いたしました。

　　次に、議案第３７号「那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について」、当局の説明によると、同条例は３月定例会で制定されたもので、今回の改正点は、５月１５日の本土復帰に備え、根拠法を本土法による条項に読み替えるための一部改正となっております。なお、清算金の分割徴収交付の区分については、換算率に関係なく、本土の例により、その額を定めたいとのことであります。委員会は若干の質疑の後、本案については、当局説明を了とし、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第３８号「那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について」本案の改正点の主なものは、①根拠法である道路法の本土法適用による改正。②現行のドル表示を円表示に改正すること。③占用料金の地域別等級制を廃止して全市一律に同一基準による料金にするための等級区分の改正および、占用種目の一部改正となっております。なお、占用料金の算定および占用種目については、本土類似市を参考にしたとのことであります。審査の主なものを申し上げます。不法占用の排除方法及び不法占用の場合の罰則の存否については、不法占用の場合は、道路法に基づいて排除し、罰則については、道路法第８８条により、不法占用者に対しては、１年以下の懲役または８５ドル以下の罰金が処せられるようになっているとのことであります。

　委員会は以上のほか、なお若干の質疑の後、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第３９号「那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について」当局の説明によりますと、本案は１９７１年７月ｌ日改正の市町村自治法第１７９条のｌ５により、重量機械類は物品となり、その性格上、これの貸付制度を存続させることは好ましくなく、今回廃止したいとのことであります。なお、重量機械類は種類及び台数とも少なく、数年来貸した例がない、とのことであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第４５号「那覇市都市計画審議会条例制定について」本案の主な改正点は、委員会の名称を審議会に改めることと、根拠法の条の読み替えによる改正の２点となっております。なお、費用弁償支給規定については、地方自治法第２０３条により、費用弁償条例が制定されるので、その中に一本化したい、との説明であります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　　（「質疑討論なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第２７号、那覇市水道事業の設置等に関する条例制定についてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３７号、那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３８号、那覇市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３９号、那覇市重量機械類使用条例を廃止する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４５号、那覇市都市計画審議会条例制定について、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第６、議案第２６号、沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて。議案第３３号、那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について。議案第３４号、那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について。議案第３５号、那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について。議案第５１号、学校建設用地購入債を起こすことについて。議案第５２号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算。までの事件を一括して議題とし経済民生教育委員長の審査報告を求めます。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　議案第２６号「沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて」。議案第３３号「那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について」。議案第３４号「那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について」。議案第３５号「那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について」。議案第３６号「那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について」。議案第５１号「学校建設用地購入債を起こすことについて」。議案第５２号「１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算」以上７件は一括して本委員会における審査の経過および結果についてご報告申し上げます。

　　まず、議案第２６号「沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて」復帰後に設立される「沖繩県農業信用基金協会」は農業信用保険法に基づいて県、市町村、農業協同組合、同連合会等を会員とし、これら会員からの出資金を「基金」の中核として設立される公的信用保証機関であるが、その会員になることについては議会の議決を必要とするため本案が提出されております。同基金協会の業務目的は、農業近代化資金、その他農業経営に必要な資金の融資を円滑にするため、農業協同組合、その他の融資を行なう機関の農業者等に対する貸付けについて、その債務を保証することを主たる業務とするものであり、その運営については国と県がそれぞれ６,５００万円、市町村と農協連合会、それに各市町村の農業協同組合がそれぞ２,０００万円ずつ出資して基金総額１億６,０００万円で運営されることになっておりますが、出資金は１口１万円で那覇については、首里農協２４口、真和志農協５２口、小禄農協が３０口、それに那覇市が５３口の割当を受けておるが、その予算措置については４７年度予算に計上されることになっているとのことであり、本案については原案どおり同意すべきものと決定いたしました。

　　議案第３３号「那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について」本案の改正点は、市場条例第５条中使用面積１平方メートルにつき月額「７ドルとあるのを２,２００円」に改めるためのものでありますが、７ドルを日本円に読み替えることについては、その交換レートを３０８円として改正するようにした。とのことであります。質疑の主なるものを申しあげますと、「３０８円読み替えをした場合、起債の償還に支障ないか」と質したところ、当局説明は「市場行政については独立採算制を建前としておるところから一般財源にしわよせをかけないように償還計画とのかねあいも充分検討しており、償還に支障をきたすことはない。なお市場使用料については、第５条で定める額の範囲内で個々の市場使用料を施行規則の「別表」で定められているが、「別表」については目下検討中である。」以上の当局説明に対し若干の質疑を交わした後、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第３４号「那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について」。本条例の改正点は、これまで保育料については琉球政府の定める「徴収金基準額表」により徴収していたが、復帰後は厚生大臣が定める「徴収金基準額表」により徴収されることになるので、条例第５条の規定中「政府」とあるのを「厚生大臣」に改めることと、７２年度事業として、去った２月に着工した小禄保育所が６月末に完成するので、条例の別表にこれを加えるためのものであります。委員会は当局説明を聴取した後、若干の質疑を交わしたのでありますが、結論として本案については、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第３５号「那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について」本案は職業訓練所の現行条例による訓練期間「前期７月から１２月、後期１月から６月」を本土の予算年度に準じて「前期４月から９月、後期１０月から３月」に改めるためのものであるが、４７年度予算における訓練期間は、７月以後、来年３月までの９ヶ月間しかないため、４７年度に限り「従来の６ヶ月の週３回の２時間」を「４.５ヶ月の週３回の３時間訓練」を実施することにより、従来実施の６ヶ月訓練に相当する訓練を実施したい。とのことであります。以上の当局説明を了とし、本案については原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第３６号「那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について」本案は去った３月議会で採択された陳情第９号「汚物取扱手数料の３６０円予算計上方の確保について」と関連するものでありますが、現行の「汚物取扱手数料」については、昨年の８月、本土の各類似都市の料金等を比較してその改定をみたものであり、従って同手数料については、３６０円換算が妥当である。

　また、本土にあっては、昨年の９月「清掃法」が全面改正され、新しく「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」として施行されておるので、将来はこの法律に基づく条例等の改正の必要があると思うが、目下県の条例や規則が制定されていないので、今回は本市の現行条例中、最少限必要な円表示改正にとどめた。との説明が併せてなされております。本件の審査にあたっては「ドルの円換算」についての質疑が活発になされたのでありますが、結論として本案については原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第５１号「学校建設用地購入債を起こすことについて」。議案第５２号「１９７２年後那覇教育区歳入歳出補正予算」以上２件については一括してご報告いたします。

　　まず、議案第５１号「学校建設用地購入債を起こすことについて」。本案は首里石嶺町に新設する中学校建設用地の購入費を教育区債で充当するためのものでありますが、最近首里北部地域が急激に児童生徒が増加し、首里中学校の現在の在籍は２,０４５人にも達しており、また運動場保有状況についても、基準面積１２,３４５平方メートルに対し６,０４５平方メートルも不足しており、このように学校敷地が狭隘のため教育施設等の建設が不可能で義務教育を著しく困難なものにしており、首里石嶺地域の琉球政府有地の琉球大学第二農場９,７６０坪を購入し学校建設用地に供するものであります。これまでの経過を概略申し上げますと、琉球大学に対して市は以前１万３千坪程の市有地を無償譲渡したいきさつもあり、義務教育である中学校建設のための敷地であるから無償提供が無理なら、なるべく安い値段で売却してもらい、琉大当局の予算の歳入欠陥を生ずる分については、琉球政府が補塡してもらうよう昨年の１１月頃から琉球政府ほか関係当局とも折衝し続けてきたが、琉大としては国立大学移管に伴ない「国立大学の敷地基準」に必要な敷地４４万坪を中城、西原村に購入する予定で、同大学の農場２万坪を処分し、その売掛金で購入することになっているところから話しあいがつかず、一方日本政府に対しても、国庫補助で中学校敷地を購入してもらうように折衝したが予算が得られなかった。教育委員会としては、これまで関係各方面に強力に折衝し続けてきたのであるが、復帰にむけてのタイムリミツトの問題もあり、また同敷地が他に売却されることも懸念され、さらにこの問題が復帰後にもちこされるといろいろ複雑な要素も加わって、ますます土地取得が困難となるところから、やむを得ず購入することにふみきったわけであるが、「中教委」に対しても早目に起債の許可申請をして、来年４月の開校に間にあうように万全の措置を講じたい。また、琉大当局とは、さらに折衝を続けて予算の範囲内で（坪６０ドル以内の価格）同用地の取得にあたり在いとのことであります。

　　次に、議案第５２号「１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算について」まず、歳入から申し上げますと、１款「政府支出金」３９８,４９１ドルは、３月３１日付で勧奨退職した教職員２３人（小学校１８人、中学校５人）の退職金４６６,６９２ドル１５セントの不足額を計上した。

　　５款「諸収入」１８０,０００ドルは、本土復帰に伴なって那覇連合教育区が解消されるので、連合教育区財産の庁舎を購入するため、１９６６年に那覇教育区が負担した庁舎建築費負担金１８０,０００ドルの還付金として計上してある。

　　７款「教育区債」５８５,６００ドルは首里に新設する中学校建設用地購入債を起こすためのものである。

　　次に歳出について申し上げます。１款１項「教育総務費」２目「事務局費」の２００,０００ドルについては、那覇連合教育区財産の庁舎を購入するためのものであるが、これは一応２０万ドルを予算上支出して、１８万ドルを返してもらうということで、公有財産購入費として計上してあります。

　　２款「学校教育費」１項「小学校費」１目「教職員費亅については、教職員１８人の勧奨退職金として３１９,９１０ドル計上されております。２項「中学校費」の１目「教職員費」については、教職員５人の退職手当及び勧奨退職金として７８,５８１ドル、２目「学校管理費」５８５,６００ドルは起債議案と関連する学校建設用地の購入債であります。

　　４款「諸支出金」１項１目「連合区負担金」１８,０００ドルの減は、当初、連合区負担金として６７,３２３ドル計上したが、予算年度が１.５ヵ月短縮されたことにより負担金が減となったものであります。

　　２項「公債費」２目「利子」２,０００ドルの減についても同じく予算年度が短縮されたため起債による利子が減となったものであります。以上の教育委員会当局の説明に対し活発なる質疑が交わされたものであるが、結論として「議案第５１号、学校建設用地購入債を起こすことについて」及び「議案第５２号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算」については、それぞれ原案どおり可決すべきものと決定いたしました。以上ご報告申し上げます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。委員長の審査報告どおり、以上７件については、それぞれ全会一致可決されておりますけれども、議案第５１号、議案第５２号については委員離席の上での全会一致でございます。

　質疑に入ります。

　　　　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第２６号、沖繩県農業信用基金協会（仮称）の会員になることについて、は委員長報告どおり同意することにご異議ございませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は同意されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３３号、那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について、は委員長報告どおり原案可決することにご異議ございませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３４号、那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について、は委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３５号、那覇市立職業訓練所条例の一部を改正する条例制定について、は委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３６号、那覇市清掃条例の一部を改正する条例制定について、は委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　金城重正君

　　５１号議案と５２号議案、これは質疑がございますので約１０分休憩してください。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午前１１時４４分　休憩）

（午後００時１０分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。









○　宮城武君

　　経済民生教育委員会の審議の中でこの議案第５１号学校建設用地購入債を起こすことにつきまして、私はこの坪単価についてはだいたい６０ドルというふうにして受けておりますが、そのとおり間違いございませんでしようか。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。この坪単価につきましては補正予算案にも出ておりますように、坪当り６０ドルというふうになっております。









○　宮城武君

　　この学校建設用地を購入する坪単価につきましては、この基準なるものは何でもって算定をしたのか。これの審議がなされたでしようか、もしなされておるならばこの６０ドルの基準についての経過をご説明を願いたい。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。坪単価６０ドルというものは財産評価委員会の決定額によってその基準は出されたというふうなことであります。









○　宮城武君

　　そういたしますとこの財産評価委員会というのが６０ドルというのを決定したわけですか。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　この件は私自身財産評価委員会の決定額は幾らだったのかという質疑に対して、財産評価委員会の審議事項は他に漏らしてはならない、すなわち秘密事項であるので、その評価委員会の決定額はお答えできない、という当局の答弁がありました。









○　宮城武君

　　なるほど財産評価委員会の確定額は他に漏らしてはならないということは条例で謳われております。それでけっこうなんでありますが市当局といたしましては、財産評価委員会が出した額の通り６０ドルでいいんだと、結局財産評価委員会の決定したワク内である。という答弁をしておられるわけでありますか。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。６０ドル以内で購入したいというふうなことでございます。６０ドル以内ですから幾らになるかわかりませんけれども、できるだけ６０ドル以内で購入したいという答弁でありました。









○　宮城武君

　　どうもおかしい、６０ドル以内で購入するということになっておるようでございますが、予算は６０ドルの起債が出ておる、６０ドルということははっきりしております。これからまけようというわけですか。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　なるほど予算は坪単価６０ドルとこのように計上されておりますけれどもできるだけ安く購入したい、つまり６０ドル以内で購入したいというような答弁でありました。









○　宮城武君

　　ただいまの委員長の答弁によりますと市のほうとしては６０ドル以内で購入したいということでありますが、財産評価委員会で決定したワクというのは、この６０ドルという最高額のワク内になっておるのかどうか、ということについて審議されましたか。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。財産評価委員会の決定額については先ほどお答えしたように、当局のほうからその回答は得られませんでした。









○　宮城武君

　　ただいまの委員長答弁によりまして審議がなされておらないようでございますので当局をしてご答弁を願いたい。財産評価委員会が決定した額内にこの６０ドルという金額は入っておるか入っていないか。はみ出ておるか、はみ出ていないのか、これについてご答弁を願いたい。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　当局に対する質疑は打ち切られておるので当局に対して質疑はできないというふうな見解でございます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後零時１６分　休憩）

（午後零時２３分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　教育長（赤嶺貞義君）

　　ただいまのご質問で財産評価委員会の決定した評価額のワクにあるかということにつきましては、先ほど来ご指摘のようにこれについては額は言えませんけれども、それがワク外にあるかということについても申し上げるとさしさわりがあると思います。この７筆の中にその額の以下のところもあるし一概に言えないわけでございます









○　宮城武君

　　どうもはっきりしないんですよ。それでいいでしよう。そこで先ほど休憩中に経民委員である２１番議員からも説明があったんですけれども、この財産評価委員会の確定額がまちまちだから私は聞いてみたんです。ある人は４５ドルというし、また４９ドルという人もあり５０ドルという人もおる。そういうのはえてして疑惑を生む要素が大いにあるということです。私どもといたしましては学校建設というのは大いに促進をしてやるべきであって反対を論ずるものではない。しかし手続上においてはそういうふうな疑惑をもたすようなことがあっちやいかんということで質疑をやっておるわけです。またこの琉球大学の設置のときにおきましては那覇市は１万余坪にわたる土地というものを無償で提供をしたはずなんです。地方自治体をバツクアツプしていくべき性格の琉球政府が、自からの財政落ち込みをカバーするために押しつけがましいようなことをやるということは、私はけしからんと思います。だいたい琉球政府というのがなっちやおらん、私ども、かよわい地方自治体にそういう圧力をかけてくることを許しちやならんと考えるわけでございます。そういう点からこの学校建設に対して反対するものじやないんですけれども、一応は手続上どうなっておったのかということをお聞きしたわけでございます。質疑を終わります。









○　又吉久正君

　　議案第５１号、学校建設用地購入債を起こすことについて質問をいたします。首里石嶺に新中校を建設するということですが、すでに石嶺には生徒がうんとふえてきています。公営住宅あるいは建て売り住宅の増設によって、あるいはその他の方々がだいぶ首里石嶺に移住して、首里中校の生徒収容が不能になっている。そこでさらに新らしく中校を建設するということは非常に時宜に適したことであり、一日も早く建設して児童生徒の通学、勉強に万全を期すべきだと思うし、両手を挙げて学校新設に対して賛成をいたしますが、それに伴って、用地買収の件について質問いたしたいと思います。いまあがっているところは９,７６０坪の用地購入債である。また、いま交渉しているのは琉大敷地だけであるけれども、その他に個人有地があの図面から見ると相当入っていると考えられますが、その個人有地の購入、あるいは借地、そういったのに対して当局はどういうふうに進めているのか。また、いつごろにこういった個人有地の購入、あるいは借地をしていくお考えであるのか、委員会で審議したならばご答弁お願いしたいと思います。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。いまの９,７６０坪は全部琉大の敷地であります。個人有地は入っておりません。









○　又吉久正君

　　学校敷地の用地は。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　９,７６０坪で、学校敷地を購入して建設をするということでございます。









○　又吉久正君

　　そうすると、この９,７６０坪だけで新中学校を建設できるということが委員会の審議の中に出てきたわけでございますか。あの図面から見ると、その中には個人有地も入っている。本員が質問しているのは、学校をつくるのにどうしても個人有地はかかってこないかという疑問があるので質問をしているわけでございます。だから個人有地を全然購入、または借地することなくそれだけで学校ができるかどうか、それを審議したならばお聞きしたい。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えしましたように９,７６０坪は琉大の敷地でございます。それを購入するための起債の議案であります。









○　又吉久正君

　　この新設学校をつくるために、ただこれだけを買うために起債したということですが、もし土地が買えなければ借地しなければならないがそれはどうするんだ。といった問題は委員会で聞いていませんか。その学校計画というのは当然この個人敷地にも関係していくもんであると思いますが、当局にはそれをどうするという基本線があると思いますが、それを審議していなければ当局をして答えさせていただきたいと思います。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　９,７６０坪以外の個人有地の件については委員会では審議されておりません。

　　　　　　　　　　　　（「例外だ」という者あり）









○　又吉久正君

　　例外ではないんですよ。

　　　　　　　　　　　　（「議題外である、進行」、「議長、休憩」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。









（午後１２時３０分　休憩）

（午後１２時３２分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　又吉久正君

　　この９,７６０坪の用地を購入するということでございますが、先ほど宮城議員からも指摘がありましたように、那覇地区では学校用地の購入は資金面からいって非常に困難である。そこで学校建設の場合、たとえば宇栄原小学校、そういったところでも地主のほうからはぜひ買ってくれという要望もあったそうでございますが、購入する予算がないので借地されておる。

　そこでこの政府財産を買い上げるということになると、将来の学校用地購入に非常に支障を来たす恐れはないのか。できるだけこれは借地ということで相談はできなかったのか、交渉したのかどうか、委員会でその点を審議したならばご答弁願いたいと思います。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。いまの琉大の用地の９,７６０坪は、先ほど委員長報告の中にもありましたように立法院のほうで歳入歳出の予算を議決してある。しかも琉大が移管する条件としてはどうしても４４万坪が必要であるので、４４万坪の土地を西原と中城のほうに琉大が購入をする、購入債はきちっと立法院のほうで議決になっている。その見返り財源、ただし歳入として現在２万坪を売却してこれに充当していきたいというふうなことでありますので去年の７月から教育委員会のほうでも琉大のほうに折衝して何とか予算内で安く、できれば無償というようなこともあったようであります。立法院ですでに議決されてしまっているので、もし那覇市が購入しなければほかの個人にも競争入札して売却できるわけでございます、しかも復帰までにこれを措置しなければならないというふうないろいろな条件がありまして、現在このように予算を計上して教育委員会が議案を出しているわけでございます。それからもう一点の、従来学校敷地は全部借地されているというようなことでありますけれども、その件もいろいろ質疑がありまして、復帰になって５年以内に現在賃借している小中学校の敷地は全部日本政府が購入するということであり、これらの予算措置のほうもお願いしてあります。今後の学校敷地を取得する場合は、いわゆる買い上げか、賃借か、こういうような二本立てで将来はいきたいとこのような答弁でございます。









○　又吉久正君

　　ただいまの委員長の説明で大体納得がいきましたが、この新中校はいつごろ開校する予定であるのか、陳情人は非常に心配していると思いますが、この件について審議なされたならばご答弁願いたいと思います。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　委員長報告の中にもありましたように、できれば来年の４月に開校を予定し、この議案を議決してもらって折衝に当たりたいとこういうような答弁がありました。









○　真栄城嘉園君

　　議案第５１号、学校建設用地購入債を起こすことについて委員長に質問いたします。この議案は新設中校の敷地を購入するということになっているわけでございますけれども、たとえば私立、あるいは政府立とこういうのがありますけれども、中校の場合はどこの責任において新設されますか。こういった面を審議されたかどうかお伺いいたします。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　いまの質問の面もありましたけれども、日本本土において小中校の建設の場合に用地は市町村が購入するということであり、校舎等の建築物については日本政府が何パーセントか援助するとこういうふうになっております。したがってこれを了として、現在の中校も本土に見習って市が購入するということでございます。本来ならば義務教育ですから当然国家がすべてしなければならないけれども、判例として本土にもそれをしているようであります。









○　真栄城嘉園君

　　委員会に対する質問でございますので、個人の意見はひかえていただきたいと思います。新設中校の負担区分の問題でございますけれども、委員長のただいまのご答弁は、本土において敷地は市町村が購入し施設、備品等は国が負担するというようなことでございますか。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。いまの問題も質疑の中にありまして、当然これは義務教育でございますので全部政府がすべきじやないかというふうな一部の意見もありました。当然これは日本政府かもしくは琉球政府が全部購入すべきじやないかというような意見がありましたけれども、本土のほうにおいても校舎等の敷地は自治体が購入をしてやっているというような答弁がありました。









○　真栄城嘉園君

　　負担区分の問題でございますけれども経費の問題、義務教育でございますので、当然政府の責任においてなされるべきもんだと本員は考えております。それで政府用地を市が購入して新設中校をつくるという形になっておりますけれども、これは市町村財政法に抵触しないのかどうか、こういった面の審議はなされたかどうか。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。その面の審議はなされておりません。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。






（午後１２時４０分　休憩）

（午後１２時４０分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　真栄城嘉園君

　　前に豊見城高校、あるいは真和志高校の敷地を購入した場合に非常に問題点があったわけです。そのとき瀬長フミ議員は堂々と反対討論を述べておられます。市町村自治体に負担させることは市町村財政法に対する違反であると。そういった面で各委員の中からも“当然政府がなすべきだ”“政府にその費用を負担させるのが当然だ”という強硬な意見があり、「政府は市町村に対しその経費を負担させるような措置をしてはならない」とありますが、本員が考えまするのに、やはり義務教育でありますので、当然琉球政府の責任においてなすべきだという２３番議員からの話しがありましたが、琉球大学を建設した場合もやはり１３,０００坪の土地を市は無償で提供しております。そこでこれを今度市が９,０００坪余の土地を６０ドルで買い上げるということは私達は納得できないのであります。こういった面もございますので、委員会の決定は甚だ納得出来ないのですが一応質問を終ります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し討論に入ります。

　　　　　　　　　　（「討論なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　討論なしと認め採決に入ります。議案第５１号、学校建設用地購入債を起こすことについて、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５２号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出補正予算については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程を全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






（午後１２時４３分　散会）






　　上会議録を調整し署名する。

　　　１９７２年４月２５日






　　　　　　　　　　　　　　　　　議長　　　辺野喜英興　㊞






　　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　金城吾郎　　㊞






　　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　黒潮隆　　　㊞
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１９７２年第１４０回那覇市議会会議録（臨時会）







	
			○　４月２９日（５日目）
			（午前１０時２８分　開議）
	

	
			（午前１１時２８分　散会）
	











○　出席議員（２４名）

　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　１７番　　又吉久正君

　　３番　　瀬長フミ君　　　　　　１８番　　仲本安一君

　　４番　　辺野喜英興君　　　　　１９番　　金城吾郎君

　　６番　　仲村正治君　　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　７番　　欠員　　　　　　　　　２１番　　久高友敏君

　　８番　　上原綱正君　　　　　　２２番　　喜久山朝重君

　　９番　　金城甚松君　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　１０番　　島袋宗康君　　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２６番　　安見福寿君

　１２番　　欠員　　　　　　　　　２７番　　玉城栄一君

　１３番　　平良信一君　　　　　　２８番　　欠員

　１４番　　宮里敏慶君　　　　　　２９番　　椿秀義君

　１５番　　金城重正君　　　　　　３０番　　大浜長弘君

　１６番　　高良文雄君









○　欠席議員（３名）

　　２番　　中村昌信君

　　５番　　喜舎場盛一君

　２３番　　宮城武君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　　用度管財課長　　　　　　宮城信君

　　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　港湾課長　　　　　　　　上原一男君

　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　水道局総課課長　　　　　嘉数清孚君

　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　　調査係長　　　　　　　永山盛広君









　　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君


～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第５号






１９７２年４月２９日（土曜日）午前１０時






第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第６６号　那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６７号　那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６８号　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６９号　那覇市立学校設置条例制定について　　　（市長提出）

　　　議案第７０号　那覇市学校給食センター設置条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７１号　那覇市社会教育委員に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７２号　那覇市立幼稚園保育料条例制定について　（市長提出）

第３　議案第１６号　那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第１７号　那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第１８号　那覇市職員の分限に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第１９号　那覇市職員の懲戒に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第２０号　那覇市公平委員会設置条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第５４号　那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第５５号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第５８号　那覇市職員団体の登録に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第５９号　那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

第４　議案第４０号　那覇市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第５６号　那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第５７号　旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第６０号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第６１号　証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第６５号　那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

第５　議案第４１号　那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第４９号　那覇市霊園条例制定について　（建設委員会審査報告）

第６　議案第４８号　那覇市福祉事務所設置条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

第７　議案第５０号　那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定についての一部訂正について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












１９７２年４月２８日









　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿









総務常任委員長

黒潮隆






委員会審査報告書






　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。






記








	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第16号
			那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案
第17号
			那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第18号
			那覇市職員の分限に関する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第19号
			那覇市職員の懲戒に関する条例制定について
			〃
	










	
			事件の番号
			事項
			議決の結果
	

	
			議案
第20号
			那覇市公平委員会設置条例制定について
			原案可決
	

	
			議案
第54号
			那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第55号
			那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第58号
			那覇市職員団体の登録に関する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第59号
			那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第40号
			那覇市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償に関する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第56号
			那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第57号
			旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第60号
			那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第61号
			証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第65号
			那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










１９７２年４月２８日






　那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿









建設常任委員長

比嘉佑直









委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。






記







	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第41号
			那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案
第49号
			那覇市霊園条例制定について
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年４月２８日






　那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿









経済民生教育常任委員長

大浜長弘









委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。









記







	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第48号
			那覇市福祉事務所設置条例制定について
			原案可決
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　議長（辺野喜英興君）

　　４月２９日は休会の日でありますが、議事の都合により特に会議を開きます。この際諸般の報告をいたします。４月２８日付、市長から議案の送付がありましたので、報告いたします。４月２８日付、市長から「議案の訂正について」文書の送付がありました。本件については、後刻議題とし、ご審議願うことにいたします。

　４月２８日付、市長から「議案の訂正について」文書の送付がありました。その写しはお手元に配布してありますのでこれにより訂正することを承認願います。４月２８日付、総務常任委員長、建設常任委員長、経済民生教育常任委員長から、会議規則第１０１条の規定により、それぞれ委員会審査報告書の提出がありましたので報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は久高友敏君、喜久山朝重君、を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第６６号、那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について。議案第６７号、那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について。議案第６８号、那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について。議案第６９号、那覇市立学校設置条例制定について。議案第７０号、那覇市学校給食センター設置条例制定について。議案第７１号、那覇市社会教育委員に関する条例制定について。議案第７２号、那覇市立幼稚園保育料条例制定について。までの事件を一括して議題とし提案者の説明を求めます。









○　土木部長（内間安春君）

　　議案第６６号那覇市下水道条例の一部を改正することについてご説明いたします。本案は復帰に伴って、本土の下水道法が適用されるので、本土法への移行のため条文改正と円表示による使用料および手数料等の改正を行なうものであります。以上のとおりでありますのでよろしくご審議のほどお願いいたします。議案第６７号那覇排水設備資金貸付基金条例の一部を改正することについて、ご説明いたします。本案は復帰に伴って、本土の下水道法が適用されるので、条例中下水道法と関連する条文の改正と円表示による基金の額貸付額および延滞利息等について、改正を行なうものであります。

　　なお今回の改正において、従来の利息制度を廃止して、無利息で貸付を行ない、基金の利用を高め、もって排水設備の普及促進を図って行きたい所存であります。利息の廃止につきましては、６月１日から実施したい考えであります。以上簡単ではありますが、よろしくご審議のほどお願いいたします。









○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　議案第６８号那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。復帰に伴う本土法の適用および通貨の切替えにより、現行給水条例における水道使用料、メーター使用料、手数料および過料等等のドル表示を円表示に改正する必要があります。

　水道料金および、メーター使用料につきましては、１ドル対３０８円で換算し、１円未満を切上げましたが、手数料につきましては、現行の手数料の算定が１０年前の職員時給を基礎にしたものであり、改正の必要がありますので本土類似都市を参考に、この案を作成した次第であります。

　その他に、根拠法令を明確にし、各条における規定の内容や語句についても現状にそぐわない個所を改正することにいたしました。よろしくご審議の程お願いいたします。









○　教育長（赤嶺貞義君）

　　議案第６９号那覇市立学校設置条例制定について説明申し上げます。本土復帰に伴ない、すでに設置されている小学校、中学校および幼稚園を本土法の学校教育法にもとづき条例を制定したいので、この案を提出したのでございます。よろしく審議お願い申し上げます。

　議案第７０号、那覇市学校給食センター設置条例制定についてご説明申し上げます。現行規則ですでに設置されております給食センターを本土復帰に伴ない本土法の地方教育行政の組織および運営に関する法律第３０条の規定を根拠規定にして条例を制定したいので、この案を提出したのでございます。よろしくご審議お願い申し上げます。

　議案第７１号、那覇市社会教育委員に関する条例制定についてご説明申し上げます。現行法の社会教育法第１９条の規定により、すでに設置されている那覇教育区社会教育委員に関する規則を本土復帰に伴ない、本土法の社会教育法第１５条および第１８条の規定にもとづき、条例を制定したいので、この案を提出したのでございます。よろしくご審議お願い申し上げます。

　議案第７２号、那覇市立幼稚園保育料条例制定についてご説明申し上げます。本土復帰に伴ない、幼稚園の入園料および保育料の徴収に関し条例が必要なので、この案を提出したのでございます。よろしくご審議お願い申し上げます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの当局説明に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認め、議案第６６号、那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について。議案第６７号、那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について。議案第６８号、那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について。の審査については建設委員会に、議案第６９号、那覇市立学校設置条例制定について。議案第７０号、那覇市学校給食センター設置条例制定について。議案第７１号、那覇市社会教育委員に関する条例制定について。議案第７２号、那覇市立幼稚園保育料条例制定について、の審査については経済民生教育委員会にそれぞれ付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第１６号、那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について。議案第１７号、那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について。議案第１８号、那覇市職員の分限に関する条例制定について。議案第１９号、那覇市職員の懲戒に関する条例制定について。議案第２０号、那覇市公平委員会設置条例制定について。議案第５４号、那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について。議案第５５号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第５８号、那覇市職員団体の登録に関する条例制定について。議案第５９号、那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について。までの事件を一括して議題とし総務委員長の審査報告を求めます。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　￮ 議案第１６号　「那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について」

　￮ 議案第１７号　「那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について」￮ 議案第１８号　「那覇市職員の分限に関する条例制定について」￮ 議案第１９号　「那覇市職員の懲戒に関する条例制定について」￮ 議案第２０号　「那覇市公平委員会設置条例制定について」￮ 議案第５４号、「那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について」￮ 議案第５５号、「那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について」

　￮ 議案第５８号　「那覇市職員団体の登録に関する条例制定について」

　￮ 議案第５９号　「那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について」以上９件について一括して本委員会における審査の経過及び結果をご報告申し上げます。議案第１６号　「那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定について」審査の主なるものを申し上げますと本条例第２条　服務の宣誓において新たに職員となった者とあるがこれは新規採用者に限り、宣誓をさせるのか、また従来の職員は新たに宣誓をさせるのか。と質したところ、当局説明は、現在でも「那覇市職員の服務規律に関する条例」で宣誓するようになっており、付則の２において現に職員である者については、この条例第２条の規定による宣誓書に署名したものとみなす。なお第２条中、上級の公務員の面前においてと抽象的に表現したのは例えば任命する場合に市長が不在の場合は、助役が任命すると言うことである。なお宣誓の効力についてただしたところ、当局説明は、法的な拘束力は地方公務員法にうたわれているので、服務の宣誓については一種の儀式であると言うこであります。

　　以上の当局説明を了とし、本案については全会一致で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第１７号「那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると本条例第２条(3)号で「任命権者」が定める場合とあるが、「市長」と「任命権者」はどう違うのか、さらに「任命権者」は「市長」と明記した方が良いと思うがどうかとただしたところ任命権者については、地方公務員法第６条に規定されているので、本条例のとおりうたうべきである、ということであります。

　委員会は、以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第１８号「那覇市職員の分限に関する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると今回の条例制定において、その内容が特に変った点はないかと質したところ、当局答弁は特に変った点は、従来は条例によって、降任、免職および休職は具体的に規定されていたが、これについては、地方公務員法第２７条及び第２８条に具体的にうたわれているので、本条例から削除し、手続面等を定めてある。

　これを具体的に述べれば、主管の課長、係長が最終的な評定者になるが、明確な勤務成績等についての書類が提出され、客観的にみて、具体的に当該職員が分限に値する条項に照らして、歴然として判明すれば、それによって手続を行うということになる。ということであります。以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第１９号「那覇市職員の懲戒に関する条例制定について」審査の主なものを申し上げると、本条例第４条には減給の効果の規定がうたわれているがこれは組合との協定事項かとただしたところ、当局答弁は本条については組合との協定事項ではない。従来、本条の規定はなかったので今回規定した。

　なお、その内容の基準において、本土類似市と本市とを比較した場合強弱の差はあるが、各市においては職員の資質の相違等もあり、全面的にこれを実施するにしてもその運用については公平を欠くことのないように配慮したい。ということであります。以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第２０号「那覇市公平委員会設置条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、指定都市以外で人口１５万人以上の市にあつては、条例で人事委員会または公平委員会を選択して設置しなければならないということだが、人事委員会と公平委員会の権限はどう違うのかとただしたところ、当局説明は、地方公務員法第８条第１項に人事委員会の権限について明記されており、公平委員会については同条第２項に規定されている。なお、本土の市においては人事委員会を設置しているのは宮城県仙台市のみであり、他はすべて公平委員会である。仮に人口１５万人以上を擁する市において人事委員会を設置しても、給与の勧告、職階制、その他の関連事項の面において到底作業は不可能である。ちなみに多くの市町村は国の人事院会の勧告をそのまま適用しているのが実情である。ということであります。以上、当局説明を了とし本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第５４号「那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると本条例第３条中収入役と水道事業管理者は同額となっているが、その根拠についてただしたところ、当局答弁は本土類似市の資料を参考にして水道事業管理者の給料を定めた。ということであります。

　　以上当局説明を了とし、本案について全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第５５号「那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について」本案について、改正の主なる点は、まず通貨がドルから円へ変わるため、円に読み替えたこと。第二に、期末手当の支給日については国または他の地方公共団体に準じて「８月１０日」から「６月１０日」に変更したこと。第三に、臨時に任用する「用人」を「臨時職員」に用語を整理したこと。第四に「那覇市職員の分限および懲戒に関する条例」を「分限に関する条例」と「懲戒に関する条例」に分離して制定するため、それに基づく条文を変更した。ということであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第５８号「那覇市職員団体の登録に関する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、本条例第２条１項(1)号後段で「職員でない者にあっては、その職業」と規定されているが、職員でない者を職員団体の理事または役員に登録させることの可否についてただしたところ、当局答弁は、従来は労働組合の役員は、当該官公庁の職員でなければならなかったが、ＩＬ・Ｏに組合が問題を提起し、その勧告を受けて、本土の公務員の場合には法律が整備され、役員については当該官公庁の職をやめても職員団体の役員になれると提示されている。ただし、その期間については通算して５年を越えることはできないと規定されている。ということであります。次に、第３条には、公平委員会は登録の申請を受けた日から３０日以内に登録をした旨、またはしない旨を、申請した職員団体に通知しなければならない。と規定されているが、登録をしない場合もあり得るのかと質したところ、当局答弁は、職員団体の登録については、法律およびこれに基づく条例に適合する場合においては、これを登録するが、適合しない場合は当局は合法的にこれを拒否することができる。なお、登録をしない場合は、法による便益は受けられない。また、現在那覇市役所には第一、第二の両組合があるがこれらについては、沖繩の復帰に伴う特別措置に関する法律によりただちに登録をしなくても、復帰後政令で定める期間内に登録すれば足りる。ということであります。

　　以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第５９号、「那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例制定について」本案について当局の説明によると本土復帰により地方公務員法が即時適用されるため、同法第５５条の２、第６項の規定で職員は条例で定める場合を除き、給与を受けながら、職員団体のため、その業務を行ない、または活動してはならないと規定されているが、従来の労使慣行については労働協約等により、復帰後においても法の許す範囲内で組合活動を認める必要がある。ということであります。以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　以上ご報告申し上げ、よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。









○　金城重正君

　　委員長にお尋ねいたします。議案第５４号、那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について委員長報告によりますと、水道事業管理者の給与は本土の類似都市においては収入役と同額であるので、それにならって水道事業管理者というものは入れてあるんだ、というような報告でございましたが、現在那覇市の水道事業管理者は第二助役がなっているわけなんです。そこで、本土復帰によってこの特別企業会計でございます。水道事業には一応新たに管理者を置くのか、いまの第二助役とは別個にこの管理者を置くつもりでこの項目を挿入されておるのか。結論を申し上げますと、特別職は市長、助役収入役、現在はそうでございます。そのほかに今度新たに人を入れて水道事業管理者とするということであるのか。その面について質疑があったかどうか。もし質疑があったら報告してもらいたい。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　お答えいたします。水道事業法で新たに復帰すると助役以外に管理者を置くという答弁でございました。地方公営企業法によりいま助役が兼任している水道事業管理者ではなく、新たに水道事業管理者を置くという考えのようであります。









○　金城重正君

　　この水道事業管理者というものを新たに地方公営企業法に基づいて置かなくちやあならぬということでございますけれども、これはいわゆる現在みたいに兼職はできないかどうか。そういうご審議があったかどうか。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　助役には兼任させないで、新たに水道事業管理者を置くということで質疑はなされましたが、兼任できるかどうかという質疑はなされておりません。

　　　　　　　　　（「議長休憩してください」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。






（午前１０時５９分　休憩）

（午前１１時００分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。質疑を終結し討論省略して採決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認め討論省略し採決に入ります。議案第１６号、那覇市職員の服務の宣誓に関する条例制定については委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第１７号、那覇市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例制定について。原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第１８号、那覇市職員の分限に関する条例制定について。原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第１９号、那覇市職員の懲戒に関する条例制定について。原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第２０号、那覇市公平委員会設置条例制定について、原案どおり可決することにご異議ありせんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５４号、那覇市特別職職員の給与に関する条例制定について。原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５５号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５８号　那覇市職員団体の登録に関する条例制定について。原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５９号、那覇市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例について、原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、議案第４０号、那覇市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償に関する条例制定について。　議案第５６号、那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について。　議案第５７号、旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について。　議案第６０号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について。

　議案第６１号、証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第６５号、那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について。までを一括議題として総務委員長の報告を求めます。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　議案第４０号、「那覇市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償に関する条例制定について」　議案第５６号、「那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について」　議案第５７号、「旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について」　議案第６０号、「那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について」議案第６１号、「証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例制定について」　議案第６５号、「那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について」以上６件について一括して、本委員会における審査の経過および結果をご報告申し上げます。

　議案第４０号、「那覇市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償に関する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると本条例の実施にあたっては掛金を必要とするかとただしたところ、当局答弁は、掛金については全額市負担である。ということであります。以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第５６号、「那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について」現行条例と変わった点についてただしたところ、当局答弁はこれまで一国なみの考え方で条例を規定していたが、これを本土の県、市町村にならって改正した。また、出張旅費については、本土類似都市、九州各都市との均衡を考慮してその旅費額を増額した。なお、東京事務所勤務の職員の家族についても本条例で考慮が払われている。ということであります。

　次に第１０条職務等級の定め方についてただしたところ、当局説明は各市とも規定のしかたはまちまであり、たとえば１等級から３等級、あるいは１等級から５等級まで定めてある市もある。ちなみに、本土類似市の資料によると、熊本、大分、宮崎、佐賀の各市は本市と同様、部長、次長、課長は同じ等級に定めてあるということであります。以上の当局説明を了とし、本案について全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第５７号、「旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると本条例は１９６２年に制定以来、今日に至るまで改正をみてないとのことだが、今回の改正による増額は幾らであるか、また同条例に該当する者は何名かとただしたところ、当局答弁は平均して約２倍強の増額である。一例をあげれば、「退隠料計算の基礎となっている俸給年額」４８０円の場合、「仮定俸給年額」は現行条例では２５０ドルでありこれを３６０円に読み替えると９万円になるが、今回の改正で２５万４,１００円となる。また、現在退隠料の受給者は３名、扶助料受給者は１２名でそのほとんどが高齢者である。ということであります。

　以上の当局説明を了とし、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第６０号、「那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、本条例の別表中「その他非常勤職員」については１５０ドルから７２,０００円にアツプされているが、その根拠についてただしたところ、当局答弁は、現在最高額の１５０ドルの対象者もいるが、今回医師を福祉事務所の嘱託として委嘱しなければならないので、嘱託の内容いかんによっては増額しなければならない。

　なお、日額、または月額にするか今後の問題もあるので、他の職員の報酬と比較の上、均衡を失なわないように配慮したい。ということであります。

　委員会は当局の説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたした。

　議案第６１号、「証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、本条例の別表中、日当及び宿泊料については増額されたのか、とただしたところ、当局答弁は、「那覇市職員の旅費支給条例」とのかねあいで、現行の２ドルを８００円に。宿泊料については現行条例では琉球内７ドル５０セント、琉球外１２ドル、と規定されているが、これを統一して３,０００円に改めたい。ということであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第６５号、「那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について」審査の主なるものを申し上げると、第３８条付託事件を議題とする時期について従来と異った点を説明せよとただしたところ、従来の第３８条は「委員会に付託した事件は、その審査終了をまって議題とし、委員長及び少数意見者の報告、修正案の説明、第４１条（委員長報告等に対する質疑）の規定による質疑、討論、表決の順序によって審議する。」と一括してうたっていたものを、今回具体的に第３８条、第３９条、第４０条と分離してあるが、内容においては従来と変わらない。ということであります。

　　次に、第３９条の条文中、委員長がその経過及び結果を報告し、とあるが委員長報告に対する質疑と関連してただしたい。たとえば、周知のごとく、本会議において議案に対する質疑を終結し、委員会に付託する、委員会は付託された議案を審査し、これが委員長報告として、本会議に上程される。

　　その委員長報告に対する質疑の段階で、当該委員会において審議されなかった箇所を当局に説明を求めた場合、当局に対する質疑は、議案付託の際に終結しているので、あとは委員長報告に対する質疑のみしか残されてないということでは、他の委員会に所属する議員は、当該議案に対する疑義の点をただすことはできないことになるが、この点の不合理をどう考えるか、とただしたところ、かりに委員長報告の段階で脱漏の箇所があれば、当該委員会の他の委員をして、補足説明させることも可能であり、また、委員長は関係当局をして答弁させるほうが審議の上から便宜であると認めるときは、当局をして答弁させることができる。しかし、事件の提出者に対して、再び質疑をすることは、審議が最初の段階に戻るので許されないというのが自治省の行政指導である。ということであります。次に第１１８条「市長その他の関係機関が、質疑に対し、直ちに答弁しがたい場合において答弁書を提出したときは、委員長は職員をして朗読させる」という文言解釈は、当局をして後刻「答弁書をもって答弁にかえる」ということで、すべての場合に乱用されるおそれはないか。かりに「答弁書をもって答弁にかえる」ということを是としても、これを本会議のみに限定すれば、およそ納得もいくが、委員会にまでこれを敷衍することは、はなはだ疑問であるとただしたところ、

　　質疑、質問は口頭でなされ、これに対する答弁もまた口頭でなされるのが原則である。しかし、当局において直ちに答弁することが不可能であり、あるいは答弁が要領を得ない場合、または、資料の不足や意見の不統一のため、直ちに答弁しがたい場合は、便宜的に議長、または委員長は、一定の時間なり期日を指定して答弁書を提出させる、ということである。したがって、この条文はあくまでも本会議においては議長。委員会においては委員長が、その権限において直ちに執行機関をして答弁せしめがたいときは、真実そのような事情があるかどうかを認定し、万やむを得ない場合は答弁書を提出せしめるということであり、関係当局をしていかなる場合でも容易に答弁書をもって、答弁にかえさせるということではない。したがってこれの乱用に至るおそれはないということであります。以上のほか、なお若干の質疑がかわされたのでありますが、委員会は以上の説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。以上ご報告申し上げ、よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑、討論なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論を省略し採決に入ります。議案第４０号、那覇市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償に関する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５６号、那覇市職員の旅費支給条例の全部を改正する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５７号、旧那覇市職員退隠料支給条例の一部を改正する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６０号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６１号、証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６５号、那覇市議会会議規則の全部を改正する規則制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第５、議案第４１号、那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について、議案第４９号、那覇市霊園条例制定について。以上２件を一括して議題とし、建設委員長の審査報告を求めます。









○　建設副委員長（島袋宗康君）

　　建設委員長の比嘉佑直議員が所用で席をはずされておりますので、副委員長の私が代ってご報告申し上げます。

　議案第４１号、那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について、議案第４９号、那覇市霊園条例制定について。以上２件について一括して本委員会における審査の経過および結果をご報告申し上げます。

　議案第４１号、「那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について」審査の主なるものを申し上げます。本土法令に適合するような条例の整備とともに、公園使用料を改訂するとのことだが、使用料の徴収方法及び年間収入見込額についてただしたところ、当局説明は、使用料の徴収方法については、公園使用許可申請書を３日前に提出させ、使用料を支払ってから許可を受けるようになっており、また、年間収入見込額については、７１年度の使用料が６７件中５１件分１１３ドル４３セントの収入済となっているが、同使用料は目的外使用に対するものであるので、収入の伸びはさほど見込めない。なお、公共団体等が使用する場合は条例に基づき、使用料を免除しているとのことであります。次に、今回の条例制定にあたって、福岡、富山の両市を参考にした理由については、富山市は類似市で、福岡市は本条例制定当時参考にしたため、今回両市を選定したとのことであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。次に議案第４９号、「那覇市霊園条例制定について」本案の審査にあたっては、現場視察の後、条を逐って審査したのでありますが、その主なものを申し上げます。

　従来は納骨堂使用条例によって運営してきたが、今回あらたに霊園条例を設ける理由については、納骨堂の場合は、霊園の付属施設としての考え方に立っており、霊園の整備を機会に霊園の設置及び管理条例が必要になったとのことであります。

　また、墓地の使用許可を得て建設する場合の許可条例については、１基当りの面積は１５㎡て、種類の制限はないが、高さは２.８ｍ以内となっている。

　また、敷地については永代使用的なもので、賃貸借ではなく、使用許可に基づくものである。従って、本条例第１２条（使用許可の取消）の規定に反すると、市長は使用許可を取消すことができる。との当局説明であります。さらに、第１５条の墓地使用料１㎡当り５,８００円以内とした、その算定基礎については、総工費１１５,３２０ドルで、墓が４７８基あり、１基１５㎡当りの工事費が２４２ドルとなるので、これを３６０円換算して、１㎡当りの使用料を５,８００円と算定した。なお、算定にあたっては、金利計算は含まれてないとの説明であります。委員会は以上の審査の後、本案については、全会一致原案どおり可決すべきもの決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑、討論なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論を省略し採決に入ります。議案第４１号、那覇市公園条例の一部を改正する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４９号、那覇市霊園条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第６、議案第４８号、那覇市福祉事務所設置条例制定について、を議題とし経済民生教育委員長の審査報告を求めます。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　議案第４８号、「那覇市福祉事務所設置条例制定について」審査の経過及び結果についてご報告申し上げます。福祉事務所の設置については、社会福祉事業法第１３条第３項の規定によりその設置が義務づけられておりますが、所務及び組織機構について申し上げますと、現在の民生課の福祉係で取扱っている業務を全面的に福祉事務所に統合し、組織の強化拡充を図るべく、琉球政府の厚生局民生課、市の事務管理課、それに福祉事務所設置準備室が協議した結果、那覇市の「福祉事務所」の機構については、３課７係を置き、その定数についても社会福祉事業法の基準にもとづき所長以下５３人とする。またその人員確保については、現在の準備室の３０人に、民生課から配転される１４人を加え、残り９人については開所までに配置されることになっている、とのことであります。なお、その機構としては、庶務課に庶務係（４人）と給付係（５人）の２係を置き、福祉課、福祉第１係（７人）　福祉第２係（６人）　保護課　第１係（１１人）　第２係（９人）　第３係（７人）となっております。

　　以上の当局説明に対し若干の質疑を交わしたのち本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「異議、討論なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論を省略し採決に入ります。議案第４８号、那覇市福祉事務所設置条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第７、議案第５０号、那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定についての一部訂正についてを議題といたします。当局の説明を求めます。









○　建設部長（水間平君）

　　議案第５０号、那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定についての一部訂正についてご説明申し上げます。議案の３枚目中誤りがありました。第６条の改正条文第２項の次に、“第１１条第３項中「１７セント」を「５０円の」に改める。”を挿入していただきたいと思います。よろしくお願いいたします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５０号、那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定についての一部訂正については承認することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって一部訂正については承認されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。今期議会で議決されました事件の条項、字句、数字その他の整理を要するものにつきましては、会議規則第４２条の規定に基ずき、その整理を議長に委任されたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって今期議会で議決されました事件の条項、字句、数字、その他の整理を要するものにつきましては議長に委任することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　以上で本日の日程は全部終了いたしました。これにて散会いたします。

（午前１１時２８分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












上会議録を調整し署名する。

　　１９７２年４月２９日






　　　　　　　　　　　　　　議長　　　　辺野喜英興　㊞






　　　　　　　　　　　　　　署名議員　　久高友敏　　㊞






　　　　　　　　　　　　　　署名議員　　喜久山朝重　㊞
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			○　５月１日（６日目）
			（午前１０時２０分　開議）
	

	
			（午前１０時２４分　散会）
	











○　出席議員（２５名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　１７番　　又吉久正君

　　　２番　　中村昌信君　　　　　　１８番　　仲本安一君

　　　３番　　瀬長フミ君　　　　　　１９番　　金城吾郎君

　　　４番　　辺野喜英興君　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　　６番　　仲村正治君　　　　　　２１番　　久高友敏君

　　　７番　　欠員　　　　　　　　　２２番　　喜久山朝重君

　　　８番　　上原綱正君　　　　　　２３番　　宮城武君

　　　９番　　金城甚松君　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　１０番　　島袋宗康君　　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２６番　　安見福寿君

　　１２番　　欠員　　　　　　　　　２７番　　玉城栄一君

　　１３番　　平良信一君　　　　　　２８番　　欠員

　　１４番　　宮里敏慶君　　　　　　２９番　　椿秀義君

　　１６番　　高良文雄君　　　　　　３０番　　大浜長弘君









○　欠席議員（２名）

　　　５番　　喜舎場盛一君

　　１５番　　金城重正君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　　用度管財課長　　　　　　宮城信君

　　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　港湾課長　　　　　　　　上原一男君

　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　水道局総務課長　　　　　嘉数清孚君

　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　　調査係長　　　　　　　永山盛広君









　　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君









～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第６号






１９７２年５月１日（月曜）午前１０時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　会期日程の変更について

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　これより本日の会議を開きます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は宮城武君、比嘉佑直君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、会期日程の変更についてを議題といたします。去る４月１８日の本会議で議決されました会期日程では「５月１日、５月２日は一般質問」「５月３日は施政方針並びに予算上程、説明聴取」「５月４日は施政方針に対する質疑」「５月５日は予算上程、質疑、委員会付託」とそれぞれ日程は決定されておりますが、当局の４７年度の予算案の送付が諸種の事情で、作業が進まず、５月１５日までに提案したいとの申し出があり、会期日程の変更を余儀なくされ、４月２９日に議会運営委員会に「会期日程の変更について」諮問した結果「５月１日、５月２日の一般質問」「５月３日の施政方針並びに予算上程、説明聴取」「５月４日の施政方針に対する質疑」「５月５日の予算上程、質疑、委員会付託」については会期日程を変更し、それぞれ休会とし、５月１０日頃に昭和４７年度暫定予算の提出が予定されておりますので、その時点で再び議会運営委員会を招集し、只今取り止めたそれぞれの事件については改めて会期日程を編成したいとの答申がなされております。









○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。ただいま議会運営委員会から答申されたとおり「５月１日、５月２日本会議一般質問」「５月３日本会議施政方針並びに予算上程、説明聴取」「５月４日本会議施政方針に対する質疑」「５月５日本会議予算上程、質疑、委員会付託」については会期日程を変更し、それぞれ休会とすることにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって日程第２「会期日程の変更について」は議会運営委員会の答申どおり決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。これにて散会いたします。

（午前１０時２４分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









　上会議録を調整し署名する

　　　１９７２年５月１日

　　　　　　　　　　　　　議長　　　辺野喜英興　　㊞

　　　　　　　　　　　　　署名議員　宮城武　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　署名議員　比嘉佑直　　　㊞























第140回那覇市議会会議録







臨時会










５月６日（土曜日・７日目）
















１９７２年第１４０回那覇市議会会議録（臨時会）







	
			○　５月６日（７日目）
			（午前１０時２１分　開議）
	

	
			（午後１２時２１分　散会）
	











○　出席議員（２４人）

　　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　１７番　　又吉久正君

　　　２番　　中村昌信君　　　　　　１８番　　仲本安一君

　　　３番　　瀬長フミ君　　　　　　１９番　　金城吾郎君

　　　４番　　辺野喜英興君　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　　６番　　仲村正治君　　　　　　２１番　　久高友敏君

　　　７番　　欠員　　　　　　　　　２２番　　喜久山朝重君

　　　８番　　上原綱正君　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　　９番　　金城甚松君　　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　　１０番　　島袋宗康君　　　　　　２６番　　安見福寿君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２７番　　玉城栄一君

　　１２番　　欠員　　　　　　　　　２８番　　欠員

　　１３番　　平良信一君　　　　　　２９番　　椿秀義君

　　１４番　　宮里敏慶君　　　　　　３０番　　大浜長弘君

　　１６番　　高良文雄君









○　欠席議員（３名）

　　　５番　　喜舎場盛一君

　　１５番　　金城重正君

　　２３番　　宮城武君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　　用度管財課長　　　　　　宮城信君

　　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　港湾課長　　　　　　　　上原一男君

　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　水道局総務課長　　　　　嘉数清孚君

　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　　調査係長　　　　　　　永山盛広君









　　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第７号






１９７２年５月６日（土曜）午前１０開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第４７号　「那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定につて」撤回について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

第３　議案第７３号　那覇市職員定数条例制定について　　　　（市長提出）

　　　議案第７４号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７５号　那覇市教育長の給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７６号　那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７７号　那覇市職員退職手当支給条例制定について（市長提出）

　　　議案第７８号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７９号　那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第８０号　那覇市港湾施設使用条例制定について　　（市長提出）

　　　議案第８１号　那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第８２号　那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

第４　議案第６９号　那覇市立学校設置条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

　　　議案第７０号　那覇市学校給食センター設置条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

　　　議案第７１号　那覇市社会教育委員に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

　　　議案第７２号　那覇市立幼稚園保育料条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

第５　議案第５０号　那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第６２号　那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定にについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第６３号　那覇市港湾審議会条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

第６　議案第６４号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第６８号　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第６６号　那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第６７号　那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年５月２日






　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿









経済民生教育常任委員長

大浜長弘









委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。






記








	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第69号
			那覇市立学校設置条例制定について
			原案可決
	

	
			議案
第70号
			那覇市学校給食センター設置条例制定について
			〃
	

	
			議案
第71号
			那覇市社会教育委員に関する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第72号
			那覇市立幼稚園保育料条例制定について
			〃
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年５月４日






　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿






建設常任委員長

比嘉佑直






委員会審査報告書






　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。


記




	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第５０号
			那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案
第６２号
			那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第６３号
			那覇市港湾審議会条例制定について
			〃
	

	
			議案
第６４号
			那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第６８号
			那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第６６号
			那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第６７号
			那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）

　　５月６日は休会の日でありますが、議事の都合により特に会議を開きます。

　この際諸般の報告をいたします。５月２日付、経済民生教育常任委員長、５月４日付建設常任委員長から、それぞれ会議規則第１０１条の規定により、委員会審査報告書の提出がありましたので報告いたします。５月４日付、市長から議案第４７号「那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について」撤回文書の送付がありました。

　　本件については後刻議題としご審議願うことにいたします。５月４日付、市長から議案の追加送付がありましたので報告いたします。５月４日付、市長から議案の訂正について、並びに議案番号の訂正についてそれぞれ文書の送付がありました。その写しはお手元に配布してありますので、これにより訂正することを承認願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は真栄城嘉園君、安見福寿君、を指名いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第４７号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定についての撤回について、議題とし市長から議案第４７号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定についての撤回の理由の説明を求めます。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　ご説明申し上げます。去った４月１８日に議案第４７号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について提案いたしましたが、本件につきましてはその後検討いたしましたところ支給額２ドル５０セントの９００円読み替えにつきましてはさらに検討を要するということでこの際撤回いたしたいと思いますのでよろしくお願い申し上げます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。ただいま議題となっております。議案第４７号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について、撤回の件については、これを承認することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって議案第４７号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について、撤回の件については、これを承認することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第７３号、那覇市職員定数条例制定について。議案第７４号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第７５号、那覇市教育長給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する条例制定について。議案第７６号、那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について。議案第７７号、那覇市職員退職手当支給条例制定について。議案第７８号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について。議案第７９号、那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について。議案第８０号、那覇市港湾施設使用条例制定について。議案第８１号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について。議案第８２号、那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について。までの事件を一括して議題とし順次当局の説明を求めます。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　提案理由をご説明申し上げます前に議案の一部訂正をさせていただきます。

　議案第７３号、那覇市職員定数条例制定について、付則第２項、那覇市職員定数条例の次にかっこして１９６５年とあるのを１９５６年にご訂正方をお願いいたします。

　議案第７３号、那覇市職員定数条例制定について、ならびに議案第７８号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定については、それぞれ関連いたしますので、一括して提案理由をご説明申しあげます。本案は、那覇市職員定数条例にあっては、これまで職員定数が各機関別に制定されておりましたが、議会の事務部局を除いて一本化したこと、および新規事務に対処するため、市長の事務部局に１４７人、教育委員会の事務部局に６１７人、消防長の事務部局に１人、計７６５人を増員するものであります。また那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例は、港湾部の新設および現行組織の一部改廃により、改正するものであります。来たる５月１５日の復帰の時点から、市町村行財政制度についても、本土法令が適用されることになり、教育委員会が市の機関となることをはじめ、国民健康保険、指定統計、伝染病予防事務等、市または市長が処理すべきとされる事務は大巾に増加し、さらに琉球政府から那覇商港、首里樹木園の管理が移管されることになっております。

　　これらの新規事務のほかに、２０有余年にわたる特殊事情のもたらす行政空白による本土との較差が著しいことから、復帰後は生活環境施設、社会福祉施設の整備等を中心に、市民の行政需要がますます増大することは明白であります。このようなことから、市民要求に十分にこたえられるよう執行体制を強化するため本案を提出した次第であります。

　　よろしくご審議くださいますようお願い申しあげます。









○　教育長（赤嶺貞義君）

　　議案第７５号、那覇市教育長の給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する条例制定について、ご説明申上げます。教育長の給与、勤務時間、その他の勤務条件については教育公務員特例法により一般職とは別に、条例で定めるようになっておりますので、この案を提出します。よろしくご審議お願いします。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第７４号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明申し上げます。

　改正内容は本土復帰にともない地方公務員法の適用をうけますのでこの条例の根拠規定を変更いたしました。また、教育委員会および琉球政府職員の身分引き継ぎに伴う既存諸手当の取扱並びに本土類似市の特殊勤務手当の支給状況等を検討した結果新設及び増額の必要があると認められますのでこの点考慮いたしました。あわせて条例の整備をおこない字句の訂正および用語の統一等を図りました。よろしくご審議くださるようお願いします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。






（午前１０時３１分　休憩）

（午前１０時３４分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第７６号、第７７号の提案理由のご説明を申し上げます前に大へん恐縮でございますがもう一度議案の一部訂正をお願いいたします。議案第７６号、那覇市特別職職員退職手当支給条例制定についての末尾の頁、第６条２項の２段目の最初の“においで”がだぶっておりますので削除していただきたいと思います。次に議案第７７号、那覇市職員退職手当支給条例制定についての２枚目、上から４段目の見出し“那覇市職員退職手当支給条例”は不必要でございますのでこれも削除していただきたいと思います。

　議案第７６号、那覇市特別職職員退職手当支給条例の制定について提案理由をご説明申し上げます。これまで特別職の退職手当は、一般職の退職手当条例に規定されておりましたが、一般職の退職手当は地方公務員法第２４条第６項を根拠規定として制定いたしましたので、同法の職員の中には特別職は含まれません。従って地方自治法第２０４条第２項の規定を根拠として、こゝに特別職の退職手当条例を別途制定した次第であります。よろしくご審議くださるようお願いします。

　議案第７７号那覇市職員退職手当支給条例の制定について提案理由をご説明申し上げます。改正の内容は、本土復帰にともない、地方公務員法の適用をうけますので、この条例の根拠規定の変更をいたしました。

　さらに、従来の停年制度は同法にてい触するということで、今議会において那覇市職員停年制条例は廃止されましたので、新たに高令者の勧しよう制度を導入いたしました。また、退職手当の勤続報償的性格からして、現行条例の内容を全般的に検討して国又は他の地方公共団体に準じて、条例内容を整備し、その形式を統一しました。よろしくご審議くださるようお願いいたします。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　議案第７９号、那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明申し上げます。この条例は本土復帰に備えての準備措置であります。従来民生課の社会教育係で取り扱っていた那覇市青少年健全育成協議会の業務を、地方教育行政の組織及び運営に関する法律昭和３１年法律第１６２号に基づきまして、那覇教育委員会事務局の社会課に移管するための措置でございます。よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。









○　土木部長（内間安春君）

　　議案第８０号の提案理由を説明する前に字句の訂正がございますので、お願いいたします。別表第２の２ページのほうの「荷さばき地(3)割増料金」の“第１５条”を“第１２条”に訂正していただきたいと思います。

　　　　　　　　（「もう１回」という者あり）

　別表第２の２ページのところ、「荷さばき地使用料」の「(3)割増料金」の次の“第１５条”を“第１２条”に訂正していただきたいと思います。

　議案第８０号、那覇港港湾施設使用条例制定について提案理由を説明します。

　港湾の一元管理につきましては議案第６２号で説明申し上げたとおりでありますが、本土復帰をひかえ本土港湾行政移行にともない条例を整備する必要があります、また港湾管理の新しい発足にあたりまして港湾施設の効率的な利用を図り、能率的な港湾サービスを供給するためには時代に即応した条例を制定する必要がありますので本案を提出した次第であります。

　従来の条例と変った主な内容を申し上げますと、（1）港則法の適用により国の業務である、港長業務の施行にともない港湾管理者の業務の廃止（2）本土港湾法に即した条文の整理および手数料・使用料等の円表示（3）港湾施設の整備にともない新に道路、橋りよう、事務所、港湾関係厚生施設廃油処理施設等の港湾施設の設置（4）港湾施設の有効な利用または貨物の円滑な流通をはかる必要から専用使用一般使用および使用区分の設定（5）港湾施設をその用途または目的を妨げない限度において使用させその維持管理の適正をはかる上から目的外使用の設定（6）港内での船舶の安全な通行と港湾施設の毀損防止のため、ひき船の利用の義務づけ。（7）港湾施設の設置の目的を効果的に達成するため管理委託の設置等でありますなお手数料および使用料につきましては、必ずしも本土の例によることなく本土港湾法第２９条の「財務の原則」を基本として即ち港湾の使用によって得られた対価はサービスの改善と新しい事態に対応すべき計画に常に先行させるために活用すべきであるという考え方のもとに設定した次第であります。

　以上提案理由および従来の条例と変った主な内容であります、よろしくご審議のほどお願いいたします。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　議案第７８号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明申し上げます。


　　　　　　　　　（「議案番号違ってないか。８１号」という者あり）


　失礼いたしました、議案第８１号でございます。議案第８１号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明申し上げます。那覇市児童手当条例ほか５件の一部改正は、復帰に伴ないドル表示を円にかえることであります。すなわち児童手当条例においては２ドル５０セントを１,０００円に改め、さらに児童手当法、昭和４６年法律第７３号の適用を受けた場合、那覇市の児童手当と重複しないための併給の禁止をうたうためのものであります。那覇市敬老年金の一部改正は、１０ドルを３６０円に改める措置であります。那覇市市民集会所使用条例の一部改正は１ドルを４００円に、１ドル５０セントを６００円に、２ドルを８００円に改め、さらに端数の調整、維持管理費などを勘案して算定したものであります。那覇市奨学資金の一部改正は、５ドルを２,０００円に改めるものであります。

　那覇市牧志すもう場管理条例の一部改正は、２ドルを６００円に、３ドルを１,０００円に、４ドルを１,２００円に、６０セントを２００円に、７０セントを２５０円に、７ドルを２,５００円に改め、設備等を勘案して引き上げたものであります。那覇市営首里プール条例の一部改正は、５セントを２０円に、１０セントを４０円に、２５セントを１００円に、５ドルを２,０００円に、１０ドルを４,０００円に、１５ドルを６,０００円に改める措置であり、端数調整、占用料等を勘案して計算したものであります。以上６件を本土復帰に伴ない改正を要するため本案を提案した次第でございます。よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第８２号、那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定についての提案理由をご説明申し上げます。この議案は本土復帰に備えまして当該条例の整備を図るために提出したものであります

　改正の内容は、主に現行第１条の規定の整備を図るもので手数料額のドル表示を円表示に改めることと、第１条の整備と関連する他の規定の一部を改めるものであります。手数料額の改定に当たりましては、本土の各市の手数料額を参考に、現行の手数料額をも十分考慮いたしまして、その額を定めたものであります。よろしく、ご審議の程お願いします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑に入ります。









○　大浜長弘君

　　議案第７３号について質問をいたします。いま提案理由の説明の中にもありましたように、新規事業が、市長部局が１４７名、教育委員会事務局が６１７名、消防関係１名、約７６５名の人員が増加になりますが、そのほかにも退職者等も考えられますが、今度新しく、新規採用をなさる人員は何名であるのか。これが一点と、この定数条例によって事務負担が過重になる部課は生じないか、これが２点。３点目は、ご承知のように公害は事前防止、予防が大事でございます。１０年後、２０年後になって公害病に侵されてから幾ら取締り、あるいはその措置の強化をしたところで間に合いません。従って公害対策課があると思いますけれども、今回の定数条例で何名増員を希望して何名入れられたのか、まずこの３点についてお伺いいたします。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　まず復帰に伴なって増加する事務量というのはどの程度のものがあるかというご質問からお答えいたしたいと思います。

　復帰に伴ないまして市また市長が処理すべきこととされる、いわゆる団体委任事務、それから機関委任事務の範囲につきましては地方自治法の第２条に「法律またはこれに基づく政令の定めるところにより市町村が処理しなければならないものは、この法律またはこれに基づく政令の規定のあるものの外、別表第２の通りである。」というふうに規定されておりますけれども、この規定から地方自治法による事務と現行の市町村自治法によるそれを比較いたしますと、復帰により団体委任事務が３４件、それから機関委任事務が２５件、計５９件の団体委任事務が増加されるということになるわけでございます。これらの事務の主な内容を申し上げますと、まず団体委任事務といたしましては国民健康保険法　それから学校教育法の規定により小学校、中学校を設置しそれを管理すること、次は住居表示に関する法律の定めるところによって街区符号等をつけるような事務、４番目に災害対策基本法に基づきまして防災計画を策定する。こういった事務が団体委任事務となっております。それから機関委任事務につきましては社会福祉事業法によるところの事務、２番目に農地法に関係する事務、３番目には結核予防法による健康診断、定期予防接種を実施する事務、４番目には現在出入管理庁でやっておるところの外国人登録法に関するところの事務、５番目に計量法に関する事務、これが機関委任事務ということでございます。









○　大浜長弘君

　　部長、質問に答えて下さい。私がお聞きしておるのは、新規採用は何名か。定数によって事務過重が起こらないか、公害対策室からの人員の増の要求はなかったのか。この３点でございます。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　公害関係の事務につきましては今度新しく機構を独自の公害関係とそれから交通災害の関係の課を新設しようという計画をしております。そこでその交通災害の用員といたしまして新たに２名の定数を増加する予定をしております。それから新規団体委任事務、機関委任事務の増加に併なって職員が労働強化になる恐れはないかということでございます。けれども、この定数査定をする順序といたしまして各部課のほうに、復帰に伴なって機関委任事務、それから団体委任事務の増によって自動的に事務が多くなるものについては定数増の依頼をいたしまして、それに関しまして定数管理の主管部のほうで査定をしたわけでございますけれども、各部課の要請に十分応えてないというのが実際の実情でございます　しかしながらこの与えられた定数で最大限の努力をいたしまして行政需要に十分応えたいとこういうふうに考えております。それから新規事務につきましては先ほどご説明申し上げたようなことで、新規事務だけの定数をこの場でご説明申し上げることは出来ませんけれども、全体として７６５名となっております。









○　大浜長弘君

　　部長は私の質問に答えておりません。現定数は１,９２０名、新規採用７６５名、よってこの現在の定数条例によって起こるところの労働過重、事務負担の過重は起こらないと思う、そういうふうなご答弁ではないかと思いますけれども、このように仕事量、事務量が従来の半分もふえておる、このようなことで監査事務局からの定数の増員要求はなかったかどうか、監査事務局の職員は現在６名おりますけれども、変わってないようです。この点についてお伺いいたします。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。復帰に伴なって増加する事務に対処するために、各部課から要求を受けておりますけれども、その中に監査事務局のほうから５名の要求を受けております。









○　大浜長弘君

　　このように事務量が従来の２分の１もふえて、しかもしそれに対応するために監査事務局から５名も要求されているが１人も増員になっていないが、その理由をお聞したい。次に地方自治法の第２３５条の２には「普通地方公共団体の現金の出納は、毎月例日を定めて監査委員がこれを検査しなければならない」とこのように規定されております。しかしながら現在の市の監査委員は４名であります。４名でそのような膨大な現金の出納検査をするということは不可能でございます。従ってどうしても予備監査というのが必要でございます。予備監査をするために監査委員事務局のほうでは、現在の６名に新らたな膨大な事務量を勘案して５名の要請を出されておりますけれども１名も認められていない、しかも全国基準では職員が１,５００名から２,０００名の市では監査委員事務局の職員は１１名から１４名は置かなければならない、職員が２,０００名から２,５００名のところでは１４名から１７名の職員を置かなければならない。これは全国の平均基準でございます。当市は職員が２,６８５名になると、１７名が基準となるが現在は半分にも足りず３分の１でございます。今まで公金横領事件、事故がございましたし、そういう事件を予防していくためにもまた市長の威信を守っていくためにも監査を強化していくことが今後非常に重要ではないかと思いますけれども、このように１人も増員を認めなかった理由をお聞きいたしたいと思います。それとそのまま６名でやれということであれば監査委員事務局の職員の事務過重にならないかそれと監査委員の委員が足りないから監査が粗雑になり事件、事故が起こるというようなことにもなりかねない、この点について当局のお考えをお聞きいたしたいと思います。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。各部課からの業務量の増加に伴なっての定数増加につきましては、市長部局から４３６名、消防本部から１００名、監査委員事務局から５名、教育委員会から１５名、合計いたしまして５５６名の要求を受けているわけでございます。これを総合的に検討いたしましたところ、市長部局１４７名、消防１人、教育委員会１５名、合わせまして１６３名、結局各部課の要求の５分の１しか満たしていないということでございます。その件につきましてはいろいろ検討いたしましたところどうしてもやらなければならないというところも多少ございまして、その分につきましては各部課とも組織を統合いたしまして、それによって定数減をカバーしようというふうな考え方をもって、事務組織と合わせて検討していけば職員の労働強化にはならないんじやないか、こういうふうに考えておるわけでございます。そこでこれは監査委員事務局だけのものじやなくして先ほどご説明申し上げましたように全体として各部課の要求の５分のｌしか満たないというふうな実情でございますので、事務改善とか、あるいは各課との連携プレーとかこういうふうなことで最少必要限度、これだけで行政事務を最大にもっていけば可能ではなかろうかということで監査部局につきましても同様な査定をしたわけでございます。









○　宮里敏慶君

　　議案第７３号、那覇市職員定数条例制定についての第２条、(4)教育委員会の事務部局および教育委員会の所管に属する教育機関の職員６１７名となっておりますが、この６１７名についての内訳をご説明願いたと思います。









○　教育長（赤嶺貞義君）

　　お答えいたします　教育委員会の職員定数６１７名の職種別人数を申し上げます。事務局職員６８名、幼稚園教員１４２名、幼稚園書記２４名、小・中学校一般書記５２名、小・中学校図書館書記１５名、学校調理場世話人４５名、学校調理場監視員３８名、栄養士１９名、調理員１８６名、運転手１６名、調理場書記５名、調理場汽かん士３名、調理場主任３名、調理場所長１名、以上でございます。









○　瀬長フミ君

　　議案第７３号、那覇市職員定数条例制定についてでございますが、この第２条“職員の定数は、次に掲げるとおりとする。”として(1)～(6)までうたわれておりますが、その中に那覇市議会事務局の職員が入っておりませんけれども、これはどういう理由で入っていないのかお尋ねしたいと思います。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。






（午前１１時　９分　休憩）

（午前１１時１０分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。議会事務局の定数につきまして、この那覇市職員定数条例から除外したという理由はどこにあるかということでございますが、考え方といたしまして執行機関と議決機関を別にしたほうがやりやすいのではないかというふうな意見が大勢でありましたので、議会事務局の定数については除外したわけであります、なお、本件につきましては執行機関と議決機関を別にしている都市もありますし、また一緒にした都市もありますけれども、一応、先ほどの執行機関と議決機関との定数を明らかにするという意味からは別にしたほうがいいんじやないかということで削除した次第であります。









○　瀬長フミ君

　　本土のほうでは、ほとんどが一緒に定数化されておるというふうにも聞いておりますけれども、那覇市のほうは一緒に入っていないわけでございます。しかし、執行機関と連携をとるためにはやはり議決機関も入れたほうがいいんじやないかという考え方もあるわけでございますけれども、そういう件についてはやはり入れないほうがいいのかどうか。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。従来は市長部局、それから消防、水道局関係を一緒にして、そのほかの定数といたしましては監査委員事務局、それに議決機関等でございました。そこで今回できるだけ統合、整理をするというふうな基本的な考え方で定数条例の制定をしたわけでございます。先ほどご説明申し上げましたように本土の都市におきましては、その条例の持ちかたにつきましていろいろございますけれども、当市におきましては執行部門と議決部門を別々にしたほうがいいんじやないかというふうな考え方でこういうふうな条例になったわけでございます。もちろんいろいろと定数の査定に当たりましては、議決機関も地方自治法によりまして市長部局との調整権もございますので、定数条例の調整に当たりましてはそのつど調整に当たれば、一応全体としての定数管理にはこと欠かないんじやないかとこういうふうに考えまして別にしたわけでございます。









○　久高友敏君

　　議案第７３号の那覇市職員定数条例は、本土復帰に伴って事務分量がふえるからこれだけの人員を増員するというふうな趣旨であるようでございますが、いま先のご説明からいたしますと各部局は相当人員がふえるがふえないところもあるわけです。したがって、先ほどの部長の説明からすると消防は１００名の職員を要求されているが、わずか１人しか増員になっていない。

　これは復帰に伴って１人分の仕事しかふえないのかどうか、その辺のところをご説明願いたいと思います。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。ご指摘のとおり１００名の要求に対して１人の査定ということで、実際に復帰に伴っての事務処理が可能かどうかというふうな疑問を抱くことにつきましてはごもっともだと思います。その中で特に主な定数の要素となっているのが、新年度において５台の消防車を購入する予定でございます。この件につきましては主管部といたしまして、できるだけ早期にそれの要員を確保いたしまして、車両を購入する時点ですぐそれを供用できるような態勢でやろうというふうなことでございますけれども、いろいろ財政の都合もございましてその車両の購入時点で定数をあらためて、その要員に向けたいということでございます。なお、その他の危険物有害物取扱業務とか、あるいは最近非常に増加しておるところの建築物の許認可の面につきましても業務量が多くなっております。その分につきましては他の消防職員が協力して、しばらくこれに当ててもらいたいということで１人の定数増で我慢していただくということでございます。









○　久高友敏君

　　従来の消防職員がかけ持ちで何とか間に合わせ、車両購入の時点において増員したいというご説明でありますが、最近の新聞によりますと新らしく救急業務が消防に委任されるということでありますが、１人増員することによって救急業務にも十分備えることができるかどうか、これをもう一ぺんご説明願いたいと思います。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。従来警察局で所掌している救急業務が復帰に伴って市町村に帰えるわけなんですが、その分の救急業務の処理に当たる要員につきましては前回の議会で定数増の議決をいたしまして、すでに配置済みでございます。









○　仲村正治君

　　議案第７号についてお尋ねいたします。第２条の(4)の教育委員会の事務部局および教育委員会の所管に属する教育機関の職員が本案では６１７名というふうに提案なされておりますけれども、ご承知のように教育委員会は本土復帰に伴いその制度が本土法に移行されるわけで、従来２つの機関であったものがひとつになるわけでございます。そういう中でこの６１７名というのは従来よりも教育委員会関係の事務がふえるのか。あるいは縮小されるのか。そういう中から今回１５人も従来よりふえたということになっておりますが、この件についてお尋ねいたしたいと思います。









○　教育長（赤嶺貞義君）

　　お答えいたします。ご指摘のとおり本土復帰に伴いまして、教育委員会の事務局の組織機構にも改善を必要とされそれを予定してふやしました。その意味ではただいま連合区教育委員会という制度がございまして、そこで指導行政、教職員の管理行政をいたしておりますけれども、連合区教育委員会が廃止されますのでその分が各市町村の教育委員会におかれます。そういう意味でふえるわけであります。それからもうひとつは、社会教育行政は従来連合区と市町村で両々相まってやっておりましたけれども、市のほうにすっかり移管されまして、市の教育委員会の社会教育部面を課に昇格いたしまして、市の民生課から３名これに入れましてただいま那覇市が行なっております青少年関係、あるいは教育関係事業を吸収いたしまして社会教育課を新設いたします。それでふえるわけであります。また、松島中学校が政府から那覇市教育委員会に移りましたのでそれによる増と、主なるものはそのようなことであります。









○　仲村正治君

　　教育委員会が本土復帰に伴ないまして本土法の適用によっていろいろ事務量が増える部分があって増員するということですが、従来市長部局でやっておった事務を教育委員会に移管するということになりますと市長部局においては従来の事務が減るということになりますけれどもそこら辺はどういうふうになってるのか、それと教育委員会の場合は過度期における事務量の増加ということになりますが本土の類似都市における教育委員会の職員の数、それとの比較、この２点についてお伺いいたします。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。日本復帰に伴ないまして現在、経済民生部の民生課の中の社会教育関係がそつくり教育委員会のほうに移行しますのでその部分の用員を教育委員会のほうに移しますので従来の民生課の社会教育係は廃止するということになるわけでございます。









○　教育長（赤嶺貞義君）

　　本土類似都市との定数の比較でございますが事務局の６８名につきましてはほぼ本土並みでございます。それから特に那覇教育委員会の定数で本土類似都市よりも多いのは幼稚園教育が那覇の場合には非常に充実いたしておりまして全部の小学校にそれぞれの幼稚園がございまして、幼稚園教育はほとんど義務教育に近いような状態でございますので教員とか書記の数は本土よりは大部多いわけでございます。もう一つは完全給食ということで本土類似都市の小中学校は那覇ほどではございません。那覇は大きな給食調理場をもち、全部の学校で完全給食を行っております。それにまた栄養士なども単独校、給食調理場、事務局にも十分な人員を配置しておりますのでその辺は類似都市よりも多いわけでございます。









○　平良信一君

　　議案第７３号、那覇市職員定数条例との関連において先程の総務部長のご答弁の中で消防職員の１００名の増員に対して１名だけということでしたが、本土復帰に伴ないまして救急業務あるいは救助活動、その他いろいろ消防職員の事務分量あるいは活動範囲が大きくなると思いますけれどもどういうわけで１人にしぼったのか、前回２０何名か増員いたしましたがあれだけで足りるのか。昨今非常に火災が多いし現在の消防職員では足りないと思いますけれども、そういったふうにいろいろと兼務させるというようなお話しですけどどのようにして那覇市の消防の戦力を強化してゆくのかその点についてお伺いしたいと思います。さらにもう１点は、消防車の購入は５台ということですけれどもこれはいつ頃購入する予定かその件についてお伺いいたします。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　定員増の数につきましては総務部長から説明のとおりでございます。消防長のほうは１００名要求しておりますが、これは非常に理想的な希望でありまして本土の都市においても消防職員の数は基準には足りず大体６０ないし７０％であります。那覇市の場合も足りません。消防長といたしましては１００名を増やすことによって理想的な消防体制が出来るわけですが、唯１名になりましたのは救急業務につきましては以前に増員いたしましてすでにその訓練に入っております。もちろん１人では足りないのはわかりますが、一応申し上げましたとおり５００名以上の定員要請から５分の１にしぼりました。これは各部の要求をみますと非常に切実なものがあります。予算の制約、今度の予算に占める人件費の比率の点もございまして一応できるだけ抑えていこうということで予算編成をしております。もちろん消防長にしましても監査事務局にしましても決して満足ではありませんし、非常に苦しい状態であります。何ぶんにも予算の制約がありますし、さらに職員の待遇でございますが３６０円の計算で従来どおりの俸給を支給すること、さらに１万円のアップということで予算の中に占める人件費の比重が相当多くなっております。その意味で定員につきましても極力抑えまして、たとえば消防長にも、車を購入した時点で採用していこうというふうに言い含めております。消防長としても満足ではございませんが、市全体の行政を眺めた場合、定員増をどうしても圧縮せざるを得ない。各部の自分の主管の行政を伸ばしてゆきたいという意欲についてはよくわかりますが、全体的にみましてそのような状態になっておりますが、いずれ消防車を購入する場合には定員を増やしていかなければならないと思います。本来ならば採用しておいて訓練しておくべきでありますが、そのような状態でありますので現在のような提案になっております。さらに教育委員会が６００名も入って来ますのでその面の人件費も考慮しております。そういう意味で教育委員会の教育費の中で占める人件費は非常に高いので増員については極力圧縮しております。消防車の購入は消防長からご説明いたさせます。









○　消防長（具志清一君）

　　消防車の購入は１２月を予定しておりますがそれよりも早くなることも考えられます。









○　平良信一君

　　ただいまの助役のご答弁から財政的に非常に苦しいということはわかりますが、ご承知のように３０万市民の生命、財産を守るのが消防の任務だと思います。先刻も申し上げましたように本土復帰によって救助活動、その他危険物取扱上の許認可と非常に繁忙になると思います。私はむしろ消防行政は優先すべきじやないかと考えておりますが当局は如何ように考えておりますか。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　ご意見のとおりでございまして、消防行政の地方行政の中に占めるウエートは高いのでございます。われわれは決して消防行政を軽くみておりません。むしろ自治省の中にも特に消防庁がございまして、消防庁官もおられます。そこで地方自治の中に占める消防行政は非常に重要視されております。その意味で従来もほかの部局に比較いたしまして消防は毎年アツプした人員の増強をやっております。今年も当然アツプすべきでありますが車を購入した時点で増加していこうということであります。さらに現在の消防は非常によく活動しておりまして、たとえば市場の中の火事にいたしましても三尺しか離れてないあれだけのところでうまく喰いとめておりまして、如何に消防職員がよくやってるかよくわかります。そういうことで消防行政を決して軽くはみておりません。ご意見のとおり将来は消防行政についてはもっと充実したものにもつてゆきたいと思いますのでご了解いただきたいと思います。









○　又吉久正君

　　議案第７４号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について、付則のところで昭和４７年５月１日から適用する、となってますが別の議案第７０号、７１号等は５月１５日から適用する、となっておりますが、これを特に５月１日から適用する、という理由をご説明願いたいと思います。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　５月１日から適用するという根拠は基本給の賃金のほうが条例は５月１５日から施行いたしまして実際の発令は５月１日付ということになっておりますので基本給と同じく５月１日に遡及して適用させようということで５月１日にいたしました。









○　仲村正治君

　　議案第８０号についてお尋ねいたしたいと思います。今回、「那覇市港湾施設使用条例制定について」が提案されておりますが、この主管が土木部になるという理由、これについてご説明をいただきたいと思います。次に本案の第１条中に「那覇市所属の港湾施設ならびに国から貸付けを受け、または管理を委託された港湾施設の使用については、この条例の定めるところによる」というふうにされておりますが、今回琉球政府から那覇商港の管理の移管を受けたわけでございますが、その資産はどういう状態で引きつぎをするのか、資産はそのまま琉球政府のものであるのか、この点についてお尋ねをいたしたいと思います。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。第１点の、港湾条例で主管をなぜ土木部にしたかということなんですが、那覇商港の移管につきましては、過去１年来琉球政府と那覇市、並びに本土政府あたりともいろいろと調整、協議して、結果においては那覇市が管理者になって一元管理をするということに決定いたしたわけですが、この際那覇市といたしましては、それならば、その移管業務についてどのようなことでそれを行なうか、ということにつきまして内部でいろいろ検討した結果、一元管理準備委員会を設置いたしまして、この那覇商港を円滑に引きつぐ事務を所掌しようということでこの準備委員会の事務を土木部の港湾課に置いたわけでございます。そのために、一元管理に伴う関連の事務を土木部の港湾課で行なった結果、土木部が担当するようになったわけでございます。第２点の那覇商港の財産の移管につきましては覚書の第２項によりまして、財産の移管は無償譲渡する、ということで現在琉球政府が所有している港湾財産を全部無償で那覇市に移管するというふうになっております。









○　仲村正治君

　　港湾管理の主管部についての点でございますが、これは土木部の港湾課が主管するということでございますが、現在港湾の管理は経済民生部でやっているんではないかと思いますけれども、現在の管理部との関連、これについてどのような形で土木部がやるのか。それと第２点目でございますが、那覇商港の資産は無償で移管する、譲渡するということでございますが、その施設の中に国有財産はないかどうか。もしあるとするならばこれの問題はどういうふうな形で処理されるのか。この２点お尋ねいたします。









○　土木部長（内間安春君）

　　那覇商港の現在あります国有財産は１５７４３坪ございます。この処置につきましては、復帰した後に港湾法による国有財産の無償譲渡という形で国にその申請をして譲渡していきたい、とこのように考えます。　三港一元化の問題につきましては先ほど申し上げたとおりでございますが、いざこの港湾を引きつぐ場合には先ほど準備委員会を設けてそれによって行政を進めたいということを申し上げたわけですが、その中で各所管、分担をきめまして、たとえば職員の身分の引きつぎの問題とか財産の移管の問題とか、あるいは施設の移管の問題とか、あるいは業務そのものの移管の問題とか、いろいろ複雑な業務がございまして、各職務をそれぞれの部課で分担いたしまして、円滑な那覇商港の移管ができるような態勢で事務を進めているところであります。









○　又吉久正君

　　港湾施設使用条例について、那覇市の多年の懸案でありました那覇港が那覇市に移管されて、ほんとに当局の努力に感謝します。それで質問いたしたいのは、財産の無償譲渡というご説明でございますが第２条にうたわれている全部を那覇市に無償で譲渡するようになっているのか。それと法規面はどういうふうになっているのか。それだけのものを無償譲渡するということであるならば、そういった手続きはどういうふうな方法になっているか。その点をお伺いいたします、また２条以外にも、別にも財産があるのかどうか。そういった点もついでにお伺いいたします。









○　土木部長（内間安春君）

　　使用条例案の第２条の港湾施設につきましては、泊港の現在ある施設と、さらに那覇商港の施設等をあわせまして、さらに、新港においてはあるいはまだ那覇港において今後整備すべき施設、すなわち昭和４７年度、来年度事業を予定している施設もその施設に入れてございます。政府の財産は土地、これは埠頭用地でございますが、それから事務所、ターミナル、ビルでございます。上屋倉庫２棟、それから雑屋建て、これはゲートとか、あるいは便所ですね、そういう建物を見ております。そのほかに構築物といたしまして外柵、フエンス、これが入っております。以上の施設は港湾財産を移管する時点で那覇市に無償で譲渡するということでございますが、その登記につきましては復帰までに、あるいは移行の時期までに全ての業務を終わるというふうになっております。それと関連いたしまして、那覇商港管理法の廃止に対する立法につきましても現在立法院で審議中でございますし、近いうちそれが可決される見通しでございますが、この経過措置にもこの財産の問題が一応明記されてございます。以上です。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結いたします。議案第７３号、那覇市職員定数条例制定について。　議案第７４号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第７６号、那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について。　議案第７７号、那覇市職員退職手当支給条例制定について。議案第７８号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について。議案第８２号、那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について。は総務委員会に、議案第８０号、那覇市港湾施設使用条例制定について。は建設委員会に、議案第７５号、那覇市教育長の給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する条例制定について。議案第７９号、那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について。議案第８１号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について。は経済民生教育委員会にそれぞれその審査を付託いたします。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、議案第６９号、那覇市立学校設置条例制定について、議案第７０号、那覇市学校給食センター設置条例制定について、議案第７１号、那覇市社会教育委員に関する条例制定について、議案第７２号、那覇市立幼稚園保育料条例制定について。までの事件を一括議題とし、経済民生教育委員長の審査報告を求めます。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　議案第６９号「那覇市立学校設置条例制定について」議案第７０号「那覇市学校給食センター設置条例制定について」議案第７１号「那覇市社会教育委員に関する条例制定について」議案第７２号「那覇市立幼稚園保育料条例制定について」以上４件について一括して本委員会における審査の経過および結果をご報告いたします。まず、議案第６９号「那覇市立学校設置条例制定について」本案は現在の「那覇教育区立」の小学校（２４校）、中学校（１２校）それに幼稚園（２４校）を本土法の「学校教育法」に基づき「市立学校」として位置づけるためのものでありますが、委員会は当局説明を聴取したのち若干の質疑を交わし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第７０号「那覇市学校給食センター設置条例制定について」本案は、那覇、首里、小祿にある「学校給食共同調理場」を「地方教育行政の組織および運営に関する法律」第３０条の規定に基づき、従来の名称を変え「学校給食センター」として設置するためのものでありますが、委員会は当局説明を聴取したのち若干の質疑を交わしたのでありますが結論として本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第７１号「那覇市社会教育委員に関する条例制定について」「社会教育法」第１８条によると「社会教育委員の定数、任期その他必要な事項については当該地方公共団体が条例で定める」ことになっており、またその構成メンバーについても、同法第１５条の規定により「市長村にあっては当該市町村の区域内に設置された各学校の長、及び当該市町村の区域内に事務所を有する各社会教育団体において選挙その他の方法により推せんされたその団体の代表者、それに学識経験者、の中から教育委員会が委嘱することになっている」とのことであります。以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第７２号「那覇市立幼稚園保育料条例制定について」審査の内容を申しあげますと、従来の入園料「２ドル」を「５００円」にし、保育料「月１ドル５００セント」を「年額６,０００円」にしたのは、本土の類似市の入園料、保育料を参考にするとともに「端数」整理をして徴収しやすい額にした、また保育料を従来の「月額」から「年額」にしたのは「前納」もできるように巾をもたした。さらに第４条の「保育料の減免」の対象者としては、生活困窮者とか園児が長期にわたって病欠したとき、等に適用されることになっている、とのことであります。以上の当局説明を了とし本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。以上ご報告申しあげます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。









○　仲村正治君

　　経済民生教育委員長にお尋ねをいたしたいと思います。議案第７０号の那覇市学校給食センター設置条例制定についてでございますが、その中で第２条に給食センターとして首里学校給食センター、小祿学校給食センター、那覇学校給食センターという３つの給食センターが表示されておりますが、そのほかに那覇市の教育委員会管理の給食施設があると思うんです。たとえば単独校の給食施設がございますが、その施設については設置条例の中に含められておりませんけれども、この件について委員会で話し合いがなされたがどうか。お尋ねをいたします。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。委員会の中で質疑のありました点は１２校が単独校として給食をやっているということでございます。









○　仲村正治君

　　ただいまの委員長のご答弁によりますと、単独校の給食施設が１２校あるということでございますが、なぜその設置条例の中に含めなかったのか。今後この単独校の管理運営についてどういう形でなされるのか、こういう点についてもし審議がなされておればご答弁をしていただきたいと思います。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。現在、首里、小祿、那覇という３つの給食センターがありますけれども、首里が６,０００食、小祿が６,０００食、那覇が２万食でこれが最高限度になっているためあとの単独校の１２校までは一緒にしていくことは不可能であると、このような説明が教育委員会からありました。









○　仲村正治君

　　私がお尋ねしておりますのは設置条例の中に単独校を含めなかったという理由について話し合われたかどうかをお尋ねしているわけでございます。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。単独校の分は含まれておりません。それで現在の３か所の給食調理場が含まれております。その件については審議されておりません。









○　仲村正治君

　　ただいまの委員長のご答弁ではその件については質疑が交わされていないようでございますが、委員長からもしよろしかったら当局をして答弁をさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１１時５７分　休憩）

（午後　零時００分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　当局のご説明を願います。









○　教育長（赤嶺貞義君）

　　お答えいたします。ただいまのご質問は単独校における給食調理場が設置条例で予定されていないがどうしてかということでございますが、ご指摘のとおりでございまして単独校の給食調理場は本来その学校の内部事務というふうになっております。それで先ほど学校設置条例で条例案をご提案して決めていただきましたので、給食センターはそれ以外の給食事務ということになります、将来各単独校の学校給食調理場は全部給食センターに移すかということはこれは将来のことでございますので今のところ、単独校の給食調理場のよさがございますので、単独校の給食調理場と給食センターの調理場と両方平行して運営していきたいと考えています。









○　仲村正治君

　　単独校の場合は学校の内部の事務として取扱うということでございますが施設の面においても単独校の場合は不完全のところが多い、そこでそれを十分運営していくためにはＰＴＡの負担にかかってくるところも多いわけでございます、今の説明で単独校はそのまま存置するということであればそれでもいいと思いますけれども、その施設の完備、あるいは管理運営面についてはっきりしたのを条例の中で謳うべきじやないのか、こういうふうに考えるわけでございます。結局そういう負担の面でしわよせがくるのは児童への栄養の還元の面でもいちじるしく影響してきはしないかという懸念をもつので私は単独校の場合でも、はっきりと設置条例の中でそれを位置づけるべきであるというふうに考えますけれどもこれについてご答弁を願います。









○　教育長（赤嶺貞義君）

　　お答えいたします。ただいまのご趣旨はよくわかります。単独校の調理場の充実強化、またはＰＴＡによる負担過重を避けるような措置をとるべきでございます。ただ条例に謳うかどうかにつきましてはやはり学校というのはまとめて設置条例で謳いまして、それからその内部の給食調理事務だけを切り離してまた条例に謳いますと、学校設置条例と中の単独調理場とが重復するようなかっこうで、そして学校長を中心とする学校の行政管轄内にあるものが別に取り上げられて条例で制定されるということが法規上、これはそう考えるべきではないと思うわけでございます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑終結し討論省略して採決に入ることにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって討論省略し採決に入ります。日程第４、議案第６９号、那覇市立学校設置条例制定について。委員長の報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７０号、那覇市学校給食センター設置条例制定について。原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７１号、那覇市社会教育委員に関する条例制定について、原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７２号、那覇市立幼稚園保育料条例制定について。原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第５、議案第５０号、那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について。議案第６２号、那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について。議案第６３号、那覇市港湾審議会条例制定について。までを一括議題として建設委員長の報告を求めます。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　議案第５０号「那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について」議案第６２号「那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について」　議案第６３号「那覇市港湾審議会条例制定について」以上３件を一括して本委員会における審査の経過および結果についてご報告申し上げます。まず、議案第５０号「那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について」本条例の主な改正点は、題名の改正、納骨堂の設置および管理、新納骨堂の設定ならびに、現行使用料のドル表示を円表示に改正することとなっております、審査の主なものを申し上げます。

　第６条の納骨堂使用料の算定については、本土各市がまちまちで参考にならないので、那覇市の現行料金を３６０円で換算し、端数を整理したとのことであります。また、北納骨堂と南納骨堂の貸付期間が違う理由については、北納骨堂の６ヵ月以内または１年以内というのは一時使用で、南納骨堂は２５年を区切りとして、当初で２万円を徴収し、永代使用権的使用をさせるようになっているとのことであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第６２号、「那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について」審査の主なものを申し上げます。

　１.　事務引継ぎ作業の進展状況については、琉球政府とタイアツプし、具体的な事務分担をして作業を進めている。財産管理、臨港地区、港湾地域の問題については、海運課、港湾課を中心に通産局、建設局と交渉中であるが、５月１０日までに移管事務を完了させたい。なお、本条例は、本土港湾法の適用による新条例ができるまでの暫定的措置に関するものである。とのことであります。２.　また、那覇軍港については、日米安全保障条約に基づき、事務移管後も提供基地として継続するとのことだが、復帰後の管理はどうなるかとただしましたところ、当局の説明は、復帰後は国の海務行政の中に入り、那覇港には港庁が置かれ、その指揮に基づくようになるので、軍側優先ということはなくなる。ただし、復帰後においても軍港（南岸）部分についての那覇市の管理権は及ばないとのことであります。３．　三港一元化による具体的な港湾の利用計画及び船舶の取扱方については、那覇港は本土航路の客船、貨客船専用とし、泊港は先島航路の貨客船専用として予定している。安謝新港については、貨物船のみを取扱いたい。なお、現在那覇港を占用している沖繩製粉の麦運搬船、浅野セメント、石油専用船等については、そのまま占用を継続させ、その他の小型船については、港湾の整備計画に応じて処理したい。４.　さらに、港湾区域の変更手続及び名称についての当局説明は、港湾区域の変更手続については、主席の認可事項で、現在その手続をとっている。名称については、覚書き第３条により、那覇港、泊港、安謝港を一緒にして那覇港とし、従来の３港については、それぞれ、那覇、泊、安謝埠頭となるとのことであります。５.　次に、財産の移譲及び職員の身分引継ぎについてただしたところ、移譲財産については、覚書き第２条により、無償とし、その効力の発生は、那覇商港管理法を廃止する立法の施行後となっている。

　　　財産の内訳は、

　　　　イ　琉球政府有地　　　　　　１４,５０３坪５合２勺

　　　　ロ　旧県有地　　　　　　　　　５,０９１坪６合３勺

　　　　ハ　国有地　　　　　　　　　　１,５７４坪３合

　　　　ニ　那覇市有地　　　　　　　　　　　１７坪９合７勺

　　　　ホ　会社有地　　　　　　　　　　　　９９坪６合５勺

　　　　へ　個人有地　　　　　　　　　　　１７５坪７合１勺

　　　　ト　旧道路及び埋立地　　　　　８,５０５坪２合２勺

　合計埠頭用地は２９,９６８坪で、その他備品類として２５１点移譲される。

　職員の身分引継ぎについては、覚書き第４条により、現定員３２人をそのまゝ引継ぎ、給与その他労働条件については、現状を下廻らないように配慮するとともに、琉球政府職員としての在職期間を那覇市の在職期間に通算するようになっている。とのことであります。６.　那覇、泊、安謝の３港の年間貨物処理状況については、那覇港１９０万トン、泊港１１３万トン、安謝港は９ヵ月間で、４０万トンの実績を上げている。とのことであります。

　７.　また、復帰により、本土同様通過料野積場使用料等の手数料がなくなり、市の負担が大きくなると思うが、那覇商港を引継ぐ理由についてただしたところ、当局の説明は、イ那覇商港は沖繩における中核港湾としての役割が大きい。　ロ港湾を抜きにして那覇市の都市機能の整備は考えられない。

　ハ新港計画は那覇市が管理者となり、既に実施している。こと等から市に移管した方がよい。また、港湾施設使用手数料は料金を改定し、それによって港湾施設の整備を図るとともに、那覇市の財政にしわよせがこないようにしなければならない、なお、港湾整備事業に対しては、沖繩振興特別法及び政令により、昭和４７年度から１０年間１００％の補助があるとの説明であります。

　委員会は以上の審査の後、本件については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第６３号、「那覇市港湾審議会条例制定について」審査の主なものを申し上げます。①　第３条の審議会と、第９条の専門委員との関係については、審議会は地方自治法第１３８条の４の第３項による付属機関で、市長の諮問に応じ、本市の港湾の開発、利用および管理に関する重要な事項を調査、審議する合議体であるのに対し、専門委員は、地方自治法第１７４条に基づくもので、審議会の審議事項中、特に重要な専門事項を調査させるため任命される非常勤職員で、当該専門事項の調査が終了したとき解任される。

　なお、同専門委員は合議体ではなく、また、職員でも、外部の者でも任命することができる。さらに、専門委員の費用弁償については、地方自治法第２０３条により支給される。また、専門委員は、審議会の中の小委員会的なものではなく、審議会のほかに、専門的調査のため任命されるものである。とのことであります。以上の審査の後、本件については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願います。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑、討論なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑、討論なしと認め採決に入ります。議案第５０号、那覇市納骨堂使用条例の一部を改正する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６２号、那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６３号、那覇市港湾審議会条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第６、議案第６４号、那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について。議案第６８号、那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について。議案第６６号、那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について。議案第６７号、那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について。までの事件を一括して議題とし建設委員長の審査報告を求めます。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　議案第６４号「那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について」　議案第６８号「那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について」　議案第６６号「那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について」　議案第６７号「那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について」　以上４件を一括して本委員会における審査の経過および結果についてご報告申し上げます、まず議案第６４号、「那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について」申し上げます。改正点の主なものは、本土復帰に伴う根拠法の名称変更と、第９条の夏季手当の支給日「８月１０日」を「６月１０日」に改めることとなっております。

　本件につきましては以上の当局説明を了とし、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。次に議案第６８号「那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について」審査の主なものを申し上げます。

　①　第２条による分水協定市村及び分水協定の場合の料金の基準についてただしたことに対し、当局の説明は、分水協定は現在、浦添市、南風原村、豊見城村と結んでいる。料金の基準については、施行市村の基準に合わせてなされるが、現在は受水、給水とも１㎥当り１３セントとなっており、原価主義に基づくもので、検針、集金の費用は除かれ、特別の政策料金は一切含まれてない。なお、検針及び集金については、施行市村が行うようになっているとのことであります。

　②　また、９条の趣旨は、市の配管計画のない地域への給水申込がある場合、将来該地域への需要の伸びを考慮に入れて、市は、例えば、あらかじめ、配水管の大きさを２倍にし、その費用の半分を市が負担する規定である。その場合負担率については、配管申込者との話し合いで決めるとのことだが、その予算措置はどうするか。とただしたところ、当局の説明は、工事負担金の名目で徴収するため、費目存置にしてある。なお、今後は分担金制度にしたいとのことであります。　③　第１１条、１２条、１３条、１４条の削除理由については、現在給水管の布設はすべて指定店に委託してあり、これらの規定は必要がない。従って、今回廃止したいとの説明であります。

　④　２６条第１項及び第２項並びに第３０条の改正理由については、現在毎月の使用料が基本料金内の８立方以下のものが５万６,０００件中３０％もあるので、今後は検針と集金の合理的かつ弾力的な運用を図るため、緩和条項を設けたい。なお、本土では２か月毎に検針し、毎月集金している例もあり東京都では、６か月ごとに検針し、２か月毎に集金しているとの説明であります。

　以上の審査の後、本件については、全会一致原案どおり可決すべきのと決定いたしました。

　議案第６６号「那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定について」審査の主なものを申し上げます。　①　第１８条の使用料金換算率については、公共料金の値上げにならないように、という観点から、３０８円で換算し、端数整理はしてない。端数整理してない理由は、下水道の料金については、件数が多いので、端数を整理すると大きなひらきができる。　従って、敢えて端数整理をしてない。との説明であります。　②　次に、第２７条第３項を廃止する理由をただしたことについては、下水道敷の占用許可に伴う調査手数料は、年間１０件内外しかなく、下水道だけ徴収してきたが、今回市民サービスの立場からこれを廃止したいとのことであります。　③　また、第３２条の手数料および第３５条の過料の算定については、横須賀市、堺市、川崎市を参考にしたとの説明であります。委員会は以上の審査の後、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第６７号「那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定について」　改正点の主なものは、本土法の適用による条文改正と、円表示による基金の額、貸付額および延滞利息等の改正となっております。

　なお、基金の利用を高め、排水設備の普及促進を図るため、今回利息制度を廃止したいとの当局説明であります。

　委員会は以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました

　以上ご報告申し上げ、各位のご賛同を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑・討論なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑、討論なしと認め採決に入ります。議案第６４号、那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６８号、那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６６号、那覇市下水道条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６７号、那覇市排水設備資金貸付基金条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程はこれで全部終了いたしました。議案審査の日程が余すところいくばくもありませんので当局は早目に議案の提出方をお願いいたします。

　この点を特に議長からご要望申し上げて散会いたします。９日午前１０時再開いたします。






（午後１２時２１分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









上会議録を調整し署名する。

　　１９７２年５月６日






　　　　　　　　　　　　　　　　議長　　　　辺野喜英興　㊞






　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　　真栄城嘉園　㊞






　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　　安見福寿　　㊞
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○　出席議員（２４名）









　　１番(社大)国吉辰雄君　　　１６番　　高良文雄君

　　２番　　中村昌信君　　　　　１７番　　又吉久正君

　　３番　　瀬長フミ君　　　　　１９番　　金城吾郎君

　　４番　　辺野喜英興君　　　　２０番　　黒潮隆君

　　５番　　喜舎場盛一君　　　　２１番　　久高友敏君

　　６番　　仲村正治君　　　　　２２番　　喜久山朝重君

　　７番　　欠員　　　　　　　　２３番　　宮城武君

　　８番　　上原綱正君　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　１０番　　島袋宗康君　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　１１番(人民)国吉辰雄君　　　２７番　　玉城栄一君

　１２番　　欠員　　　　　　　　２８番　　欠員

　１３番　　平良信一君　　　　　２９番　　椿秀義君

　１４番　　宮里敏慶君　　　　　３０番　　大浜長弘君

　１５番　　金城重正君









○　欠席議員（３名）






　　９番　　金城甚松君

　１８番　　仲本安一君

　２６番　　安見福寿君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　　用度管材課長　　　　　　宮城信君

　　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　港湾課長　　　　　　　　上原一男君

　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　水道局業務課長　　　　　嘉数清孚君

　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君






～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　　調査係長　　　　　　　永山盛広君












　　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君






～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第８号

１９７２年５月９日（火曜日）午前１０時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第８３号　那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第８４号　昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第８５号　昭和４７年度那覇市水道事業会計予算　（市長提出）

　　　議案第８６号　首里樹木園贈与の受け入れについて　　（市長提出）

　　　議案第８７号　昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第８８号　那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第８９号　アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

第３　議案第３１号　那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

第４　議案第７９号　那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

　　　　議案第８１号　那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

第５　議案第８０号　那覇市港湾施設使用条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　会議に付した事件

　　　　　　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年５月８日






那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿









総務常任委員長

黒潮隆






委員会審査報告書






　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。


記



	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第３１号
			那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について
			別紙のとおり修正可決
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～









那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について（議案第３１号）の修正案









　那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定についての議案を次のように修正する。






　別表中１　施設使用料を別紙のとおり修正

　別表中２　付属設備使用料を別紙のとおり修正

　備考３中　「大ホール　１時間につき１,８００円」とあるのを

　　　　　　「大ホール　１時間につき１,５００円」に

　　　　　　「中ホール　１区分１時間につき３６０円」とあるのを

　　　　　　「中ホール　１区分１時間につき３００円」に修正

　備考６中　「大ホール　入場料を徴収する場合の３６０円以上の使用料区分欄を適用」とあるのを

　　　　　　「大ホール　入場料を徴収する場合の３００円以上の使用料区分欄を適用」に修正













 
  	　　　　　別表
 

 
  	　　　１．施設使用料
 

 
  	[image: ]
 









 
  	　　　２．付属設備使用料
 

 
  	[image: ]
 




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












１９７２年５月８日






　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興　殿









経済民生教育常任委員長

大浜長弘









委員会審査報告書






　　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。

記



	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第７９号
			那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案
第８１号
			那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７２年５月８日

那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿









建設常任委員長

比嘉佑直









委員会審査報告書






　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。






記







	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第８０号
			那覇市港湾施設使用条例制定について
			原案可決
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　５月９日は休会の日でありますが、議事の都合により、特に会議を開きます。この際、諸般の報告をいたします。５月８日付、市長から、議案の送付がありましたので報告いたします。５月８日付、総務常任委員長、建設常任委員長、経済民生教育常任委員長から、それぞれ会議規則第１０１条の規定により、委員会審査報告書の提出がありましたので報告いたします。５月８日付、市長から、議案の訂正について、文書の送付がありました。その写しはお手元に配布してありますので、これにより訂正することを承認願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、大浜長弘君、椿秀義君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第８３号、那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について。議案第８４号、昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算。議案第８５号、昭和４７年度那覇市水道事業会計予算。議案第８６号、首里樹木園贈与の受け入れについて。議案第８７号、昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算。議案第８８号、那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について。議案第８９号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関する条例制定について。までの事件を一括して議題とし順次説明を求めます。









○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第８３号、那覇市特別会計条例の一部を改正する条例の制定について提案理由をご説明申し上げます。この条例は、地方自治法第２０９条第２項の規定に基づき、昭和４７年度より着工される寄宮地区土地区画整理事業および那覇商港、泊港、那覇新港の一元管理と港湾建設事業に要する経費を合わせて特別会計を設置して一般会計とを区分して経理する必要がありますので本案を提案いたしました。よろしくご審議願います。









○　土木部長（内間安春君）

　　議案第８４号、昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算についてご説明申し上げます。下水道は都市の生活環境を整備する基本施設でありまして、汚水事業につきましては、これまで琉球政府の補助により、計画的に執行して参りましたが、雨水施設につきましては、これまで財源の捻出ができなかったため施設の整備は著しく立遅れているのであります。

　　本土復帰に伴い昭和４７年度からは、汚水、雨水の区別なく公共下水道事業として国庫補助が交付されることになっております。従来の琉球政府の補助制度は工事費に対する補助でありましたが、国庫補助については事業費に対する補助になります。補助率は、補助対象事業（これら工事に伴う事務調査費等の関連費を含む）１０分の４となるのであります。なお本土においては、工事の採択基準にもとづいて国庫補助対象工事として決定されるのでありますが、沖縄関係については、これら採択基準は適用されず、全工事が補助対象工事として取扱われることとなり、本土よりも有利な条件となっているのであります。したがいまして、今後立遅れた雨水事業についても計画的に事業を執行して参る所存であります。

　　雨水事業にかかる予算については、一般会計予算に計上してあります。汚水事業の昭和４７年度予算編成に当りましては、下水道整備５か年計画に副って、前年度に引き続きまして汚水施設の準幹線ならびに枝線の整備と平行して雨水施設の準幹線の整備拡充を重点的に推進して参りたいと計画いたしております。また、工事の完成した供用開始地域におきましては、執行体制をますます強化し、抜本的な普及対策を講じて積極的に市民のご理解とご協力を得まして排水設備の普及促進に努め、公共水域の汚濁防止と環境衛生の向上発展に寄与し、明るく住みよい近代的な都市づくりに一層の努力を傾注して参りたいと考えております。したがいまして、汚水事業の下水道事業特別会計予算の予算総額は歳入歳出とも３５２,１８０千円（３億５千２百１８万円）となっております。

　　本年度予算を財源別と経費別にご説明いたしますと、財源別では、自己財源が４４,７６９千円（４千４百７６万９千円）の１２.７％、依存財源が、３０７,４１１千円（３億７百４１万１千円）の８７.３％となっておりまして、前年度４３４,５８０千円（４億３千４百５８万円）と比較いたしますと、８２,４００千円（８千２百４０万円）の減となっておりますが、これは、先程、申し上げましたとおり、国庫補助の配分に当り本年度は、雨水施設に重点配分したためであります。経費別では　人件費６２,９１３千円（６千２百９１万３千円）１７.９％共済費４,０６５千円（４百６万５千円）１.２％物件費７,７８８千円（７百７８万８千円）２.２％維持管理費１,１９１千円（１百１９万１千円）0.3％　建設事業費２３６,９５１千円（２億３千６百９５万１千円）67.3％　公債費１５,８８０千円（１千５百８８万円）４.５％　その他の経費２３,３９２千円（２千３百３９万２千円）６.６％　となっております。

　次に予算内容につきましてご説明申し上げます。まず、歳入予算の方からご説明いたしますと、下水道使用料をはじめとする自己財源の収入は、４４,７６９千円（４千４百７６万９千円）で前年度と比較いたしますと、１５,０４３千円（１千５百４万３千円）の増となっております。自己財源の主なものは下水道使用料であります。

　　市民生活の近代化による水道需要の上昇と供用開始地域の拡大、さらに本土下水道法の適用に伴い、くみ取り便所は、３か年以内に水洗化するよう義務づけられておりますので、法の趣旨により、過去の実績等を充分勘案のうえ普及計画をたてまして、本年度は、４３,９４４千円（４千３百９４万４千円）計上いたしまして、前年度より１７,０４０千円（１千７百４万円）の増となっております。手数料は排水設備工事指定店および主任技術者の登録手数料、主任技術者の試験手数料等で、１５９千円（１５万９千円）計上いたしまして、前年度より１５２千円（１５万２千円）の減となっております。これは排水設備工事指定店ならびに主任技術者の更新登録は２か年でありまして、更新件数の減によるものであります。

　　諸収入は、排水設備貸付金収入と雑入の預金利子６６５千円（６６万５千円）計上いたしまして、前年度より１,８４６千円（１百８４万６千円）の減となっております。これは、排水設備貸付金元利収入の減額でありまして、償還済みによる減額であります。なお昭和４６年度からは排水設備資金貸付事業は、基金から貸付けを行なっております。

　　次に依存財源は、国庫支出金９９,０９３千円（９千９百９万３千円）県支出金１千円　繰入金１３４,０１７千円（１億３千４百１万７千円）市債７４,３００千円（７千４百３０万円）計３０７,４１１千円（３億７百４１万１千円）計上いたしました。前年度より９４,４４３千円（９千７百４４万３千円）の減額となっております。なお、国庫支出金につきましては、本年度国庫対象事業費２４７,７３４千円（２億４千７百７３万４千円）の１０分の４が国庫補助また、対応費の１０分の３は市債、残りは一般財源による充当するものとして各々計上したのであります。

　　国庫支出金は９９,０９３千円（９千９百９万３千円）計上いたしまして前年度より９９,０９３千円（９千９百９万３千円）の増となっております。県支出金は従来の政府支出金でありますが、費目存置にしてありまして、前年度より３００,１１９千円（３億１１万９千円）の減となっております。繰入金は、国庫対象工事の対応費分と下水道事業の不足財源分を併せて１３４,０１７千円（１億３千４百１万７千円）計上いたしまして、前年度より５７,４３５千円（５千７百４３万５千円）の増となっております。市債は、７４,３００千円（７千４百３０万円）計上いたしまして、前年度より４６,１４８千円（４千６百１４万８千円）の増となっております。

　　次に歳出について、ご説明申し上げます。

　　人件費は、事業運営に要する職員の給料、職員手当賃金等で、６２,９１３千円（６千２百９１万３千円）計上いたしました。今回、職員の待遇改善による給与改定に伴う増額分ならびに排水設備の普及促進を図るための増員等の経費を増額計上いたしまして前年度より１０,７８８千円（１千７８万８千円）の増となっております。共済費は、人件費に伴う各種の負担金等で４,０６５千円（４百６万５千円）計上いたしまして前年度より１,１９２千円（１百１９万２千円）の増となっております。物件費は、一般事務経費として７,７８８千円（７百７８万８千円）計上いたしまして、前年度より２,９１７千円（２百９１万７千円）の増となっております。維持管理費は、下水道管布設工事の完了した地域の下水道施設の維持管理に要する経費で１,１９１千円（１百１９万１千円）計上いたしまして前年度より７９３千円（７９万３千円）の減となっております。次に事業費についてご説明申し上げますと、本年度は２３６,９５１千円（２億３千６百９５万１千円）計上いたしまして、前年度より１０８,８７６千円（１億８百８７万６千円）の減となっております。

　　その内容を申し上げますと、国庫補助対象事業１０か所の工事に対し、２２７,７００千円（２億２千７百７０万円）と市財源による汚水桝その他工事２,０５１千円（２百５万１千円）ならびに調査設計委託費７,２００千円（７百２０万円）計上いたしております。

　　事業費の減額につきましては、歳入の国庫補助金でご説明申し上げましたとおり、国庫補助対象事業費は、前年度より大巾に増額されましたが、本年度から雨水事業も汚水事業と平行して整備拡充する計画で予算計上いたしましたので、減となっております。

　　公債費は既応債の元利償還金と新規起債の手形利子で１５,８８０千円（１千５百８８万円）計上いたしまして、前年度より４,３８７千円（４百３８万７千円）の増となっております。その他の経費として、下水道使用料徴収委託料３,８４９千円（３百８４万９千円）、県への汚水処理負担金１７,９４７千円（１千７百９４万７千円）、その他職員研修旅費、交際費、予備費等１,５９６千円（１百５９万６千円）計上いたしまして、前年度より７,９８５千円（７百９８万５千円）増となっております。

　　以上昭和４７年度下水道事業特別会計予算の総括的な説明といたします。

　よろしくご審議のほどお願いいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　議案第８６号について提案理由をご説明いたします。本案は、１９７１年６月２５日に那覇都市計画公園として行政主席の認可を受けた末吉公園内にある首里樹木園の無償譲与の受け入れについてでありますが、同樹木園はこれまで琉球政府農林局林務課が管理運営してきておりましたものをこのたび琉球政府より本市に無償譲与されることになったものであります。これの受け入れにつきましては、市町村自治法第３６条第１項第８号の規定によって、議会の承認を得る必要がありますので、この案を提出した次第であります。なお、今回譲与される物件は土地が３０筆４,１３９坪、建物が木造トタン葺平家倉庫建１０坪、雑工作物となっております。よろしくご審議のほどお願いいたします。









○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　議案第８５号、昭和４７年度那覇市水道事業会計予算についてご説明申し上げます。本年度の予算の特色といたしましては、

　①従来琉球水道公社が給水しておりました軍施設は本土復帰に際し市町村が条例で定めた使用料の額で直接給水することになり、現在まで安い水道料金で特別扱いされた軍施設が本年度から市民と平等な水道料金を支払うことになった。　②水道料金が１ドル対３０８円で換算して計上したこと。　③建設改良工事費として国庫補助金が５千２百２万円を見積計上したこと。　④１９７２年度の予算を５月１４日で閉鎖し、１９７２年度の繰越工事を新年度で再計上したこと。

　以上４点であります。

　　収益的収入および支出について収入の部から順を追ってご説明申し上げます。水道使用料、量水器使用料を大綱といたします営業収益と受取利息、負担金および土地物件収益等の営業外収益に分類されます。営業収益につきましては、需要栓数増加見込３千３百栓と１栓当りの使用料が１９７２年度の予算より８８円減少し、同年決算見込より１２８円増加して計上し、また軍給水量４百１万３千１百拾８立方メートルに単価４７円を乗じた１億８千８百６１万６千円と併わせて水道使用料は１０億５千６百４拾万４千円となります。さらに船舶給水料８百６拾７万８千円、量水器使用料２千５百８万２千円を加算して給水収益は１０億９千１６万４千円となり、これは１９７２年年度の１２か月予算より１億９百６万７千円、ドルに換算して３５万４千ドル余の増加となっております。その他営業収益につきましては、申込手数料のの適正化と下水道需要の増加による受託収入等に前年度より約４百万円増加して１千１百２拾８万４千円計上したのであります。営業外収益につきましては、受取利息の増加と軍用地料の増加と軍用地料の単価増額を見込んで２千３百９拾８万７千円を計上し、収益的収入の合計は１１億２千５百４３万５千円となります。支出につきましては、原水の取水から末端需要者までの給水の費用、メーター検針から徴収に至る業務関係費用、一般庶務および減価償却費等の営業費用と支払利息、雑支出等の営業外費用に大別されます。営業費用につきましては、前年度２百９拾９万２千９百４拾２ドル、円で換算して９億２千１百８拾２万６千円に対し本年度は、１０.５か月で１０億２千２百拾２万２千円で約１億２９万円の増加となっておりますが、これは主に軍給水量も含め受水費が大巾に増加したことと人件費の高騰によるものであります。

　また営業外費用につきましては６千４百２拾８万円計上し前年度に比較して約１千５百万円の増加でありますが、これは支払利息の増加によるものであります。さらに予備費１００万円を計上し収益的支出の合計は、１０億８千７百４０万２千円となります。水道事業収益１１億２千５百４拾３万５千円から水道事業費用１０億８千７百４０万２千円を差引いた３千８百３万３千円が当年度の純利益となります。

　　当年度純利益のうち、減債積立金に２百万円、建設改良積立金に３千６百万円を処分したい旨予算第８条に計上してあります。

　　次に資本的収入につきましては、企業債３億２千２百３拾８万円、国庫補助金５千２百２万円と、その他資本収入として一般会計からの消火栓設置に伴う出資金１千６百８拾８万１千円、固定資産売却代金１万５千円等で資本的収入の合計は、３億９千１百２拾９万９千円となります。資本的支出につきましては、配水設備が豊見城・上間両ポンプ場および送配水管布設工事等の新規事業として３億７千４百４拾万円、１９７２年度繰越再計上分として２億６千５百８万５千円、関連費および市内配水管改良工事と併わせて６億８千３百７拾５万３千円を計上したのであります。原水設備といたしましては牧港ポンプ場油入開閉器新設およびドレンポンプの改良に３拾８万２千円、営業設備費といたしましては２千３百４拾万９千円を計上し、その内訳は給配水の良好な維持管理を行うため機械器具購入費に１百６万７千円、施設費に２拾３万４千円、量水器購入費に２千１百７拾６万１千円、車両購入費に３拾４万６千円を計上し、建設改良費の合計は７億７百５拾４万６千円となり企業債償還金５千４百４拾万６千円と併わせて資本的支出の総額は７億６千１百９拾５万２千円となります。従いまして、先の資本的収入額３億９千１百２拾９万９千円に不足する額３億７千６拾５万３千円は現金支出を伴わない減価償却費、資産減耗費の損益勘定留保資金６千４百４拾３万２千円と利益剰余金の処分額３千８百万円、および繰越工事資金２億２千８百２拾２万１千円で補てんすることにしてあります。よろしくご審議の程お願いいたします。









○　土木部長（内間安春君）

　　議案第８７号、昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算についてご説明申しあげます。この案はさきに提案されました議案第８３号「那覇市特別会計条例の一部を改正する条例」に基き港湾の管理運営をより円滑に行うため港湾の使用によって得られた対価はサービスの改善と新しい事態に対応すべき計画に常に先行させるために活用すべきであるという本土港湾法第２９条の「財務原則」および同法第４９条の「収支報告」等により港湾事業の会計を明確に行うため特別会計予算を策定いたしました。

　次に予算の内容について御説明申し上げます。港湾事業特別会計予算の予算総額は歳入歳出とも１,５３０,６７６千円となっております。まず歳入予算につきましては第１款、使用料および手数料として１８９,１７７千円計上してあります。その内訳は使用料１８９,１４０千円と手数料３７千円の合計であります。第２款、国庫支出金として９１３,４０１千円を計上してありますがこれは１９７２年度政府補助金再計上の分５１２,４４１千円と昭和４７年度国庫補助金４００,９６０千円の合計であります。第３款、繰入金２１１,４９３千円につきましては、１９７２年度の岸壁工事の対応費、上屋建設費の再計上および調査等に１７６,３６７千円と土地造成費に２６,５７１千円ならびに公債費および予備費として８,５５５千円を一般会計より繰入れ計上したものであります。第４款、繰越金１千円を費目存置として計上しております。第５款、諸収入４千円につきましては過料１千円、延滞金１千円、預金利子１千円の合計額を費目存置として計上いたしたものであります。第６款、市債２１６,６００千円につきましては昭和４７年度上屋建設工事並びに海水油濁防止施設工事の分として２０５,０００千円その他、１９７２年度港湾建設事業の対応費として、１１,６００千円を市債で充当するため計上いたした次第であります。次に歳出についてご説明申し上げます。第１款、港湾総務費１７５,８５９千円につきましては、人件費は港湾管理に従事する職員の給料、職員手当賃金等で１２５,８９８千円を計上し、また共済費は人件費に伴う各種の負担金で８,４７４千円を計上してあります。なお一般事務経費として３１,２２１千円計上してあり、また港湾工事の完了した施設の維持管理および工事等に１０,２６６千円を計上いたしました。第２款、港湾建設費につきましては、本年度は１,３４６,２６２千円を計上しております。その内容を申し上げますと、人件費といたしましては、港湾建設に従事する職員の給料、職員手当、賃金等で４９,４５８千円、共済費は人件費に伴う各種の負担金で３,３４８千円を計上してあります。一般事務経費としては、５,０５１千円となっております。また、本年度の工事請負費といたしましては、１,２３２,７１９千円で、小船留り場を中心にふ頭通路工事海水油濁防止施設工事、海岸消波工事、上屋建設工事を実施いたすものであり、　また１９７２年度事業の分も加えて計上してあります。その他委託料、使用料、負担金、補助金、補償金等で２９,１１５千円を計上いたしました。土地造成費につきましては、委託料および工事請負費として２５,３５３千円と、これに伴う職員手当、その他一般事務経費として１,２１８千円、計２６,５７１千円を計上いたしました。第３款、公債費としましては、起債の元利償還金と手形利子で８,３５５千円を計上いたしました。第４款、予備費につきましては、２００千円を計上してあります。


　以上昭和４７年度港湾事業特別会計予算の総括的な説明を申し上げました、よろしくご審議のほどをお願いいたします。









○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第８８号、固定資産評価審査委員会条例の提案理由について説明申し上げます。本土復帰に伴い、地方税法第４２３条第１項の規定の適用によって、固定資産課税台帳に登録された事項について不服を審査決定するために設けられたものであります。

　　固定資産の価格等については、固定資産評価員が評価し、市長によって決定されるものでありますが、その評価額について納税義務者に不服がある場合、これを市長によって処理させずに、独立の中立的な機関である固定資産審査委員会に、審査決定させるもので、適正公平な課税を期する趣旨から必要な制度であります。よろしくご審議おねがいします。

　　議案第８９号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車に対する軽自動車税の特例に関する条例の提案理由について説明申し上げます。従来琉球政府税であった、米国の軍人軍属等に対する軽自動車税は、本土復帰に伴い、地方税法の臨時特例に関する法律等の規定の適用によって市町村が賦課徴収することになったものでありますが、行政協定によって、不均一の課税および特例の徴収方法が定められているので、特例条例を制定する必要があります。以上のとおりでありますのでよろしくご審議ねがいます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの説明に対して質疑に入ります。









○　真栄城嘉園君

　　市長はいらっしやらないんですか。









○　議長（辺野喜英興君）

　　都市計画審議委員会がきよう１０時から開かれ市長は那覇市代表として出席しているとの連絡が前もってありました。









○　真栄城嘉園君

　　市長にお聞きしたかったんですが、特に今度の場合は非常に変則的な予算の提出となっている。本来ならば施政方針が出され一般会計予算、それに特別会計予算が一緒になって提案されなければならないわけでございますが、復帰を控えても非常に多忙を極めこのような提出の仕方になっておると思いますが、われわれとしてはやはり施政方針の中で市長は水道事業についてどのような考え方をもっておるか、あるいは区画整理事業、港湾事業の問題についてどのような基本的な考え方でこの予算を提出されたのかその点をおききしたかったわけでございますが、市長がいらっしやらないんで質問をやめますが、市長はお見えになるわけですか。









○　議長（辺野喜英興君）

　　おそらく来れないと思います。









○　真栄城嘉園君

　　議案第８６号、首里樹木園贈与の受け入れについてお尋ねいたします。琉球政府の農林局から無償で首里樹木園の贈与があるわけでございますが、琉球政府としてはなぜこれを那覇市に贈与することになったのかこれが一つ、また２番目に、物件の表示の中で従来市は議案を提出する場合、平方米を使っておりますが今度の場合坪数となって出ております。これはどういうわけですか。この２点についてご説明して下さい。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。琉球政府のほうから那覇市のほうに贈与されるようになった理由についてご説明いたします。末吉公園が都市計画公園として１９７１年の６月２５日に認可を受けたわけでございますが、この中にこの樹木園があるわけでございます。そういうようなことで都市計画公園の中に樹木園がありますので、その公園の管理面から当然、公園の管理者に贈与したほうがいいという趣旨に基き贈与されることになったわけでございます。それから物件の表示についてでございますが、これは土地台帳にあります数字をそのまま出してあるわけでございます。









○　真栄城嘉園君

　　ただいまの説明では土地台帳にあるとおりに出されているということでございますけれども、従来平方米を使っていたが、今後は両方お使いになるわけですか、坪数または平方米で表わすというお考えでございますか。そういった面積を表わす場合には市の一定した方針がなければならないと考えますが平方米を使うなら平方米、坪を使うなら坪、というようなことでなければならないと思いますが、









○　第二助役（前田武行君）

　　お答えいたします。明確な法律の名前は忘れておりますが、いわゆる尺貫法、単位の読み替えについての法律がありまして、その中でメートル法を使うんだとはっきり謳ってあるわけでございます。しかし例外として土地について、登記その他は当分の間、長い間日本でやっておるわけでございますが坪を使ってよろしいということで例外となっております。登記簿上も土地台帳上も全部坪を使われているということでわれわれとしては坪を使って現在までなっております。ただしそのようなものについてカッコをして平方米を入れて表示してあります。それで土地売買とかやるときは全部、何番地、何坪と、場合によってはカッコをして平方米も使っております。これはたまたま平方米が入れてないというだけのことであります。









○　黒潮隆君

　　議案第８９号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関する条例制定についてお尋ねをいたしたいと思います。先ほどの説明でどうしても条例として提案しなければならないという説明がございましたが、この条例の第２条の中に、〝那覇市税条例第８２条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる軽自動車に対し、１台につき、それぞれ当該各号に定める額とする〟というふうにうたわれておりますが、現行条例の那覇市税賦課徴収条例では第８２条は削除されてなくなっております。したがってここでいっている第８２条とは新たに改正をしようとしている那覇市税条例、これをさしているのではないかというふうに本員はみるわけでございます。しかし、その場合にアメリカ合衆国軍隊構成員から徴収しようとしている軽自動車税の額が妥当なものであるかどうかということがよくわからないのでお尋ねいたしたいと思います。本員の記憶するところでは、従来でも布令によって所得税、軽自動車税等が沖縄の県民より低く押えられていたというふうに記憶しておりますが、ここに出ている額は布令によるものよりも低くなっているのではないかというふうにみておりますが、そのとおりであるのかこれが一点。先ほどの議案の説明で水道局長が５月１５日以降は、那覇市に属している基地、アメリカ軍隊の水道料金については市民と同額を徴収するようにしていくという説明がございましたが、当然税の場合にも属地主義に立って、市民と同じような課税をすべきだというのが私たちは税の属地主義だというふうにみているわけでございます。しかし特例によってこのように市民から徴収するのかなりの差額をもうけているというのは不当ではないか。市当局は正しいものとして提案されたのかどうか、ここら辺を明確にしていただきたいと思います









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答えいたします。ただいまのご質問につきましては、この条例にも掲げられておりますとおり、〝日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う地方税法の臨時特例に関する法律〟と非常に長い法律が昭和２７年につくられておりまして、その法律に基づいてこの条例はつくられております。ご質問のとおりでありまして昭和２７年、いまから２０年も前につくられた古い法律でありまして、しかも本土の場合と沖縄の場合におけるアメリカの軍人、軍属は数の密度におきましても非常に違うと思います。いわゆるこちらにおりますアメリカ人の密度でありますがそういうのも違うと思います。これは税金として取りますが、むしろ道路の使用料的な性格があるんじやないかとこのように思います。それで非常に安くなっているかと思います。しかしこれは法律がございますので、一応この法律の規定に基づきましてこの条例は制定いたしますが、将来においては先ほど申し上げましたとおり滞在するアメリカ人の密度なんかも考慮しまして、本土に対しましてこの法律の改正、あるいは何らかの方法を取りたいと思っております。一応はその法律がございますので、それにしたがって条例は制定していきたいとこのように思っております。ほかのご質問につきましては財政部長からお答えさせたいと思います。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。従来琉球政府税として取っておりましたものは、自動車２輪の場合、３ドル３３セントでこれは円に直しますと１,０２５円。今回の条例によります場合には６００円となっております。それから軽自動車（モータースクーター）の場合には従来は１ドル６７セントで円に直しますと５１４円、これが３００円となっております。このように従来よりも低い税金となっております。









○　黒潮隆君

　　もうひとつ残っておりますが、申し上げました第８２条、この件について、いま準備されて市民から徴収しようとしている軽自動車税との比較を知りたいわけですが、この点を明らかにしていただきたいと思います。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。那覇市税条例第８２条の規定、これから提案される条例でございますけれども、この中では二輪のものは９００円、それから三輪のものは１,２００円、四輪以上のものは３,０００円となっております。









○　黒潮隆君

　　ただいま改正しようと予定しているもの、すなわち市民から徴収する軽自動車税の額、そうして特例によるアメリカ合衆国軍隊の構成員から徴収しようとしている軽自動車税の額においてかなりの開きが出ている。しかも布令で決めていた額よりも今回提案される額が低くなっているということ、１,０００円余りのものが６００円になっているという点、そこでこれは２０年前につくられた法律によって額まで明示されているのか。額まではっきりそういうふうにうたわれているのか。２０年前に３００円、６００円であるならば当然物価の上昇によって大幅に改正されるべきものであるけれども、この法律によって額まで明示されているのか。たとえば市民から３,０００円徴収すべき軽自動車税を極端にいえば２,９９９円にしても特例になるわけです。したがって額が明示されていないとするならばそういうふうに、少なくとも市民、県民に課税していく額の近くまで引き上げてしかるべきじやないかというふうに本員は考えますけれども、この額まで明示されているかどうかお尋ねしたいと思います。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。この件につきましては、日米合同委員会で合意をみた主要事項の第２部の中に〝私有自動車による道路使用に関する租税〟ということの中に自動二輪車が６００円、軽自動車３００円と明記されております。









○　黒潮隆君

　　この条例が安保条約の第６条に基づいてそういう特例が設けられ、そうしてただいまの額については沖縄返還協定の取り決めの中で日米合同委員会というのが開かれて、具体的に取り決めがなされているというふうに理解できると思いますが、そのことは安保条約そのものが屈辱的な収奪的な軍事同盟であり、売国条約とまでいわれております。すなわち憲法にも違反している、そうしてこの日米合同委員会で取りきめられた外人所得税については、沖縄返還協定の中身がどのようなものであるかが明確にされたひとつの例ではないか。やはり屈辱的な返還協定の中身であるということがこの点だけでも指摘できるのではないかというふうに考えます。従いまして、そういうふうな経済的にも軍事的にも、政治的にもがんじがらめにされ従属していく必要はないんじやないか。したがってこの問題については引き続き税の属地主義を主張し、県民、市民と同額の方向に改正を進めていくために、市当局としてはどのような態度で対処していかれるのか、それを明らかにしていただきたいと思います。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　市長がおられましたら明快なご答弁があったかと思いますが、いまのご質問につきましては、先ほどもご説明申し上げましたとおり２０年前の古い法律でございまして、しかもいま部長から答弁がありましたとおり額までも規定されておりますので一応法律によって条例を制定する以外にないのでありますが、しかしつまり施政権が返還されますと、従来のアメリカの施政権下の地方自治じやございませんので、これにつきましては先程申し上げましたとおり条例をつくってのちにおきましても法律の改正を迫ってゆきたいと思っております。地方税法をみますと二輪車は１,５００円になっておりまして５倍の差がありますので、これにつきましては法律の改正をずっと続けて政府当局に申し入れてゆきたいと思っております。









○　久高友敏君

　　議案第８９号が提案されてこれが議会を通過するといよいよこれは実施されるわけでございますが、特に２０番議員から指摘されたとおり軍事優先的な特例法になるわけでございますが、しかし地方税法がこれに優先するかどうか。こういう条例を設けてもアメリカの軍人、軍属でありますので滞納あるいは軽自動車を購入しても登録を拒否したりする場合に徴収はどのようにしてするのかご説明願います。









○　財政部長（伊波静男君）

　　徴収方法につきましては他の市税と同じように徴収を公平な方法でとりたいと思います。









○　久高友敏君

　　財政部長の説明は、徴収の方法は一般市民と同じようにとりあつかいたいということだが、アメリカの軍人、軍属が軽自動車を求めても登録をしないという場合に地方税法が本当に適用できるかどうか、罰則がないのに出来るかどうかをお聞きしたいのであります。









○　財政部長（伊波静男君）

　　本土におきましては、この課税の方法につきましては憲兵隊と十分な連絡をとって行われているようであります。そこでこの条例の作成にあたりましては私どもも地方課、主税局、憲兵隊に連絡をとりながら作成したわけであります。









○　久高友敏君

　　条例の制定にあたり憲兵隊まで連絡したということでありますが、地方自治体がアメリカ軍隊の憲兵隊まで行って罰則を制定するということは異例なことだと思います。特にこの中に謳われているアメリカ合衆国軍隊の構成員等、契約者または軍人用販売機関等とありますが、アメリカ軍人、軍属を相手にしている商売、たとえばバーを経営している人もそれに該当するかどうか、拡大解釈されたら困ると思います。そこで沖縄人であってもアメリカ軍人を相手にした場合にはこの税法で課税されるのか。









○　財政部長（伊波静男君）

　　日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第６条に基く行政協定の実施に伴う地方税法の臨時特例に関する法律等の実施についての通達の中に、軍人用販売機関等とは、合衆国軍隊が公認しかつ規制する海軍販売所、ＰＸ食堂、社交クラブ、劇場、新聞発行所、その他の合衆国の歳出外資金により行政協定によって合衆国軍隊の使用する施設及び区域内に設置された諸機関で合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにその家族の利用に供されるものをいう、という説明がなされております。






○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結します。議案第８３号、那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について。議案第８８号、那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について。議案第８９号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関する条例制定について。以上３件については総務委員会に。議案第８４号、昭和４７年度那覇市下水道特別会計予算。議案第８５号、昭和４７年度那覇市水道事業会計予算。議案第８６号、首里樹木園贈与の受け入れについて。議案第８７号、昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算。以上４件については建設委員会にその審査をそれぞれ付託いたします。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３１号、那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について。総務委員長の審査報告を求めます。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　議案第３１号、「那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について」本委員会における審査の経過および結果についてご報告いたします。本案について審査の主たるものを申し上げますと、端数の切り上げ以外に値上げはないかと質したところ、当局答弁は今回の改正は諸物価の高騰に伴う便上値上げではない。端数整理にあたっては１の位の端数は出てこないので１０の位で４捨５入しドル表示を円表示にした。ということであります。

　　次に、すべての使用料は３６０円で読み替えをしたのかと質したところ、当局答弁は、今回の条例改正については、各種の使用料、手数料、料金等の改正をどのような形で統一するか、三役を交えて討議を重ねたところ、第１点として、ドル表示を円表示に読み替える場合、便上値上げは極力避けたい。

　第２点として、本土復帰に伴いすべての面で本土の経済、生活圏内に組み込まれるので、類似都市の使用料、手数料、料金等を勘案して、それらの面ででこぼこがあれば調整したい。第３点として、従来極端に安かったもの、または極端に高かったものについては、類似都市のものを参考にして、相当アップまたはダウンするということになるが特殊なものについてはケースバイケースで行ないたい。ところで、市民会館の使用料については、結果として３６０円の換算になっているが、その主な理由としては、那覇市民会館条例は一昨年制定されたばかりであり、当時の使用料の算定にあたっては、類似都市の市民会館の使用料を参考にして成案されたものである。今回の改正にあたっても３６０円で換算するのが本土類似都市との均衡を保つことから妥当である。ということであります。以上の当局説明に対し、委員会は次のような趣旨により全委員提案による修正案が提出されたのであります。

　修正案の主なる主旨は５月１５日の本土復帰に伴い、本土の経済、生活圏に組み込まれることは必然であり、市民の日常生活への圧迫は自明の理である。したがって、市民に対する財及びサービスを第１義におくとすれば市民に与えるものは３６０円、使用料、手数料、料金等の徴収の面においては３０８円とするのが妥当であるという結論に基づいて今回の修正案の提出となったのであります。

　委員会は本修正案を全会一致可決すべきものと決定、なお、修正案を除く原案についても全会一致可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。

　　　　　　　　　（「質疑討論」なしという者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑・討論を省略して採決に入ります。本案に対する委員長の報告は修正でありますので、まず委員会の修正案を起立により採決いたします。委員会の修正案に賛成の諸君の起立を求めます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　起立多数であります。よって、委員会の修正案は可決されました。









○　議長（辺野喜英興君）

　　次に、ただいま修正議決した部分を除く原案について起立により採決いたします。修正部分を除くその他の部分を原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって、修正議決した部分を除くその他の部分は、原案のとおり可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、議案第７９号、那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について。　議案第８１号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について。　以上２件を一括して議題とし経済民生教育委員長の審査報告を求めます。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　議案第７９号、「那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定について」　議案第８１号、「那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について」以上２件について一括して本委員会における審査の経過および結果についてご報告申し上げます。

　　まず、議案第７９号「那覇市青少年健全育成協議会設置条例制定について」本案は、本土復帰に伴ない「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２３条（教育委員会の職務権限）の第１２号により、従来民生課で取り扱っていた社会教育関係の事務が教育委員会事務局の社会教育課に移管されるため本案が提出されておりますが、その引きつぎについての、内部的な調整はすでに終えている、とのことであり、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　次に、議案第８１号「那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定について」本案は、児童手当条例、敬老年金支給条例、市民集会所使用条例、奨学資金給付条例、牧志すもう場管理条例、市営首里プール条例、以上６件の条例を、本土復帰に備えてドル表示を円に切りかえるための改正であります。審査の主なるものを申し上げますと、まず児童手当については「２ドル５０セント」を「１,０００円」にしたのは本土類似市の支給額を参考にした。次に市民集会所使用料の、「１ドル」を「４００円」「１ドル５０セント」を「６００円」　「２ドル」を「８００円」にしたのは本使用料が制定されたのが５８年であり、ずっと据え置きされたことと、収入が支出の２５％であり、維持管理費を多少勘案しての改正である。

　　次に奨学資金については「５ドル」を２００円アツプして「２０００円」にしたが、復帰後は教育委員会が市の行政機関となるので、今後、市と教育委員会の奨学金制度を統合して一本化する方向でその対象人員、基金との関係等も勘案して検討していきたい。

　牧志すもう場管理条例については、端数整理が主なものであるが、現在の牧志すもう場は施設も不十分で、あまり利用されていないので、これの用途変更をする考えはないか、とただしたところ、当局の説明は「特別国体」のすもう練習場として使用されることになっており、また設備補助もしたいという政府からの要請もあるので、特別国体の終了後にその面については検討したい、とのことであります。

　以上審査の概要を申し上げましたが、結論として、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願いいたします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第７９号、那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第８１号、那覇市児童手当条例等の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第５、議案第８０号、那覇市港湾施設使用条例制定について　を議題とし、建設委員長の審査報告を求めます。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　議案第８０号、那覇市港湾施設使用条例制定について、本委員会における審査の経過および結果を申し上げます。

　本案の審査に当っては逐条的になされたのでありますが、その主なものを申し上げますと、第２条の港湾施設の中に埠頭用地が含まれているが、埠頭用地は港湾施設の総称であるので、これから削除すべきであるということに対し、当局の説明は、埠頭用地には港湾施設として列挙された他の諸施設に該当しないものがある。また、埠頭用地内の地下埋設物例えば、パイプ等についても占用料を徴収している。さらに、横浜港、神戸港等も港湾施設の一部として、埠頭用地が規定されており、港湾施設から埠頭用地を削除すべきでないとのことであります。次に、９条の手数料および１６条の使用料の算定基礎については、必らずしも本土の例によるのでなく、現行料金を現状に適合するように算定したとの説明であります。

　なお、５月６日の本会議で議決された「那覇市港湾一元管理に伴う暫定措置に関する条例」については、本条例の施行と同時に廃止されることになっております。委員会は以上の審査の後、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第８０号、那覇市港湾施設使用条例制定については委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。これにて散会いたします。なお明日は区画整理事業の予算が提出されますので、明１０日本会議を開きます。

（午前１１時４０分　散会）






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









上会議録を調整し署名する。

　　１９７２年５月９日









　　　　　　　　　　　　　　議長　　　　辺野喜英興　㊞




　　　　　　　　　　　　　　署名議員　　大浜長弘　　㊞




　　　　　　　　　　　　　　署名議員　　椿秀義　　　㊞
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○　出席議員（２４名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　１６番　　高良文雄君

　　　２番　　中村昌信君　　　　　　１７番　　又吉久正君

　　　３番　　瀬長フミ君　　　　　　１８番　　仲本安一君

　　　４番　　辺野喜英興君　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　　５番　　喜舎場盛一君　　　　　２１番　　久高友敏君

　　　６番　　仲村正治君　　　　　　２３番　　宮城武君

　　　７番　　欠員　　　　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　　８番　　上原綱正君　　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　　１０番　　島袋宗康君　　　　　　２６番　　安見福寿君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２７番　　玉城栄一君

　　１２番　　欠員　　　　　　　　　２８番　　欠員

　　１３番　　平良信一君　　　　　　２９番　　椿秀義君

　　１４番　　宮里敏慶君　　　　　　３０番　　大浜長弘君

　　１５番　　金城重正君









○　欠席議員（３名）

　　　９番　　金城甚松君

　　１９番　　金城吾郎君

　　２２番　　喜久山朝重君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　　用度管材課長　　　　　　宮城信君

　　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　港湾課長　　　　　　　　上原一男君

　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　水道局業務課長　　　　　嘉数清孚君

　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　　調査係長　　　　　　　永山盛広君










　　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君









～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第９号






１９７２年５月１０日（水曜）午前１０時開議









第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第９０号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第９１号　市有物件の損害共済事業の委託について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第９２号　昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第９３号　昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第９４号　昭和４７年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第９５号　昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第９６号　那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　５月１０日は休会の日でありますが、議事の都合により、特に会議を開きます。この際、諸般の報告をいたします。

　５月９日付、市長から議案の追加送付がありましたので報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は社大国吉辰雄君、中村昌信君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第９０号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。　議案第９１号、市有物件の損害共済事業の委託について。　議案第９２号、昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算

　議案第９３号、昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算

　議案第９４号、昭和４７年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算

　議案第９５号、昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算

　議案第９６号、那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例

　制定について　までの事件を一括して議題とし順次説明を求めます。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　大へん恐縮でございますが議案９０号の提案理由をご説明申し上げます前に議案の一部を訂正させていただきます。４枚目の上から４行目、扶養手当の日額はと書いてありますのを、月額にご訂正方をお願いいたします。

　議案第９０号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について提案理由の概略をご説明申し上げます。改正の第１点は、本土復帰による地方自治法および地方公務員法の適用によって、給与条例の根拠規定を変更するとともに、適用範囲を明確にし、あわせて条例の整備をはかったことであります。第２点は、一般職職員の給与を引上げるため、給料表の別表を改正することであります。

　　昨年秋の円の切上げ、更に復帰を間近に控え、経済状勢の変化等によって消費者物価の高騰は激しく、これに伴なう生計費の増大、又他の地方公共団体および民間企業の給与等を考慮して一般職職員の給与の改善をはかったことであります。

　ちなみに今回の給与の改正は平均２７ドル７８セント、率にして平均１６.９２％であります。これによって一般職職員の平均給は１９１ドルになります。

　第３点は、扶養手当の額について国家公務員に準じて引き上げたことであります。以上その概略をご説明致しましたが、よろしくご審議下さい。









○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第９１号、市有物件の損害共済事業の委託について、ご説明申し上げます。社団法人全国市有物件災害共済会は、地方自治法第２６３条の２の規定にもとづき全国の市が共同して市有財産の災害による損害を、相互救済する事業を行なうことを主たる目的として設立された全国的な公益法人であります。

　復帰後、那覇市としても市有物件の損害共済事業を本共済会に委託するため本県を提出いたします。よろしくご審議をお願いいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　議案第９２号、昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算について提案理由をご説明申し上げます。

　この案は、那覇第１地区および美栄橋地区土地区画整理の清算事務に要する予算であります。昭和４７年度の才入才出予算総額は、２１,４４３千円となっております。予算内容につきまして、才入から各款ごとにご説明申しあげますと、第１款賛費地処分金に２,８９６千円を計上してありますがこれは、これまで未処分となっておりました崇元寺工事区と辻工事区の２筆の分となっております。

　第２款使用料及び手数料１千円は費目存置でございます。第３款清算徴収金は５,８２５千円の計上となっておりまが、これは７２年４月１１日現在における清算徴収残額４２,１５３,５３６円のうち昭和４７年度において徴収可能な額として５,８２５千円を計上いたしております。第４款繰越金は、１２,６２８千円を計上いたしてありますが、これは７２年度からの繰越分となっております。第５款諸収入に９３千円、これは銀行預金利子でございます。つぎに才出につきまして、各款ごとにご説明申し上げまずと、第１款総務費に５,１１８千円を計上いたしてありますが、この地区の一般管理費であります。第２款土地区画整理費は１,４２１千円を計上いたしますが、これは前年度からの再計上分として辻工事区における建物移転補償に要する経費でございます。第３款清算金は１４,５９２千円を計上いたしてあります。これは清算交付金として１４,５３８千円、賛費地清算金３９千円、過誤納還付金１５千円となっておりまして、計１４,５９２千円となっております。

　第４款訴訟費は費目存置で４千円となっております。第５款予備費は３０８千円の計上となっております。以上ご説明申し上げました才出各款を集計いたしますと昭和４７年度才出予算総額は２１,４４３千円となっております。

　以上簡単に提案理由の説明を終わります。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。

　　議案第９３号、昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算について提案理由をご説明申し上げます。この案は、昭和４７年度における山下地区の土地区画整理事業に要する予算でありまして、才入才出予算総額は１４１,９４７千円となっております。予算内容につきまして、まず才入から各款ごとにご説明申し上げますと、第１款国庫支出金として８４,５７７千円を計上いたしてあります。第２款繰入金に９,３９４千円を計上いたしてあります。第３款賛費地処分金は６,０２４千円の計上となっております。第４款繰越金として４１,９５０千円の計上となっておりますが、これは７２年度事業において、賛費地処分収入が予想以上に増収となったため、この剰余分の繰越金でございます。

　第５款清算徴収金、第６款諸収入はそれぞれ１千円の費目存置となっております。　以上才入各款を集計いたしますと、才入予算総額は１４１,９４７千円となっております。

　つぎに才出につきまして、各款ごとにご説明申し上げますと第１款総務費に５,６３３千円を計上いたしてあります。これは該事業の一般管理費でございます。　第２款土地区画整理費に１３６,２１３千円を計上いたしてあります。これは土地評価委員会に５３千円、土地区画整理事業費に１３６,１６０千円となっております。

　第３款清算金は費目存置として１千円、第４款予備費に１００千円を計上いたしてあります。　以上ご説明申し上げました才出各款を集計いたしますと、昭和４７年度才出予算総額は１４１,９４７千円となっております。

　議案第９４号、昭和４７年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算について提案理由をご説明申し上げます。この案は、昭和４７年度における小祿地区の土地区画整理事業に要する予算でありまして、才入才出予算総額は１０３,６７６千円となっております。

　　予算の内容につきまして、まず才入から各款ごとにご説明申し上げますと、第１款国庫支出金に７３,４３５千円を計上いたしてあります。

　第２款繰入金に１０,９５９千円を計上いたしてありまして、これは一般会計からの繰出金であります。

　第３款　賛費地処分金に１９,２８０千円を計上いたしてあります。これは該事業に対する地主負担金となっております。

　第４款　清算徴収金、第５款諸収入はいずれも費目存置で１千円を計上してあります。以上各款を集計いたしますと才入予算総額は１０３,６７６千円となっております。

　つぎに才出につきまして、各款ごとにご説明申し上げますと、第１款総務費に７,００３千円を計上いたしてあります。これは該事業の一般管理費でござます。第２款土地区画整理費には９６,５７２千円を計上いたしてあります。

　これはこの地区の事業費でございまして、内容といたしましては、土地評価委員会費に５２千円、土地区画整理事業費として９６,５２０千円を計上してあります。第３款　清算金は費目存置として１千円、第４款　予備費に１００千円を計上してありまして、各款の経費を集計いたしますとこの地区の才出予算総額は１０３,６７６千円となっております。

　議案第９５号、昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算について提案理由をご説明申し上げます。寄宮地区の土地区画整理は１９６６年以来土地区画整理事業認可取消請求事件として係争中だったため事実上事業が中断されておりましたが、関係地主との話し合いにより、このほど円満に事件が解決いたしましたので、昭和４７年度を初年度として昭和５１年度までの５か年継続事業として、事業を再開するはこびとなりました。したがいまして、この案は昭和４７年度における寄宮地区の土地区画整理事業に要する予算でありまして、４７年度初年次における才入才出予算総額は、１６,７０４千円となっております。予算内容につきまして、歳入から各款ごとにご説明申し上げますと、第１款国庫支出金に１５,０００千円を計上いたしてあります。第２款　繰入金に１,７０４千円の計上となっておりますが、これは一般会計からの繰出金であります。以上の歳入各款を集計いたしますと、昭和４７年度の歳入予算総額は、１６,７０４千円となっております。

　つぎに歳出につきまして、各款ごとにご説明申し上げますと、第１款総務費に１,６５４千円を計上いたしてあります。これは、該事業の一般管理費でございます。第２款土地区画整理費に１５,０００千円を計上いたしてあります。内容といたしましては、土地区画整理事業費に１４,５７９千円、あわせて１５,０００千円となっております。

　第３款予備費は５０千円の計上してあります。以上ご説明申し上げました才出各款の経費を集計いたしますと、昭和４７年度の才出予算総額は、１６,７０４千円となっております。以上簡単に４議案についてその提案理由の説明をいたしましたがよろしくご審議のほどお願いいたします。









○　土木部長（内間安春君）

　　議案第９６号、那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例について、御説明申しあげます。この案は、本土港湾法第４０条により、分区内における構築物の規制条例であります。分区は都市計画法第８条により定められる、臨港地区内に指定されます。また臨港地区は港湾の管理運営の必要上港湾管理者が行なうことのできる貨物の積却、保管、荷さばきおよび運送の改善に関するあっ旋の地域的な範囲を示すとともに、陸域における港湾施設の範囲およびその中に指定される分区内の構築物の建設等を制限する必要のある地域の範囲を示すのであります。しかし現行港湾法は、分区指定の根拠条文がなかった為に港湾背後地における用途別の建築規制ができず将来における港湾の利用増進上支障をきたすおそれが十分ありますので、本土港湾法に基づいて、この条例により建築物を港湾本来の目的にそって用途別に制限し、今後における港湾の利用増進を図る必要がありますので、港湾法第４０条の規定により、本案を提出した次第であります。よろしく御審議のほどお願いいたします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑に入ります。









○　金城重正君

　　議案第９３号、昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算に関連してご質問いたしたいと思います。このたび本土復帰をすることによりまして新しい予算の計上がなされておる。並びに円によりましてドルから読みかえがされておるわけでございます。そこで本員がお尋ねいたしたいことは、現在の山下地区の区画整理事業でございますが、この区画整理地域は南部に通ずるところの３号線に沿ったところでございます。そこで従来までの区画整理の計画、それとその地域の方々から“こうしてもらいたい、いまの区画整理事業では仕事ができないから、これを変更してもらいたい”という陳情、請願があったかどうか。この点からお尋ねいたしたいと思います。

　　もしあったらご説明をしていただきたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　１５番議員の質問にお答えいたします。いろいろこまかい問題等も地主個々から陳情の形で出ておりますが、一番大きなものは３号線にとられている地主の方々がその土地をも区画整理区域に入れてやるべきじやないか、というようなことだったと思います。そのほかにこまかい点もいろいろあるかと思いますが、大きな問題としてはそういうことだったと思います。









○　金城重正君

　　３号線を入れても区画整理事業をやってもらいたい、というような陳情があったということでございますが、当局はそれに対してどのようにご返事をし、約束をされたのか。その点についてお伺いしたいと思いますが、もしそれがあるならば答弁をしていただきたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。この問題につきましては、３号線に面した側の人たちと、それから面しない人たちとの利害が相反するわけでございます。そういうようなわけで３号線に面している方たちにしてみれば３号線にとられた部分を入れて区画整理をしてもらったほうがその分だけ換地がなされるわけなんでいいわけですけれども、その他の人たちにしてみればそれだけ減歩率が高くなるという問題等も出てくるわけでありまして、そういうふうな事情を説明申し上げまして減歩率の問題等も考慮に入れて、やはり３号線に入っている部分については区域から除外して行なうよりほかにしようがないんだというような趣旨の説明をしてあります。









○　金城重正君

　　本員が調べたところ、そういうようなことじやなくて、３号線に沿っておるところの方々が通り会を結成いたしまして、いわゆる現在の３号線から那覇の航空隊に向かって左側の構築物が大部引っかかってくる。そこで市のほうから一応個別的に訪問いたしまして、これを区画整理のために撤去しなければならぬから承知してくれ、というような折衝がなされておるわけであります。しかし、その通り会の方々からこの区画整理については３号線沿いはこのようにやってください、というような陳情があったと思います。これについてはどのようにご返事をなされたか、これについて承りたいと思います。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。






（午前１０時５３分　休憩）

（午前１０時５４分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　金城重正君

　　建設部長のところでおわかりにならんかもしれませんが、あるいは都計課のほうで取っておるかもしれません。私が調べたところこの方々は直接市長と会っているんです。そこでこの３号線よりの構築物に差し障りがないように協力するのはやぶさかではないけれども、一応はその構築物に差し障りのないような方向で都計をやってもらいたいということである。しかし右側のほうには軍港があって金網が張られている、アメリカ軍の基地撤去要求をささえている市長が右側のほうは除いてどうして現在あるところの左側だけやるのか、右側のほうに寄せてもらいたいとこういうような陳情をしたそうであります。そのときに市長はこの方々と約束しておる、“そうやりましよう”と。しかしその後調べてみるとそうではなさそうだと、その後引っかかる地主や建物を持っておる方々に対して市からこれはこういう事情で切れるから話し合いをもってもらいたいとこういうことを言ってきておるわけなんです。建設部長がわからなければ市長が直接そのことでその方々に約束をされたかどうか。これについて市長からお答をしていただきたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。そのような陳情を私も受けております。しかし“そうしましよう”という約束をしたことはございません。そのように区画整理のほうとも調整いたしましようと、また基本問題といたしましては那覇商港の開放について引き続いて要求いたしておりますし、さらにそのずっと前方の３号線の開放についても要求いたしておりますが、なぜやらなかったかというお叱りになるようなご質問でございますが（「何も叱ってないですよ」という者あり）私にはそう聞こえたんですが、これはなぜあすこを変更しなかったかということは、今軍用地、基地撤去の要求をいたしていますけれどもその軍用地、基地撤去ができない、これと同じことでちよっとやそっとの努力じやアメリカを譲歩させることはできないといったことで（質問に答えて下さいという者あり）私は約束をしていないんです。“そういうふうに努力しましよう、また区画整理課とも調整してみましよう”ということはお話をして説明したのであります。ということでお答えいたします。









○　金城重正君

　　市長もう少し質問をはっきり聞いていただきたい。眠ってるのかどうかわかりませんけれども、市長は軍事基地の撤去を要求なさっていらっしやるので陳情した方々は、かえってそこを撤去してそこのほうを含めて区画整理をやっていただきたいという陳情をやったということです、何も私は質問でそうやれということは言うてない、だから私が市長に確めたいのは市長はそういう陳情をお受けになって、地域の人の話によれば、市長は確約されたと、こういうことなんです。そこで市長は“検討しましよう”とか“区画整理のほうとも話してやりましよう”というようなことをおっしやったということですが、地域の方々は市長は確約されたという受けとり方をやっておるわけでございます。従って市長は間違いなくそのように確約されたのか、私は再度ご質問をいたします。間違いなくそういうように確約したけれどもその後になって全然市長が確約したのとは違うんだと、こういうような地域の方々のお話でございます。従って本員が確めたいのは市長がそういうふうにおっしやったのかどうか確めたかったんです、そこで今の答弁の中で市長はそういう陳情を受けたとおっしやっているわけです。それは市長の答弁と相手の言い分と全然食い違っておる、私は再度確認をいたしたいと思います。市長はそういう確約をなさらなかったのか、またはやったのかどうかです、もう一度簡潔にご答弁をいただきたいと思います。これで質問を終わりまして市長が確約しなかったということであるならば次回で質問をいたしたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　先ほど申し上げたとおりでございまして確約はしておりません。またその時点で確約できる情況のものでもなかったと思います。









○　仲村正治君

　　議案第９４号についてお尋ねをいたしたいと思います。本事業は１９６９年１月３０日に特別会計が設置され１９７２年度までの４か年計画事業とされておったと思います。昭和４７年度はおそらく１９７３年度に相当する年度じやなかろうかと思いますけれども、なぜ事業が年度内に完成することができなかったのか、それが１点でございます。そして今後あと何年かかるのかこの点についてお尋ねをいたしたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　６番議員のご質問にお答えいたします。この小祿地区の土地区画整理事業は６９年度から７４年度までの継続事業であります。そこで実際には次年度で事業のほとんどが完了いたします。あとは清算事務そういったふうなものが残るということになります。









○　仲村正治君

　　次年度までに工事が完了するとあとは清算事務だけだということでございますが、１９７１年度の決算書を見てみますと、その中の区画整理費が１５４,５０７ドルの予算額に対して執行済み額がわずかの１９,８４７ドル、なんと執行率１２,８５％、こういう執行状態でございますが、はたして次年度で完成できるのかどうか、その点をはっきり答弁していただきたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。従来までの区画整理事業は琉球政府を通じまして援助をいただいてやっていたわけでございますけれども、いろいろ事情で７１年度の執行が７２年度に繰り越されるというような形で、今ご指摘のように執行率は非常に悪いわけでございますが、復帰いたしますと国の予算が単年度の方式でやってきますのでこの計画どおり進行するもんだとこのように考えております。先ほど申し上げましたようにこの期限内に完成する見込みでございます。









○　仲村正治君

　　本案の歳入の部の国庫支出金が７,３４３万５,０００円計上されております。これは昭和４７年度本年度の予算は国会を通過しておりますのでこれが決まっておることだと思います。しかし２款の他会計繰入金というのは先ほどのご説明では一般会計からの繰入金ということでございますけれども、一般会計予算はまだ提出されておりません。こういう形の中で一般会計が議会を通るであろうという仮定のもとでこのような予算の審議ができるのか、実質的な審議ができるのかどうかその点についてお尋ねをいたしたいと思います。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。この特別会計からの繰入れにつきましてはこれは対応費的なものでございますので、当然本予算の中に入っているわけでございます。









○　仲村正治君

　　本員がお尋ねしておりますのは一般会計予算がまだ提出されておりません、これの審議も行なわれておりませんけれども、この事業計画予算案の決議が一般会計予算のとおる以前にされるかどうか。この点についてお尋ねをしたいと思います。また、審議もできるかどうか。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。






（午前１１時１１分　休憩）

（午前１１時１２分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　仲村正治君

　　それは対応費として計上されている了解事項であるので、決議をするかどうかは議会の意思にまかせるということでございますが、それじや従来の政府負担金が４０％、それから市負担金が４０％、受益者の負担金が２０％という負担区分でございましたが、今後、区分整理をする場合にそれぞれの負担の割合、国庫負担、あるいは市負担、受益者負担の割合は一定の率で決まるのか。その都度変わっていくのか、この点をお尋ねいたしたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　区画整理事業に対する国の補助率の問題、将来のことについては予測しがたいんでありますけれども、今年度の場合は事業費から保留地処分金を差し引いた額の１０分の９、９割の補助率ということになっております。









○　仲村正治君

　　これは国庫補助率が１０分の９ということですか。









○　建設部長（水間平君）

　　はい、そうです。









○　又吉久正君

　　議案第９５号、昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算について質問いたします。寄宮地区の区画整理事業は前任者の西銘市長時代に着工しようとしたんだが、一部地主の反対にあいましてここ５、６ヵ年の間区画整理ができずに、那覇市都計の大きな癌となっていたわけでございますが、地主との調整ができましていよいよ４７年度から事業着工ができるということは、地域住民に対して非常に喜ばしいことだと思います。そこでその地域は何年かがりで区画整理の終了をする計画であるのか。何年度までに全区画整理地域をやるのか。それと国庫補助金が全部で幾ら出るのか。それと那覇市の負担する金額は幾らであるのか。受益者が負担するのは幾らであるのか。減歩率はどうなっているか、そういったのを具体的に説明願いたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。寄宮地区の区画整理事業は５ヵ年計画で建設省のほうとも話し合いがついております。ところが建設省のほうでは５ヵ年といわずにできるだけ短縮してくれということをいっておりまして、市、地主の努力次第ではこれをもっと縮めることができると思います。それから国の補助率でございますが、先ほど６番議員にもお答えしたわけなんですが、国の補助は保留地処分金を除いたその９割を補助するんだということになっているわけです。そこで事業費総額といたしましては１６４万６,８５０ドルであります。保留地処分金、これがいわゆる地主の負担でありますが１万９,８３７ドル、約２万ドルでございます。事業費総額１６４万６,８５０ドルのうち、約２万ドルが地主の負担でありますので、この１６４万６,８５０ドルから２万ドルを差し引いた額の９割、すなわち１４６万４,３１２ドルというのが国の補助ということになります。市の負担は１６万２,７０１ドルということになります。従来、県が補助をしていたわけですが、琉球政府の補助というものはみんな国のほうに行きますので県からの補助はない。そのようなことになっております。









○　又吉久正君

　　ただいまの説明で大体わかりましたが、これは国庫補助も建設省に渡りをつけて、５ヵ年計画だができるだけ早くやるということで、国庫補助のほうも間違いなく事業執行によっていつでも出せるということは確信できるわけですね。そこで４７年度の予算で１,５００万円の区画整理費が計上されて、１,４５７万ドル余りの事業費となるようでございますが、この１,４５７万ドル余で着工はどの辺から大体どの辺までできるのか。最初着工する場所、これをお伺いしたいと思います。そうしていつごろから着工するのか。減歩率もまだ答弁されておりませんのでお願いいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。先ほどの質問でひとつ落としているのがありましたのでそれから答弁したいと思います。減歩率でございますが、合算減歩で２１.４％でございます。









○　又吉久正君

　　２１.４％平均ですか。









○　建設部長（水間平君）

　　はい、そうです。









○　又吉久正君

　　というのは、高いのは幾ら、安いのは幾らか大体わかりませんか。









○　建設部長（水間平君）

　　これは一概に説明しにくいんでございますが、先ほどの新年度の事業の内容でありますけれども、これはまず排水溝から手をつけようということを考えております。排水溝から手をつけるために物件の補償、そういったふうなものが幾らか出てまいります。先ほど説明いたしましたように１６０万余りの事業をするのに、本年度の予算総額で１,６７０万４,０００円、それぐらいにしかなっていないのは一体どういうふうなことかという趣旨だと思いますが、そのことにつきましては日本政府の建設省との話し合いの中で非常に難航したことがあるわけです。と申し上げますのは、係争中であるというようなことでいつ解決するかという見通しが立たないままに予算をつけることはできない、というようなことが一番大きな原因でありまして、最後までもたついたわけであります。地主との話し合いも先月ついたという段階でしたので、日本政府のほうとしても大きく補助金をつけることができない。しかし現在係争中の事件が解決し、ほんとにやっていけるような見通しが立つのであれば日本政府のほうとしては積極的にこれに予算をつけようそして５ヵ年計画といわずに３ヵ年計画に短縮してでも建設省のほうでは援助をしていきたいとそのような意思でございました。









○　又吉久正君

　　あと一点ご質問いたします。さっき減歩率が２１,４％とおっしやいましたけれども、前任者のときには２２％幾らかだったと思いますが、はっきり覚えておりませんのでおわかりでしたらお聞かせ願います。









○　建設部長（水間平君）

　　この寄宮地区の区画整理の減歩率につきましてはいろ変遷があるわけでございますが一番最初の頃は約２５.６％でした。その後裁判に持ち込まれた当時は２１,８３５％でございます。それから現在われわれが計画しております、先程申し上げました２１.４％という数字になっております。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結いたします。　議案第９０号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。　議案第９１号、市有物件の損害共済事業の委託について。　以上２件については総務委員会に、議案第９２号、昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算。　議案第９３号、昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算。　議案第９４号、昭和４７年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算。　議案第９５号、昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算。　議案第９６号、那覇港臨地区内の分区における構築物の規制に関する条例制定について。　以上５件については建設委員会にその審査をそれぞれ付託いたします。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。明１１日午後１時より本会議を開きます。これにて散会いたします。

（午前１１時２７分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









上会議録を調整し署名する。

　　１９７２年５月１０日

議長　　　辺野喜英興　　㊞




署名議員　社大国吉辰雄　㊞




署名議員　中村昌信　　　㊞
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			○　５月１１日（１０日目）
			（午後１時２５分　開議）
	

	
			（午後２時２１分　散会）
	











○　出席議員（２０名）

　　　２番　　中村昌信君　　　　１６番　　高良文雄君

　　　３番　　瀬長フミ君　　　　１９番　　金城吾郎君

　　　４番　　辺野喜英興君　　　２０番　　黒潮隆君

　　　６番　　仲村正治君　　　　２１番　　久高友敏君

　　　７番　　欠員　　　　　　　２３番　　宮城武君

　　　８番　　上原綱正君　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　　９番　　金城甚松君　　　　２５番　　比嘉佑直君

　　１０番　　島袋宗康君　　　　２６番　　安見福寿君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　２７番　　玉城栄一君

　　１２番　　欠員　　　　　　　２８番　　欠員

　　１３番　　平良信一君　　　　３０番　　大浜長弘君

　　１４番　　宮里敏慶君









○　欠席議員（７名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君

　　　５番　　喜舎場盛一君

　　１５番　　金城重正君

　　１７番　　又吉久正君

　　１８番　　仲本安一君

　　２２番　　喜久山朝重君

　　２９番　　椿秀義君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　　用度管材課長　　　　　　宮城信君

　　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　港湾課長　　　　　　　　上原一男君

　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　水道局業務課長　　　　　嘉数清孚君

　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　　調査係長　　　　　　　永山盛広君












　　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君









～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第１０号






１９７２年５月１１日（木曜）午後１時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第９７号　昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算　　（市長提出）

　　　議案第９８号　那覇市税条例制定について　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第９９号　市税の特例に関する条例制定について　　（市長提出）

第３　議案第７４号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第７６号　那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第７７号　那覇市職員退職手当支給条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第８２号　那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第８３号　那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

第４　議案第８６号　首里樹木園贈与の受け入れについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年５月１０日









　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿









総務常任委員長

黒潮隆












委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。









記




	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第７４号
			那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案
第７６号
			那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について
			〃
	

	
			議案
第７７号
			那覇市職員退職手当支給条例制定について
			〃
	

	
			議案
第８２号
			那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			議案
第８３号
			那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７２年５月１０日









　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿









建設常任委員長

比嘉佑直












委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。






記








	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第８６号
			首里樹木園贈与の受け入れについて
			同意
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）

　　５月１１日は休会の日でありますが、議事の都合により特に会議を開きます。この際、諸般の報告をいたします。

　５月１０日付、市長から、議案の追加送付がありましたので、報告いたします。５月１０日付、総務常任委員長、建設常任委員長から、それぞれ会議規則第１０１条の規定により、委員会審査報告書の提出がありましたので報告いたします。５月１０日付、市長から「議案の訂正について」文書の送付がありました。その写しはお手元に配付してありますので、これにより訂正することを承認願います。

　５月１１日付、市長から「予算に関する説明書の誤謬訂正について」文書の送付がありました。その写しはお手元に配布してありますのでこれにより訂正することを承認願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は瀬長フミ君、上原綱正君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第９７号、昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算。議案第９８号、那覇市税条例制定について。議案第９９号、市税の特例に関する条例制定について。までの事件を一括して議題とし順次説明を求めます。









○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第９７号、昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算について御説明申し上げます。御案内のとおり来る５月１５日本土復帰に伴い１９７２年度予算は、５月１４をもって、打切り決算を行ない昭和４７年５月１５日から昭和４８年３月３１日までの１０ヶ月半のいわゆる復帰予算を編成することとなりましたが、本土への財政制度移行にあたり大巾な制度の変革およびドルシヨツクによる財政の見とおし等の不確定要素が多く年間予算の成立に見合う予算の提出が困難となりましたので行政の空白をさけるため地方自治法第２１８条第２項の規定にもとずき１ヵ月分の暫定予算を編成いたしました。予算の内容として従前と変りました、３点について申しあげますと、１つには復帰にともない、これまで琉球政府が行なっておりました福祉関係の事務を那覇市に移管し、那覇市に福祉事務所を設置して福祉六法を所掌することとなったことであります。２つには教育委員会がこれまでの別の法人格を有して教育行政を実施してまいりましたが、今後は那覇市の一機関として教育行政を行なうこととなったことであります。３つにはこれまで琉球政府が管理しておりました那覇商港を泊港、那覇新港とともに那覇市が一元管理をなし、那覇港として管理運営費を港湾建設事業を合わせて那覇市港湾事業特別会計を設置して一般会計と区分したことであります。次に暫定予算を編成するにあたりまして留意した点を申しあげますと、歳出につきましては、１必要最少限の経常経費２、１９７２年度に支出負担行為をなし執行中の経費、３福祉事業の経費、４特別会計繰出金、５公債費その他の経費について暫定予算に計上することとしました。その経費の内容を申しあげますと、人件費２億４,４７５万８千円（７.４％）、経常的経費２億１,０１４万５千円（６.４％）、再計上経費２７億１,２９９万５千円（８２.５％）負担金補助金及び交付金等５,１１６万６千円（１.６％）特別会計繰出金３,６７４万９千円（１.１％）公債その他３,１９０万円（１.０％）、合計３２億８,７７１万３千円、を歳出予算として計上してあります。次に歳入について申し上げます。第１款市税は滞納繰越分および過年度分の５月中収入見込額として　３億５,６００万円、第２款地方交付税として　７億８,６０８万４千円。第３款分担金及び負担金として幼稚園及び小中学校の学校安全。保護者負担金として１８６万１千円、第４款使用料及び手数料として、公設市場、納骨堂住宅の各使用料につきましては滞納繰越分を、その他の使用料につきましては０.５ヵ月分を手数料につきましては各０．５ヵ月分の計５５７万２千円を計上してあります。

　第５款国庫支出金は、第１項国庫負担金として、民生費国庫負担金５,００１万円、教育費国庫負担金２億６,７５４万円１千円、第２項国庫補助金として、衛生費国庫補助金１９７２年度分　２,８９３万４千円。労働費国庫補助金４７年度分１６５万８千円、土木費都市計画補助金１９７１年度分　１億４,０７２万６千円、土木費都市計画補助金１９７２年度分　１１億４,１６５万円　住宅費補助金１９７２年度分　２億１,０５４万９千円、消防費国庫補助金１９７２年度分　１８４万８千円、教育国庫補助金４７年度分６４８万３千円、国庫支出金合計　１８億４,９３９万９千円、を計上しております。

　第６款県出金としては、民生費県負担金　２０９万７千円、民生費県補助金３７万８千円、衛生費県支出金　１０万円、土木費県補助金　６,９２１万４千円、教育費県補助金　２万４千円、選挙費委託金　１,１７５万９千円、合計　８,３４８万２千円を計上してあります。第７款繰越金は起債前借分２億２１１万４千円、を計上してあります。第８款諸収入は市税延滞金１５４万円、土木費受託事業収入　８１万８千円　雑入　８４万３千円、合計　３２０万１千円を計上し、歳入合計　３２億８,７７１万３千円、を歳出見合財源として計上してあります。以上で暫定予算の説明を終ります。

　よろしくご審議下さるようお願いします。

　議案第９８号の説明を申し上げます前に字句の訂正をお願いいたします。

　１９条の見出しの中に、納期限後と現在の現になっているのを限界の限に、次に第２０条、延滞金の額の計算につきこれの、とあるのを、“これらの”にさらに、第２６条の、３万円以下の過料に、とあるのを“過料を”に、それぞれご訂正をお願いいたします。それでは議案第９８号「那覇市税条例の制定について」の提案理由をご説明申し上げます。本土復帰により、本土地方税法が即時適用されますので従来の沖繩法に基づく「市税賦課徴収条例」を廃止し、新たに「市税条例」を制定する必要がありますのでこの案を提案したわけであります。従来の条例と比較して主なる相違点を御説明申し上げます。

１.　この条例は本土自治省の条例準則に基づいで成案したものであり、平年度適用する条例であります。したがって沖繩の復帰に伴う特別措置については別に「市税の特例に関する条例」を制定し読替えて適用するわけであります。

２.　市が課税する税目についてでありますが従来の市税は市民税、固定資産税、事業税、不動産取得税、軽自動車税の５種目でありましたが復帰後は、市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ消費税、電気ガス税の５種目となります、そのほか鉱産税、木材引取税、入場税等がありますが当市には該当がありませんので条例は削除しました。

３.　総則についてでありますが、総則については従来とほとんど変りがありませんが、市税の延滞金が従来は納期限を過ぎた場合、納期限の翌日から年１４.６％の割合で延滞金が課されたのが本土法により納期限より１ケ月間は年７.３％の割合の延滞金となりその後は従来と同じく年１４.６％の割合の延滞金となるわけであります。

４.　市民税についてでありますが、市民税については１９７２年度において本土法に準じて条文が改正されたためほとんど同じでありますが次の点が改まるわけであります。イ、賦課期日４月１日が１月１日へ改まる　ロ、納期　３期が４期へ改まる　ハ、特別徴収１０が１２回へ改まる　ニ、税率　２％から１４％までの累進税率となる　ホ、資産所得の合算課税制度が設けられた。

５.　固定資産税につい、固定資産税については次の点が改正になります。

　イ　賦課期日４月１日が１月１日へ改まる。ロ　納期　３期が４期へ改まる。　ハ　免税点　土地８万円　家屋５万円　償却資産３０万円

　ニ　土地、家屋の評価額の３年間据置制度ができた　ホ　税率　現行１％が１.４％に改まる　へ　固定資産評価審査委員会制度ができた。

６.　軽自動車税について　軽自動税については次の点が改正になります。

　イ　原動機付自転車および農耕作業用自動車以外の小型特殊自動車にも課税できるようになった。　ロ　税率が引き上げられた。

７.　市たばこ消費税について、市たばこ消費税は新設税目であり復帰の日から即時適用されます。たばこ消費税は売上高に１８.１％の税率を乗じたのが税額となり専売公社が毎月市へ納付する間接税であります。

８.　電気ガス税について、イ　電気ガス税は電気またはガスの使用料金に対して７％の税率で消費者に課税されるものであります、ロ　電気ガス税は免税点制度があり電気については１月８００円以下、ガスについては１,５００円以下は免税でありますがそれをこえると課税されるわけであります。この税も電気またはガスの事業者が料金を徴収する場合に税金を徴収して市へ納付するようになっております。以上が新条例の主な点でありますのでよろしく御審議下さるようお願いいたしまして提案理由の説明を終ります。

　議案第９９号「市税の特例に関する条例制定について」の提案理由を御説明申し上げます。沖繩の復帰に伴う特別措置に関する法律の施行に伴い、地方税に関する税率。免税点、課税標準となる前年の所得および課税総所得金額等の算定、課税期間等の相違に伴う必要な税額の調整、固定資産の評価の方法その他必要な経過措置が定められたので市税についてもその特例措置を定める必要があるのでこの案を提案したわけであります。その主な点を御説明申し上げます。１市民税関係　イ　課税標準となる前年の所得は、本土では毎年１月１日から１２月３１日までであるが、昭和４７年度に限り昭和４６年４月１日から昭和４７年３月３１日までとされたのであります。　ロ　総所得金額については、前年課税のため沖繩の所得税法に基づいて算定するようになったのであります　ハ　諸控除額については、納税者が有利である本本法を昭和４７年度分から即時適用であります。　ニ　個人市民税は本土法の８０％相当額となります　ホ　昭和４７年度分個人市民税の税額は、法令に基づいて算定した額の４分の３に相当する額になります。２　固定資産税関係　イ　昭和４７年度分の固定資産税の評価方法および税率は沖繩法令の規定による額とされたのであります。　ロ　昭和４７年度分の税額は法令に基づいて算定した額の４分の３に相当する額になります。

　３　軽自動車税関係　イ　昭和４７年度は、原動機付自転車および農耕作業用自動車以外の小型特殊自動車に対しては課税しないことになったのであります。ロ　昭和４７年度分の税率は、沖繩法令の規定による税率相当額となったのであります。４　市たばこ消費税関係、イ　沖繩には、たばこ小売人の登録制がないため当分の間小売人から他の小売人に売渡す場合も公社が小売人に売り渡したものとみなすようになったのであります。　ロ　売渡し「本数」についても人口割等を勘案して「規則」で定めるようになったのであります。５電気ガス税関係、税率の特例が設けられ、昭和４７年度は１％とし、以後毎年１％の税率が引上げられて昭和５３年度で本土並びの７％になるようになったのであります。以上が「市税の特例に関する条例」の主な点でありますのでよろしく御審議下さるようお願い致しまして提案理由の説明を終ります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑に入ります。









○　宮城武君

　　議案第９７号、昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算について質問いたします。こまかい点は委員会でできると思いますが、予算編成の基本的な考え方といたしまして、２、３お尋ねいたします。この暫定予算の中に都市計画整理費、いわゆる特別会計との関連におきまして繰出金が計上されております。これは確か２２０万ですか、計上されておりますが、この繰出金は暫定予算の中の繰出金という金額は何で受けて、どういう形で執行しようとしたのか。特別会計の予算案が出ておりますが、この特別会計の予算の中にこの繰出金から入れて、受けて特別会計の中で支出していくというお考えなのかどうかお伺いいたします。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。これは本予算に計上してある分の１０分の１を計上してありますので、これによって特別会計への繰出ができるわけであります。









○　宮城武君

　　いまの説明を聞きますと、本予算の１０％を計上してあるのでこれでもって支出ができるということですがこの支出というのはどこに支出するんですか。









○　財政部長（伊波静男君）

　　特別会計へ繰り出すわけでございます。









○　宮城武君

　　そういたしますと特別会計の取り扱いといたしまして、あれはたしか本予算で受け入れる金額というのは１０分の１じやないはずなんです。そこに金額の相違が出てきている。特別会計からの繰出金というのはまだ別途にあるはずなんだ。特別会計を見てみますと、特別会計への繰入金というのはまだ大きな額が入っておる。このワク内でそのままの形で入れていくのか。あるいは特別会計にも暫定予算の必要がないかどうか。そこらへんは当局としてどういうお考えを持っておられるか。









○　財政課長（上原繁栄君）

　　お答えいたします。このたびの暫定予算は１ヵ月の暫定予算を組んでございまして、事業費につきましても必要経費を計上しております。特別会計の繰出金につきましては本予算で計画しております予算額の１０分の１額を計上いたしまして、これを一般会計から特別会計へ繰り出し、特別会計で繰り入れいたしまして、特別会計で事業をしていく。そのあと、追って本予算を計上いたしまして提案いたしますけど、本予算の中で年間額を計上していく。それで本予算を提出いたしますと暫定予算は無効になる。執行の分については有効である。これが本予算にとけ込んでいくということになるということになります。









○　宮城武君

　　いまの答弁は、よく知っているんですよ。これを聞いているんじやなくして基本的な考え方として、暫定で組んで繰り出すからには受け入れる側も暫定でなくちやあならないんじやないか、という考え方を持っておるわけなんですが、当局としてそこらへん基本的に暫定の必要ないのかどうか。そのままの状態で好ましい状態なのかどうか。それをお聞きしておるわけです。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。これは決して好ましいことではございませんけれどもこういう過渡的な時期におきましてはやむを得ませんで、またそれが違法でなければ予算の執行上さしつかえないというふうに考えております。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終わります。議案第９７号、昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算についてはその審査を総務委員会に付託します。なお、歳出△８款「土木費」△７款１項「商工費」５目「市場建設費」　△１１款「災害復旧費」は、建設常任委員会に、歳出△３款「民生費」、△４款「衛生費」、５款「労働費」、△６款「農林水産業費」、△７款「商工費」１項「商工費」３目「市場建設費」を除く、△１０款「教育費」は、経済民生教育常任委員会にそれぞれの審査をお願いします。なお、議案第９８号、那覇市税条例制定について、議案第９９号、市税の特例に関する条例制定についてはそれぞれの審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第７４号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について、議案第７６号、那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について、議案第７７号、那覇市職員退職手当支給条例制定について、議案第８２号、那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について、議案第８３号、那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について、までの事件を一括して議題といたします。総務委員長の審査報告を求めます。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　議案第７４号、「那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について」、議案第７６号、「那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について」、議案第７７号、「那覇市職員退職手当支給条例制定について」議案第８２号、「那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について」議案第８３号、「那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について」以上５件を一括して、本委員会における審査の経過および結果を報告します。

　議案第７４号、「那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、１　特殊勤務手当について本土類似市と比較して何種類ほど条例化してあるか。２　特殊勤務手当の「特殊」という基準を何処に求めているか。　３　現在、本市における特殊勤務手当の年間支給額はいくらか。またその対象人員は何名か。４　特殊勤務手当は交付税の対象になり得るか。以上の４点について論議が交わされたのでありますが、これに対する当局答弁は、１　本土類似市を調査の結果、多くの市が実施しているものについてはやむを得ないということで、今回新たに設けたものもあり、その種類は別表のとおりである。２　特殊勤務手当の「特殊」ということは、その仕事の内容、要素として考えらえるので、その意義づけは危険度及び不快度の度合によって決められる。３　特殊勤務手当の年間支給額は７万９,０００ドルで、支給対象人員は職員１,５７５名中１,０７６名であり、対象外はおよそ５００名である。４特殊勤務手当の交付税の対象の有無についてであるが、国の団体委託事務、または機関委任事務については交付税の対象になり得る。これを例示すれば福祉事務、消防関係、環境衛生、国民健康保険等はその対象になる。ということであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第７６号、「那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について」本案について当局の説明によるとこれまで特別職の退職手当は一般職の退職手当条例に規定されていたが、一般職の退職手当は地方公務員法第２４条第６項を根拠として制定されているが、同法の職員の中には特別職は含まれてない。したがって地方自治法第２０４条第２項の規定を根拠として、特別職の退職手当条例を別途制定したい。なお、内容においては現行と変わらない、ということであります。委員会は以上の当局説明を了とし本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第７７号、「那覇市職員退職手当支給条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、現行条例との相違点についてただしたところ、従来は勤続年数の比較的短いものであっても、その比率においては有利であったが今回の改正により三つの段階にわけて、本条例第３条、第４条、第５条に規定し、長期勤続者に対し最も有利な条件を具備してある。ということであります。次に、定年制条例の廃止により、今後の高齢者の取り扱いはどうなるかとただしたところ、高齢者に対しては定年制に替わるべき制度として、勧奨退職制度を設けるが、この場合普通退職よりもその比率が第６条に規定されているとおり、増額して支給することになる。しかし、勧奨退職に応じない場合は、その後において退職しても普通退職の規定しか適用されないということであります。

　また、本条例第６条１項の規定によると、３１年勤続と３０年勤続と比較して、その率において３１年以上が低いが、その理由についてただしたところ当局答弁は第６条１項後段で「退職手当の額は退職の日における給料月額にその者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合を乗じて得た額の合計額とする」と限定されており、たとえば３１年以上勤続した職員については、１年以上１０年以下の期間については(1)号を適用し、１１年以上２０年以下の期間については(2)号を適用、２１年以上３０年以下の期間については(3)号を適用、３１年以上の期間については(4)号を適用して退職手当の計算をすることになる。なお、本条例第８条に「退職手当の支給限度額」が規定されており、第６条の規定で計算した退職手当の額が職員の退職時における給料月額に７５を乗じて得た額をこえるときは、第６条の規定にかかわらず、その乗じて得た額が退職手当の額となる、ということであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第８２号、「那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると手数料の区分について説明を求めたところ、当局答弁は、現行条例では８セント、１７セント、３５セントの三つに区分されているが、そのほとんどが８セント、１７セントである。１７セントの場合を例にとると３６０円で換算すると６１円、３０８円で換算すると５２円である。なお、土地または建物についての証明であれば、本条例第１条１項(6)号の適用となり、手数料は実費弁償的な性格をもっているので、筆数、件数によって徴収するのがたてまえであるということであります。

　委員会は以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第８３号、「那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について」本案は、地方自治法第２０９条第２項の規定に基づき、昭和４７年度から着工される寄宮地区土地区画整理事業および那覇商港、泊港、那覇新港の一元管理と港湾建設事業に要する経費を合わせて特別会計を設置して、一般会計と区分して経理する必要がある。ということであります。委員会は以上の当局説明に対し、若干の質疑が交わされたのでありますが、当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上ご報告申し上げ、よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。









○　平良信一君

　　議案第７４号那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について委員長にお尋ねいたしますが、この議案の中に清掃工場の危険物取扱主任者の特殊勤務手当が入っていないんですけれども、この点について委員会のほうで審議されましたかどうかお尋ねをいたします。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　ただいまの点ちよっと聞き漏らしましたのでもう一度お願いできませんか。









○　平良信一君

　　清掃工場には危険物取扱者がおりますね、その職員は危険物取扱主任という免許を所持して仕事をしております。そこで当然これは危険物でございますので特殊勤務手当受給に該当するんじやないかと思いますが、その点について委員会で審議されたかどうかお伺いいたします。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　ただいまのご質問にお答えいたします。この別表の１枚目に、危険手当、すなわち高圧電気の取扱、ダイナマイト取扱およびボイラー取扱の作業に従事する職員というふうに明記されて、危険物を取扱う職員の危険手当として月額１,８００円が決められておるわけです。当然これが適用されるんじやないかというふうな立場からかどうかはわかりませんが、ただいまご質問の清掃工場で作業しておる職員が危険物を取扱っておることについての手当かといいうふうなことでは質疑をされておりません。









○　平良信一君

　　ただいまの委員長のご説明の中からはおそらく清掃工場の危険物取扱者の職員が入っておるかどうかわかりませんので、委員長をして当局からご説明をさせていただきたいと思います。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　当局のほうからお願いいたします。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。危険手当の中には、それの受給を受ける範囲としては高圧電気の取扱それからダイナマイト取扱、およびボイラー取扱の作業に従事する職員、この３つの業務の範囲に限って危険手当が支給されているわけでございます。ただいまご指摘の清掃工場で働いておる危険物取扱に従事しておるものは清掃工場勤務手当として、清掃工場に勤務する職員、これは場長と管理係の職員を除いた全職員に清掃工場勤務手当として支給されますので危険手当としての特殊勤務手当は支給されませんけれども、清掃工場勤務手当としての給与は受けております。









○　平良信一君

　　これは当局にお願いしますけれども、名前も危険物取扱主任となっていて、しかも国家試験を受けて免許を有するものでございます。この議案を見ますと自動車の運転手、あるいは修理工場の職員については特殊勤務手当が該当するようになっております。特にそういうふうな危険物の取扱主任でございますので、清掃工場の一般の職員並みの手当をやるんじやなくして別な特殊勤務手当を支給すべきだと思います。その点について当局はどのようにお考えになっていらっしやいますか。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。特殊勤務手当の制度としては特殊な労働の態様があってこれを大別いたしますと、危険度の非常に高いもの、あるいは不快度が非常に強い業務、こういった特殊な労働の態様に対して特殊勤務手当が支給されるわけであります。ご指摘の危険手当の場合には従来その業務が常時危険を伴っている職員に支給されるというふうな考え方で、月額でもって支給されているわけでございます。しかし、清掃工場勤務手当の場合にはその業務につく日数によって支給される、いわゆる日額性をもってやっている関係で一応特殊勤務手当の態様としては変わらないけれども、給与の支給の体系としては異なっております。そういったことでこの危険手当という月額を設定した趣旨としては、その人が常時危険な業務に携わっているというふうな考え方で月額を採用したわけです。ただいまのご指摘の危険物取扱いについて、この危険手当の中の３つの労働の態様と本質的に同じであるかというと非常に労働の態様が変わっておりますので、今後検討いたしまして、もしこれと労働の態様が異なればこの清掃工場勤務手当からはずして、あるいは危険手当のほうに移管してもいいんじやないかというふうな感じがいたしますけれども、危険手当も先ほど申し上げましたように、常時作業に従事する職員であるというふうな考え方でございますので、ただいまのご指摘の清掃工場の場合には常時という労働の態様があるかどうか、そこら当たりが疑問でございましたので一応危険手当をはずして、清掃工場勤務手当として特殊勤務手当を支給するようにしたわけでございます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し討論に入ります。

　　　　　　　　　（「討論なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。議案第７４号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７６号、那覇市特別職職員退職手当支給条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７７号、那覇市職員退職手当支給条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第８２号、那覇市手数料徴収条例の一部を改正する条例制定についてただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第８３号、那覇市特別会計条例の一部を改正する条例制定について、ただいまの委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、議案第８６号、首里樹木園贈与の受け入れについての事件を議題といたします。建設委員長の審査報告を求めます。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　議案第８６号「首里樹木園贈与の受け入れについて」委員会における審査の経過および結果をご報告申し上げます。

　本件は、那覇都市公園であるところの末吉公園内にある、首里樹木園を今回政府から無償譲与されることになっておりますが、負担付贈与であるところから、市町村自治法第３６条第１項第８号に基づき、提案されたものであります。なお、今回譲与される物件は土地４,１３９坪（３０筆）、建物が１０坪の木造トタンぶき平家倉庫１棟雑工作物の園内道路となっているとの説明であります。審査の主なものを申し上げますと、条件を付して譲り受けるのは、自主性がないので、契約に当っては条件を削除すべきであるということに対し、当局の説明は樹木園としての用途および目的を変えないよう管理運営させるため、条件付譲与となっている、無償譲与の場合、政府は他市町村に対しても同様な形式をとっている。なお、条件付譲与となっているのは、過去に他市町村において、条件に違反した事例があったところから、今回も条件が付されたとのことである。さらに、当植物園は学術上あるいは植物分布上重要であり、また、１９６３年１月に、那覇市議会から行政主席あて、「末吉社壇の亜熱帯植物並びに植樹に関する要請決議」もなされており、那覇市の要請と政府の条件とは相反しないので条件を付してもさしつかえないとのことであります。委員会は以上の審査の後、本案については同意すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。









○　久高友敏君

　　委員長にお尋ねいたします。この議案第８６号については、亜熱帯植物がかなりあると思いますが、そこには道路もつけられているということも聞いております。委員会として現場を見られたかどうかお尋ねいたします。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　時間の都合で現場は見ておりません。









○　久高友敏君

　　そこには監視員の宿舎とか、あるいは番小屋とか、かなりあるとみておりますが、そこには政府の職員も配置されていたと思っておりますが、これは何名おるか。この職員は市が採用するのかどうか。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　従来、３名の工夫、１名の技術員がおったわけですが、ひとりの工夫が停年になって、いまそこを管理している工夫は２人であります。その人たちを市が引き継ぐということになっております。









○　久高友敏君

　　そこでは１人の植物学の権威者もおられるということを聞いておりますが、その人もそのまま市が引き継いで採用するのかどうか、その点について審議されたかお伺いいたします。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　技術員がひとりおりますが、これは引き継いでおりません。









○　久高友敏君

　　引き継がないんですか。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　はい、引き継ぎません。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し討論に入ります。

　　　　　　　　　（「討論なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。議案第８６号、首里樹木園贈与の受け入れについて、ただいまの委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。５月１４日は本会議の日でありますが、諸般の事情により休会といたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって５月１４日は休会とすることに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。

（午後２時２２分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　上会議録を調整し署名する。

　　　１９７２年５月１１日









議長　　　辺野喜英興　㊞




署名議員　瀬長フミ　　㊞




署名議員　上原綱正　　㊞
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○　出席議員（２５名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　１６番　　高良文雄君

　　　２番　　中村昌信君　　　　　　１７番　　又吉久正君

　　　３番　　瀬長フミ君　　　　　　１８番　　仲本安一君

　　　４番　　辺野喜英興君　　　　　１９番　　金城吾郎君

　　　５番　　喜舎場盛一君　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　　７番　　欠員　　　　　　　　　２１番　　久高友敏君

　　　８番　　上原綱正君　　　　　　２３番　　宮城武君

　　　９番　　金城甚松君　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　１０番　　島袋宗康君　　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２６番　　安見福寿君

　　１２番　　欠員　　　　　　　　　２７番　　玉城栄一君

　　１３番　　平良信一君　　　　　　２８番　　欠員

　　１４番　　宮里敏慶君　　　　　　２９番　　椿秀義君

　　１５番　　金城重正君　　　　　　３０番　　大浜長弘君









○　欠席議員（２名）

　　　６番　　仲村正治君

　　２２番　　喜久山朝重君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　用度管財課長　　　　　　宮城信君

　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　港務課長　　　　　　　　上原一男君

　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　水道局総務課長　　　　　嘉数清孚君

　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君












○　事務局出席者

　　事務局長　　　　　　　　義永栄善君

　　庶務課長　　　　　　　　玉城三郎君

　　議事課長　　　　　　　　新垣襄二君

　　議事係長　　　　　　　　亀島美一君

　　調査係長　　　　　　　　永山盛広君

　　記録係長　　　　　　　　山城正信君

　　主事　　　　　　　　　　徳村政保君

　　主事　　　　　　　　　　上原洋子君

　　主事　　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第１１号









１９７２年５月１３日（土曜）午前１０時開議









第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第５３号　「那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について」の一部訂正について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

第３　諮問第 １ 号　公有水面埋立て免許申請について　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　５月１３日は休会の日でありますが、議事の都合により特に会議を開きます。この際諸般の報告をいたします。５月１２日付、市長から議案の追加送付がありましたので報告いたします。５月１２日付、市長から「議案の訂正について」文書の送付がありました。本件については後刻議題としご審議願います。なお同日付市長から「議案の訂正について」文書の送付がありました。その写しは、お手元に配付してありますので、これにより訂正することを承認願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、金城甚松君、島袋宗康君　を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第５３号、那覇市職員の勤務時間休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定についての一部訂正についてを議題といたします。当局の説明を求めます。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第５３号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定についての一部訂正についてご説明申し上げます。内容は〝慰霊の日〟を休日に追加するということであります。このことにつきまましては琉球政府において慰霊の日を休日に追加することについて正式に決定され、また全県民的な日として定着しておりますので追加いたしました。追加の箇所といたしましては議案第５３号の第４条、２段目の市制施行記念日の次に〝慰霊の日〟を挿入したいと思います。よろしくご審議下さるようお願いいたします。

　　　　　　　　　（〝異議なし〟というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案の一部訂正については承認されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　諮問第１号、公有水面埋立て免許申請についての事件を議題とし当局の説明を求めます。









○　建設部長（水間平君）

　　諮問第１号、公有水面埋立て免許申請についての提案理由をご説明いたします。本案は、那覇空港民航地区の整備計画の一貫として米国民政府が１９６９年に埋立て工事を着手し、７１年に竣工しています。しかし埋立法の手続がなされていないため、５月１５日以前に琉球政府有地として確定する必要があるとのことで行政主席から公有水面埋立法施行規則第５条の規定により意見を徴されていますので提案いたしました。よろしくご審議のほどお願いします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの当局説明に対して質疑に入ります。休憩します。






（午前１０時５２分　休憩）

（午前１０時５５分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引続き会議を開きます。









○　金城吾郎君

　　ただいま休憩中に諮問第１号の提案理出が遅れたことについて建設部長から聞きましたが、これは重要な意味を持つておりますので一応議事録に残こす意味から改めてお聞きします。なぜ復帰直前の１３日になつて提案しなければならなかつたのか。そしてその埋立地が国有地になるのか、県有地になるのかこれまで明らかにされていなかつた。しかしこの時点においてこの諮問に応えるという先程の主旨の説明でありますが、このことについて一応建設部長からはつきりした答弁を願います。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えします。この空港の埋立問題につきましては現在問題になつております。西側のほうにも軍のほうで埋立てがなされているところがありますがそういうふうなところとも関連いたしまして、当初Ｄ、Ｅのほうで計画をたてその後日本政府、アメリカ政府、琉球政府の三者で今後の空港の取り扱問題についていろいろ協議がなされたようであります。実際問題といたしましては日本政府が７０６,５１１ドル、米政府が１,０５９,０５３ドル資金を投じて埋立工事を完了しております。復帰を迎えるに当りまして事前に埋立てられたような土地については原則としてその所属は国有地になるというようなことであります。そういうふうになりますとこの土地が復帰後今のままにしておきますと、国有地に認定される原則からみまして、国有地になるというようなことが懸念されるので１３日、今日中にこの埋立法によるところの手続きをとつて琉球政府みずからが行なつたということにしておかないと今後の土地の所有権の問題が出て来ますので復帰前にこの問題の結着をつけなければならないというのが琉球政府のいいぶんであります。









○　宮里敏慶君

　　諮問第１号の公有水面埋立てによる土地の事業目的は何か。それが１点、次に米軍が埋立てて来た土地はこの諮間第１号以外にもありますか、さらにこれは日本の国有地になるのかどうかこの２点についてお伺いいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　利用計画につきましては飛行物の一部に利用するというのが利用目的であります。その具体的な計画につきましてはまだ決つてないようでありまして、今後日米琉三者会談を開き正式に決定することとなるというところで今のところ終つているそうでありますが、今後この具体的な利用方法については詰めにかからなければならないということであります。









○　宮里敏慶君

　　米軍が埋立てたのがあるが復帰後はどこの所有になるのかということです。









○　建設部長（水間平君）

　　先ほどお答えしましたように、原則としてアメリカ軍が埋立てたところアメリカ軍あるいは民政府が埋立てたところ、それから自然に埋立ててすでに土地になつているようなところ、そういうふうなことについては原則として国有地になるというようなことを聞いております。









○　宮里敏慶君

　　諮問第１号、公有水面埋立て免許申請については那覇市が埋立て申請したことはないかどうかお伺いいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　いまの場所に対して埋立て申請をなしておりません。









○　金城吾郎君

　　この埋立て地は１３日、きよう中に処理しなければ、復帰後における所有は国になるおそれがある、ということであわてているということでありますが、一応きよう議会が諮問にこたえることによつて当局はその処理をなさるでありましようが、県有地になつたとした場合、これは日本政府やアメリカ民政府から金が出ておるんだが、その土地の利用計画についてはある程度の制約を受けるのかどうか。５月８日に文書が発送されておるが、きようまでの間に琉球政府との間で何か話し合いがなされているのか。そのままストレートに沖縄県の所有になるのか、それとも何らかの制約があるのか、いま事実あるというふうに聞いておる。その使用などというものはだれが許可を受け、どうしておるのか。少なくともこの登記関係はまだしてないと思う。こういうことについて琉球政府の関係部局と話し合いしたかどうか。









○　建設部長（水間平君）

　　ただいまの質問の事項については、われわれは詳しくは聞いておりませんが、ただその所有権のことが問題になつているということと、今後その土地の利用については日米琉三者で協議をしていくというその時点でストツプになつているんだということでこの土地の利用計画については今後の問題になつていくだろうということであります。









○　金城吾郎君

　　該地域につきましては、これはある個人会社からも埋立ての申請が過去においてなされております。那覇市議会にも陳情がまいつたことがあるわけです。これは議会としては、那覇港の玄関口でもあるし、特定の法人や個人にその埋立ての認可をするとどのような施設がなされるかもわからぬ。したがつて、これは埋立てするならば市独自の計画に基づいてなされるべきである、ということでこの陳情を不採択にし、あるいはその他の申請についても市議会としては撤回させた事実があるわけです。ですからそういう重要な地域であるがゆえに、県が所有し、その計画に基づいてなされるとするならば、那覇の都市計画上あまり不都合の点は出てこないと思うけれども、少なくとも港の玄関口であるからには市としても一応その諮問にこたえるからには琉球政府に対して一応はつきりした注文をつけた上で文書を出していただきたい。そういうふうに考えます。質問を終わります。









○　又吉久正君

　　先ほどのご説明で日本政府から７０万ドルあまり、軍から１０５万ドルあまりの埋立て費用を出して埋立てたというご答弁でございましたが、その中でいまこの問題においては日米琉政府が今後これについての話し合いを持つていくというようなことでありますが、そのとおりでございますか。また日本政府やあるいはアメリカ政府からこれを県有地にしていいとか悪いとかということの話し合いがあるのかどうか、その点をお伺いしたい。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。今後日米琉三者で会談を開くということでなしに、日米琉三者会談を開き正式に決定する、ということでもつて一応ストツプしている状態であります。今後日米琉でやるということでなしに、日米琉でいつしよにやつていこうじやないか、という話し合いをやつていることでもつて打ち切られているということで結論は出てないということであります。









○　又吉久正君

　　これはすでに埋立ても完了していると思いますが、あるいはまだ残つているかもわかりませんが、そうしますと、いまのご答弁では話し合いの最中であるということでございますが、そのまま放つておくと国有地になるというようなお考えで、手つ取り早く諮問を出して、そして復帰前に県有地になすというようなお考えのようでありますが、そうすると、日米琉政府の話し合いがきまらないうちにこういうふうにするとぐあい悪いところが出てこないかどうか。金は日本政府とアメリカ政府が出してくれるが話し中の途中で琉球政府の所有になつていくということに将来問題をかもすおそれはないかどうか。その点のご見解をひとつご説明願いたい。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。先ほど申し上げましたのはどの時点で話し合いがストツプしているかということについて日米琉三者会談を開いて今後それを考えていこう、ということでストツプになつているというふうなことであるわけであります。今後の問題について同じく日米琉三者でやるというふうな意味ではないのであります。それから埋立工事は完了していますけれども、そのほかの計画について工事を中断し、工事中止に伴う必要な措置は琉球政府がこれにあたるんだという話し合いがなされているようであります。









○　平良信一君

　　諮問第１号の公有水面埋立て免許申請について、この埋立てをする前に那覇市と話し合いが持たれたかどうか。当然那覇市と話し合いが持たれたならば、那覇市として何％は那覇市に提供するとかというふうな条件を付したかどうかこれについてお話し合いを持たれたかどうか。この点についてお伺いしたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。米軍が最初計画してやつているもんですからして、市に対しては何らの相談もありませんでした。なおこの地域は軍用地の公有水面でありまして、琉球政府が直接権限の及ぶところでもないわけであります。結局軍と琉球政府あたりの話し合い、琉球政府がやるにしましても、軍との話し合いによつてしかできないような特殊の地域でありますので、市当局には何らの連絡もございませんでした。









○　真栄城嘉園君

　　ただいま部長のご説明によりますと、そのままにしておくと国有地になるというふうなご答弁がありましたけれども、国有地になるという根拠、これをご説明願いたい。それから問題はこの公有水面埋立てについてはもう何度となくタイム・リミツトがあるというようなことでわれわれに審議する余裕を与えない。これが琉球政府がとつてきた態度であります常に那覇市当局、議会は公有水面埋立ての諮問につきましては、埋立てられたあとタイム・リミツトまできて即決してほしい、というような形でなされているのがこの諮問であります。この点について市当局はどのようにお考えであるか。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。国有地になる根拠については詳しく法的な面についてはまだ調べておりません。ただ大蔵省の財産課長がこちらにみえましたときに、今度の埋立てに関してすでに埋立てられたところについては国有地になるんだということを大蔵省の財産課長からもそのような説明は受けております。しかしどのような法的根拠であるのかというようなことについては詳しくはまだ調べておりません。それからもうひとつ琉球政府が埋立てる場合に常にタイム・リミツトということで議会で十分審議できないというふうなことがらについてはそのようなことがあつてはいけないと思います。やはり地方自治を尊重し、これを発展させるという立場に市当局も立つていますし、そういうふうな立場からいたしましても十分な審議が議会でなされないというようなことは遺憾だと思います。そのようなことがないようにわれわれのほうからも強くいままでも申し入れてきましたし、今後もそのようなことを申し入れていきたいと思つております。









○　真栄城嘉園君

　　ただいま根拠となる法律は調べてないということですがただ大蔵省の係官とお話し合いの上でそのような説明があつたというように私は理解しておりますけれども、この公有水面埋立て諮問の件につきまして５月８日に文書が琉球政府からきておりますが担当部として琉球政府と話し合いはどのようになつておりますか。お話し合いはなされたと思うんですけれども、その中でやはり県有地になるのか、国有地になるのかというようなことがはつきりするわけですが議会におきまして国有地になるのか県有地になるのかはつきりできないままに審議はできない、と本員は思います。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。軍が埋立てたものについては原則的にいつて国有地になるんだというようなことは、先ほども申し上げたとおりであります。そこで、じやそのままにしておいた場合に、これが国有地になるのか、県有地になるのか、というようなことについていろいろと疑問があるようであります。そこで埋立法の手続きによつて琉球政府が埋立てるというようなことで、この公有水面埋立法による手続きをやるのであれば、間違いなく沖縄県の土地になる、というようなことでございます。









○　真栄城嘉園君

　　これをいままでどおりしておくと国有地になるかあるいは県有地になるかわかりません、ということでございましよう。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。軍が埋立てたものについては原則としては国有地になるというようなことであります。ところがこの場合、日本政府と民政府のほうから援助金などが出ていますんで、国有地になるか県有地になるかというようなことについてはいろいろ議論の余地もあるようであります。ところで、琉球政府の考え方といたしまして、また日本政府の考え方もそうだという説明を受けましたが、公有水面埋立法の手続きによつて、琉球政府がその許可を取つて埋立てたということになるのであれば、間違いなく１５日以降は沖縄県の土地になるからはつきりそれをさせておつたほうがいいんじやないかというようなことであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１１時１６分　休憩）

（午前１１時２６分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　真栄城嘉園君

　　先ほど申し上げましたとおりこの公有水面埋立ての諮問につきましては何度となく、ただいまのような審議も出来ないような切羽詰まつた形で議会に諮問されております。これは私は幾つかの例を挙げることが出来ますけれども、今後このようなことがないようにひとつ琉球政府とも十分話し合つて、法に則つて審議が出来るような形にもつていかれるよう希望いたしまして質疑を終わります。









○　金城重正君

　　ただいま提案されております埋立地の件について質疑をいたします。今まで質疑が交わされておりますけれども、この地先きは最初は説明にありましたとおりＤＥが発注しその金は日本政府から出しておるということで両方にまたがつておるようでございます。その内容は、最初はそこを飛行場のエプロンにするためにＤＥとしては計画をやつておる。その後、本土復帰が足音高く近よつてまいりまして日本政府の運輸省がこれではインターナシヨナルなエアーポートとして問題があるということでそこでターミナルをもつと南側に、戦前のターミナルのありましたところに移したほうがいいんじやないかというだいたいの計画がありましてその工事が中途で変更され中断されたということを承つております。そこでその埋立て工事につきましてはいろいろな業者が入つております。たとえば大城組、国土開発、それから下請け業者がたくさん入つております。そこでこの工事が半ば中断されまして現在のところ未完成であります。そこでその問題について請負業者とそれからＤＥ、さらに大城組、国土開発が相まつて訴訟の問題までそれが発展しかねない状態になつておるということを承つております。そこで請負業者としてはそこに投入した仕事の量、そういうものは非常に大でございまして、その問題が解決しないままに今日に至つておる。こういうように承つておりますがその業者、ＤＥ、さらに日本政府三者が話し合い、いわゆる今まで工事をやつてきたものについて、飛行場のエプロンとして利用するのに待つたをかけられておる。従つて工事が出来ないその分についての話し合い、先ほど申し上げましたように訴訟の段階にまで進んでおるやに承つております。これがどういうような結果になつておるのか。当局としてご存知であるならばご答弁をしていただきたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　ただいまのご質問の件については聞いておりません。それで答えることが出来ないわけでございます。









○　金城重正君

　　これは皆さん方が提案した議案の中の一番下のほうにうすく鉛筆で書いてある〝本件埋立工事は完了しているので今までの経緯を調べる必要がある〟というふうに書いてある。だからそういう問題がはつきりわからないと私たちとしてもこれは全会一致といいますか、ここで採決するわけにはいかないんじやないか、もし訴訟問題がなかつたとするならば、訴訟と埋立地、免許申請については諮問とは別であるという考えであるならばまた別に考え方も生れるかもしれませんけれども、本員としてはこのように承つております。

　そこでこれは相当根深い問題がございまして、業者はＤＥを相手にした、ＤＥはいやこれは日本政府だ、といい、日本政府はいやこれはＤＥが発注したんだ、と。それから現在までの工事は約７０％～８０％ぐらいやつておりますけれども、それの管理はＤＥがやつておる、金は日本政府が出した、一体全体これに対する補償はどうするんだというようなことで、工事はストツプしておりますがどうするかという問題になつておりますのか。これがはつきり片がついておるならば私は問題がないと思う。しかしその問題を調査してはつきりしないとこれは議決することが出来ないと思います。これをひとつはつきりさせていただきたいと思います。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。






（午前１１時３０分　休憩）

（午前１１時３１分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　金城重正君

　　私はこの問題については図面を見るときから大体わかつているんです。さらに飛行場に行き通いをしている中でどうして工事がそんなに中断をしているのか、やはり自分の地域、自分の市に関係があるならば大体関心はあると思うんです。市長、助役の皆様は何回となくあの通りを通つていらつしやる。

　したがつて、これを提案する中において当然当局はそのようなものを調べて提案すべきだと思うんです。これがわからないということになりますと、われわれはその諮問について〝はい〟というわけにはいかないんですよ、それについて明らかにしていただきたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。ＤＥなどが、行なういろいろな工事につきましては、たとえば４１号線のあの道路の問題にいたしましても、現在の埋立ての問題にいたしましても、われわれとしてはあらゆる手を尽しまして、どのような目的でどのように保護していこうとしているのか、その計画を知る必要があるというようなことで琉球政府を通じたり、あるいは個人的に知つた人を通じたりしましてやつていますけれども、ＤＥや、民政府でやつている仕事についてはつかめないのが実情なんです。われわれは関心がないということじやあなしに、琉球政府のある段階ではわかつているようなことがあるんでしようけれども、そういつたふうなものについても、やはりわれわれが知ることのできないという事情が従来あまりにも多いようであります。そういうふうな事情で私たちが関心がないということじや決してございません。









○　金城重正君

　　それは関心があるかも知れない、またないかも知れない。私はないとみております。あるならば当然アメリカであろうと、何んであろうと、アメリカはここにしかいないんです。合衆国にいるんじやない。一体全体われわれの市はこうなつているんだけれども、おまえはどうしておるのかということぐらいはもつと前向きでやつてもらわなくちや困るんだ。あまりにも〝アメさん、アメさん〟といつて向こうに責任を負わせて行政をなおざりにしてはいけないんですよ。したがつて私が聞きたいのはそれをアメリカが埋立てようと、県が埋立てようと、いわゆる那覇市の行政としてその地域に請負工事がなされていますから国か県有地に編入されるということになるならば賃借関係はどういうように清算されておるのか。もしも清算されていなければ、県のものになつたとするならば〝私たちは皆さんとは関係ありません〟といえば業者を泣かしてしまう。個人を殺してしまうということになるんです。したがつてそういうものもはつきりさせたうえで、私たちは賛成するということにならんと、ただうやむやの中で賛成するというわけにはいかないと思います。したがつて私はこの議会で即決するにいたしましても、そういう問題を正しく把握して、そこですつきりした形でそれの採決を取つていただきたいとこういうふうに思います。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。






（午前１１時３６分　休憩）

（午前１１時３８分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　久高友敏君

　　諮問第１号、公有水面埋立て免許申請についてでありますが私たちは従来この市長の諮問に対してこたえる場合に、通常は埋立申請がなされた場合に、そして今後この土地を埋立てた場合に、那覇市の都市計画上いろいろ工事の面からして正しいかどうかということを審議するわけでございます。しかし、この埋立申請によつて請負はだれがやるのか、あるいは工事をする場合には損害を与えないか、ということを審議したためしはないわけであります。したがつて、いまわれわれはこの審議の途中でありますが、われわれ那覇市議会としては、あくまでもそこは公有水面であり海であるのでこれをいまから埋立てようとする段階においてわれわれは正しいか、埋立てさせていいかどうかということが審議の焦点でなければならんと思うわけでございます。しかし、いま何か不法埋立てをやつております。この不法埋立てをわれわれは審議する必要はないと思います。幾ら権力者であるうと、だれであろうが那覇市の区域に埋立てをする場合には、あくまでも順序を経てその市町村の議会の審議を経てから埋立てなければならないが、こう一方的に権力者が埋立てたのを、その権力者と手をつないで請負つたものが損害を受けるとか、何とかということはわれわれ論議の外だと思います。したがつてすみやかに公有水面だという基礎に立つてわれわれは審議すべきだと本員は思うが、当局はこれをほんとに既成事実として埋立てを認めて諮問しているのかどうか、これについてお尋ねいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　本来ならば諮問がありますと、私たちは執行の面から、特に都市計画上の問題から検討し、当局の意見というふうなものも十分まとめなければならないわけであります。ところで今回の場合はそのような余裕が全然ございません。琉球政府のほうから、所有権が明らかに県のものになるような措置をするためには、この時期においてはこういうふうな方法しかないんだというふうな形で諮問してきていますもんですからして、議会に対してわれわれは提案をしているという立場でございます。









○　久高友敏君

　　本員はただいま意見と質問をいたしましたが、本員といたしましてはこの諮問第１号は特に時機的にすみやかにやらなければならんと思います。先ほど議長からの発言もあつたとおり早めにすることによつて、われわれ沖縄県民は利益を受ける。したがつて、那覇市の都市計画にも何ら支障はないというような見地からして、質疑はこれで終結いたしまして、そして採決に入つていただきたいというふうに動議を提出いたします。

　　　　　　　　　（〝賛成〟というものあり）

○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの２１番議員の動議でありますが、すみやかに質疑を終結して採決に移してもらいたいということの動議は成立しております。ただいまの動議に賛成の方のご起立を願います。









○　議長（辺野喜英興君）

　　起立少数であります。よつて動議は否決されました。









○　金城重正君

　　この請負は市とは全然関係ないということですか。しかし公有水面で何もないところをいまから埋立てるということであれば問題はないんです。これは実情が違うんです。いろいろな問題がからみ合つている。しからば、沖縄県のためであるならば個人を殺してもいいということですか。冗談じやあないですよ。あなただつたら死ぬかも知れないですよ。そんな私語はよしてください。したがつてこの問題は当然賛成するにおいても、もつと詳しくはつきりさせてからじやないとこれはできないんじやないか。それがただ国のためであるとか県のためであるならば琉球政府がどうのこうのということは何も必要ない、この埋立地についてはもはや埋められておるんです。いまから埋めるということと全然根拠が違う。そこには個人がからみ、日本政府がからみ、アメリカ政府がからんでいるんです。それでいま諮問第１号のほうが通つたとするならば琉球政府のものになつて、それから県のものに移つてくる。そうすると、そこで働いていた人たちはどうなるかということも私たちは市民のひとりとして考えていかなければならないはずであります。したがつて、これはあと１時間、２時間もすれば当局としても調査ではつきりわかるはずです。その間で調査をして、そして採択をしても何らおそくはないと本員は考えます。ひとつ議長でそのようにおとりはからいをしていただきたいと思います。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。






（午前１１時４５分　休憩）

（午前１１時５１分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　又吉久正君

　　先程から問題になつておりますのはやはり埋立業者との問題のようでございます。もし埋立業者との清算が完全にされてないとすれば諮問が終り清算になつた場合に当然県が受けもつべきだと思うが当局はどのように考えるか。









○　建設部長（水間平君）

　　ただいまのご質問にはお答えすることが出来ないのであります。と申しますのは県のものになつたらどうなるというふうにはつきりするもんじやありませんしその内容によつて違いますし一概にどうするということはいえないと思います。

　　　　　　　　（「進行、質疑討論なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質議討論なしと認め採決に入ります。諮間第１号、公有水面埋立免許申請については支障なしとすることにご賛成の方のご起立を求めます。









○　議長（辺野喜英興君）

　多数であります。よつて本件については支障なしと決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。









○　議長（辺野喜英興君）

　　５月１５日の会議は、議事の都合により特に午前零時に繰り上げて開くことにいたします。本日はこれにて散会いたします。

（午前１１時５４分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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○　出席議員（２６名）
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　　８番　　上原綱正君　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　９番　　金城甚松君　　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　１０番　　島袋宗康君　　　　　　２６番　　安見福寿君

　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２７番　　玉城栄一君
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　１３番　　平良信一君　　　　　　２９番　　椿秀義君

　１４番　　宮里敏慶君　　　　　　３０番　　大浜長弘君

　１５番　　金城重正君









○　欠席議員（１名）

　２２番　　喜久山朝重君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　用度管財課長　　　　　　宮城信君

　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　港務課長　　　　　　　　上原一男君

　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　水道局総務課長　　　　　嘉数清孚君

　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　調査係長　　　　　　　永山盛広君












　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








昭和４７年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第１２号






昭和４７年５月１５日（月曜）午前零時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　決議案第１号　祖国復帰宣言

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員金城吾郎君外７名提出）

第３　会期の延長

第４　議案第５３号　那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第７３号　那覇市職員定数条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第７８号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第８８号　那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第８９号　アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車税の特例に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第９０号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第９１号　市有物件の損害共済事業の委託について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第９８号　那覇市税条例制定について　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第９９号　市税の特例に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第９７号　昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

第５　議案第９６号　那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第８４号　昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第８５号　昭和４７年度那覇市水道事業会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第８７号　昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

第６　議案第７５号　那覇市教育長の給与、勤務時間、その他勤務条件に関する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

第７　議案第100号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第103号　那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

第８　議案第101号　那覇市議会委員会条例の全部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員金城吾郎君外７名提出）

　　　議案第102号　那覇市議会事務局設置条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員金城吾郎君外７名提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７２年５月１３日









　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿









総務常任委員長

黒潮隆












委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。






記







	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第５３号
			那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案第７３号
			那覇市職員定数条例制定について
			別紙のとおり
修正可決
	

	
			議案第７８号
			那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案第８８号
			那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について
			〃
	

	
			議案第８９号
			アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関する条例制定について
			〃
	










	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第９０号
			那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案第９１号
			市有物件の損害共済事業の委託について
			〃
	

	
			議案第９８号
			那覇市税条例制定について
			〃
	

	
			議案第９９号
			市税の特例に関する条例制定について
			〃
	

	
			議案第９７号
			昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算
			〃
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












那覇市職員定数条例制定について（議案第７３号）修正案






那覇市職員定数条例制定についての議案を次のように修正する。

第２条中　(1)議会の事務局の職員２３人を追加し、以下順次繰り下げる。

第２条中　計「２,６８５人」とあるのを「２,７０８人」に修正。

付則２中　那覇市職員定数条例（１９５６年那覇市条例第３号）の前に那覇市議会事務局設置条例（１９５３年那覇市条例第２９号）を追加する。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７２年５月１３日






　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿






建設常任委員長

比嘉佑直









委員会審査報告書






　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。






記







	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第９６号
			那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例制定について
			原案可決
	

	
			議案第８４号
			昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算
			〃
	

	
			議案第８５号
			昭和４７年度那覇市水道事業会計予算
			〃
	

	
			議案第８７号
			昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算
			〃
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年５月１３日






　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿









経済民生教育常任委員長

大浜長弘












委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。






記







	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第７５号
			那覇市教育長の給与、勤務時間、その他勤務条件に関する条例制定について
			原案可決
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　あらかじめご通知申し上げましたように、会議規則第９条第２項の規定により、開議時刻を繰り上げ、これより本日の会議を開きます。この際、諸般の報告をいたします。５月１３日付、市長から、「議案の追加送付」がありましたので、報告いたします。５月１３日付、議員金城吾郎君外７名から、市町村自治法第５２条第２項及び会議規則第１４条の規定により、議案第１０１号「那覇市議会委員会条例の全部を改正する条例制定について」議案第１０２号「那覇市議会事務局設置条例制定について」の議案がそれぞれ提出されておりますので、報告いたします。５月１３日付、総務委員長、建設常任委員長、経済民生教育常任委員長から、それぞれ会議規則第１０１条の規定により、委員会審査報告書の提出がありましたので、報告いたします。５月１４日付議員金城吾郎君外７名から、会議規則第１４条の規定により、決議案第１号「祖国復帰宣言」が提出されておりますので、報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、人民国吉辰雄君、平良信一君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、決議案第１号、祖国復帰宣言、についての事件を議題といたします。提案者の説明を求めます。









○　金城吾郎君

　　ただいま議題となりました決議案第１号、祖国復帰宣言についてその提案の主旨をご説明申し上げます。その前に宣言案文の訂正、削除、挿入等がございますのであらかじめご説明申し上げたいと思います。宣言案文の１行目、人類の歴史にその比類をみない戦争の惨禍をうけたわれわれは、の中で〝われわれは〟とあるのを〝沖縄は〟にご訂正願います。次に、下から９行目、しかしながら、返還の内容はの次、〝アメリカの軍事基地の存続と請求権の放案等であり〟を削除いたしまして、その分に〝必らずしも〟を挿入いたします。次に下から５行目、〝わが那覇市議会は〟の〝わが〟を削ります。その下の段の右側、市民の福利増進を計る、とあるのを〝福祉〟に訂正、さらに、計る、〝を図る〟に訂正、最後に〝市民と共に〟の次に〝力強く〟を〝邁進〟の前に挿入いたしたいと思います。それでは提案の主旨を簡単にご説明申し上げたいと思います。昭和４７年５月１５日のきよう、私どもは２７年に亘るアメリカ支配に終止符を打ちまして祖国復帰の日を迎えました。思えば１９４５年の軍事占領以来実に２７年、１９５２年の平和条約発効により祖国分断から満２０年、私ども那覇市民も沖縄全県民とともに茨の道を歩んでまいつたのであります。その間、多くの問題がございましたけれども戦争遂行のため必要とされている軍事基地の拡大強化のため沖縄の土地の強制接収そして引き続く一括払いによる土地の買上げ等、沖縄全体の将来に、そしてこのことは日本の将来に大きな汚点を残すであろう多くの問題があつたわけでございますけれども、全県民が島ぐるみの闘争を展開する中から土地の買上げは阻止され、あるいはかつて、公選をゆるされた知事であつたけれども、１９５２年２月２９日に発布された琉球政府の設立布告第１３号、同時に発布された布令第６８号、琉球政府章典によつて私ども行政主席は、これが公選にされるまで任命と切り換えられ、引き続き１９５７年６月に発布された行政命令第１０７１３号、琉球列島の管理に関する行政命令によつてはその公選制なるものが打ち消され、その後全県民が自治権回復のために主席公選を主体とする多くの戦いを展開してきたことはご承知のとおりであります。琉球政府立法院においても沖縄における唯一の民意代表機関である立場からこれらの諸要求を立法院の全会一致の決議をもつて強く要求し今日に至つたわけであります。那覇市議会ももちろん祖国復帰の問題、失程申し上げた土地闘争を中心としてその他その時点時点における多くの問題に取り組み、その解決のために努力を傾けて来たことはご承知のとおりであります。そしてアメリカをして主席公選をさせなければならないところまで追い込み、また日米両政府をして沖縄返還を話し合わなければならない、取り決めをしなければならないところまで追い込めたことは最早強調するまでもないことはご承知のとおりであります。私ども那覇市は戦争の惨禍をうけながら一木一草もないあの焼野が原の中で満州からあるいは支那からあるいは東南アジヤの各地からそして本土の各県から復員し、あるいは引き揚げて来た市民諸君がともにこの焦土と化した沖縄を、那覇市を建設のために心魂を傾けて努力して来たわけであります。歴代市長そして市の職員諸君はもちろん、全市民が一体となり、また多くの指導者の英知を借りて今日の那覇市を築き上げてまいりました。その後多くの苦難と戦いながら祖国復帰の今日この日まで戦つてまいりました。われわれはこの日を契機として新しい日本の建設のために平和憲法のもと全県民が一致団結いたしまして憲法の精神に則つた自治県政確立のために新しい那覇市づくりのためにこの２７年の間に戦いを土台として、さらに大きく発展させなければならない責任を痛感するものであります。こういう意味におきましてこの意義ある歴史的な日である祖国復帰の日に那覇市議会はその決意を新たにする意味から過去のいろいろの問題を集約し、そして新たな決意を表明するためにここに祖国復帰宣言を提案するものであります。これまで時間をかけまして議会運営委員会において審議をつくし案文となつております。いま復帰の時点におきまして沖縄の現状は円通過の切り換え問題を中心とする県民の不安、あるいは返還協定に提示されているいろいろの問題をめぐりまして賛否両論いろいろありますが、少なくとも那覇市が生成発展し市民の福祉向上が図られるためには那覇市当局も議会も一致して難関打開のために努力しなければならない。このような決意のもとに高らかに祖国復帰宣言を謳いたいと思うのであります。以上簡単に提案の説明を終りまして案文を朗読いたします。祖国復帰宣言、人類の歴史にその比類を見ない戦争の惨禍を受けた沖縄は、祖国日本から分断され実に２７年の長期にわたりアメリカの軍事的支配下におかれた。その間、人権は無視され差別と犠牲を強いられながらも平和を希求し、祖国への道を求めて多くの闘いを展開して来た。

　　その闘いは人権の回復、自治権の確立、土地闘争等県民大衆の心情の発露であつた。このような沖縄の闘いは、遂に祖国日本の国民世論となり、全世界の反響を呼ぶまでに至つた。その結果、日米両政府の沖縄返還取り決めとなり昭和４７年５月１５日の今日我々は祖国復帰を迎えた。然しながら、返還の内容は必ずしも満足すべきものではなく、県民大衆の中に多くの不満をかもし出していることは誠に遺憾である。那覇市議会は、この県民の心情を卒直に訴え、日本国憲法の下で民主主義の基本理念を活かし、市民の福祉増進を図ることを約し、戦争のない平和な文化都市づくりのため、市民と共に力強く邁進することを宣言する。

昭和４７年５月１５日

那覇市議会









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑討論なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑、討論なしと認め採決に入ります。決議案第１号、祖国復帰宣言についいては可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本決議案は全会一致で可決されました。

　　　　　　　　　　　　　　　（拍手）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、会期の延長を議題といたします。おはかりします。

　　今期臨時会の会期は５月１５日までと議決されておりますが、議事の都合により、会期を５月１６日から５月３０日までの１５日間延長いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて会期は、５月１６日から５月３０日までの１５日間延長することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。議事の都合により、５月１６日、５月２０日、５月２３日から、５月２９日まで計９日間は休会いたしたいと思います。

　これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて５月１６日、５月２０日、５月２３日から５月２９日まで計９日間は休会することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、議案第５３号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について、議案第７３号、那覇市職員定数条例制定について、議案第７８号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について、議案第８８号、那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について、議案第８９号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関する条例制定について、議案第９０号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について、議案第９１号、市有物件の損害共済事業の委託について、議案第９８号、那覇市税条例制定について、議案第９９号、市税の特例に関する条例制定について、議案第９７号、昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算。までの事件を一括議題といたします。総務委員長の報告を求めます。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　議案第５３号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について、議案第７３号、那覇市職員定数条例制定について、議案第７８号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について、議案第８８号、那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について、議案第８９号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関する条例制定について、議案第９０号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について、議案第９１号、市有物件の損害共済事業の委託について、議案第９８号、那覇市税条例制定について、議案第９９号、市税の特例に関する条例制定について、議案第９７号、昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算、以上１０件を一括して本委員会における審査の経過及び結果を報告します。議案第５３号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定について、審査の主なるものを申し上げると、現行条例との相違点について質したところ、当局答弁は、自治省の準則にならい本条例では基本的な事項だけを規定し、具体的な事項については規則で規定することにした。また、年次休暇の与え方については沖縄の労働基準法と本土の地方公務員法、労働基準法との間に相違点があり、法律の制度も変わつてきている。その他休日についても「国民の祝日に関する法律」等の違いもある。なお、組合の休暇制度についても無給の休暇制度を設けた、これが相違点である。ということであります。

　　次に本条例第５条には、職員は１年につき２０日の年次休暇を受けることができるとあるが、年次休暇は職員の希望する日に何時でも請求ができるかと質したところ、原則としては何時でも本人の希望する日に与えるが、当局には時季変更権があるので、多忙の折は変更してくれという権限はある。ということであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第７３号、那覇市職員定数条例制定について、議案第７８号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について、まず議案第７３号、那覇市職員定数条例制定について、審査の主なるものを申し上げると、本案については本条例第２条の職員の定数に論議がかわされたのであります。

　　これに対する当局の説明は、今回「沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律」第３２条によつて、現在琉球政府が行なつている業務が相当数あるが、これを引き継ぐこと。さらに本土の法制度が移行されることによつて自動的に業務量が増大することによる職員の増が大半をしめている。本条例第２条(1)号市長の事務部局の職員１,６３６人中１４７人の増の内政府からの事務引き継ぎに伴うものは５７人でその内訳は那覇商港関係３２人、浚渫船うるま号の移管により１３人、指定統計５人、外人登録１人、伝染病予防４人、首里樹木園関係２人となつております。

　　次に本条例第２条(4)号教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管に属する教育機関の職員６１７人について現行は６０２人であるが業務量の増大に伴い１５人の増となる。

　　即ち松島中学校は従来政府の管轄であつたが、市に移管されるので、これに伴う職員の増５人、指導教育主事７人、市民生課社会教育係３人は教育委員会に配置換えとなる。なお、６１７人の内訳は幼稚園教員１４２人、幼稚園書記２４人、学校の一般書記５２人、図書館書記１５人、調理場世話人４５人、調理場監視員３８人、栄養士１９人、調理員１８６人、運転手１６人、調理場書記５人、調理場機関士３人、調理場主任３人、調理場場長１人、教育委員会の事務局６８人となつています。次に今回の７６５人の人員増との関連において、例えばコンピユーター、ゼロツクス等の機械の導入についてますます複雑化する行政事務の改善についての意図があるかということについては事務の合理化の成否はいつにかかつて市民に対する行政サービスにあるが、従来の行政事務の合理化を阻害するような制度、慣習というものはこの際全面的に排除していきたい。具体的な問題としては１.機械の導入、２.職員の資質の向上、３.職場環境並びに施設の整備という３点におかれる。とりわけ機械の導入については税務関係の計算国民健康保険、国民年金等単純な業務については、機械によつて処理したい。ということであります。さらに監査委員の事務部局の職員の定数増については、他の行政事務とのバランスを考慮したい。

　　ちなみに、本土における調査にもとずけば会計監査の対象となる会計数はその大半が１４ないし、１５であり、その定数は１５会計の場合は８人、１４会計の場合は６人である。和歌山市の場合は１４会計で１１人となつているが、これは例外である。従つて監査委員の事務部局の職員については、現定数で処理したいが、委員会の強い要請もあるので一応現定数にとどめ、市長部局の内部操作により、６月１日から１人増員するという形で処理し、適当な時期に於て条例の改正を行ないたい。ということであります。次に、議会事務局職員の定数２３人を今回除外したことについて論議が集約されたのでありますが、結論として、本土市町村における職員定数条例の制定基準を調査したところ各機関別に制定したところもあり、まちまちであるが、その大半が議会事務局を包含した総合条例であり、自治省もそのように指導している。総合条例の利点は、一見して市職員の定数を把握することが出来る、ということである。なお、質疑の過程において、議決機関に対する執行機関の人事権介入の危惧についても論じられたのであるが、本条例第３条（職員定数の配分）において「前条に掲げる職員定数の当該事務部局内の配分は、それぞれの任命権者が定める」と明記されており総合条例として一本化しても何ら人事権の介入にはならない。

　　さらに市職員を同一職場に１０数年もとどめることは心情的にも忍びがたいことであり、執行、あるいは議決機関の別を問わず人事権は最大限に尊重されるべきであるが、今後はそれぞれの任命権者が双方合議の上、適材適所に職員の人事交流を促進し、新規職員の採用基準については各事務部局も含めて相互に均衡を保ち、公平を欠くことがないよう特に留意し、市職員のより一層の資質の向上と、行政事務の改善、能率化をはかるべきである。以上の主旨により全会一致修正案が提出されたのである。

　　委員会は本修正案を全会一致可決すべきものと決定、なお修正案を除く原案についても全会一致可決すべきものと決定いたしました。次に議案第７８号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について、本案については当局の説明を了とし全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第８８号、那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について、審査の主なるものを申し上げると固定資産評価審査委員会の委員については、欠格事項があるかと質したところ、当局答弁は、地方税法第４２５条、第４２６条に固定資産評価審査委員会の委員の兼職禁止、委員の欠格事項が規定されており、１.国会議員及び地方団体の議会の議員、２.地方団体の長、３.農業委員会の農地部会の委員、４.固定資産評価員は固定資産評価審査委員会の委員にはなれない。また、同委員会は中立的機関であるので職員以外でなければならない。

　　なお通達によつて、土地建物等の評価に精通する学識経験者をもつてあたらしめる。ということであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第８９号、「アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車税の特例に関する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、特例法第４条１項の規定によると「地方団体の条例で定めるところによる」と規定されているが、その税額３００円、６００円と規定した根拠についてただしたところ、当局答弁は安保条約第６条に基く行政協定により、自治省の通達において３００円、６００円と明記されている。ということであります。委員会は以上の当局説明を了としたのであるが、それらの税額については沖縄県民とアメリカ合衆国軍隊の構成員とは大きな開きがある。たとえば、軽自動車の場合は、市民から徴収する税額は１,５００円、米軍人、軍属から徴収する税額３００円でその差は５分の１である。また、２輪の小型自動車は、市民から徴収する税額は２,５００円、米軍人、軍属から徴収する税額は６００円で４倍の開きがあり、余りにも公平を欠くものと思慮される。したがつて税の賦課は属地主義の上に立つて市民と同率に徴収すべきである。このことを委員長報告において明確にし、さらに議会運営委員会にはかり付帯決議を行なうことを確認事項とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第９０号、「那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について」審査の主なるものを申し上げると、春闘におけるベースアツプの妥結の内容についてただしたところ、当局答弁は、第一組合とは額面１万円および配分についても妥結したが、第二組合とはその額に不満がある。ということで団交打ち切りということになつている。なお、妥結額１万円の配分については７,５００円を定額アツプし残り２,５００円を各号給に平均して配分してある。アツプ額を例示すれば、高校卒の初任給８号給で現給３３,２１０円、改訂額４０,８００円、アツプ額７,５９０円、短大卒の初任給１３号給で現給３８,１６０円、改訂額４６,２００円、アツプ額８,０４０円、大学卒の初任給１８号給で現給４３,１１０円、改訂額５１,６００円、アツプ額８,４９０円。係長の初任給３８号給で現給６２,９１０円、改訂額７３,２００円、アツプ額１０,２９０円。課長の初任給５４号給で現給７９,０７４円、改訂額９０,４８０円、アツプ額１１,４０６円。部長クラス７７号給で、現給１０２,６７２円、改訂額１１５,３２０円、アツプ額１２,６４８円となる。

　　なお、平均給は３５号給で現給５９,９４０円、改訂額６９,９６０円、アツプ額１０,０２０円、である。ということであります。

　　次に第８条１項中、「解職した者」を「免職された者」に改めた理由について質したところ、従来、特別職も含めて条例を制定してあつたため、「解職」と規定をしていたが今回特別職と一般職は別々に給与条例を制定した。なお、職員には「解職」ということはあり得ないので「免職」に改めた。ということであります。

　　委員会は以上のほか、なお若干の質疑が交わされたのでありますが当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第９１号「市有物件の損害共済事業の委託について」審査の主なるものを申し上げると市有物件とは何か、また現在施行されている保険との関連はどうなるのかとただしたところ、当局答弁は市有物件とは行政財産、普通財産車輛等である。また現在沖縄の自賠保険は、人身損害並びに物損の対象になつているが、本土の自賠になると人身損害のみで物損は任意保険にかわるので任意の物損を共済会に加入したい。その比率においては現在の２分の１以下になる。また現在保険に加入しているが復帰後期限ぎれと同時に損害共済事業に切り換え共済会に加入したい。

　　なお全国４００余の市がこれに加入しているがただし町村は加入してない。ということであります。

　　委員会は以上の当局答弁を了とし本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第９８号「那覇市税条例制定について」審査の主なるものを申し上げると本条例中「削除」の項目が多分にあるが、その理由についてただしたところ、当局答弁は本土の地方税法に基づいた条例準則が自治省から出ており、その準則をそつくり取り入れ条例を整備した。削除の部分をつめると地方税法の改正に伴い、準則にのつとり改正部分の挿入の際作業が困難である。ということであります。これに対し委員会は、本条例は今回新たに制定される条例である。既設の部分があつて「削除」ということであれば妥当と思考されるが、いずれにしても条例の完壁な制定を期さねばならない。何時の時点で本条例の整備が出来るかと質したところ、当局答弁は、４７年度における税務関係の作業のスケジユールは、まことに厳しいものがある。その理由は、４７年度内で、本年及び来年度の賦課作業を行なわなければならず、さらに１月１日に次年度の賦課作業も合わせて行なわなければならない。したがつて、その作業量において繁忙をきわめるので、確実な見通しとしては、来たる１２月定例会までに本条例の整備をしたい。ということであります。

　　委員会は以上の当局説明を了とし本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第９９号「市税の特例に関する条例制定について」本案は『沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律』の施行に伴い地方税に関する税率、免税点、課税標準となる前年の所得および課税総所得金額等の算定、課税機関等の相違に伴う必要な税額の調整、固定資産の評価の方法、その他必要な経過措置が定められたので、市税についても、その特例措置を定める必要があり、昭和４７年度の１.市民税関係では税率は本土法の８０％相当額となり、税額は法令に基いて算定した額の４分の３に相当する額となる。２.固定資産税関係では、評価の方法および税率は沖縄法令の規定による額とし、税率は法令に基づいて算定した額の４分の３に相当する額になる。３.軽自動車関係では、原動機付自転車および農耕作業用自転車以外の小型特殊自動車に対しては課税しないこと、税率は沖縄法令の規定による税率相当額となる。４.市たばこ消費税関係では沖縄にはたばこ小売人の登録制がないため当分の間小売人から他の小売人に売渡す場合も公社が小売人に売り渡したものとみなすようになつたことと、売渡し『本数』についても人口割等で勘案して『規則』で定めるようにした。５.電気、ガス税関係では、税率の特例が設けられ、昭和４７年度は１％とし、以後毎年１％の税率が引き上げられて昭和５３年度で本土並みの７％になる。ということであります。委員会は以上の当局説明を了とし、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第９７号「昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算」本暫定予算を編成するにあたり、特に留意した点は、△歳出については、１.必要最小限の経常経費、２.１９７２年度に支出負担行為をなし執行中の経費、３.福祉事業の経費、４.特別会計繰出金、５.公債費その他の経費について計上した。次に、△歳入については、市税は、滞納繰越分および過年度分の５月中収入見込み額を計上した。使用料及び手数料は、公設市場、納骨堂、住宅の各使用料については滞納繰越分を、その他の使用料及び手数料については、各々０.５ヵ月分を計上した。国県支出金については、歳出に見合うように計上した。ということであります。次に、建設委員会の審査に係る、△歳出７款１項「商工費」５目「市場建設費」８款「土木費」１１款「災害復旧費」については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定、また、経済民生教育委員会の審査に係る、△歳出３款「民生費」４款「衛生費」５款「労働費」６款「農林水産業費」７款「商工費」１項「商工費」５目「市場建設費」を除く、１０款「教育費」については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定した旨の通知を受けております。結論として、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上ご報告申し上げ、よろしく各位のご質問を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。









○　久高友敏君

　　ただいまの委員長報告の中でアメリカ軍人、軍属から徴収する税額ということがありますが、かれらが所有している軽自動車の台数はどのくらいか。当局説明の中ではその保有台数がわからない。そしてこの次に提出される予算ではどの程度見込まれているのか。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　２１番議員の質問にお答えします。ただいまのご質問の内容については委員会で審議されましたが当局説明ではその保有台数は把握してないということでありました。それから１９日に提出される予算には若干の収入を組んであるが、その場合には一般市民から徴収する軽自動車税と一つの項目にして計上されておるが、どれだけの収入を計上するかについては明らかにされておりません。









○　久高友敏君

　　しかし条例を制定するからにはやはり一般市民、アメリカ軍人、軍属その他家族を当然含めたその条例に基づいて課税されるわけであり、予算に計上しなければならないはずであります。そして課税するからには確実な台数の把握でなくても大まかな数字はわからなければならないが、唯、漠然と条例を制定することは条例制定の主旨に反すると思いますがその点についてもう一ぺんご説明願います。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　従来、予算案と関連する条例が同時に提案されている場合は、おつしやるようにそこまで深めて審議できたわけでございます。ところがこの条例案が先に提案され、しかもまだ本予算が提案されてない中で審議されましたのでその額がいくらになるかということは明確になされないままに質疑がなされ可決されたということになつております。









○　金城重正君

　　委員長にお尋ねいたしたいと思います。ただいまの委員長の報告の中で一般会計の暫定予算、これが委員会で可決になつたということでございますけれども、土地区画整理事業への繰出金として説明書の７４ページに２２０万の額が計上されておりますがその繰出金はどこに出すのか。と申しますのはきようの議事日程を見た場合に特例会計の区画整理の議案が出ていない、ここで全会一致この予算を通した場合にこの繰出金はどこに出していくのか。そのことについては多分委員会では審議がなされてないと思いますけれども、ご審議されてなければ委員長からして当局に登弁をさせていただきたい。かように思います。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　１５番議員のご質疑にお答えしたいと思います。ただいまご質疑のあつたような内容については審議されておりません。当局としては区画整理事業に一般会計から繰出すものの１０分の１をこの暫定予算に計上したという説明がなされそれを了として全会一致可決されておりますが、今ご質疑されたようなことについては審議はなされておりません。当局のほうでご説明をしていただきたいと思います。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。これにつきましてはただいま提案中の特別会計へ繰出すための予算の計上でございます。

　　　　　　　　　（「聞こえません」という者あり）

　ただいま議会のほうで審議中の特別会計へ繰出すために計上してあるわけでございます。









○　金城重正君

　　本員が当局に答弁をしてもらいたいということはそういうことじやあないんです。当然この一般会計の暫定予算の中に計上されておるのは土地区画整理事業への繰出金であるということははつきりしております。しかしですね、この議事日程を見た場合に区画整理事業の予算が議事日程に入つてない、どうして入つてないか。市の行政というのは１日、１秒たりともおろそかに出来ない、だからこの夜中にこのように議会を開催しなければならないという立場になつておる。どうしてここに特別会計の区画整理事業の予算が出てきてないのか。これについてお尋ねをしているわけなんです。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前２時４１分　休憩）

（午前２時４８分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　金城重正君

　　休憩中に１９番議員の説明の中で委員会で了解したんだ、というようなお話でございますけれども、私は委員会で了解しようとしまいとその一般会計の暫定予算の中にこれだけの繰出金が出ておる。しかし出すところの相手が全然ない、一体この暫定予算は可決出来るのかどうか非常に疑問であります。そこでまず最初に委員長にお尋ねいたしますけれども、この暫定予算を委員会のほうで可決する前に一応建設委員会からこういうようなことになつております、という報告があつたかどうか。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　そういう報告は全然ございませんでした。









○　金城重正君

　　休憩していただきたいと思います。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午前２時５１分　休憩）

（午前２時５２分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　金城重正君

　　暫定予算を可決するに当りまして先程質問いたしましたように土地区画整理事業これの繰出金が委員会でも可決された。しかし、受入側の区画整理費というものが予算案が上がつてない。そうしますとこの予算案の執行面が非常に問題になつてくるけれども先程委員長の答弁の中にありましたようにその面までは報告を受けてないということであります。でありますならばこの暫定予算の可決につきましてもいろいろ問題がある。そこでこの執行は当局はどのようにやつてゆかれるのか、委員長から当局をして答弁させていただきたいと思います。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　ただいまのご質問は今提出されている昭和４７年度暫定予算のことをさしておりますか。

　　　　　　　　　（「そうだ」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午前３時０８分　休憩）

（午前３時１１分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　財政部長（伊波静男君）

　　特別会計が可決されてはじめて繰出しは可能になるということであります。









○　金城重正君

　　財政部長は暫定予算の上にたつて、特別会計が議会で議決されてはじめて繰出しが可能になるということですが当然であります。しかし、この特別会計は市長の名前で本会議に提案され委員会に付託されております。それが今日まで審議がなされてない。いわゆる数字のミス、さらに議案第６０号が委員会でも可決され、本会議でも可決されております。そしてきようからこの６０号議案が効力を発するわけでございます。しかしそれに基づく特別会計の予算は出されてない。そこでここにありますようにたくさん数字の間違いを出してご訂正をお願いしますといつて委員会に出して来た。それをまた引つこめて本会議にも出されてない。平良市政はこういう重要な時期にこの予算案をしつかりした形で出して、そして議会の議決をいただいて明日から市民に対して不自由のない行政執行をやらなければならないはずでございます。どうしてこのような形になつたのか。これについて責任ある助役、部長、そして市長はどのようにお考えになつているのか。一日たりとも予算の空白はゆるされない。そこでこれがいつ訂正され、間違いなく委員会を通過して本会議で可決されるのか、それについて皆さん方はどのような責任を感じておりますか、ご答弁していただきたい。

　　　　　（「もうやめたほうがいいんじやないの」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午前３時１２分　休憩）

（午前３時３１分　再会）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　真栄城嘉園君

　　議案第７３号、那覇市職員定数条例制定について委員長にお尋ねいたします。本条例は提案理由にもありましたとおり事務量が非常に増加したというようなことでこの案が提案されております。本員がお聞きしたいことは那覇港と那覇商港を一元化をしたというようなことですが那覇商港の政府職員がこの条例の定数増に入つておりますか、この点をご答弁願いたいと思います。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　入つております。









○　真栄城嘉園君

　　私ども建設委員会で那覇商港との一元化条例を審議いたしました場合に、当局の説明では、覚書きの中に政府職員を身分、待遇を損うようなことがなく那覇市に引き継ぐということである、という説明がございました。またその中で現在何名の政府職員がいらつしやるかということに対して、３２名、というような答弁でございました。３２名が那覇市の職員になるということであるならば定数条例の改正をしなければいかぬじやないかというようなことをお聞きいたしましたところ、当局の説明は、いや現在の定数ワクで十分まかなうことができます、条例改正はいたしません、というようなご答弁でございました。そういたしますとただいまの委員長のご答弁とは喰い違いが生じておりますけれどもその点をはつきりさせていただきたいというふうに考えます。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　委員長報告でも読み上げましたとおりこの那覇商港関係３２人というものが今度の定数条例に入つてきておるわけです。そして今この定数のワク内で処理できるので定数条例の改正をする必要はないんじやないかというような建設委員会での当局答弁があつたということですがところがこの総務委員会での質疑の中ではそういうことはなかつたわけです。ただこの那覇港に従事している政府の職員の中に欠員が出ておるので条例のワクよりも少ない、そこでそれをふやさないで条例を改正しないで現在いる分をそのまま引き継ぐという説明がございました。そのことじやないかと思います。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午前３時３６分　休憩）

（午前３時３７分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。先程のご質問の定数条例の改正の問題は那覇商港の那覇市への移管は復帰前に引き継ぐということでありますので、すなわち１４日までに引き継ぐと、復帰前での条例改正はその必要がなくして１５日後の定数条例の改正は必要といたします。









○　真栄城嘉園君

　　そういたしますと１４日までに３２名の琉球政府職員が那覇市の職員になつたということですね。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午前３時３９分　休憩）

（午前３時４０分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。質議を終結します。

　　　　　　　　　（「討論なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。

　議案第５３号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の全部を改正する条例制定には委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７３号、那覇市職員定数条例制定について、本案の委員長報告は修正であります。修正案にご賛成の方のご起立を求めます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　全会一致であります。よつて委員長報告どおり修正案は可決されました。









○　議長（辺野喜英興君）

　　次に、修正案を除く原案についてご賛成の方のご起立を求めます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　全会一致であります。よつて修正案を除く原案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７８号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第８８号、那覇市固定資産評価審査委員会条例制定について。は委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第８９号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関する条例制定について。は委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　久高友敏君

　　私は委員長報告どおりこの８９号議案については基本的には賛成いたしかねます。委員会でも那覇市民とアメリカ軍人、軍属に差をつけて課税することについて非常に不満の意を表しながら可決されております。従つて開会と同時になされた祖国復帰宣言にももとると思います。宣言の中には、この県民の心情を卒直に訴え、日本国憲法のもとで民主主義の基本理念を活かし、市民の福祉増進を図ることを約し、戦争のない平和な文化都市づくりのため、市民とともに力強く邁進する。と述べていますしいま宣言したばかりです。それなのにアメリカ軍人、軍属の税金を安くするということは市民福祉につながらないし、市長の権限は侵されております。そういう意味で本案については同席し賛成するわけにはいかないので退場いたします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第９０号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。は委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第９１号、市有物件の損害共済事業の委託について。は委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第９８号、那覇市税条例制定について。は委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第９９号、市税の特例に関する条例制定について。は委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第９７号、昭和４７年度那覇市一般会計暫定予算。については委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第５、議案第９６号、那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例制定について。議案第８４号、昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算。議案第８５号、昭和４７年度那覇市水道事業会計予算。議案第８７号、昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算。までの事件を一括して議題とし建設委員長の審査報告を求めます。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　議案第９６号、「那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例制定について」議案第８４号、「昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算」議案第８５号、「昭和４７年度那覇市水道事業会計予算」議案第８７号、「昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算」以上の４件を一括して本委員会における審査の経過及び結果についてご報告申し上げます。議案第９６号、「那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例制定について」当局の説明によると、本案は、本土港湾法第４０条による分区内における構築物の規制条例である。分区は都市計画法第８条により、臨港地区内に指定されるもので、臨港地区とは、港湾の管理運営の必要上、港湾管理者が行なうことのできる貨物の積みおろし、保管、荷さばき及び運送の改善に関するあつ旋の地域的な範囲を示すとともに、陸域における港湾施設の範囲、及びその中に指定される分区内の構築物の建設等を制限する必要のある地域の範囲を示すものである。ところが、現行港湾法には分区指定の根拠条文がないため、港湾背後地の用途別建築規制ができず、将来の港湾の利用増進上支障をきたすおそれがあるので、本土港湾法第４０条に基づく条例を制定し、建築物を港湾本来の目的にそうよう用途別に制限し、今後の港湾の利用増進をはかりたい、とのことであります。

　　審査のおもなものを申し上げますと、第４条の罰則中、罰金を「５万円以下」とした理由について質したところ、当局の説明は本土港湾法第４０条第３項による法定額であるとのことであります。委員会は以上のほかなお若干の質疑の後、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第８４号、「昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算」についてその経過と結果をご報告申し上げます。総予算額は歳入歳出とも３億５千２百１８万円で、財源別では自己財源が４千４百７６万９千円で１２.７％、依存財源が３億７百４１万１千円で８７.３％の比率となり、前年度に比較して８千２百４０万円の減となつております。その理由は、国庫補助の中で、今年度は雨水排水施設に重点をおいたとのことであります。経費別では人件費６千２百９１万３千円で１７.９％、共済費４百６万５千円で１.２％、物件費７百７８万８千円で２.２％、維持管理費１百１９万１千円で０.３％、建設事業費２億３千６百９５万１千円で６７.３％、公債費１千５百８８万円で４.５％その他経費２千３百３９万２千円で６.６％である。自己財源の主なるものは、下水道使用料であるが、これは水道需要の上昇と、供用開始地域の拡大、本土下水道法の適用により、汲み取り便所は、３ヵ年以内に水洗化するよう義務づけられており、過去の実績と普及計画を勘案し、本年度は４千３百９４万４千円を計上し、前年度より１千７百４万円の増となつております。依存財源では、国庫支出金（９千９百９万３千円）繰入金（１億３千４百１万７千円）市債（７千４百３０万円）で合計３億７百４１万１千円の計上となつております。以上の説明に対し、論議の焦点となつたものを申し上げますと、(1)下水道使用料の現年度分と過年度分についてただしたところ、現在供用開始している５,５１８世帯のうち加入栓数は３,１１９栓で、４７年度中には２,４００栓の加入を見込んで、累計で５,５１９栓となります。使用料は家庭用（月）５５４円の４,０８１件、大口家庭（アパート）（月）３,５５８円の１０３件、事業所（月）１０,７７４円の１３５件で合計４千４百４５万１千円で９８％の徴収率を予想し、４千３百５６万２千円計上した。また過年度収入については７１年度分の４４８件、７２年度で未徴収が出る見込みで、合計９０２件のうち４５０件は徴収されるものとして３８万２千円計上したとのことであります。(2)国庫支出金についてただしましたところ、公共下水道事業は汚水、雨水を対象として各市町村の要求をまとめて、補助の決定がなされるのであるが、今回は総事業費は２億４千７７万円の１０分の４の補助として９千９百９万３千円の国庫補助があり、１０分の６の対応費については起債で１０分の３、一般財源で１０の３の比率でそれぞれ負担することになつている。一般財源については繰入金で措置することになつている。(3)排水設備貸付金元利収入の減額についてただしましたところ、既存の貸付件数は８５件であるが、そのうち４９件に対しては元金は回収されたが、残り３６件分は未収であるので、今回この未収分の５１万１千円を計上してある。この排水設備貸付金については貸付基金制度が議会で承認されましたので、今後は貸付基金条例によつて貸付がなされる、とのことであります。(4)臨時用人料について質しましたところ、復帰後は公共下水道法により３ヵ年以内で水洗便所の設置が義務づけされるので、その普及促進をはかるために臨時用人で実態調査を行なうためにその費用を計上してある。(5)汚水処理負担金について質しましたところ、復帰後、水道公社は県に移管されるので、汚水処理費として県へ支払う２９０万トンの処理費として負担金を計上してある。

　(6)工事請負中の同補助工事の箇所について質しましたところ、工事箇所は、１０工区分で総延長７,３１１ｍで工事箇所の内訳は、山下地区（１工区　２工区）小禄地区（３工区）鏡原地区（４工区）安里、大道、松川地区（５工区）安謝地区（６工区、７工区、８工区、９工区、１０工区）となつている。本委員会は以上の説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。議案第８５号、「昭和４７年度那覇市水道事業会計予算」本年度予算の特色を申し上げますと、１.軍施設への給水料については、復帰と同時に市町村の定めた条例の適用により、市民と平等な水道料金となること。２.水道料金は３０８円換算となつていること。３.建設改良工事費に国庫補助金が５,２０２万円つくこと。４.７２年度予算は５月１４日で閉鎖し、その繰越工事分が新年度に再計上されたこと。となつております。審査の主なものを申し上げますと、まず収益的収入の部については、

　　１款２項５目「土地物件収益」は、軍用地料の値上がりを見込んで計上したとのことだが、いくらの増になるのか。ということに対し、当局の説明は、軍用地料は４,９１９坪１合７勺で、１,１３８万８,０００円となり、約７倍の増となる。なお、契約を拒否しているので、この額は、見舞金を含まず、借地料だけである。とのことであります。１款１項１目「給水収益」については３０８円で、換算し、人件費は３６０円換算とのことだが、それによる落ち込みはいくらか。またこれをどう補塡するか。さらに、未給水地域への工事費に影響しないか。とただしたことに対し、当局の説明は、落込分は１６.８８％の１億５,２５３万６,５３８円である。未給水地域への影響については、軍への給水料を民間と平等にすることにより、１億８,８６１万６,０００円の増収となるので、これから浄水費約６,０００万円差し引いたら約１億２,０００万円の残額となり、残り約３,０００万円については給水増によりカバーできるので、未給水地域への工事費にはさしつかえない。ちなみに未給水地域工事費は、７億６,１９５万２,０００円で、前年度に比べて大型の工事となり、工事費は２倍になつている、との説明であります。次に収益的支出の部の主な質疑を申し上げますと、１款１項７目「業務費」の経費節減の方法については、今後の問題として検針、集金とも２ヵ月１回制にするとともに、作業車の無線機により連絡を密にし、経費節減をはかりたいとのことであります。資本的収入及び支出の部においては、１款２項１目「国庫補助金」の補助率及び工事箇所について質しましたところ、当局の説明は、補助率は工事費の５０％以内で、工事箇所は、イ、山下町から那覇空港までの配管工事、ロ、上間ポンプ場から識名配水池までの送水管布設工事、ハ、泊小学校からタイムス社を通り、中央郵便局前までの配管工事が補助の対象になつている。本土においては水源開発のみの補助であるが、沖縄の建設事業費に対しては特恵措置により５ヵ年間工事費の５０％の補助がなされ、水源開発に対しては１００％補助となつているとのことであります。

　　また、新年度工事ヵ所については国庫補助による３ヵ所のほかに、イ、豊見城、配水池工事及び同ポンプ場付帯工事、ロ、豊見城ポンプ場までの送水管布設工事、ハ、豊見城配水池から宇栄原間の配管工事、ニ、上間ポンプ場及び付帯工事、ホ、安謝橋から松島中学校間配管工事、７２年度から７３年度への繰越分としては、イ、政府５号線より石嶺ポンプ場間配管工事、ロ、石嶺配水池より愛生寮をとおり、首里中校前までの配管工事。ハ、石嶺配水池及び付帯工事、ニ、石嶺ポンプ場及び付帯工事、ホ、石嶺送配水管工事、ヘ、政府道２８号線の儀保三叉路から山川間配管工事、ト、松島中校から山川１町目間配管工事、チ、那覇新港北部地区第１工区及び第２工区の配管工事、リ、農業試験場から松川ポンプ場間配管工事、となつており、これらは道路計画にあわせてなされるとのことであります。本委員会は以上の審査の後、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第８７号、「昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算」本件については、予算の審査に入る前に当局から、本特別会計の設置目的についての説明がなされております。それによると、港湾の使用によつて得た対価は、港湾の管理運営をより円滑に行なうため、サービスの改善と、新しい事態に対応して活用すべきである、という本土港湾法第２９条の「財務原則」及び同法第４９条の「収支報告」等により港湾事業の会計を明確に行なうため特別会計予算を設けたい、とのことであります。

　　本件については款を逐つて審査したのでありますが、その主なものを申し上げます。まず、歳入第１款、使用料及び手数料、第１項　使用料、１目　港湾使用料、２節　埠頭通過料、は９,２０９万９,０００円計上してあるが、これは本土でも徴収しているか。と質したことに対し、当局の説明は、新潟港の場合はとつている。港湾には伝統があり、通過料の徴収はまちまちであるが、本土港湾法第２９条により、港湾の開発、及び管理運営上、必要な場合は徴収できるようになつている。ただし徴収にあたつては収入を明確にし、港湾の施設費、管理運営に充てなければならない。なお、通過料を徴収するためには本土港湾法第４４条の２により運輸大臣の許可を得なければならないとのことであります。次に、各使用料は実績による伸びを押えているのか、またその伸び率はいくらか。ということに対しては、各使用料の伸びは実績によるもので、新条例による額を計上してある。伸び率は１９６９年度から１９７０年度にかけては倍の伸びとなつている。との説明であります。歳入第２款、国庫支出金、第１項、国庫補助金、１目、港湾費補助金の、７２年度事業の再計上分５億１,２４４万１,０００円については６月３０日までに工事が終わるとのことだが、換算はどうなるか。と質したことについては、継続事業の７２年度分の工事費は、すべて３０８円で換算してあるが、資材、労務賃金等については那覇市だけでなく、全琉的に問題がある。差損分についての予算上の問題は予算内で操作するか、あるいは補正により措置するか、ということについてはその時点にならないと明らかでない。との説明であります。歳出についての主な質疑を申し上げますと、歳出第１款、港湾総務費、１項、港湾管理費、１目、一般管理費、２節、給料、に４７人の増員分が計上されているがその内訳については、那覇商港職員の定員３２人、港湾部設置による部長及び運転手計２人、政府から移管された浚渫船「うるま号」の乗組員１３人の計４７人である。なお、「うるま号」については、６年前、政府が購入し、離島各地の港の浚渫をしてきたが、今回那覇商港の移管に伴ない、覚書に基づき那覇市に無償で譲渡されたものである。また、その活用については那覇商港、泊港、その他那覇市の管理する港の浚渫をさせるので、遊休施設になることはない。との当局説明であります。

　　以上の審査の後、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。









○　仲村正治君

　　議案第８４号についてお尋ねします。この特別会計予算は歳入総額が３億５,２１８万円ということになつておりますが、その内訳を見てみますと国庫補助金９,９０９万３,０００円で総額に対する割合いが約２８％、そのほかに対応費として使用料あるいは繰入金、市債等を合計いたしますと約７２％に相当する額になるようですが先程の説明では本年度は雨水、排水施設に重点をおいたために国庫補助がその面に振り向けられたということでございますが、下水道事業は特別会計という立場から従来９１％の補助金で運営されております。対応費として約９％ぐらいだと思いますが、この特別会計予算からすると市民負担が大巾に増えてる形になります。そこで国庫補助の確保に当つて従来通りの補助率で補助金が交付されるように本土政府に折衝してきたかどうかを委員会で審議が交わされたかどうかご答弁願いたい。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　ご質問の主旨は従来補助金を９１％もらつていたがこれを交渉したかということですが、何回かにわたつて部長も行かれたようでございます。それで先程申し上げましたように１０分の６の対応費につきましては１０分の３を一般財源で、１０分の３は起債でまかなつてもよろしいということになつておりまして残りの分が国庫補助ということでございます。









○　仲村正治君

　　本員がお尋ねしているのは、従来９１％の補助があつたわけでございます。それが今回この予算の内訳からいたしますと２８％しか補助はついてないわけでございます。そこで従来の９１％程度の国庫補助が支給されるように当局としては本土折衝をして来たかということについて委員会で審議したかということです。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　９１％の補助を得るために本土折衝したかということは審議されておりません。









○　仲村正治君

　　委員会の中で質疑が交わされてなければ委員長から当局をして説明させて下さい。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。本土復帰にあたりまして特に下水道の補助につきましては本土と沖縄の場合は大きな相違点がございますので、そこにその関係する各市町村並びに政府の関係者と十分話し合いをいたしまして本土の調査団並びに本土政府に直接、間接にいろいろ要請いたしております。さらに、また琉球政府でも直接やつておりまして、また市長といたしましても直接建設大臣にも現地でもやりましたし、また建設省にお伺いいたしましてそこでも直接その問題を要請しております。






○　仲村正治君

　　復帰いたしますと、本土と下水道事業に対する補助についていろいろ相違があるので従来どおりの補助が確保できなかつたということですが、下水道事業の推進は近代都市を建設するためにもつとも重要な事業だと思います。

　その中で戦後２７年間、本土から分断されたためにいろんな面で格差があると思います。従来、市長の主張されていることは、復帰することによつてそういう格差を本土政府の責任において是正させてゆくということでございました。また復帰に関する特別経過措置の中でもそういう面での補いをさせるためにいろんな事柄が経過措置として謳われております。そういうところからなぜこの下水道事業に対して国庫補助が十分確保できなかつたのか、この点について今一度ご答弁いただきたいと思います。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。本土の場合は国庫補助の対象が総事業費に対する４分の１でございます。従来は工事費に対する９１％以内の補助という形でありました。先程もお答え申し上げましたとおり本土においてもこの補助金の増額運動が各事業者から出ておりまして、また下水道協会あたりでも大いに取り上げて活発な要請をしておりますが本土においてはさらにその中で採択基準がありまして、その中での４０％の補助を申し上げますと総事業箇所の約７０％から６０％の範囲内が国の補助の対象の事業になるわけでございます。ところが沖縄の場合は採択基準を一応はずしましようということで事業全体に対する補助が確定いたしたわけです。その分は本土の各都市よりは条件がいいわけでございます。さらにまた残された１０の６のうち約３０％については国の地方債を優先的にしましよう、さらにまたその残りは特別にこの交付金で補いましよう、という形になつております。今後引き続きまして本土の各都市並びに下水道協会ともタイアップしましてこの補助金の増額要請については強力に運動していこうというふうに考えております。









○　仲村正治君

　　本土における地方自治体の事業に対する国庫からの補助の割合というのがどういうふうな形であろうと、私が先ほど申し上げたように沖縄の較差を取りもどすためにはこういう基準にたつての補助金を受けたんでは到底追つつかなないのであります。そういう面ではやはり市当局の本土折衝の面での努力が足らなかつたんじやないかというこということを考えるわけでございます。そこでこのような形ではたして那覇市の下水道事業の推進が現在の計画年度内で達成できるかどうか。そしてこういう市民に負担をかける形での下水道事業がはたしてうまく実施されるか、この点について今一度ご答弁を願いたいと思います。









○　土木部長（内間安春君）

　　おそれ入りますがもう１回お願いいたします。









○　仲村正治君

　　こういうふうに市民負担がふえるわけです。つまり一般会計からの繰出金がふえるわけですがこういう形ではたして、現在計画をたてられておる年度内でこの事業が達成できるかどうか。また運用の面でこういう負担の割合でうまくいくかどうかをお尋ねをしておるわけであります。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えします。事業計画につきましては従来は汚水だけの下水道の事業計画をもつておりましたが、復帰しますと当然公共下水道ということで本土の下水道法に根拠を置きまして事業計画を設定したわけでございますが、従来の下水道の計画にさらに雨水をプラスした那覇市の公共下水道の計画策定がなされるわけです。ですからして一応年次計画的に推進はするわけですが、従来の計画に雨水が入りますので大巾に修正をしなければならないというふうに考えます。ですからその計画に根拠を置きまして今後計画どおりの事業執行は可能かと思います。さらにまた事業費につきましても、下水道はご承知のとおり都市の基本的な施設でございますので今後これを強力に推進する必要があると思います。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結いたします。討論省略して採決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第５、議案第９６号、那覇港臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例制定について、原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第８４号、昭和４７年度那覇市下水道事業特別会計予算は原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第８５号、昭和４７年度那覇市水道事業会計予算は原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第８７号、昭和４７年度那覇市港湾事業特別会計予算は原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第６、議案第７５号、那覇市教育長の給与、勤務時間、その他勤務条件に関する条例制定についてを議題として経済民生教育委員長の報告を求めます。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　議案第７５号、「那覇市教育長の給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する条例制定について」本委員会における審査の経過、及び結果についてご報告いたします。教育長の給与、勤務時間、その他の勤務条件については「教育公務員特例法」第１７条２項により、他の一般職に属する地方公務員とは別に当該地方公共団体の条例で定めるようになつており、本案が提出されておりますが、審査の主なるものを申し上げますと、従来教育長については、那覇連合区の教育長が那覇、浦添、久米島の具志川村、仲里、南、北大東教育区の教育長を兼ねていたが、復帰後は、連合教育委員会制度が廃止され、各市町村ごとに教育長がおかれることになつており、教育委員については「みなす規定」によりその任期が来年の３月までとなつているが、教育長については復帰と同時に「教育委員の中から教育長が選出されることになつている」とのことであります。また、教育長の身分については従来琉球政府公務員に準じて政府負担の教育専門職という身分であつたが、今後は各市町村負担の教育長としてその任にあたることになつている。さらに、その給与については、文部省から「教育長の給与については助役並みにされたい」旨の通達があり、本土各市にあつては助役、あるいは収入役並みの給与額となつているところから、那覇教育委員会としても、これらを参考にしながら、市当局と十分調整の上、「収入役と同額の１６万５,６００円」にした、との説明であります。以上審査の概要を申し上げましたが、本案の審査に関連して、委員の中から教育行政の問題について、二、三の問題点を指摘して、要望が付されたのでありますが、結論として本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。以上ご報告いたします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。









○　宮城武君

　　ただいまの委員長の審査報告によりますと、文部省の通達によつて助役並みに給与をもつていつてもらいたいということがあつたという報告でございますが、この通達はどこにあつたのか、この辺が審議の中で取り交わされておるならばお聞かせ願いたいと思います。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　この文部省からの通達は必ず助役並みにしなくちやいけないというふうなことではなくして、出来るだけ助役並みの給与にしてもらいたい、というふうな内示だそうです。









○　宮城武君

　　ですから、その内示がどこにあつたかそれをご審議なさつたかどうかその点をお尋ねしているわけであります。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　どこに内示がきたかというふうな問題点は委員会での質疑の中ではなされておりませんけれども、本土でもそのようにそれに準じてやつているというふうなことでありまして、どこの教育長のほうにきたかというふうなことは審議の中では交わされておりません。









○　宮城武君

　　内示がどこにあつたか審議の中で交わされてないようでございますが、この教育長という職務は特別職の部類に入るのかそれとも一般職の部類に入るのか、そこら辺審議の対象になつたのかどうかお聞かせ願いたいと思います。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。特別職か一般職かというふうな審議はなされておりません。









○　宮城武君

　　もしそういうふうな審議がなされていないとするならば当局をして委員長からひとつ答弁を求めていただきたいと思います。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　教育委員会はきようみえておりませんけれども、









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。






（午前４時３４分　休憩）

（午前４時３５分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。本市で特別職というのは市長、助役、収入役、水道事業管理者、これだけが特別職であります。それ以外は一般職ということになります。









○　宮城武君

　　特別職の中に収入役が入つていたでしようか、ちよつと聞き漏らしましたが、









○　総務部長（親泊康晴君）

　　収入役も入つております。









○　宮城武君

　　ただいまの当局答弁からいたしますと特別職というのは市長、助役、収入役及び水道事業管理者というのが特別職であるという規定のようでございますが、どうも給与の算定の段階におきまして一般職の部類に入る教育長を特別職と同等に肩を並べさせたというのがございますが、そこら辺は何か根拠があつて一般職を特別職の給与体系の同額にもつていつたのかどうかですね。

これは審議の対象になつたでしようか。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。必ず特別職の助役並みとか収入役並みとかいうようなことではなくして、教育長の説明では助役もしくは収入役、一等課長、那覇市でいえば筆頭部長ですか、だいたいその中間ぐらいが本土での教育長の給与である。しかしながら文部省の示達ではできるだけ収入役、助役並みにしてもらいたいというのが要望と申しましようか、そういうような内示があつたそうでございます。









○　宮城武君

　　どうもその給与査定の根拠というのがあまりはつきりしないわけでございますが、どうしても特別職並みにもつていけという一つの指示、要望というのが文部省からあつたと、いうことですが文部省としても特別職というのは重々承知しておつてそれと同額の給与にもつていけということの示達、要望のようでございますが、ただ私どもが給与を決めていくという現在の制度の中で、あるいは復帰後を想定してのことかもしりませんが根底になるものがなくちやならないと思います。現在那覇市で採用しておる給与体系というものはだいたい通し号給である。すると一般職であるならば助役と同額にもつていくということであればこれは何号俸に該当しておるのか、そこら辺を審議の対象になつておればご説明を願いたいと思います。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　何号俸に該当するかというふうなことでございますけれども、教育長の給与は教育長の給与、勤務時間その他勤務条件に関する条例で制定されるので別に一般職との比較とかいうようなことは行なわれないということでございます。









○　宮城武君

　　どうもこれではおかしいんじやないかと思いますよ。那覇市における職員の分け方というのは特別職、一般職以外にはないんじやないか、そこで基本的な考え方としては当然何号給という号級があつてしかるべきじやないか。そういたしますと現在、これからやつてゆく教育長というのはこの条例の改廃をしないで給与というのは一つの固定化していこうという考え方ですか、たとえば、現在の那覇市の特別職並みの取り扱いという考え方に立つておられますか。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　この条例は教育公務員特例法第１７条の規定に基づいて教育長の給与が決まります。従つて条例が改廃されます。









○　宮城武君

　　基本的なそれに基づく条例の改廃のない限り昇給その他はあり得ないという見解に立つてよろしうございますか。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　その点は審議はされておりませんが条例によつて定めるということになると思います。

　　　　　　　　　（「討論なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。議案第７５号、那覇市教育長の給与、勤務時間、その他勤務条件に関する条例制定について。は委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第７、議案第１００号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について、議案第１０３号、那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について、の事件を一括して議題といたします。提案者の説明を求めます。









○　建設部長（水間平君）

　　議案第１００号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について、ご説明申し上げます。本土復帰に伴い、本土法令の適用ならびに通貨の交換に伴い家賃を円で定めるのが主な改正理由であります。改正点はまず、収入基準を本土法令に規定する基準に改めました。

　　次に家賃を円表示に改めました。算定は沖縄の特別措置に関する法律第４９条の大蔵大臣の定める換算率（１ドル対３０５円）で換算し、５０円未満は切り捨て、５０円以上を切りあげることに致しました。以上２点が主な改正点でありますが、その他に引用法令名、語句等若干改めました。よろしくご審議をお願いいたします。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　議案第１０３号、那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。この条例は、奨学基金元金から生ずる利子収入でもつて学事奨励に要する経費に充当しておりますが、会計年度末において残余額がある場合は、条例第５条によりこれを基金に編入することになつておりますので前年度の残金４６８ドルを基金１５,４３８ドル６２セントに編入し、ドル表示を円に改め、条例第３条の基金額を４,８５１,５１９円１０銭に改める必要がありますので本案を提案した次第であります。よろしくご審議くださるようおねがいいたします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。









○　真栄城嘉園君

　　議案第１０３号についてお伺いします。第３条中、１５,４３８ドル６２セントを４,８５１,５１９円１０銭に改められるわけですが円以下の単位はありますか。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。単位はございます。









○　真栄城嘉園君

　　単位はございますというようなことでございますが、きようわれわれはドルを円に交換するわけですが１０銭という通貨が一般的に通用していますか。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　通貨はございませんので円で打ち切られまして、円以下は切り捨てになります。









○　真栄城嘉園君

　　誰が切り捨てるんですか。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　基金でございますので銀行の換算はこのままで通るわけでございます。









○　真栄城嘉園君

　　先程の答弁の中で１０銭は切り捨てるということですが、どういう方法で切り捨てるのかということです。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　これは基金を円に換算いたしまして３０５円で銀行に預金するわけでございます。このとおりでございます。単位はございます。









○　真栄城嘉園君

　　１０銭はないでしよう。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　銀行の取り扱いはこのとおりでございます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午前４時５２分　休憩）

（午前４時５５分　再開）









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結します。

　議案第１００号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定については建設委員会に、議案第１０３号、那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定については経済民生教育委員会にそれぞれその審査を付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第８、議案第１０１号、那覇市議会委員会条例の全部を改正する条例制定について。議案第１０２号、那覇市議会事務局設置条例制定について。を一括して議題とし提案者の説明を求めます。









○　金城吾郎君

　　提案理由の説明の前にミスプリントがございますのでご訂正を願いたいと思います。議案第１０１号中、２枚目の見出し、那覇市議会委員会条例、かつこ、１９６９年５月７日条例第１号とあるのを第７号にご訂正願います。

　議案第１０１号、那覇市議会委員会条例の全部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。今回の全面改正は標準委員会条例に準じて新たに第５条（資格審査特別委員会　懲罰特別委員会の設置）を追加したことであります。議員の資格決定についての審議は、議員の身分に関する重要なものでありますので、会議規則では必ず委員会の審査を経なければならないものとされており、本条は議員から議員の資格決定についての要求または懲罰の動機が提出されたときは、自動的に資格審査特別委員会または懲罰特別委員会が設置されるものとし、委員定数を１０人と規定してあります。次に第２条（常任委員会の名称、委員定数及びその所管）を市長部局の機構改革並びに事務分掌条例の改正に伴ない委員会条例第２条に規定している委員会の所管を改めること及び第１９条（出席説明の要求）に公平委員会の委員長を追加する必要があること。また「市町村自治法」とあるのを「地方自治法」に改めるため本案を提案してあります。よろしくご審議の程お願いします。議案第１０２号、那覇市議会事務局設置条例の制定について、ご説明申し上げます。本条例制定の趣旨は、復帰に伴い即刻地方自治法の適用を受けますので、同法第１３８条の規定に基づいて現行条例の条文を整備するため提案いたしました。よろしくご審議のほどお願いいたします。









○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論省略し採決に入ることにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議ないと認め質疑討論省略し採決に入ります。

　　日程第８、議案第１０１号、那覇市議会委員会条例の全部を改正する条例制定について、原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第１０２号、那覇市議会事務局設置条例制定について、原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。ただいま議決されました事件について、その条項、字句、数字その他の整理を要するものにつきましては、その整理を議長に委任されたいと思います。これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて条項、字句、数字その他の整理は議長に委任することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　５月１７日と５月１８日は一般質問の日程となつておりますので質問通告書を５月１６日午后５時までに事務局に提出していただきたい。なお、同時刻に抽せんを行ないますのでご通知申しあげます。

　本日の日程は全部終了いたしました。これにて散会いたします。長時間ごくろうさまでございました。

（午前５時００分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









　　上会議録を調整し署名する。









　　　　昭和４７年５月１５日












議長　　　　　　辺野喜英興　㊞









署名議員(人民)国吉辰雄　　㊞









署名議員　　　　平良信一　　㊞
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昭和４７年第１４０回那覇市議会会議録（臨時会）







	
			○５月１７日（１３日目）
			（午前１０時３８分　開議）
	

	
			（午後　３時２５分　散会）
	











○　出席議員（２２名）

　　　２番　　　中村昌信君　　　　　１６番　　高良文雄君

　　　３番　　　瀬長フミ君　　　　　１７番　　又吉久正君

　　　５番　　　喜舎場盛一君　　　　１８番　　仲本安一君

　　　６番　　　仲村正治君　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　　７番　　　欠員　　　　　　　　２１番　　久高友敏君

　　　８番　　　上原綱正君　　　　　２３番　　宮城武君

　　　９番　　　金城甚松君　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　１０番　　　島袋宗康君　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２７番　　玉城栄一君

　　１２番　　　欠員　　　　　　　　２８番　　欠員

　　１３番　　　平良信一君　　　　　２９番　　椿秀義君

　　１４番　　　宮里敏慶君　　　　　３０番　　大浜長弘君

　　１５番　　　金城重正君









○　欠席議員（５名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君

　　　４番　　　辺野喜英興君

　　１９番　　　金城吾郎君

　　２２番　　　喜久山朝重君

　　２６番　　　安見福寿君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　　用度管財課長　　　　　　宮城信君

　　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　港湾課長　　　　　　　　上原一男君

　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　水道局総務課長　　　　　嘉数清孚君

　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　　局長　　　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　　調査係長　　　　　　　永山盛広君









　　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












昭和４７年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第１３号






昭和４７年５月１７日（水曜）午前１０時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第１００号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

第３　議案第１０３号　那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員会審査報告）

第４　一般質問

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









昭和４７年５月１６日






　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿






建設常任委員長

比嘉佑直









委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０３条の規定により報告します。






記







	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第１００号
			那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	




～～～～～～～～～～～～～～～～









昭和４７年５月１６日






　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿









経済民生教育常任委員長

大浜長弘









委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規定第１０３条の規定により報告します。









記








	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第１０３号
			那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	




～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　これより本日の会議を開きます。この際諸般の報告をいたします。５月１３日付、市長から議案第９３号、昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算、および議案第９４号、昭和４７年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算、議案第９５号、昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算、以上３件の予算に関する「事項別明細書」の一部訂正について文書の送付がありました。その写しはお手元に配付してありますので、これにより訂正することを承認願います。５月１６日付、建設常任委員長、経済民生教育常任委員長からそれぞれ会議規則第１０３条の規定により委員会審査報告書の提出がありましたので報告いたします

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は宮里敏慶君、金城重正君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第２、議案第１００号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定についてを議題といたします。建設委員長の審査報告を求めます。









○　建設副委員長（島袋宗康君）

　　議案第１００号「那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について」本委員会における審査の経過および結果をご報告申し上げます。改正点の主なものは、(1)　復帰に伴なう本土法の適用により根拠法及びその条項を改めること。(2)　収入基準を本土の基準に改めること。(3)　ドル表示を円表示に変更することで算定に当たっては１ドル対３０５円換算とし５０円未満を切り捨て、５０円以上を切り上げて１００円単位とすること。と用語の字句の改正となつております。審査の主なものを申し上げます。

　(1)　２６条３項中「１００ドル」を「４６,０００円」にし、「６５ドル」を「２７,０００円」に改めるとあるが、これは３０５円の換算率をはるかに上廻わる。その理由についてただしたところ、当局の説明は、同条は「１００ドル」を「１２５ドル」に、「６５ドル」を「７５ドル」に改正すべきであったが、今日まで改正されてないので、今回一挙に本土基準に改めたいとのことであります。(2)6条の入居資格は公営住宅法の規定を受けて制定されているが、市民の中には６～７年前から市民となり、納税義務も果たしているにもかかわらず、抽選にもれ、入居できない者がいる一方、市民になってからまだ期間の浅いものが抽選により入居している例があり、これは不合理である。とただしたことに対しては、条例第６条２項により、市民になってから６ヵ月以上、という入居制限はあるが、法律の趣旨からは別に制限はない。なお、本土においては住所だけでなく、職場も要件となっているが、これ以上入居制限をすることは法律上許されない。また、公共物の使用権は市民であることだけが要件となっており、運用上、入居条件として「６ヵ月」という期間を置いてあるにすぎない。との説明であります。さらに、２８条に関連して、割増料金制度の実施時期についてただしたことについては、今年１２月を目途に現在源泉徴収表により入居者の収入を調査中である、との説明がなされております。

　以上の審査ののち、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　副議長（仲本安一君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑・討論なし」というものあり）









○　副議長（仲本安一君）

　　質疑・討論を省略し採決に入ります。議案第１００号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第３、議案第１０３号、那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について。　を議題とし、経済民生教育委員長の審査報告を求めます。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　議案第１０３号「那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定について」本委員会における審査の経過および結果をご報告申し上げます。

　本案の改正点の主なものは第３条の「基金の額」を従来のドル表示から、円表示に改めることとなっているが、「奨学基金」については、その収益金に残余額がある場合は「基金」に編入することになっている。従って、前年度の残余金が４６８ドルあるので、これを第３条の「基金額」１万５,４３８ドル６２セントに加えた額１万５,９０６ドル６２セントを３０５円で換算し、「基金の額」を４８５万１,５１９円１０銭に改めたいということであります。委員会は若干の質疑を交わしたのでありますが、結論として、当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　副議長（仲本安一君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑・討論なし」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第１０３号、那覇市奨学基金条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第４、一般質問を行ないます。今回の一般質問の発言時間について議会運営委員会でご検討願った結果、答弁を含めて一人２０分間という割り当てで発言を許すことになっております。なお発言の順序は抽選の結果お手もとに配布の表のとおり決定していますのでご了承願います。順次質問を許します。









○　金城重正君

　　一般質問をいたします。ご承知のようにいよいよ日本復帰が５月１５日を期しまして実現されまして、私どもは日本国民としてこの那覇市におきましても最初の議会が開催されまして、その第一陣をたまわりまして本員が質問いたしますことを非常に光栄に存ずる次第でございます。

　先ほど議長から報告がございましたように、一般質問の時間の制限が２０分に制限されておりまして、十分できないのを非常に残念に思いますが、できるだけ実の入った質問をいたしたいと思います。なお当局も誠意をもってご回答のほどをお願い申し上げます。通告書のほうに出されておりますとおりに、市有財産の管理、行政機能の適正化、都市計画の三点につきまして質問をいたします。順序は違いますけれども、まず都市計画の部から入りたいと思います。私たちは先ほども申し上げましたように、名実ともに日本国民として今後の県政、今後の那覇市政を行なっていかなければならない。さらに外に目を転じました場合に、いまや私たちの世界というものは新しい時代に向かっております。と申し上げますことは、アメリカのニクソン大統領が中国に行き、毛沢東主席、さらに周恩来首相といろいろ世界の情勢について話し合いをしております。それこそ私は世界が平和になるひとつの起点だと、かように信じておるわけであります。したがいまして、私たち日本国民もそれに負けないように、またそれにひけをとらないように、新しい世界に目を向けていかなければならない。そのために私は次のことを市長に質問をいたしたいと思います。これは少なくとも都市計画、そういうものとも関連してまいりますので、ご了承していただきたいと思います。私ども沖繩はご承知のように非常に資源が乏しい。復帰いたしましてもあるものはパインとさとうだけである。

　また、一つの説としては観光というものを沖繩で興こすべきではないかとこういうような話もあるわけであります。しかし、私は沖繩において一番今後必要なものは、人材の養成ではなかろうかとこういうように考える次第でございます。そこで前提において申し上げましたように、いまや世界は新しい転換をむかえておる。その中に日本が入っていかなければならない。沖繩ももはや日本の一部である。そこで沖繩においては一番大事なことは人材の養成であり、そして日本の各地に人を送り、または国際的な沖繩県の人間として私たちは今後十分その自覚を深めて人材の養成につとめていかなければならないと、こういうように考えますが、市長は那覇市が非常に苦しい財源の中から国際的な沖繩人、国際的な那覇市をつくるためにも、那覇市に外国語を専門とするところの専門学校をつくる計画はないかどうか、と申し上げますのは、もう５年、１０年のうちにおいてはアメリカはもちろん中共とも貿易をやっていかなければならぬと思います。そのためにはどうしても中国語がわかるところの人間が必要になってくる。そこで本土においてはいまや中国語ブームが起こっておる。もしも中国と外交が展開されるということになるならば、沖繩の人を使わなければ外交が成立しない、貿易ができないというようなことを日本をして沖繩を認識させる、という意味からもそのような計画がおありかどうか。またそういう計画をやろうとするお考えがあるかどうかをまずお伺いしたいと思います。第２点目には、前回の議会の中でも再三指摘されましたが、これは国場川の流域に不法建築物がございます。那覇市はそれに対して早急に行政措置をやると言っておる。しかし、本員が１週間前にそこを調べたときに、その不法建築の中でまだ営業が行なわれておる。

　これはいかようになっておるのかこれが２点。次は小祿支所の下側の土木工事、これは３月３１日で工期が終了になるようになっておるがまだ終了になってないけれどもこれはどうなっておるのか。次は市有財産の管理についてであります。市長は市の財産を適切に管理をする義務があるわけであります。しかし、この那覇市の庁舎を見ました場合に、現在那覇市の職員である県会議員候補のポスターが貼られておる。役所は一部の人の私有物ではないはずである。どうして当局はそれを許したのか。これについてご答弁をしていただきたいと思います。３番目に行政機能の適正化についてであります。

　その第１点は末端行政事務との関係においてその機能を十分に発揮さしておられるかどうか。また負担外のことをさしてはいないかどうか。その２点。那覇市の厚生会、これは厚生会の条例にありますとおりに、公明正大にその厚生会の運用がなされておるかどうか。以上質問をいたしまして、あとは自席からやりたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。世界の体制に順応した卓見に基づくご提案に対しまして心から敬意を表するものでございます。第１点の外国語の専門学校をつくる意思はないか、というご意問でございますが、現在のところそういう計画を持っておりません。ただし、これはご指摘のとおり将来必ず必要とされる問題であろうと思います。目下のところは行政移管に伴なう諸行政を軌道に乗せるために一生懸命でございまして現時点では計画を立てる余裕がございませんので、これは将来にわたって検討していきたいと存じております。次に国場川の流域の不法建築物につきましては、議会からもたびたび指摘をいただきまして、私のほうでも鋭意こういうものの撤去をつとめておりますが、現在の詳細につきましては担当部課をしてご説明を申し上げたいと思います。小祿支所の下側の土木工事につきましても土木課をしてご説明させることにいたします。庁舎管理で非常に不行き届きの点がございますのは非常に遺憾なことでございますが、この点についても厳重に絶えず注意をしておるものの、なかなかこれが行なわれないといった実情にあることはまことに残念でございますが、このポスター撤去につきましても、すでに前々から要請しており、おそらくきのう、きようあたりこれが撤去されたんじやないかと私考えております。行政機能につきましては、負担外のことをさせていないか、というようなご質疑がございますが、これにつきましても担当部課長をしてお答えさせることにいたします。厚生会の運営につきましては、これは全職員が等しくその福祉を享受しなくちやあいけない趣旨のものでございまして、私といたしましてはつとめて公正に、むしろ絶対公正にその運営をしていきたい、とこういうふうに考えております。









○　建設部長（水間平君）

　　那覇大橋の袂の不法建築についてのその後の経過を報告しておきます。

　１９７２年１月１０日にこの不法建築物に対して除却命令を出しました。しかしそれにもかかわらずなお改める様子が見られませんでした。そこでやむを得ず３月３０日違反建築物の行政措置に関する戒告書を作成いたしまして送付いたしました。これが違反建築物をやっておる人に届きましたのが４月の６日でございます。しかしその後状況を見てみますとやはり先ほど指摘されましたように中で仕事をしたりしていました。土曜日に私直接って来たんでありますが、その時点では仕事をやっていないよでありましたけれども４月の１０日ごろから２０日ごろにかけては仕事をしていたようでございます。そこで私たちといたしましては法による撤去をするよりほかはないという結論に達しまして、５月９日に代執行命令書を出しました。その内容は１９７２年（「内容はいいです」という者あり）内容について詳しく申し上げませんが、５月の２３日から５月の３０日までの８日間に亘って行政代執行をする予定でございます。日曜日を除きましてこの撤去をする予定であります。









○　土木部長（内間安春君）

　　小祿支所下の道路工事についてお答えいたします。この工事は琉球政府の補助事業として執行いたしておりますが、工期が５月１４日までで舗装以外の工事は全部完了いたしましたが後半は雨で舗装が完了できずに本日舗装完了して工事を完了するようになっております。









○　金城重正君

　　本員が第１番目に申し上げました外語専門学校の設立について市長はそのようなお考えは全然もっていらっしやらないとこういうご答弁でございますが、私は沖繩の現在の政治家に与えられたものは、いわゆる政策の先取りをやっていく、そしてそれを実現することによって県民の福祉があり市民の福祉が実現される。ただ井の中の蛙になっていたずらに、こういったら語弊があるかもしれませんけれどもそのワク内での行政政治をやっておったらやがては沖繩県民や那覇市民は取り残されてしまう。今のマスコミの情報化時代において市長や市当局の役所職員は、最早そういう面にも目を向けて国際政治の中で、日本の政治の中で沖繩はどうあるべきか、那覇市はどうあるべきかということを常に念頭におきながら市政をやっていかないとまたしても失敗が起こるんじやなかろうか、市長は謙虚な気持ちで市政に当ってもらいたいという要望をいたしますのでそれを受けとめていただきまして、できるならばそういうものを実現し青少年の育成、若人の育成に心を砕いていただきますことをお願い申し上げます。

　　次にポスターの件でございますが現在、那覇市の職員としてそのようなポスターを庁舎の中に貼りめぐらし、いわゆる庁舎の管理の規則に違反しておる。市役所を私物化しておる。こういうことは私は本当局もぐるになってやっておるんだとこのようにしか受けとめないのであります。そこで那覇市の庁舎管理規則の中にも、いわゆる宣伝その他これに類する行為は禁止されておる。広告物等の禁止、またはかんばん等の禁止、いわゆる市当局がそれをそのまま認めておるということは如何に平良市長以下部課長がその能力がないかということを如実に示しておる。今後そのようなことがないように十分気を付けていただきたいと思います。それから那覇市の末端連絡事務委託でございますけれども、これは十分に公平に事務を委託しておるんだというようなことをおっしやっておりますが本員が申し上げたいのは自治会と那覇市は末端連絡事務の委託契約をやってその業務に当っておる。しかし、時間がございませんので具体的に申し上げますけれども、屋良朝苗のチラシを各自治会に配らしておる。選挙運動をさせておる。このチラシはどこで企画されどこで印刷され、どこから市当局は依頼を受けたのか。これについてご答弁をしていただきたいと思います。さらに市長は答弁の中で厚生会は立派に運営されておりますということをおっしやっております。その厚生会は職員のものでもなんでもない、那覇市は負担金を出しておる、さらに那覇市は１０００分の５、職員も毎月の給与の１０００分の５を出してそれで成り立っておる。しかしです、この那覇市職員の速報、この中で厚生会を私物化しておる。これを当局はおわかりになってるかどうか。まずご答弁をしていただきたいと思います。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。






（午前１１時１１分　休憩）

（午前１１時１２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　企画部長（平良清安君）

　　５月１５日という復帰の日に沖繩県知事からのチラシは、いわゆる復帰前の琉球政府のほうから配られております。それを各市町村とも配るようにという指示でございます。そういう関係で政府なり市へのいろいろの伝達等につきまして支障のない範囲内において自治会長を通じてこれまでも配布しております。たとえば日本政府沖繩北方対策庁からの依頼等のものについても、現実に末端契約の中で項目に入っておりませんけれどもそれが行政上支障のないものについては配っております。ただ沖繩県知事屋良さんのあいさつということが何かたまたま選挙を前にしてあるので選挙的に考えがちでございますけれども、これは屋良さんでなくてもそのときの復帰時点における知事ないし要路の人たちは復帰についての心構えなり、あるいは県民の向うべき道というのは当然全県民に指し示すべきだとこのように考えております。









○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。厚生会の速報にいろいろと私物化されている事情があったということでございますけれども、厚生会の運用につきましてはご存知のように那覇市職員厚生会条例の施行規則に基づきまして、職員から選挙されているところの評議員がございましてその評議員の決定に基づきまして会の意思決定がなされるわけでございます。それの具体的なものといたしましては規約とか規程の制定改廃、それから予算の決定、決算の認定、事業計画の決定、その他重要な事項を決定して会の意思決定となるわけでございますけれども、先ほどの１５番議員のご指摘になったものについてはいろいろ速報に記載されているものについては厚生会としては何ら決定をみていない事項でございます。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。






（午前１１時１４分　休憩）

（午前１１時１５分　再開）









○　副議算（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　金城重正君

　時間がないようでまことに残念であります。今からというときに時間が切れるわけでありますが、当局答弁は、これは県知事であれば当然そうすべきであるということだが、ここに屋良朝苗の写真が載って、しかも１週間前から配られておる。屋良朝苗は１週間前から知事になっていないはずだ、このように屋良朝苗の片棒を那覇市政がかついで一方的な選挙運動をさせておる。一体自治会は市が私物化していいのかどうか。

　皆さん方は選挙運動ではないというようなことをおっしやっておるが、マスコミを通じてのそのような挨拶ならわかる。この内容の中においても選挙運動と見られるふしがたくさん出ておる。このように那覇市の職員に選挙運動をさせるという当局の卑劣さ、これは私は当然ただしていかなければならんし、当局はこれについて襟をただすべきである。一体これが何部きたのか、政府のどこから配ってもらいたいということでいただいたのか、これについて答弁していただきたいと思います。それから厚生会が那覇市の第一組合のみに利用されておりまして、速報の中にそういった傾向がある。そこでこの厚生会を私物化しているということははっきりしておる。自治労県本部、知事、県議選闘争方針というのがあります。厚生会互助会等と取り引きのある業者に対しても動きかけ、名簿を提出させる。このように厚生会を私物化しようとしておる。それに対しましては先ほど総務部長の答弁の中にありましたように、予算の決定とか執行、これは当然そこで選ばれた方々がやるでありましよう。厚生会はあくまでも職員の福利厚生を目ざすのでなければならんはずであるが選挙運動のための厚生会であっていいかどうか。

　厚生会条例の第２条に“厚生会は、市長が管理する”ということがあるがこのように那覇市市政が一部の者どもの私物化にされようとしておる、一体市長はこの責任をどう考えておられるか、これについて答弁していただきたいと思います。


（「議長、時間オーバーしているよ」という者あり）



　答弁をお願いし、時間がありませんので終わります。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。






（午前１１時１９分　休憩）

（午前１１時２０分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。先ほど申し上げましたように市の組織につきましては、きわめて公正なる運営を期していきたいと存じます。いろいろ誤解も生じているようでございますが、この点も厳重にただしまして本来のあるべき姿に戻すように努力をいたします。









○　久高友敏君

　　本員は通告書のとおり、琉球大学の敷地跡地の問題についてお尋ねいたします。ご承知のように復帰に伴いまして、琉球大学は国立に移管するようになっております。しかしながら琉球大学が今回国立になりますと、中部のほうに移転するようにすでに準備が進められております。従いまして、その琉球大学の跡敷地が文化財保護委員会のほうでも旧首里城の正殿を復活するというふうな準備を進めて、いまは沖繩県庁ですが前の琉球政府を通じて日本政府にも要請をしておるようであります。日本政府も心よく、旧首里城の正殿を復活するために調査費がすでに組まれているようでございます。

　沖繩の代表的文化財保護委員会の意思に基づいて琉球大学の跡地に正殿を設置して、それを国有化して今後、沖繩を拠点とする防衛庁の施設に将来は仕立てようというふうに準備が進められておるということも聞き及んでおります。従いまして、ご承知のように琉球大学の現敷地は２万４,０００坪余にわたっておりますが、これはミシガン大学の財団法人ということで設置されておりますが、ご承知のように市有地が１万２,６７１坪であります。それから当之蔵町２丁目にあります３７４坪。さらに公用地、首里市役所の跡が７０２坪。原野が１,５８３坪。さらに旧市役所跡と工業高校とのあい中の道路１６０坪、合計１万５,１４６坪が市有地であるのを１９５８年６月１０日の那覇市議会で議案第２５号として兼次市長時代に無償で琉球大学に贈与されております。したがって、もとをただせばこの１万５,１４６坪というのは那覇市有地であります。もちろんこれは旧首里支所の市有地でありますが、首里が那覇に合併になったので当然那覇市有であります。しかし那覇市議会はその当時の自由民主党を中心とする議員団が多数を占めたために、強引に琉球政府に無償譲渡したいきさつがあります。しかしその中で、特に現在琉球大学の運動場の中にある、つまりスタンドと運動場の相仲に従来の市道があります。つまり旧円覚寺と首里城の相仲に市道がありますが、これもうやむやのうちに、市の議決を得ないままに琉球大学は無断で使用しております。そういう観点からして、今度琉球大学が国立になりますと現在市民の不更をかこっている市道まで踏み倒されることになる。琉球大学当局としては永久にこれを使いたいという意向はあるようでありますが、勢いこれが政府有、つまり国立になりますと琉球大学の意思によって踏みとどまることは不可能だと思います。したがって、いま日本政府が計画している首里城を中心とした場所を将来、文化財という名のもとに、これを防衛庁の施設に使われることは疑いもないことだと思います。したがって、那覇市の都市計画上においても由々しい問題だと思います。市長の政策も平和で豊かな沖繩というふうに目下、県知事もそういうような政策をもっておられるが、このように沖繩に首里城を中心とする重要文化財も指定されている中で、特に首里城がこのように将来防衛庁の軍事施設に使われようとするや先において、那覇市はそれに対して何かの対策が必要じやなかろうかとこのように本員は考えるわけであります。したがって、先ほど申し上げました琉球大学にすでに１万５,１４６坪というのは無償でくれたために、取り返しがつかないような運命になっております。しかしこれは琉球政府ならびに琉球大学の所有でありますので、これを沖繩県ならびに那覇市が一体となって市有地に払い下げてもらう方法、あるいは県有地としてそのまま保存して首里城を中心とする平和的利用、つまり文化財、あるいは跡地に伴うひとつの機関としてそれを存置して、市民のため、平和につながる施設がもっとも必要だと本員は考えるが、市当局としてはこれについてどのような考えをもっておられるが、また都市計画上どのような方向づけをして考えているのか、これについて市長の方針をお尋ねしたい。答弁によって自席からあらためて質問したいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　ただいまのご質問につきましてお答え申し上げます。ご指摘のように過去における市有財産等の措置、管理につきましては２７年間にわたるアメリカの植民地統治といわれるような形の中で、地方自治体の意思が無視されて処理されたという事例は数えあげるにとどまらないほどであります。しかし、今日琉大敷地の問題につきましてもは、沿革等をよくご存じの２１番議員がご心配せられるような事態につきましても、市といたしましても十分に注意をはらって対処していきたいと存じます。唯、琉大の移転が決定された事項でございますが、その跡地の利用につきましては県と十分相談いたしまして絶対に市民の福祉につながる施設の配置を考えてゆきたいと思います。そのことにつきましては予算かれこれの問題もありまして市独自でということよりもやはり沖繩県県庁とも相談してやったほうがいいんじやないかと考えております。しかしまだ具体的にどうするこうするという話しまでは進んでないようでございますので今までの経緯についてわかっておる問題につきましては関係部課長をしてご説明申し上げさせることにいたします。









○　久高友敏君

　　改めてお尋ねいたしますが、この琉大の跡地に現在日本政府が調査費を組んでもとの正殿を復興しようという動きと、さらに琉大が国立になるといくら琉大がここに頑張ってもそれはできない話であります。国立であれば国の施策に従わなければならないし、また中部に移転しなければならない。従って跡地は当然あきますので、その前提に立って防衛施設庁が手を伸ばしつつあるということは感じているが、市長はきようはじめて聞かれるということであるが、本員がお尋ねすることについてもし疑義があれば何らかの方法で調査する必要があると思います。さらに先程申し上げましたとおり琉大の裏門の中に依然として市有地の市道があります。あの１６０坪の道路というのは旧市役所のあとと工業高校との間の道路であります。しかし、今私が申し上げているのは円覚寺と首里城の相仲、これが戦前の市道であります。しかしいつの間にか市道が地積から削られております。その市道は琉大が一方的に踏み荒らして跡かたもないようにグランドの中に含まれている。しかもこれは那覇市の議会で議決もされていない。このような琉大の措置に対して本員は西銘市長時代から取り上げておりますが遺憾ながらその当時の市長はこれを取り返そうという姿勢がなくまことに残念であります。そこで平良市長はこの復帰に伴ない琉大が国立になる手前、はっきりする必要があると思います。この市道が琉大施設の中にうやむやのうちに廃止されているので市民は不便をかこっているがこの点についてもう一度お伺いいたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。防衛施設庁が何か施設をやるんではないかというお尋ねでございますが、今までしばしば防衛施設庁の方々にあっておりますが首里城を利用させてくれというような話しはまだ出ておりません。しかし私のほうに出ていなくても、あるいは県段階でそういう申し入れをしているかもしれませんのでその点は改めてただしてみたいと思います。さらに今日まで先程申し上げましたようにこの周辺につきましては市有地、公用地、県有地等の区別が今までに明確にされてませんが、しかし今度は県政移行にあたりまして県あるいは市の権利、責務をそういったものを明確にさせておく必要があると思いますのでその点ご趣旨、ご意見にそうような態度で対処してゆきたいと思っております。









○　久高友敏君

　　本員がご説明なるまでもなく琉球大学はご承知のように当初はアメリカのミシガン大学のフアウンデイシヨン（FOUNDATION）つまり寄付行為によって設立されております。もちろん一部の人々の資金も入っております。この土地というものはほとんど地元の方々からの寄付行為によってなされております。ですから申し上げたとおりこの現在の琉大の首里城を中心とする本部の敷地は２万余坪に当っておりますがほとんど市有地であります。それに尚家有が相当入っております。亡くなられた獲得久朝章さんが尚家の管理者であるために琉大の理事者として琉大に寄付したわけであります。つまり尚家のものは琉球政府のものでありました。そしてわれわれ那覇市民の財産である土地の１５,０００余坪も無償で譲渡したわけであります。ご承知のように去った議会においても特に首里地域に住む子供達の教育のために那覇市は教育委員会と相談して琉大の土地を５８万ドル余も出して買い戻して学校設立をしなければならないという運命に立っております。ですから今から１２、３年前に那覇市の財産を琉大に無償で譲渡したということについてわれわれは今になって憤慨に耐えません。私達は当時それに対して反対をいたしましたが多数決によってこれが議決されたのであります。そこでこの際、私達の財産である土地を無償で琉大に与え、今再び琉大から多額の金で買って子供達の施設をするのであるから県庁と相談して那覇市に返えしてもらう。さもなければ県有地としてそのまま存置して那覇市の都市計画にマツチする施設にすることが私は望ましいと思います。ややもすると国有地になってしまい、有無をいわさず防衛施設庁が乗り込んでくることは明らかであります。市長もそれに基いて十分意を払って積極的に現在の知事とよく相談をなさり早目に解決していただくようご要望を申し上げて質問を終ります。









○　大浜長弘君

　　本員は通告をいたしました４項目について質問をいたします。まず教育行政について２点お伺いいたします。城東小学校の運動場については今までもいろいろ問題を醸しておりますけれども、教育基本法の第一条、教育の目的末尾の文に、心身ともに健康な国民の育成を期して行なわれなければならない、とあります。現在、城東小学校の運動場は皆無といっていいぐらいの状態で児童は心身の鍛練、健康な国民の育成どころか非常に思いやられるふしがありますけれどもこれを教育長はどのように考えておられるか。またどのように解決してゆくつもりか。第２点目に、ＰＴＡ会費の撤廃についてでございますが、戦後沖繩の学校教育はほとんど父兄のＰＴＡ会費でまかなっているといつても過言ではないのであります。しかし日本復帰をした今日憲法第２６条の中にも、すべての国民は法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有するとあり、また教育基本法の第４条の中で、国または地方公共団体の設置する学校における義務教育については、授業料は、これを徴収しない。と謳われておりますが、現在ＰＴＡ会費を徴収しているが撤廃する意思があるかどうかこの点についてお伺いいたします。２点目に道路行政についてお伺いいたします。４月８日の天久の道路閉鎖の問題についていろいろ問題がありますが自動車が使用している市の未認定道路は何本ぐらいあるか、また管理の責任はどこにあるかお伺いいたします。次に用地買収の件ですが、松川ポンプ場から農事試験場に通ずる用地買収はどうなってるか、さらに安謝インターチエンジからの環状線の用地買収はどうなってるかお伺いします。次に軍用地の開放と跡地利用について、去年、一昨年あたりからお伺しておりますが、すなわち軍用地の開放を呼ばれております。那覇空港の開放、あるいは与儀ガソリンタンク、安謝の米軍居住地の開放を市長はよく言われますが、那覇軍港の開放については一ぺんもそういったことをおつしやったことがない。従って、那覇軍港は開放しなくてもいいのかという質問に対して“いや那覇軍港は空港の中に含まれている”という答弁がありました。しかし、空港は復帰の日に完全返還ではありませんけれども返還されておりますが、軍港はまだ何ら開放された様子もありません。しかしながら団体・海洋博を控えて港はいくらあっても足りないというような沖繩の現状であります。従って那覇軍港の開放の目途はどうなっているのか、次に与儀ガソリンタンクの跡地利用ですが、そこの国県あるいは市有地を含めての内訳はどうなってるか。それと総体的な利用計画はできているのか、いないのか。次に計画があればいつ項着工する予定であるのかお伺いいたします。次に通貨交換によるところの問題点でありますが、復帰３日目でありますが物価はうなぎのぼりで今日の朝刊でも"物価戦争"とのこのように表現していますし市民の生活は混乱を来たしておりますが、県もようやく知事談話を発表して物価抑制に立ち上がっております。地方自治体も物価抑制策を真剣に考えなければならない。しかし使用料等は条例を制定する場合にちようど公定レートが３０８円で換算されましたが、実質的にドル支援では３０５円と決定したわけであります。従って、そのままでゆくと市民に対して水道料金の場合は３円の負担がかかるが、これを３０５円に換算する意思がないかお伺いします。あるいは市営住宅、それから市場使用料等が全部３０８円換算になっておりますけれども、それを実質３０５円換算に訂正する意思があおりかどうか、この点をお伺いします。あとは答弁によって自席から質問いたします。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　第１番目のご質問にお答えいたします。城東小学校の在籍は８９４人で、学校敷地は５,４８６坪となっておりまして、基準面積からいいますと３,６００坪の不足であります。開校以来現在に至るまであの学区域は非常に社会層の広いところでありまして、委員会としても何とか敷地を拡張したいといろいろ考えてまいりました。それで、さしあたり運動場から東側にあたりますが、むこうの２,０００坪、４筆になっております。それを借地ということで交渉を続けてまいりまして、そのうち１,０００坪はすでに借地済みでおります。ところがそのうち１,０００坪、これは地主がぜひほかの土地と交換をしたい、という強い希望がありまして、旧教育委員会ではそれをその方向で進めてまいりました。それは前にこの本会議で学校建設用地購入債が議決されましたので借りました琉大農場の用地の件でありますが、５月２日に購入いたしましたので、そのうちの１,０００坪と交換しようかということで交渉を進めております。ところが５月１５日をもって旧教育委員会が市教育委員会に移行いたしましたので市当局ともよく相談いたしましてこの問題を解決いたしたいと思います。次２番目のご質問にお答えいたします。現在ＰＴＡ会費は各学校で実質的に決定しておりますが、ＰＴＡ会費は本来のＰＴＡ活動に充てるものと考えております。このうち公教育費用に充てることは極力避けるよう教育委員会として指導してまいっておりますが、これが十分にまだ徹底してないうらみがあります。会費の全面撤廃ということになりますと、これが非常にＰＴＡの自主活動をくずすということになりますので問題だと思いますが、先ほどのご質問にありましたように、そういうＰＴＡの自主活動以外に関するものは教育委員会が当然負担するというふうに考えております。









○　土木部長（内間安春君）

　　未認定道路についてお答えいたします。具体的に十分調査した資料ではございませんが、大まかに申し上げまして路線が約５００本内外じやなかろうかと思います。その延長が約４万メーターありやせぬかというふうに推定いたしております。管理の問題につきましては未認定道路もいろいろな種類がございまして、たとえば農道とか、あるいは土地造成地域内の道路とか、あるいはそのほかの施設市民によってつくった道路とかいろいろございます。そこでその管理責任はその事業を行なった機関が管理者となる場合と、さらにまたその地域の道路につきましてはその地域の人の管理だというふうにいえるかと思います。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。那覇軍港の問題につきましてこれまでもしばしば米軍当局に要求をしてまいりましたことは、先日もご報告申し上げたと存じます。さらに本土で担当者の会議とかというものにも提案いたしまして、共同戦線張って強くこの要求を推し進めていきたいというふうに考えております。特にご承知のように、今回は港湾の管理が那覇市に一元化されましたので、なおその要求につきましては継続的に努力をしていきたいと存じております。これまでのいきさつについて申し上げますと、たびたび米軍当局に要求してまいりましたが、べトナム戦争が続いている限りはどうしてもこれを使わしてもらわなくちやあいけない。ホワイト・ビーチがあるから、しいてそんなに必要だったらホワイト・ビーチに移転したらどうか」と申しましたところ、「あれは海軍であり、那覇港は陸軍が占有しているので海軍と陸軍はなかなかいっしよに仕事ができない」というふうな内輪な事情まで話しておりますが、そういったことでなかなかベトナム戦争の影響で那覇軍港の返還もおくれているような言い分をいたしております。それはとにかくといたしましてわれわれは住民福祉の立場から、またその他の不都合な問題もございますので、この点については引き続き強力に要求、要請してまいりたいと存じます。軍用地のあと地利用につきましては、ご承知のように復帰を待たずして与儀ガソリン・タンクが開放になりました。それについては早速都市計画を策定いたしまして、今年度から地主の了解も得つつ計画を実施していきたいとこのように考えておりまして、その中にはご承知のように与儀小学校がもはやパンク寸前の状態になっておることも勘案いたしまして、どうしても公共施設をそこへはりつけていかなくちやいけない。そのような構想のもとに計画を進めておるところでございます。次に通貨の問題につきましては、ご指摘のとおり今日の市場が非常に混乱をいたしております。住民のこうむる被害というものは甚大でございます。そのことは大浜議員からご指摘があったように、県としても知事談話を発表してその抑制につとめているようでございますが、われわれといたしましても公共料金等の徴収について十分努力していきたい、というふうに考えております。ただ公共料金の設定等につきましては財政部当局をしてご説明させることにいたします。










○　建設部長（水間平君）

　　用地買収の件についてお答えいたします。安謝橋から儀保三差路に至る道路事業に要する用地の買収は現在で約１０％の進行率をみております。それから松川ポンプ場から農場試験場間の街路事業につきましては約４５％の執行率であります。工期として定められております安謝から儀保までの間のみとおしにつきましては１２月の２０日まで、松川ポンプ場から農事試験場間の事業につきましては９月の末日までとなっておりますので、それまでには完了する予定でございます。次に与儀ガソリン・タンク跡地の内訳でございますが、開放されまして間もないもんですから十分な調査は行なわれておりますが、実測の面積と台帳による面積との差がずいぶんあるようであります市当局で現在考えていますのはこの与儀ガソリン・タンクの周辺をも含めた約１２万８,０００坪の区域を区画整理区域として想定し、その準備を進めております。ことしの６月の２０日ごろまでには都計法の１２条による区域の決定にこぎつけ、１２月の１５日ごろまでには事業計画案を作成し、来年の１月の半ばごろまでには設計の概要の認可申請までこぎつけていきたい、という目標のもとに仕事を進めております。以上です。









○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　３０番議員の質問にお答えいたします。公定レートが大蔵大臣の決定によって３０５円となったが、現在の水道料金３０８円換算を３０５円に値下げする意思がないかというご質問でございますが

　　　（「値下げではないんですよ。改訂、ドルの換算」という者あり）

　　　（「公定レートですね、８円から５円になったんですよ。８円から５円に値下げということではなくて、ドルの換算が当然３０５円になるべきじやないかという質問なんです。その意思があるかないかなんです。」という者あり）

　結論から申し上げますと、その意思はございません。その理由は現在の３０８円を維持するにも今回の予算編成にあたりまして非常に無理をいたしております。維持管理面に多分支障があるんじやないかというぎりぎりの線まできておりますが、あと３円下げますと１％、総額にして約１,０００万円の落ち込みがきますので、これ以上値下げするとかえって市民に迷惑をかけるという状態でございますので、どうしてもできない状態でございます。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。時間もございませんので結論から申し上げます。市場使用料につきましては改訂をする意思はこざいません。と申し上げますのは１ドル対３０８円で換算いたしました際にも、これは単純に読みかえたものではなく、現在までの市場使用料の不合理な点を是正するという意味合いも含めそして復帰に際して新しい使用料を設定したいという趣旨に基づいてやりましたので読みかえる意思はございません。









○　建設部長（水間平君）

　　市営住宅の家賃につきましては３０５円でやっておりますのでべつだん問題はないと思います。









○　大浜長弘君

　　時間がないのであと１点だけ聞きますけれども、市営住宅は３０５円で換算できるということですが市場使用料は３０８円でやるということで３０５円にする意思はないと。市場建設も起債によって借り入れをしてやったはずであります。したがって銀行への償還は３０５円で償還すると思いますけれども、償還の方法は３０５円で償還をして使用料は３０８円でやるということの根拠はどこにあるか。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。現在までの市場使用料の設定に際しましては各市場ごとの業種別に設定をいたしておりました。ところが今度改訂をする際には全面的にその各市場の施設に投資されておるものを勘案いたしまして、場所に等級を設けまして、そして設定をみたわけでございます。そういうことで設定の要旨からいいまして、いままでの使用料の設定のあり方とは根本的に違った要素を入れましてやっておりますので、単純に３０８円から３０５円に交換レートがかわったからといってこれをまた読みかえるというようなことは必要ないと判断いたしております









○　副議長（仲本安一君）

　　昼食のため休憩します。午後１時より会議を開きます。

（午後１２時０３分　休憩）

（午後　１時１１分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　上原綱正君

　　先にご通告を申し上げましたように県都那覇市の美化についてご質問をいたします。確か前の議会におきまして那覇市の現状を見ました場合に、どうも清掃がなっていないというようなことからいたしまして、ぜひとも那覇市の美化につながる問題として特別清掃班というもので人員増をいたしましてこの那覇市の美化というものについて、清掃の面で立派になるんじやなかろうかと非常に期待をいたしてまいりましたけれども、その後におきましても那覇市の美化につながるところの清掃というものがあまりにも疎かにされ本土からまいりますところの観光団の方々からいろいろな指摘を受けております。そのことについて市当局はその指摘をどう受けとめておられるかこれについてお答えをしていただきたいと思っております。さらにまた街路樹の選定についてでございますけれども、今まで那覇市におきまして南方沖繩というイメージを十分に表わすところの植樹の計画が何もない、国際通りには柳が植えられまたそのほかのものもいろいろ植樹をされておりますけれども、日本列島の一番南に位置しておりますところの沖繩のイメージを十二分に味わってもらうような方法で今後那覇市の街路樹についてどういったものが本当に亜熱帯性を表わすかを考えておられるか、またそれを統一しておられるかどうか。３番目に国場ビルの前にございますところの久茂地川の整備についてでございます。先ほども清掃について本土からおみえになりましたところの観光客の方々は非常に“那覇の街はきたない”というような指摘を受けておると同時に、この久茂地川につきましても非常に悪臭を放ち那覇の不名誉となっております。市当局はこの久茂地川の整備についてもどういうことをお考えになっておられるかお答えをしていただきたい。あとは自席においてご質問をいたしたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　ただいまのご質問についてお答えをいたします。ご指摘のとおり那覇市の県都としての体裁はお世辞にも立派だと申し上げることはできないのでありります。これはあえて責任を転嫁するわけではございませんが、那覇市財政の貧弱さ、あるいは過去何十年間区画整理の事業が停滞し、あるいは都市計画に立脚した街づくりがなされなかったところに大きな遠因があると考えるわけでございます。しかし今日、われわれは日本の憲法体制下に入りご承知のように３割自治とはいえ地方自治にある程度の保障が与えられておりますから計画的に街の美化、清掃、あるいは環境整備については大巾に前進をみるものと期待いたしております。特に清掃の問題につきましては私就任以来、幸いに焼却炉の開設もみましたので安謝における露天焼却を廃止して、焼却炉で消却処理をするまでに切り替えていったわけでございます。これはご承知のとおりでございます。しかしやはり押し寄せるこのごみの増加ということに対してなかなか施設がそれに追いつかないといった現状でありますので基本的にはこの焼却炉の整備というものが急務だと存じます。それと同時に環境清掃につきましては長い間の惰性が市民の中にありますためによごし放題というような悪い習慣もなかなか抜き切れない状態でございますので、この点につきましては市民憲章等を全部徹底させる中で市民運動としてこれをやっていかなくちやいけないというふうに考えております。さらに衛生清掃業務を強化してまいりましたが、相当衛生車なども増車をしてまいりました。それから最近、特に去る４月６日には衛生特別清掃班というものを編成いたしまして、従来週２回は必すごみ収集をやるということでこれを励行してまいりましたがそれでも間に合わず突発的に出る。あるいは週間清掃で取りこぼしのあった地点なんか市民から訴えがあるときには即座に出動してその処理に当たらせるとか、あるいは自動的に市内を清掃パトロールいたしまして目につくものをかたずけてゆくというふうに、これからも励行していきたいと考えております。ご承知のように４月６日に４隊編成をいたしまして辞令を交付して４月の１２日からこの特別清掃を励行いたしておりますが、その詳細につきましてはまた係の所管部長をしてご説明申し上げることにいたします。次に街路樹の問題でありますがこれも従来、私就任当時はわずかに崇元寺の通りと国際通りに柳が植えつけられていたわけでございますが、先年この柳が交通の邪魔になる、あるいは虫食いが生じたということで植え替えることになったのでありますけれども、その当時もやはり種樹の選定についていろいろ議論があったわけでございます。しかしとりあえずこの柳はご承知のように黒田トシオ先生がわざわざ銀座の柳を国際通りに植えようというあたたかい思召しで贈っていただいた柳でございましたので簡単にこれを撤去するというわけにもいかず、新しい柳と植え替えて街路樹にして今日に至っております。ご指摘のように亜熱帯のこの那覇市に適する種樹の選定につきましては、いろいろ学識経験者等の意見や研究等も取り入れましてどのような種樹を街路樹にしたほうがよろしいか、沖繩の那覇市のイメージをもっとはっきりさせる種樹の選定をいそぎたいと思っております。ところで久茂地川の問題でありますが、ここにつきましてはとりあえず仏桑花とそれから南国沖繩の県花として指定されております“でいご”を一応植えてみようということ、久茂地川周辺にこの“でいご”並木を植えております。それから久茂地川の清掃につきましてはご承知のように河川管理が今まで琉球政府と那覇市の間で絶えず問題になってまいりましたがまだその決着がついておりませんけれども、こういう河川管理は国、県の責任であるという主張のもとに、私は国や県に対してその管理整備を要請してまいっております。ところでこれにはいろいろ問題もございますけれども、取扱いといたしましては、まずあのじん芥の処理ということを懸命にやっておりまして、月例清掃週間の日を設けて老人クラブ、あるいは宗教団体、ボーイスカウト、観光事業団、民主的な団体等の主要団体のご協力を得てじん芥の清掃に努力をしてまいっております。市長自身も率先してこれに従事しておりますけれども、なかなかこの市民の隋性というものが抜け切れなくて、清掃を行なった翌日はまた同じように企業ごみが投げ捨てられるという現状でまことに遺憾にたえないわけでございますが、それについては久茂地川にふたをしたらどうか、あるいはその他の方法を考えたらどうかというようないろいろな積極的なご意見もございますけれども、これは建設当局、あるいは県なんかと合議をいたしましてまだ結論を出すに至っておりません。その間に海洋博覧会等が接近いたしまして、この久茂地川の地帯を利用してモノレールを設置して両々あいまって護岸の整備河口の床ばり等やって、久茂地川をきれいにしようという考えも出ておるところでございます。いずれにいたしましてもわれわれは新しい沖繩県都として出発しました以上、他県の県都に見おとりのないような工夫をこらしてこれから那覇市の美化については一段と努力をしたい所存でございます。









○　保健衛生部長（内間武義君）

　　お答え申し上げます。ただいまのご質問の第１点についてでございますが、これまで市長が答弁しましたようなことで　よいかと思いますけれども、主管部長といたしまして第１のご質問にご答弁申し上げます、清掃行政と関連いたしまして、その中で特別清掃班活動を開始しておるが、しかしながら観光団のご指摘ではまだ那覇市はきたない街であるといったようなことについて、当局はどう思うかといったような内容のご質問かと思います。ご指摘のとおり、確かに那覇市はお世辞にもきれいになった、十分であるということは申し上げえない現状にあるわけであります。特掃班ができまして、これまでいわゆる不十分なところを少しでも良くしていこうということで、議会のご承認も得まして不法投棄個所のパトロールを強化し、そうして清掃も実施しようということ、あるいは市民の要求、あるいは苦情などに即応体制を強化して街の美化に貢献していこうということ、さらにこの清掃に関する市民一人一人の意識というものを少しでも盛りあげていくことのできるような、いわゆる意識の向上と市民の協力を促進していこうということで、連日活動を展開中でございます。しかしながら何ぶんにもまだまだ発足間もないのでございまして、いまご指摘のように十分な活動までにはいたってないことを認めます。そこで今後さらにほんとの意味での美しい街づくりのために、さらに緻密な計画を立てて推進をしていかなければならないというふうに考えます。結論だけ申し上げますと、観光団のご指摘のとおり美しい街づくりはこれからであるというようなことを考えております。









○　上原綱正君

　　まだ不十分であるということですがしかしながら今後は那覇市の都市美化について十分取っ組む姿勢があるということで了といたしますけれども、国際通りを通ってみまするに自家用車からチユーインガムを食べた紙だとか、ミカンの皮だとかいろいろなものがその道路上に投げすてられるのをわれわれ車に乗っているときによく見受けます。ハワイあたりにおきましては、やはり都市美というものにつきましては、住民全体の協力のもとにしかできないというような関係から、車の中にゴミを入れる袋を設置されております。そういった小さい問題から取っ組んでいかなければ、おそらくいま那覇市のほうでお考えになっておられるようなことでは、那覇市の都市美というものは十分に発揮できないんじやないかとかように思っております。さらには住民全体の意識によってしかできない。このような内容でありますゆえにその行政指導につきましても十分配慮がなされるべきもんじやあないかとかように思いますけれども、そういった事柄についていままで新聞紙上、あるいは各部落の懇談会を開いて、いかにすれば那覇市の美化ができるかということについての話し合いを交わしたことがおありかどうか。お答え願いたいと思います。









○　保健衛生部長（内間武義君）

　　お答えいたします。この那覇市の美化のために市民清掃の高揚について懇談をしたことがあるかどうかといったようなご質問だと思いますが、結論だけを申し上げますとございます。具体的にはどういうことかといいますと、時間がないということでございますんで急いで申し上げますが、ひとつには清掃法の全面改正が復帰と同時になされ、他府県で執行されておりますが、私どもの場合にも清掃法の精神、あるいは内容というものを具体的に懇談の内容にしておりますし、さらに市民一人一人の公徳心の高揚ということに重点をおきまして、この市民清掃高揚のための懇談をずっと続けてきております。その外にもたくさんございますが時間がありませんので削除しますけれども、チラシの配布をしたり、あるいは宣伝カーによって宣伝をしたり、文書による協力依頼をしたり、そういったことでやっております。









○　黒潮隆君

　　３点にわたってお尋ねするようになっておりましたが、２０分という時間で３点の問題を明らかにすることができませんので、通告書の１番目の与儀ガソリンタンク敷地開放と今後の軍用地問題についてと、３番目の税制度への対処についてお尋ねしたいと思います。まず初めに与儀ガソリンタンク敷地跡地利用についてお伺いします。革新市政を先頭に地域住民の粘り強い闘いによって、約７万坪にのぼる危険な与儀ガソリンタンク敷地の開放を実現したわけであります。このことによって小学校をふやして欲しいという市民の切実な願いに明るい見通しが生れたことだと思います。多くの地域住民は“さすがは革新市政だ”という声が高く上っております。ところが現在、開放された７万坪の土地は野犬とカミナリ族の遊び場になっております。したがってこういう状態を長く放置していくと、付近の住民の安眠防害、生活がおびやかされていくということになるわけであります。したがって人民党は跡地利用については次のような要求をまとめて、市民と一緒にその闘いを発展させていきたいと考えております。まず１点が与儀ガソリンタンク敷地の国有地約１万２,０００坪を那覇市に無償で払い下げさせること。２点目は私有地の区画整理については地主と相談のうえ、国、県、市の負担によって寄宮地区の区画整理事業みたいに、地主に負担をあまりかけないような方法で民主的にやっていく必要があるんじやないか。３点目に、先ほど３０番議員に市長が答弁していた問題ですが、この国有地に新しい小学校をはじめ保育所など公共施設を設置すべきではないか。４点目に、国有地、私有地を問わず区画整理を行なうにおいてはやはり地主の参加による、そうして付近の市民の方々の意見を反映する方向で行なうべきじやないかとこういうふうに考えております。それに対する答弁を県体的に求めたいわけであります。那覇市の総面積の約３分の１が米軍基地に使用されてこれが住み良い街づくりに大きな障害になっていることは何びとでも否定できないと思います。このような中にあって与儀ガソリンタンク撤去闘争の勝利は多くの市民に希望と勇気を与えた。そこで市内から危険な米軍基地を一切なくし、平和で住み良い那覇市をつくる闘いによってこの与儀ガソリンタンクを開放させたことは大きな記憶となって市民の胸に残るものだと信じております。ところがこのような闘いとは別に自衛隊の配備を大歓迎するような人々にはこういう平和な街づくりはできないと思います。なぜならばこの国有地１万２,０００坪に日本政府は沖繩開発庁、施設庁等を含む日本の出先機関の総合庁舎をつくるとか、あるいは自衛隊の宿舎をつくろうというふうな動きがあると聞いているからであります。こういうことに対して相当強い姿勢でこの跡地利用については具体的な計画をもって臨まなければならないと思います。それについての当局の考え方、そうしてまた上之屋の米軍住宅地域、あるいは那覇軍港など、那覇市内から軍用地を開放させていくという闘いをどのように進めていかれるかをお尋ねしたいと思います。次に農耕地の宅地並み課税についてお尋ねしたいと思います。私は４月の初めに本土に調査に行ってわかったわけですが、新都市計画法によって本土の各都市の農地の場合に、宅地並み課税の問題がおっかぶさって大きな問題になっております。これは自民党佐藤政府が昨年３月の国会で土地税制の改正を行ない、市街地内の農地に対して固定資産税と都市計画税を大幅に引き上げる農地の宅地並み課税の実施を決定したために起きている問題でございます。いま本土の各関係する県や都市では、実際に課税するために必要な条例改正や土地の再評価などの作業に入っております。これは都市近郊農業の役割りを全く無視し、農家の生活と運営を犯すもので直接関係する農家はもちろん農協をはじめ農業団体も反対に立ち上がり、千葉県船橋市や千葉市でも農家の強い反対運動に押されて、市の条例改正を見送ったり、あるいは船橋市では与党の自民党の半分が反対に回わって否決されたということまで起きております。ところが同じ千葉県の松戸市は今年の３月９日から開かれた市議会で農地の宅地並み課税の条例を強引に改正した。しかし農業組合など、あるいは農民そういう団体の強い反対に合って条例は制定したものの、実施ができなくなり、そして手直しをするかあるいは、１ヵ年間見送るかというふうな方向に追い込まれております。

　これは松戸市でありますが、自民党の改正した条例案により１０年後、すなわち昭和５５年には平均５０倍に税金がはね上がっていくというふうな仕組みになっております。こういう税制度がやはり復帰した沖繩にも押し寄せてくるということがはっきり言えるのではないかと思います。したがって那覇市長として、こういう新たな税攻勢に対してどのような対処策をもっておられるかお伺いしたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。軍用地の開放の問題につきましてはご承知のように今回復帰を待たずに与儀ガソリンタンクの撤去が実現いたしましたが、これはやはり熾烈な、しかも長い間の市民運動が実を結んだものとしてご同慶に耐えないものであります。しかしながら那覇市にはご承知のようにまだまだ３０％以上の軍用地がございます。天久の地域につきましても引き続き私は執拗にその開放を続けてまいっておりますし、この復帰式典に参列されました山中長官のお話しによりましても“市長の執念がどうやら実を結びそうだ”ということでしたが、私は当然上の屋地帯における軍用地の開放ということも実現するものと確信しております。それから防衛施設庁の関係者の方々との話し合いによりますと小祿地区の３号線の開放についてもかなり積極的な話し合いが進んでいるようでありますが、私はそれだけではなくして３号線以東の地域についても即刻開放すべきである、またその他の地域についても暫次開放して市民に返えすべきであるとを絶えず主張しております。那覇港の問題につきましては先に申し上げたとおりでございます。ところでこの与儀ガソリンタンクの開放されたあとの跡地の利用につきましてはわれわれとしても一つの計画をもっておりましてそれについての詳細につきましては担当部長をして説明させてまいりたいと思います。それから寄宮の区画整理事業もこれはすでにご承知のように長い間の

　　　　　　（「それは質問していませんよ」という者あり）

　ああそうですか、それから農耕地の宅地並みの課税につきましては、那覇市内の農地法の適用につきましては非常に慎重に検討しなければならない問題が多分にあると思います。といいますのはご承知のように那覇市内ではもはや市街化調整区域というものがいくらも残されてないんじやないかといった感もいたしますが、それについて一斉の農耕地を宅地並みの課税をするということは当然問題になってくると思いますが、それにつきましては財政担当の部長をしてそのいきさつをご説明させたいと思います。主権在民という民主主義の鉄則を踏まえて市民にしわよせのないような税制度をわれわれは確立していかなければならないというふうに考えております。









○　財政部長（伊波静男君）

　　昭和４６年、地方税法の一部を改正する法律第１１号によりまして、都市計画法に規程する市街化区域内の農地について課する固定資産税については税負担措置を講じつつ宅地並みに引き上げて課税するということでありますけれども昭和４７年４月１日、地方税法の一部を改正する法律第１２号によりまして昭和４７年度分に限り耕作されている農地については市街化区域以外の農地並みに固定資産税の課税をすることになっております。これは本土においてそうなっておりますけれども沖繩県の場合は昭和４７年度分に限り特別措置に関する法律の規定によりまして適用が除外されております。従いまして、昭和４７年度分の固定資産税の課税は農地に限らず土地についてはすべて従来どおりとなっております。









○　建設部長（水間平君）

　　２０番議員のご質問、与儀ガソリンタンク跡地の区画整理についてお答えいたします。ご指摘の四つの事項についてお答えいたします。まず国有地を那覇市に無償で譲り渡すという件でありますが、そのような形では折衝はしておりませんが、この国有地というものは現状からいいまして特に学校敷地が不足しておりますので学校敷地に使わせてくれるように、あるいはまた公園なども必要だということで強く申し入れてあります。しかし、この件につきましては今後問題になるかと思いますが、つい１週間程前に大蔵省のほうからまいりまして、学校用地の残りの分については総合庁舎をつくらせてくれというようなことでありましたが、私の段階では今までの方針としてこの約１２,０００坪の国有地については学校、公園その他公共施設に利用してゆきたいということで説明しておりますので私の段階では答えられないというようなことで返事をいたしましたが、やはり那覇市内の国有地は那覇の街づくりに十分役立てられるように努力してゆくべきだと思います。２点目の、区画整理に当って個人に対しては余り負担をかけないようにしろというようなことでありますが、この件につきましても寄宮地区の区画整理につきましては非常に好条件でもつて事業が再開される運びになりましたが、日本本土における区画整理の進めかたからしますと異例でありまして、寄宮地区のようなやり方でやってゆけるかどうか非常に難しいものがありますがその線にそって進めてゆきたいと思っております。３点目の小学校、保育所、公共用地の問題につきましては一番の問題と関連いたしますので省きたいと思います。４点目に民主的に事業を進めろということでございますが、区画整理というものはどうしても地主の協力がなければやれませんので徹底した民主主義の立場に立って事業を進めてゆきたいと考えております。









○　黒潮隆君

　　あと３分程しかありませんので急いでやります。この与儀小学校はパンク寸前だというふうな表現を先程市長はしていますが、まさにそれ以上だと思います。幼稚園を含めて３,０００名を越すということを聞いております。本土で一番多い小学校は１,７００名ぐらいだそうです。与儀小学校は３,０００名を越しており日本一どころか世界一のマンモス小学校といわれております。従って与儀小学校をあと一つ造るではなしに、新しい小学校を国有地の１２,０００坪の中に求めるべきじやないか。それは教育委員会あるいは与儀小学校ＰＴＡなどからも県に強く要請されているということを聞いておりますがそういう方向で進められておるかどうかお尋ねいたします。それから市当局に対して軍用地の開放については引き続き大きな戦いを進めてゆくという市長の決意が披歴されましたが、これは単なる都市計画のガンになってるだけではなく、もちろんそれは非常に重要であります。もう一つは、平和の立場から進めてゆくのが当然だと思います。しかし先程の答弁の中からニクソンが中国を訪問し毛沢東あるいは周恩来首相と話し合いをしたために平和の方向に進んでるというのがありこういうのが新しい世界情勢であるかのような発言がありましたが、これはまったく逆で国際情勢を正しくとらえてないわけでございます。ニクソンは社会主義諸国の分断をめざしながら北爆を強化し、さらに機雷でヴエトナムの港を封鎖するというふうにこれまで以上の激しい侵略戦争を繰り拡げているわけでございます。このヴエトナム侵略戦争の出撃基地になってるのが沖繩であります。

　従ってわれわれは日本の、そしてアジアの、世界の平和をめざしてゆくために平和の方向に向かっているという正しい国際情勢の動きをとらえる必要があるんじやないか。そして平和の立場に立つならば自衛隊は強化されないだろうし、大量に配置されないだろうと思います。これは逆の方向であります。従って、そういう平和をかちとってゆくというような立場も含めて当然軍用地開放、基地撤去の戦いを進めてゆかない限りやはり住みよい平和な街づくりはのぞめないと思いますがその点についてはそのように考えておられるかどうかその１点だけを簡単にご説明願いたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。まったくお説のとおりでありまして、それがまたわれわれがきようから入ってゆく日本国憲法の主旨であろうと考えております。









○　建設部長（水間平君）

　　市長は常日項、国県有地は那覇市民のために特にその中でも子供達のために使われるべきだとおっしやっておりますが、私達もその線にそって国有地が学校用地に使われるように全力をあげて折衝してゆきたいと考えております。









○　喜舎場盛一君

　　２点について質疑を行うつもりでございましたが、時間がございませんので第２点目の平良市長に対する質疑は次回の施政方針に対する質疑の中で行うといたしまして第１点の学校教育について教育長にお伺いいたします。まずはじめに５月１５日の本土復帰を記念いたしまして総理府のほうから沖繩の小中校の児童に対しまして復帰記念メダルを贈呈されまして、これが文教局長の指示によって各教育委員会に示達がございまして各学校の児童に配るように手配されたわけでございますが、そのメダルは那覇市の各学校においてどのようになってるかこれが１点。２点目に１５日の市内の各学校において特設授業をやっております。その特設授業の内容についてご説明を願いたい。あとは自席から質問いたします。

　　　　　　　（「議長、休憩してください」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午後１時５６分　休憩）

（午後１時５７分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　ただいまのご質問にお答えいたします。那覇市教育委員会といたしまして小中学校児童生徒への復帰記念メダルの保有高についてということで１６日、復帰の日の次の日になりますけれども、決定したのは１５日です。委員会でそれを希望の学校にはそれをやるからということで決定いたしまして、１６日には「別紙のとおり内閣から文教局を経由し、贈与されています」ということで、「教育委員会では協議の結果正式には配布いたしませんので、ご希望の学校は教育委員会事務局でお受け取りください」と１６日に通知を出しております。理由はすぐこれを学校に配布します、いま復帰の日を祝日、

　　　　　　　（「聞こえませんよ」という者あり）

　祝賀と受け取るか、あるいは祝賀とは受けとめない、という二つの大きな考え方が一般に分かれておりますので、学校で混乱を起こしてはいけない、ということでこういう文書を送ったわけであります。第２点でありますが、これは復帰の日のことにつきましては前の教育長が５月１０日の校長会、これは那覇市と浦添市内の校長会でありますが、その日に“復帰の日の取り扱いについて”ということで文教局からの公文をもとにいたしまして、校長先生方にお伝えしたようでありますが、どういう特設授業がなされたかについてはまだ報告を受けておりませんのではっきりお答えできません。以上。









○　喜舎場盛一君

　　復帰記念メダルは５万個あまり教育長のもとで寝ておることを本員は調査の結果知っております。復帰記念、すなわち復帰を喜ぶべきであるか、あるいは抗議すべき日であるかというようなことを教育長はおっしやっておりまするけれども、１からば北部地区、南部、両先島、また中部の一部においてももはやこのメダルは児童に配られております。一体この復帰メダルは何日に那覇教育長のところに配布をしなさい、といって持ってきたんであるか。これをひとつ答弁していただきたい。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　文教局から届いた日ははっきり前教育長から聞いておりませんが、おそらく１２、３日ごろだと思います。









○　喜舎場盛一君

　　１５日の委員会で希望の学校だけ配るというふうに決定いたしまして、そして１６日に、その旨各学校長に通達をした、というふうな答弁でございまするが、電話で通達をしたのか、あるいは文書でもって通達をしたのかご答弁願いたい。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　お答えいたします。文書で通達いたしております。









○　喜舎場盛一君

　　１６日の日付けで文書で通達をした、というようなことでございますが、復帰は１５日でございます。１２、３日にメダルがきておるならばどうしてその時点で１５日前に委員会を開いて、そして配布方の手続きをやらなかったのか。１６日にわざわざやっておる。そのへんの余裕はなかったんであるのか。あるいはまた何か問題があって、よそからいろいろと圧力を加えられて委員会の開催ができなかった、というようなことでもあったのか。そのへんについてお伺いいたします。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　お答えいたします。この文教局からの通達というのは連合区教育委員長あてにきたようでありまして、その報告は那覇の委員会で１２日に提出された、とありました。それで１２日、１３日検討いたしまして、やはり学校に直接配ると混乱が予想される、ということで、配布についてはやめたほうがいいというふうに考えておったわけでありますが、１５日にさらに話し合いをいたしまして、先ほどのように希望の学校は配ったほうがよかろうということに決定したわけであります。









○　喜舎場盛一君

　　せっかくりっぱな記念メダルを配布することによって混乱を起こすというようなことが委員会での審議の過程で話し合われたというようなことでございまするが、あの記念メダルに何か悪いようなことでも書かれておるんですか。たしか守礼の門の形と、それから日の丸の形が彫り込まれたメダルだと本員は思いまするけれども、そういうメダルがいわゆる混乱を起こすというのか。しからば東京オリンピツク、あるいは札幌オリンピツクの場合に記念メダルを発行しておりますがああいうメダルがいわゆる社会を混乱させるということは私はあり得ないと思います。このメダルがスムーズに配布できなかったいわゆる１３日の委員会でもいろいろ話し合いをしたけれどもスムーズにいかなかった、というふうなことを言っておられまするけれども、その裏には私の調査の結果では、那覇地区の教職員会から先ほどの教育長の答弁のごとく“配ってはいけない”という要請書を突きつけられております。「総理府贈呈の復帰祝賀記念メダルは教育に対する政治的反響を意味し、学校現場に著しい混乱を引き起こすことが憂慮されるので、教育的配慮から絶対に学校機関を通じて配布しないこと。全県の各学校分会ではこの種の政治的贈呈物はいっさい拒否し、取り扱わないことを確認しているので教育行政者として無用な混乱をまねくことは厳重に慎しんでもらいたい。委員会の責任で、メダルを贈呈者に返納せよ」というような、いわゆる要請を受けておることだと思います。そのことについて教育長自身このメダルはいわゆる政治的配慮でこれを総理府から贈呈されておると思うのか。このへんの見解をお伺いいたします。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　お答えいたします。私が教育長になったのは５月１５日でありますので、その前の委員会のことについてこちらで私がお答えすることはちよっとできないと思いまして、５月１５日あとのことだけ責任をもって回答いたしたいと存じます。









○　喜舎場盛一君

　　議長、ちよっと休憩してください。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午後２時０８分　休憩）

（午後２時１２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　喜舎場盛一君

　　１２日の委員会で配布しないというふうに決定しておりますがしかし市民から要望がありまして１５日に委員会を開いております。その中で配布をするという決定をみないで委員の申し合わせで希望する校長がおったらやろうではないか、というようなことでその問題を片付けておるということが私の調査の結果でございますが、正式にこれを１６日に本当に配布方の書面をもって通達をしたのか。今一度ご答弁を願いたいと思います。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　読み上げます。那教委第１号、これは那覇市教育委員会ということでございます。昭和４７年５月１６日、各小中学校長殿、那覇市教育委員会、小中学校児童生徒への復帰記念メダルの贈与について、見出しのことについては別紙のとおり内閣から文教局を経由して贈与されています。教育委員会では討議の結果、正式には配布いたしませんのでご希望の学校は教育委員会事務局でお受取り下さい。という公文であります。









○　喜舎場盛一君

　　しからば教育委員会そのもの自体がやはりこのメダルに対してはっきりした線を出していないとこがはっきり伺えるわけでございます。しからば校長先生がこのメダル配布について反対であるといって児童に与えない場合にはどのようにして児童に配布をするか、あるいはまた教員がその配布方について拒否をしたならば父兄を通じて、ＰＴＡを通じて配布をするんであるか。その辺のことについてご説明を願いたい。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　お答えいたします。私が先ほどお答えいたしましたのは、今までの教育委員会で話し合われたこと、決ったことをお話を申し上げたわけでございましで、今のご質問に対しましては教育長の私からはお答えは今のところできません。これは代表権をもつ教育委員長がお答えすべきことだと思います。









○　喜舎場盛一君

　　教育長が委員会の方針をわからぬということはおかしいです。しからば議会のたんびに委員長を出席させて下さい。そうしないと審議ができない。それからあとの問題でございますが、特設授業の内容がわからないと教育長はおっしやっております。現場の教師が児童に教えるこの教科書、あるいは特設授業の内容を知らぬということは教育長の怠慢なんです。ちやんと各分会から父兄宛に１５日の行動に対してのビラも配られております。中には反自衛隊、基地撤去、そういったものまではまだいいけれども、自衛隊が来ることによって人が殺されるんだという文書で、しかも銃を住民につきつけている絵を書いている。そのチラシの中に折り込んで父兄に配っておる。こういた偏向教育が許されていいものか、もはや１５日の午前零時には沖繩は日本国の憲法のもとに返えっておるはずであります。教育基本法、あるいは教育特例法あたりからこの教員の１５日にとったあの政治的行為、これに対して教育長はどのようにお考えになっていらっしやるかご答弁を願いたい。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　お答えいたします。この特設授業につきまして学校の状況を調査して検討してみたいと思います。









○　瀬長フミ君

　　第１番目に沖繩刑務所移転についてお尋ねいたします。１９６６年３月の第８０回定例議会におきまして、沖繩刑務所移転に関する要請決議がなされました。同刑務所周辺は、戦前は那覇近郊の農村地帯にあったのでありますが戦後は長い間旧市内に入れないままに刑務所周辺に住宅が建ち並び、那覇市が復興するにつれて人口も都市へ集中し、同刑務所が都市の中心部に位するような状態になったのであります。刑務所敷地は１万３,０００坪もありまして、公共施設も作れない狭隘な那覇市の都心部にあるということは都計上も支障をきたし風致上も好ましくないということであります。

　私の家の物ほし台から中は全部見わたせますし、城岳小学校の３階からもまる見えです、７、８年も前から地城住民からも、また一般の世論も移転すべきだという声が強く、那覇市議会としても行政主席や立法院議長宛に要請決議が出されたのであります。その後立ち消えとなり、そのままになったのでありますが、地域住民はその跡地に公民館や子供博物館か、小公園にでもしてもらいたいという要望が大きいのでありますが、当局はどうお考えになりますかお尋ねいたします。

　第２番目にモノレール敷設についてお伺いいたします。５月１６日の沖繩タイムス紙上に７５年の海洋博を目途にモノレールを完成させたいという記事がございました。この計画は大人をはじめ小学生まで夢のモノレールが出来るということで市民は喜んでいます。市内の道路は車の洪水で交通難を緩和するには幾ら道をつくっても解決出来ないような状態であり、特に首里は１本の道しかありませんので２０分ぐらいしかからないのが１時間以上もかかり、歩くのが早いくらいでありますのでモノレールが建設されることは、時間的にも経済的にも、交通災害を防ぐためにも大きく期待されているのであります。それでモノレールをついでに那覇飛行場まで延長してもらってはという声が市民の間からも出ております。ご存じのように那覇飛行場は、国際的な空港として、毎年毎年観光客も増えつつありますがアメリカの占領支配の中で渡航の拒否を受けた県民や本土の人々もたくさんあったのでありますが、復帰と同時にパスポートはなくなり自由に往来も出来るようになりましたので、今後飛行機を利用するお客さんは相当増えると思います。その場合、交通の問題、乗物のことが不便を感ずると思います。飛行場内の駐車場も飽和状態でありタクシーもなかなか乗れないのであります。その意味からも那覇空港のモノレールが重要になっておりますが、今後の問題として将来の展望として当局にそのご計画があるかどうか、お伺いします。

　第３点目は教育行政についてとなっておりますが、留守家庭の児童、つまり

　　カギツ子問題は働らく母親たちにとっては大きな問題でありまして、カギツ子問題も教育の一環として教育委員の方々が取り上げてもらい現在３か所で保育がされておるようであります。１９６８年の古い統計ではありますが小学校３,０００余人、中学校が２,０００人もカギツ子がいるという中でたった３か所では焼け石に水というところであります。それでも大きな効果を上げております。すでに２か年を経過した現在、２ヵ年間の成果の上にたって今後の見通し、今後どうあらねばならないかという計画もそろそろ考えておられることと思います。と同時に子供たちの健康管理の面、学習や交通災害から命を守り、誘かいや非行化から守るために、その指導員たちは神経を使い、たえず気を配って責任ある指導をしているようでありますが、テストケースとしての学童保育でありますので指導員の報酬も少なく、身分も保障されないような状態になっておりますのでそのままに仕事を続けていくということは非常に困難ではないかという声もあります。教育行政の一環としてのカギツ子対策として、今後指導員の身分についてどう取扱われていかれるかお伺いします。以上３点についてお伺いしましてまた自席からお尋ねいたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。これまでもしばしば問題になった刑務所の移転については従来どおりその促進方を絶えず努力いたしております。移転の見通しについては見通しがたったと申し上げてよいと存じます。移転先についてもだいたい検討がついているやに聞いておりますが、移転の日時などについてまだ明確にお答えができません。それはご承知のようにあの地点であのような施設があるということは、街の体裁上からも教育の見地からも好ましくないことはもちろんでございまして、一日も早くこの移転を今後も促進させていきたいと考えております。それと跡地の利用につきましては一昨年から山中長官に対しましてこれを那覇市に無償譲渡してもらうようにという要請を続けておりますが、このことについては各県の例なんかも引きましてなかなか良い返事が得られないわけであります。最近政府としてもだんだん理解を深めてまいりまして、那覇市の公園計画を提出いたしましたところ検討するといったようなことで、われわれとしましてはあくまでも国の理解と協力によりまして那覇市に少ない公園施設にこれを利用していきたい、主としてそういう目的に利用していきたいと考えております。モノレールの敷設につきましては従来ともに、那覇市の都市交通をどのように整理したほうが良いかということでそれぞれの専門家にも意見を聞いております。

　最近に到っては日本においても、密集地帯の交通機関としてはモノレールがいいというふうな結論に達しておるようでございます。そこで那覇市におきましても、モノレール協会等に依頼をいたしまして資料を取り寄せいろいろ検討いたしまして、一応先日新聞紙上で発表いたしましたような構想をまとめつつありますが、まだ正式にこれは県や国に提出しておりません。しかしあのことが国会でも問題になりまして、もし那覇市においてそういう計画があるならばすみやかに正式な書類として提出するよう催促を受けておりまして、急いでこの手続きを取ろうと考えております。

　その中で、当初奥武山の起点まで副線にして、空港に到る間は単線でないと採算も取れないといった考え方でおりましたが、万国博覧会事務当局なんかとの話し合いによりまして副線にしても採算が取れるんじやあないか、むしろそういうことを一挙にやったほうが良いというご意見も出てまいっております。そこでできるだけ私たちといたしましても国や、あるいは万博事業計画委員会なんかとも合議をいたしまして、そのご協力を得て大衆輸送交通機関として、そういう計画を樹立していきたいと考えております。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　３番目の点についてお答えいたします。教育委員会では留守家庭児童の対策といたしまして、現在安謝の公民館、大道公民館、および城東幼稚園を借用いたしまして３個所でやっております。これは低学年の生徒を対象にいたしております。その指導員の勤務につきましては、先ほど話しましたとおりパートタイムでやって、１時から５時半までとなっております。報酬も２ドル５０セント、つまり９００円を支給していますが非常に低額であります。先ほども話しがありましたようにテストケースとして設置したものでありますけれども、これについて今後ずっと続けていくかどうか。しかも対象になる児童生徒は相当にいることが予想されております。現在市委員会としては莫大な予算もいるのではないかと考えられますし、あるいはいままでの３個所に幾らか増設してやったほうがいいのかどうか、これも市と打ち合わせまして検討し、その身分保障の問題なども話し合いまして結論を出したいと思います。本土のほうでは市の福祉関係の仕事としてやっておるところもありますし、教育委員会でやっておるところもありますけれども、やはりごく一部のわずかな児童生徒を対象にしているところが多い状況であります。









○　瀬長フミ君

　　刑務所移転のことにつきましては、向こうは国有地でございますので琉大のように那覇市が買い取って中学校をつくるというような状態にきておりますので、そういうことがないように国に強力に折衝していただいて、無償で譲渡してもらって、公園の計画があるとおっしやっておりましたが公園でもよろしいですし、またあの地域は非常に公園が少なくて困っておりますので、ぜひとも早急に開放していただいてそれを利用していただきたいと要望いたします。モノレールにつきましても、当局のほうでは空港にもやりたいという計画もおありのようですし、いま那覇市の交通状態は車に乗っても車が動かない、歩いたほうが早いんじやないかというほどに渋滞しております。あと５年ではほんとに車が動かなくなるような状態になるというふうな見通しもございまして、モノレールはまた時間的にも早いし安全で、経済的にも安いという状態であります。また海洋博を控えておりますのでぜひとも飛行場へのモノレールを実現していただくように要望いたします。さらにカギツ子の問題でございますが、いま３個所しかございませんのでその３個所を増築なさるというよりも、各小学校単位に数多くつくっていただくのが父兄の要望でありますので、学校単位にたくさんつくっていただく。あるいは公民館のないところはできない状態ですので、できれば小学校があいていればこの小学校の教室を使ってもらうとか、あるいはそれが不可能であれば家庭の教育ママさんにそこであずかってもらって、教育委員会の方からこれを補助してやる方法もあると思いますが、そういう面の計画はお考えになったことはないかどうかお尋ねいたします。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　お答えいたします。学校にそういう留守家庭児童生徒を預かるところを設けるということにつきましては、本土でも相当問題があるようでございます。学校は終わったのにまだ学校の中にいるということは他の上級生などはまだそこで授業を受けたり遊んだりしていますので、一部の生徒をそこで預かるとその生徒は運動場に行って学校の中を飛び回るんで、なかなか預るのに管理がむずかしいというふうな難点もあって一長一短であります。東京の渋谷区の児童館というのがそういうところでありますけれども、ちやんとした設備をやってりっぱにやっております。りっぱにはやっておりますけれどもそういうところはごぐわずかだという問題点がありまして、今後私たちとしても多いに検討していきたいと思います。そしてどういうところで、どういうふうな方に勤務してもらってやっていったほうがいいかということは、どうしても委員会だけでは結論出ませんので市当局と十分話し合いをいたしまして、検討しなくちやあならない問題だと思っております。









○　仲村正治君

　　先に通告申し上げましたとおり、市長の政治姿勢についてお尋ねいたしたいと思います。県民多年の願望の復帰は、１９６９年の日米共同声明を受けて両国の外交交渉の紆余曲折の過程を経て５月１５日に実現し、いよいよ新しい沖繩の時代が始まったのでございます。しかしこのような過程の中で革新勢力はことごとく反対を唱え、復帰紛砕を叫び続けてきたし、いまもってこれを続けているような状態でございます。復帰の内容についての評価や表現はどうあろうと、現実の問題として迎える復帰に対して私たちはこれを冷厳なる事実として受けとめ、いつまでも過去のいやみそねみを繰り返えすのではなく、前向きの姿勢で社会の進展とともに前進をしていかなければならないと思います。そのためには国の施策としての力を借りることも不可欠のことでありましようが、何よりも大切なことは県民が自らの手で郷土の開発を考え、豊かな沖繩県を想像するんだという心がけが必要である。

　また地方行政に携わる人たちは、その行政を通じて県民あるいは市民の気持を謙虚に受けてふるい起こさせるように行政面からの指導をすることが最も大切であろうかと思います。復帰を記念してもろもろの記念行事が予定されている中で、それに関連して積極的な都市開発がはかられる。復帰記念国体や海洋博に対して那覇市は一体全体やる気があるのかいささか疑問をもつものであります。そこでまず一点目にお尋ねを申し上げたいことは、市民は復帰によって都市建設費を戦災都市復興資金、あるいはその他の形で国庫補助を獲得するという約束を繰り返えし強調されましたが、奥武山スポーツ公園周辺の都市計画、道路の整備計画やあるいはその国体主会場周辺の県道整備について県当局とどのような形で調整してこられ、また昭和４７年度予算にどのような措置がなされているかについてお尋ねをいたしたいと思います。第２点目に教育行政の問題についてでありますが、市長は国民の教育は国の責任においてなされるべきものであるとのべており復帰によってその権利をかちとり、学校用地の確保国県有地の無償譲与によって小中学校の新設を促進し、規模の適性化をはかるということを強調されましたが、那覇市における小中学校の教室不足は増加の一途を辿り、首里、真和志、小祿の市の外郭部においてはすし詰め授業といわれる間仕切り教室の中で勉強をしている状態でございます。しかし、琉球政府は過去４ヵ年の革新行政の中で本土政府の１００％補助であった学校建設費３,１００万ドルのうち、３分の１の１,０００万ドルもそれが使い残されている現状であります。一方では教室不足、一方では予算の未消化、まことにもって不可解な話しであります。市長がこのような教育行政の実情に政治的立場からどのように対処してこられ、またこれからの問題解決にどのような構想をもっておられるかお尋ねいたしたいと思います。第３点目に基地問題についてお聞きいたしたいと思います。市長が基地に反対し、軍用地開放を叫ぶのは耳新しいことではございませんけれども、戦後長期にわたり基地と直接にしろ間接にしろ密着した市民の生活を無視してこれにかわる職場の開拓という収入の道を確保せずに、基地反対や撤去を叫ぶのは市民生活やあるいは財産を守る立場にある市長としては余りにも無責任だと思います。市長は軍用地契約の拒否を訴えて５月９日の新聞紙上で呼びかけておりますが、軍用地主の何％が軍用地の再契約に反対し、あるいはそれに応じたかを調べたことがあるか、基地撤去を叫んでるが、そこで働いている人たちが職場を今すぐやめても困らないような対策をたてられておるか、以上の点について伺いあとはご答弁によって自席から質問を続けたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　市長は口ぐせのように那覇市の建設はいろんな名目で国庫から金を引き出してやるんだといってるがどのようにどういう方法でやってゆくかということのご質問でございますが、これは二、三日後に提出いたします予算案をごらんになりましてもおわかりになりますように施政権が移行することによりまして先程申し上げましたように三割自治といわれながらもやはりそこには一つの基準があって地方財政を補ってゆく方途が講じられております。特に沖繩の場合は今まで琉球政府時代から行政主席あるいは私ども市長会長の立場から沖繩の特殊事情というものをるるご説明申し上げまして沖繩が復帰しても困らないような万般の措置を講ずるということを政府にもお約束させてあります。従いまして今後の都市計画の推進などにつきましては計画的にやはり財政投融資あるいは補助率の引き上げ等を期待できるものと考えております。教育は国の責任だから学校の施設もやらせ、これを充実してゆくというが口ほどでもないじやないかということですが、現在の那覇市の情勢から考えました場合にいろいろと施設充実のための隘路がありますことは仲村議員もご承知のとおりであります。私が、国の責任だ、ということだけではなくして、これは憲法においてもはっきりと教育の機会均等、国の責任で行うということが謳われております。そこで当然、国が責任をもって山間僻地、都市地区といえども国民に教育を施す施設を充実させてゆき、国、県、地方自治体が一体となって責任を果たさなければいけないということになるわけでございます。小学校の建設におきましてもこれから政府の教育費を得まして逐次充実させなければいけないし先程申し上げましたように与儀ガソリンタンクの開放あとには与儀小学校から分離しまして新しい小学校を建設する計画ももっております。

　そのほか現在、那覇市の小学校２３につきましてもすべて日本の教育基準を遙かに人員超過をしている現状を文部省、総理府、自治省にもつぶさに申し上げてありましてこれの打開を早急に講じていただくよう要請しておりますのでこれが逐年改善されてゆくと確信いたしております。

　基地問題につきましては、軍用地契約を拒否した地主は何名かということでございますが、これは新聞の報ずるところ、あるいは防衛施設庁の発表によりますと９０％の軍用地主が契約に応ずるということであります。しかし契約に応じない地主につきましてもわれわれとしては決して損をしないという考え方に立っておりましてそういうものを損させてはいけないと思っております。それと軍用地開放をさけんでいるがそこに働いている人達の就職、生活の補償はどうするかということでございますが、これももちろん市長も十分その対策を考えなければいけないんですが、国といたしましてもこの点につきましては調達庁において十分対策を考えていかなければ、やってもらはなければいけない問題だと思います。そこで市長だけの責任を追求されるよりも一体となってこの基地経済からどうやって平和産業、平和経済に移行してゆくかということについてお互いが結束して前向きに取り組まなければいけないと思っております。









○　建設部長（水間平君）

　　国体に関連いたしまして奥武山の主会場の建設についてご質問がありましたのでお答えいたします。国体につきましては市、県、あるいは国が行うべき分担がありまして奥武山の主会場については県の負担になっております。しかしながら県のほうからは那覇市に対してその周辺の美化について協力をお願いするというような要請等があります。そこで市といたしましては、奥武山主会場の建設は県の負担とはいいながら県が仕事をしてゆく上でわれわれが協力出来ることがあれば十分協力してゆきたいと思っております。周辺の美化についても市においてできることから積極的に協力してゆきたいと考えております。唯、主会場の建設については県の分担になってるというこどであります。









○　仲村正治君

　　来年行なわれる特別国体に向けて主会場周辺の整備は県の責任においてなされるということでありますが、しかし、その周辺にはいくつかの市管理の道路があると思います。私はそういう連結した関連性のある整備を進めていかなければ主会場周辺の交通対策はたてられないというふうに考えるのであります。そういう意味からも、やはりそういう機会に市が積極的に県に対していろいろ働きかけをして県との調整をすべきであると思います。さらにまた市長は先程国庫補助についても暫時開けてゆく方向に引き続き運動を展開してゆくというようなことでございましたが、先般可決されました下水道事業の特別会計にみられるように国庫の補助率が非常に下がっております。

　そういう形で今までは何でもできないのは復帰すれば解決されるというような逃げ道をもっておりましたが実際こういうふうな厳しい情勢に直面しております。そこでもらった金を十分運用し活用していかなければならないと思います。環状２号線の場合は予算上の名目も国体道路であるというふうに謳われております。その中で７０年度の予算に２８万ドルが執行されておりますけれども、そのほかの７１年度の約７５万ドル、あるいは７２年度の３５１万ドルの予算が先程の議員の質問に対しても僅か１０％の執行情況でしかないという答弁をしておりますけれどもこういう執行状態の中で果して計画年度の中でこれを進めることができるのか、あるいはこういう執行態勢で今後増大する国庫補助金に対処してゆけるのか、さらに２点目に市長は学校教育は国の責任あるいは地方自治体が国民全体が一緒になってやらなければならない問題だというようなご答弁でございますがまことにそのとおりだと思います。唯、私が考えますことは市長は今日までそういう学校用地について解決されないことについては国県有地を払らいさげて学校の新設をすすめてゆくということでありましたが、先般琉球政府有地の土地を首里に新しく学校を造るということで財産評価委員会が４５ドルか評価してない土地を６０ドルも出して買っておりますが、これは琉球政府の財政硬直を那覇市が肩がわりをする状態であります。こういう形で果してこれからの学校建設、教育が出来るのかということであります。私は、あの金でそれだけのものを買う余裕があるのなら、現在那覇市の各学校の備品達成率が恐らく６０％内外と思われますので、それを５８万ドルの金を備品充実にあてれば恐らく那覇市の学校全体の備品の達成率が１００％はかられるんじやないかと思います。

　今日まで市長が主張して来られたように国県有地を払らい下げて学校を造るということとは裏腹に市民に１００％の負担をかけている学校の造り方、果してこういう状態で学校の適正配置ができるのかという点についてお尋ねいたしたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　今までの予算の未消化につきましては復帰時点のいろいろな計画の変更、あるいは国、県との連絡等に若干の手落ちがあったために前進しない問題も多々ございました。しかし、今日ではすでにその問題もあら方了解がつきまして今後はスムーズに予算の消化が行えるものと確信しております。それから琉球大学の用地の問題につきましてはお説のとおりこれは地方自治体として甚だ不満な問題であります。しかし一方において国立大学を早く設立させなければいけないというもう一つの要求、要請がありましたためにわれわれといたしましても大所高所からこの問題を解決する意味で多くの犠牲を我慢してこの問題を推進して来たわけでございます。しかし、今後はやはり国、県、市町村の負担区分は明確にして問題を処理してゆきたいと考えております。









○　仲村正治君

　　市長は軍用地問題について９０％余りの地主が契約に応じているが、しかし残りの方のほうは無視することはできないということですが、しかし余り一方的に唯市長の考え方のみを市民に押しつけようとすることではいけないと思います。私は十分そういう問題については市民がどういうふうに考えているかを把握して、ただみせかけでなくて野次馬的な態度でなくて、市民の意見を十分聞いて市長の態度を表明すべきであるとかように思うのでございます。そこで、市長は市有地の軍用地契約に反対しているということを聞いておりますけれども、はたしてその軍用地料が４７年度那覇市の一般会計予算に計上されているのか、あるいはどうなっているのか、その点についてお尋ねいたします。さらにまた、同じく基地問題でございますが、日米安保条約に基づく米軍基地、あるいは自衛隊基地は本土にもあるわけでございますそこで本土の市町村でその周辺に基地を持つところでは、基地から付近住民におよぼす障害やいろんな悪影響を除去、是正するために〝防衛施設周辺の整備等に関する法律〟、に基づく予算でこれの問題解決をはかっております。高良小学校をはじめ小祿地区の５つの学校では那覇空港からの直接の爆音障害でいろいろと授業にさしさわりが生じております。本員の調べでは毎日７０ホーン～９０ホーンの爆音が繰り返されている状態でございます。この件については防衛施設庁もよくわかっております。すでに去年調査もしております。そこの防音装置をしてあげる、ということでいろいろと調査をしておりますけれども、こういう防衛施設庁の周辺整備法に基づく予算を周辺の住民福祉のためにそれを受け入れる気持ちがあるかどうか、その点についてお尋ねをいたしたいと思います。









○　副議長（仲本安一君）

　　時間ですから簡潔に願います。









○　市長（平良良松君）

　　これは防衛施設庁の恩恵としてではなくて、われわれ付近住民がこうむる被害については十分これを補ってもらう対策を講じていくことを要求するつもりでおります。









○　仲村正治君

　　もう一点予算の件です。









○　市長（平良良松君）

　　予算は計上してございます。









○　玉城栄一君

　　三点ほど通告いたしましたけれども時間がおそくなりましたので３点目の行政事務の管理については省きたいと思います。それでは第１点の通貨交換に伴なう損失補償対策についてでございますが、昨年８月、米国のニクソン大統領のドル防衛政策発表によりまして、経済圏は日本の一環を成しているにもかかわらず、米国施政県下に置かれ、ドル通貨を強いられてきた沖繩にとってはその影響はまことに深刻なものがあったのであります。このドルシヨツクによって沖繩県民が戦後孜々営々として築き上げてきた資産は一挙に１６.８８％もその価値を低下せしめられているのであります。われわれは沖繩の施政権返還のきまった時点より１ドル対３６０円での通貨即時切りかえを要求し続けてきたのでありますが、本土政府はいっこうに応じなかったのであります。昨年１０月個人の現金預貯金の確認の分については１ドル対３６０円の保障はされることになったとはいうものの、その後の個人の所得や資産あるいは個人以外の所得、資産等については何らの保障もなされず、ついに今回の１ドル対３０５円という実に低落した実勢レートで交換するという事態に立ち到っているのであります。

　これは沖繩の総資産の約半分にあたる４億８,９００万ドルは１ドルにつき５５円の損失をこうむることになるといわれているのであります。したがって、このことによる県民、市民の経済的打撃ははかりしれないものがあるのでありまして、その上、この１ドル対３０５円の通貨切りかえは物価上昇に拍車をかけ、いままさに市民生活はつぶされる寸前にまできております。そこで市長はこの事態をどう受けとめておられるのかお伺いしたいのであります。あわせまして組織労働者、並びに大手企業関係労働者は賃金の１ドル対３６０円読みかえを要求してほとんどその保障がなされておるのでありますけれども、労働人口の７、８割を占める零細企業などに働く未組織労働者はほとんどその保障がなされないままに、ダブルパンチを受けているのでありますが、那覇市内における未組織労働者の賃金３６０円保障の実態を当局としてどのように把握されているのかお伺いしたいのであります。そして、このドル差損保障問題について今後政府にどのような要求折衝をなされようとお考えであるのか、お伺いしたいのであります。あわせまして先ほどの３０番議員の質問に対する水道局長、並びに経済民生部長のご答弁で「水道料金、及び市場使用料については３０８円から３０５円の読みかえはいたしません」といみじくも明言されましたが、その点につきましてもう一回答弁を両部長からお願いしたいのであります。２番目の核撤去の問題についてでありますが、沖繩の返還時には核は抜かれている、ということであったのでありますけれども、数百発あるといわれる核爆弾がどのような形で運び出されたか具体的に核撤去の証拠をわれわれに示さない限り、ただロジヤース国務長官の保証書簡１枚だけではわれわれは安心することはできないのでありますが、２７万市民の命をあずかる市長とされまして、あるいはまた県都那覇市の市長とされましてこの問題をどう考えられるのかお伺いしたいのであります。

　あとは自席から質問をいたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ドルの３６０円読みかえの問題につきましては、佐藤ニクソン会談以来われわれが等しく注目した問題でございまして、これについては私自身円ドル通貨問題対策県民会議の議長となって真正面から取り組んできたわけでございますけれども、事態はわれわれの意に反してこのような冷たいしうちになったことを心から残念に思うのでございます。しかしわれわれ自治体におきまして、あるいは大手の労働組合におきましてはそれぞれの組織の努力によりまして３６０円を保障されるいき方になっております。また、昨年１０月９日に点険いたしましたドルにつきましても、政府が保障するということをようやく克ち得ているわけでございます。しかし、ご指摘のように、その後変動相場制の期間中の経済的損失、あるいは未組織少人数雇用の職場における個人個人の損失、自由職業、農民、そういった人々の受けている損失については、これははかりしれないものがあるわけであります。そのほかに、今度は思惑、それから不安、動揺にかられて派生的に生じてきた諸物価の値上がりについての一般市民の受ける経済的な損失、こういうものを具体的にこれからどう取り組んでいくかということは非常に技術的にもまた問題が広範にわたりますためにむずかしい問題となってきておりますが、しかしながら私は県民が英知を集めてこの問題を検討していけばおのずからそこに要求できる、いくつかの解決の方法が見い出せると考えております。したがいまして今後とも市民、あるいは県、あるいは民主諸団体、経済諸団体等のご協力も得まして、沖繩県民がこのことによって再び三たびこうむっておる損失の補いを何としても補塡していくといったような要求はぜひこれからも展開していきたい。

　それに真正面から取り組んでいきた、とこういうふうに考えております。

　それから核撤去の問題でございますが、これはまさにわれわれとしていまの状態の中では点検の方法がない。ロジヤース国務長官が声明したからといってこれを信用するわけにもまいりません。ところが国のほうにおきましても、先般福田外相が野党側質問に対してチエツクの方法がないから、点検の方法がないから、権限がないのでこれはアメリカの軍事機密に属するのでわれわれが容喙することはできないと一国の外務大臣がそういうようなことを言っておられますので、まして単なる一市長がこれを点検する方法も見い出せないわけであります。したがいまして、われわれといたしましてはそのような暖昧な状態でいつまでも不安の中に暮らしていくということは絶えがたいものであり、私はむしろその根本的な解決といたしましては、アメリカの軍事基地撤去を今後も引き続いて行ない、完全に核が持ち込めないような状態にわれわれ県民が立ち上がって、そういう態勢をつくる以外にないんじやないか、というふうにも考えるわけであります。そしてあらゆる点で国民全体にも呼びかけ、また市民にも呼びかけまして、世論の力をかりて核の持ち込みを防止する、あるいは原子力潜水艦の寄港を阻止する。といった努力を続けながらも根本的、抜本的には基地の撤去以外に核の危険からわれわれを守る方法はないものだと考えております。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。未組織労働者の賃金読みかえについての実情、それからその対策について申し述べたいと思いますが、那覇市内における組織労働者、あるいは未組織労働者の実数についてはきようも労政課に参って問い合わせてみましたけれども把握いたしておりません。が琉球全体の労働者、その中からみますと雇用労働者の２２万３,０００人のうち組織労働者７万２,０００人。そのうち３６０円保障の妥結をみたものは３月未現在で６万６,０００人おります。未組織労働者の１５万１,０００人につきましては調査が困難であるため、その実態は把握されておらないというのが実情でございます。

　いわゆる３０５円の交換レートからくる差額の賃金保障でございますが、これらにつきましてはきようの琉球新報等の報じるところによりますと、政府が中小企業に対する特別融資として８０億円を設定いたしております。年３歩、償還７年。そしてこれらの最高限度額は１,０００万円の条件が付されておるということでありこの８０億円設定の根拠は大小企業の従業員の給料１年分の差額分、というようなことで中小企業の融資によってこれらの保障、あるいは対策というようなものを考慮しようという配慮もみえております。また賃金そのものは需要と供給という基本的なものではございますが、これは間接的にはやはり中小企業を側面的に育成する。

　体質改善して強化していくような要素もございます。そういう点では復帰後の中小企業に対する融資というものは法律体系からいいましても中小企業基本法、あるいは育成促進法等種々の法律も適用されるようになっております。そういうことで公的な融資機関、あるいは私的なそれら融資機関を通じて中小企業の育成強化を図っていくというような方法も今後賃金を上昇させるというような点からはプラスになる要素であると私は思っております。

　そのようなことでこれらの融資機関に対する対策を通じまして中小企業の育成強化にも当っていきたい、このようにも考えております。なお先ほどの市場使用料の件でございますが、これは基本的には３０８円というレートを原則として読み替えをやったわけでございますが、その読み替えにつきましては今までの使用料の設定をみた条件とは異なった、いわゆる業種別の料金設定をその業種ごとに施されております、たとえば電気、水道、冷蔵庫施設、そういったような施設に対する建設費用、そういったようなことも勘案いたしまして、そして合理的な使用料を設定するというようなことも単純な読み替えの使用料ということじやなくして、読み替え使用料よりも低いものもあれば多少それよりも高いものがあるといったようなことで、合理的な使用料を設定しようということで努力しておりますので読み替えは必要なかろうかというふうにも考えております。

　また管理費用の増加等も随分変わってきておりますのでしばらくは今の設定料金が適当であろうかとこのように考えております。









○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　水道料金の問題についてお答えいたします。先ほどもご説明申し上げましたとおり、３０８円よりは３０５円に決定したということは３円のダウン、約１％のダウンでございます。そういう面からしますとある程度変更してもいいんじやないかという理論も成り立ちますが、水道料金の構成要素としてもちろんこのダウンの要素も入っております。しかしその中の一番大きいウエートを占める原水、浄水購入費これがだいたい４０％でございますがこれは県との打ち合わせの結果、３０８円読み替えによるということで確定していますのでこの点は全然動きません。それから次に人件費の上昇でございますが現在３６％を越しておりますが、これが皆さんもご承知のとおりすべて３６０円の読み替えでございます。この点が非常に無理な点がございますそのほかだいたい合わせて８５％ぐらいはそういうふうな変動性のない要素でございます。それから３０５円になったために引き下げになる要素は減価消却、これがドルで申し上げますと１８万ドル、そのほかに支払い利息この二つを合わせまして約１２％ぐらいでございますが、その１２％のうちの１％は確かに安くなりますがこれだけからしましては全体の問題として１,０００万円のダウンから差し引いてほとんど問題にならない額でございます。しかも現年度のすでに通過いたしました予算の内容でございますが、公共料金、特に市が経営する水道料金を先きがけて上げた場合には他の物価に及ぼす影響が非常に大きいということを配慮いたしまして、３０８円で読み替えて予算編成をしておりますがその内容は非常に無理が潜在をしております。たとえて申し上げますと浄水場が建設されてからすでに２０年経過しております。









○　玉城栄一君

　　最初の核撤去の問題については市長の考えを了といたしますがただいまのドル交換によるいろいろな差損の問題でございますが、先ほどの経民部長のご答弁の中で現在の那覇市内における未組織労働者の実態についての把握は困難であるというそういう話がありましたんですが、これは７２年度の市政白書の中から私は調べてみたわけでございますが、これも６７年度の資料でございますのでちよっと古いのじやないかと思いますが、その中で当市における事業所の総数が１５,９７１、従業員数が８３,４５８人、その８４,０００余人にわたる当市における従業員の中でおそらくその８割は未組織労働者とこの統計の数字に現われておりますけれども、４人以下の事業規模に働いておる従業員の数も出ているわけでございます。そういう実態からいたしましたときにほとんどの従業員の方々が３６０円の賃金の続み替え保障もなされないままこのような実態になっております。こういう非常に大事な問題につきましては当局といたしましても早急にその実態把握をされ、どれだけの損失を受けているのかとういうことを分析しながら今後の対政府折衝の大きな資料にしていかなければならないとこのように思うわけでございます。

　そこで問題は市場使用料の３０８円についてでございますが、この件につきましては先ほどの３０番議員の物価問題についての話もあったわけでございますけれども、今後の物価値上げというのは非常にこの公共料金の値上げによる原因が大きく作用しておるわけでございます。そのような中におきましてたとえば市場の使用料を実際は３０５円を３０８円に換算するとそこに働いておる方々は当然３０８円の商売上の換算をしていく、これは当然物価値上げの原因になっていくわけでございます。そのようなことを考えていきますときに、実勢レートは３０５円ですから３０５円換算で市場使用料をもっていく、その場合にいろいろな点についての差損が生じたということについては今後の日本政府への要求の資料にしていく、こういう形でやっていかないと全部市民にそういう形で転嫁されていく、水道使用料についてもしかりだと思うのでありますけれども、実際に３０８円で水道料金、あるいは市場使用料が換算され市民から徴収されるということになりますと、当然物価値上げの要因になることは当然でございます。もう一度その点について両部長からご答弁を願いたと思います。









○　水道部長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。予算編成は長期の期間を要するものでございまして、しかも給水条例とかこういったものを全部変更いたしまして議会の議決を得ていかなければならない、非常に長期に亘る作業でございましてわれわれはそのときにおいて、だいたい大蔵大臣が決定した額はどこであるかをいろいろ考えましたがどうにもなりませんので３０８円をとったわけでございます。









○　玉城栄一君

　　要するに水道料金は３円の便乗値上げだと受けとられてもやむを得ないわけですね。









○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　結果的にはそうなりますがわれわれはそういう意図でやったわけではないのであります。









○　玉城栄一君

　　これが大きな不満の要因になっているわけです。









○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　市の水道料金を除くその他の分はほとんど３６０円でございますが、その中において３０８円でやったということは私は物価値上げへの大きなブレーキの要素にこそなれ、それが値上げの要因になるとは考えられません。

　そういう物価値上げに対するブレーキをかけてやろうという意図でやったわけです。結果的には１３日にああいうふうな決定がなされておりますがこれはわれわれがそういうものを推定できなかったということでございます。









○　玉城栄一君

　　ただいま水道局長のご答弁でございますけれども県と卸料金３０８円についての話し合い、これは今後の問題としまして、県と話し合いをして実際３０５円の交換レートで現実に行われるわけでございますが、その点についての県との話し合いを進めてもう一回考慮していただきたい。こういうふうに要望いたします。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。先ほど来繰返えしてお答えしておるわけでございますが、基本的には３０８円という交換レートで使用料を読み替えた料金よりも低い分もございますしまた高くなっておるものもございます。それは設定の要素というものを勘案いたしまして、また必然的に賃金の上昇等も出てきております。その管理費用等そういったものも勘案した場合には、現在われわれの作業いたしました使用料額は間違っておらないという確信のもとに作業もいたしておりますので、しばらくの間はこの料金額で進めていきたいこのように考えております。









○　玉城栄一君

　　ただいまの市場使用料につきましては実際市場で仕事をしておる方々は商品について現在の時点で３０５円でしていいのか、中には３６０円、あるいは４００円と換算している人もおるが、良心的な人は３０５円換算をして売っておる人もおるわけです。しかし使用料が３０８円ということになったので３０８円で売ることも当然認められたとそのように受けとられるケースも当然出てくるわけです。そういう点もありますのでよくご検討をお願いいたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。これにて散会いたします。明日１８日午前１０時会議を開きます。

（午後３時２５分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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○　出席議員（　２１名　）

　　２番　　　中村昌信君　　　　　１６番　　高良文雄君

　　３番　　　瀬長フミ君　　　　　１７番　　又吉久正君

　　５番　　　喜舎場盛一君　　　　１８番　　仲本安一君

　　６番　　　仲村正治君　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　７番　　　　欠員　　　　　　　２１番　　久高友敏君

　　８番　　　上原綱正君　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　９番　　　金城甚松君　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　１０番　　　島袋宗康君　　　　　２７番　　玉城栄一君

　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２８番　　　欠員

　１２番　　　　欠員　　　　　　　２９番　　椿秀義君

　１３番　　　平良信一君　　　　　３０番　　大浜長弘君

　１４番　　　宮里敏慶君

　１５番　　　金城重正君









○　欠席議員（　６名　）

　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　２２番　　喜久山朝重君

　　４番　　　辺野喜英興君　　　　２３番　　宮城武君

　１９番　　　金城吾郎君　　　　　２６番　　安見福寿君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　用度管材課長　　　　　　宮城信君

　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　港務課長　　　　　　　　上原一男君

　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　水道局総務課長　　　　　嘉数清孚君

　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　調査係長　　　　　　　永山盛広君












　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








昭和４７年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第１４号






昭和４７年５月１８日（木曜）午前１０時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第９２号　昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第９３号　昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第９４号　昭和４７年度那覇市小禄地区土地区画整理事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

　　　議案第９５号　昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員会審査報告）

第３　一般質問






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　（議事日程に同じ）






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








昭和４７年５月１７日






　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿









建設常任委員長

比嘉佑直









委員会審査報告書









　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０３条の規定により報告します。






記








	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第９２号
			昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算
			原案可決
	

	
			議案第９３号
			昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算
			〃
	

	
			議案第９４号
			昭和４７年度那覇市小禄地区土地区画整理事業特別会計予算
			〃
	

	
			議案第９５号
			昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算
			〃
	











～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　これより本日の会議を開きます。この際諸般の報告をいたします。５月１７日付、建設常任委員長から会議規則第１０３条の規定により委員会審査報告書の提出がありましたので報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、高良文雄君、又吉久正君、を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第２、議案第９２号、昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算。議案第９３号、昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算。議案第９４号、昭和４７年度那覇市小禄地区土地区画整理事業特別会計予算。議案第９５号、昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算。までの事件を一括して議題といたします。建設委員長の審査報告を求めます。









○　建設委員長（比嘉佑直君）

　　議案第９２号、「昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算」議案第９３号、「昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算」議案第９４号、「昭和４７年度那覇市小禄地区土地区画整理事業特別会計予算」議案第９５号、「昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算」以上４件を一括して本委員会における審査の経過、および結果についてご報告申し上げます。

　　議案第９２号、「昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算」本件については、当局の説明を聴取したのち、款を逐って審査に入ったのでありますが、その主なものを申し上げますと、歳入、第１款替費地処分金、は崇元寺工事区で４,２０２坪分、２５８万８,０００円、辻工事区で５００坪分３０万８,０００円計上されている。これは前年度においては計上されてなく今回新たに計上したとのことだが、前年度から予算に計上すべきではなかったか、ということに対し、当局の説明は、替費地は関係者に処分したいという都計課からの申し入れがあり、前年度は計上しなかった。なお、替費地処分金については処分する年度で計上すべきであるという見解であります。また、清算事務の処理状況をただしたことに対し、当局の説明は、清算はまだ確定してない。その理由は、確定測量による換地処分によって、一率３０％だった減歩率が２９.０５％に下がり、０.９５％分については還付するものもあるので、個々の調整をしており、総額については今月末にしか確定しない。しかし、減歩率が減っているので確定した時点での交付分は多くなり、徴収金は少なくなるとのことであります。委員会は以上の審査の結果、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第９３号、「昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算」本案については当局の説明を聴取したのち、款を逐って審査に入ったのでありますが、その主なものを申し上げますと、(1)歳入第３款の替費地処分金の内訳については、４筆１４５坪分で、坪当り単価は３０８円換算で約１３５ドルとして算定されており、これは事業計画書の額を押えて計上されていることのことであります。

　　また、替費地処分の方法は、事業計画書の策定の段階で基本的に決定されるので、施行者としてはその予定額を原則として、一般競争入札に付す。ただし、市長が必要と認めたときは指名競争入札にすることができるとのことであります。(2)昭和４７年度予算を１００％執行した場合の当事業の進捗率についてただしたことに対しては、総事業費を押えて進捗率は約７３％となる。なお、本事業は昭和４８年度いっぱいで完了する予定である、との説明であります。(3)歳出第２款１項２目土地区画整理事業費２２節、補償補塡及び賠償金の建物移転件数、及び損失補償の内訳については、建物の移転補償が４８件分で、損失補償はその４８件の営業補償等である。建物の移転補償費の財源別は、国庫補助事業分で３８件、一般財源で３件替費地の剰余の分を含め市の単独事業分として７件となり、合計４８件分で９,０６６万９,０００円計上してあるとのことであります。委員会は、予算に関する説明書中、当局から訂正のあった歳出第２款１項１目土地評価委員会費を含めて当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第９４号、「昭和４７年度那覇市小禄地区土地区画整理事業特別会計予算」本件については、当局の説明を聴取したのち、款を逐って審査したのでありますが、その主なものを申し上げますと、歳入第１款国庫支出金第１項国庫補助金、第１目土地区画整理事業費補助金に関連して、小禄地区に対し、これまでに琉球政府から入った補助額、および今年度から国庫補助に変わることによって、琉球政府および市の負担はどれだけ軽減されるか。とただしたところ、当局の説明は、６９年度から７２年度までの負担額は琉球政府が９万９,６４１ドル、那覇市が１５万９,８５４ドルとなっている。また、従来の琉球政府補助による事業執行でいくと、総事業費６６万８００ドルから替費地処分金７万４,６８１ドルを差し引いた額５８万６,１１９ドルを琉球政府、那覇市がそれぞれ５０％づつ負担することになる。その額は、琉球政府、那覇市がそれぞれ２９万３,０５９ドル５０セントとなり、その額から、６９年度から７２年度までに負担した額をそれぞれ差し引くと、琉球政府負担残額は１９万３,４１８ドル５０セント、那覇市の負担残額は１３万３,２０５ドル５０セントになる。ところが、昭和４７年度から国庫補助に変わることにより、小禄地区の総事業費の残額４０万１,３０５ドル中、日本政府および市の負担額はそれぞれ日本政府が２３万８,４２５ドル、那覇市が８万８,１９９ドル負担することになり、結果的には、琉球政府の負担残額１９万３,４１８ドル５０セントは日本政府がかたがわりし、那覇市の負担残額１３万３,２０５ドル５０セントについては、８万８,１９９ドルになるので、その差額４万５,００６ドル５０セントは負担減になる。なお、当初予定していた２８万ドルの基幹排水路工事については、国庫補助により、別途会計事業として、単独に事業執行するよう、建設省と話し合いがついているとのことであります。委員会は予算に関する説明書中、当局から訂正のあった歳出第２款１項１目土地評価委員会費を含めて、当局説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　議案第９５号、「昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計」本件については、当局の説明を聴取したのち、款を逐って審査に入ったのでありますが、その主なものを申し上げますと、①当区画整理事業の減歩率については、訴訟事件となった当初のものと、今回の減歩率とはさほど差はないが、当初うまく行かなかった主な理由について質したところ、当局の説明は、調査の結果、減歩率が高いということと、換地が不公平であるということだった。さらに、区画整理事業に対する地主の理解度が低かったため、いろんな障害が生じた。しかし、なぜ減歩されるかという減歩の理由、区画整理の意義、方法などについて説明した結果、そのあり方について納得させることができた。十分理解せしめてなかったことについては今後反省しなければならない。なお減歩率については合算減歩平均が当初２５％で、その後２１.８３５％に変わり、さらに今回２１.４％になったとのことであります。②建物のたっている土地の低い所とか、道にかかる所の補償についてただしたことについては、かさ上げの必要のある建物は、それを移動して、該地を整地したあとで換地された土地にもっていく。その場合は、地形をいかした方法で事業を施行し、換地もそのような方法でしたい。とのことであります。(3)新年度事業の内容については、排水工事のための物件補償に重点をおく。該地域内にある物件については、建物が全体で１８４棟で、そのうち、今年度は１５件分の建物移転及び損失補償をしたい、とのことであります。(4)年次別の事業計画については、当地区は昭和４７年度から５１年度までの５ヵ年計画で、総坪数４万３,０００坪、総事業費１６４万６,０００ドル、となっており、３０８円換算で５億７２２万９,８００円となっている。初年度は総事業費の３.３％で、区画整理審議会の設置や、換地計画をし、本格的事業は２年次以降になる。とのことであります。(5)歳入第１款１項国庫補助金については、保留地処分金（替費地処分金）を差し引いた残りの分が、補助基本額で、その１０分の９が補助率となっており、新年度は１,５００万円となっている。なお、従来琉球政府からの補助は、４：４：２の割合の負担率で、工事費及び補償費もその割合であったが、今回から国の補助に事業費だけが対象になり、一般管理費については、一般財源と保留地処分金でまかなうとのことであります。委員会は予算に関する説明書中当局から説明のあった歳出第２款１項１目土地区画整理審議会費を含めて、当局説明を了とし、本案については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。以上ご報告申し上げ、各位のご賛同を得たいのであります。









○　副議長（仲本安一君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第９２号、昭和４７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算、は委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　議案第９３号、昭和４７年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算、は委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　議案第９４号、昭和４７年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算、は委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　議案第９５号、昭和４７年度那覇市寄宮地区土地区画整理事業特別会計予算、は委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　おはかりいたします。本日までに議決されました事件についてはその条項字句、数字、その他の整理を要するものにつきましては、会議規則第４３条の規定によりその整理を議長に委任されたいと思います。これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　ご異議なしと認めます。よって条項、字句、数字、その他の整理は議長に委任することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第４、一般質問を行ないます。お手もとに配布の表のとおり順次質問を許します。









○　又吉久正君

　　一般質問を行ないます。沖繩県民が終戦後２７年の間本土と引き離されて米国の施政権下に置かれ、その間多事多難な道を歩んでまいりましたが、日米両国政府の理解のもとにまがりなりにも去る１５日に祖国復帰が実現し、名実ともに日本国民としての地位の回復をしたことは、沖繩１００万県民とともに喜ばしいことでございます。この新しい世がわりに際し、わが那覇市を県都としてますます発展させるためには、市当局と議会が一体となって努力していかなければならないと思う次第でございます。よって次のとおり質問いたします。第１点は、ご承知のとおり那覇市の一般財源は経常経費に充てるぐらいしかなく、都市計画事業費、その他の財源はほとんど日米琉政府の補助金と市債で補なってまいりましたが、復帰に伴なって日本政府と沖繩県からの補助しかもらえない。那覇市の総事業費は政府補助金で５０％以上獲得しなければならないと思いますが、大幅な補助金を日本政府や沖繩県より獲得をしなければいけないと思いますが、市長はどのような心がまえであるか、これがひとつ。第２点に、また那覇市は１９７３年度より７４年度、７５年度までの事業計画を次のとおり作成してあるが、復帰に伴なってその計画にくるいは生じてこないかどうか。７３年度の事業費が2,534万3,000ドル、政府支出金が1,273万3,310ドル、市債が773万8,920ドル。７４年度の事業費が2,020万9,610ドル、政府支出金が1,036万6,510ドル、市債が465万9,380ドル。７５年度の事業費が2,321万9,810ドル、政府支出金が1,004万1,730ドル、市債が790万9,560ドル。事業費を７３年度から７５年度までのをしめてみると、6,877万2,420ドルで、政府支出金が3,314万1,550ドル、市債が2,03万7,860ドルというようになっておりますが、復帰に伴ないまして、この那覇市の７３年度から７５年度までの事業計画にくるいはないかどうか。予定どおりに日本政府や県からの補助金も間違いなくとれるかどうか。その点についてもお伺いいたします。第３点といたしまして、松川ポンプ場より農事試験場に至る間の街路事業についてはきのうの一般質問で３０番議員への答弁の中で４５％執行しているとのことですが、そのおくれた理由、また国県支出金については４７年度予算に計上されているが、政府と話し合いがついているかどうか。第４点といたしましては、水産高校前より安謝第一次埋立地までの新設道路の計画についてご説明願います。第５点といたしまして、真嘉比、古島の区画整理事業の目途、及び着工予定について明細に説明願います。特に真嘉比、古島の区画整理事業が、指定され認可になってからもう７、８年もなると思いますが、いまだにその目途がはっきりしない。その点につきましても詳しくご説明お願いいたします。あとは当局のご答弁によりまして自席でまた質問いたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。これからの沖繩県政の中で那覇市政の運営についていろいろとご心配をいただいてまことにありがとうございます。もちろん、一口に言って植民地支配の中にあって自治体行政にあまり重きを置かなかった時代と比べますというと、たとえ３割自治といわれましてもやはりそこに地方自治法にのっとった地方行政の運営のルールがきまっております。したがいまして、財政操作につきましてもそれぞれ国の基準があてはめられてまいりますので、従来よりも大部那覇市政運営につきましても合理的に、計画的に遂行されるものと考えております。特に２７年間の空白を埋めるために特別の措置を講じてもらうように、これは沖繩県、那覇市、その他の市町村においても強い要請を行なってまいりましたがすでにその若干は現実のものとなってあらわれていることは、たとえば那覇新港における工事の種目によっては１００％の国庫支出金によって行なわれている。環状二号線につきましても大幅な国庫支出金をあおいでおる。その他先ほど説明を申し上げました寄宮の区画整理の問題につきましても、かなり国の負担をもってこれが遂行されるというようなことでございまして、その他今後残された道路整備計画、あるいは公園計画等につきましても国の特段の配慮をいま要請中でありまして、従来よりも補助金、あるいは支出金といったようなものは大幅に支出されることだと期待をいたしております。７３年度以後の計画にくるいはないか、というご質問でございますが、これはつとめてくるいのないようにこの計画を遂行していきたいと存じます。ただこれも計画でありまして、諸般の事情によりましてある場合には訂正、修正をする可能性は出てまいると思います。松川ポンプ場より農事試験場に至る街路事業の執行のおくれ、あるいは真嘉比、古島の区画整理の問題その他につきましては、担当部課をしてご説明申し上げさせることにいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　１７番議員のご質問のうち、松川ポンプ場～農事試験場間の問題、泊高橋から那覇新港に通ずる道路の問題、真嘉比、古島の問題、この３つについてお答えいたしたいと思います。松川ポンプ場～農事試験場間の事業につきましては、きのうの一般質問の中にもございましたが、そのおくれている主な理由といたしましては、まず第一にあげられますことは、７１年の１２月１９日に交換レートが３０８円になったというようなこと、それから復帰が目前にせまっているので、復帰後に契約したいという人たちが多いこと、あるいはまた通貨交換後に折衝をしたいというようなことが事業執行率４５％という結果を招いている主な原因であります。そこで通貨切りかえも終わりましたし、用地課のほうで早速交渉の開始に乗り出しましたが、最近の通貨切りかえによる物価高、そういったふうなものがいろいろ影響しまして、従来の交渉を継続していくことができるかどうか不安もありますけれども、県とも十分連絡を取り合って予定どおり９月の末までには全予算の消化ができるように努力していくというふうに考えております。それから那覇新港から泊高橋に抜ける道路の問題でありますけれども、この道路は非常に重要な道路でありまして、那覇新港の機能を十分発揮させるためにも、あるいは都市計画上の問題からも非常に重要な道路だとして位置づけをしております。そこで港湾の一元化に伴ないまして土木部を中心にして運輸省とも港湾道路の計画についていろいろ話し合っておりますが、大体来月６月中にはこの計画案なるものがある程度目途がつきそうであります。この計画案の目途がつきますと、次年度の予算の中にこれを計上するように働きかけまして、それと同時にこの港湾道路と泊高橋とを結ぶ道路の計画にも一部変更しなくちやいけないような問題も出てくるかもしれませんが、そういったふうなことを勘案して、港湾道路の問題といっしよに解決していくように努力いたしたいと思います。真嘉比・古島の区画整理事業の見通しについてでありますが、真嘉比・古島の区画整理事業がおくれています主な原因は、寄宮地区の区画整理がどういうふうになるのか非常に疑問だ、寄宮地区の区画整理の目途が立つのであれば、それに沿って自分たちも話し合いにのりたい。寄宮地区の問題も解決しないのに真嘉比・古島の区画整理問題で話し合う時期じやないかというのが大方の地主の意見でございました。ところで寄宮地区の区画整理事業も日本政府の援助もほぼまとまりましたし、しかもその内容は私たちが予想していた以上のものでありますので、真嘉比・古島の地主たちに対しても、今後の折衝は非常に順調に進むものではないかというふうに考えております。その中で那覇市の区画整理事業を行なうべき個所はたくさんあるわけでございますが、真嘉比、古島だけではなしに壺川、あるいは石嶺、そういうふうなところも区画整理をしなければなりませんので、私たちといたしましては各地区ごとに年度計画をたてまして大まかではありますけれども建設省とも話し合いを進めております。その話し合いの内容を申し上げますと、真嘉比、古島地区は工区が非常に広いのでそれを２地区に分けまして第１地区と第２地区というふうに分けてありますが、第１地区につきましては昭和４８年度から昭和５３年度まで、第２地区につきましては昭和５１年度から５６年度までの間を事業実施期間にしようじやないかというようなことで大まかな意見の調整はできております。４７年度は今まで手をかけていたところの区画整理とそれから与儀ガソリンタンク跡の区画整理、そういうふうなものに取組んでその次年度から新しく手をつけるようにしようじやないかという考え方に基づいておるわけでございます。









○　又吉久正君

　　時間がないので要点だけご質問いたしますが、松川ポンプ場から農業試験場の間の事業執行が遅れた理由としてドル交換いろいろその他の問題があったが、いよいよドル交換も終わったので進展していくというご説明でございますが、今後物件補償並びに立退き補償が同じ金額で今度の７３年度予算計上されておりますがその通り進めていくお考えであるか。あるいは物件補償及び立退き補償の額を前年度よりも上げてやっていかれるお考えはないかどうか。そしてこの問題は確か９月までだと聞いておりますが９月までにすべて完了する予定であるか、その後において工事の着工の目途がついておるかどうか。それから泊から安謝港に至る道路につきましては、すでに安謝の第１次埋立てをしてから８年ぐらいたってると思いますが、あの埋立地を買収するにあたってこの泊からの道路を早急に開通するんだというような考え方でみんな用地は買つたが、その後７.８年もたつている。ご承知のとおり建物も建てんでそのまま放つたらかしておる地主がたくさんおります。先ほど部長が説明したとおりこの道路は非常に重要な道路であります。一日も早くやるべきだと思いますが、この計画案が６月中にはできるというようなご説明でありますが、これは強力に推し進めていってもらいたい。要望しておきます。それから真嘉比、古島の区画整理事業については寄宮地区の区画整理事業の目途がたたなくてなかなか踏み切れなかったというようなご答弁でございますが、話を聞くというと真嘉比、古島の方々は非常に区画整理をまっている。また一日でも早くあの地域の区画整理をしないというと建物も自由に建てられないしいろいろの問題が出ているわけでございますが、今の説明では４８年度には始めるということですが、その後において地主と話し合いをもったことがあるかどうか。来年からやるとすれば地主がまず承諾しなければいかんと思うが、減歩率の問題といろいろ出てくると思いますが地主との話し合いはどうなっているか、その点についてもご説明を願います。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。松川～農業試験場間の用地、物件の補償につきましては先ほどご説明いたしましたとおりでありますが、ドル交換後異常なほどの物価上昇という中で従来の予算どおりこれが執行していけるかどうか不安な面もございます。このことにつきましては県の土木部長も非常に心配いたして日本政府と強力に折衝をするというようなことを言っております。私たちといたしましても現在の予算内でできるのかどうか、現在の物価騰貴というふうなものが一時的なものであるかどうか、そういうふうな見通しなどがまだたちませんので、一応今までの計画どおり私たちは強力に進めていって予定どおりこれを完了いたしたいとこのように考えております。次に真嘉比、古島の地主との話し合いでございますが、この件につきましては絶えずチラシを配るとかその他の方法で地域の方と接触を保っておりましたし、先ほどご説明申し上げました寄宮の区画整理がどうなるかということが主な理由でつっ込んだ話し合いはできていませんでしたが、今度真嘉比、古島、寄宮地区の区画整理の目途がつきましたので早速、真嘉比、古島の地主の方々と話し合いを進めていって建設省とわれわれが話し合っておりますように、４８年度からはなんとか手がつけられるような状態にまでもっていけるように努力いたしたいと思います。









○　又吉久正君

　　松川ポンプ場から農業試験場までの間の予算が従来と変わらないとおっしやっておられますが、あの地域の方々はやはり物件補償が安すぎるということで大部反対しているという声を聞いておりますが、特に物価もうなぎのぼりに上ってきたし従来どおりの予算で執行しようとするならばおそらくできないんじやないかとこう考えておりますが、当局といたしましてはもっと力強く政府にあらゆる面から検討していかなければむずかしいと思いますが、積極的にこれを推し進めてもらいたい。これは時間もないようですから要望しておきます。次に真嘉比、古島の区画整理でございますが、寄宮の問題も解決したし、その次にくるべきのはやはり真嘉比、古島の区画整理事業を早くやらなければいかぬとこういうふうに考えておりますが、これも積極的に職員をして地主の説得に当たらぬ限り４８年度からの着工目途がむずかしいんじやないか、ただ計画をして計画倒れではいかないと思います。どうしてもこの問題も推進していって来年の予算に計上して執行してもらいたい。時間がありませんので要望だけ付して質問を終わります。









○　高良文雄君

　　本員は復帰後の経済及び民生の安定について、また中小企業および市内の専門店その他商店の育成について市長の政策を承りたいと思います。１番目に物価上昇を防ぎ経済安定を図るために市長はどのようなことをお考えであるか。２番目に復帰と同時に本土から大資本や専門店が那覇市を中心として進出してくるおそれがあると思うが、弱小資本である現在の中小企業が２７年がかりでなんとか積み重ねて営業をしてきておりますが、それの保護育成の方法やお考えがあればお話していただきたい。３番目に現在の中小企業いわゆるマチヤグワーの企業規模が大型化した企業に対処できなくなってつぶされるおそれはないかどうか。それで中小企業保護育成法に基づく各種制度資金の助成導入の早期実現が急務であると思いますが市長はそれの受入れについてどういうふうにお考えであるか承りたい。次に昨日、公明党の玉城議員のご質問がありましたが中小企業の保障、給料差損の支払いについて市長はご答弁しておいでになります。８３億円融資が決定し年３分、期間が２０年の融資だと本土からの答弁をいただいておるそうでございますが、これが実現可能か、実現可能だったらどういう方法で受入れ県行政と那覇市との間に準備体制ができておるか、それから８３億円は第１次であるというふうに聞いており、それで第２次、第３次１５５億円を要求したようであるが、その第２次、３次要求は本土政府がＯＫしそうであるか、その見通しについてお伺いしたい。それから商店の問題でありますが、商店街通り会の多年の問題でありますじん芥処理についてお伺いしたい。戦後より現在まで商店街および通り会は自主的にじん芥の処理をしているが自分たちで毎月多額の費用を出して処理しなければならないことは、そこに法的に根拠があるかどうか。商店街や通り会は自分たちで塵芥処理しなければならない条例や何かがあるのかどうか、これについて承りたい。それから県都としての文化都市としまして、もっと科学的で衛生的なごみ収集をすべきだと思うがどうでございましようか。現在閉店後の平和通りをお通りになりますとご存じだと思いますが、ごみの山になっております。火災の発生の危険もありますし、特に本土観光団のお客さんが非常に不快だというふうに聞いております。商店街の道のまん中にうず高くつまれております塵芥についてどういうふうにお考えであるか。それから美観、風致についてでありますが、現在もそうでございますがポスター、宣伝ビラ、選挙ビラ等が街の各スージグアースージグアーの壁にペタペタとはりついております。これは４月１３日付で那覇市民憲章推進協議会、琉球電信電話公社、沖配電、那覇商工会議所、沖繩観光連盟、文化財保護委員会、那覇市青年会議所、那覇市婦人会、那覇市通り連合会の９団体から美化風致および屋外広告物法施行条例等の制定について要請があるように聞いております。美化運動として市としても条例化する必要があると本員は考えますが市長、部長のお考えを承りたいとこういうふうに思います。それから次に、現在市がやるべき事業を通り連合会が肩がわりしております。たとえば商店街のサービス、店頭販売講座、経営管理事業に関する講座、セールスマンの講座、経営安定の講座など復帰後の体質改善を基調とするために商店街の組織化、近代化、共同事業化推進のために相当商店街の苦労があることを覚悟しております。しかし、この通り会に現在１,５００ドルの予算をいただいております。これでは少ないんじやないかと思いますので、こういう大事なときにもう少しその各通りの営業の繁栄と申しますか、市がもう少し６月予算当たりで考慮していただきまして、商店街の発展策について協力願い要望申し上げます。こういうことがいわゆる事業税を還元するということにもなるんじやないかと思います。通り会および商店街は非常に困難な時期に直面しておりますので、ぜひ当局は心して発展保護策を講じていただきたいとこういうふうに思います。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ただいま多岐にわたってのご質問でございますが、物価上昇の抑制について市長はどう考えるかというご質問にまずお答えいたします。物価の上昇というものは、世界経済の大きな動きの中から出てまいるものでございますので、単に一地方自治体の努力でもどうすることもできない問題だと思つております。特に最近ドルの円への読みかえ等経済、財政の異変もございまして、思惑、不安と入りまじったことから物価の便乗値上をするといった傾向もみられまして、まことにご心配のとおり市民生活に多大な迷惑をおよぼしていることは同感でございます。そこで市長としてできる点を検討いたしましたところ、昨日からご説明申し上げておりますように市が支払う給料、その他につきまして、たとえば市民に還元される分については３６０円で補償して、新しく市民から徴収するものに３０８円。これが予算編成当時の公定レートでありましたのでそれを基準にして計上いたしました。なるべくそれに近づけるような数字でもって計上する、こうして一般公共料金の上昇を抑えていって市場物価上昇にブレーキをかけるといったようなことしかできないのじやないかと考えております。それから復帰に際しまして、これもご指摘のように本土の資本攻勢が盛んになってまいりまして、それに対応する策としては現在のところ見当たらないようであります。これはもっぱら地元資本の連結、団結、あるいは県民、市民の自覚にまって、何らかの地元資本の対応策というものをその筋、その道の人たちがもっと真剣に考えてもらわなくちやいけないんじやないかというふうに考えます。もっとも本土復帰によりましてもこの中小企業対策というのは本土におきましても非常にむずかしい問題であって、これといった決め手がないような問題であります。それにしても低利長期の融資制度を導入するとか、あるいは中小企業金庫等の設置、そういうことによって幾らかでも中小企業の方々が経営面、あるいはその他の面で動きやすくなるような措置を講じていきたい、これは那覇市長としての権限ではございませんで、主として県段階でそういう措置を取ってもらうように強く要請していきたいと存じます。そのほか商店街の塵芥処理の問題でございますが、塵芥処理というのは、大体がその発足の目的は主として台所ごみの収集にあったわけでございます。ところが今日われわれが直面しているのは、むしろ企業ごみが排出することによって往生しておりますので、これはそのごみを出す企業体のほうも責任をもって協力してもらわなくちやいけないというふうに考えております。もっとも市場通りのごみなどというものはその企業体に責任をもたせるといたしましても、そのまま放置するわけにはいかないので、きのうもご説明申し上げましたが、特に清掃作業については力を入れて一歩でも前進させるように留意していきたいと念じております。商店街の美化につきましてもご指摘のとおりで、私も鋭意この点については努力していきたい所存であります。次に市財源の問題、それから８３億の差損補償の問題につきましては財政当局をしてご説明させることにいたします。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　本土企業が復帰と同時に大量にこちらのほうに入ってくるということで、小企業の店舗の保護育成、あるいは大方の本土企業につぶされはしないかというようなご心配でございますが、そのようなことで基本的には復帰対策要綱における閣議の決定をみましたものが、これからの施策の中心になるのではないかと思料いたしております。沖繩の中小企業対策については、復帰後本土と同様の中小企業諸施策を実施し、中小企業の近代化、診断、指導、事業の促進、組織化の推進を図ることとするが、特に近代化を促進するため、中小企業近代化促進法の適用にあたっては諸要の特例措置を講ずる等、復帰に伴う諸制度の整備拡充を図るという基本施策が施されておるのでございます。そういうことでこれらを補償するものは何かといいますと、これまで中小企業に対する法律体系というものは沖繩では非常に弱かったわけでございます。そのようなことで復帰と同時に多画的に整備された中小企業のための法体系が入って来た。それは中小企業の基本的な法、またこれまでありました近代化促進法をより強化する、中小企業の体質改善強化を図る強化措置を講ぜられた本土の近代化促進法とそれから中小企業の近代化資金等助成法、あるいは中小企業の診断指導法等と新しい種々の法律が適用されてきたわけでございます。そのようなことで、これらを具体的に補償するものは沖繩の振興開発、金融公庫を通じて低利長期融資金を確保するというようなことで具体的な措置策は講ぜられております。それには中小企業の近代化促進法の適用について、沖繩における特別な業種の選定も行なう。そして沖繩の実状にあうような計画を策定する。その具体策としては資金の特別枠を設け、減価償却の特例としては２分の１の割増償却を行なう。あるいは地方税の軽減措置として、課税標準を２分の１に軽減する。そうしてそれは国家による財政補塡措置を講ずる。その他中小企業近代化資金等助成法の適用によって貸付条件、あるいは貸付限度について緩和する。中小企業の設備貸与制度、あるいは中小企業の組織化の推進、その他いろいろ具体策が設けられております。このような具体策に沿ったものを年間を通じて、復帰後の企業のあり方等をよく配慮しながら年間を通じて県庁とタイアツプし、そうして体質の改善強化というものに向かっていきたいとこのように考えております。









○　保健衛生部長（内間武義君）

　　時間がせっぱ詰まっておるようでありますので、保健衛生部門の清掃行政についてのご質問が２点ほどありますので簡潔にお答え申し上げます。第１点は塵芥処理、つまり事業者が塵芥処理をしなければならない法律上の根拠があるかということでございますが、ご承知のように法律上の根拠は廃棄物の処理及び清掃に関する法律、昭和４５年法律第１３７号によりますとその第３条と第１２条に事業者の責務と事業者の処理という条項がありますがこの内容については時間がありませんので申し上げられませんがそういったことに根拠をおいて処理しなければならないということになっております。本市の情況はご承知のように収集し輸送するまではいわゆる企業者と業者との間の契約になりますが処理については無料でやっております。清掃工場に搬入されますと企業者であろうと何であろうと無料であります。復帰した時点においては法律の適用がなされると思います。そうするともっと厳しくなるということは予想されます。第２点は平和通りには塵芥がうず高く積まれているがこれについてどう思うかということでございますが、これについてはやはり私どものほうの業者がお世話をしているわけでありますが今後業者の行政指導を徹底してそういうことがより少なくなるように、たとえば、執務状況を点検したり、市民サービスの態度を改善したり努力してゆきたいというふうに考えております。









○　高良文雄君

　　通り会連合会が市の業務が肩がわりをしております。本来市の商工観光課がやるべきものを通り会が自発的に市のほうにお願いしてやっているわけでございます。この費用は非常に少ない、年間１,５００ドルの補助で精一ぱいの事業をやっております。もし通り会や団体がこれだけの額ではどうにもないからやらない、市のほうでやってくれということで、予算を増やすべきだという要望が連合会の総会でありましたが６月予算で増やすお考えがあるかどうかお伺いしたい。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答えいたします。通り会の中小企業の経営につきましては市の肩代わりをしているということでございますがその言葉は当らないと思います。市は市内の企業に対する援助、指導育成はやるかもしれませんがその業務を肩代わりするということではないと思います。企業におきましても企業努力が必要でありますし各企業が経営診断をさせ、企業に関する研究会をやるということは企業の努力でありましてその企業に関して県なり市なりが指導員を設置し指導してゆくということでありまして肩代りじやないと思っております。さらに中小企業に対する援助等につきましては将来可能な限り予算を増やしてまいりたいと思います。









○　宮里敏慶君

　　本員は道路行政、公園計画、職員の服務規律について質問いたします。まず最初に道路行政について、那覇市には道路としての潰地が１８万坪あるといわれておりますが戦後２７年にもなるが補償されてない。大方の地主の方々は大へん不満を持っております。琉球政府におきましては毎年予算を計上して年次的に支払っておりますが、那覇市はいつ道路潰地の補償をするかお伺いいたします。次に公園計画についてお伺いいたします。那覇市の都市計画の中には旭が丘公園、奥武山公園、希望が丘公園などその他数多い公園指定がありますが何一つ公園らしいものがないのであります。沖繩県の首都である那覇市、３０万市民の憩いの場所がないのは実に残念であり恥しい次第である。３０万市民は可愛想であります。旭が丘公園のある波の上の海岸は那覇周辺では夏場は唯一の水泳と納涼の場であります。これは戦前、戦後を通じて変わらないことの一つであります。この地域は家屋の建築をゆるさず、店舗の建築も市の許可がなければならないが現在不法建築が１００件近くもあります。そこで那覇市民のために早急に公園計画を実現すべきであると思いますが市長はどういうふうにお考えになってるか、またいつこれが実現するか。次に奥武山公園ですが、来年は復帰記念として開催される特別国体の主会場として決定されており周辺の運動場が整備されつつありますが公園は何一つ整備されないままになっており、不良児のたまり場、かくれ場となっております。特別国体には選手および応援団、見物人、その他観光客が数十万訪れると思いますが奥武山公園が今のようでは那覇市の恥さらしになると思いますが市長は奥武山公園についてもどういうふうに思うかお答え願いたい。次に、那覇市職員の服務規律についてお伺いいたします。地方公務員法第３０条に服務の根本基準として、すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当っては、全力をあげてこれに専念しなければならない。とあり、また第３１条には、職員は、条例の定めるところにより、服務の宣誓をしなければならない。となっており、自治省の示した宣誓書には、私は、ここに、主権が国民に存することを認める日本国憲法を尊重し、かつ、擁護することを固く誓います。私は、地方自治の本旨を体するとともに公務を民主的かつ能率的に運営すべき責務を深く自覚し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を執行することを固く誓います、という宣誓もしておりますが、市長に職員の服務規律が守られているかどうかお伺いいたします。次に私の通告書には、刑務所の移転についてというのがありますが、これは昨日、瀬長議員が質問しておりますのでこれを省略し、庁内に生誕の像がありますのでちよつぴりこれに触れてみたいと思います。あの生誕の像は日本の彫刻家朝倉摂先生が全精魂をつぎこんで３年がかりで制作され、世界的にも大傑作といわれる高価な貴重なものであります。この像は沖繩が終戦直後の廃墟と混乱の中から力強く立ち上がるたくましい青年の意気を示す裸の像であります。そして那覇市民の青年男女に希望と夢を与えているシンボルとなっております。それが最近気づきましたが噴水のためかしりませんがその像の足やひざに白い錆がついて皮ふ病にかかっておりまして大へん気の毒に思っておりますが市長は噴水のむきを変えるお考えはないか。これは笑い話しですが、ある寒い冬の日に２人のご婦人が立話しているのを聞いたのでありますが、あの像の一番大事なところ、これは男性女性にとっても一番大事なところですが、金の玉に噴水がまともにあたり大へん気の毒だな、寒いだろう、と話してましたが、これは女性にも考えられることでありますが、


　　　　　　　　　　　　　（爆笑あり）

　そういうことからいたしまして噴水の口のむきをかえるお考えがあるかどうかお伺いいたします。ご答弁によりあとは自席より質問いたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。市内の潰地の補償の問題につきましてはこれも就任以来しばしば本土政府に対して補償方を要請してまいっております。沖繩県ではすでにやってるのにどうして那覇市はやってないのかということでありますが、これは全琉にわたる問題でございますので、もしやるとすれば那覇市を抜きにしてやってるはずがないと思っておりますので、なお調べまして全琉やるのであればみんな軌を一にして歩調を揃えてやっていかないと問題ではないと思つております。ご指摘のように那覇市内の潰地は１７万坪余でございます。そのほかに小中校の校舎敷地等も日本国憲法の中ではあのような状態ではゆるされないと思いますので、それの問題についても早急に解決策を見出すべく要求したいと思っております。それから公園計画につきましてはいろいろございますがこれは昨日から論議になっておりますので関係部課長をしてお答えさせることにいたします。職員の服務規律につきましてはご指摘のように私も絶えず公務員としての、あるいは市民の奉仕者としての態度を堅持するように毎日何かの形で職員に絶えず注意を喚起しております。なお今後ともその面につきましては、特に復帰によって今後は日本の一県、しかも那覇市は県都でありますので、他の自治体の職員に見劣りしないような態度を持ってもらいたい、ということを強く要請しているところでございます。生誕の像について皮膚病が発生した、というご指摘でございますが、私もその点いままで気がつきませんでしたけれども、ただ青銅の塑像でありますのでどのようなことをしたら皮膚病が治るかは、やっぱり専門家によく調べていただいて手当てをしていきたいと思います。それから肝心のところがかぜをひくということでございますが、これにつきましてはやはり生誕の像というものはああいう形でないと本来の意義がありません。それにふんどしをしめさせたりするとかえってその芸術の趣旨がくるってくるんじやないかと思いますので、この点も各専門家の意見を聞きまして対処していきたいと存じます。









○　第二助役（前田武行君）

　　那覇市の潰地補償、いわゆる実質的道路として使われている土地のことだと思いますが、それについてお答えいたします。那覇市にいわゆる潰地といわれる道路が約１７万３３０坪あります。これらの土地はどうしてできたかと申しますと、戦後米軍の計画によって地主の了解も得ずつくり上げた道路

　　　　　　　（「いいですよ、わかりますよ」という者あり）

　それがいろんな分類があります。

　　　　　（「時間がないからいいです。私市長に対してご質問しまます。助役は下がってください。いいです。聞こえませんよ。いいです、わかります」という者あり）

　この問題についてわれわれは一昨年琉球政府、日本政府へ３００万ドルとりあえず頭を出そうということで要求をしたわけであります。ところが、これが初めてのケースなので琉球政府で驚きまして、ちよっとこの問題について話し合いがしたい、というわけでとりあえず琉球政府のほうで調査費を組むから、この頭を引っ込めてくれないか、といった話し合いがありました。だれかが頭を持ちあげないとこの問題は解決されないんだというわけで、当時の知念副主席と折衝しましたところが、「いやこれはわれわれも協力するから、とりあえず調査段階に入ろう」と。といいますのは、各市町村が何らこのような整備がなされてないというわけで去年もその要求はおちております。しかしわれわれはこの問題については今年、来年あたりで完全な調査は終わりますので、その段階で各市町村タイアツプしまして、数字がはっきりしますとこの金額を出して要求していく覚悟であります。









○　宮里敏慶君

　　市長にお伺いします。さっき道路行政についてのお答えによりますと、那覇市を抜きにして琉球政府ではやらないだろうということですが、琉球政府では潰地の補償をやっております。現に私も潰地を持っておりますが、琉球政府から来ておりました。価格もちやんと表示されております幾らということで。これはまずいいとして、潰地に対しての仕事をやっておるようでやっていないようでありますが、潰地の台帳の作成もなされておるかどうかお伺いします。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。先ほど琉球政府はやっておるか、ということでありますが、たしか１９６８年ごろから旧県道を主体にしまして押えた分について逐次路線をきめまして補償費支払いをしております。その額はどの範囲支払いしたか確かな数字は覚えていませんけれども、とにかくやっております。２点は、台帳整備につきましては１９６９年度から那覇市はその作業に入っておりますので、小禄、首里地域の部分が完了いたしますので、完了次第台帳整備いたしております。









○　副議長（仲本安一君）

　　公園関係まだ答弁残っておりますよ。









○　建設部長（水間平君）

　　公園の問題についてお答えいたします。波の上を中心にするところの公園計画等について説明もいたしたいんですけれども、時間がないようでありますので次年度の予算だけについて答えておきたいと思います。次年度は３,０００万円の予算を私たち計上しておりまして、その３,０００万円のうちの半分は国庫補助であります。波の上周辺の整備、あるいは港湾一元化に伴なうところの港湾道路、それに伴なうその周辺の整備等についてはまた後日詳しく説明いたしたいと思います。奥武山公園の問題につきましてはきのうの一般質問の中でもお答えいたしましたが、国体に備えての主会場としての建設は分担がきまっていまして、県のほうでこれをやることになっております。しかしながら私たちは県の問題だからというようなことで、それに関心を示さないというわけじやなしに、積極的に県に協力していきたいという態度をもっております。









○　宮里敏慶君

　　時間がございませんので大事なことお伺いします。職員の服務規律を守っておるかという質問に対しまして、市長は「守られている」というようなことをおっしやっておりますが、一昨日、１６日、１２時１０分ごろだと思いますが、私の家に「私は市役所の者であります」ということで家に来まして、ある政党の県会議員の立候補予定者のチラシを家に配っております。そして、「おたくの家族の名前を聞かしてください」といって、ノートを出して書こうとしております。そこで「あんたは市の職員か」と聞きましたら「はい」と答えてます。私は名前もわかります。顔も覚えておりますが、地方公務員法の３６条に政治的行為の制限もありまして、政治運動は禁じられておるわけですが、勤務時間中に市の職員が２人玄関から正々堂々と家に来ております。こっちで名前を発表しませんが、２人。これは顔も覚えております。これが規律を守られておるというお考えであるか。もしはっきりとその職員を指名した場合に、市長はこれに対する処分どういうふうにするのかお答え願います。









○　市長（平良良松君）

　　議長、休憩願います。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。






（午後１２時１０分　休憩）

（午後１２時１１分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。私もその問題につきましては初耳でございますので担当部課長をしてよく調査をさせてみたいと存じます。









○　宮里敏慶君

　　これは名前もわかるし、顔も覚えております。これは事実でありますが、こういう職員に対してどういう処分をするかお伺いします。チラシも私持っていますよ。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ただいまご指摘の問題、私先ほどお答えいたしましたように初耳でございますので、調査してからお答えいたします。

　　　　　　　（「議長、休憩してください」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。






（午後１２時１２分　休憩）

（午後１２時１３分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　宮里敏慶君

　　いま先のお話では、娘が結婚しているからそれを調べに来たということですが、「家族の名前を知らせてください」ということは欠勤の調査とは何の関係もない。またチラシも堂々と配っておる。また帳面も出して家族の名前を書こうとしておる。これははっきり政治運動だと思います。しかもまだ勤務中である。これは私は地方公務員法の３６条に禁止規定がありますのでお尋ねしております。

　　　　　　　（「議長、いま休憩中ですね」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。






（午後１２時１４分　休憩）

（午後１２時１５分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。午前中の日程は以上で終えまして、昼食のため休憩します。






（午後１２時１６分　休憩）

（午後　１時３０分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　午前に引き続き会議を開きます。









○　島袋宗康君

　　本員はご通告申し上げました公共用地の確保についてご質問いたします。ご承知のように本土においては戦災を受けた都市について、昭和２３年から国庫負担金による大巾な財政措置によって戦災都市復興が着手され３５年ごろにはほとんどの都市が戦前以上に復興され、道路その他の公共施設においても秩序ある整備がなされております。このようにして国の財政措置によってなされた本土の都市施設に比べ、現在の那覇市の都市計画事業や公共施設の整備が著しくおくれていることは本員が指摘するまでもありません。２７年に及ぶ本土からの施政権分離によって本土政府の沖繩に対する無関心な態度を責めると同時に、アメリカの軍時優先政策と植民地的支配は市内にある広大な米軍住宅街や軍事施設が都市計画の大きな障害となっております。平良革新市政になってからこれらの軍事施設の撤去を強く要求しているにもかかわらず、与儀ガソリンタンクを除いてはほとんどその要求が無視され、一方市内各地域においてはスプロール現象が生じ市民生活環境は劣悪の一途をたどり軍施設があるために市民に大きな犠牲と損失を与えておる現状であります。今後の公共用地の確保と合わせて都計上支障になっている米人住宅及び米軍基地をどのような形で撤去要求をしていくか市長の決意のほどお伺いいたします。次に本土の各都市において土地の先行取得を行なっておりますが、その先行取得について市のお考えをお伺いしたいと思います。明るく住みよい文化都市を築くためには今の何倍もの財政投融資をはかっていかなければ２７年の空白を生めることはできないと考えます。ご承知のように本土のＧＮＰ１００に対し沖繩の場合はわずか６０％しか占めてないことから市民の負担による対応費などにも限界があると思料いたします。県都である那覇市の都市開発や整備にあたっては他府県の自治体負担率以上制度の基準に拘束されることなく特別の財政措置が必要とされると思います。さいわいに沖繩開発振興特別措置法に基づいて区画整理事業にみられるように本土の自治体においては７０％しか国庫補助がないけれども、現在那覇市が計画施行中の山下、小禄、寄宮地区にそれぞれ９０％の国庫支出が見込まれております。さらにまた汚水排水施設の整備につきましても、あるいは公営住宅の国庫補助にいたしましても、この沖繩振興開発特別措置法に基づいて従来よりも相当大巾の援助がなされようとしております。那覇市が今問題をかかえているのが学校の敷地の問題、先ほど来のご質問の中にもありましたように公園の整備、あるいは保育所、衛生施設そういった諸々の都市施設が相当なおざりにされております。そこで私はこういった財政支出を本土の責任において当然なされるべきものだと考えております。この公用地の確保につきましては安謝の埋立地を例にあげますと、安謝の第３次埋立てによるところのいわゆる都市計画によって替費地を必要とする人々に対して第３次埋立地から与えられたところの替費地が２,５００坪に及んでおります。さらに第４次埋立てにつきましてはこの替費地が７,０００坪にも及んであります。このようにして道路の計画、あるいは保育所、公園そういった都市施設の整備にあたってどうしてもこういった公共用地の確保のために替費地が要求されるわけでございまして、この埋立地の２,５００坪代替地を与えてもなお不足である。こういうふうなことからいたしますと、私は現在本土政府から大巾な財政支出を見込まれている中においてどうしてもこの用地確保が先決ではないかと考えております。たとえば平和橋から太洋琉映館の間の街路につきまして、これも都市計画の一環としてなされておりますけれども土地と物件補償費が４８万１,７４５ドル５３セントかかっております。この４８万１,７４５ドル５３セントに対して一体道路の工事費が幾らかかるのかということでございますけれども、これがわずか４万ドルぐらいしかかからない、いわゆる１０分の１が工事費であとは全部この土地、物件補償費になっているわけでございます。こうなりますとこの替費地というものがこれからの都市計画上非常に必要になってきます。ですから私がここでお聞きしたいのはこういう替費地をあてがうために安謝の埋立地ではこの替費地を生むことはちよっと不可能ではないか、従いましてたとえば区画整理事業が現在行なわれております山下地区につきまして最近替費地が一般公入札によって処分されております。こういう市の土地が一般競争入札で売却されるということは将来の都計事業によるところの替費地を求める場合に非常に困難をきたすのではないか、そのためには市の別個の法人として、いわゆる先行取得をするための公団を早急につくっていただいて、そしてこういった市が処分するところの公有地をこの事業団、あるいは公社、その名称はいずれになるかしりませんけれども、そういった事業団をつくってその事業団が先行取得をしていって、いわゆる代替地としてあてがうことが今後の都計の開発をするための大きな課題ではないかというふうに本員は考えております。そこで市当局がこういった公共用地に供するために、あるいは代替地を求めるためにそういった事業団の設立をしてそして今後の都計のあらゆる整備に役立たせるような考えはないかどうかお伺いいたします。









○　市長（平良良松君）

　　ただいまのご質問にお答えいたします。軍用地の開放、それから諸々の用地の確保等について多岐にわたってのご意見でございましたがいちいちご最なご指摘だと思います。この那覇市の土地の問題につきましては多岐多様に亘りますのでひとつびとつの具体的な例を挙げて私の態度を申し上げることはできませんけれども、まず第１に私は軍用地の開放を引き続き強く要求していきたい。その態度といたしましてはあくまでも軍事基地を撤去して反戦平和の立場で戦争に反対し、そして沖繩はもちろんのこと世界の平和にも通ずる恒久平和を沖繩に樹立するためには、あくまでも軍事基地の撤去、開放というものを引き続き全県民が努力をしなくちやいけないと考えております。そればかりではなくて今日市民要求に応えるためにも、あまりにも那覇の地積は狭隘過ぎる、その中で３０％以上の軍用地があのようにぜいたくに使われているということはけっして住民感情の面からもいい結果は生じないと思います。そこで市民福祉の立場から都市計画上の立場からもこれを理づめで、私は米軍当局、あるいはわが国の政府にも引き続いて要求してまいりたいと存じます。ただいま土地の先行投資事業団の問題につきましても一つの構想を承ったのでありますが、私もこの点につきましては就任以来山中長官に対して、どうしても那覇市に学校用地、あるいは保育所建設、子供の遊び場、それをするには土地の先行取得が大切であるからそのための資金を助成していただきたいということを要請しております。この点につきましては今後さらに具体的に考え方をまとめて早目に実現していきたいというふうに考えております。なおこの点につきまして詳細について第一助役からも説明をさせていただきます。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答えいたします。ただいま市長から答弁がありましたとおりでありまして公共用地の取得につきましてはすでに那覇市におきましてはいきずまっておりまして、学校にしましても、あるいは保育所及びその他の公共用地をつくるために一番ニードの高いところで公共用地が得られないというような状態で、この問題につきましては２、３年前から私たちも今ご質問がありましたとおりの土地先行取得の機関を設けるべきじやないかということで、本土の各都市を回わりまして資料も集めております。さらに今年は公共用地を先行的に取得して計画的な環境整備を図るために地方公共団体が単独で、あるいは共同して土地開発公社、これは公法人でございますが、設立することができるようになっておりますし、その必要資金の一部は公営企業金融公庫の融資が対象になっております。土地の先買制度、または譲渡所得税の特例などの土地取得制度を整備することを内容とした法律の立法化が予定されておりますので、この際ぜひ土地開発公社、これは公法人にしまして土地の先行的な取得のための制度をつくりたいと思っております。この件につきましては資料も前から集めておりまして、私も千葉市、調布市なんかを見て回わりましてその政情を見ております。そういう意味におきまして、さっき市長から説明がありましたが、本土における促進のための立法化もありますので、それにしたがって早目に計画を進めていきたいとこのように思っております。









○　島袋宗康君

　　松川から与儀農林試験場に通ずる道路の問題にいたしましても非常に用地買収に手間がかかっている、あるいは安謝から内間間、内間から儀保間、この環状２号線につきましてもこれからいろいろと用地の問題について相当長期間にわたって、工事が非常に遅れるのではないかというようなことが予想されます。さらにいま儀保から閉鎖されているところの道路の延長につきましてもやはりそういったことが十分考えられます。そこで市といたしましてはそういったことを早目に、いま市長のほうで検討したいというふうなご意向でもありますので、どうぞ一日も早くやっていただきたいということを要望いたしまして質問を終わります。









○　中村昌信君

　　一昨日提出いたしました通告書に基づいて２点ほどお伺いいたします。お伺いする前に平良那覇市長と、初代県知事屋良朝苗氏に心から敬意を表し、３０万那覇市民とともに喜ぶものであります。と申しますのは、元主席現初代県知事の屋良朝苗氏と平良那覇市長は、県民と市民の健康保護と生活環境を保全するためいち早く１９７１年９月２３日に公害基本法を立法化し、またわが那覇市においても昨年の１２月２７日第１３５回定例議会において公害防止条例が制定されたからであります。このことは平良那覇市長と屋良県知事の任期中の大きな成果だと思います。ではさっそくご質問いたします。第１点壺川住民から強く要求されていた壺川の拓南製鉄の騒音やハーバビユークラブの騒音。沖繩プライウツドベニヤ工場、国場組ベニヤ工業のばい煙等、また長浜車体解体社等のごみ公害等に対してその後どう解決されたか。また首里石嶺の大建商事アルミ工場等の問題はどうなったか、お伺いいたします。第２点、現在の公害現状と対策についてお伺いいたします。第３点、去る７日に那覇地区第５回婦人の主張大会で、真嘉比小学校の社会学級代表の新垣明子さんの「公害問題を考える」との訴えの中に、水道水の泡立ちについて心配した報告がなされておりましたが、この泡立ちは私たち人間に対して害はないかお伺いいたします。第４点、水と空気はわれわれ地域住民共有の天与の資源であり、これを消費する場合、法の下に平等であり権力や資本に支配されるべきものではありません。しかし終戦後２７年有余にわたり沖繩の水道は利用の時期、供給量、料金において米軍との間に著しい格差があった。また、水の管理の実施についてもアメリカ軍が握り、市町村への配水の元締めは琉球水道公社となっていたが、復帰後はどうなるか。また配水量も米軍が３分の１、那覇市が３分の１、中南部の１９市町村が３分の１使用となっていますが、今後もそのままの状態であるのか。と申しますのは今日までアメリカ軍の住宅においては芝生に散水するほど水がぜいたくに使用される一方、私たちは昨年のように飲み水を確保するために深夜まで水道口に立ち、また制限給水時間と苦い経験をもっております。よって二度とこういうことがないようにするために、復帰後の水道行政についてお伺いいたします。第５点、水泳プールの管理と衛生面について教育長にお伺いいたします。平良市長就任以来４ヵ年で小中学校に８つのプールが建設され、市民を始め子供さんたちもＰＴＡともに喜んでいます。ただし、２点お伺いいたしたいことはこれから夏を迎えるに当たって水泳シーズンに入って行きます。聞くところによれば、水泳後目の病人がたくさん出たとの話しをよく伺っておりますが、このようにプールの管理と子供さんたちの健康管理についてどうなっているかお伺いいたします。また、市内のばい煙等がプールに落ちたことはないのか。あるならその除却をどのようにするか、人体に影響はないかお伺いいたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ただいまおほめのことばをいただきましてまことにありがとうございました。それで質問の内容は公害問題、あるいは水道の問題でございますので、詳しくご説明申し上げるためにはやはり関係各部長をしてご説明申し上げたほうがよろしいと思いますので、そちらへ譲ることにいたします。









○　企画部長（平良清安君）

　　２番議員から公害対策問題について具体的なご指摘がございましたのでお答えいたします。まず、従来問題となっておりました公害発生地域、市民から苦情等が出ておった企業体でございますが、長浜車体につきましては粉塵、騒音等で地域住民から苦情が出て、市の公害担当といたしましては数回にわたってその防止措置を取るようにと、こういうことで助言勧告して最近は粉塵についてはほとんど苦情がありませんが、騒音についてはまだ若干問題が残っております。これは不法建築とも関連いたしまして、私どもには“すぐやめてよそに移転する”ということを言っております。それから拓南製鉄でございますが、壺川一帯で一番大きな問題を出しておりますが、この拓南製鉄は騒音、粉塵、ばい煙でありまして、その３種の公害問題につきましても地域住民の強い反対と市の強力な指導によりまして、最近は相当是正されております。まだ完全とはいえませんけれども地域市民からの苦情は従来よりは下がっております。これももっと強力な行政指導をやって解決していきたいと思います。昼夜作業につきましては最近停止しております。それから大建商事のアルミメツキ工場の点につきましては、のちほど建設部長からご説明があると思いますけれども、私たちが調べたところでは地域住民の反対と、そこが住宅地域に指定されているということで、何か本人も当分は増設しないとそういうことを聞いております。その他安謝の共栄製鉄の騒音、ばい煙、粉塵、それから沖繩プライウツドのばい煙。壺川の陶器ガマのばい煙。安謝の火葬場。石灰工場。安里にあります沖繩能率風呂産業、それからハーバビユークラブの騒音等につきましても数回にわたって是正措置を勧告して、現在は是正されております。ただ最近特に文句といいますか、地域住民の苦情がありましたのが国場ベニヤ工場のばい煙でございますけれども、これも強い指導、助言をいたしまして最近は消えているようであります。以上が現在まで問題となりました施設に対する規制の問題でございます。今後の対策といたしましては、何といっても公害につきましては地域住民の協力と、公害を発生する企業がもっと積極的に住民の健康ということを勘案して是正すべきである。そのためには啓蒙活動、ＰＲ活動を集中して関係施設、関係業者にパンフレツトを配布したり、あるいは隣接市町村とも協力して呼びかけております。市民、あるいは各団体からの要請を受けまして公害防止条例、あるいは市の公害規制を規準において説明会をもったりしております。市の内部におきましては、庁内公害対策協議会を設置し、条例によります公害対策審議会委員の任命を４月２８日にいたしまして、２回目の審議会で市長から諮問を受けました、規制基準、指定施設の規則等を諮問にかけております。今後の対策等で、特に議員の皆さんの協力も得たいと思いますけれども、公害関係職員の増加と機構組織の強化、２番目に公害実態調査の実施をしたいと思います。特に漫湖、久茂地川の水質の検査。一号線あるいは安里、国際通り等の主要な交差点における自動車の排気ガスの調査。それから騒音の調査、調査器具の整備等を重点的にとらえていきたいと思います。









○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　２番議員の水質についてと、復帰後の水道行政についての２点についてお答えいたします。まず、水の泡立ちについて申し上げますと平常の場合は高い所からコツプに水を入れた場合に泡が立ちますが直ちに消えますので全然害がありません。その次に水道管の中は空気が入りまして圧力を加えますと水の中に潜りましてこの水を出した場合によく白い水といわれておりますが、非常に白い泡が水の中に交っておりますが、大体コツプに汲みとって１０秒か２０秒ぐらいすれば完全に消えます。これも空気でございますので問題はございません。第３点は家庭で使われる洗剤、水質基準用語で“陰イオン活性剤”といわれておりますが、これが入ります場合にはこの泡はなかなか消えません。水準基準においてはこの規定は０.５ＰＰＭ以下ということになっております。泊浄水場系におきましては原水で０.２、浄水でゼロになっておりますが、タイ、ベース系の場合は多少出て来ますがタイベースの場合は０.５ないし０.１ＰＰＭでＡＢＳが検出されております。これは水質基準以下でございますが、たまには０.６とかという水質基準を上廻わる場合もありますが、こういう場合にはコツプにくみとって暫くしても泡は消えません。こういうような状態でＡＢＳという物質は身体には全然害はありませんが見ために気持ちが悪いということですので規制されております。もし１ＰＰＭ以上になるとほとんど泡は消えず吹きとばさないと消えないということであります。これぐらいではまだ体に害はないかということを環境庁の水質課長山村さんにお尋ねいたしましたところ、直接身体には害はないが見た目にはよくないというので規制してあるということでございます。その点で泡については身体には全然影響はないということであります。次に去年は異常の渇水で雨が降らずに市民の皆さんにご迷惑をおかけいたしましたが、これは天災は何年に１回は必らずやってくるということで、ああいう場合にはその備えがないということで人災にも等しいとわれわれは反省しております。復帰後はすでに計画書も策定されており５ヵ年計画で国頭の水源開発、浄水場の建設、送水管の工事等で５ヵ年間で３４０億の予算を見積られております。第一年次として水道用、工業用水、農業用水としての予算が５０億余りについてると聞いております。これによりまして福地ダムが今年の１０月に完成する予定であります。そして約30キロはずい道、あとは石川浄水物までは２メートル直径の鋼管を使って工事がなされることになっておりますが、これは２ヵ年を要しますのでこの工事が終るまでの間は水の製造能力は今年の夏、来年の夏までは多少不安が残るかもしれませんがすでに着工されておりますので将来は心配はないというふうに思っております。現在の浄水能力は１日最大２４万トンですが今年の夏７、８月は時間的に２６万トンという指数を示す場合もあると思いますが、そういうときには多少不安が残る点がありますが、水道公社が県に移管いたしましたので県水道とともにお互いに協力してこういうことがないように努力してゆきたいと思っております。水道の原水、水の確保についてはすでに見通しもつき第一年次の予算も計上されておりますのでわれわれは安心いたしております。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　先程のプールについてのご質問にお答えいたします。ご指摘のとおり水泳プールの水が汚染された場合に危険度が非常に高いのであります。それと深度はそう高くなくても危険度は高いのでありますので委員会といたしましては水泳プール管理を各学校に設けさせまして衛生、安全管理に十分気をつけるように指導してまいっております。水泳プールはいずれも近代的設備、すなわち循環式漏過装置を有するものでありまして用水は常時循環漏過されて汚物あるいは繊維物も自動的に除去されるようになっております。週１、２回薬品で汚染を防いでおりまして衛生面にも十分気をつけるようにしておりますが、先程ご質問のあったような眼の病気、あるいはそういう伝染病、あるいはプール使用後に目が悪くなったという報告はうけておりませんが委員会としても十分に気をつけなければならない問題と思っております。それから工場煤煙がプールにまきちらされたかどうかにつきましては非常に貴重なご質問でありますので調べまして検討いたしたいと思います。それを防ぐあるいは除去する方法、仮りにプールに入った場合にそれがどういうふうに身体に影響を与えるかということについても今後委員会としても検討いたしましてお答えいたしたいと思います。以上時間の都合で簡単に申し上げましたがこれで回答にかえさせていただきます。









○　中村昌信君

　　公害問題について企画部長から具体的なご説明がありよくわかりましたが今後の機構について要望いたしますが、いわゆる専門家、つまり薬剤士、あるいは化学、工業高校を卒業した方を配置して市民の健康管理を十分に図り、さらに水道局長の説明もよくわかりましたが市民に不安を与えないよう万全の対策を構じていただくようにお願いして終わります。









○　人民（国吉辰雄君）

　　発言通告書のとおり都市計画について、円、ドル問題についての２点にしぼって質問いたします。最初に都市計画についてでございますが、本市の都市計画の大綱は戦後の那覇市の街づくりということで５３年から５５年にかけて策定されていると思います。現在ではそれにふさわしく進んでると思いますが、なかには問題が若干ないでもなく、地域住民の要求などが出ていますのでそれを具体的に提起いたしまして当局のご答弁を得たいと思います。１０数年前かと思いますが１号線ぞいに高圧線がありましてその地域だけドーナツ状態になって１号線を境にして都市の発展が阻害されていたことは皆さんご存知だと思います。それが除去されて以後の那覇市はやはり泊、高橋から明治橋までの１号線が那覇市のメインストリートになっておりますが、なかでも地価などの相場をみますと坪当り３千４、５百ドルとか、あるいはそれを上廻っておると聞いております。いかに市街地からそういうような危険物を除去することが市の発展と相俟って市民生活に影響を与えるかということを如実に物語っているということを指摘していいと思っております。そこで問題になっておりますのは、最近紙上投書もございましたが、青空市政においても直接関係者が市に陳情なり請願をしているようであります。那覇軍港にある発電船から奥武山を通って壺川を結ぶパイプラインの上を通って４４号線に平行して一日橋それから与那原、馬天へ行ってる高圧線がございます。調べによるとその電圧は１３,８００ボルトから１４,０００ボルトとなっております。そこに地主の具体的な実例がございますが、壺川の長作原３４８番地の３の地主ですが４３坪の土地をその高圧線の施設のために接収されて年間６２ドル７８セントの地料を受けてるということでございます。あと一筆同じ地主がもっておりまして７筆で間口６間が面しているところでございます。これが７坪で年間６ドル５１セントということで月１ドル平均もいかないということであります。壺川線ぞいで非常に安い地代で過去２０何年も使用されているがこれ以上耐えられないということです。こういう人達が約２０名程おりまして組織をつくりこの開放のために頑張っていこうということでございます。きっかけは那覇商港が政府の管轄から那覇市に去った１４日に移管されたということが新聞に出た頃から、“これはぜひ解放させなければいけない、ここに高圧線がとおっているのもこの高圧線に電気を送っている発電船があるからだ、この発電船さえのいてもらえば高圧線は必然的に撤去されるだろう、決してむつかしい問題ではない”ということであります。那覇市の他の地域にもこれと似たものがありそれは小禄の袋廻原一帯であと３年待たないで同じような状態が出てくると思います。これは地域の発展が阻害されておりますがこれに対する当局の考え方をお聞かせ願いたいと思います。２番目には円切り上げ問題でございますが、ご承知のように従来も佐藤首相は「沖繩が復帰する以前には円の切り上げはやらない」と公式な場でも発言してまいりました。これは事実上の食言となってしまったわけでございます。そして、現在では諸物価の３割値上がりということで市場でのことですが、マチヤグワーの話しとしては「やまとじんは、ちけー意味んねーん」というふうな表現で、実際に自分たちで使ってみてもそのような感じをまともに受けるわけでございます。そういうことで一番損したのは沖繩県民でございますので、沖繩県民の受けた被害がどういうことであるかについてひとつここで簡単に説明してみたいと思います。沖繩県民がアメリカの施政下にあったためにドルの使用を強制されたわけなんですが、現在１６.８８％に切り上げられたために私たちが損失を受ける額は、沖繩の手持ち１０億ドルとして４４０億円だといわれております。その４４０億円というのは沖繩の基幹産業である砂糖、パインの総額がおよそ２８８億円とされておりますので４４０億円から２８８億、砂糖、パイン代を引くと１５３億円もなおおつりのあるような大損失をこうむっているわけですね。総計４４０億円も損させられている中から２８０億を引いて１５３億円も私たちが損させられておる。この前、船で運んできた日本円は５４０億だといわれておりますが、５４０億の中から４４０億を引いてみてもいかにこの私たち県民が莫大な損失を受けているかということがよくわかります。私たちが要求している３６０円はいまのところ何ら保障の見通しもございません。そこで１３日に来県なさった山中長官も「通貨問題では迷惑をかけた」とはっきり言うております。口八丁手八丁だといわれていた山中総務長官もさすがにこの円問題に関しては手が出なかったようでございます。公定レート３０８円と３０５円との差が１５億円の損失だといわれております。彼自身の口から言うておることです。それから７１年の１０月９日から７２年５月１４日復帰前夜までの経済成長率に見合う補償の率でも１０％をみて３０億だというような彼自身の説明であります。以上のように、豊かな平和な沖繩という題目は、こういうふうにして私たちの１年間の農民の血と汗の結晶であるパイン砂糖代をはるかに上回わる額を損失させるという自由民主党の政策は全く許しがたいことだと思います。そこでわが那覇市当局は具体的にどうなっているかということをお尋ねいたしますが、那覇市の７１年の１０月９日時点の手持ち現金の総額は幾らあるかをお尋ねいたします。そうして２０日午後４時の交換しめ切りで那覇市民の持っていたドルのトータルが出てくると思いますが、その総額に対する那覇市民のこうむった額に対する差損補償については市長の政治姿勢としてどのようにお考えであるか。そういう点をお尋ねして、あとは自席で質問を続けていくことにいたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ただいまの市内の高圧線の撤去につきましてのご心配の点ごもっともだと思い、私も同感を表します。従来密集地帯を高圧線が通るということはまことにけしからぬことでありまして、そのためにわれわれは過去１０年余にわたって一号線沿いの高圧線撤去運動いたしましたが、それがようやく実を結んで一号線沿いの高圧線は撤去されたわけであります。それから私が就任当時から主張いたしました奥武山公園沿いの高圧線も那覇港寄りに撤去するように要請し、これも実現させたのであります。市内の高圧線路線を変えて架設してもらったわけでありますが、それが今度は安里、大道、松川、玉城、繁多川、識名というふうに変更されたわけであります。当時は純農家が多かった地帯でありますが、今日においてはこれもまた住宅地域としてだんだん密集地帯になる可能性が出てまいっておりますので、どうしても那覇市内における高圧線は地下ケーブルにおいおい変更してもらわなくちやあいけない。どうしてもそうしないと市民の生活あるいは安全ということは保証しがたいんじやないかと思いまして、この点につきましてはご主張のように将来に向けて努力をしたいと思います。さしあたって壺川、長作原の高圧線の問題でありますが、その前にその前提条件として発電船インピーダンスの撤去が要求されるわけであります。これはしばしば申し上げましたように、那覇商港南岸の撤去とあわせてやっていかなくちやいけない。そこに相当の問題があると思いますけれども、これが撤去されればおのずとそこに配線区域の変更も生じてくると思いますので、それらと見あわせてこの地域の高圧線の撤去についてもそれを待たずに実現できる方法を考案していってみたい、努力をしていきたいと考えております。それから円・ドル問題の差損補償につきましては私もきのうもご説明申し上げましたように、県民運動の先頭に立って努力してまいりました。通貨切り換えによる沖繩県民の損害は総額約３００億円にのぼるといわれておりますが、公定レート３０８円を３円も下回わる１ドル対３０５円で切りかえたために受けた県民の損害だけでも１５億円と見積もられておるわけでございます。山中総務長官の談話によりますと、差損補償として２６０億円をすでに予算化している。ところが新レートの発表による昨年１０月から５月１４日までの経済成長を１０％とみて３０億円を追加支出して３０５億円の補償をする考えだといわれておりますが、私といたしましてはあくまで１ドル対３６０円の線で那覇市民を含めて全県民が受けたこの差別的な経済的損失を政府が誠意をもって補償してもらうように今後も引き続いて要求してまいりたいと存じます。具体的にいま差損補償の問題につきましてはなお担当関係部課から説明をさしていただきます。









○　収入役（呉屋永得君）

　　お答えいたします。昨年の１０月９日のいわゆる通貨切りかえ当時の、市の所持する現金につきましては、つまり那覇市の指定金融機関でありますところの琉球銀行の市の預金口座に入っている残額でございますが、これは１０１万１,６６７ドル９３セントでございます。これを１ドル対３６０円で円に換算いたしますと３億６,４２０万４５４円でございます。さらにこれを現在の実勢レート３０５円で円に換算いたしますと３億８５５万８,７１６円。この差額が５,５６４万１,７３８円、これが差損額ということもございますが、ご承知のように去年１０月８日に交付されました通貨及び通貨性資産の確認に関する緊急臨時措置法という法律の立法には公金は含まれておりませんで、結局琉球に居住するいわゆる個人額ということでございまして、対象外になっておりますので、これは補償はされないということでございます。しかしながら、かりにこれをその通貨及び通貨性資産の確認に関する緊急臨時措置法が適用されるといたしましても、市のいわゆる純資産、いわゆる預金でございますが、預金よりは借入金のほうが多ございまして、借入金が、その当時で１,１００万ドルほどございまして、差し引きいたしましてかえってマイナスになって０ということになります。以上のようなことからいたしまして、市といたしましては差損の補償の要求とかはいたしておりません。以上です。









○　人民（国吉辰雄君）

　　ざっと４,６００万ですか、日円で。差損になるわけですか。

　　　　　　（「５,５００万」という者あり）

　５,５００万、わかりました。やはり３６０円でこれは当然要求するのが私たちは正しい方向じやないか、とこういうふうに考えます。それと高圧線の問題は那覇港の開放と関連するわけですが、その軍用船の係留されておるところは那覇商港に非常に接近しているようなところなんです。ご承知のようにすぐ手にとるようなところで、その配電のルートの問題を処理していけばそうむずかしい問題ではない、というような見方もできると思いますが、そのへんも今後折衝を強力にしていかれ、さらに都計の全般についてでございますが、再々出る問題ですが、３号線や与儀ガソリンタンクは開放されて、これは非常に市民の喜びとなっておるわけですが、まだやはり小禄地域には依然として軍と隣接し、むしろ与儀の逆でむずかしい、というふうな現在の状況でございますので、それもあわせて今後の政治課題としてぜひ私たちもいっしよにやりますので撤去の方向へ強く踏み出していただきたい。私たちもそのために奮闘することをお約束して質問を終わります。









○　平良信一君

　　本員は通告書に基づいて消防行政の全般について当局並びに消防長にお伺いいたします。去る１３日の深夜大阪南区難波の千日デパートビルで大火災が発生し１１７名の尊い人命が失われ、また４９名の重軽傷者を出し、戦後最大の火災による犠牲者を出す大惨事となっております。犠牲者の中には恐怖のあまり７階から飛びおり無惨な死にかたをしておる人もいたのです。そんなむちやなことをしなくても救助隊の来るのを待てばよいではないかと批判するこはできるかもしれませんけれども、ところがだれが極限状態に追い込まれた人の行為を批難することができるだろうか、むしろきびしく責められなければならないのは屋外に非常階段ひとつも用意してない管理者と消防行政に携わる職員である。なぜならば日ごろ消防法第４条による立入り調査及び救助訓練等がなされておるならば、被害を最小限に食い止めることが出来たはずである。せっかく救助袋を一本降らしても使い方を知らない人が多く、ぬの袋をスベリ台のようにすべって転落死した人が多いというのも日ごろ避難訓練していない証拠である。また７階の非常階段に鍵をかけたままであったのでドアが開かず煙、有毒ガスのためにたくさんの人が窒息死している。実に恐ろしいことであります。さて私たち那覇市では近年高層ビルが建設され５階以上の建物が７６棟、１０階以上の建物が１４棟もあります。復帰後ますます高層建築物が急増するのではないかと思う。ところが現在の那覇市の消防体制はどうでしよう、ビルの高層化に比べ那覇市の消防力は旧態依然として梯子車は屈折梯子車を加えわずか２台、それも救出は５階まででそれ以上のビル火災になるとお手上げの状態である。一体当局に６階以上の火災ビルの場合はどのようにして救助をするのか。また消火活動をなさるつもりか、また救助訓練はどのように日ごろなされているかお伺いいたします。それから公営、市営団地の消火器及び消火の点検、立入り調査をやったことがありますかどうか、団地の建物の構造からしていざ火災の場合階段が一つしかない、避難するのに大変困難だと思うが避難器具の設置をお考えになっていらっしやるかどうかお伺いいたします。あとは自席から再度ご質問いたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ただいまのご指摘の点については市といたしても鋭意その対策を考究中でございます。ご指摘のように行政の移管に伴ないまして県段階から下りてきた業務の中に消防行政の中で引き継がなくちやいけない緊急業務等がございまして、これから消防行政の重大さはご指摘のとおり最近、都市の近代化とともに重要さを加えてくるわけでございます。その点につきましてはかねてから消防隊の充実強化のために鋭意努力してまいったつもりでございますけれども、財政上の都合で十分なる器具、機械の設備がまだ整っていない状態でございますけれども、たとえば今の梯子消防車のごときはご指摘のように５階までしかありません、どうしても早急に１０階以上の火災に対処するような方途も講じなくちやいけないと思うのでありますが、その点につきましてはさしあたり消防隊員を十分訓練し緊急の場に即刻即応するような訓練を強化していきたいと考えております。業務運営についきましては所管の消防長をしてなお詳しく説明させることにいたします。









○　消防長（具志清一君）

　　お答えいたします。ただいまご質問がございました千日デパートの火災によりまして１１７名の焼死者を出した、おそらく日本では最大の犠牲者ではなかろうか、過去において記録のないぐらい尊い人命を失なっております。このことにつきましては直接これをまのあたりに見て取材活動した方がおとついおみえになりまして遂一話を承りましたけれども、最後の責任がいづれにあるかということについては現在調査中のようでございますけれども、これを起点といたしまして過去における大きい火災事例が、ごく最近起きた中で、その内容につきましてはほとんど同じではなかろうかというふうに、調査の終結をみた場合に感ずるわけでございますけれども、１９７１年１２月２５日に韓国のソウル市における大然閣の２２階建て、死者が１６３名、これが同じく原因調査中で不明であります。１９７２年２月２４日サンパウロのピラニーデパート２８階建て、死者２６名、この火災も同じく原因調査中で不明であります。１９７２年３月２５日に韓国のソウル市のパレスホテル７階建ての火災、死者４名、これも同じく原因調査中で不明であります。それから先ほどご質問がございました千日デパートの事例でございますけれども、それぞれ異った事情のもとにおかれてはおりますけれども、ほぼ似かよった点について申し上げますと、高層になればなるほど救助活動が困難になり救助活動が困難になるということは救助器具がそこまで到達し得ないということでございます。たとえばこれは特別の例でございますけれども霞が関ビルにとどく梯子車はない、そこで最近では建築物自体に人命救助に必要な条件を付していくという方向をたどっております。その中でもちろん消防といたしましては救助器具を最高によくいたしまして、最高に活用いたしまして尊い人命を救助していこうというのが消防に課せられた大きな任務でございます。その点につきましてもだいたい屈折できる梯子車というのは、１０階建てまでが縦横無尽に迅速に、確実に使える性能というふうに今日ではその開発の段階ではそこまでしか到達しておりません。そこでこれを１台もったにしてもあるいは１人ないし２人は救助できます。努力して１台、２台というふうには増車いたしていきますけれども、その中で何十人、あるいは何百人というような人をこういう器具、機材でもって対応していくということは正直に申し上げまして非常に至難な業だと思います。かといって挫折するわけにもいきませんので極限まで要求いたしまして消防の体制を十分整えていく考えでございますけれども、特に立入り検査等につきまして十分立入り検査をやったらこのようなことにはならなかったんじやないかということでございますけれども、最近よく発生いたしました、レジヤーブームによる温泉地帯の火災で多くの人命を失なった事例から申しましても、その不備欠点が勧告されてまだ１か月しかたっていない事例も少ないのであります。そこでもちろんそういう高層建物、あるいは普通一般住宅にいたしましても市民、あるいはその建物を所有する方、あるいは経営者の方々の防火上の知識の向上、責任感、こういうものをこれから堀り起こしていかなければならない段階でございますけれども、旧法におきましても防火責任者として、ただ守衛とかそういう方々をあてておりましたけれども、今度復帰になりますと本土法適用となり、それによると防火責任者としてちやんと教育をほどこしまして特に責任のある地位にある方が防火責任者として今後は規定されておりますので、そういう面で幾らかこれからは犠牲が少なくなっていくのではないかとこのように考えておりますけれども、またその反面、消防署の立入り検査を強化、それによる避難器具等の設置等についても法的に義務づけていく、そういうことも強化していきましてあらゆる面から犠牲を少なくしていくように消防の立場から、あるいは市民、あるいはその建物を所有する方、あるいはそこを借りて何かを経営している方々が一体となって那覇市からでき得る限りの力を尽しまして、過去、今日起こりました火災をひとつの教訓といたしましてまた資料といたしまして軽減していくように努力いたします。









○　建設部長（水間平君）

　　市営住宅の件についてお答えいたします。市営住宅の場合には建物自体が大きな火事を起こさないような構造でつくられております。また類焼を起こさないということに重点をおきまして設計されておりますので、大惨事というようなことは今のところ予想されませんが、一番問題になりますのは類焼の心配がないということ自体はその部屋の中で火事が起きたときに避難をすることが出来ないというようなことが同一問題になってくるわけでございます。そういうことでいろいろ対策を講じているわけでございますが、従来泡消火器を使っていましたけれども、これは毎年取替えなければならないという煩雑さもありますし、また非常に形も大きいのでそれを廃止するような方向にもっていって、粉末消火器による各部屋ごとの消火活動に備えるという方向に向けてあります。先ほど申し上げましたように類焼を起こさないというようなことはその中の人たちの避難ということが問題になりまして、一旦火事になりました場合にバルコニーに出てそして隣の人のところに行くというようなことも考えてまいりました。ところがそのバルコニーを仕切りますと、いざ火災のときにはその仕切りをこわして隣に行かなくちやあいけない。こわしてゆくとなるとこわれやすいものでなければいけませんが、石嶺で経験しましたのはそのようなことを考慮してつくりましたところ、台風でやられちやう。そういう避難というものと、盗難防止。あるいはプライバシーの確保、そういったふうなものとは裏腹な関係になります。それをいかにしてバランスを取っていくかというようなことが非常に重大な問題であります。そのために私たちのほうでは、一たん火災になったときの避難の方法などについて年一回ずつ消防とも協力してやっております。市営住宅の場合にはただいま申し上げましたように火災予防、盗難予防、あるいはプライバシーの確保、そういったふうな問題が裏腹な関係にあります関係で非常にむずかしいものがありますが、やはり日常の管理、あるいは消火器等の点検、そういったふうなものを強化していくより方法はないんじやないかと考えております。なお建築基準法の改正、それから復帰になりまして消防法が新しく適用になる部分がたくさんありますので、そういったふうな面をあわせて今後の対策には万全を期していきたいとこのように考えております。









○　平良信一君

　　市営住宅の立入検査はやったことがありますか。まだお答えになっておりません。









○　消防長（具志清一君）

　　市営住宅、それから保育所関係は春秋の防火運動期間中に立入検査とあわせまして、消防隊の消防演習、ご婦人方の消火器使用訓練等をあわせて年２回実施いたしております。保育所もあわせてでございます。それで立入検査の結果不備な点につきましては総務部のほうに勧告をいたしており、４７年度予算に組み入れております。









○　平良信一君

　　先刻市長から、消防戦力の強化は非常に急務である、ところが予算も伴うので逐次改善していきたいというご答弁でございました。本土消防庁の基準からしますと、那覇市の場合消防署の数は半分しかない。しかも消防器具その他も基準の半分以下しかない。この昭和４７年度予算をちよっと見たんですけれどもあまり予算が取られていない。これは何よりも消防行政については優先されるべきじやあないかと思うのでございます。と申し上げますのは、３０万市民の生命、財産を守る消防行政でございますので、その面において市長はもっと優先してしかるべきじやないかと思います。この点について市長はどのようにお考えになっておられるかお伺いいたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ご指摘の点につきましては、復帰対策の中でも特に自治省や消防長官の古屋さんなどにも、沖繩の消防の実情をつぶさに申し上げまして、本土の基準の補助だけではどうにもならんので特別な配慮をしてもらいたいということを要請したわけでありますが、すでに復帰対策予算はある程度煮詰った段階でありましたので、これは逐年考慮をしていきたいというようなご回答を得ております。









○　平良信一君

　　予算書の中に屈折はしご車１台購入の予算を組んであったわけでございますけれども、あれは何メーター用の屈折はしご車であるのか、お伺いいたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後２時５１分　休憩）

（午後２時５２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　消防長（具志清一君）

　　お答えいたします。高層建築物用の屈折はしご車は確か５ヵ年計画では新年度と記憶しておりますけれども、本年度の施設備品につきましては予算書にもあるかと思いますけれども一応ご説明申し上げます。救急自動車３台、化学消防車１台、救助工作車１台、水そう付消防ポンプ車２台となっております。救助工作車と申しますのはコンクリートの建築物に対する、あるいはオーバーシヤツター、そういう場合に対する人命救助用の破壊器具、救助救具を積んだ車でございます。









○　平良信一君

　　消防長は、市営アパートの立入検査は春秋２回の防火演習をかねているということをおっしやいましたね。ちよっと休憩して下さい。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後２時５３分　休憩）

（午後２時５４分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　平良信一君

　　本員は去った１６日に宇栄原団地、田原市営アパート、田原公営団地を一応つぶさに見て回わったところがびっくりしました。Ｃ－１１、そこには消火器がない泡消火器ですね。消火栓はありますけれども、消火栓のホースの折り目から硬直してしまって使える状態じやあないんです。それからＣ－８。あそこは各階には消火器は置いてなく一個所に１１本置いてある。ところがその中の３本はからっぽであります。その消火器の保管にもいろいろ問題があると思います。ご承知のようにあの粉沫消火器はひっくり返えしますと外液と内液が一緒になって全部放出します。そのままの状態で階段の側で置いてある。子供たちがひっくり返えしますとなくなるのは当然です。もっとそういう面については力を入れていかなければ何のために消火器を設置してあるのか全然わからない。消火器を設置する以上はちやんと箱をつくって、その箱の中に入れて消火器というふうに表示をしなければならないんですけれども、これがひとつもなされていない、階段の側でそのまま放置されておる。それでいざというときに消火活動ができるかどうか非常に私は問題だと思うんです。それと先ほど建設部長は建物の構造は防火構造で出来ておるんで避難の問題としては非常に複雑なことも出てくるとおっしやっておりますがこれは事実です。確か去年の９月頃だったと思いますが宇栄原団地の１階のほうで火災がありまして、４歳の子供が外に出きらずに、どういうふうにしてあの窓を飛び越えて降りたのかわかりませんけれども、あの階段のつくりからしまして１階から火事があったり、あるいは２階、３階に火事があった場合に避難しようにもあの階段から降りることはできないですね。やはり繩ハシゴですか、何かそういった避難器具をその団地に入居している方々につくってもらうなり、その程度のことは入居者自身でもできるんじやないかと思います。先ほども申し上げましたように現在の那覇市の消防車は５階までしか届かない、それでは６階以上はどうなるのか。いろいろとビルが高層化するにつれてそういうはしご車の工作も非常に問題になって来るということをおっしやっております。これは当然であります。ところがそれなりに何かの避難の方法はあるかと思います。どのようにして高層ビルの火災の場合人命救助をなさるのか、それを伺いたいと思います。









○　消防長（具志清一君）

　　消火器の維持管理についてでございますけれども、おっしやるとおり確かに盗難にあったり、あるいはその管理が不十分なために転倒してからっぽになったとか、そういうことがございます。そこで消防本部におきましても各市営住宅、保育所関係を全部消防実例につきまして調査をし、これを総務部のほうに勧告いたしまして今回の予算に組み入れてございます。なお、今後その維持管理につきましてはそれぞれの所管部長が維持管理に十分当たるよう消防勧告いたします。それから宇栄原団地の避難につきましては、消防用設備の場合の避難器具が必要であるかどうかにつきましては、消防法施行令第３２条におきまして、その建築物自体の階段によってあるいはオーバーシヤツターそういうものによって緩和することができますけれども、ご指摘のとおり非常に危険であるというふうにして調査の結果わかりましたならば、総務部も一緒になって推進していく考えでございます。









○　平良信一君

　　時間がございませんので消防長に要望として申し上げます。田原団地、あそこの消火栓は全然使えないんです。消火栓とふたがありますが錆ちやって全然あかない。ホースもない。万一火災があった場合一体どうするのか。それに３階、４階と各階に泡消火器一本しかないんです。ですから先ほど消防長は春秋２回立入検査をしておるということは嘘であってあたりまえであります。もっとその辺をひとつ徹底してやってもらいたい。最後に当局にもお願い申し上げますけれども、ひとつ消防行政のほうにもっと力を入れてもらって、３０万市民が安心して住めるように要望いたしまして質問を終わります。









○　副議長（仲本安一君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。明１９日本会議を開きます。

（午後３時００分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









　　上会議録を調整し署名する。
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　１４番　宮里敏慶君　　　　　　２９番　椿秀義君

　１５番　金城重正君　　　　　　３０番　大浜長弘君

　１６番　高良文雄君









○　欠席議員（３名）

　　１番(社大)国吉辰雄君

　　４番　辺野喜英興君

　２３番　宮城武君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君
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　　建設部長　　　　　　　　水間平君
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　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　用度管材課長　　　　　　宮城信君

　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　港務課長　　　　　　　　上原一男君

　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　水道局総務課長　　　　　嘉数清孚君

　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　調査係長　　　　　　　永山盛広君












　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









昭和４７年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第１５日

昭和４７年５月１９日（金曜）午前１０時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　施政方針

第３　議案第１０４号　昭和４７年度那覇市一般会計予算　　　（市長提出）

　　　議案第１０５号　那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　これより本日の会議を開きます。この際諸般の報告をいたします。５月１７日付、市長から議案の追加送付がありましたので報告いたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、黒潮隆君、久高友敏君、を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第２、施政方針について、市長の施政方針を聴取いたします。









○　市長（平良良松君）

　　第１４０回臨時議会にのぞみ、昭和４７年度の予算案の審議をお願いするにあたり、新年度における私の施政方針を申しあげます。ご存じのとおり、本土復帰にともなう諸制度の移行につきましては、すでに議会の積極的なご協力をいただき、条例の制定および改廃も進み、復帰後の市政もスムーズに開始されたことを厚く感謝申しあげる次第であります。さらにまた、今議会が復帰にともなう過渡的な状況のもとで、議員各位には、多大なご協力を願っているわけでありますが、その上、諸般の事情により予算編成の作業が進まず、新年度の市政に対する私の所信表明が、おくれたことをあらかじめ、ご了解をお願いいたしたいと願います。

　　さて、戦後２７年におよぶ米国の沖繩占領と統治は、ここに終えんし、那覇市民は全県民とともに、５月１５日を期して日本国民としての権利を回復し、那覇市は、日本国憲法体制における市政が開始されたのであります。私は、この事実を全市民とともに厳粛に受けとめ、日本国憲法に基づく地方自治が、県都那覇市において力強く発足したことを明らかにするものであります。同時にこの際、戦前戦後を通して那覇市発展に尽力され、とくに戦後は米軍事支配のもたらす苛酷な条件のもとで、都市再建に尽し、市民生活の向上に専念された歴代市長、議員、市民のみなさんに心から敬意を表する次第であります。とくに過渡期、世替りの年代といわれたこの三年間、それぞれの立場から市政に参加された議員各位と市民のみなさんに厚くお礼を申しあげる次第であります。ところで、私は復帰初年度の那覇市長として、具体的な施策について申しあげる前に、本土復帰というこの歴史的転換期において、戦後、那覇市政が辿つた経緯や問題点、そして今後の課題を総体的に提示し、那覇市政は何をもって復帰初年度に臨むかを明らかにする責務があるものと考えるのであります。申すまでもなく、本土復帰は全県民の宿願とされてまいりました。それは米国の軍事支配が不当のものであり、それに対して平和と自治、民族自決の精神をもって対処し、県民の当然の権利として主張されてきたわけであります。

　　日米両政府による沖繩返還協定にもとづく復帰措置は、沖繩県民の要求した「基地も核もない豊かな平和な沖繩」を実現するための復帰とは、大きくかけ離れたものであります。

　　逆に広大な米軍基地の殆んど認め、そのうえに自衛隊の配備がなされつつあります。むしろ、このような内容の復帰によって基地と地域開発の対立、軍事優先と市民福祉の相剋、中央集権化と地方自治の関係など多くの問題を提起し、復帰は沖繩県民にとって新たな歴史的試練として、むかえられているのであります。その意味におきまして、復帰は、戦後米軍統治の一応の終えんであると同時に、新たな事態への突入であるといえるのであります。

　　この新たな事態とは何かといいますと沖繩が軍事的には、相変らず日米の極東における戦略上の重要な基地とされるなかで、政治、経済など各面における施策が本土に吸収され、同一圏内に入ることを意味します。つまり、地方自治の立場からみますと自治省、都道府県、市町村を結ぶ政治構造に包含され、国との直接、間接の対応関係において市政を進めることになります。私たちは復帰と同時に憲法の空洞化が進み、中央集権の傾向の強くなった日本政府の自治体に対する影響を受ける状況下にあるわけであります。すなわち、私たちが２７年ぶりに復帰する本土の地方行政は、制度的には戦前とは根本的に異なる住民自治とされているのでありますが、その現実は、戦後日本のＧＮＰ中心の産業優先政策は地方自治制度の危機を招き、住民のための自治が軽視され、その結果、生活環境は悪化し、各地で公害を発生させていることが強く指摘されている状態であります。復帰前において、沖繩に対し多くの提言がなされてきたわけでありますが、そのなかで、「本土の誤りはくりかえすな、沖繩を地方自治のモデルにすべきだ」という言葉には、地方自治を保障している憲法の形がい化が問題とされ、地方自治のあり方についての痛切な反省があることを知ることができるのであります。

　　したがいまして、私たちは本土復帰に際し過大な期待を決してもつのでなく、逆によりきびしい事態に対応するように日本の政治・経済の現況をつぶさにみつめ、日本の諸制度のなかにおいても、民主的な住民自治が確立されるよう一層の努力をしていく必要があるといえるのであります。沖繩県民は、苛酷な米軍支配の下で、自から生活と権利を守り、自治権拡大をもとめて主席公選、国政参加を実現させ、さらに本土復帰を可能ならしめたのでありますが、私はこの戦後体験が復帰後の本土制度下においても住民自治を確立する基盤になるものと信じている次第であります。私は、この祖国復帰の時期において、日本国憲法の原理と精神を那覇市民とともに考えたいと思います。私は今後の市政の基本を反戦平和、主権在民、地方自治の確立を保証した日本国憲法にもとめ、それを砦として、日本国憲法が市民生活の各面に生かされる「憲法都市」の建設を目標に市政に専念する決意であります。私は、これまで同様市民と直結した民主的な市政を堅持し、国との関係においては、地方自治をゆがめることのないように対処し、長期的な展望にたつ計画的な行政を実施し、市民福祉を増進してゆく所存であります。そこで私は市政を早急に民主的な本土制度へ適合させ、復帰にともない市政が一層飛躍するよう万全を期すとともに、当面つぎの諸施策を強力に推進する考えであります。都市計画の再検討と総合計画の策定。軍用地の開放と都市基盤の整備。交通体系の再編確立。スプロール現象への対応、無秩序な開発への規制。都市問題解決のための広域的協力関係の確立。都心部の整備と公共施設の増設。那覇商港の市への移管と大那覇港の建設。市民福祉を中心とする諸制度の確立。産業と観光事業の振興。教育と文化の向上。それでは、以上１０項目の基本施策について具体的に申しあげたいと思います。都市計画の再検討と総合計画の策定について申しあげますと、那覇市の都市計画は１９５０年に立案され、１９５６年に認可され今日まで部分的な修正がなされてきました。しかし今日の社会、経済の激しい変化とりわけ人口の集中と車両交通の増大、それに伴う市街地の無計画な拡大は深刻な都市問題となっています。私は、今年度中に都市計画の再検討に着手致したいと思います。

　　なお、１０年～２０年の将来を見通し、県都としての都市像を設定し、あわせて市政の重要な事務事業について総合的かつ長期的展望に則った総合計画（基本構想、基本計画、実施計画）を策定する所存であります。軍用地の開放と都市基盤の整備について申しあげます。すでにご承知のとおり私は就任以来機会ある毎に日米両政府に対し、那覇市内の軍用地の開放について要求してきました。しかし、与儀ガソリンタンク以外はまだ開放されていませんので、私は今後も引き続き上之屋にある牧港米人住宅地区、マーニング社用地、ハーバービュー用地、那覇軍港、那覇空軍基地の全面的開放のため努力する所存であります。とくに、上之屋にある牧港米人住宅地区は那覇新港の背後地域として、那覇市と中・北部を結ぶ交通のかなめとなり、公園、文化施設を設置することによって、都市機能の増進をはかるため、この地域の全面的な開放をぜひ実現してゆく決意であります。

　　さらに、那覇空軍基地のうち、とくに政府道３号線以東の地域の開放を早急に要求し、この３号線の民間への開放をかちとり、あわせて政府道７号線の拡張工事が実施されることによって、この地域の開発を期したいと思います。幸い、与儀ガソリンタンク地域の開放をかちとり、その周辺地域も含めて区画整理事業を施行すべく準備中であります。

　　なお、ここで区画整理事業について申しあげますと前任者の時代から住民の反対にあい、事業が中止されていた寄宮地区土地区画整理は着工のはこびとなり、真嘉比・古島および石嶺の土地区画整理事業も促進される見通しであります。交通体系の再編確立についてでありますが、それには道路交通網の整備、大衆輸送機関優先の原則を確立し、交通安全対策の強化によって対処していく必要があります。ご存じのように、車両が激増し、那覇市を中心とする都市圏において昼夜数万にのぼる人口が移動し、職場と住居が分離した現象が見られ、モータリゼイション時代をむかえつつありますが、これに対応した道路施設をみた場合、その絶対的不足が指摘されるわけであります。そこで、環状２号線の早期完成、首里地域と都心部を結ぶ新道の開発、モノレールの建設などで都市交通体系の再編整備をはかり、同時に復帰により市町村に移管される交通安全対策の業務を強化して、交通問題の解決をはかり、交通から人命を守る対策を進めていくことにいたしたいのであります。なお、道路環境整備につきましては、近年交通事故の増加と平行して学童等の事故が多発していますので、特に通学路や学校周辺の道路に歩道、安全柵（ガードレール）、区画線等交通安全施設を設置し、児童・生徒が安心して通学できる道路の整備にも一段とつとめたいと思います。スプロール現象への対応、無秩序な開発を規制することについてでありますが、卒直に申しあげまして、この問題は今後市政の重大な課題になるものと考えるのであります。

　　今日、わが国における都市行政の問題点といたしまして、民間の設備投資主導型の経済成長に公的都市施設が追いつけず、社会資本の決定的な立ちおくれと都市施設の関連性の欠如が指摘されているのであります。本市においても、事態はまさにそのとおりでありまして、首里、真和志、小禄地域における住宅建設を中心とした設備投資は、学校、保育所、道路交通、公衆衛生施設などの公的投資がともなわず、無秩序に拡大している状態であります。この問題に対処するには、隣接市町村を含む広域都市圏構想のもとに都市郊外を市街化調整区域として保全し、都市近郊の自然を確保するとともに、土地造成や住宅の建設に一定の条件をつけ、道路、排水など公共施設のともなわない開発を規制する措置も必要だと考えるのであります。

　　さらに、すでにスプロール化している地域に対しては、その地域における公共施設の需要を的確に把握し、区画整理、道路新設、学校、保育所建設、交通配置などを重点的に進めていく考えであります。都市問題解決のための広域的協力関係の確立でありますが、これまで説明いたしました交通問題、スプロール問題および都市施設の機能的配置、とくにし尿、ごみ処理施設等はすでに一つの自治体の行政区域内では解決できず、隣接する市町村との密接な協力関係を必要としていることはご存じのとおりであります。すでに本土においては、自治省の指導により、広域行政圏が各県で設定され、具体的な広域行政が促進されているのでありますが、私はこのような天下りのものではなく、那覇市を中心とした都市問題を共通の立場から、主体的に解決するために、隣接市町村との広域的な協力関係を確立していく考えであります。都心部の整備でありますが、この問題は都市近郊のスプロールと対応するもので、都心部の再開発として強力な対策が要請されているわけであります。この事業を概括いたしますと、すでにスラムクリアランスとして進められている事業と牧志公設市場、民間による商店街建設を結びつけ、さらに、都心部の墓地を移転し、希望が丘、緑が丘公園を建設することによって促進されるものと考えるのであります。

　　なお、都心部の整備と関連いたしまして、この際海洋博に対する私の基本的考え方を申しあげます。海洋博の沖繩開催については、見方によって色々問題点もありますが、私は、沖繩の将来の発展と立ちおくれた社会資本の投入を促進する意味において、積極的にしかも主体的にうけとめたいと思います。

　　本市といたしましては、海洋博を絶好の契機として立ちおくれている都市開発、公共施設の整備と生活環境の整備の強化を図っていく考えであります。そこで、私は海洋博の関連事業として、本市は、道路整備とモノレール建設、港湾の拡張と臨海道路の建設、公園整備（特に波ノ上一帯の海岸公園、漫湖周辺、末吉公園）、観光事業と住宅、宿泊施設、環境整備（上・下水道・し尿・ごみ処理・国場川等河川整備等）、を考え、今後関係機関と調整の上、早急に具体的実施計画の策定に着手したいと思います。つぎに公共施設の増設でありますが、都市施設は全般的に不足しているわけでありますから、道路、公園、住宅、保育所などの増設と上水道、公共下水道等の拡充整備を積極的に進める考えであります。那覇商港の市への移管と大那覇港の建設について申しあげます。この問題は、那覇市に要請されている経済的管理中枢を確保するためもっとも重視すべき施策であります。そのためには、港の一元的管理、大型船舶、コンテナリゼション時代に対応した港湾の整備が必要とされてきたのでありますが、幸いにして、数年来の懸案事項でありました那覇商港が本市へ移管されたことは、画期的なことであり、市民とともに喜びたいと存じます。なお、那覇新港の拡張事業も引き続き実施されますので、みなと那覇づくりは、大幅に促進されるものと期待いたしている次第であります。また、港湾地域の環境を整備するため、海水油濁防止施設、安全施設の建設にもつとめたいと思います。

　　問題は、みなとづくりと関連する背後地の造成でありますが、これについては、那覇商港、那覇新港ともに軍用地がその背後にあり、大きな障害になっていますので、その全面的な開放に鋭意つとめたいと思います。市民福祉を中心とする諸制度の確立について申しあげます。ご存知のようにすべての制度が、本土へ移行し、特に通貨交換につきましては、全県民が等しく１ドル対３６０円の交換を切実な要求として、政府につきつけましたが、結果は県民の期待を裏切り、３０５円という低い交換率で、しかも公式レート３０８円を下廻り、今や県民の怒りは頂点に達しています。この通貨切替えに伴い物価は高騰し市民は大きな被害を受け、市民生活はまさに破壊されようとしています。私は、この事態を重視し、今後も政府に対し、市民生活の安定をはかるため、通貨切替えに伴う市民の蒙った損害に対して、市民とともにねばり強く要求していく所存であります。

　　つぎに、沖繩において特に民生福祉面が立ちおくれているといわれていますが、復帰とともにわが那覇市は福祉行政の根幹となる福祉事務所を設置することになりました。これからは真に市民と直結した血の通った社会福祉の増進が期待できると確信いたします。

　　福祉事務所を有機的かつ効率的に運営しまして老人福祉、身体障害者や精神障害者の福祉と生活保護世帯に対する福祉向上に努めたいと存じます。つぎに国民健康保険事業については、昭和４７年１０月１日実施をめどに準備を進めています。国としては、２ヵ年の準備期間をおいていますが、那覇市は昨年から準備を進め、復帰後、他市町村に先がけて今年１０月実施を実現いたしたいと思います。那覇市の該当者は１１万人３万世帯の多数にのぼり、これまで低所得で医療制度から取り除かれていた、これらの人々のこの国民健康保険によせる期待は大きいものがありますので、私はこの制度の実施に万全を期す所存であります。これまで琉球政府が、実施してまいりました各種予防接種、結核検診、伝染病予防およびそ族昆虫の駆除等の防疫業務も市に移管されましたので、保健所や医療関係機関と密接な連携を保ちつつ、市民の健康保持に努める考えであります。なお、これから移管されます消防の救急業務につきましては、救急車による救急活動とレインジャー隊、パトロール隊潜水救助隊を統合した救急センターの設置準備をしておりましたが、新年度から発足することになりましたので、救急業務に万全を期したいと思います。また市民の快適な生活を保障し、安全を保持するため公害対策に一層努力する考えであります。さらに復帰にともない私たちが、長年要求し続けてきました沖繩の水の需給機構が県に移管され、市民本位の給水事業ができ、また、私たちが要求した通り基地等への給水事業と米軍人等に対する水道料金の差別待遇も廃止され、市の給水事業の管掌のもとに公平に取りあつかわれるようになりました。このことは今後の給水事業に大きくプラスし、その結果、市民の福祉増進に大きく寄与するものと確信いたします。市民のもつとも身近なごみ、し尿処理について申しあげます。ごみ収集運搬については、行政指導を強化し、より衛生的、効率的な収集運搬を確保いたしたいと思います。し尿の処理につきましては、海洋投棄するにあたって、環境保全のため凝集沈降剤として塩化第二鉄を用いて、海洋汚染を防止したいと考えます。なお、市内の清掃美化については、特別清掃班をフルに活用していきたいと思います。産業と観光事業の振興についてでありますが、那覇市における企業は、その９９パーセントが、中小企業で占めており、その大部分は従業者４名以下の零細企業であります。そのために社会的、経済的に被っている制約は、著しいものがあり、早急に解決が待たれる問題が山積されております。それを解決していくためには、国や県の強力な施策が望まれるのでありますが、那覇市としましては、商工関係諸団体と有機的な関連をもち、側面から中小企業の育成を図っていく考えであります。

　　観光事業の振興につきましては、日本の南端、亜熱帯に位置し、自然、歴史、戦跡の点で特色のある沖繩においては、特に重視されなければならないものと考えます。沖繩特別国体や海洋博にむけて観光立県のうえからも那覇市、鹿児島市、名瀬市の三市が連絡会をもち、相互提携のもとに観光ルートを開発し、また観光関係諸団体と協力して、那覇市を南西諸島観光の拠点都市としていきたいと考えております。つぎに農業につきましては、農産物の生産を高め、農家の所得を増加させるため、農業施設の整備強化をはかって耕地の高度利用と経営の近代化と合理化を奨励するとともに災害対策を強化し、農産物の増収を推進していきたいと考えております。また、復帰に伴い農地法が適用され、農業委員会制度が新らたにでてまいりましたが、特別措置法に基づく政令により農業委員会が成立するまでは、市町村長が、その業務を行なうことになっておりますので、円滑な制度移行が、できるように準備に万全を期したいと思います。水産業につきましては、漁業の近代化を促進し、経営の合理化を円滑に達成せしめるため、漁船の科学装備をすすめ、水産業の振興をはかり、漁業生産の向上を期したいと考えます。

　　教育と文化の向上についてでありますが、復帰後は、教育委員会は市の機構に包含されますので、教育委員会とタイアップして、第１に教育条件の整備充実を図るため、小学校につきましては、大道小学校の体育館建築、城南小学校のプール新設、古島小学校の新設ならびに若狭、安謝、城東、城南、宇栄原各小学校の校舎増築、その他各小学校の校舎、校庭整備等をやり、中学校については、神原中学校の体育館建築、那覇、石田各中学校の校舎増築、その他校舎校庭の整備等をしたいと思います。また、首里第二中学校の新設についても県および文部省と折衝し、早急に建設計画をたてる所存であります。幼稚園につきましても５ヵ年計画で老朽化した木造園舎の改築を図っていきたいと考えております。第２に教育職員の待遇改善ならびに福祉の向上を図るため、高令者職員の勧奨退職により、教育現場に新陳代謝を与えるとともに事務局の機構改革ならびに市長部局の職員並みに改善したいと考えています。第３に社会教育の振興と青少年健全育成を図るため、新年度から新らたに社会教育指導員および青少年指導員を設置することにいたしたいと思います。文化施設としては、琉米文化会館の市移管をはかり、市独自の文化事業を推進するとともに市民会館と有機的な運営をはかり、市民文化の向上につとめたい所存であります。最後に私は市民各位に訴えたいと思います。私は、本土復帰というこの重大な転換期をただ単に「世替り」として、受けとめるだけでなく、復帰に伴う不安、不満を克服して、この苛酷な事態を主体的に受けとめ、那覇市民の自律性と主体性を発揮し、この機会を「世直し」の時期として転化させ、那覇市の発展に役立たせるよう各位のご努力を要請いたしたいと思います。

　　私たち、那覇市民は、戦後あらゆる苦難にうちかち、あらゆる苛酷な事態に適切に対応して、今日の那覇市を不死鳥のように、よみがえらせました。この不屈な市民精神は、必らずやこの激動期をのりこえていくことを私は確信するものであります。以上、私の市政に対する考え方を申しあげましたが、議員各位の一層のご協力とご批判をたまわりますようお願い申しあげる次第であります。昭和４７年５月１９日那覇市長平良良松









○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算についてご説明申しあげます。昭和４７年度予算は本土復帰初年度の予算としてこれまで琉球政府で行なっていた福祉関係事務または教育委員会で行なっていた教育行政等の市町村への事務移管等そのほか行財政制度に大巾な変更があり予算の編成事務も遅れておりましたが、昭和４７年度予算は本土の行財政制度への移行に必要な経費さらに１９７２年度執行中の事業の再計上等をあわせて予算総額１２０億１,７７８万８千円の予算を編成いたしました。これを前年と比較いたしますと、２０億３,３２０万３千円の減となりますが、前年度予算は市一般会計予算と教育区の予算を合算してありまして前年度で教育区予算に計上されていた教職員給与２７億９,７７３万１千円が復帰後は県予算に計上されることになりましたのでこれを差引き、さらに港湾特別会計の設置に伴い前年度の港湾費１４億８,５７６万２千円を差引きますと実質的には２２億５,０２９万円の増ということになります。それでは昭和４７年度一般会計予算の内容についてご説明申しあげます。まず歳出の第１款議会費について、議員および事務局職員の給料その他議会活動に要する経費として９,５１４万１千円を計上してありまして前年度より７９７万７千円の増となっております。これは職員待遇改善のための給与改定による増が主なものであります。第２款の総務費は、三役および事業費支弁以外の一般職員の給与および一般事務経費、自治組織助成、職員の福利厚生事業、統計調査および総合計画の策定に要する経費その他各種団体の負担金および補助金等の経費６億１７２万２千円、市史編集、市民の友、その他広報活動、文書および例規の追録等に要する経費として３,５６３万１千円市有財産の管理費と庁舎の補修費として１,２８４万７千円、市庁舎建設債の償還金に充当するための減債基金積立金１,２３２万円、首里、小禄、真和志の各支所の経費および小禄支所庁舎建設の調査設計費として１,０２８万８千円、新規経費の公平委員会に要する経費１０万５千円、市職員の退職給与金と教育委員会の勧奨退職の未払分として１億７０５万４千円、市民会館の管理運営費６,５８１万円、市税の過誤納還付金７７０万円、東京事務所に要する経費２４５万３千円、それに前年度から継続事業である庁舎建設費の４,５４９万３千円をあわせて総務管理費として９億１４２万３千円を計上いたしました。それに市税の賦課徴収に要する経費２億７,８８３万８千円、戸籍住民基本台帳費１億６,３０２万７千円、選挙管理委員会の委員および事務局職員の人件費と一般事務費それに県知事および県議会議員と市長選挙に要する経費５,１７０万９千円、それに監査委員、および事務局職員の給与および事務費として１,０９５万５千円をあわせて、２款総務費には１４億５９５万２千円を計上してあります。前年度と比較しますと３億２,８３５万４千円の増となっております。第３款の民生費は、総額１９億３,９８１万９千円を計上いたしまして前年度より、１４億２,８９０万円と大巾な増になっております。これは福祉関係事務の市町村移管によるもの、さらに児童手当の新設等によるものでその内容は社会福祉費で国民健康保険および年金事務に要する経費２億２８１万９千円身体障害者福祉１,４８８万６千円、老人福祉４,９９１万３千円、遺家族等の挺援費４５３万４千円それに人件費と一般福祉事務費として１億８,３００万９千円計４億５,５１６万１千円を計上いたしました。児童福祉としては、新規事務の児童手当として２億３,９４９万円、私立保育所および精薄児更生施設への措置費負担金８,２２６万２千円、母子福祉費２８万５千円、市立保育所の管理運営と建設費として3億344万4千円、その他児童関係事務の人件費および事務費１,２１７万４千円計６億３,７６５万５千円を計上いたしました。また生活保護費は生活保護法にもとづく扶助費厚生園への措置事務費として８億６７７万３千円、愛生療の運営費１３９万円、それに人件費その他事務費３,８６８万６千円をあわせて８億４,６８４万９千円を計上いたしました。そのほかに災害救助の繰替金として１５万４千円をあわせて、第３款の民生費の総額は１９億３,９８１万９千円となっております。第４款の衛生費では、この款には各種伝染病の予防、そ族昆虫の駆除、公害調査費等で７,２０５万４千円を計上いたしましたが各種の伝染病予防事業とそ族昆虫駆除の事業が市町村に移管されたことにより前年度に比べて４,２７１万７千円と大巾な増となっております。また清掃事業としては、前年度からの継続事業としてごみ焼却炉と清掃工場占用道路とごみ埋立処理場の用地購入費およびロードパッカー４台の購入費等とあわせてごみの集収および処理に要する経費として２億８,１３９万８千円さらにし尿処理に要する経費として３,６５２万２千円道路清掃に要する経費５０４万円それに人件費および事務費として、２億１,３１６万３千円で計５億３,６１２万３千円を計上いたしまして前年度より９,８４５万３千円の増であります。

　　これはごみ焼却炉の供用開始に伴う増員と管理運営費の増ごみ処理事業のためのごみ流失防止工事およびし尿海洋投きのためのし尿中継そう等の新規経費の計上と職員の待遇改善のための経費を計上したことによるものであります。

　　上水道費には水道事業特別会計への繰出金として３７１万７千円を計上してあります。第５款の労働費には失業対策事業に要する経費として５,２１１万５千円と職業訓練に要する経費として９７８万５千円計６,１９０万円を計上してありまして、前年度より９０９万７千円の増となっております。第６款の農林水産業費には、農業関係事業として農道排水路の改修および維持家畜の防疫、その他農業振興のための各種補助金それに新規事務の農業委員会の設置準備費および農業関係職員の人件費等で４,３８９万６千円を計上いたしました。

　　また、水産関係事業としては、人件費および水産業振興のため漁船の科学装備に対する補助金、それに港湾管理費として３,１８６万６千円を計上してありまして、漁港管理費のなかには、安謝埋立に伴うくり舟業者への見舞金１,０８０万円と漁港建設に伴う那覇地区漁業協同組合漁船上架施設の移転工事８３７万７千円を計上してあります。林業費は費目存置となっておりまして農林水産業費の款としては７,５７６万４千円を計上し、前年度より２,４７１万６千円の増となっております。第７款の商工費は、商工観光事業の振興とそれに伴う人件費として３,４９２万６千円各市場の管理費５,３０５万１千円それに前年度からの継続事業である牧志公設市場建設事業費９,８７０万７千円の計１億８,６６８万４千円を計上いたしまして、前年度より３,９８２万４千円の増となっております。第８款の土木費に移ります。土木費には市の道路橋りようおよび排水路の維持管理費港湾および都市計画事業、公共下水道事業、公営住宅の管理および建設に要する経費として４８億７,８５８万６千円を計上してあります。この款では前年度より７,２１５万８千円の減となっておりますが、これは前年度までこの款に計上しました。港湾建設および管理費と埋立事業を那覇商港の市移管に伴い港湾の一元化をはかるため新らたに特別会計を設置したことによる減であります。

　　予算内容につきましては、土木総務関係の人件費と事務費として３,３５２万６千円、道路橋りよう関係事業は前年度から継続して事業執行中の道路新設６本の工事費８,３２６万３千円交通安全施設整備費７,９００万８千円橋りよう新設１３３万５千円、道路橋りようの維持および人件費を含めて合計４億２,９２５万円を計上いたしまして、前年度より２,１３４万円の増となっております。河川費には排水路の改修および維持に要する経費として５,９８８万円を計上してあります。港湾事業としては港湾事業特別会計への繰出金として、２億１,１４９万３千円を計上してあり、この事業は前年度より１２億７,４２６万９千円と大巾に減額となっておりますが、これは先ほど述べましたように前年度の港湾費が管理運営費と国庫補助金起債を充当した建設事業費の総額が予算計上されていたのに対し、４７年予算は特別会計が設置され、港湾建設業の対応費を繰出金として計上したことによるものであります。都市計画関係事業としては人件費および一般事務費として１億３,７５１万円、山下および小禄地区と新規事業の寄宮地区の各区画整理事業特別会計への繰出金２,２０５万７千円、都市計画幹線街路の前年度からの継続事業と昭和４７年度の新規分をあわせて１９億４,８７７万７千円、公共下水道事業の雨水工事と汚水の下水道特別会計への繰出金あわせて４億６,４５０万１千円、公園建設および管理費で１億８,７４７万３千円、計２７億６,０３１万９千円を計上いたしまして、前年度より４億８,６９４万４千円と大巾に増となっております。住宅関係事業では住宅の維持管理費４,５５７万５千円、住宅の建設費は前年度からの継続事業の２７６戸と昭和４７年度の新規分３６０戸をあわせて１３億３,５２７万円、それに大名住宅用地の造成費３２７万３千円で計１３億８,４１１万８千円を計上いたしました。以上で土木費を終りまして、次は第９款消防費に移ります。消防職員および消防団員の人件費および消防活動に要する経費として２億６,２２５万９千円と消防施設の１億９７２万６千円、それに水防費の費目存置を加えて合計３億７,１９８万６千円を計上いたしまして前年度より１億４,２４１万８千円の増となっております。

　　消防費では職員の待遇改善に伴う人件費の増のほかに、化学消防車、救助工作車および水そう付消防ポンプ自動車、それに政府から移管される救急業務に伴う救急自動車および指令装置等の消防施設を重点にして予算を計上してあります。第１０款の教育費について、この款では前年度までは教育費のうち市負担分を計上しておりましたが復帰に伴い教育委員会が市町村の一機関として教育行政を行なうことになりまして教育に要する経費として教育委員会および事務局職員の人件費と事務費として１億５３２万４千円、学校の管理、教育の振興、学校建設等に要する経費の小学校分が１０億３,７１４万８千円、中学校の分が４億９,５２２万３千円、幼稚園が３億４４５万８千円、社会教育に要する経費２,４３７万１千円、それに保育体育に要する経費８４６万５千円をあわせて１９億７,４９８万９千円を計上してあります。前年度予算との比較は教育委員会の当初予算のうちこの款に関連するものを前年度予算として比較してありますが、前年度より２５億７,２８５万６千円と大巾に減になっております。これは先ほど述べましたように前年度予算のなかには小中学校の教職員給与２７億９,７７３万１千円が含まれており、昭和４７年度はこれが県予算に計上されたことによるものであります。第１１款災害復旧費は、農林水産業施設災害復旧費が費目存置で、公共土木施設災害復旧費として前年度からの継続事業の繁多川地内道路災害復旧工事と昭和４７年度分の真嘉比雨水幹線災害復旧費として８１４万２千円を計上いたしました。第１２款の公債費に市の一般会計分の既往債と教育委員会の既往債の元利償還金と新規起債の利息および庁舎建設に充当した市債証券の償還事務費として３億９,６９２万８千円を計上いたしまして前年度より１５億１,２７８万８千円の減となっておりますが、これは前年度予算に計上いたしました第４次泊安謝間公有水面埋立事業の元利償還金が減となったことによるものであります。第１３款の諸支出金に費目存置であります。第１４款予備費には１,０００万円を計上いたしました。以上で歳出を終り歳入に移ります。まず歳入の第１款市税について、市税につきましては、本土法の適用に伴い、税目税率ともに大巾な変更がありました。まず新らしく市税となったものとしては、たばこ消費税、電気ガス税があり県税へ移行されたものは事業税、不動産取得税があります。市税の見込みといたしましては新年度分として、１０億６,７７２万９千円を見込んでおりまして、また５月１４日までの復帰以前に対する旧法にもとづく税収見込分と滞納繰越分をあわせて９億６,８５７万１千円、合計２０億３,６３０万円を計上してありますが、前年度に比べて、５億４,０９３万４千円の減となっております。第２款から第５款までの地方譲与税、自動車取得税交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金、施設等所在市町村調整交付金についてはいずれも新らしい収入科目でありますが、はっきりした収入額が見込めないので当初予算においてはいずれも費目存置してあります。第６款の地方交付税につきましては、復帰後の新らしい市町村事務について基準財政需用額と基準財政収入額を試算いたしまして前年度より１２億２,０００万円増の２３億円を見込んで計上してあります。第７款の交通安全対策特別交付金は新規収入でありますが収入の見通しが確定するまで費目存置としてあります。第８款の分担金及び負担金について、公立及び私立保育所入所児童の保護者負担分７,６８６万７千円、教育関係の学校安全会に対する保護者負担金１８６万１千円、費目存置の分担金１千円をあわせて７,８７２万９千円を計上してあります。第９款の使用料及び手数料は、総務関係の使用料１,５５０万４千円、市場の商工使用料６,９２９万円、住宅および公園等の土木使用料１億６,０７６万８千円、教育関係の幼稚園保育料およびプール等の体育施設使用料２,８３９万８千円、それに戸籍関係その他の手数料３,５０１万４千円、合計３億８９７万４千円を計上いたしましたが、港湾使用料が特別会計へ計上されたことにより１億４,９３２万６千円の減となっております。第１０款は国庫支出金として、民生関係および教育関係の国庫負担金１４億７,９４７万３千円、都市計画事業をはじめ教育関係その他各事業に対する国庫補助金が２８億６,３８９万２千円、国民年金、児童手当等の事務委託金３,３９７万３千円で合計４３億７,７３３万８千円を計上してあります。第１１款の県支出金は、社会福祉および児童福祉事業と教育関係の県負担金として１億１,３６０万９千円、都市計画その他の事業に対する補助金８,３６１万９千円、県知事および県議会議員選挙、県民税の賦課徴収その他の事務委託金として３,０２０万２千円、合計２億２,７４３万円を計上してあります。国県支出金についてはいずれも前年度より減となっていますが、これは那覇新港建設補助金が港湾事業特別会計に計上されたこと、また教職員給与が県予算に計上されたことによって国庫支出金が５億６,９８１万４千円、県支出金が１４億９００万３千円の減となっております。第１２款の財産収入は土地貸付収入、利子および配当金収入として１億３１１万３千円、コンポスト肥料および不用品売払収入７４万５千円、それに第４次泊安謝間埋立地の処分収入１１億９,６７３万８千円で合計１３億５９万６千円を計上いたしましたが、土地処分収入の減により前年度より９億７,４６８万円の減となっております。第１３款の寄附金は費目存置であります。第１４款の繰入金は庁舎建設費の償還に充当するための減債基金からの繰入れで１,２３２万円を計上してあります。第１５款の繰越金は、前年度の起債事業のうち牧志公設市場建設、職員会館の購入、および改造工事、ごみ焼却炉建設の公務員等共済組合からの借入金、さらに教育関係プール体育館建設工事については工事完了前年において全額起債を借入れて収入した分のうち未支出額を繰越金として２億２１１万４千円、庁舎建設工事その他前年度からの継続事業に充当するための繰越金１億３,４６７万９千円をあわせて３億３,６７９万３千円を計上いたしました。第１６款諸収入は、市税等の延滞金市預金利息、水道局からの道路補修工事、受託収入、無地番賃貸料、その他雑収入等で３億７,８１０万円を計上いたしまして、この款は前年度より２億４,０２３万円の増となっております。第１７款の市債は、前年度起債事業が４７年度に繰越されて執行することになったもの、ごみ焼却炉建設工事、希望が丘公園、１９７２年度公営住宅建設工事１億６,８００万円、昭和４７年度の新規起債都市計画街路事業および公園建設事業、雨水分の公共下水道事業、昭和４７年度公営住宅建設工事、教育施設等をあわせて４億９,３２０万円、計６億６,１２０万円を計上いたしました。以上で昭和４７年度那覇市一般会計予算の説明を終ります。よろしくご審議くださるようお願い申しあげます。









○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第１０５号、那覇市減債基金条例の一部改正についてご説明申し上げます。那覇市減債基金については、那覇市減債基金条例に基づき毎年４万ドルを積立て償還を行っておりますが、この度、復帰に伴い、本条例の基金４０万ドルの表示を、大蔵省政令に基づく１ドル対３０５円の交換レートで換算し、日円で１億２千２百万円と表示するため本条例の一部改正を提案いたしました。以上簡単にご説明申し上げます。よろしくご審議下さいますようお願いします。









○　副議長（仲本安一君）

　　諸般の報告をいたします。５月１５日、沖繩の祖国復帰に際し全国市議長会、日南市、一宮市からそれぞれ祝電がまいっておりましたので報告いたします。４月３日付、監査委員中山興忠外３名から、１９７２年度２月分の「例月出納検査の結果報告書」並びに４月２１日付、「１９７２年度定期監査の結果報告書」が提出されておりました。その写はお元に配布してありますので報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。来る２１日本会議を開きます。

　　なお、施政方針に対する質疑は本日の午後５時までに各会派とも質問者の氏名を事務局にご提出願います

（午前１１時３１分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









　　　上会議録を調整し署名する。

　　　　　昭和４７年５月１９日









副議長　　仲本安一　㊞









署名議員　黒潮隆　　㊞









署名議員　久高友敏　㊞
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○　出席議員（２３名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君　　１６番　　高良文雄君

　　　２番　　中村昌信君　　　　１７番　　又吉久正君

　　　３番　　瀬長フミ君　　　　１８番　　仲本安一君

　　　５番　　喜舎場盛一君　　　１９番　　金城吾郎君

　　　６番　　仲村正治君　　　　２０番　　黒潮隆君

　　　７番　　　欠員　　　　　　２１番　　久高友敏君

　　　８番　　上原綱正君　　　　２３番　　宮城武君

　　１０番　　島袋宗康君　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　２５番　　比嘉佑直君

　　１２番　　　欠員　　　　　　２７番　　玉城栄一君

　　１３番　　平良信一君　　　　２８番　　　欠員

　　１４番　　宮里敏慶君　　　　２９番　　椿秀義君

　　１５番　　金城重正君　　　　３０番　　大浜長弘君






○　欠席議員（４名）

　　　４番　　辺野喜英興君

　　　９番　　金城甚松君

　　２２番　　喜久山朝重君

　　２６番　　安見福寿君






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　　事務管理部長　　　　　　楚南兼秀君

　　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　　用度管材課長　　　　　　宮城信君

　　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　港湾課長　　　　　　　　上原一男君

　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　水道局業務課長　　　　　嘉数清孚君

　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　　調査係長　　　　　　　永山盛広君












　　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








昭和４７年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第１６号






昭和４７年５月２１日（日曜）午前１０時開議






第１　会議録署名議員の指名

第２　施政方針に対する質疑

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　これより本日の会議を開きます。諸般の報告をいたします。５月１５日の「沖繩の祖国復帰」に際し、佐賀、佐世保、山形の各市から、それぞれ祝電がまいっておりましたので、報告いたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、真栄城嘉園君、比嘉佑直君、を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第２、施政方針に対する質疑を行ないます。今回の施政方針に対する質疑について発言の方法及び発言時間を議会運営委員会でご検討願った結果各派代表制を採用し、発言時間については、答弁を含めて新政会２時間、社大党、公明党、人民党はそれぞれ１時間の割り当てで発言を許すことになっております。なお発言の順序はお手元に配布の表のとおり会派構成の多い順で行なうことに決定していますので、ご了承願います。順次質疑を許します。









○　喜舎場盛一君

　　施政方針に対する質疑を新政会を代表して行います。まず始めに平良革新市長の最後の施政方針に対する質疑ができますことを喜びとするものであります。

　　　　　　　　　　　　　（笑声あり）

　この４７年度の施政方針を総括して見まするに実に今日までの市政がいかにでたらめであり、市長の任期４ヵ年間に３０万市民の尊い血税を無駄使いし、いわゆる喰い逃げ白書みたいのを議会に提出したかということを本員は考えるのであります。その内容そのものでございますが、まず平良市長は３ヵ年半前のみずからの市政に対する基本姿勢そのものを忘れ、あるいはまた当時市政に対する基本問題を４ヵ年この方唱え続けておりますが一つも解決したものはございません。当時市長は権力政治、官僚行政を排除し、市民との対話による明るく清潔な革新市政を確立するということをまず第一点として述べております。ところが市長に当選するや、まず３０万市民の公僕である善良な職員に対しまして人民裁判をかけて不当配転、格下げを強行しております。何が明るい清潔な革新市政か。これこそ市長の独裁政治でございます。第２点目に、金持ちだけに奉仕し、弱い者いじめをするような市政を排除し勤労大衆、市民各層を対象にした福祉行政を推進するということでございます、その中で水道事業も料金値下げを断行するとともに経営も再検討する、さらに医療費の負担を軽減するために市民病院を設置するとはっきり公約しております。ところが水道料金の値下げはもはや各議員もご承知のようにできない。しかも値上げをしなければならない状態に陥っております。医療行政にいたしましても市民病院設置の議案を出さなかったのも現在の革新市長でございます。第３点目に交通混雑をなくし市民が安心して住める平和で健康な文化都市を建設すると公約し、そして保育所、学校、市場など総合的な団地村の建設、都計マスタープランに基く道路、公園の建設、区画整理など本土政府の国庫支出で強力に進めるということでございます。ところでご承知のようにあの議会で問題になりましたいわゆる市場問題でございますが、造ってはならないというのを独裁的に強行し、そして都市計画道路としてりっぱに完成しておりました開南交番の道路上に仮設市場を設置いたしまして交通の混雑を来たしております。しかも本人自体立候補の際に区画整理事業の推進について強調しておりますが任期終了間際になりましても何一つ区画整理事業に着手しておりません。公園建設にしてもそのとおりでございます。これらを参考にいたしまして４７年度の施政方針をみました場合に４ヵ年前からずっと叫び続けている問題が進展していればいいが何ら着手もしないばかりか全然見通しもつかない。あるいはまた途中で問題を解決しないままに放り出しているのもあるわけです。そういったのが市長の姿勢である。過去における一般質問、あるいは施政方針に対する質疑の中でたまたま“これからやるんだ”とか“私の任期はまだ３分の２は残っているんだ”という答弁がございましたが今日に到ってはもはやそういうことで逃げるわけにはいかないと思います。一体市長は公約して来た問題に対してこれを解決するために努力して来たか、その辺についてお答え願いたいと思います。第２点目に、施政方針の中におきまして、寄宮の区画整理事業が前任者の時代に住民の反対にあって事業が中止されておった、ところが今日話し合いによってこれの事業再開になったことは喜びにたえないというようなことを申しておりますが、この区画整理事業は革新平良市長も含めて反対をしてきたのでございます。われわれあるいはまた地域住民は平良革新市長が誕生いたしましたので早急に事業が開始されるだろうと期待いたしておりましたが、ところが市長就任以来もはや３ヵ年半になりますが、一体この間に住民との話し合いにこのようにして時間をかけなければならないのであるか、また中味におきましても前の区画整理事業と何ら変わっておりません。区画整理指定の坪数にいたしましても変更になりましたものの３７８.５７坪少なくなっております。減歩率にいたしましても僅か０.４４％しか少なくなっておりません。ところが事業費で２６５,０００ドルで事業ができたものが、現在では１,６４６,８５０ドルと実に６倍以上の費用がかかるわけでございます。政府負担金にいたしましてもそのとおりでございます。市負担金は３７,９００ドルで前よりは多く負担しなければならないということでございます。公共減歩、保留地処分金、保留地地積、そういったものにつきましても何ら前とほとんど変らないのでございます。一体地主はどういう点において３ヵ年半も反対を固執して来たのであるか迷惑をこうむったのは周辺の市民、地主でございます。建物をたてるといって土地を借りていたが建築はできない、地代は払わなければならないといった格好で１０年余りも超過している市民もあります。そこで今事業が再開される運びになっておりますが地主組合の中ではこの長い期間に弁護士の費用が２,５００ドル近くかかってるそうですがこの費用捻出についていわゆる地主はいろいろ不満な声があるそうでございます。われわれはこの事業に賛成をしたんだから払うべきではないといったような不満であるそうでございまするが、そういったもろもろの損害を与えたのは実に平良革新市長でございます。これからもすなわち市民との対話の政治を進めていくというような方針をとっていくでありましようが、そういう対話の政治というのはこのようにして時間がかかるんですか。そのへんについてお伺いをする次第でございます。あとは自席から質疑を行ないます。









○　市長（平良良松君）

　　５番議員のご質問にお答え申します。私が就任以来の３年有余の市政は実にでたらめであった、というご指摘でございますが、私は実に充実したものだったと確信をいたしております。もっとも過去２０数年にわたる那覇の市政はでたらめをもって表現してもさしつかえないような状態にあったわけであります。

　　　　　　　　　　（「そのとおり」という者あり）

　しかし、その２０数年にわたるでたらめを私がたった３ヵ年そこいらで軌道にのせるということは、これはまことに至難なわざでございまして、これは責任転嫁ではなくして佐藤総理も、いみじくも言われているように、沖繩における大きなひずみを直すためにはわれわれ何ヵ年計画かで手厚い手当てをしていかなくちやいけない、とおっしやっているとおりでございまして、これは那覇市政だけではなくて沖繩全体にわたる格差是正を行なう中に、だんだん軌道にのせられていくものだと確信をいたしております。いろいろ何もやっていない、というご叱責でありますが、毎年毎年多額の年度予算をお願いいたしまして、これを着実に消化いたしまして諸種の事業をやってまいりましたことは毎年度予算、あるいは事業審議の中で各位が十分熟知されているところでございます。事務量の消化の問題、あるいは事業量の問題、財源の問題等に拘束されまして、いま那覇市市政の中ではやり残した問題がたくさんあることはこれはご指摘のとおりでありますけれども、これとても着々と前向きに格差が是正される方向に前進しているということはご承知のとおりであります。「官僚権力の支配の介入を排除して明かるい民主市政を打ち立てると言ったが、まるで独裁政治をやっているんだ」というご指摘でありますけれども、これは時勢の移りかわりに対する考え方がまるっきり錯綜しておるというご指摘だと思うのでございます。われわれが過去２０何年苦しんだのは民主主義の看板をかかげながらアメリカの軍時優先独占政策の中でわれわれの民意が十分に民主的に反映できなかったことにあるわけでございます。絶えず指摘されておりますように、市町村自治体の貧乏財政、そういうことも何に起因しているかというと、このアメリカの植民地支配、これに大きく原因したのであり、アメリカの沖繩における自治の進展を阻んだものはまさにこれであったわけであります。われわれは県民一致の力をもってこのどうにもできないと考えられておりましたアメリカの支配をみごとにとってのけて、去る１５日施政権返還が実現されたことは実にわれわれが民主市政を真っしぐらに推し進めてきた成果と私は確信をいたしておるのであります。主権在民の民主的日本憲法体制下に入ったこそが過去２０数年にわたる独裁支配をまず払拭する第一の仕事であったということを申し上げるわけであります。寄宮の区画整理事業についてはもっと早く再開されるべきものを時間がかかり過ぎたというご指摘でございますが、話し合いの政治、民主市政というものはときによっては手続きが煩瑣であり、時間がかかるものでございます。過去３ヵ年にわたりましてわれわれはまず地主に新しい試案を何べんか提示してその検討を願いました。同時に、いま提訴している裁判の事件を取り下げるようにするために多くの努力を払ってきたのであります。この裁判にかかった問題が、裁判に訴訟問題にまで発展しない時点であれば、あるいは地主と当局との話し合いによって即刻にも再開の目途がついたかもしれませんが、問題は訴訟問題にまで発展いたしましたので、その取り下げ、住民の合意を得るまでに相当の期間がかかっており、その間３０数回の話し合いを持っているわけであります。しかし、その時間をかけたわけには地主の負担や市の負担はちっとも変わっていない、ということでありますけれども、これは前の一般質問の中でもご説明申し上げましたように、相当の負担軽減が行なわれているのであります。そのことにつきましてはもう一ぺん担当部課長をしてご説明申し上げ、ご理解をいただきたいと思っております。

　以上お答えいたします。











○　建設部長（水間平君）

　　寄宮の区画整理の問題についてお答えいたします。従来の寄宮の区画整理の方針と事業再開の計画とには次のような相違点がございます。従来の区画整理はその事業費の負担は４：４：２の割合。政府が４、那覇市が４、地主が２という割合を原則といたしまして計画が進められておりました。その割合でいきますと、寄宮の区画整理ではどのような状態になるかといいますと、県が約６６万ドル、市が６６万ドル、地主が３３万ドルの負担という形で進められるわけでありますが、地主の要求はどうであったかといいますと、区画整理事業は都市計画事業であるので都市計画法の精神にのっとって都市計画事業の２分の１は国が負担すべきであるという考え方のもとに事業費の２分の１は国に、残り２分の１の半分、４分の１は県、市は８分の１、地主が８分の１、その負担でやるべきじやないかということが組合地主のほうの基本的な要求でございます。その割合でいきますと、どのようなことになるかといいますと、国が８２万ドル、県が約４１万ドル、市が２０万５,０００ドル、地主が２０万５,０００ドルという割合になるわけでございます。今度の事業計画ではどのようになってきたかといいますと、県の負担は０になりまして、国の負担が全体の９割以上１４６万４,３１２ドル、市は１６万２,７０１ドル、地主は１万９,８３７ドル。その金額からいたしますと地主が要求していた２０万５,０００ドルの負担はやってもいい、というような主張の約１割でございます。なお工事費の負担というものは現金を出すわけじやありませんので、土地でそれを出すわけであります。この土地で地主の割合を見ますと、４：４：２の割合でいくという考え方のもとでは地主の負担は約１,５００坪の負担であります。ところがこれが訴訟になるという時点では４４５坪が地主の負担、で私たち市の方針ではこれを約半分に減らしまして２２０坪の負担にしようということにしてきたわけであります。しかし日本政府との話し合いの中で、この約半分以下の１０３.６４坪、これが地主の負担。いわゆる先ほど申し上げましたこれを金額にしますと１９,８３７ドル負担になってきているわけであります。なお地主のほうでの大きな要求の柱は、この事業を民主的に進めてほしいというようなこと、国の補助を大きく取ってほしい、そして地主の負担を軽くしてほしいというのが基本であります。その２つの基本を私たちは踏まえまして、実質上地主の要求が全部いれられた。地主が要求してきたその１割の負担をおかけするというような形で今度の事業が進められることになったわけであります。なお弁護士料の問題については、これは組合の問題でありまして、私たちのタツチすべき問題ではないと思います。次に減歩率の問題でございますが、当初は２５.４６％の減歩率でありましたが、それが２１.８３５％になり、今後の計画では２１.４％になっております。ところでこの２１.８３５％から２１.４％になったというようなことは０.４％しか下がっていない、というようなことになるわけでありますが、その内容には大きな差があります。と申しますのは、替費地にあてられるべきものが道路に入っていったということであります。そういうようなことで狭かった道路を広くすることができたと。減歩率は０.４％でありますけれども下げることができたし、しかも道路の巾員を広げることができた減歩率そのものにはそれほど差がありませんけれども内容においては大きな進歩があるとこのように考えております。









○　喜舎場盛一君

　　この大きな都市計画に対しては、いわゆる変更前においてはそう大した差はないということでございます。こういう重要な事業は一日も早く再開をいたしまして那覇市の都市づくりをやるのが建前ではないのかという点でございます。平良革新独裁市長の施政方針は最後でございます。再三今日までこの施政方針を発表したんでございますが、その中味が市民側から喜べるような施政方針ではないのであります。予算編成年度のたんびに不愉快ないわゆる施政方針を聞きまして、これからは私を除きまして新政会のみなさんが立派な市長の下で市民本位の立派な施政方針が聞かれるよう要望いたしまして私の施政方針に対する質証を終わりたいと思います。









○　仲村正治君

　　平良市長の昭和４７年度施政方針に対して新政会を代表して質疑を行ないます。まず平良市政４か年を総括する本年度施政方針を見て申し上げられますことは、５月１５日の復帰を厳粛なる事実として受けとめ日本国憲法に基づく地方自治が県都那覇市において力強く発足したことを宣言されていながら反面、復帰の受けとめ方については軍事優先政策であるとか地方自治を無視した中央集権化の強化により新たな試練への突入であると申されております。また沖繩は復帰と同時に憲法の空洞化が進みつつあり日本政府に政治、経済など各面における施策が吸収されてしまうということで、市長は極度の危慎感を市民に訴えいたずらに不安と動揺を煽りたてているかっこうでございます。日本の戦後の国政の運営が国民の負託に適確に応え世界の進展を十分に把握できたればこそ国民をあの戦後の苦難の中から救い今日のような、世界の人々の目をみはらせるような発展を遂げることができたものと思います。また２７年間の日本の歩みには市長が言われるように軍事施策や地方自治の後退等、憲法の空洞化をはかるような方向へは歩んでおりません。また私たち県民は日本の進んでいる道が外にあっては国連を中心にした世界平和の道であり、また内にあっては国民多数の支持に支えられた主権在民の政治が確率されていればこそその憲法のもとへの復帰を待ち望んできたものと信じております。そこで市長が施政方針の中で市民に対して、本当に不安感や危慎感を強調しておることは日本の体制が自由と民主主義を基調にした自由民主党によるものであって、社会党や共産党の唱える共産社会主義体制ではないから、そのような政治体制へ吸収されるのはきらいだというふうにしか受けとれません。そこで申し上げたいことは日本国民がいやだという社会主義体制に無理やりに那覇市民を引きずり込むことは、市民が求めてきた祖国への心情的な復帰が根底からぶちこわされるものと思うものでございます。これについて市長はどのようにお考えになっておられるか。また市長は民主的な政治の確立に努力すると申しておられますが、過去３か年の市長の行政には自からそのことを踏みにじってきておられることが余りにも多すぎると思われます。市長は市民に対して本当に公平で明るい市政がゆきとどいていると思われますか。これが第１点でございます。次に指摘いたしたいことは今年度の施政方針は前年度の施政方針と何ら変らず、また進展もなく二番せんじの域を出ないということでございます。つまり前年度の市民との約束が果されてないところに、またまた昨年同様反戦ドンブリの中に同じ内容の中味がつめ込まれた空念仏みたいなことが繰り返えされておるということでございます。なぜこのようなことを申し上げるかと申しますと、基本政策の中の事項が昨年と同じ内容のものがある。一部の事柄を除いてはほとんど進展をみないままに繰り返えされているということであります。少なくとも市政を担当する者が議会の議決を経て自らの政策の集約である予算の執行なくして施政方針の義務履行がなされたとは言えないからであります。このことについて市長は前年度の市民との約束を的確に果したと思われますか、お答え願いたいと思います。あとは自席から質疑を続けたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　６番議員のご質問にお答えいたします。５月１５日の復帰を厳粛なる事実として受けとめていると言いながら、さらに日本の今の政治体制では軍事体制では軍事優先政策であり非民主的であるのでそれに対してわれわれは新しい決意でもって立ち向わなくちやいけない、県民にいたずらに不安動揺をゆり起こすような言辞を奔しておるというご指摘でございますが、これはご指摘のように今日まで国政を担当してまいりました自由民主党の高度経済成長政策はそれなりの効果を発揮してまいりまして日本が一日も早く戦災から立ち上がり、そしてＧＮＰ世界第２位という経済大国になったことはご指摘のとおりこれは事実でありその限りにおいて立派な功績を残したということが言えるのであります。しかし政治の反面に露呈された公害問題、あるいは国民福祉政策の立遅れ、これもまた否むことのできない一つの厳然たる事実であります。その中には新しく憲法で地方自治を謳いながらいつの間にか中央集権化していく傾向が大分見られてきたわけでございます。これに対して日本におきましても憲法空洞化、形骸化というような嘆きが聞かれるのであり、さらにここにも申し上げてありますように日本の自治体の中から沖繩は新しい民主主義のモデル自治体になれと、日本のあやまちを二度繰り返えすなといったような忠告が聞こえることも事実でございます。その点につきましてはわれわれは憲法とか法令とかというものは絶えずその初心に返えつて国民が行なう、政治は国民一人一人のものであるという意識のもとに実践していかなければいつの間にか空洞化し空文化していくということを指摘しているものでございます。従いましてわれわれは長い間憲法から切り離され憲法の保障外に置かれた、いわゆる国外の民、無国の民として２７年間生活してまいりましたが、しかし沖繩県民は自分の生活や権利を守る戦いはその中でも展開してまいりました。ご承知のように倒底不可能だと言われた主席公選も実現させることができた。あるいは国政参加も実現させることができたわけでございます。従いましてわれわれは住民の立場から常に政治の中に求めていく態度を忘れてはいけないと思うのであります。今日沖繩の格差是正のための予算要求なんかで上京いたしましても、ともすると政府首脳が言明されていることと事務段階の受取り方では相当な開きがあるわけです。安易な道をとって絶えず他府県並みの条件でもって沖繩も基準化していこうというようなところもみえるわけでございます。それに対してはわれわれは県民要求をあくまでも強固にして中央官僚の指し図のままに動くのではなくして、沖繩が主体的に自分の問題を取り上げてこれを国に訴える、国政に対して訴えていって実現していかなければ、いわゆる今まさにその悪い面を露呈しておるＧＮＰ中心主義の中に沖繩がまき込まれて公害産業の誘致とかあるいは国民の福祉行政を第二義的に考えるような政治に陥らないとも限らないと、そういう点を私は強く警告しているわけでございます。一方今日、われわれは核もない基地もない沖繩の島、というものの実現を目指して今日まで闘争を組んでまいったわけでございますが、今日の復帰の内容についてはご承知のとおりでありまして、これがけっして本土並みではないばかりかこの基地の中から生ずるさまざまな弊害については今後もわれわれ沖繩県民を大いに悩す問題がたくさん出てまいるわけでございまして、しかもその上自衛隊が配備されていくということになりますと沖繩県民がパンを求めたのに対して石を与えられたという結果にもなりかねないわけでございます。しかもアメリカ高官の発言によりますと沖繩は相変らず東洋の作戦的なキイーポイントに変わりはない、ということを言っております。私はこのような状態にいつまでも甘んじてはいけない。従って今後も基地撤去の問題や自衛隊配備反対の主張を続けることが幸せな県民生活を確保する唯一の道だと確信しております。そのためにわれわれが新しい決意をもってこの新時代を迎えなくちやいけないということを申し上げておるのであって、そのために県民が不安動揺を覚えるということは絶対にあり得ない、むしろ勇を鼓して私たちに新しい時代に生きる決意こそ必要とすると私は信ずるものでございます。









○　仲村正治君

　　市長のご答弁の中からもいろいろ考えられるわけでございますが、日本国民が２７年間、戦後の貧乏の中から立ち上がるためにひたすら国民生産の面に意欲を傾けてきたわけでございます。その結果は衣食住外において国民の総生産が世界第２位というところまで発展をしたわけでございます。しかしその時点になってふりかえってみたらやはり足もとにはいろいろの歪みがある。これは私たちも認めないわけではございません。しかし私たちがそういうふうに努力をした限り歪みが出てきたのであれば、これは国民の責任において処理されていかなければならない問題でございます。市長も日本の経済成長についてはお認めになっておられる。私が申し上げたいことは、政治の効果としてあらわれたことに対しては正しくこれを評価し、またこれから私たちが国民の力で是正していくべきことがあればこれもみんなの力でやろうということであればまずわかるわけでございます。市長はその前のことは何も申されずに、ただひたすら社会の影になっている部分を強調して私たちの市民生活に希望を失わせしめる方向にあるんじやないかとかように思うわけでございます。復帰という過渡的な世替りの中で県民それぞれのおかれている立場で、不安と動揺があるということはいなめない事実でございます。また沖繩県政を担当している者も、あるいは那覇市政を担当している者は誰であるかということでございます。革新の皆さんではありませんか。もしそういう不安があってこれからの沖繩県の県政確立の上に大きなマイナスの点があるといたしますならば、この責任は誰が受けてたたなければならないかということでございます。もし県民の中でそのような不安や動揺があるといたしますならば、これを除却し、民心の安寧をはかるのは一体誰の責任においてなされるべきであるかということでございます。それをなさずに自らの責任から逃避し、その責任を他に転嫁することはあまりにも卑劣な行為ではなかろうかと思います。また市長の民主的な市政確立の意欲とは裏腹に、市政が不公平あるいは一方的、また一部の人たちのために進んでいることはまことに遺憾であります。一たん権力の座につけば議会の意思も無視して、議会で指摘されたこともすべてその場限りで終わってしまう市政のあり方であっては民主政治を唱える資格はありません。市長は自らの姿勢を正して始めて民主政治が確立されるのであります。その中から２、３取り上げてみますと、市民の多額の税金で建設された開南の都市計画道路は、以前そこに住んでおられた市民の方々を都市計画事業という大前提のもとで協力をいただいて建設がなされたのでありますけれども、それを完成した途端に道路は封鎖され市長の選挙に協力したと思われる一部の人たちのために市場が建設され、３０万市民にはかりしれない不利益と不便を与え続けてもう３年にもなります。この形の市政がはたして市民に対して公平な政治、適切な市政の運営だと思われますか。さらにもう１点でございます。漫湖都市計画指定公園、その都市計画公園指定地域内に不法の埋立てをなし、その上に不法建築物があってその中で営業行為をしているもので１ヵ年近くにもなろうとしております。その間何回となく議会で指摘されておりますけれども、一向にその措置の進展がないままに放置されている。当局の建設行政をみてみますと弱い市民には強い姿勢で臨み、強い市民には弱い態度である。このような議会の声にも耳をかそうとしない独裁的な、一部の人たちのための不公平な行政をもって民主政治の確立と考えておられるのでございますか。お尋ねいたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。開南の都市計画道路を完成した暁にこれを閉鎖して他の用途にあてたということでございますが、あの都市計画道路はまだ完成しておりません。一部完成しているところへ、ご承知のような市場改築の問題がございまして、やむを得ずあそこに仮市場を設定させた事情はご承知のとおりでございます。しかし、その市場建設も今年で完成いたしまして間もなくこれを撤去する運びになっておりまして、引き続きこの都市計画事業も推進されるものであります。漫湖の不法埋立て、それを黙視しておる建築行政のあり方についてはきわめて非民主的なものがあるというご指摘でございますが、われわれはこの不法埋立や、不法建築を黙認しているわけではございません。きびしくこれの撤去を要求しておるわけでありますが、この種の建物につきましては、相手がそれぞれのがんばり方をしておりますのでなかなか一朝一夕にはできないわけでございます。それにつきましての手続き等につきましてはこの前の一般質問の中でも、担当課長から詳しく説明を申し上げたはずであります。









○　建設部長（水間平君）

　　那覇大橋のたもとの不法建築についてでございますが、一般質問の中でもお答え申し上げましたが、その後の経過をお話しいたしますと。









○　仲村正治君

　　私は市長の姿勢について聞いているわけです。そのことについては具体的にわかっております。市長は一般質問でも那覇大橋のたもとの不法建築については答えたというふうに言っておられますが、ただ見せかけだけの手続きで終わらすつもりであるのか。普通の不法建築に対してはどのような措置を取っておられますか。建築中止の命令を出すとともに工事を中止しているではありませんか。いま指摘している不法建築の場合には毎日塗装作業が行なわれております。こういう形で強い姿勢で臨んでいるといわれるのでしようか。さらに続けて申し上げます。市長の施政方針の中には基本施策として１０項目に及び事柄が掲載されております。“(1)都市計画の再検討と総合計画の策定。(2)軍用地の開放と都市基盤の整備。(3)交通体係の再編確立”うんぬんとその他にたくさんあるわけでございます。しかしこれは先ほど申し上げましたように去年も同じことをいわれた。何ら進展がない。先ほどの５番議員の質問に対しては、いろいろ事務量の問題、あるいは財源の問題等がなかなか進まない、そういうところが市の施策が進まない隘路になっているということでございますけれども、昭和４７年度の予算の概略から拾い上げてみますとはたして予算がないのか非常に疑問をもつものであります。私が４７年度予算の中から７２年度繰越額を拾い上げてみたわけでございます。もちろん普通の予算年度より一ヵ月半縮められておりますので幾ぶんか未執行が残るのは承知しております。しかし、これだけ多額の金が残っておったんでは次々本土政府援助が出てくる中で、十分なる市政の運営ができるかという疑問をもつものでございます。これをまず続みあげてみたいと思います。４７年度予算の中に組み入れられている７２年度からの繰越金が、街路事業費１３億８,８７１万円。住宅建設費が４億１,９５５万１,０００円。道路新設改良費が８,１５３万８,０００円。公園費が３,８４４万７,０００円。保育所建設費が１,５０６万円。ごみ焼却炉建設費が１億４,５８０万円。清掃工場専用道路用地費が２,６６２万円。ロードパツカー購入費が８６２万４,０００円。第２牧志市場改修費が１２３万２,０００円。牧志市場建設費が８,２９８万５,０００円。消防施設費が１,８２９万１,０００円。消防自動車購入費が３６０万円。学校管理費が１,８２７万円学校建設費が３億８１２万１,０００円。同じく学校建設費の幼稚園費として７８万１,０００円。締めて２５億５,７６３万円も７２年度予算に繰り越されている。こういう形ではたして市長の施政方針の中に盛り込まれている事業がスムーズに執行されるかということでございますがこれについて市長のご答弁をいただきたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　今年度の予算の中に前年度未執行ぶんの繰越再計上が多額にのぼっていることはご指摘のとおりでございます。しかしこれはご承知のように毎年度の予算消化の状況が大体アメリ力民政府補助、あるいは日本政府補助、琉球政府補助の示達がおくれがちでありまして、絶えずこういう事業執行は予算後半期にかかってくることが常例になっていたわけであります。ところが今年の予算後半期というのはご承知のように復帰対策等によりまして、日本政府の予算示達がおくれたために、しかも５月１５日という時点で年度を変えていかなくちやいけないというような事情もありまして、そこで打ち切って新しく新予算にこれは再編計上されたわけであります。こういうことがあるので予算執行がうまくいかないんじやないかというご懸念、ご叱正はわれわれ正しく受けとめて、ご懸念のないように努力いたしますけれども、今年の事業についてはそういう雑多な要素がまじっているということをご理解願いたいと思います。









○　仲村正治君

　　市長がおっしやるとおりに、やはり復帰という年度半ばにおけるいろいろな事情はよくわかりますけれども、この問題につきましては今回始めて指摘するわけではありません。７０年度予算繰越のときも、７１年度予算の繰越のときもご指摘を申し上げたわけでございます。その都度予算執行がおくれるのはアメリカの予算年度、あるいは本土政府の予算年度の違いによっていろいろな調整の段階でおくれるんだというご答弁をなされておりますけれども、しかし去った４月２０何日かの立法院議会で各市町村への補助事業がスムーズに進められていないということについて立法院で指摘を受けたときに、その答弁の中から市町村団体からの事務手続きがおくれておるんだということを答弁しておるわけでございます。琉球政府は市町村にその責任をなすりつけて、また各市町村は、那覇市もそうでありますけれども政府にそのような責任を転嫁するというようなあり方で、ほんとにスムーズな市政の運営ができるかと思うわけでございます。こういうところは謙虚に受けとめていただきまして、これから増大していく本土政府、中央政府予算に十分対処していけるような執行体制を整えていかれることを要望いたしまして私の質問を終わります。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午前１１時３５分　休憩）

（午前１１時３６分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　真栄城嘉園君

　　施政方針に対する質問をいたします。一昨日、平良那覇市長最後の施政方針演説を拝聴いたしましたが従来に比べましていくらか進歩している跡がみられて非常に喜んでる一人でございます。（拍手）前年度までは四つ柱とか、三つの柱とかわけのわからん施政方針でございましたが曲りなりにも施政方針らしい方針をみせております。４年後にようやく施政方針らしい方針をみて喜んでいる一人でございますけれどもどうかあと半年誠心誠意市民の側に立って市民のために市政執行していただきたいということを希望いたします。そして来年から平良市長とこの議会で相まみえることもなかろうと思うと（笑声あり）非常にさみしい感じがいたします。どうか来年度は一市民として健康に留意されまして私達後輩を指導して下さいますよう希望いたします。それでは施政方針に対する質問に入ります。まず市長がいうところの“那覇市を中心とする都市圏”ということはこれはどこどこであるのか。さらに“隣接市町村を含む広域都市圏構想”とはどういうものであるか。さらに“自治省の指導により、広域行政圏”この三つの区別をはっきりご答弁願いたいと思います。次に“那覇市を中心とする都市圏において昼夜数万にのぼる人口”というのがございますが、その昼夜人口についてご説明願いたいと思います。２番目に公園整備の問題ですが、特に波の上一帯の海岸公園というふうに謳われておりますが、波の上一帯の海岸公園にどのような構想であるのか。私ども建設委員会におきましても向こうは那覇港、泊港、那覇新港を結んだ臨港地域にはなり得ないというふうに伺っておりますが、この面の具体的なご説明をお願いしたいというふうに考えます。３番目に、民生福祉面でございますが“これからは真に市民と直結した血の通った社会福祉の増進が期待できる”ということですが、これまでは真に市民と直結しない血の通わなかった社会福祉であったのか、また那覇市政はこのようなものであったのか、この点についてご答弁願います。あとはご答弁により自席において質問を続けます。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。今回の施政方針について幾分か前進して来たというおほめの言葉をいただいてまことにありがたいと思っております。私の任期があと半年余したところで私の色彩が新政会の皆さんにもわかりかかって来たまことに絶好のチヤンスでございまして願わくば私も皆さんに理解していただいたところから、さらに新しく出発して二選も三選もして市政を担当したいと思いますのでどうぞ２４番議員にも相変らずのご協力をお願いしたいと思います。ところでこの都市圏構想というのはどのようなものかということでございますが、これは今のところ琉球政府におきましては、あるいは日本の関係省庁におきまして調査の結果、中核都市圏としての構想がいろいろ論議されてる時点でございます。石川以南、那覇市に到るまでの沖繩の中核都市圏としていろいろの経済、政治機能を配置して生産機能を配置してゆくということでありますが、確固としてこれが沖繩の中核都市圏だというところまではまだ策定されてないようでございます。那覇の場合も同様でございまして私どもとしてはさしあたり隣接市町村圏と境いを接する浦添、西原、南風原、大里、豊見城、こういう市町村と那覇市が隣接市町村協議会というものを持ちまして那覇市の都市計画、またそれが隣接地に及ぼす影響あるいは相関連して行われるべき仕事などにつきまし連絡をとり合っていこうということで話し合いを進めてるわけでございます。政府といたしましてはつとめてこの自治体の数を縮少してゆき、いわゆる新全国総合開発計画にのっとった市町村合併をできるだけ早目にするようなご指摘が前からあるわけでございますが、唯市町村合併はご承知のようになかなかその各自治体の個性がありまして一朝一夕にゆかない、かえって急ぐとことをし損じるということでございますからまずさし当りは関係市町村の協議会をもちまして、いろいろ公共施設の配置、交通綱、生産基盤の整備、そういったものを配置する中で合併したほうがいいといったようなことに段々市民の感情をしむけてやってゆきたいというふうに考えております。









○　真栄城嘉園君

　　那覇市を中心とする都市圏、とか隣接市町村を含む広域都市圏構想とか、自治省のいう広域行政圏というのはどういうものか、これだけをご説明願いたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　ただいまご説明申し上げましたように都市圏構想は大体都市機能を近代化するための諸施設の配置を中心に考えられるものでありまして、いま申し上げましたようにそういうことが議論の途中であってまだ確定していないのでそういう点で私は対処してゆきたいということを申し上げております。それから那覇市の昼夜の人口というものはこれはご承知のように隣接市町村に居住を構えて職場を那覇市に求める、あるいは居住を那覇市に求めて隣接市町村へ働きに行くといった人達の交流が最近は頻繁になってるのはこれはご承知のことと思いますが、唯その人口動態につきましては的確に把握しがたいのでありますが、大方の人達の意見によりますと４、５万程度の増減は那覇市において昼夜人口の相違があるんじやないかということでございます。それから波の上海岸公園の構想につきましては今回臨港道路の調査、設計等とあわせましてその中で専門家をまじえてこれを策定してゆくというふうにいたしまして調査費が組まれております。それから今日までの市政はそれでは丸つ切り血の通わない市政であったのかというご指摘でございますが、それは決してそういうものではなくて民主市政の中でいろいろと市民の声をいち早く迅速に吸い上げてこれを市政に反映させる努力が必要でありますがまだまだこれで十分だという域には達していないのでその方向に絶えず努力を続けてゆくということでございます。









○　真栄城嘉園君

　　都市圏構想につきましてはまだ十分理解いたしておりませんが時間がございませんので進みますが、先程６番議員からも質問がありましたように都市計画道路は閉鎖してその上に建築物をたてているがそういったことが非常に都市交通の阻害となっております。そういった中で平良市長は交通体系の再編というようなことをのべてるがまことに裏腹の状態になっております。そこでお伺いしたいことは市長のおっしやる“首里地域と都心部を結ぶ新道の開発、モノレールの建設”ということですがこれが今年中に目鼻がつくのか。と申し上げますのは、市長は“那覇市政は何をもって復帰初年度に臨むかを明かにする責務があるものと考える”ということをうたってますが、このモノレール建設は４７年度中に目鼻がつき着工できる体制にあるのか、この点をご答弁願います。それから第２点目に“復帰により市町村に移管される交通安全対策の業務を強化して”ということですが、復帰によって市町村に移管された交通安全対策の業務は何々か、この２点をお伺いいたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。






（午前１１時５１分　休憩）

（午前１１時５２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　市長（平良良松君）

　　ただいまご質問のモノレールの件についてお答えをいたします。従来、就任以来那覇の都市交通の合理化についていかなる方法があるか、ということを専門家の方々にもご検討いただいたわけでありますが、なかなか一長一短がございまして、道路綱の整備ということも時間のかかる問題でありましたが、今年３月上京いたしました際にたまたま都市モノレールの整備促進に関する法律というものが提案されるということを承りまして、その内容を聞いたわけでありますが、本土各都市におきましてももはやいま都市交通については行きづまりを来たしておる。その結果はモノレールが最適だというような考え方になって、あちらこちらの都市でモノレール設置をいま考えているということでございます。そういうことからヒントを受けまして、私も早速那覇でモノレールを設置したらどうだろうかということを考えまして、関係各省庁にも打診をしてみましたらかなり可能性のある話になってまいりました。そこでモノレール協会が、これは以前から沖繩にモノレールを設置したらという動きが一部にありまして、その委嘱を受けまして詳細な調査をしていましたが、そのデータに従ってお話し合いを持ち出したところが、運輸省、建設省においても相当のり気になって熱意を示していただいております。特に海洋博を控えまして一番心配になるのが那覇に到着した外来客の輸送ということになりまして、この件は万博事務局にもバックアップをお願いし、そして大体構想をまとめまして、ことしの９月までには軌道認可の申請をしなくちやあいけないということになっております。それでその軌道認可されました場合にいろいろ予算の捻出、あるいは資金の造成等をはかりまして来年の３月からは着工いたしまして、万博に間に合うようにその少し前までに完成させるという計画のもとでいろいろ折衝を続けているところであります。以上でございます。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。






（午前１１時５４分　休憩）

（午前１１時５５分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　市長（平良良松君）

　　それから交通安全対策につきましては那覇市でどのような仕事をするか、ということに対しまして、いままで交通安全対策としてはご承知のように学童の通学路、あるいは歩道橋、そういうものをつくり、対策を講じてきましたが、今度は交通安全対策基本法によっていろいろの地方公共団体の責務ということがうたわれております。しかし、大体各種団体、あるいは関係者との協力をうたってその指導を推進していくような内容になっておるようでございます。これを読み上げる暇がございませんけれども、交通安全対策基本法が適用されることによって一段とこの関係団体の協力も得られ、あるいは国のそのための予算も獲得できて、一段と強化をはかれるんじやないかと考えております。









○　真栄城嘉園君

　　非常に抽象的で理解しにくいのでございますけれども、前に進みます。その前にモノレールの建設につきましては９月に企業認可を得まして、来年３月には着工したい、ということでございますが、その起点、終点を簡潔にご答弁願いたいと思います。あと一点は、“自治省の指導によって広域行政圏が各県で設定され、具体的な広域行政が促進されているのでありますけれども、私はこのような天下りのものではなく、那覇市を中心とした都市問題を主張するような立場から主体的に解決するために隣接市町村との広域的な協力関係を確立していく考えであります”、ということでございますがそこでお伺いしたいことは、自治省の指導によっての広域行政圏、これは天下りではいけない、というように受け取られますがそこで、その自治省の指導によっての広域行政圏はどこが悪いのか、どこにまずい点があるのか。その点をご答弁願いたい。以上２点を質問いたします。









○　市長（平良良松君）

　　自治省にしいて反鼓するという意味に解されては困るわけであります。地方自治というものは主権在民でありますからなるべくそういった広域行政圏の設定につきましても地元住民の主張、考え方を主体にして推進させるべきもんだということでありまして、その手初めとしては先ほど申し上げました関係市町村、隣接市町村協議会というものをもって推進していく、ということでございます。それからモノレールの起点は空港から首里、石嶺を終点とする構想でございまして、大体当初の策定では８キロとなっておりましたが調査の結果は１１.５キロ～１２キロというようなことも考えられております。









○　真栄城嘉園君

　　ただいまの答弁、その市長の施政方針とは何かうらはらな感じがいたしますけれども、特にこの施政方針に盛られている一貫した流れは、国に対する非常な反発であります。先ほども申し上げましたように私の質問は、自治省の指導によっての広域行政はどこが悪いのか、どういった欠点があるのか、というような質問でございます。もちろん市長のおっしやるように、地域住民から盛り上がった行政圏、これは発想でございましよう。しかしながら自治省が指導した広域行政圏というのが天下りではいかぬ“いかぬ”とは書いてありませんけれども、そのような文面になっております。しかしながら市長のただいまの答弁では、「自治省の指導でもよろしい」ということをおっしやっておる。一昨日私たちが拝聴いたしました市長の方針とはうらはらな答弁となっております。その点についてご答弁をお願いいたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。自治省に反発するというようなとらえ方ではいけないわけでありまして、自治省の指示したのがどこが悪いかということになりますと

　　　　　　　　　　　　　（笑声あり）

　自治省のほうであらかじめ図面を画いて、この村とあの村とその村と合併して面積はどれぐらい、ということのさしずなんかは、これはあまりよくない。また、そういうことによって都市機能が合理的にはたして発揮できるかどうか、ということも期しがたい。そこでわれわれとしてはそのような行き方じやなくして、あらかじめ関係市町村と合併したほうがよいのであるか、それとも単に連携を保つだけでよいのであるかということがひとつと、それからやたらに町を大きくしたら町の繁盛になるかというような考え方、これはやはり市民と直結する市政とは矛盾いたします。町が大きくなればなるほど市長と市民との距離は遠くなるわけでありまして、したがってそこには人口単位といたしましても３０万～５０万の単位としてやっていく、ということになりますと、那覇市の場合はやや単位の加減をいっていることになりますので、あわててもっと大きな町にする必要もない。しかしながらその中における公共施設の配置などを考えました場合に、やはり隣接市町村と連携していかなくちやあうまくいかない、という考え方でありまして、あくまでも合理的に都市機能を発揮させるためにわれわれの主体的な考え方でもって地方行政というものを運営していくのが、これが地方自治法の趣旨でもあり、主権在民の理屈にもかなっていく行き方だ、ということを私は強調申し上げているわけであります。









○　真栄城嘉園君

　　もう時間もないようでございます。もう少しお聞きしたいところでございますけれども、あとに質問者が控えておりますんで一応これでやめますけれども、ただいまの市長の答弁は私への答弁とはなっていない。市長がみずから書いた施政方針に対して私たち議会が市長の考え方をお聞きしたいということで質疑もやっておるわけでございまして、市長が自ら書いた方針をこうでもない、ああでもないと否定したり肯定したらわかりません。どうか次ぎからは親切ていねいに余分なことは言わずにご答弁をしていただきたいことを申し上げまして質疑を終わります。









○　副議長（仲本安一君）

　　昼食のため休憩いたします。






（午後零時０６分　休憩）

（午後１時１５分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　午前に引き続き会議を開きます。質疑に入ります前に会議録署名議員の一部変更を行ないます。２４番真栄城嘉園が急用のため午後欠席いたしますのでそれにかわり、２９番椿秀義君を会議録署名議員に指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　金城重正君

　　施政方針に対する質疑を行ないたいと思います。その前にご承知のようにいよいよ私たちは本土に復帰いたしまして名実共に日本人として今後の議会活動をやっていかなければなりません。その意味におきまして市当局はもちろん私たち議員に課されたところのものは重かつ大でございます。従って私たちは豊かな那覇市をつくり栄えある那覇市をつくるためにはまず市長自らが積極的に事を運んでいかなければならないと、かように私は考える次第であります。平良市政この３か年間におきまして私が感じまするに、口では民主主義を唱え平和を唱え、さらに市民直結の市政を行なう、こういうことで言行一致すばらしい市政の反映と市政の執行をなさるであろうという期待が大きかったんであります。３年間一緒にこの議会でおたがいに相提携し、ときによっては相容れない場合もありながら私たちとしてはささやかなりとも協力をしたつもりであります。しかるにです、今日、本土復帰を迎えてこの那覇市の現実というものを見た場合に、平良市長の認めましたとおりになかなかうだつが上がらない、なかなか市民の満足するような市政、これが行なわれない。これはやっぱり人間は生ものでございますから１００％満足したところの市政ということはできないかもしらぬ、しかし少なくともそれに近づけるような市政これがあってしかるべきだと本員は考えますが、どんなに評価いたしましても積極的な姿勢というものが伺われないことは非常に残念であります。私はこの３か年間平良市長の施政方針をいただきました。またここに施政方針が出ております。施政方針というものは申し上げるまでもなく市長の１か年の計画について、私はこうこうしかじかのものをやりますというふうなことが盛られて、そういうものを基本といたしまして市政をやっていかなければならぬはずであります。しかるにその３か年間、私は市長の施政方針並びにそれを裏付けするところの予算というものを考えました場合にはなはだ残念ながらそれが十分に執行されてない。それと同時に非常に消極的な姿勢が伺われてはならないわけでございます。このたびここに４７年度の施政方針が出されております。私はこの施政方針を見た場合に非常に残念であります。これを見たときにははたして市長がこの１か年間にこのようなことができるであろうか、また市長としてもこれはあくまで平良市長としての基本姿勢、基本計画であってそのようなものは１か年ではやることはできないというご答弁があるでありましよう、しかしこの施政方針を見まするに少しは前進しておるとは思いますけれども、なかなかつかみどころのない施政方針になっておる。そこでその施政方針の中から相通ずるものは何であるか、先ほど２４番議員の話もありましたとおりただ抵抗のみがこの施政方針の中に現われておる。先ほども申し上げましたように私は市政というものはあくまでも非は非、是は是、こういうような立場で執行者というものは臨まないということになると新しい那覇市の建設というものはけっしてあり得ない、こういうように本員はこの施政方針を読みまして感じた次第でございます。そこでこの施政方針を通じまして４点ぐらいにしぼりまして市長のご見解をお伺いしたい、かように考えます。しかしそのご意見をお伺いをする前に私は、市長ははたしてそのようにお考えになっておるかどうか、こういうことをお聞きしたいんであります。と申し上げますのは５番議員のご質疑に対し、前任者市長２７か年間の市政はでたらめであった、こういうような発言がありました。売り言葉に買言葉でああいうようなことになったかもしれませんが、しかし市長たるものは謙虚な気持ちで事を判断をして答弁をなさるべき筋合いのものである。しかるに５番議員のご質疑に対して、前任者市長の２７年間はでたらめであったと言いながらこの施政方針の中に、２ページの中に市民生活の向上に専念された歴代市長、議員、市民のみなさんに心から敬意を表する次第でございます、ということを謳っております。そこで市長はその前言を市民の前に詫びて取消す決意はないかどうか。私はこれだけを申し上げまして４点につきましてご質疑をいたします。市長は施政方針の中にこういうことを謳っております。「本土復帰に際し過大な期待をけっしてもつものではなく」という文面がございます。しかしです復帰すれば民主的な自治が確立できるんだ、平和な明るい沖繩県が建設できるんだ、とこのように議会のたびごとにおっしやったのはだれであるか、平良市長であります。今になってわれわれ市民に対して本土復帰したけれども過大な期待をもつものではないということは県民、市民を騙したということになりますけれども、そのことについての見解はいかがですか、ご答弁をしていただきたいと思います。さらに施政方針の中に「スラムクリアランスとして進められている事業」というのがあるが、このスラムクリアランスという事業は何ものであるか、現在進められておるのかどうか。３点目に農産物の増収を推進していくというくだりがありますが、どのように農産物の増収を推進していくのか。次にスプロール現象への対応策、こういうのが基本に謳われております。どのように対応していくのか、最後にこのたびの５月１５日におけるところの復帰によりましてご承知のように、今沖繩県中に、または津々浦々において問題になっておるところの物価対策、これは市長としてこの施政方針の中にうんぬんされておりますけれども、現実としていかように対処されておるか。これについてご答弁をしていただきたいと思います。あとは自席からいたします。









○　市長（平良良松君）

　　復帰前は日本に復帰すれば平和な豊かな沖繩がつくれるといっておきながら今になって、復帰しても過大な期待をもつなということを言っておるのは前言と違うんじやないかというご指摘でありますが、私はけっして前言と違わないと思うわけでございます。と申しますのはここでも申し上げておりますようにわれわれは日本国憲法体制下に入ってまいりました。大統領行政命令下の地方自治と平和憲法の中に保障される地方自治とはおのずから根本的に相違があるわけでございます。３割自治と申しながらもわれわれには国の基準によって交付税と補助金とすべて支給される方式が出てまいります。

　大統領行政命令の時代は弁務官の恣意的な措置によって、われわれは来年のこと今年のことさえ見通しのたたないような事態がしばしばあったわけでございます。それからいたしますというと一応平和憲法体制下の中に入って保障された地方自治というものが確保された。しかしこれは法律とか憲法の空洞化なんかという話もありますけれども、やはりわれわれは主権在民、政治はわれわれのものだという自覚に立って地域の要求、自治体の要求というものを十分まとめあげてこれを中央に要求していく、そのためにはなかなかきびしい条件があるわけでございますが、そのようなきびしい態度をもって臨まなければ結局法において権利は保障されても、保障された権利の上にいねむりをしたような事態になり地方自治体の円満な発展ということは望めない、そういう意味のことを私は申し述べてあるわけでございまして、けっして過大な期待をもってはならない、すわっていて棚からぼたもちが落ちてくるような問題ではない、あらゆる場合にわれわれは権利意識を強くもって国民として要求すべきことは要求するという、絶えず自らに対しても他に対してもきびしい態度をもって臨まなくちやいけないということを申し上げているわけでございます。次にスラムクリアンスを推進するというが現在どういうことを推進されておるかということでございますが、それはすでにでき上がったスラム街を解消するだけではなくて事前に、そういう危険の見通しのたつところを予見をいたしまして、事前にこれを防いでいく、たとえば区画整理を強力に推進するということもございます。またすでに樋川において前市長時代にこのスラム街の解消がなされたわけでございますけれども、これに則ってやはりこの市内中央部の密集地帯地域の解消というものが今後引き続いて努力をしていかなくちやならない、しかしながらこの密集地帯を間引きしてどこへもっていくかこれが問題になってくるわけでありまして、そういう意味から申しますと私はここで那覇市の都市計画を根本的に再検討する必要があり、そういう問題もすべてかみ合わせてスラム街解消の方向に向かって努力をしていかなくちやいけない。これは“街は人なり”と石川博士がいみじくも指摘されましたように、やはり明るい街をつくるものはそこにいる市民の自覚にまつものでありまして、市民の協力をもたなくちやいけない。幸いにいま中央市場の近くには民間業者によりましてシヨピングセンターとか、あるいは自発的に小さい店が合同いたしまして大きなスーパーマーケツトをつくる計画も進んでおりますので、こういうことも奨励しながら大きく那覇市の都心部の密集地域を整理する方向へ努力したいというふうに考えております。農畜産振興と謳ってあるんだが一体どのようにして那覇市の農畜産を振興するのか。ご承知のように都市が発展してまいりますと養豚業者が逐次郊外へ追い込まれていく、養鶏もそのとおりであります。そこでこういうものをどこか一定の畜産団地といったようなものを設定して、そこに集めるか、ないしは先ほど申し上げました近隣市町村との連携によりまして、一定の地域に安住していくような政策を取っていかなくちやいけないということでありますが、まずそれは長期の計画に属するものでありますが、さしあたっては従来施してきたいろいろな農畜産関係の補助政策を今回も続けてやっていく所存であります。そしてスプロールに対処する方策はスラムクリアランスの問題とあわせて申し上げましたように、スプロール化した地帯あるいはまさにそういう現象を起こそうという地帯につきましても、環状２号線や７号線、それから主要幹線の設定と同時に所要の都市計画を、あるいは区画整理を遂行いたしましてスプロールに対する方策を進めていきたい。そこに適当な間隔あるいは適当な地域に公共施設を配置する等いろいろ考えているわけであります。この問題につきましても、先ほどご説明申し上げましたように復帰をいたしまして、われわれはこういう諸政策を遂行するに当たりましてもやっぱり関係省庁と合議をし、あるいは県と提携してまいらなければいけない問題が多々ありますので、そういう方向にいま折衝を進めていき、また独自の計画も練っているところであります。物価対策につきましては、これはなかなかその原因が多種多様にわかれておりますので、まずその原因の究明が必要であろうと思いますがこの壇上で短時間にそれを申し上げることができません。ただ市長の権限でできる限界というものはおのずから限られておりまして、物価というものはやはり世界経済の中から生み出されてくる現象でございますので、需要供給のバランスを取っていく中で常に物価の安定が生じてくると思いますが、今日沖繩で異常現象が出て来ているのはもっぱら円、ドル交換の事情から生じてきているものでございます。すでに県におきましても知事において不用な不安にかられずに、また便乗値上げをしないように強く業者にも市民にも自重を呼びかけておるところでありますが、われわれといたしましては今日あたりから広報車を出して、市民の協力を呼びかけたいというふうに考えておりますけれども、復帰式典があったりしてその運びにいたっておりません。早急にそういう対策を取って市民の不安をまず除却していきたいというふうに考えております。それからこういう一波乱が済みました場合に今度は長期の対策としては、やはり流通機構の合理化、整備というものを早急に推進していかなくちやいけない。その点につきましては琉球政府時代農林省ともいろいろ農連市場の改造などについて話し合いがもたれたわけでありますが、まだ確たる計画が樹立されておりません。幸いにして今後は都市計画の中でこうした問題も論議されるものかと思っております。そういうようなことでわれわれはきのう、きよう起きておる物価動乱につきましてはこれを押えるために、またこれを助長させないためには一般質問の中でもご説明申し上げましたように市の公共料金、そういうものをなるべく交換レートに近い数字で読み替えていって、公共料金の値上げによって諸物価の高騰を刺激することがないように措置する以外に、いまのところ市長の権限でできるものはその程度じやないかというふうに考えております。









○　金城重正君

　　５番議員の質問に歴代市長はでたらめだったということについて。









○　市長（平良良松君）

　　私はでたらめな市政をやっているわけじやあなくて、絶えず。









○　金城重正君

　　いやこれとは違うんですよ、議長休憩してください。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後１時３７分　休憩）

（午後１時３８分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　金城重正君

　　市長は本土復帰に際して過大な期待をもつものではないということに対して、本員は県民市民をだましたことになるのではないかとこういう質問をやったわけですが、返ってきた答えはこれとは全然かけ離れているわけでございます。私はその施政方針の中にも本土復帰に際しては喜び、かつまた私たちは決意を新たにして、日本政府から盛りたくさんのもらうべきものをもらって、市政の繁栄に務めるべきであるとこういうようなことであるならば私はけっこうなことだと思う。しかしいままで市長はそのように本土復帰することによって、当然従来までの布令の政治と、日本国憲法のもとにおけるところの市政というものは当然変わってくる。だからこそ即時日本復帰、また議会の中でも本土復帰することによって自治が確立できるんだということを再三にわたって答弁されております。であるにもかかわりませずこの施政方針の中には“私たちは本土復帰に際し過大な期待を決してもつものでない”とこういうふうなことをおっしやっている。全然いままでおっしやったことと、この施政方針の中に盛られておることとは裏腹である。この裏腹であるということは県民をだまし、市民をだましたということにはならないのか、こういう質問であります。そこで２点目は、スラムクリアランスを進めておるということだがそれは私も知っております。この前の新聞にある一人の人が周囲の人々を綱羅して、それに相応するところの市場、商店をつくろうということがあった。この施政方針の中にあるのはあくまでも市政の行なっているところの“スラムクリアランス”として進められておる事業というものがある。一体平良市長はスラムクリアランスを市長になってからやったのかどうか。いま進行中であるのか。この文章はあくまでも現在進行形である、それは何かということなんです。それから“農畜産物の増収を推進する”というのがある。これは具体的にどのように推進していくのか。私が承っておるところ、市長は前の施政方針の中でもスプロール現象が起っておる、それの解消をやらなければならんということを謳っております。このスプロール現象に対する措置を今日までどのようにやってきたのか。オームの繰り返えしみたいにまた今度の施政方針の中にも入っておる。しかしこのスプロール現象によって、いま畜産業者はどんどん市内のほうから追っぱらわれておる。小禄にいたってはどんどんスプロール現象があらわれて仕方がない、そこでなけなしの金をはたいて、または農協から借り入れて豊見城や糸満、喜屋武あたりに土地を求めて逃げ回わるような姿になっているのが畜産業者であります。この施政方針の中に畜産業者の増収を推進していくということをいいながら、スプロール現象の問題についてうんぬんとされておる、かみ合わないんじやないか。スプロール現象のある今日において畜産業者は増収なんかあるはずがない、みんな困っておる。どんどん市内から遠いところに逃げ回わっておる、これで市長は畜産業者の促進というものをどういうふうにはかっていくのか、これを具体的に説明をしていただきたいと思います。そこで次は物価対策でございますが、那覇市には当然公設市場がある。また本土復帰によって通貨の切り替えがあるというのは当然前からわかっておる。市民に対するＰＲや行政指導そういうものはどうして行なうことができなかったのか。あらかじめそういう困難が来るということは前もってわかっております。市長はあくまでも那覇市３０万市民の市長であります。であるが故にこういう物価対策に対する行政指導が出来なかったのかどうかお伺いいたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。畜産物の増収をはかるとは書いてございません。１４頁に“農家の所得を増加させるために、農業施設の整備強化うんぬん”と書いてございますが畜産物についてはそれも農産物の一つだと思います。









○　金城重正君

　　自分で書いて自分で読めないんですか。１４頁の１番最後“農畜産物の増収を推進うんぬん”とある。









○　市長（平良良松君）

　　ミスプリントでありまして農産物であります。農畜物というのはありません。お答えいたします。畜産の問題につきましては環境衛生の問題と矛盾いたしまして市政の中の一つの悩みでございます。そこで先程ご説明申し上げましたようにこれは他の都市でも、本土の都市におきましても試みられてるところもありますが畜産団地といったようなものを一ヵ所に集めてやっているところもありますが、那覇市といたしましてもゆくゆくはそういう構想をもたないといけないが、しかしながら市内にそういう団地が求められるかといえばこれも不可能でございまして結局隣接市町村と合議の上こういうことに対処してゆきたいというふうに考えております。スラムクリアランスとして現在何をやっているかということでございますが、これは現在の都市化あるいはそういうことを目標にしてやってるわけでありまして、たとえば牧志市場の建設とか、その他区画整理の問題、それから軍用地開放によってそこに一定の居住地域を整理して美化してゆく、あるいは公共施設を配置するといったようなものを総合的に考えていかなければならないと思っております。現在、何をやってるかといいますと、牧志公設市場の建設をやっているし、寄宮地区の区画整理をこれからやろうということでございます。物価対策につきましては先程も申し上げましたようにこの沖繩全体をおし包むドル通貨不安の中でおきてる現象でありますので、これについてはやはり国家が施政権返還の際に沖繩県民に絶対に損をさせない、また復帰時点で混乱を生じさせないような万全の措置を講ずると、総理がおっしやったことが万全の措置じやなくて穴だらけの措置であったという結果から生じてくるものでありまして、これもきのう、おとといの首相談話によりますと、通貨切りかえに伴う物価値上がりについては最善の措置をとる、と言明されておりますが、さてその最善の措置がどういう形でいつ出てくるかわれわれは待っております。

　　　　　　　　　　（「責任転嫁だ」というものあり）

　責任の転嫁ではありません。私が引きうける責任と、持つべき責任の所在をはっきりしないと、（野次あり）那覇市の中にあるものはすべて市長の責任だ、という考え方じや地方自治の完全な発展はできませんよ。責任の所在はやはり佐藤総理が円、ドル問題についての責任をもってもらはなければいけない。そうでないとドル不安によって混乱した状態は正しく認識することはできない。正しい認識を欠くと正しい解決の方法も出てこないということでございます。以上ご説明申し上げます。









○　中村昌信君

　　本員は沖繩社会大衆党所属議員を代表し昭和４７年度の施政方針に対し質疑を行います前に、新政会代表の発言はまったく無責任な発言であります。毎年の如く施政方針に対する質疑で、革新平良市長の市政はでたらめである。市民の税金を無駄使いしてる。独裁政治をして一つも問題解決をしてないと、まったくでたらめな発言をしていることに対し同じ議員としてまことに残念でなりません。平良市長過去３ヵ年半の業績は３０万市民がよく承知しており、毎年の予算、決算でも明白であり本員が申し上げるまでもありません。ただ反対せんがための反対の発言はやめて、新生沖繩県の首都那覇市建設のために当局と市議会が一体となってがんばろうではありませんか。次に、世界戦史上まれにみる激戦の中を生きのびて来たわれわれ沖繩１００万県民は引き続き４分の１世紀余にわたり、アメリカの軍事植民地支配下に呻吟させられてきました。その間、アメリカ軍の統治は膨大な軍事基地の有効な確保と、主として沖繩県民の福祉、産業開発は顧みられず、県政振興や、子弟教育に多大の支障を来たすこのような市政を打破し、健康で文化的な民主社会を築くべく、また大衆のためにこそ政治はあるとの自覚と責任を強く認識し、沖繩の政治の方向は祖国復帰にありとして２７年余県民大衆はその実現を期して闘い続けてきました。たとえば国土を守るための土地闘争、自治権獲得、人権回復のための裁判移送撤回闘争、国民としての権利回復をはかる国政参加闘争等、県民の熾烈な要求は遂に日本一億国民の与論となり、日米両国首脳をして返還交渉の余儀なきに到らしめた。しかし、私達沖繩１００万県民が要求し強調し闘って来た施政権返還は日本国憲法のもとで、平和で物心ともにゆたかな沖繩県建設をめざし将来に禍根を残こさない自治県政への移行であります。しかし取り決められた返還の内容は県民の要求とはうらはらに米軍基地の存続に加えて自衛隊の配備、県民の請求権の放棄、沖繩に無償で譲渡されるべき資産の日本政府への有償引きつぎ約３億２,０００万ドル、極東の緊張緩和に逆行するＶＯＡの存続等、県民に引き続き犠牲をしているものとなっています。さらに返還に伴う関連法も“沖繩における公用地等の暫定使用に関する法律”や沖繩開発関係法などにみられる如く、平和憲法の精神に反して百万県民の要求を無視し、自治県政の確立を阻害する恐れのあるものであり、その上円通貨切り換えによって生じた県民の損失に対して米国政府はまったく無関係であり日本政府もまた彌縫策に終始し根本対策をとっていない。さらには基地労働者の長期ストによる要求もさけ、待遇格差は是正されないままとなっています。また米国民政府の誤った財政金融政策から生まれた琉球政府の赤字財政もそのまま沖繩県政へ引きつがれ、その苦境に対しても日米両政府は責任を回避している現状であります。このような中で私達は去る５月１５日の復帰の日を迎えたのであります。私達県民は復帰をかちとって日本国民としての権利義務に生きる、いわゆる政治の主権者となることに意義を見い出し苦難と差別の歴史に終止符を打ち、自治県政の回復を指向して闘ったのであり、また私達県民の要求とは程遠い復帰の実体となり、心から憤りを禁じ得ない。沖繩の将来に残こされた諸問題の解決は単に県民のためのみでなく国民が平和憲法の精神に生き、国の進路を是正し、真の独立をかちとる闘いにつながるものであると確信いたします。このような自覚のもとに私達はさらに統一と団結をはかり党利党略にとらわれることなく県民の結集をはかってより一層大きな闘いを展開していこうではありませんか。では施政方針に対して２、３点にわたり質疑をいたします。本年度の施政方針は１００点満点であり質疑をするものはありませんが二、三お伺いいたします。市長は“最後に私は市民各位に訴えたいと思います。私は、本土復帰というこの重大な転換期をただ単に「世替り」として、うけとめるだけでなく、復帰に伴う不安、不満を克服して、この苛酷な事態を主体的にうけとめ、那覇市民の自律性と主体性を発揮し、この機会を「世直し」の時期として転化させうんぬん”とありますが、この“世直し”とはどういうことか。第２点として、通貨交換について、私達沖繩１００万県民の切実な要求は１ドル対３６０円の即時切り換えでしたが５月１５日復帰の日から始った通貨交換は１ドル対３０５円という県民にとってはまったくがまんのできないものであります。また佐藤首相は“沖繩県民には決して損はさせまません、迷惑はかけません”と国会で繰り返えし答弁しておりますが、その舌の根のかわかぬうちにこのように１ドル対３０５円の通貨交換が行われました。このことは佐藤自民党政府が県民の生活をおびやかし、さらに県民無視の政策を行っているからであります。しかし今街頭におけるビラ宣伝で“その責任は革新知事屋良さんにあり”としてその責任を転嫁しておりますが、このことについで同じ革新市長としてどう考えておられるか、また今後の闘いをどう展開してゆくかお伺いいたします。









○　市長（平良良松君）

　　２番議員のご質問にお答えする前にお礼を申し上げます。午前中は大部酷評をこうむって、本当に私は何にもやらなかったのかなあと実は悲しくなったわけでございますが、ただいま２番議員からご激励を承ってなる程そういう見方をしていただく方もおるんだなあということで勇気百倍いたしたわけでございます。そこで早速ご質問にお答えしたいと思います。世替りと世直しはどう違うかということでありますが、世替りとはアメリカの時代から日本の統治へ機械的に移るというだけの受けとめ方ではいけない。アメリカの２７年にわたる軍事独裁、植民地支配の中で抑し潰ぶされ、抑しゆがめられ、そして県民の権利が無視された状態でわれわれは苦しんできたわけでありますが、これから日本の平和憲法体制下に入っていくわけであります。ただそれを大統領行政命令から平和憲法へ変わったという単なる受けとめ方じやなくて、平和憲法体制下とは何か。それは高らかに主権在民をうたった国民の権利を主張した精神がうたい込まれている憲法、それにのっとって那覇の条例制度が行なわれなければならない事態になってきているということであります。しかしながら先ほども申し上げましたように、憲法とか条例とか、規則とかというものは書いて飾っておいただけでは生きてこない。それを生かしていくものはやはりわれわれ国民である。さらに新しい憲法体制下に入る沖繩県民といたしましては、この憲法や諸条例、諸制度の条項に照らしてわれわれが求むるべきものは何であるかということを主体的に受けとめて検討し、要求すべきものは要求していって世直しをするという、そういう心がまえでなくてはならないと思うわけでございます。ただ機械的に世の中が変わったから“さあ、これから幸せになるんだ”というんじやなくて、かわった制度の中でわれわれは何を求めて闘っていくべきかということが大きくわれわれの課題となって残されている。事実われわれは即時無条件全面返還といって運動をしてまいりました。その目標は何であったか、基地のない沖繩、平和な沖繩、ということでありましたが、事実は案に相違して基地の態様は少しも変わってこない。おまけに自衛隊は配備する。こういうことで世がわりだというだけであんのんとしていてはいけない。そこで、われわれは引き続いて基地の撤去、軍用地の開放というものを住民の要求として主張し続けていかなくちやいけない。また本土からそのまま機械的に押しつけられる諸制度にいたしましても、ほんとにそれが県民福祉とどう継がっていくかということを十分検討いたしまして、要求すべきものは要求していくという姿勢に立つ、それが世直しの姿勢ではないかと思っております。通貨交換と物価の問題でありますが、これはただいまも申し上げましたように、根本的に日米交渉の中での外交技術のその不手際を埋め合わせるために行政技術でそれを直していこうとしたが、その行政技術も穴だらけで結局は末端行政の中でそれがしわ寄せされてこのような現象が起きたと思うのでございます。ご承知のように沖繩返還の問題が出ました当初は、佐藤総理は「返還実現するまでは円レートは実際にかえない。３６０円を堅持する」としばらく言っておられましたが、その間、間もなく３４０円に値下がりをして円の切り上げを承諾してしまったのであります。ところがそれだけで足りなくなって、その後、変動相場制に移行して円は切り上げに切り上げて３０８円が公定レートとなって、その間沖繩県民はいろんな不安と思惑にまどわされて去年の時点からすでに経済混乱が予見されてきていたわけであります。それに対してわれわれは県民会議を代表し、あるいは立法院の代表、行政府の代表、市町村の代表としてもしばしば関係省庁にこの問題を指摘して即時円の切りかえということを要求してまいったわけでありますが、それが実現しない。そして復帰の時点では公定レートの３０８円でさえなくて３０５円で切りかえられた。ここにたいへんな経済混乱の生じる大きな原因と申しますか、問題があったと思うのであります。そこで最近屋良主席も声を大にして県民に安心するように、ということを呼びかけられておられます。また不当な利益をむさぼる業者に対してはそれぞれの規制を行なうということも表示されておりますが、一方、各新聞社の論調を取り上げてみましても、特に本土の朝日とか毎日新聞の論調を見ましても、まあ閣議がそのために開催される、ということも報じられておりますが、やはり行政措置の不手際である。したがって政府は責任をもって早急にこの対策を講じなくちやならぬ、ということが申し合わせたように各言論出版社で主張されていったのであります。ですから佐藤総理が１８日に談話を発表されて、通貨の切りかえに伴なう物価値上げについては最善の措置をとるというが、その措置はいついかなる形で出てくるかわれわれは注目しているところであります。それと同時に、今後どのようにやっていくかにつきましては、通貨切りかえ県民会議を中心といたしまして、各階層の人々の衆知を集めて沖繩県民がこうむった損害を詳細に調査して、再びこの損害の補償の運動を展開しなくちやいけないんじやないかとも考えているところであります。









○　中村昌信君

　　ただいま市長の答弁によりましてよくわかりました。この新しい世直しに向かって市長は自信と勇気をもってがんばってください。終わります。









○　玉城栄一君

　　公明党所属議員を代表いたしまして、昭和４７年度平良市長の施政方針に対する質疑を行ないます。今回は本土復帰後初の施政方針にふさわしくいろいろな盛りたくさんの考え方が述べられており、非常にけっこうなことでございます。私たちも同意するところが多々あるのであります。しかし、よく読みましたときに歴史的な試練として新たな時代への突入とおっしやっているにしては何か最も大事な基本的なものが抜けているような感じがするのであります。画竜点睛を欠くということばがございますけれども、まさに私はそのような感じをしているのでございます。すなわち５項目に分けまして復帰に対する考え方、新時代への挑戦、憲法都市を目指して、そして基本施策と。それはおっしやるとおりだと思います。それではそれを実現せしめるために最も大事なことは何か、それはやはり根本的には２８万那覇市民の先頭に立つ市長ご自身の決意であり、ご熱意であり、また情熱であり誠実であると思うのであります。その市長のご熱意が市の幹部に伝わり、約２,７００名の市職員に伝播されて、その市長のリーダーシップのもとに、おっしやる施政方針の理念や数々の施策が実現され、わが那覇市が沖繩の県都として、おっしやる反戦平和、主権在民、地方自治の確立をされた憲法都市の建設が可能になると思うのであります。私はこの施政方針実現への市長のご熱意を疑うものではございませんけれども、そのご熱意を展開するポイントとなるものは何といってもやはりおひざもとの市当局の機構組織であり、約２,７００名に及ぶ職員だと思うのでございます。この復帰という新たな時代への突入に際し、何ら内部体制の改革、執行体制の強化について述べられていないのであります。去年の施政方針には執行体制の強化ということがうたわれておりましたけれども、このような非常時のことでの重要な認識のもとに書かれた施政方針の中に、いまこそ内部体制を強化し、新たな心がまえでこの試練へ向かうべきではないかと私は思うのでありますけれども、その点について触れられていない理由を伺いたいのであります。それから第２番目に、この施政方針の最後の下りに先ほども２番議員のご質問がございましたけれども、市長は市民各位にいろいろと訴えておられるわけであります。“本土復帰というこの重大な転換期をただ単に「世替り」として、受けとめるだけでなく、復帰に伴う不安、不満を克服して、この苛酷な事態を主体的に受けとめ、那覇市民の自律性と主体性を発揮し、この機会を「世直し」の時期として転化させ”うんぬんということでございますけれども、“那覇市民の自律性と主体性を発揮し”ということについてもう少しわかりやすくご説明を願いたいと思うのであります。それから第３番目に、中小企業対策についてでございますけれども、基地施策の９番目の“那覇市における企業は、その９９％が、中小企業で占めており、その大部分は従業者４名以下の零細企業”ということで、それについてはあくまでも“国や県の強力な施策が望まれる。”そして“那覇市としましては、商工関係諸団体と有機的な関連をもち、側面から中小企業の育成を図っていく”とこのように述べていらっしやるわけでございますけれども、那覇市の中小企業はおっしやるとおり９９％であります。この中小企業育成に対する当局の、市長の考え方は、側面から中小企業の育成をはかっていく、という考えにしては少し弱いような感じがするわけでありますけれども、その点についてご説明をいただきたいと思います。以上３点をおききしあと自席で質問いたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午後２時１３分　休憩）

（午後２時１５分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。復帰に際して市長の決意として認めているがしかしそれにしてはもうひとつ気合いが足りないといったようなご指摘でございますが、まず第１は市の自主性、自立性を強化していくためにはやはりその主管となるものは市の機構、組織内部体制の強化でなくちやいけないがこの時点でなんらみるべきものがないということですが、これはまことにご指摘のとおりでございましてわれわれとしても現在のところまことにその意を満しきれないうらみがございます。しかしここで本土体制下に、わが国の地方自治体の体制下に入りますためにいろいろの機構の改革がなされ、あるいは移管事務等、また消防行政、あるいは水道行政なんかにつきましても早急に対応していかなくちやいけない問題につきましては、とりあえず機構も多少改革をいたしましてそして市政と渋滞させないような措置をとってまいりました。内部体制の強化につきましては現在その予算編成の時期から復帰前後にかけまして、一体どのような規模でどのような体制づくりをしていけばいいかということにつきましてもう少し慎重に検討していく必要があるということで、内部ではいろいろ討議を重ねておるところでございまして復帰による行政事務の移行が完了いたしましたならば、この内部体制の強化に早速手をつけていってみたいと考えております。２番目の市政の自主性、自立性の問題でございますがこれはあくまでも、私どもは先ほど申し上げましたように大統領行政命令というわれわれの手の届かない命令体系から今後は主権在民を基礎にした平和憲法体制下に入ってまいります。従ってこの憲法を活かしていくものはわれわれ国民自体であり、県民自体であるという認識のもとに地方自治におきましても、天下り式の命令とかということを鵜呑みにしないでやはりわれわれの自治体要求の中から出てくる諸問題を敏速に、迅速に取上げてこれを自治体行政の中に活かしていく、そういう点を先ほど来広域行政の中で申し上げましたが、その欠陥は何かというと日本では大体新全総というような構想の下に自治省の中であらましのアウトラインを引かれ、それが地方自治体へ押しつけられてくるようなこともございます。しかし私たちはそういうことではなくしてやはり市の行政の中から要求されるものは何であるかということ、どういうふうにこれを解決していったほうがいいかというその地域自体の要求を総合していって、それに対応していくと、そういうことに自主性、自立性が活かされていかなくちやいけない。こういう心構えでまいりたいと思います。中小企業対策につきましても今まで沖繩ではこの中小企業の問題というのは、非常に学者間でもむずかしい問題だとされておりますが、とりわけ沖繩の場合、中小企業対策というのはほとんどみるべきものがなかったわけでございます。しかし日本の法制下に入りますといろいろ措置がなされておるようでありまして、たとえば新規　　企業に対する税制金融上の措置とか、あるいは中小企業近代化促進法の適用とか中小企業近代化資金助成法、中小企業近代化資金等助成法の適用とか、中小企業設備貸与制度、中小企業の組織化の推進、その他の方策が打ち出されてくるわけでございます。そこでこれも復帰後になるわけで復帰の実現した今日以後、これらの諸制度に即応するようにこれから努力をしていきたいと存じております。その中で観光事業の問題とかあるいは卸売り市場センターの設置とか、商店街の整備、商企業の振興対策、そういったようなものも、他の都市なんかで行なわれておるような問題も参考にいたしまして、那覇市は那覇市独自としていろいろな中小企業対策もこれから打ち出していけるものと、またこれを打ち出していきたいと私は決意をいたしておるわけでございます。











○　玉城栄一君

　　ただいまの中小企業対策でございますけれども復帰に伴ないまして、いろいろの中小企業育成に関する制度が国並びに県にあることはよく承知いたしております。しかしながら那覇市内の企業の９９％が中小企業であるという実態からいたしますと、また沖繩の中小企業というものは本土の中小企業とは異なりあまりにも零細であるがために市としても強力な対策が講じられるべきと思います。たとえば中小企業相談所を設けて親身になって、中小企業者の側に立っていろいろな問題について育成を図っていくとか、いろんな具体的な施策ができると思うわけでございますけれども、本土企業と対抗していくためには今後強力な当局のバックアップがなければならないと考えてるわけでございます。それから内部体制の強化についてでございますけれども、私の申し上げたいことは制度、あるいは機構そういうものを改正することも必要とは思いますけれども、それのみではけっして満足な改善は図られないと思うのであります。あくまでもこの２,７００名の職員の方々一人一人がどれだけの意欲をもち、そしてこの２７年間、われわれは祖国復帰と叫び、あるいは反戦平和を叫んでまいりましたけれどもけっしてその延長であってはならないのでありまして、施政方針で市長がおっしやっておりますように非常にきびしい事態を迎えているわけでございます。それに対して市長を先頭にしてそのおひざもとの市当局がどれだけ新しい心構え、決意のもとに今後の市政に対して向うかによって市民の協力も得られてくると思うのであります。そういう意味から今までの機構体制というものが満足すべきものではなかった。たとえば去年の施政方針の中でいろいろ内容を調べてみましたけれども非常に施政方針に謳われた重点事業が現在の時点で満足に完成していない、あるいはそれ以外のいろいろな問題点がありました。ここで述べられておる施政方針がはたしてどれだけ今後活かされていくかどうか。この点について今のままでいいのかどうか。そういう意味からもっと強力な心構えと申しましようか、そういう世替り世なおしをしていくんだという、そういう決意の披瀝がもっと具体的に出てきてしかるべきじやないかと思います。









○　市長（平良良松君）

　　先ほどご説明申し上げるのが少し足りなかったように思いますので補足をかねてお答えを申し上げます。なるほど市の行政の合理化というものは単なる機構いじりに終わってはこれは意味のないものになってまいります。たびたび同じ言葉を繰り返えすようでございますが、やはり“まちは人なり”と、やはり市政も人によって運営されることに間違いございません。そこでそこに取組む一人一人の心構えというものが本当に市長が公約した政策が実現できるか、実行できるかどうかはこの人たちの取組む姿勢にかかってくると申してもさしつかえないと思います。そこで私も普段、職員の勤務状態、心構え等につきまして毎月ｌ回いろいろな形で注意を喚起してまいってきておりますが、なかなかこの惰性というものが一挙に払拭できないのは遺憾に存じますが、しかしながら逐次向上しておると考えております。復帰の翌日、去る１６日には全職員をロビーに集合願いまして、今まではわれわれは少々のまずさはアメリカの責任にしても済まされたが、これからは主権在民の憲法体制下に入るのですべてがわれわれの責任で解決していかなくちやいけないんだ、そういう心構えでひとつ取組んでもらいたい、それから復帰すると早速他の都道府県の自治体の労働者と那覇市の労働者がたちまち比較されてくる。そういったときに２６年間捨て子にされているんだというだけでは申しひらきがたたない、そうであるならばなおさらわれわれはこの２６年の空白をとりもどす一層の心構えをもって市政に取組んでいかなくちやいけないというような意味も申し上げております。ただそれが単なる労働を強制するという結果、あるいは誤解を生じてもいけませんけれどもしかしやはりわれわれはこれから本土の諸制度になじんでいく上からも、一人一人の心構えも新らたにしていく必要を強調しないわけにはまいらないと存じます。それから、しかってばかりもいけませんので執務規律の厳守を命ずるとともに、職員の研修もして資質の向上も図っていかなくちやいけない、本土の地方公務員に負けないだけの意欲とフアイトと知識をもたなければいけないと強調し、そういう方針で臨んでいきたいと存じます。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後２時３０分　休憩）

（午後２時４５分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　大浜長弘君

　　昭和４７年度の市長の施政方針に対する質疑を、公明党を代表して質問いたします。まず施政方針の末尾に“議員各位の一層のご協力とご批判をたまわりますようお願い申し上げる”というふうに市長の要望がありますので、３点ほどお伺いいたします。過去３ヵ年間の施政方針に比べて今回の施政方針の内容は市長の決意と非常に進歩のあとが見られ、高く評価したいのであります。施政方針だけを見た限りにおいては市民に明るい希望を与え、勇気を与えるのでありますけれど、再度予算との裏づけをみたとき単に夢物語であります。すなわち４７年度の予算で執行できるのはほんのわずかである、５年先、１０年先の長期展望にたった構想がみられるが実の伴わない施政方針であると思います。しかしながらそれも裏を返えせば５年先までも政権を担当するという次期政権担当への市長の意欲のあらわれかとも思います。では基本的な問題はいろいろ各議員がしたので具体的な問題点を２、３点取り上げて質問いたしたいと思います。まずその１点は９ページの“都市問題の解決のための広域的協力関係の確立”と述べられて、“那覇市を中心とした都市問題を共通の立揚から、主体的に解決するために、隣接市町村との広域的な協力関係を確立していく考えであります。”と述べられております。都市問題は非常に那覇市にとっては重要な問題であります。すなわち那覇市では特に地域が狭小であるために住宅問題、教育問題、あるいは衛生問題、あるいは交通問題と広域都市づくりは絶対に必要であります。しかしながらその中には“隣接市町村との広域的な協力関係を確立していく”とこのように述べられておりますけれども、ただ隣接市町村との協力的な問題はある部面、たとえば衛生問題だとかそういった問題はできるかもわからないけれども、根本的な問題となると利害がからみ合ってなかなか進展がむずかしいとも思われますが、市長は都市合併ということを考えていられるかどうかその点をお伺いいたします。第２点は海洋博についてでありますけれども、“私の基本的考え方を申し上げます。海洋博の沖繩開催については、見方によって色々問題点もありますが、私は沖繩の将来の発展と立ちおくれた社会資本の投入を促進する意味において、積極的にしかも主体的にうけとめたいと思います。本市といたしましては、海洋博を絶好の契機として立ちおくれている都市開発、公共施設の整備と生活環境の整備の強化を図っていく考えであります”と述べられておりますけれども、那覇市としてなぜ海洋博を開催することによっていろいろな問題が起こるのか。そのいろいろな問題とはどのようなことをさしていられるのか。その点とその具体的問題について５項目あげられております。“(イ)　道路整備とモノレール建設。(ロ)　港湾の拡張と臨海道路の建設。(ハ)　公園整備。(ニ)　観光事業と住宅、宿泊施設。



　(ホ)　環境整備”。この５項目は実現の可能性がそれまでにあるかどうか、その点をお伺いいたします。次に物価問題でありますけれども、通貨切り替えによって起こりそれも結論としては“３０８円を下廻り、今や県民の怒りは頂点に達しています。この通貨切替えに伴い物価は高騰し市民は大きな被害を受け、市民生活はまさに破壊されようとしています。私はこの事態を重視し、今後も政府に対し、市民生活の安定をはかるため、通貨切替えに伴う市民の蒙った損害に対して、市民ともにねばり強く要求していく所存であります。”このように述べられておりますけれども、市長は通貨交換後３０８円の公式レートを下廻って３０５円に交換されたというが、市長はいま述べられていることを公式に日本政府に要求されたことがあるかどうか、あるならいつなさったのか。それと物価が高騰した責任の一端は市にないのかどうかそれをお伺いいたします。次に１３ページに“長年要求し続けてきました沖繩の水の需給機構が県に移管され、市民本位の給水事業ができ、また、私たちが要求した通り基地等への給水事業と米軍人等に対する水道料金の差別待遇も廃止され、市の給水事業の管掌のもとに公平に取りあつかわれるようになりました。このことは今後の給水事業に大きくプラスし、その結果、市民の福祉増進に大きく寄与するものと確心いたします。”とこのように述べられております。どのようにして市民の福祉増進に寄与し促進することができるのか。一般質問のときにも質問したんですけれども、３０８円を３０５円に読み替えるべきじやないか、しかし“絶対にできない”という答弁がありました。しかしながらこの給水事業は今後市民の福祉に大きく寄与するというようなことは一体どういうことであるのか、その点についてお伺いいたします。答弁によって再質問いたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後２時５１分　休憩）

（午後２時５２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。きわめて具体的なご質問をいただきましてまことに衷心より感謝申し上げます。広域市町村園への発想、広域的な協力関係の発想というものは、那覇市の３年毎に行なわれる那覇市事業所得統計調査の結果によりますと、１０年来第３次産業が９０～９３％を占め、第２次産業が６～７％であります。経済成長についれて人口が集中してまいってご承知のとおりであります、狭小で地域面積と申し上げましても３６平方キロしかございません。しかもその中の３分の１を占める広大な軍用地が人口の過密を一そう悪い状態にしているわけでございます。そのために具体的な問題として住宅難、教育施設の不足、ごみ処理場の不足、交通難、公園、スプロール対策などが当面の問題とされているわけであります。そこで那覇市においては行政、産業経済活動も広域化の方向へ、必然の課題としてとらえて隣接市町村の有機的連携と地域性に応じた機能の分担、それから相互協力体制の確立、こういうものを欠いては住民の要求を十分に処理していけない現状にあるのはご承知のとおりであります。那覇市においては１９７１年８月に隣接市町村長の意見交換を行ないまして、１９７１年１０月に隣接市町村行政協議会を発足させてまいりました。浦添市、豊見城村、南風原村、西原村、当局間で共通の問題について討議を続けてまいっております。将来はこれらの地域をマクロ的に見た生活圏としてとらえ都市行政の方向を展望し、施策を講ずるべきだと考えておることは先ほど申し述べたとおりであります。都市合併につきましては、関係市町村の自主的な判断を伴うものでありますので、首都として適正規模を考えた場合は必要であるので将来はそういう方向にもっていきたいと考えております。繰り返えして申し上げますが、隣接市町村協議会をつくったのは都市合併に反対でつくったわけではなくて、むしろそれを促進する意味で設置をするものと私は考えているわけでございます。それから海洋博につきましては、いろいろこれに便乗するというと語弊がありますが、これを絶好の機会として沖繩全体の開発、とりわけ那覇市の開発を促進することができるのじやないかとこういうふうに考えております。これは万国海洋博覧会という名称もございますとおり那覇市だけのものではなく、沖繩県だけのものでもなく、また日本だけのものでもなくて、海洋博覧会委員会という世界的組織の中で行なわれる行事でございますので、それらの大きな組織の協力を得まして、しかもその組織が所期の目的を達成できるような協力体制をつくる意味においても、那覇市の要求というものはある程度満たされるのではないかただしそれに便乗して何かうまいことをやろうということではなくて、あくまでもこの大きな国際的行事に協力しながら那覇市の機能を整備していく立場を取りますならば、われわれの誠意は必ず実のあるものになることと考えております。ただここに列挙いたしました問題はいろいろな問題がある中で、特に私どもがさっそく着目した問題でございます。それにつきましては海洋博事務当局とも、日本政府ともいろいろ取り組みをいたしまして逐次具体化していきたい所存でございます。物価混乱の責任は市にないかというお尋ねでございますが、これは先ほど申し上げましたように、現在市長に与えられている権限の中でできるだけのことはやったつもりでございますけれども、もし私の思いいたらない点がございましたならばぜひご指摘をいただきたいと思います。水道料金が３０５円でなくて３０８円で続み替えられた問題につきましては、予算編成の当時すでに実勢レートで交換するというふうな指示を受けておりましたために実勢ルートによって算定したわけでございます。しかも物価というものはご承知のように年々高度成長に伴ってつり上げられていく。人件費も高くなる、物価も高くなるというふうにシーソーゲームでやってまいりまして、いまのような経済体制の中では引き下げるということは至難のわざに属するかと考えられます。ただ実質的に高騰させない消極的な施策しか取れないんじやないかというふうにも考えるわけでございます。そういう意味からいたしますと、最初軍から、水道公社の民移管にあたって、市と軍と分水協定を結ぼうという話し合いもございましたがこれは拒否いたしまして、あくまでも給水主体は那覇であるということで那覇市市民同様の水道料金を徴収するんだという態度をはっきりさせております。現在まで細かいデーターは発表しておりませんのでわかりませんが、ほとんど軍給水の費用は民に肩がわりさせたような傾向がありました。これは電燈料も同様でございます。しかしそういうことが今日以後はなくて、正しく公平に軍も民も水道料金を徴収することになれば間接的に住民福祉に寄与し、あるいは公平な政治が行なわれる、公平な料金が徴収されるという意味でも住民福祉に寄与するものではないかと私は考えているわけでございます。











○　大浜長弘君

　　市長は広域都市の問題については現在三市町村が交通問題について協議しているのでそれを足場にして将来は都市合併というようなところまで進めたいということでありますが先程もお話し申し上げましたように三市町村の利害がからみ合う場合には話が進まない。しかし都市合併を根底にした構想を持ってないことには広域都市の件も進まないし協議会だけでも話し合いが進まない。従って、いろいろな問題について広域行政、広域都市ということを考えて都市建設のために邁進していただきたいと思います。次に第２点目に海洋博の問題でありますが、前向きにそれと取り組んでゆきたいということで(ニ)では観光事業と住宅、宿泊施設と述べてますがその内容についてお伺いしたい。どういうふうになさろうとしているのか。次に物価問題についてですが市長に与えられたことについてはやって来たということでありますが、そうであるならば市場使用料の減はできるわけであります。市場使用料は条例をつくった場合にも公定レート３０８円、しかし実質交換が３０５円だが近い将来３０５円にもってくるのが物価高を抑える意味において妥当ではないのか、そして市場建設の起債も３０５円で計算して返済すべきである。市が銀行に返済するのは３０５円、使用料は３０８円で市民から徴収するということになれば３円の利潤が浮いてくるということになります。さらに水道料金は予算編成当時３０８円にしたということですが水道料金は物価が上昇しても上げないのか。従来は那覇空港、那覇港、牧港外人地域は市の管轄外にあったが今回これらのものを含めれば優に水道会計の利益は２５万ドルを上廻わると思うがそこで３０８円を３０５円にしてはじめて市民に利益を与えると思いますが３０５円に読み替えをなされる意思があるかどうか。









○　市長（平良良松君）

　　市場使用料の読みかえの問題、それから水道料金の問題等ご指摘いただましたがその件につきましては予算編成の技術等がございますので担当者からもう少こし詳しくご説明申し上げさせることにいたします。









○　第二助役（前田武行君）

　　水道料金の件についてお答えいたします。その前にちよっとお断わりしておきます。現在水道事業管理者ではございませんが今年度の予算を編成するまで管理者でありましたので私のほうから答弁いたします。水道の予算を編成した場合において実勢レートが、大蔵省の政令がどの程度のもので出るか明確でなかったのであります。そこで予算は早く編成しなければなりませんし公定レートで一応編成しようということで、物価の値上げを抑制するために１ドル対公定レートという形で非常に苦しい予算の編成をしたのであります。そこでまずこの水道料金が設定されたのは６６年７月１日であります。その当時より１年前ですがこのときの物価指数を１００とみますと７１年度は１４０の指数を示しております。賃金におきましては１９０の指数であります。推定であります。５２年当時１００におきまして物価は１８０推定でございます。賃金におきましては２００という数字が推定できます。このようなな推定のもとに立ってどうにも抑えなければならないと努力して来ましたが、そこで３０８円という数字になりましたが、じやさらに５円まで下げる意思はないかといわれました場合にこのような苦しい予算編成の中から折角組んだ予算でありますので現在のところどうにも出来ないというのが現状でございます。物価が上がってゆくと料金も上げてゆくのかということですが、大体水道料金は現在ほぼ日本の平均に近いのであります。そこで将来に向ってなるべく日本の平均並みを維持してゆきたいということであります。そこは将来の運営の問題にありますがこの時点で抑えてゆき、日本と歩調をそろえて進めてゆきたいというふうに考えております。









○　建設部長（水間平君）

　　観光事業と住宅、宿泊施設についてお答えいたします。海洋博には約３５０万人程の観光客が来るだろうということが予想されます。それにつきましてはそれだけの人達を収容する宿泊施設そういったもので非常に苦労しているようであります。なおこの海洋博を準備し運営してゆくために８,０００ないし10,000人程の人達が来るだろうといわれております。この人達の宿泊などについても非常に問題になっているようであります。そこでわれわれといたしましては那覇市の住宅事情の解消のためにそういうような諸施設がなされれば那覇市の住宅難解消にはなっても余るであろうということはあり得ないということであります。なおこの宿泊施設につきましても団体で来るその小中高校、青年団の諸施設、宿泊する場合の施設を唯単にそれだけに終らせることにならないように海洋博後那覇市民が使えるようなそういうような方向にもっていけないものかどうかということについて検討しております。









○　大浜長弘君

　　６６年７月に現在の料金が設定された。そのときの物価指数からくらべれば水道料金は上がらなかったから安いんじやないかということでありますが、なる程現在の物価指数からみれば、物価は上昇しているかもしれませんが、物価指数だけをとらえて安い高いということは問題があると思います。しかも現在那覇市の水道料金は日本並みになってるということだがそれじや那覇市の所得も日本並みになってるか。沖繩県は最下位の所得のほうにランクされてると思います。日本は沖繩と同じであっても所得が多い。そのために水道料金は安い。料金は沖繩と同じであっても所得が非常に低いということであれば大きな負担になります。今まで水道会計は黒字であったし軍の水道料金が那覇市に入ってくれば収入面がよくなります。そこで３０８円を３０５円にすべきであると思いますがその意思があるかどうかお伺いします。それともう１点は観光問題になりますが、海洋博、特別国体を控えて力を入れなければいけないと思っておりますが予算をみると前年度は１,３７５万３０００円組んでおりましたが４７年度は８０８万３,０００円で５６７円の減になってております。予算面がこの施政方針でおつしやることと中味が違うんじやないかと思いますがこの点についてどうお考えですか、この２点についてお伺いいたします。









○　第二助役（前田武行君）

　　お答えいたします。干ばつがあった去年を除きまして１５万ドルから２０万ドルの利益を上げてることはご質問のとおりであります。しかしこの利益はどのような形で処分されてるかということはおわかりかと思います。われわれは起債をしましてどんどん工事拡張をしております。その起債は全部返済していかなければならない。今までは１５年、２０年という起債でありますが、これから復帰いたしますと３０年間の長期起債がきます。

　４０年間で原価償却してゆく。積立金である程度たてば返済ができるわけであります。ある程度足せば、しかし、プラスアルフアしないと弁済はできないわけです。現在は減価償却期間の半分以下の期間の起債をやっております。そのためには利益を生じない限り起債の弁済ができない、ということは運営ができないということになっておる。あるいは拡張工事の一部利益処分として回わしたり、未配水地域の解消などに回わしております。そういう点でこれからはほとんど起債の弁済にあてていくが、ある程度の利益がないと起債弁済はできない。日本でも１０年の差があるわけです。そういういろいろな事情がありまして、利益を得ていたわけですが、この点ご了承願いたいと思います。それからさらに日本の所得が高いんだということですがそこで日本並みの所得があれば日本並みの料金でいいんじやないかということでこれはご承知のとおりであります。しかし、われわれが言っておりますのは日本の平均並みに近づけたんだということを主張いたしたわけでありまして、それだからいいんだということではありません。だから物価が上がっていっても現在の料金を維持することに努力を重ねていく、ということを先ほど答弁したつもりでおります。しかし、これは運営の問題いろいろありまして、どこまで物価が伸びていくか、物価が倍も２倍も伸びたとき現在の料金は維持できないという状態は出ますけど、それを努力していきたいということであります。それで現在すぐ下げて３０５円にするということは、計数をやり直したり、将来また物価も伸びる可能性もある中で繰作するよりは、現在の料金でがまんして、そこでわれわれはその線をくずさないように努力していきたい。こういう意味であります。終わります。









○　市長（平良良松君）

　　観光事業についてのご質問にお答えいたします。りっぱな項目をあげてはおるが、予算の裏づけがないんではないか、ということでご疑問の点、もっともだと存じます。それにつきましてはここに書いてございますように、海洋博の関連事業として位置づけて、これを関係諸官庁と折衝し、あるいは海洋万博事務局とも折衝いたしまして、なるべく那覇市だけの負担にならないように、これは実現させる方向に努力していきたいと存じます。ちなみに市といたしまして、観光施設として考えられていることはパンフレツト、リーフレツト、ポスターなどを作成配布、観光フイルムを製作して貸し出し等をして観光客の誘致宣伝をやる。２番目に、文化、産業、旧所史跡、景勝地に説明看板などを設置して観光客の便宜をはかっていく。３、観光客に対してアンケート調査を行ない、問題点を取り上げて改善策をはかっていく。その他の７～８項目のことを考えておりまして、予算にもそれを計上もいたしておりますが、ついでに、観光客、あるいは観光収入の推移を申し上げますというと、１９６１年に３万３０３人だった観光客が１９７０年には１７万２,３４９名になっておる。観光収入も８０３万３,０００ドルから現在では３,３７８万ドルという多額にのぼっております。もっともこれは沖繩県全体の問題でありますけれども、その玄関口をなしているのは那覇市でありますのでどうしてもこれからは観光政策に相当の力を入れていかないといけないじやないかというふうに考えて、それについてのこまかい施策はいま申し上げましたようなパンフレツトをつくるとか、フイルムをつくるという点について予算計上もいたしてございますが、ここにある観光事業と宿泊施設なるものは、これはなるべく海洋博覧会の関連事業として位置づけて、国の施策の中にぜひこれを折り込んでいってもらいたい。こういう努力をして実現したいというふうにいま努力をしているわけでございます。









○　大浜長弘君

　　私は決して市長を困らせたり、市当局を困らせたりするために質問しているのではありません。３０万市民の心としていろいろ聞きたいことを聞いているわけであります。したがって、いままで市長もたびたび“嘘つき市長”だとこのように議会でもせめられてきました。その問題のひとつは水道料金の値上げを公約して実現しなかったのでただこれひとつであります。したがいまして残されたあと半年間この問題を実現し、これで市長は公約を全うしたんだとこのように３０万市民に知らしめるほうが主張を保ったことになるんではないか、とこのように思うから私も水道料金の問題をいろいろお伺いしているわけであります。したがって、いま助役の答弁のように、２０万ドルの黒字は資本の投資のほうに、あるいは水道の投資のほうに使われていることも強調しております。投資であるからにはちやんと効果があがる。無駄な投資ではないですね。しかしながら今後の利潤は起債のほうに回わす。起債も３０８円の償還ではなくて３０５円であります。したがいまして最後にお伺いしますのは、いま３０８円と決定されておる、３円値下げをして３０５円とするならば非常に市民のうけもいいんじやないかと思うんです。その意思があるかないか。なかったらない、あったらある、とそれだけでよろしいと思います。以上で質問終わります。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ただいまのご指摘ごもっともでございまけれども、問題は予算操作なんかの技術面もございますので、いま即答をいたしかねますが、十分意にそうように検討を続けていきたいと存じます。

　　　　　　　　　（「議長ちよっと休憩していただきたい」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。






（午後３時２４分　休憩）

（午後３時２５分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。先ほどの説明の中で実勢レートと申し上げたのは公定レートの間違いでございますので訂正させていただきます。









○　（人民）国吉辰雄君

　　本員は第１４０回臨時会に臨み昭和４７年度の平良市長の施政方針に対し、沖繩人民党那覇市議団を代表して質問を行ないます。

　　　　　　　　　（「がんばれよ」という者あり）

　１２０億１,７００万の予算の裏づけでこの施政方針はいろいろな角度から与野党の議員が評価されておりますが、正しく科学的に、客観的に評価することによって１１ヵ月後にそれが決算の時点で実際には正しい評価ができるとこのように考えます。そこで私たちはこの施政方針は内容の伴なった充実した施政方針だとこのように考えます。いろいろのご意見、あるいは指摘がありましたことは、この施政方針が光っておればこそ、光が強ければ強いほど影は強くなる、というふうな現象と同じだと考えます。光が強いがゆえに影もはっきり映っていろんな論点もかわされた、とこのように考えます。戦後２７年に及ぶアメリカの軍事的植民地的支配から日本国憲法のもとで市政が開始されることを等しく喜ぶものであります。施政権返還、沖繩協定の中に９条にわたる項目がございますが、その第１条は平和条約第３条を撤回して施政権を返すと。この１点は沖繩県民等しく喜びをともにするものであります。その第２条以降にいろいろの内容の問題がありまして、百万県民がそろって万才をとなえることができなかったことは、その内容に多くの不満があったからであります。ところが情勢はいちだんと厳しく、ドル交換、自衛隊の配備問題、土地契約、軍雇用員の大量解雇、異常な物価値上げ、とりわけきのうの午前８時１０分、１年８ヵ月ぶりに嘉手納への黒い殺し屋Ｂ５２の飛来等となって復帰後数日間の動きだけでも目まぐるしいものがあります。

　　　　　　　　　（笑声あり）

　まあ笑っていらっしやる方はいまのうち笑わぬとあとでひどい目に合いますよ。

　　　　　　　　　（「いうだよ」という者あり）

　嘉手納の村長はご承知のように決して革新の村長さんではないんですが、この方も心の底から怒りをぶちまけておる、と報じられております。ちまたの声は次のようにあらわれております。「やっぱり復帰しても沖繩基地の役割は何も変わらない。」「事前協議など嘘っぱちだ」「いままでどおり沖繩基地を使うという見せしめだ」「復帰しても何も変わらない」「反戦平和の闘いを進めなくては」という県民の怒りが渦巻いています、ときのう、きようの新聞は大きくトツプで７、８段抜きで取り扱っているのはご存じのとおりであります。このような情勢の中で、去る１２月４日の衆議院沖特委で私たちの党の委員長の質問ですが沖繩を平和で豊から島にするのだという願いに対してその責任を聞かれて、佐藤首相は「幾多の惨禍をこうむられた県民の同胞の方々のその心情に対してはご同情ということばでは言い尽せないような悲しみを覚える。これから百万の同胞と一億国民が手を取合って豊かな、平和な沖繩県づくりに進もうとかように決意した。

　直接私自身も出かけて現地で涙を流してきた男であります。従って同じような気持で、ただいま豊かな平和な県づくり、これに励んでいきたい、かように考えておる次第です。」と、この男の涙も、そしてそういった口もかわかぬ間に復帰後１週間もまたないでこのように黒い殺し屋のＢ５２というまねかざる客を寄せています、このように県民を不安におののかせています、だから本土では最近９日間に１市の割で革新統一の首長が自民党を倒して誕生しています。６００余の市、町村です、この割でいきますともう７０年代の末をまたないで自由民主党の政治は地方までなくなくということを数字が示しています。佐藤首相の支持率が史上最低の１９％にガタ落ちしたのも当り前のことです、これに沖繩を入れて世論調査すればその率ははるかに落ちて２ケタを割るかもしれません。４番目に憲法都市をめざしてについての質疑ですが、今米日支配層はあらためて改憲問題を現実政治の焦点にすえようと準備しています、このような動きのあるなかで、さすが革新平良市政は憲法都市をめざして市政の呈本を反戦平和、主権在民、地方自治の確立を保障した日本国憲法に求め、それを砦にして市政に専念する決意を述べておられます。憲法第９条の戦争の放棄、戦力の不保持、交戦権の否認、第２９条、財産権の保障、第９７条基本的人権の本質、第９９条、憲法尊重擁護義務、公務員はこの憲法を尊重し擁護する義務を負う。などとなっております。憲法を守ることは地方自治を確立し、市民の生活を守ることでありますがこの憲法都市をめざしての具体的な施策をどのように進められるお考えでありますかお尋ねをいたします。施政方針に５つの基本政策が出ております。その中での軍用地の開放と都市基盤の整備についてでありますが、那覇空軍基地は７６５ヘクタールあってその中に国有地が何％あるか、ご存知であれば提示していただきたい。そこで那覇飛行場を抱えるこの地域は市内軍用地の中でももっとも広大な面積を占めている。軍民共同で使用している飛行場は今後ますます増大する航空需要にそなえ、開放後も那覇空港として活用する飛行場以外の地域で３号線以東の１１ヘクタールは住居地域として宅地に供給し道路以西の６７０ヘクタールは観光産業を中心とした地域開発を行なうというのが市の基本方針でございますが、ところがその６７０ヘクタールの観光事業の大綱というのはまだ見ておりませんがそれができておりましたらお答え願いたい。そして３号線以東の１１ヘクタールの住居地域についてもその規模などでもっと具体的な施策はもっておられないか。たとえて申し上げますと与儀のガソリンタンク跡地利用計画ははっきり出されておりますが、そういう面でこの那覇飛行場の空軍基地のほうの利用計画があるかどうかお伺いいたします。戦後２８年軍用地内の国有地を県民の総意で守り続けてきたわけでございますが、これの今後の活用、特に那覇市民が有利に活用できるような条件をつけるべきだとこういうふうに考えますが市長のお考えはどうでしようか、次に産業、観光事業の振興についての問題でございますが、中でも１５ページの水産業についてですが、ご存知のように水産業は岡で事業なさる方々には想像もつかないような莫大な資金が要るわけです。私たちが２３０トンの舟を一見してこれは幾らぐらいの経費がかかったか、総工費幾らぐらいかなど聞かれるとたいがいの人は１０分の１の評価しかしないそうです。このように私たちが普通岡から舟を見た場合舟は沈んでおり半分しか水上には見えないからそういう評価の違いか出るかもしれませんが、しかし実際には非常に莫大な金が要るもんです。そこでどうしても大きい資金で長期低利の融資が根本をなさなければいけないと考えますが、施政方針にはそれが適切なそういう用語の使い方がないわけですがその辺はどうなっていますか、と申しますのは全琉の総水上げ高の４７％が那覇市の船籍をもつ漁船であります。従って那覇市の水産業の発展はすなわち全沖繩の水産漁の発展にも大きく寄与するものであるとこのように考えるからであります。以上数点質疑いたしましてあとは答えによって質疑を続けていきます。










○　市長（平良良松君）

　　ただいまの国吉議員のご質問にお答えいたします。質問中に引用されました佐藤総理の沖繩返還に対する公約の中でも、平和で豊かな沖繩県をつくるということをおっしやっております。しかしその希望とでも申しましようか、約束と現実の返還の内容には大変な相違がございまして、８７、８個所のむしろ高性能を有する軍事基地が強化されている実態でありまして、さらに豊かな沖繩県をつくるということになりますと農民には農地を与え漁民には海を与えなくちやいけないわけであります、しかしご承知のように嘉手納基地の整備、読谷、石川以南の各地方自治体においてははなはだしいものは村域の９０％、８０％ないし７０％というふうに農地が取上げられております。

　那覇市内におきましても３０％以上の軍用地が取られておるという実情にあります。豊かな農民の生活は土がなければ農民の生活はできないわけであります。漁民の生活を豊かにするには海岸がなくては、海がなくてはできないわけでありますが、ご承知のとおり小祿から嘉手納に至る海岸線のほとんどが米軍によって占有されておるという実情の中ではわれわれとして、まことに平和で豊かな沖繩県づくりという佐藤総理のおっしやる言葉が信じがたいものとなってきているわけであります。しかしこういう現状にもかかわらず自民党内閣がもう百年も続くかのような錯覚を起こして、自民党でなければ夜も日も明けないといった方々があるようでございますがこの際大きくこの時流の変転というものを見ていかなくちやいけないんじやないかと思うわけであります。それで憲法都市として一体どのように市政を進めていくかというお尋ねでございますが、これも先ほど申し上げましたように那覇市内は３０％以上の軍用地で占められている。しかも公共施設をはりつけようにもはりつけようのない狭隘の密集地帯となっておりますので、どうしても住民福祉優先の市政というものを推進するためにはこの軍用地の開放というものそこの先もあいかわらず続けていく必要があります。しかも市長１人がやるのではなくして市民も一丸となってこの運動を展開していかなくちやいけないと思うのであります。もうひとつはさらに自衛隊に対する認識をもっとわれわれははっきりもつべきであると思って、実は先日憲法普及協議会というものを発足いたさせまして、市民に憲法知識を周知徹底させる運動を起こしております。たびたび申し上げますように都市は人なりということであります、革新市政、民主市政を打ちたてていく者は市長とか議員とかの指導者だけの仕事じやなくて、やはり政治は国民一人一人のものであるという観点から市民全体がそうした取組みの姿勢をもっていかなくちやいけない。ちなみにもうすでによくご存知のことでありますけれども、憲法第９条では「日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。２項、前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない、国の交戦権は、これを認めない。」というように戦争放棄の宣言が高らかに謳われております。しかも喉もと過ぎれば熱さを忘れるということで、戦争のときのあのつらさ苦しさをすでに忘れて今再び軍備強化の勢いにあるとき戦争の惨禍を一番痛切に感じたわれわれこそが真っ先に戦争放棄し、日本の軍国主義化に対して警鐘を乱打しなければならない任務をもっておるものだと私は考えるわけでございます。そういう意味で一つには都市計画の合理的な推進のためにも、もうひとつには再び沖繩に戦争の惨禍をもたらさない、そうしてさらにはそれはわれわれだけの考え方ではなくして日本国民全体がこの憲法をつくった時点に、初心にたちかえって今の事態を認識し再考するように呼びかけをわれわれはやっていかなくちやいけない、それは那覇市民が誇りをもって呼びかけることが仕事だと私は考えております。細かく市民福祉の問題を推進するとともにこうした国の基本問題にも触れてわれわれは市政と取組んでいく覚悟であります。


　さらに軍用地の利用状況はどうなっているかというご質問でございますが、一応那覇市の軍用地を申し上げますと那覇軍港及び那覇空軍基地が坪で表示しますと２４６万２,０００坪ございまして、そのうちの国県有地が５５万１,０００坪になって２２％を占めております。それから上之屋の住宅地域が５９万２,０００坪、与儀のガソリンタンクが６万９,０００坪、その他の軍用道路、高圧線、油送管等で１３万坪、締めて３２５万３,０００坪ございます。これだけの約１千万坪内外の地域の中で３２５万３,０００坪が軍用地に取り上げられていることからいたしましても、いかに那覇市の都市計画がこれによって阻害されているかということは火を見るよりも明らかであります。

　われわれとしても住み良い那覇市をつくるにはこの軍用地の開放などを今後も力を入れて強く進めていかなくちやいけないというふうに考えます。そこで那覇空軍基地の跡地利用についてどのような考え方をもっておるかということについて申し上げますと、那覇飛行場をかかえるこの地域は市内軍用地の中でも最も広大な地積を占めているわけであります。軍、民共同で使用している飛行場は今後ますます増大する。航空需用に備えて関放後も那覇空港として活用しなくちやいけないんじやないかというふうに考えております。それから那覇空軍基地が開放になりますと軍３号線より東側の全地区については、宅地として都市計画、区画整理をやらなくちやあいけないんじやないかと考えておりますが、これはまた地主もいらっしやることでございますのでおいおいそういう方々とも意見の交換をしていきたいと思っております。与儀ガソリンタンクの６万９,０００坪の跡地利用につきましては、この中の１万１,６００坪が国有地、県有地あわせてでございますが、ここに日本政府出先機関のほうで国の建物をつくらせてくれという申し入れもございます。しかし私どもといたしましては、あの与儀ガソリンタンクはご承知のように日米交渉が始まる以前から立法院議会のたびたびの決議、また私が市長に就任してからたびたびの折衝によりまして６９年７月に弁務官によって開放が約束されておる。いわば那覇市民の運動の成果として開放をかちとったところでございますので、それまで拱手傍観していた日本政府が、われわれが開放させたらそこへ出先機関の建物をつくらせてくれというようなことではちよっと市民感情がどうかと考えております。同時にいま与儀小学校は幼稚園児を合わせますとご承知のとおり３,０００人を越す超高密度の小学校でございまして、これはどんなことがあっても新しい小学校をもうひとつ建ててこの児童数を分けていかなければ、義務教育の実施上も好しいことじやないと考えてぜひそこに小学校をひとつつくっていきたい。さらにそういう広域になりますと住宅地だけではいけないので市民の憩いの場所、公共広場、あるいは保育所などの設置も考えていかなくちやいけないんじやないか、そういう構想のもとでいま都市計画の準備を進めておるところでございます。

　その他につきましては担当部長をして説明させることにいたします。以上お答えいたします。








○　（人民）国吉辰雄君

　　水産業の育成の面での漁業振興の政策などは、これは市の政策の範疇を越えるかも知れませんが、何かひとつ基本的な考え方をおもちであればお聞かせ願いたい。









○　市長（平良良松君）

　　どうも失礼いたしました。漁業振興の問題につきましては、どうしてもこれは那覇漁港が一番県内で多くの漁船船籍を有するところになっておりますので、一段と力を入れなくちやいけないわけでございますが、現在のところ確たる施策が生まれてこないということはまことに残念でございます。従来第一次産業についての保護対策というものが少なかった関係もありますが、先ほど中小企業振興についてのご質問の際にも説明申し上げましたように、この漁業関係につきましてもいろいろな制度、資金等がございますし、そういうものを受け入れることによって現在よりも一段と飛躍的な発展をするんじやないか。もうひとつは観光事業とのかね合いでありますが、これも私は絶えず、復帰前の行政府に対して主張してまいったことは、復帰後観光事業ということがあるがこれは単に中央の観光資本の出店になっちやあいけない。そこで観光の基本施設をやると同時に第一次産業を奨励することによって、沖繩に来たお客に沖繩の地場の物を食べていただき、地場の物をおみやげに持って行ってもらう。そういうことを目途にして沖繩で特色のある水産、あるいはかきいれどき地場産業の奨励をすべきだということを主張しておりますが、今後は沖繩県におきましてもそういうところに一段と力を入れるという方針を立てているようでございます。したがいまして、それらとタイアツプいたしまして、観光産業ともかみ合わせて漁業振興をはかっていきたいとこういうふうに考えております。









○　（人民）国吉辰雄君

　　豊かな沖繩、平和な那覇市を建設するためには憲法を各市民の一人一人の胸に強く刻んでいく、このことは実に金では計算できないすばらしい民族の遺産となって残って行くことと思います。高く評価してこの施政方針を迎え、軍用地の問題も正しい処理をしていけば必ずや全県民の平和な都市として使える、人殺しの土地にはしないで平和な未来の民族の発展のために使えるものだとこう考えます。これは市長に最後でございますが申し上げます。ごく最近でございましたが、経済界でも相当名の知られた方ではないかと思いますが、企業界のコンピユーターの役割りを果しているような頭のきれた方でもあり、たまたま那覇市の市政の話しに及んだわけでありますが、年も市長とそんなに開きはございませんので略称で呼んでおられましたが、マチユーチイに敵する方はいまの沖繩にはいないんだという陰でのおほめのことばもあります。これは市長としての３年半の実績とその徳と人格が示したもんだと思います。そういう正しい評価を私たちはさらに発展させて、すばらしい那覇市の発展に全力をあげていきたいと思います。共にがんばりましよう。









○　久高友敏君

　　私は相撲でいえば結びの一番になるわけでございます。本来ならば口笛とか拍手がありそうでございますが非常に残念であります。

　　　　　　　　（拍手）（笑声あり）

　しかし私がやるときにはほとんどの人がやってしまって、私は何をやろうかとてこずっているわけでございますが、そこで市長と質問者の相仲から出てきた問題２、３拾って角度を変えて質問をしたいとこう考えております。先ほど来５番議員は市長の施政方針は一番悪い施政方針だというふうに評価しておるし、それから６番議員は従来の施政方針と何ら変わりはない、前年度の域を出ていないという評価をされておる。それから２４番議員は非常にすばらしいもんだと評価しておるのでございます。しかし私は、この文章の評価というのか、つまり施政方針が非常に名文であるとかということは申し上げませんがこの評価はおそらく来年の３月にしか出てこないんじやないか。市長は１２月で任期満了でありますが、おそらく来年３月に引き続いて市長の都市計画マスタープランと並行してやるんだという決意があらわれておりますのでおそらく来年３月にこの評価が出てくるんだと私は見ておるわけでございます。したがって先ほどの６番議員の質問の中で、従来の日本政府の取ってきた政策が非常に功を奏して日本が世界第二の経済成長を逐げているこれはだれもが認めていることじやないかというふうな趣旨でありましたが市長もそのとおりだというふうにみております。私がいま市長にお尋ねしているのは、日本の経済成長は沖繩の犠牲のうえにたって成長しているんだというふうに私はみておるわけでございます。特に日本は経済成長しておりますけれども、しかし一部の資本家、この人たちの所得はふえているが一般労働者の所得はドイツ、イタリアあたりの労働者の３分の１しか所得はないというふうに統計は示しております。さらに日本の労働者と沖繩の労働者はその３分の１しか所得はないというふうに統計が出ておるわけであります。そういう意味からしても決して日本が独自の施策がよくって経済成長をしたんじやなくして、沖繩の犠牲において経済成長したアメリカと軍事同盟を結び、沖繩をアジアの拠点として、侵略の足場として沖繩が幾数年間もこの犠牲に立たされたということはだれしも否定できないわけでございます。特にお尋ねしているのは、市長もそのとおりだと言っておられます。那覇市の市民生活を向上させ、豊かな沖繩を建設するんだというふうに言っております。さらに新政会の方々もそのように言っておられます。異口同音にみんな豊かな沖繩をつくるんだというふうに言っております。

　　　　　　　　（「時間を延長いたします。」）

　したがって沖繩が豊かでないということは与野党問わずだれしもはっきりいえるわけであります。なぜ豊かでないかということを私は市長にお尋ねいたしますが、特に沖繩が異民族支配を２７年間続けられ、

　　　　　　　　（「時間延長いたします」という者あり）

（午後４時０分）

　あらゆる人権を無視された沖繩の復興がいろいろの面において支障があったということが裏付けられると思います。市長にもう一つお尋するが、佐藤総理が言っておられるように“沖繩の復帰なくして日本の戦後は終らない”と名セリフを残しておりますが、あのときは評判がよかったんですが市長は沖繩の戦後は終ったとみるか、先程申し上げましたように日本経済の成長は沖繩を抜きにして経済成長があったとみられるか、この点についてお尋ねいたします。特に消防関係でありますが、学校あるいは保育所関係は市民から特に要求があるようであります。市長の施策として救急業務が市町村に移管されたのでこれをもとにしてレインジヤー隊、パトロール隊を強化しあらゆる設備を整えたいということでありますが、まずその前に小祿、首里に相当の市営住宅があり、なお建設途上でありこれからも大きな団地ができるようになります。そこで消防の出張所を強化する必要があると思いますがその点について市長の見解を承りたいと思います。以上質問申し上げましてあとは自席から答弁によって再質問いたします。









○　市長（平良良松君）

　　日本経済の高度成長は沖繩のお陰だというご指摘でございますが一面そのとおりだと思います。ということは戦後瓦礫の中から立ち上がった日本経済でありますが、そのとき日本には何にも外国に売るものも出すものもない、むしろ自分の口を糊するのに精一ぱいでありました。そして暫くたってから朝鮮戦争が始ったのでその兵器、弾薬製造工場の役割りを引受けて大きく金儲けをしたわけであります。それと同時にアメリカのクレジツトが設定されていろいろと財政投融資が出て来た。その中で貿易振興を講じてきたわけでありますが当初はほとんど外国貿易が赤字であったことは当然のことであります。資材も輸入しなければならないし施設投資もしなければいけないということで赤字貿易でしたが、唯一ヵ所沖繩ただは２０年間黒字貿易を続けて来たのでありまして年々その額も大きくなりまして最初数千万ドルから数億ドルという巨額の黒字貿易を沖繩との間になされたのであります。“沖繩にドルの雨が降る”といわれたくらいであります。このドルの雨は沖繩の珊瑚礁地帯のせいばかりではなくて日本の独占資本主義の早速の市場として着目されてすべて日本の商品が売られたわけであります。従って日本貿易の屈指の市場として大きく日本の戦後の資本主義の発展に貢献したことはお説のとおりであります。そのことから今日では儲かり過ぎて１６０億ドルという外貨の蓄積をもたらして外国から嫌われるような形になっております。それが豊かなＧＮＰ世界第二を誇る経済大国になったことは即時に国民の豊かな生活というものにはつながらないように思われますことはご承知のとおりでありましてＧＮＰは自由諸国において第二位でありますがこれが国民に還元される度合は世界で第２３番目になって外資投資国並みといわれております。そのことは何を物語るかといえば日本の政治がＧＮＰ中心主義、独占中心主義になって一般国民へのしわよせには余り配慮がないという結果になって来てると思います。沖繩の繁栄もそのとおりであります。単に観光資本が導入されて大きな建物ができる、あるいは石油産業が導入されてそれがただちに沖繩の繁栄につながるものではないということを強く考えなければいけないと思っております。そこで次は、沖繩の戦後は復帰によって終ったと思うかということでございますがこれも私は終ったとは思いません。むしろ沖繩の戦後処理はこれから第一歩を踏み出すというような気持ちがいたします。施政方針にも述べましたように、単に復帰したから何でもかんでも願いどおりに行くと、これからは新しい世替りになるという考え方じやなくてもつと厳しくみずからを律して世替りではなくて世直しはわれわれの手で築かなければいけないというふうに考えます。沖繩の戦後処理はこれからでありわれわれはその一環として那覇市政を明るく豊かにするためにも軍用地の開放、自衛隊の配備反対ということはこれははっきりと市民の意思として表示していかなければいけないというふうに考えます。これは市の職員とか議会の議員あるいは市長だけのうたい文句ではなくて本当に平和憲法に則った平和憲法を遵守してこれを守り育て発展させてゆくことが次の世代へのわれわれの大きなおみやげであり、また戦争で生き残ったわれわれの責任ではないかというふうに県民一人一人が心して考えなければいけないと思います。次に那覇市内の建物の高層化、近代化に伴って消防の強化をはからなければいけないし学校や保育所その他も市民からの訴えがあるが市長は消防陣の強化についてどう考えるかということでありますが、これは先月１３番議員からもご指摘がありましたが今回は消防陣の強化というのに十分な対策をたてることができなかったわけでありますが引続き努力を続けてゆかなければいけないと思います。特に市街地が首里、真嘉比、古島、と今日まで農耕地だったところに拡がってまいりますと必然的に消防陣の強化が要求されてまいります。そういったことで必要に応じて出張所も設置するし、また隊員の充実をはからなければいけないというふうに考えております。








○　久高友敏君

　　最後にお尋ねしますば、先程からのご質問の中にもありましたが、本土政府からたくさん補助金をもらって市民の福祉向上、都市建設のために邁進すべきであるという要望もありましたが市長の施政方針はあくまでも住民本位の主権在民の政治を行うというふうにうたっておりますが市長は補助金等を得るために平身低頭で本土政府を拝み倒すことによってそれをなしうると考えているのか。









○　市長（平良良松君）

　　封建社会時代は“民はようしむべし知らしむべきからお”ということがいわれましたし、またおかみの命令にそむくことは反逆とされておりました。しかし民主主義の社会においては政治の主権は国民にあるんだということがはっきりうたわれ全世界の人達が骨定している世の中になっております。従いましてこれも憲法に規定されておりますが、第３章の国民の権利及び義務の中にうたわれておりまして法のもとの平等、国及び公共団体の賠償責任、奴隷的拘束及び苦役からの自由、そういったいくつかの国民の権利を保障する規定がうたわれております。われわれはこの憲法の保障によって制度化されてさらにあるいは国家の対策、施策によって地方自治体というものが育成発展されるべきものであると考えております。従いましてわれわれは任命主席時代に与党でないと補助金ももられないという考え方がございましたがこの際こういうことはわれわれの頭から払拭していつてあくまでも国民の権利に基く地方自治体としての要求を盛り上げていって民主的な市政の具現に邁進しなければならないと考えております。中央にぺこぺこしなければ補助金がもらえないという時代遅れの考えはわれわれの頭から一日も早く払拭し市民が主権在民の理念に立脚した行動をとられるように要望いたします。私はそういう意味から、たとえば那覇市の都市計画につきましても那覇市に国県有地が少ない、従って国県有地の払い下げを要請してもなかなか都市計画に利用できる土地が少ないので政府当局に対して国のお金で土地を買って那覇市に寄付しなさいということも冗談ではなしに総理府総務長官とかあるいは大蔵省政務次官に申し入れております。その理由としてはわれわれが土地闘争という激しい戦いをもって沖繩の土地を守っていなかったならば今頃アメリカに取得されてアメリカの既得権を取りかえすために日本政府は政治的な相当の譲歩をしなければならないし、あるいは物資的な賠償をしなければすまない、そういうことにならないですんだのは、５,０００万坪にのぼる沖繩の国土がなんの賠償もなしに県民の手に残ってるということは県民の土地闘争のたまものだ、その例からしても沖繩県の、施設とか、市の施設のために政府は当然幾らかの土地を買ってでもこれは無償譲渡すべきではないかという議論をいたしております。しかし、それをあながち無茶苦茶な議論だとは受けていないような印象を私は持っております。そういうふうにわれわれとしてはいままで沖繩がおかれた環境、そういうものをつぶさに政府のいろいろの人に認識させることによって新しい沖繩県をつくっていかなければいけない。おじぎや贈り物によって相手の歓心を買って何がしか得ができる、という考え方はもはやわれわれがとるべきところではない、というふうに考えております。









○　久高友敏君

　　市長にもう一回お尋ねしておきたいのですが、さっき申し上げました小祿、首里の地域において非常に消防が不便だ。特にご承知のように首里、小祿は遠隔の地であり、消防業務が非常に弱体化しているので。ある日、突然火事の場合には道路は錯綜するし、消防車が中央のほうから行くまでには相当の時間が要する、したがって小祿、首里には建設住宅がどんどんふえていく。人口は日ましにふえていくが、中央のみをそういう強化をするんではなくして、やはりこういう消防施設を持ってきて、いつでも早急の対策が講じられるような態勢が必要とこう思いますが、市長は先の答弁では消防陣の強化という面だけで終わっておりますが、そういうふうな分遣所を強化する必要があると本員は考えるがそれに対してもう一回当局のご答弁を求めます。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。消防分遣所の設置の問題につきましてはその地域の人口密度、建物の件数、あるいは地勢等を勘案いたしまして、これから拡充の方法をとらなくちやいけないと考えております。ただ具体的にただいまどこそこに分遣所をつくる、あるいは支所を設ける、というようなところまではいまだまいっておりません。しかし、ご案内のとおり那覇市はどんどんどん拡大してまいりますので、どうしても消防陣の充実、強化ということもこれは焦眉の急務だというふうに考えております。以上でひとつご了解をいただきたいと思います。









○　副議長（仲本安一君）

　本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。明日２２日本会議を開きます。

（午後４時１８分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　上会議録を調整し署名する。

　　　昭和４７年５月２１日






　　　　　　　　　　　　　　　　　　副議長　　　仲本安一　　㊞




　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　　真栄城嘉園　㊞




　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　　比嘉佑直　　㊞
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○　副議長（仲本安一君）

　　開会前におはかりします。市長より申し出がございまして本日１２時半より復帰を記念して姉妹都市であるハワイホノルル市長との電話のインタービユーがありますので、従いまして本日の日程がもし午後にまたがるようなことがあれば午後は失礼させてくれとのことでありましたのでその旨ご了承願いたいと思います。









昭和４７年第１４０回那覇市議会会議録（臨時会）







	
			○　５月２２日（１７日目）
			（午前１０時２５分　開議）
	

	
			（午後　４時３４分　散会）
	








○　出席議員（２５名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君　　　１８番　　仲本安一君

　　　２番　　中村昌信君　　　　　１９番　　金城吾郎君

　　　３番　　瀬長フミ君　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　　５番　　喜舎場盛一君　　　　２１番　　久高友敏君

　　　６番　　仲村正治君　　　　　２２番　　喜久山朝重君

　　　７番　　　欠員　　　　　　　２３番　　宮城武君

　　　８番　　上原綱正君　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　１０番　　島袋宗康君　　　　　２５番　　比嘉直君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　　２６番　　安見福寿君

　　１２番　　　欠員　　　　　　　２７番　　玉城栄一君

　　１３番　　平良信一君　　　　　２８番　　　欠員

　　１４番　　宮里敏慶君　　　　　２９番　　椿秀義君

　　１５番　　金城重正君　　　　　３０番　　大浜長弘君

　　１６番　　高良文雄君

　　１７番　　又吉久正君

○　欠席議員（２名）

　　　４番　　辺野喜英興君

　　　９番　　金城甚松君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　説明のための出席者

　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　企画部長　　　　　　　　平良清安君

　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　保健衛生部長　　　　　　内間武義君

　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　秘書課長　　　　　　　　岸本安神君

　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　事務管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　企画課長　　　　　　　　外間政彰君

　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　用度管財課長　　　　　　宮城信君

　　商工観光課長　　　　　　与古田永盛君

　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　清掃課長　　　　　　　　篠原英一君

　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　広報課長　　　　　　　　伊礼孝君

　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　納税課長　　　　　　　　新垣政律君

　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　港務課長　　　　　　　　上原一男君

　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　水道局総務課長　　　　　嘉数清孚君

　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　選拳管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　調査係長　　　　　　　永山盛広君









　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










昭和４７年第１４０回那覇市議会臨時会議時日程第１７号






昭和４７年５月２２日（月曜）午前１０時開議









第１会議録署名議員の指名

第２仮議長の選任を議長に委任するの件

第３議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算　　（市長提出）

　　議案第１０５号、那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　副議長（仲本安一君）

　　これより本日の会議を開きます。









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は玉城栄一君、大浜長弘君、を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第２、仮議長の選任を議長に委任するの件を議題といたします。

　おはかりします。地方自治法第１０６条第３項の規定により、仮議長の選任を議長に委任願いたいと思います。これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）









○　副議長（仲本安一君）

　　ご異議なしと認めます。よつて、仮議長の選任を議長に委任することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　副議長（仲本安一君）

　　日程第３、議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算。

　議案第１０５号、那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について以上２件の事件を一括して議題とし質疑に入ります。









○　大浜長弘君

　　議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算について質疑いたします。説明書の４頁、市民税が５,３５１万８,０００円が減収になつた理由について説明していただきたい。次に、今度復帰によつて新しく設けられた市たばこ消費税２億７２８万５,０００円が歳入になつておりますがその算定基準はどういうふうになつてるのかお伺いいたします。次に同じく電気ガス税の算定基準について。次に従来徴収しておりました特別とん譲与税が費目存置になつておりますがその理由についてお伺いいたします。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。市税の収入減につきましては特例措置によりまして年額課税分の４分の３を徴収することになつたこととさらにまた資産評価のドルから円への読み替え、それから前年度の所得の読み替えでそれぞれ３０８円と読んだために減となつております。そのほか新築家屋については２分の１課税となつたことと、さらにまた外国船舶についても非課税になつたことによる収入の減であります。そのほかに大きなものとしては事業税が県へ移管したことであります。市たばこ消費税の算定基礎は国勢調査による人口によつて一応計上することにしてあります。これは地方課の指導によるものであります。電気ガス税などについても実績による算出でございます。特別譲与税につきましては今のところ具体的な数が把握できないという状況になつております。









○　大浜長弘君

　　市たばこ消費税の１人７５０円の２７６,３８０人分の２億７２８万５,０００円という算定基準はどこから来たんですか。それと特別とん譲与税でまだ外国船舶の数が把握できないということですが、すでに設定して２ヵ年になりますが２年間特別とん譲与税を徴収しながらも日本船舶がいくら、それ以外の船舶がいくらと把握できないのはおかしいと思いますがその点についてお伺いいたします。









○　財政部長（伊波静男君）

　　特別とん譲与税は設定して２ヵ年を経過しております。これは従来本土の船舶も外国船舶として特別とん譲与税が課税されておりましたがこれが今度とれなくなるわけでございます。これからは純粋な外国船舶の問題になりますのでそれについては十分実態を把握してない状況にあります。市たばこ消費税の算定につきましての具体的な数字は地方課から示されておりますがその単価の数字についてはよくわかりません。









○　大浜長弘君

　　財政部長がおつしやるように日本船舶の特別とん譲与税がとれないことはよく知つております。しかし過去２ヵ年間で外国船が月いくら年間いくら入つているということを把握していなければならないと思いますがそれがなされてないということはおかしいと思います。次に７款の交通安全対策特別交付金が費目存置になつておりますが、この交付金は交通事故による反則金の相当額が市町村に交付されるがその使途は都道府県に公安委員会が設置する道路交通安全施設の範囲内であれば選択して自由に使えるという項目がありますがなぜその交付金が計上できなかつたのか、という点と歳出第６款、農林水産業費の３目漁港管理費の８節報償費１,０８０万円、安謝埋立に伴うくり舟業者への見舞金となつておりますがその算定基準についてお伺いいたします。









○　財政部長（伊波静男君）

　　交通安全対策特別交付金につきましてはその額について地方課といろいろ調整しておりますけれどもこの件につきましてはまだ十分な数字が出せないということでありますのでこれについては年度中途で補正する考えでございます。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。安謝くり舟業者の補償金の請求は埋立当初から各年なされてきたようでございます。そのようなことで昨年の夏にこれらの人々が１００名余り補償要求をするということでしたので鋭意検討したわけでございます。公共の福祉ということで埋立てが進められてゆくそして港湾建設が進むという中で市民生活の権利が侵害されてはならないという基本的なものをとらえまして補償というよりも見舞金を出すというふうに決定いたしました。それは６５年の第二次埋立てがなされたその時点で法律に基づくとすれば補償をしなければならないわけでございますが、これの埋立許認可者である琉球政府のほうでこれの決定がなされなかつたというような経過を辿つておりますので当局といたしましては埋立事業者である市当局といたしましてはこれに見舞金を出すというふうに決定したわけでございます。その根拠といたしましては本土法によりますと公有水面埋立法その他いくつかの法律がありますがその基本的なものといたしましては電源開発方式、農林省農地方式の二つがあつてその算定方法の基本をなすものでございます。そしてその計算は１０年分の補償とするか、あるいは１３.３年分の補償とするかは年利廻り６分にするか、あるいは８分にするかということでわかれてきます。

　その基本的な計算万法は平年収入から平年の経費をさしひいて年利廻りで割つてゆくわけでございます。そしてどの程度の損害を与えておるか、という損害率をかけて出したものが補償額になります。こういう計算方式をとつておるわけでございますが、大体これまでの６５年の平年収入額が６６６ドルという統計庁からの額をとらえました。それから年間の経費を差し引きまして、そして収入額を６００ドルと押さえたわけでございます。これは１０年方式をとりまして、そしてこの算定をいたしました時点で私たちが推定いたしました対象人員というものが多く見積もりましても４０名、あるいはそれ以下である。実際にこれは安謝の埋立地域での漁港に従事した人員の推定でございますが、人員の最高限度を大体４０名と押さえまして、そして損害率を大体１０％という率に押さえております。と申しますのは、６７年、６８年、７０年の大体平均収入額を差し引きまして、大体１１％、１１.４１％になりますが、その程度の落差がございますし、それから埋立て漁業権設定区域に対する埋立て地域の率から見ましても、それは１２.５％という率になります。それから人員の把握が最大限４０名ということで、それ以下の人員であるという確信をもつておりますので、その損害率は１０％に押さえたわけでございます。このように計算して出てきた額が３万ドル。それを円に換算したとこういう事情でございます。









○　宮里敏慶君

　　歳入の第９款、３目土木使用料の中に道路占用料として５４８万６,０００ドル計上されておりますが、那覇市には道路の潰地が約１８万坪もあるということをこの前の議会でご答弁なさつておりますが、潰地に対しては補償はしていない。しかし道路占用料として５４８万余ドルを計上しておるということですが、払うべきものは払わないで取るべきものは取るという権利は主張して義務を果たさないということになりますが、これについてお伺いいたします。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。那覇市の道路、那覇市道の建設につきましては潰地補償を全然やつてないということではないわけです。このことは戦争中あるいは戦後、あるいは地域がまだ自然発生的な道路が構築された時点の道路。その後道路法の施行によつて市道認定された分についての道路の補償費がまだ未解決だというわけでありまして、その後の道路の改修、あるいはまた新設等による道路工事については道路に対する潰地補償は行なつております。そこで占用道路の問題ですが、これにつきましては当然道路は一般の公共用に供しておる施設でありますので、少なくてもそこに道路占用物がありますと道路法の規定に従つて道路占用料は徴収すべきだと思います。さらにまた公共性の高いものについては当然減免措置が講じられております。









○　宮里敏慶君

　　権利を主張するものは義務を果たすべきだと思います。これは法律でもそううなつておりますが、この潰地に対しまして市はいつごろからそれを支払う意思があるかお伺いします。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。過去においての道路の潰地補償につきましては、去つた６９年度からその潰地の実態調査をやりましようということですでにその調査を開始いたしまして、その実態を把握いたしまして、それによりまして今後これの解決にあたつていきたいと思います。なにぶん相当の面積、筆数、あるいは金額にのぼりますので一気にこれが解決ということはなかなか困難ではなかろうかと思います。









○　宮里敏慶君

　　潰地補償に対しては過去の議会においてもいろいろ質問されておりますが、調査してはつきりした坪数が出てから支払うというようなことでいつも同じご答弁でございますが、沖縄も本土復帰いたしましたしましたし、こういうふうに多額の潰地補償費になると那覇の財政ではとうていむずかしいと思つております。それで、こういう潰地補償に対して本土政府に折衝して補助金を要請してもらう意思があるかどうか、それをお伺いします。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。国庫補助を要求する意思があるかどうかということでございますが、那覇市といたしましては昭和４６年度からこれの国庫補助を要請いたしております。ところがこれは単なる那覇市だけの問題でなしに沖縄市町村の共通する問題でございますので、一応ほかの市町村と十分な根拠を持つて歩調をそろえてからこれを正式に要請すべきではなかろうか、ということが当時の琉球政府の考え方でありました。那覇市は要求いたしております。









○　黒潮隆君

　　説明書の１７０ページの区画整理事業への繰出金についてお尋ねし、それに関連して質問したいと思います。この１７０万４,０００円の繰出金は市の区画整理事業費の負担金として特別会計へ出しつぱなしになるのか、あるいは区画整理事業特別会計から事業が済み次第一般会計予算に繰入金として戻つてくるのかどうか、それをまずお尋ねしたいと思います。その次に、ここで予算審議において明らかにしていかなければならないと本員が考えますのは、きのうの施政方針に対する質疑の中で５番議員、自由民主党の喜舎場議員の質疑の中で、寄宮の区画整理事業が着工されるような運びになつているけれども、しかし裁判闘争にまで発展したこの区画整理事業が地主の要求していた方向ではなしに、むしろ前任者の区画整理事業計画よりも地主の負担や市の負担が軽くなつていない、というふうな質問がなされ、そこに担当部長がそうではないというふうな答弁がなされましたけれども、しかし、質問者はそれを明らかにしないまま当局の説明を了解したのか、あるいは持ち時間の関係で追求がなされなかつたのか、あるいは納得したのか明らかになつていないので改めてお尋ねしたいと思います。この区画整理の問題はご承知のように１９６６年以来、当時の琉球政府や、那覇市を相手どつて裁判闘争にまで発展していつて闘い続けられた事件であります。しかしながらこれが円満解決して区画整理事業が始まるがこのことは今後行なわれる他の区画整理事業にも大きな影響を与えていくんじやないか、というふうに私は考えるわけであります。そこで明らかにしていきたいのは、総事業費の１６４万ドルというのは前任者の計画と現在進めている計画と大体同じ総工費になるのか。さらに日本政府から１４６万４,０００ドル余も補助金が入つてきます。

　西銘市長のときには一仙も本土政府からの補助金はなかつた。しかし革新は経済に弱い、自民党政府と直結していないので補助金はあまりもらえないんだ、というような批判も時に選挙のときによく聞かれるけど、ほんとに146万ドル余の補助金がこの区画整理事業に投入される約束ができておるかどうか。それからその前任者の計画では那覇市の負担が６６万ドルあまり、琉球政府の負担も６６万ドルあまり、那覇市の負担も６６万ドルあまり、地主の負担が３３万ドルあまりになつていたわけですが、今回は琉球政府、すなわち沖縄県はｌセンの補助金も出さなくて済んだ。そして那覇市は６６万ドルあまり負担する計画になつていたのを１６万ドルあまりで済んだ。さらに地主は３３万ドルあまりの負担になつていたのを実際には１万９,０００ドルあまりしか負担しなくて済む。しかし地主は２０万ドルまで下げてもらいたいという要求があつたという報告がありましたが、喜舎場議員の出したのは前任者のほうが地主や市民の負担は軽くなつていたということですが、これは前年度予算を見て予算の見違いかどうかしりませんが、これを今一度確認したいと思います。さらにもうひとつこの区画整理事業に対して地主は話し合いがまとまらないままに、１８０人の機動隊を導入しブルトーザーを突つ込んで７３才になるオバーさんの腕を折つてしまつたという独裁的な、非常にむちやくちやな市政が運営されたためについに裁判にまで持ち込まれた。しかしこの事業が進められて地主との話し合いがまとまつたということですが、その裁判は取下げられているのかどうか。さらに地主と那覇市との話し合いの中でまとまつたというものをきちつと、たとえは事業を進めていく上においての確約書みたいなものそういうものも取り交わされているかどうか、それをお尋ねしたいと思います。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。寄宮地区への繰出金１７０万４,０００円につきましては区画整理事業に対する市の負担分であり、対応費でありますのでそのまま出しつぱなしということであります。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。総工事費につきましては工事費の値上がり等いろいろありますので当時よりは随分上がつております。それからこの工事の進め方につきましては第二助役と区画整理課長が建設省にまいりまして、建設省との話し合いの中でまとまつてきた事項であります。そのことにつきましては２０番議員がおつしやつたとおりであります。５番議員のご質問の中にもあつたわけでございますけれども、地主の負担といいますのはこれは土地で提供するものでありまして当初の計画では約１,５００坪の予定でありましたが、それが訟訴に入る時点においては約３分の１に減りまして４４５坪、それから地主との話し合いの中でいろいろ検討してきましてそれの約半分の２２０坪を市の案として出していたわけであります。そこで地主のほうとの話し合いではだいたい２２０坪の負担はやむを得ないであろうということでありましたが、建設省との話し合いの中でこれがまた半分に減らされまして１０３坪ということになつております。当初の計画に比較しますと約１５分の１、訟訴に提起されたものとの比較では約４分の１ということになります。次に裁判の取下げにつきましては地主のほうとの折り合いがつきまして、地主のほうが裁判の取下げをいたしました。次に事業の進め方についての確約についてでありますが、地主のほうと琉球政府との間で覚書きが交わされまして那覇市から事業変更の申請がなされた場合には当然琉球政府としてはそれを認めるということが、中心になる覚書きの交換がなされまして、それはすで実行に移され事業変更の認可がおりております。那覇市との間にも覚書きが交わされまして地主のほうから強い要望がありましたように民主的に進めていくこと、日本政府の援助金を大巾にかち取ること、市、地主の負担を軽くすること、そういうような趣旨をもつた確約書、覚書きを締結いたしております。









○　仲村正治君

　　議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算についてお伺いいたします。まずこの予算全体から見まして今日まで沖縄の市町村財政というものは弱い琉球政府の財政基盤の上に運営されたためにいろいろと都市建設の面で非常におくれをとつてきたわけであります。それについて私たちは復帰をして早めに、その本土政府の財政援助のもとにこれらの市町村運営をやつていかなくちやならないというふうな大きな期待をもつていたわけでありますが、復帰初年、元年というべき４７年度の本市の予算は歳入の面で２０億３,３２０万３,０００円の歳入減、こういう結果が数字の上に出ているわけでございます。その理由といたしましては前回の予算書の説明のときに、港湾事業費の特別会計への繰り替え、あるいは教職員費の県費負担といろいろと内容の説明があつたわけでございますが、この私たちの期待とは裏腹にこういう結果が出てきたということについて市当局は政府に対して財政援助の確保の面、そういう折衝をしてきたのかそのことについてお尋ねをいたしたいと思います。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。２０億の歳入減ということについてのご指摘でございますが、先にもご説明申し上げましたように教育予算での教育職員給与としての分が今回からは県の支出ということになりまして、実質的には歳入が１１億７,４８６万５,０００円の増でございます。









○　仲村正治君

　　どういう数字で１１億の増になつているかわりませんけれども、この予算全体から拾いあげてみますと、きのうもご指摘申し上げましたが７２年度予算の繰越金が２５億５,７００万円、私が拾い上げただけでもあるわけでございます。そういう中で港湾特別会計が１２億７,４００万円減になつております。これは特別会計との都合もあるわけでございますけれども、それはいいといたしまして、この前年度の繰越し分を引いても１１億の予算増になつておるのか。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。そのとおりでございます。









○　仲村正治君

　　歳入第４款の国有提供施設等所在市町村助成交付金並びに第５款施設等所在市町村調整交付金、この２つが費目存置になつている理由についてお尋ねをいたしたいと思います。









○　財政部長（伊波静男君）

　　ご指摘の２つの目につきましては地方課ともいろいろ調整をしてまいりましたけれども、まだその数字は確定できないということで年度中途ではつきりし次第補正をするつもりであります。









○　仲村正治君

　　この第４款、５款につきましては地方課との調整がついていないということでございますけれども、本土政府の４７年度予算の中にはこの種の予算はすでに計上されておるわけでございますが、一体この４款、５款に相当する財政交付金が那覇市に幾らぐらい交付されるかということにつきましては、私は東京事務所を通じてこういうものはつきりした数字でなくてもだいたいの概算はつかめたとかように思うわけでございます。何のために東京事務所があるんですか。









○　財政部長（伊波静男君）

　　ご指摘のとおりこの沖縄全体に対する数字ははつきりしておりますけれども、これまでに具体的な配分の方法につきましては現に自治省から地方課へまいりましていろいろ検討をしておるようでございまして、そういう意味で具体的な額がわからないということでございます。









○　仲村正治君

　　それでは歳出の面についてお尋ねをいたしたいと思います。第７款、商工費１項５目の市場建設費が９,８７０万７,０００円計上されておりますが、この市場はいろいろと工事が延長されてきまして最終的には本年の６月末までに完成を予定しておつたと思いますけれども、予定どおり６月一ぱいに完成できるかどうか。この点についてお尋ねをいたしたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。６月一ぱいに完成の予定であります。ただシヨーケースとかそういうふうなものの点で業者との話し合いがにつまつていないところがありますので、そのことによつては電気工事、水道工事の一部が少し延びるかもしれません。しかし６月一ぱいにわれわれとしては完成させるつもりであります。









○　仲村正治君

　　建設部長はこの市場を予定どおり６月一ぱいに完成するということでございますがけつこうでございます。しかし２２節に補償、補塡及び賠償金という中で１,４２８万５,０００円の予算が計上されておりますが、これは説明の中で牧志公設市場建設工事工期延長ということになつておりますけれども、この賠償金はどういう意味で予算計上してあるのか。これについてお尋ねをいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。ご承知のようにこの市場建設についてはいろいろ問題がありまして、その中でも特に問題になりましたのは基礎工事の段階で基礎工事ができないという状態がありまして、そういうふうなことで業者の責任においてではなしに市の責任による工期のおくれ、そういつたふうなことが主な理由でございます。









○　仲村正治君

　　工期内に納められるということであれば賠償金の必要があるわけですか、たとえその工事日程の中では、工程の部分的なおくれがあつても全体的な工期においておくれがなければそういうものは要らないわけです。こう思いますが。









○　建設部長（水間平君）

　　先ほども申し上げましたように基礎工事の際に基礎工事ができないという状態になりまして、工期延期をいたしましてその工期を延期した期間が６月一ぱいということであります。









○　仲村正治君

　　この賠償金の件については、これだけ１,４００万円も余分に経費がかかつてきますと、いろいろ市場の使用料の算定の面でも大きな狂いが出てくると思いますけれども、市場の使用料はこれを含めてなさるのかどうか、この点についてお尋ねいたします。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　お答えいたします。使用料算定の基礎には入つておりません。









○　仲村正治君

　　ただいま使用料の算定基礎に入つてないということでございますが、この市場の建設計画では市からの繰出金もほとんど計画当初において組み入れられておるということになつておりますが、これだけ余分な負担が一般会計の中にかかつてくるがこういうことでこの建設事業は妥当な進め方だというふうに考えておりますか。この責任は一体だれがとりますか。　お答え願いたいと思います。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。






（午前１１時１２分　休憩）

（午前１１時１３分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　建設部長（水間平君）

　　ご承知のようにあの市場の問題につきましては、業者あるいは地主そういうふうな非常に複雑な問題がありまして、これはやむを得ない事情であつたんじやなかろうかと思います。









○　仲村正治君

　　本員は工事の工期のおくれや、そういう手続きの面で聞いているわけじやあございません。こういう市場をつくる全体的な計画の中に市債が幾ら、市負担が幾ら、一般会計から繰り入れる金が幾らあるか。あるいはその中で使用される方々はどういう形で負担をしていかなければならないという当初の計画はあるわけです。こういうふうに予期しない負担が出てまいりますとこれをどう補い埋め合わせていくのか。ただ予定より余分にかかつたからこれを一般会計で負担しようというやり方では今後の都市計画事業、そういつたものができないんじやないか。特に市場は独立採算制という基本事項に基づいてつくられるわけでございます。かかるだけの費用をその使用料でまかなうというようなことでこの市場建設事業はやられて、それに準ずる形での事業の性質だと思いますけれども、こういつた当初予定しない負担がかかつてくる場合に、そのまま一般会計で負担していいのかどうか。この点についてお尋ねいたします。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答えします。市場の建設につきましては、従来のいきさつについてもご承知だと思いますが結局現在の市場を改築して、きのうからお話しもありましたようにスプロール化したのをまとめていきたい。さらに市場をつくらなきやいけない状態になつたようなこともご承知だと思いますが、これをつくつていくというひとつの方針に立つて市長は建設をしたわけであります。さらにいまおつしやる独立採算制につきましては、これは当然市場に入いる人から取るべきかと思いますが、しかしあまり使用料が高くなりますとその市場の使用者も非常に困るわけでありますので、一応は先ほど経民部長から話しがありましたように計算の基礎にあげていないわけでございます。しかし市場を建設いたしまして、いろいろなハプニングがございまして当初の計画どおり進まなかつたわけです。これもご承知だと思います。そういう意味で途中で金がかかるようになつたのでこれをやめるというわけにはいきません。

　必要であるならばこれを将来起債にまわすか、あるいは採算が立つならば使用料に入れてもいいと思います。とにかく建設を始めまして途中でこれを放置するわけにはいきませんので一応は一般会計から支出をいたしております。しかし将来はこれが問題になりますならばいま申し上げましたとおり使用料に含めるか、あるいは起債にまわすかそういうような算段をしなければならないと思います。









○　仲村正治君

　　この市場につきましてはいろいろ紆余曲折した問題があるわけでございますが市場行政の中で、いま牧志公設市場も年間約７万ドル近い市債の負担を一般会計からやつているんじやないかというふうに考えます。また新しくできる市場もこういう形で約５万ドルぐらいなりますけれども、また予期しない負担がかかつてくる。あるいはその運営の中でもこういつた問題が出てこようかと思います。こういう場合にどう対処していくという基本的な考え方をもつておらないとかかつてくるだけ一般会計からカバーしていけばいいんじやないかこういう考え方では市場の行政というものは行き詰まつてしまうと思います。こういうところに確固たる基本方針をもつてやつていただくことを要望いたします。









○　玉城栄一君

　　歳入第１０款、国庫支出金についてでございますが、これは先ほどの６番議員の質問にもございましたけれども、今回大幅に減額になつているわけでございます。先ほどの部長のご答弁で教育関係の予算についての説明がございまして、その点については了解いたしたんでございますけれども、その他の土木費、あるいは清掃関係というふうに減額になつているわけであります。先ほどの質問にもあつたんでございますけれども、今回復帰の機会に国の補助を得て、大幅に解決しなければならない問題がたくさんあるわけでございます。昨日の施政方針の中でも市長もお述べになつていましたようにそのような大事な段階におきまして、このように国庫支出金が減額になつているということになりますと、今後非常に先が思いやられるわけでございますけれども、市長のこの点についての考え方をお聞かせ願いたいと思います。









○　財政部長（伊波静男君）

　　ただいま国庫支出金が減になつているというご指摘でございますけれども、先ほども申し上げましたように教職員の給与の支出負担がなくなりまして、それでも国庫支出金は実質的に１９７２年度に比較いたしまして、再計上の分も別にいたしまして、１８億３,３０２万１,０００円の増となつております。









○　玉城栄一君

　　その点はわかりますけれども昨日の施政方針の中にもありましたとおり、本土と比べて当市は非常に格差が大きいわけでございます。ただいま１８億余の増額ということでございますけれども、われわれはなお以上に大きな期待を復帰の機会にもつていたわけであります。その点についての市長のお考えをお聞かせ願いたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。昨日の施政方針に対する質問の中でもご説明申し上げましたが、これからいろいろ都市計画の練り直し、あるいは万博へ向けての関連事業等々のかみ合わせの中で、那覇市の都市基準のおくれを細かい資料をそろえて逐次要求していく心がまえでおりまして、したがつてこの点につきましてはきのうも申し上げましたように、今年度の予算の中では具体化することができなかつたけれども、将来に向つては多分に明るい希望をもつて対処できるもんだと私確信いたしております。









○　平良信一君

　　説明書の６９ページ、第２款、総務費、第１項総務管理費の１９節負担金補助及び交付金についてでありますが、南部振興会（南部商業高校）３７２万６,０００円の補助が掲載されておりますけれども、これは確か去年でしたか本会議において否決になつたはずだと思いますが、どうしてまた計上されているのか。この点についてお伺いいたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。






（午前１１時２４分　休憩）

（午前１１時２５分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　この支出金につきましては、南部商業高校の学校建設のためにすでに支払いをしておりまして、那覇市だけがそれを支払いしておりません。ほかの町村のほうに非常に迷惑をかけておりまして、これは去年も出したんですが東風平なんかが立てかえて那覇市のぶんを払つている状態でありまして、南部の町村のほうから非常に強く要請されております。これは非常に問題になつた費用でありまして財政法違反だという話しもあります。しかしすでに当時の琉球政府と市町村と約束をしまして出したものであります。各市町村は全部負担金を出しておるようでありますが那覇市だけ出しておりません。先ほども申し上げましたように東風平なんかの村が立てかえて払つておる状態で、強く要請されております。それで再度計上したわけであります。よろしくお願いいたします。









○　平良信一君

　　南部商業高校は政府立でしてその政府立に対して地方自治体が負担するということはどういうわけか、当然政府がやるべきではないか。しかもこれは去年委員会で修正が出されてるわけでございます。どういうわけで政府立に対して市が負担をしなければならないのか。その点について。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　これはいきなり市から出すんじやなくて南部振興会という組織がございまして南部に学校を誘致するために振興会が力を入れて一応誘致運動をしております。那覇市も南部振興会のメンバーになりますので一応県に出すという方法ではなくて南部振興会から集めて振興会から出すということになつております。南部振興会が負担を政府と約束いたしまして振興会から借りた金の利子を補給してゆくということでございます。









○　黒潮隆君

　　ただいまの１３番議員のご質問に関連いたしますが、この問題は去年の予算では全会一致で修正されています。経済民生教育委員会でこの予算を削つて林業に廻わしたけれども総務委員会ではこれではまずいということになつて公園費に廻わされております。全会一致でございます。南部振興会というふうな名目になつておりますけれども政府立高校は県立になるわけでございます。市町村の責任は小中学校だけでございます。それでさえ十分にやれないのに支出するのは妥当じやないということで全会一致で削られております。従つて今回もその方向に行くと思います。その場合に法的にはどうなりますか、議会で削られて出さないという場合にどうなりますか。南部振興会は市町村に出させるだけの権限を持つておりますか。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答えします。結局南部振興会は任意の団体でして市町村に対してその支出を命令する権限はないと思います。唯南部振興会には那覇市もそのメンバーに入つておりますのでそこで決められた負担金につきましては結局法律的にには出さなくてもいいかもしれませんが会のメンバーとしての義理はあると思います。会で決められたものを履行するのが会員だと思います。支出をしなければならない義務的なものはないと思つております。唯、学校を造る場合に大体所在の市町村が誘致運動をしまして従来は造つておりまして南部商業高校の場合も那覇市の子供達が多数占めております。一つの学校を造るために従来地元が誘致のためにいろいろ工作をしまして非常な運動をしております。そこで南部に学校を造ろうということで南部振興会が誘致のために努力したと思います。そのような会のメンバーでありますので決められたものにつきましては出すべき義務はありますが今申し上げたとおり市町村に支出を命令するという権限はないと思います。









○　宮里敏慶君

　　歳出の第２款、総務費の補助金についてお伺いします。那覇市内には婦人会というものがたくさんありますが那覇婦人会というのははつきりしませんがどこの婦人会のことをいつてるのですか。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　那覇市の婦人会は那覇の連合会が一つございまして各学校区ごとに婦人会の支部があるようでございます。この補助金の対象は那覇の連合会であります。これは一つであります。その下に下部の組織といたしまして各中学を一単位として支部があると思います。









○　宮里敏慶君

　　那覇婦人連合会ということですがこれは那覇婦人会の間違いですか。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。






（午前１１時３１分　休憩）

（午前１１時３４分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　宮里敏慶君

　　那覇婦人会に２７万円補助金が計上されてますがこれは婦人会の活動状況を調査しての２７万円の補助金であるのか何も活動してないところに補助金を出すのはおかしいと思います。

　（「活動してないということがあるもんか、私の家内も婦人会ですよ」というものあり）









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　補助金を出す場合にはその事業計画をとりましてやつております。









○　宮里敏慶君

　　補助金を出すときは事業計画を見てるということですが内容を調査したことがあるのかどうか、補助金の出しつぱなしではいけませんよ。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。報告書をとり内容を検討した上で補助金を出すようにしております。









○　宮里敏慶君

　　報告書を出させて補助金は出したということですが、過去においても補助金は出しておりますが、実際に調査したことがあるかどうか。私がお尋ねしたいことは補助金の出しつぱなしではいけないので補助金を出すだけの活動をやつているかどうかということです。那覇婦人連合会は事業は何もやつてない。

　　　　（「完全にやつてるじやないか」というものあり）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。






（午前１１時３６分　休憩）

（午前１１時３７分　再開）








○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。正式の名称は那覇市婦人会でございます。活動状況としては４月から３月に到るまでの７３年度の事業計画書を提出しております。









○　宮里敏慶君

　　各校区の婦人会にこの補助金を出すということですが各市町村の婦人会に分担金というのがありますがこの補助金はそういうふうなものにあてがはれており補助金という意味を果してないのでそこを十分調査してもらいたいということであります。









○　又吉久正君

　　予算説明書の２頁、本年度予算額の財源内訳のほうに国県支出金、地方債、その他一般財源とありまして、その他の計が２１億８,２１５万３,０００円となつておりますが、これはどの款にあてるお考えですか。それとコンポストの肥料の収入ですが約半額で僅かでありますがあれは売れないのか。それから久場川から５号線に出る２号線ですがむこうの道路の改修はどうなつてるか。それと６番議員から質疑がありましたが説明書の１５４頁の５目市場建設費、２２節、補償、補塡及び賠償金１,４２８万５,０００円となつておりますが、このご説明ではやはり工事がおくれた、また着工もおくれておるというような感をしているわけでございますが、それにつきましてはその当時の議会で非常に問題になつたのでございます。ご承知のとうり、そこで、われわれはとうていあの着工はむずかしい。こういうふうな賠償金もとられるのは当然だ。こういうふうな見解でやつた。しかし当局は絶対間違いない、工事をじやんじやん進めていく、工期延長もない、と自信を満々工事着工したわけでございます。革新市政は話し合いの市政、地主も納得して、そうして着工すべきだというような精神のものであつたけれども、あれについては訴訟中に着工しておる。だからわれわれはその問題は訴訟を一応は解決してから着工すべきじやないか、というようなことも申し上げたのでございますが、一方的に地主の反対を押し切つてブルトーザーを入れて工事を着工した。そうして途中で基礎工事の計画どおりいかずにして業者をてんてこ舞いさせている。あの当時から業者はおこつておる。賠償金をとるんだというふうに言つていたんだが、１,４００万ドルあまりの賠償金を那覇市の血税から、市民の血税から支払う。

　　　　　　（「ドルじやないんだよ、円だよ」という者あり）

　一般財源から補なうというような考え方のようであるが、当時われわれが言つたとおり、訴訟のほうもりつぱに解決しておればそれだけ市民に負担をかけなかつたはずである。予想どおり、賠償金がそれだけとられるということは当局の一方的考え方に立つて着工したからだと思います。それで、この１,４２８万５,０００円の内訳はどうなつているのか。それについてご説明願いたい。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。２ページの財源の内訳の中の〝その他〟は何なのかということでございますが、これは１ページの歳入の中の９款の使用料及び手数料、それから１２款の財産収入、それから１４款の繰入金、それから１５款の繰越金、１６款の諸収入をさしているものであります。









○　保健衛生部長（内間武義君）

　　お答えいたします。コンポストに係わる財源はわずかで半額みたいになつておるが売れないのか、というご質問の内容だと思います。結論から先に申し上げまして、売れないのではございません。それはどういうことかといいますと、コンポスト運営研究会が去年の６月３日から発足いたしまして、かれこれ２０回近くの研究を進めた中で、結論としてはコンポストは製品製造が主目的ではなくて、あくまでゴミ処理を第一義的にしよう、ということでございまして、ついそういつた結論に基づきまして半分は農家還元しよう。

　つまり農協とか何とかから要求があつた場合には無償でも提供していいんじやないか、といつたようなことになりましてそのように組んであります。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午前１１時４６分　休憩）

（午前１１時４８分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　建設部長（水間平君）

　　２号線の問題につきましては非常に重要な道路だということで再三予算の要求なども行なわれておるわけでありますけれども、非常に事業費が膨大になりますのでまだその見通しが立つておりません。









○　又吉久正君

　　２号線は非常に重要道路だ。しかし金がかかるのでいま予算計上してないとおつしやつておられますが、あの２号線は当局の当初の計画では去年の１２月にはバスも通すんだというようにして新聞報道もデカデカとやりまして、地域住民は非常に便利になるんだということで喜んでおりましたが、いまだにバスの運行ができない。またあの道路を見ますというとヘビでもあんな曲りくだりの道路にはでない。道路幅が大きいと思えばまた小さくなつたりして、沖縄であのような道路のつくり方はおそらく見たこともないと本員は思うのでございます。そういう関係で陸運課としてもバスは通さないと検査できないというようなことを聞いておりますが、当初のご計画のように付近住民を喜ばしているが、去年の１２月、１月からは運行するんだということでありましたが、これを今年度も金がかかるのでできないということでございますが、しからばいつごろあの道路を改修してバスの運行もできるかその点をひとつご説明願います。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。先ほど建設部長からの答弁は都計道路の今後の整備についての答弁であつたわけでありますが、ご質問の点につきましてはすでに現在道路の改修工事を終えております。これはあくまでも将来市の都計道路の計画がございますので暫定的に現在の道路の幅をそのまま確保するということで道路の改修をやつたわけでございます。バスを通すことにつきましては首里バスから申請が陸運課のほうに出されまして、さらに陸運課、警察、またその道路の管理者である那覇市についてもその諮問を受けておりますが、バスを通しても差し支えないんだというようなことを回答いたしております。事業計画になりますとバスを通すための首里バスの申請ではなしに、現在の路線の一部変更もあわせての申請であるがために一部の営業所を廃止しなければならないというようなこともあるようです。そのために石嶺公営住宅の多分付近だと思いますけれども、その付近に営業所の設置をしたいということで首里バスはそれを含めて申請がなされておるようです。ところが具体的にどの場所を営業所にするのかということを首里バス側があの申請のときにまだ決定の段階ではなかつたようでありますし、その後、首里バスとしては具体的に地主ともいろいろと調整いたしまして、その場所を決定したようでございます。その決定によりまして、その事業の認可を与えて、バスを通すということになろうかと思います。ですからして、そのバスを通す時期の問題はあくまで申請者である首里バスとその事業認可者である陸運行政担当機関の問題であろうかと思います。









○　又吉久正君

　　いまの土木部長のご説明で大体わかりましたが、しからば暫定的補修だということですがそれは私もそのとおりだと思つておりますが、いまの道路でバスを通していいという、陸運課の検査は済んだ、ということですね。それと、あれはもちろん那覇市の将来において大きな都計道路になる。もちろん金も相当使うんじやないかと思いますが、その見通しはいつごろであるのか。

　あの狭い道路にいまタクシーでも普通乗用車でも２台すれちがうときは一方は止めておつてすれちがいをしているような現状であります。そういうところでバスが通つたならば非常に危険を伴うおそれがある。ですから当局としていつごろあれを都計道路として着工する目途がつくか。つけ加えてそれもお尋ねいたします。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。バスを通すことにつきましては先ほど申し上げたとおりでございますが、この点については陸運課には、道路管理者としてそういうふうな回答をしておりますし、さらに警察ともそういうふうな合議をとつてございます。この道路の改修計画につきましては先ほど建設部長から答弁があつたとおりであります。









○　建設部長（水間平君）

　　先ほどの牧志公設市場建設工事の工期延長の補償及び賠償金についての内訳はどうなつているかということでございますが、これは南洋土建と沖水建設と三共電気の分でありますが、非常に多岐にわたつてましてこちらでその資料をちよつと読み上げるということも大変だと思います。主なものを申し上げますと人件費、それから事務用品費だとか電話料、水道料、監督事務所経費とかそういつたふうなものがみんな積算されまして一応の見積りを出してあるわけでございます。









○　又吉久正君

　　賠償金というのはだいたいその業者と調整がつかめない場合は訴訟によつて賠償金を決めておるようなことだと思いますが、これは業者と調整したときにどういうふうな方法で何か月ぐらいの工事のおくれで起こつてやつたのか。そうして今の会社との調整はどういうふうにしたのか。最初から1,400万余の要求があつたのか、あるいはそれ以上の要求があつたのか。当局の見積りは幾らだつたのか、この点がもしわかりましたらご説明をしていただきたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。工期が約６か月延長になりましたのでその１月分の諸経費、そういつたふうなものを挙げましてそれに月数をかけて算出してあります。まだ十分に調整はしていませんけれどもある程度個々の業者とは話し合つております。だいたいこういう線でまとまるだろうというふうに考えております。この要求しておることにつきましてもいろいろの形の要求がありましてもいろいろの形の要求がありましてわれわれとしては受入れることができないと考えられるものもありますのでこつちでそれを申し上げるのもどうかと思いますが、業者のほうといたしましてはいろいろ理由をくつつけてくるわけでございます。明らかにこういうふうなものまでくつつけてくるのは不当じやないのかというものもくつつけてくるわけです。









○　又吉久正君

　　くつつけてきた当初の額は幾らぐらい要求してきたのか。それとこういうふうな工事着工のときにこういうことが生じてくるであろうということは全然当局は考えてなかつたのか。先ほど申し上げましたとおりわれわれはこの工事は相当難渋する、着工してもこの工事は進まないであろうということを当局に再三注意した。しかしながら無理押しに一方的に工事を進めたために、これだけの賠償金額が出てきておる。これは市民の血税からこれをやらなくちやいかぬが当局はそれでいいと思うのか、その点をご説明を願います。









○　建設部長（水間平君）

　　この補償の額の問題につきましては先ほども述べたわけでございますけれども、いろいろの形の要求がきておりましたがこういうふうなものは考えられないんじやないか、そういうようなことで削つた分もあります。そういうふうなことについては業者との間に話し合いはだいたいついております。それに基づいて予算を計上してあります。それから工事の延期についてでありますが、当初私たちが考えていました工期内にできなかつたことは主に立退きの問題が予定どおり進まなかつたということでありますが、この立退きの問題につきましてもいろいろ弁護士との打ち合わせだとか、あるいはこの立退きを予定されている人たちとの話し合いの中で、あるいはそういう雰囲気の中で１２月一ぱいには完成できるんだというふうな考え方をもつたのでありますけれども、やはり法律上の問題とか、あるいは立退きを予定されておる人との話し合いというふうなものが裁判問題とか、そういうふうなことじやなしに話し合つていけば解決できるというある程度の見通しなどがたつたもんですからして、無理なことをせずにやはり話し合いで解決したほうがいいだろう、少々時間がかかつてもそのほうがいいんじやないかという考えのもとにこのような工期の延期になつたわけでございます。当初私たちが考えていました１２月一ぱいにできるというようなことについては、われわれは自信をもつてやつたわけでございますけれどもそういうような事情がありましてやむを得ず延びたわけでございます。









○　仲村正治君

　　歳出８款の土木費についてお尋ねをいたしたいと思います。予算全体の中で土木費というのはやはり都市建設事業の柱をなすものだと思います。この中味を見ました場合に、特に市民の中から一番要求の多い道路の改修あるいは新設費が２項２目の道路維持費の面で１,１９３万１,０００円の減額になつている状態であります。さらに３目の道路新設改良費が４,２８５万５,０００円減額になつていますけれども、これは市民の要求がなかつたのか。どういう形でこういうふうに減額になつたのか。この点についてお尋ねをいたします。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。ご指摘のように道路維持修繕費で１,１９３万１，０００円、道路新設改良費で４,２８５万５,０００円という前年に比較して減額にされております。特に市民要求は高いわけでございますけれども市の財政上の都合がございまして減額になつてるようなわけでございます。しかし道路交通安全対策費は前年度に比較いたしまして７,５７５万１，０００円の増額をみております。今後とも予算の確保という面から最大の努力をはらいまして市民要求に応え、さらに道路の整備に当つていきたいというふうに考えております。









○　仲村正治君

　　減額になつている理由として財政上の窮屈な状態からこういう結果になつてるというご答弁でございますけれども、市長が一番施政方針の中でも強調しておられるスプロール現象の解消等、こういう面からいたしましても道路の維持管理、あるいは新設については積極的な姿勢で取組んでもらはなくちやこういうスプロール現象の解消とかという問題が解決されないわけでございます。そういう予算確保の面で市当局の積極姿勢の足りなさが現われてきておることだとこういうふうに考えるわけでございます。そこで３目の道路新設改良費の場合には予算が８,３２６万２,０００円でございます。そのうちに７２年度分繰越金が８,０８５万８,０００円これを差し引いてみて下さい。一体全体今年の予算は幾らですか。これは事務費の分しかないんじやないですか。こういう形で予算財政上の都合とかということで本当に土木行政ができるのか、そこで先ほど歳入の面でお尋ねしましたときに、確定した数字がつかめないということで費目存置にしてあるという歳入４款の国有提供施設等所在市町村助成交付金、あるいは５款の施設等所在市町村調整交付金等が確定した時点で予算補正をするときにこういう面で重点的に計上する意思があるのかどうか。この点をお尋ねいたします。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答え申し上げます。一番はじめ予算の説明の中でも申し上げましたが本年度はいろいろの委任事務によるものに対する市の負担分が相当重なりまして、さらに人件費の増、あるいは教育委員会費の増、そういうようなもので経常費に相当予算が食われまして、予算編成のほうは非常に窮屈な状態でありまして、独自の仕事をしていくために予算編成に苦しみました。ただいま６番議員のご質問がありましたとおり、今までもいろいろご質問がありましたが補助金やあるいは税金なんかについても、あるいは政府の交付金についても費目存置的なものがございます。そういうようなものはこれからいろいろ不明確なものがはつきりしてまいりますので、そのような段階において歳入がふえていきますと先ほど申し上げました道路の改修、あるいは新設そういうものにももつと力を入れたいと思います。本年度はそういう面では繰越し事業が多くて新しい事業がないようでございますが、今申し上げましたとおり将来いろいろな交付金がきますとそれをもつて充当していきたいと思つております。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。






（午後０時１０分　休憩）

（午後１時２０分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　　　　　　（「議長、休憩してください」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　　　　　　（「議長　休憩してください」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。






（午後１時２１分　休憩）

（午後１時２２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　仲村正治君

　　午前中に引き続き質疑を行ないたいと思います。先ほども第８款第２項３目、道路新設改良費についてお尋ねをしたわけでございますが、これは本年度予算が８,３２６万２,０００円に対して７２年度繰越しが８,１５３万８,０００円で、差し引きをいたしますと７２万４,０００円しか今年の実質的な予算とてはあがつていないわけです。いろいろ沖縄の都市建設、あるいは社会福祉の面でおくれている面を早急にとり返えしていかなければならないということで、いろいろ復帰対策費の中でそういう都市建設事業費も配慮されているんじやないかと思いますけれども、先ほど部長のご答弁では財政上非常に困難な事態でこういう形になつているんだという説明でございましたが、復帰対策費の中でかかる事業に対する補助金が組まれてないのかこれが１点、第２点目に同じ第８款５項５目、都市下水路費が費目存置になつておりますが、この件につきましてはどういうふうになつているのか。さらに第８款５項２目の土地区画整理費の中の２８節繰出金でございますが、これは２,２０５万７,０００円のうち山下地区、小禄地区、寄宮地区というふうに区分されておりますが、この繰出金の各事業に対する比率。これは統一したものであるのか、それぞれ会計別に異なるものであるのか。さらにその中で寄宮地区の区画整理の減歩率についてですが、従来は２１.４８が２１.４になつたということで市民負担があたかも軽減されたと強調しておりますけれども、市民負担とは一体何か。土地の減歩でなくて何んですか。それ以外にも現金で徴収する金があるのか。その３点についてお尋ねしたいと思います。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。






（午後１時２５分　休憩）

（午後１時２６分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　建設部長（水間平君）

　　区画整理についてお答えいたします。この繰出金の比率については一定はしておりません。次に減歩率の問題ですが、地主の負担というのはおつしやるとおり減歩率でありますがその減歩になつた土地の使い方によつては道路に取られるのが大きいのか、あるいは公園に取られるのが大きいのかということで異なつてくるわけでございます。いままでの計画ではいわゆる替費地といわれていたものなんですが、この替費地を処分して、その替費地が地主の事業に対する、いわゆる工事費に対する負担ということになつているわけです。それがけさほど申し上げましたように訴訟に入いるころには４４５坪の土地を売つて、工事費にあてるというようなことになつていたものが、今度の計画では１０３.６４坪ですが約１０４坪の替費地の負担で済むんだということです。そのことはいいかえますと道路の幅員を大きくすることができたというようなことになるわけであります。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。第一点、道路整備に関する予算につきましては、３目道路新設改良費と４目の交通安全施設整備費７,５７５万１,０００円のこの２つが予算についておりまして、それ以外にはついておりません。維持運営費には予算はついております。第２点目の都市下水路費が費目存置になつているというご指摘ですが、市の下水路につきましては雨水、汚水も含めまして公共下水道として事業計画を決定し認定されております。そこで都市下水路の認定された施設はまだありませんので、この予算は費目存置になつているわけです。









○　仲村正治君

　　道路行政については今回の復帰対策費において道路の維持費と交通安全施設整備費、これだけしかついていないということで非常に復帰初年度にしてはさびしい予算の状態でございます。当然、市としてはこの復帰に向けて強力に予算獲得の折衝をやるべきだつたと思いますけれどもそういうことができなかつた当局は、もつときびしい姿勢で強力に補助金確保の面での折衝をしていただきたい、このように思うわけでございます。それから２点目の都市下水路費の費目存置の件でございますが、認可とかいろいろ問題がありますけれども、前回下水道特別会計が可決されたときには雨水、汚水と都市下水の区分によつて下水道事業全般の予算は減額になつたんだということをいつておりましたけれども、やはり本予算を見てもそういう面ではちつとも予算の計上がない。これも先ほど申し上げましたように積極的な姿勢で都市建設事業に取り組んで欲しいというふうに思つているわけでございます。次に区画整理の減歩でございますが、先ほども申し上げましたように、あたかも地主の負担が大幅に軽減されたというようなことを強調しておりますけれども、もちろん道路の幅員が拡張されるということはこの地域に住む人たちが一番便利をうけるわけでございますが、こういうものは公園にしろ、道路にしろ、公共のもんであつて、その地域の人たちのものではないわけです。つまり占有権というものはないわけです。そういう面で道路の幅員を拡張したというところには前進した計画は認めます。しかし地主の負担が軽減されたということには通じないとかように思うわけでございます。こういうごまかしのやり方でほんとに地主負担を軽減したという形で今後区画整理事業が推進されるのか。もつと正しい姿のままで市民に知らせて欲しいとこういうふうに考えます。これは２１％幾らかの減歩がほんとに公共減歩のために幾ら、あるいは保留地減歩が幾らということではつきり示していただかないと、先ほど６０万ドルの地主負担が１万９,０００ドルになつたということを言つておりますけれども、４００坪余りが１００坪になつたというぐらいのもんじやあないか。正しい姿で市民に示して欲しいと思います。









○　黒潮隆君

　　先ほど私が質問申し上げましたが、６０万ドルの地主負担が１万９,０００ドルになつたということでありますがこれは誤りであります。３３万ドル余りの地主負担が１万９,０００ドル余りなつている。そうすると３３万ドルの場合半ぱでもないということでございますのでそれはやはり明らかにしていただきたいと思います。市民の負担が軽減したというのは市の出すべき区画整理事業費繰出金、これが１６万ドルで済むようになつております。最初６０万ドル余りが１６万ドルで済むようになつておる。これは市の負担が軽減されたということは市民の負担が軽減されたことを意味します。これを明らかにしていただかないと困りますよ。

　（「質疑は３回以上やつてはいけないんだ。もう２度目だぞ」というものあり）

　私は議長の許しを得て質問をしているわけであります。

　　　　　　　　　　（「４回目だぞ」というものあり）

　何を文句言うか。少し黙つていただきたい。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。従来の区画整理の考え方の基本は琉球政府、市、地主の負担につきまして４：４：２の割合で負担するというようなことを原則として事業がやられたわけであります。ところでこの寄宮地区の区画整理の総事業費は１６４万６,８５０ドルでありますが、これは従来のような考え方からしますと琉球政府の負担が約６６万ドル、市の負担が６６万ドル、地主の負担が約３３万ドルということになるというわけであります。それを地主のほうの要求はどのような要求であつたかといいますと、都市計画法の精神に基づいて事業費の２分の１は国が負担すべきだ。その残りの半分いわゆる４分の１は県が出すべきだ。その残つたものの半分半分を市と地主が負担するというような考え方のほうが正しいんじやないかというのが地主のほうの要求でありました。それで計算してゆくとどのようになるかというと、国のほうは８２万ドル、県が４１万ドル、市が２０万５,０００ドル地主が２０万５,０００ドルになるということであります。これが組合の要求だということであります。これを今度建設省との話しでまとまつたのがどのようになつてるかというと、総事業費から保留地処分金を差し引いた残りの１０の９を国が持ち、残りを市が持ち県の負担はないということであります。そのようなことでこれを金額に直しますと国の補助が１４６万４,３１２ドルになり、市の負担が１６万２,７０１ドルになり、地主の負担が１９,８３７ドルになるということであります。この１９,８３７ドルというのは現金で出すわけではございません、土地で出しますのでその坪数はいくらになるかといえば１０３坪になるということであります。減歩率は同じでありますけれども減歩になつた土地の利用によつて、たとえば道路を狭くしまして替費地を多くとつて処分するということになりますと非常に地主に不利であります。ところが保留地替費地面積をうんと減らして道路面積、巾員など増やすと大きく地主の利益になるということであります。そのようなことで今度のこの建設省との話し合いでまとまつたところの計画案は本土でみることが出来ないような大きな前進であります。本土ではこのような区画整理というのは今までにやられたことはないということであります。そういつた意味からいたしまして今度の寄宮地区の区画整理事業については建設省のほうでも非常に意欲的でありまして異例な措置をとつていただいたものと思つております。しかし、今後の区画整理がこのような形でゆくかということについては建設省でも非常に心配しているようであります。このような形で区画整理事業がもし行なわれれば那覇市の区画整理事業は本当にスムーズに行くと思います。









○　黒潮隆君

　　前任者の計画よりも本土政府のほうから来た補助金の分で市や市民、地主の負担が軽減したということがいえると思いますのでそれを確認してもらいたいと思います。









○　建設部長（水間平君）

　　先ほど申し上げましたように結論的にはそのようになります。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午後１時３８分　休憩）

（午後１時４０分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　真栄城嘉園君

　　本員は３点ほどお伺いいたします。まず第１点は公営住宅の建設というのが予算書にありますが、そこでお伺いしたいことは那覇市に公営住宅があるかどうか、私は市営住宅はあつても公営住宅はないというふうに考えております。その点をご説明願います。第２点目は予算説明書の２６頁の土木管理使用料に１,０００円計上されており重機使用料として説明されておりますがこれはどの条例に基づいて１,０００円歳入として受け入れたのか、この点をご説明願いたいと思います。第３点目は、学校教育費の件でございますが、これは小学校建設費そして屋内運動場、水泳プール、等７２年において工事が行なわれるわけでございますけれども本員がお聞きしたいことは屋内運動場、あるいは水泳プールを造り、教室を増築するといつた場合に当然備品、消耗品、机、腰掛、カーテン類と種々雑多なものが必要になつて来ますがそういつた面の予算措置が、備品購入費として出されてくると思いますがこれだけで十分であるとお考えであるのかどうか、さらにまた説明の中にあります学校割当、特別割当というものはどういうものであるか、以上３点についてお伺いいたします。









○　建設部長（水間平君）

　　公営住宅建設補助金に関連して公営住宅というのがあるかということでございますが、国の補助によつて造られているものを公営住宅というふうに呼んでおります。それから市営住宅の中にこの公営住宅とそれから第３種の市営住宅が入つて来るわけであります。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午後１時４５分　休憩）

（午後１時４６分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　第二助役（前田武行君）

　　お答えいたします。法律上規定しているところの公営住宅は那覇市にあります。たとえば小禄団地あるいは公営住宅法に基づく公営住宅であります。

　石嶺しかり、あちこちに大部あります。一種、二種ちやんとあります。唯どの行政庁が管理運営するかということになつておりまして那覇市公営住宅ということになつております。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午後１時４７分　休憩）

（午後１時４８分　再開）









○　真栄城嘉園君

　　私ども建設委員会で１００号議案を審議いたしましたがこの中での当局説明は、公営住宅と俗に呼んでいるけれどもこれは公営住宅ではない、市営住宅である、これが一種の市営住宅、二種の市営住宅というふうになつており、公営住宅法に基づいて造るけれどもこれは市営住宅であり公営住宅ではないと答弁されております。これは私は正しいと思つております。だからこそこ議案第１００号を私たちは審議いたしました。第二助役は公営住宅は那覇市にあります、といつております。

　　　　　　　　　　　（「訂正」という者あり）

　どういうことですか委員会での答弁と本会議の答弁と違うのは。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午後１時５１分　休憩）

（午後１時５２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　建設部長（水間平君）

　　公営住宅法に基づいて国の補助によつて建てられたものを公営住宅というふうに呼んでいるわけです。その公営住宅と呼ばれているものの中で１種と２種というふうに、これは補助率の違いとその規模にも違いがありますが、そういうふうに呼んでいるわけであります。実際に運営しているのは那覇市でありますので那覇市営住宅がありまして、その中には２種と３種、これは管理上の問題であります。市営住宅の中に１種、２種、３種があつて、１種と２種は公営住宅法による公営住宅ということであります。管理は皆市が行なつているということであります。









○　真栄城嘉園君

　　さつぱり意味がわからぬ。公営住宅法に基づいて３分の２補助、あるいは２分の１補助というようなことでございましたね。その中で市も一部持つ。これは公営住宅法に基づいてのことだけれども那覇市も持つ、国も持つ、そしてでき上がるのは１種那覇市営住宅なんですよ。市営住宅なんですよ。皆さんがそういうふうな名称をおつけになつて出しておられる。俗にそう言うことは言うでしよう。しかし議案としてはこれは公営住宅ではないはずである。那覇市に公営住宅はない。どこにありますか、条例のどこにありますか。その面は建設委員会でも明らかになつておる。だから予算書に公営住宅建設費とあるのはおかしいんじやないか。これは訂正しなくちやいけないんじやないか。それと

　　　　　　　　　　（「議長、議長」という者あり）

　はつきりしているのは１００号議案ですよ。那覇市の市営住宅は１種、これは公営住宅法に基づいたところのもの。２種、それも公営住宅法に基づいたもの。これを１種市営住宅、２種市営住宅という。第３種は、市独自でつくり上げたのが第３種市営住宅。以上、３つしかない。はつきりされておる議案の中でも皆さんが。皆さん方が出したんです。那覇市に公営住宅ありますと。どういうことなのかはつきりもう一度ご答弁願います。間違つていますよ。

　　　　　　（「取り消させよ」「議長、議長」という者あり）









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答えいたします。公営住宅と市営住宅ということは、市営住宅もすなわち公営住宅でございまして、公営住宅というのは地方公共団体が設置するのが公営住宅。ですから那覇市にも公営住宅はあります。しかし、これは市営であります。公営住宅の中では県営の住宅もありますし、それから市営住宅もあるわけで、それを総称して公営住宅というわけです。ですから本土の援助の場合にもこれは自治省からの通達ですが、やつぱり公営住宅あるいは上下水道の助成費にも入つております。県営、公営住宅は公共団体が経営するすなわち公営住宅でありまして、その中に県営住宅と市営住宅があります。そして予算に公営住宅建設費と書きましたのは何も間違つておりません。これは本土政府からも公営住宅助成金としてちやんとくるわけですから、公営住宅すなわち市営住宅で、公営の中にはいま申し上げましたとおり県営もあれば市営もあるわけです。ですからこれは何も間違いありません。公営住宅です。









○　真栄城嘉園君

　　委員会でやりますこれは。答弁が残つています。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午後１時５６分　休憩）

（午後１時５７分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えします。２６ページの６行、土木管理使用料の中の重機具使用料の中の重機具使用料として１,０００円を計上してありますけれども、これにつきましては従来そういう費目がございまして、この予算編成の時点におきましては重機具使用貸付条例というのがあとで廃止されることになるとのことでありますけれども、その条例はまだ委員会で審議中と聞いております。補正の時点で直したいと思つております。









○　教育長（嵩原久勝君）

　　３点目のご質問にお答えいたします。特別教室などの備品については不十分であります。これを年次的に充実していきたいと思います。









○　真栄城嘉園君

　　重機具使用料、これは予算の段階でのミスですか。と申し上げますのは、これは４月の１８日に皆さんは重量機械類の使用料を廃止する議案が出されておる、廃止議案が。提案理由といたしましては「１９７１年７月１日の改正市町村自治法の施行に伴い、重量機械類は同法２３７条により物品となり、物品の性格上これの貸付制度を存続させることは好ましくないので、この案を提出する。」昨年の７月に改正されておる。なぜいまごろこういつた廃止の議案を出すのか、というような質問の当局は「おくれて申しわけございません」というようなことでございました。私たちはこれを了として満場一致３９号議案を通したわけです。しかしながら根拠もなく１８日にこの使用料として１,０００円組んでおる。実にでたらめである。使用料の廃止条例を出していながら一方では取ると。そんなでたらめな市政がありますか。「６月の補正まで訂正します」ということでございますけれども、こういつたやつは即座にいま訂正していただきたい。

　　　　　　　　　　（「そのとおりだよ」という者あり）

　皆さん方が出した議案なんです。廃止になつておる１５日から。なくなつた条例に基づいて意味がわからぬような使用料の徴収をする、これこそでたらめでありますすぐ訂正していただきたい。というふうにお考えですか。６月まではわれわれは待たない。

　　　　　（「予算通らないよ」「訂正」「修正」という者あり）









○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。その問題につきましては予算の執行上支障はないと思いますので

　　　　　　　（「われわれはあるんですよ」という者あり）

　次の議会で補正をしたいと思います。

　（「当初予算だよ」「条例でもないのに認めるということができるか」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午後２時０１分　休憩）

（午後２時２９分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　真栄城嘉園君

　　質疑を続けます。だだいま問題になつております重機具使用料、これは市当局が廃止条例を１８日に提出しております。そこでこの重機具使用料の１,０００円は徴収することはできないと本員は考えます。前にも市当局は特別会計の区画整理を出していながら間違いを議会で発見され訂正されている。今度もまたこのようなミスを起こしていながら、６月の補正とときにやりましようということではわれわれは納得できないわけでございます。これは明らかに廃止された議案第３９号と関連するものであり、その提案理由にも１９７１年７月１日の改正市町村自治法の施行に伴い、重量機械類は同法第２３７条により物品となり、物品の性格上これの貸付は好ましくないので条例を廃止します、ということで議会に審議を願つたはずでありますが、そこでお伺いしたいことはこの重機具使用料１,０００円を訂正する意思があるかどうか。また市当局のミスを認めるかどうか。その点についてお伺いいたします。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答えいたします。ただいまの土木管理使用料の重機具の使用料でありますが、これにつきましてはこういうような法律の解釈があります。自治法の第２３９条は物品の規定でありますが、その中で物品は貸付けを目的とするもの以外は原則として貸付けることはできないとあります。ですから物品は貸付け目的以外は原則として貸付けることはできないということでわれわれは積極的に条例の廃止をしたわけでございます。しかしながら普通地方公共団体の事務または事業に支障を及ぼさないものについては、その限度において貸付けることは可能であるということです。物品は原則的には貸付けを目的とするもの以外のものは貸付けてはならないものでございますので、それでわれわれは物品貸付条例は廃止したわけでございます。しかしながら物品といえども役所の事務、あるいは事業にさしつかえがない場合には貸してもいいというふうな解釈がございます。それで物品条例を廃止しましてもわれわれ役所がもつておる重機類は遊ばすよりは、たとえば市の仕事を請負つた業者から重機を貸してくれシヤボを貸してくれということがあれば使用料条例はありませんが、相互の契約によつて貸すことは可能です。ですからこれは予算の節の説明ではありますがあつても僕はさしつかえないと思います。









○　真栄城嘉園君

　　まことに詭弁でございます。みなさんはミスを指摘されるとこれまでの方針をくつがえし、そういたしますといい、その使用条例を廃止する場合には、好ましくありませんから廃止します、ということでありながらなんで、解釈上そのようなこともできるんであります、ということでは私たちは何を審議していいかわからない。ミスを指摘されればはつきりと即座になおすべきである。それだけの雅量がないんですか。自分のミスはミスとしてこれを削除します、とこれだけも言えないんですか。条例に基づかないそういつたような出し方をしておつて指摘されると法解釈はこうであります、と、これは判例じやないんでしよう、解釈でしよう。そのような態度であればわれわれは何を審議していいですか。一貫性がない。訂正しませんか。もう一度お伺いします。









○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　これは予算ではありません。これは予算説明の資料でありまして議会に提案したものじやございません。ですからこれは予算の基礎で計算しましたわれわれの資料でございますがみなさんの資料として差し上げてあるだけであります。ですから今も申し上げましたとおり重機を貸すことはできます。条例がなくても貸すことはできます。その場合に使用料を収入するひとつの科目にしておかなければなりません。ですからこれはなおさなくてもいささかも予算には関係ないと思います。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後２時３６分　休憩）

（午後２時４２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　真栄城嘉園君

　　先ほど来質問を続けておりますけれども当局の一貫した考え方が示されない、非常にあいまいである。物品であるから貸付けは好ましくありませんから廃止します、ということで重機類の使用料条例は廃止した。これははつきりと物品だから貸付けしませんというようなことでわれわれは受けておる。みんなそうです。そこで指摘されると６月の補正で訂正します。と、また今度はひらきなおつて物品でも貸すことができます、とこういうちぐはぐな審議に応じられませんので退場します。

　　　　　　　　　　　　　（新政会議員退場）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後２時４２分　休憩）

（午後３時１２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　宮城武君

　　２４番議員が書類を取りに行つていらつしやいますんで、質問者でもありますしちよつと休憩していただきたいと思います。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後３時１３分　休憩）

（午後３時１４分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　財政部長（伊波静男君）

　　ご指摘の予算説明書の２６ページ、３目土木使用料の説明覧の重機具使料とありますのを訂正して削除していただくようにお願いいたします。









○　宮城武君

　　７２年予算案の歳入の部でお聞きいたしますが、予算書の４ページ、地方交付税２３億とありますがその件についてお伺いいたします。沖縄県に対する地方交付税、今日まで琉球政府を中心にして国庫から交付税方式ということがよくいわれたんですが、そういう形で交付税を落して琉球政府を中心にして各市町村に入つてきたんですが、今回地方交付税というのは県庁を通して市町村に入つてくるのか。県という形でプールにして計算された中から那覇市のぶんが幾らだというふうな打ち方をするのか。そういう面はどういうふうになつているのか、お伺いいたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後３時１６分　休憩）

（午後３時１７分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　財政課長（上原繁栄君）

　　お答えいたします。昭和４７年度の沖縄に対する交付税につきましては、臨時沖縄特別交付金として３６５億ありまして、平年度税といたしましては５１０億。今回に限り５月１５日復帰ベースによりまして４５７億が沖縄県にくる予定になつております。そのうち県が大体３分の２、市町村が３分の１というような割合で各市町村に交付税が入いるというふうになつております。









○　宮城武君

　　そういたしますと臨時沖縄特別交付金というのが３６５億ありますね、その配分については県で３分の２を取つちやう。そして３分の１を市町村自治体で勘案して配分していくということになるんですか。そういうふうに理解してよろしいでしようね。そういたしますとこの２３億という数字は市町村自治体に配分する交付税率の約何％を占めるのか、お聞かせ願いたいと思います。









○　財政課長（上原繁栄君）

　　このたび計上いたしました２３億の計算につきましては、県の地方課から示されました計算法によりまして基準財政需要額３７億１,８１６万６,０００円。基準財政収入額が１４億１４２万５,０００円。差引２３億１,６７４万１,０００円になるわけであります。そのうちの２３億計上してありまして、この２３億は那覇市に市町村のぶんから配分％でいいますと１５.１３％になつております。









○　宮城武君

　　そういたしますとあと３点ほど質問いたしますが、今回国庫から支出される分がこの予算書の中に提出されておりますが、その後国庫から入つてくる項目なり、あるいは国庫から出るのであろう、つまり予想される財源はないかどうかどうかそれが１点。２点目は歳出予算の面で先ほど来論議がかわされておつたんですが、寄宮地区の区画整理を中心にいたしまして、本土政府、いうところの自由民主党内閣が組織する政府から多額の援助金、負担金を引き出しまして市民負担が軽くなつたという非常に賛辞のことだつたわけです。しかしながらよく佐藤内閣打倒であるとか、独占資本と結びつく政権であるとか非難があるわけですが、都市計画の区画整理事業を端的に見ました場合になかなかいい金を出してくれておるんじやなかろうか、賛辞に値するものだとかように理解する次第であります。そういう面ではどうか、革新市政をうんぬんなさる市政におかれましても市民要求の立場に立つて、自由民主党内閣のりつぱな部分はやはり素直に受け入れる。そのようなりつぱな賛辞を送つた、相提携してりつぱな市政を行なうところに市民代表、あるいは市民福祉をより推進していく基本市政があるんじやなかろうかと思うのでございます。そういう点でわが自由民主党もりつぱな政策をもち、りつぱな市政を行なつておるものだと私は理解しておる一人であります。その面からいたしまして、そういう援助項目の中で公営住宅建設というのが、本土政府によりますと大体４７年度に９００戸建設の予定であるといわれております。この９００戸建設予定の中でわが那覇市のほうに何戸予定しておられるのか。それから建設予算の中で建設費は計上されておりますが、それが第１種であるのか第２種であるのか。あるいは那覇市独自でやつていく３種であるのか、そこら辺が説明のところではわかりかねますので１種、２種と、どういうふうな配分になつておるのか。そこら辺の説明を願いたい。それから本土政府の援助額、何％本土政府が補助をしておるのかそれをご説明願いたいと思います。








○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。今後見込まれる歳入の面はどのようなものがあるかというご質問と理解いたしますけれども、これにつきましては歳入の総括表で申し上げますと２款の地方譲与税。３款の自動車取得税交付金。４款の国有提供施設等所在市町村助成交付金。５款の施設等所在市町村調整交付金、以上がこれから歳入の見込まれる項目でございます。









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。４７年度ぶんにつきましては第１種が２０４戸、第２種が１５６戸、合計３６０戸でございます。この補助率は今年度から第１種が３分の２、第２種が４分の３ということになつておりますけれども、総事業費との割合からいきますと約６０％が国の補助、プールにしまして考えますと約６０％ぐらいということになります。









○副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後３時２６分　休憩）

（午後３時２７分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　宮城武君

　　今日まで日本政府が各自治体に補助してきた割合と比較してみますると、非常に沖縄のほうは復帰後これから社会資本の充実とかいろいろな面で補助率が高くなつておる。これは特例措置等で打たれたもんだと思うんですが、非常に優遇措置が取られているわけでございます。ただそういう中で私どもが非常に懸念するのは執行状態の問題であるので、そこら辺は委員会等でよく当局と話し合つて論議を重ねる中から内部体制強化の問題等も論議をやつていきたいとかように考えておるわけです。そこで街路事業費が計上されております。都市計画費の街路事業費の中で市民から苦情があつたり、あるいは市当局に対する陳情等が取り行なわれるのは、お互いの生活道路が交通閉鎖を来たす部分であります。下水道のパイプを引くために道路が通れなくなつたり、あるいは道路工事のために長い間自動車が通れなく放置されておる。そういうふうな状態があるんでございますが、特に密集地におけるそういう街路事業費の中で、この予算計上の段階で深夜作業というのを勘案した予算の盛り方をしておられるかどうか。密集地帯では日中にバスがストップし、タクシーも通らない。そういうふうな状態が現在あるわけでございます。具体的に申し上げますと繁多川交番の一帯ですがいま交通ストツプになつております。バスも通らない。一体ああいうのは突貫工事でどのくらいの期間でやつておられるのか、いま非常に市民から文句があるわけでございます。そういうのを予算計上の段階でああいうふうな大通り、特に中心街路になるところは深夜作業という部分を取つておられるか。また予算計上もしておられるかどうかお聞かせ願いたいと思います。それから予算計上の中では工期と予算との関係というのは非常に重要で密接な関係がある。できるだけ工期の短縮という部分を考えておられるかどうか。それをお尋ねして質問を終わりたいと思います。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。

（午後３時３０分　休憩）

（午後３時３４分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。第１点の夜間工事について見積りがなされているかどうかということについてお答えいたします。道路管理者といたしまして年間を通じて二、三回に分けまして一応各主管の道路上での工事、さらにまた占用工事等につきまして各主管から計画をとりましてこれを調整いたしまして、さらに関係者に集まつてもらつて協議会を持ちまして具体的にこの箇所は時期的にいつ、どういう方法でやるということを協議いたしましてその協議事項に基づいて事業を実施するという方法をとつております。これは公共工事、民間工事も含めております。たとえばガス工事とか、あるいは電々公社のケーブル工事とかを含めまして関係者の計画に基づいて協議会をもつておりまして、さらに交通上の問題もございますので警察の方も入れましてその協議をもとにいたしましてそれぞれ年度当初の工事に着手しているわけでございます。その中で当然夜間施行すべき工事については、おのおの夜間工事するような特定の積算の仕方、あるいは予算の見積りの仕方をとつております。ご指摘の繁多川のバス路線については下水道工事を行なう場合には押管工法をやりまして昼間は道路を開放いたしまして夜間工事をやるような計画で進めて来たわけでございます。ところが中間におきまして相当軟弱な地盤にぶつかりましてその上から車両が通りますと地盤の震動その他によつて落盤する恐れがありましたので急拠関係者が集まりましてその工事の施行方法について検討吟味した結果一応車両だけはその工事の施行期間は通さないようにして交通止めをして残された工事を実施しようということで約２ヵ月間この地域を交通止めしまして工事を完成したようないきさつもございます。さらにまたその先のほうで道路災害が起きましてその工事を現在施行中でございますけれども、これはもともと道路災害でございますので当然一方通行か、あるいは交通止めをすべきであつたわけでありますが、間もなく工事を着手するんだということで工事の時点で一応交通止めをしまして工事にかかつたわけでございます。いずれにしてもご指摘のとおり市内に分ける交通混雑もございますので極力円滑に交通ができるような措置を講じまして建設工事を施行してゆくというふうなことで今後とも最善の努力をはかつてゆきたいと思います。









○　宮城武君

　　今度の円切上げに伴いましてお互いの生活必需品は本土から輸入しております。それに依存しているという観点から輸入業者が生活必需品の値上がり、それを消費者に転嫁した分がたくさんあります。そういう面で非常にさわいでおります。消費物資に対する行政指導もあるがそれにはなまぬるさがあつた。それが４７年度予算の中で本土政府においては物価安定策として１１８億１,０１０万円という予算計上があるわけでございます。そこでこれの執行については那覇市としても、私は予算の中でも取上げ、これは市長の基本的な姿勢に関連すると思いますが、これの執行の取組み、あるいは市長としての姿勢をお聞かせ願いたい。特に今回私共の復帰にとりまして市民の生活不安は多大なものがあります。そういう点からそれの執行に対する県および市長の見解をお聞かせ願いたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　ご指摘の問題まことにごもつともだと考えておりますが、唯末端の業者の調査が非常に難しいわけであります。それでこれはいろいろ調査の方法あるいはどうしたら万べんなく個人個人の損失を補塡できまるかその方法について研究して対処してゆきたいと考えております。









○　金城重正君

　　本員は２点についてお伺いしたいと思います。予算の歳入３頁に国有提供施設等所在市町村助成交付金というのがあります。さらに５款に施設等所在市町村調整交付金というのがありましてこれが費目存置になつております。なぜそのように費目存置ばかりになつたのか、これは先程６番議員にも説明があつたと思いますが今一度くわしくそのご説明をいただきたいと思います。それとほかに施設等の補助金、たとえば基地周辺整備法によるところの補助金、こういうものもございますがそれがその中に入つてない。革新市長は基地は反対である、自衛隊も反対である。従つて基地周辺整備法によるところの補助金、これについて本員は１、２回伺つておりますが反対だと、こういうことを伺つております。しかし一旦復帰いたしましたのでそういう基地周辺整備法によるところの補助金をいただいて那覇市民の中で基地周辺の被害をこうむつておる方々を救つて上げるのが市長の当然の責務だと考えております。けれども、そういうものも書いてないけれどもそれはどうなつておるのか。あと一点は公設市場の使用料について承りたいと思います。歳入の２６ページ、そこには６,９２９万円が計上されておるわけでありますが、その公設市場使用料の中に私たちが俗に第一公設市場という、いわゆる牧志公設市場の使用料がどれぐらい入つておるのか、これについて承りたいと思います。それからもう一点はこの牧志公設市場の補償金が１,４２８万５,０００円という莫大な賠償金が計上されております。なぜそのようになつたのか。これはまぎれもなく平良市長はこの公設市場をつくるにおいて、３６０日においてこの工事を完了させる、すなわち去年の１２月５日までに完了させます、とこの議会で啖呵を切つたのであります。しかし、とうとうしつぽを出しまして、この工期の延長をしてくださいというようなことで６月３０日までこれが認められておる。そこで議会で皆さん方は嘘をついたんだがこれもしかたがないことだから一応６月３０日までに認めましよう、ということであつたけれども、その中でそんな莫大な賠償金１,４００万円あまりがでてくるとは予想だにしなかつたわけであります。どうしてそのようなことになつたのか、どうして賠償しなければならぬのか。これについてご説明をいたしていただきたいと思います。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。






（午後３時４７分　休憩）

（午後３時４８分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。２点の、基地周辺整備法による補助金でございますが、これは（「これはないわけですよねそこには。だからそれを費目に入れる考えがあるかどうかと言つているわけです。だから助役か財政部長に答弁させてください」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。






（午後３時４９分　休憩）

（午後３時５０分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　建設部長（水間平君）

　　公設市場の補償金、補塡及び賠償金の件については１７番議員の質問にもお答えしたとおりでありますが、主な原因は工期の延長であります。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。施設等所在市町村調整交付金、なぜ費目存置になつているかということについては担当部課をしてご説明させることにいたします。ただ私の心がまえといたしましては当然基地に反対であり、自衛隊にも反対であるわけですが、しかしこれは私の反対にかかわらずやつてくる。しかし、やつてきてそのために市民に迷惑をかけるような問題が起こればこれは当然要求して、こういう交付金の支給を受けなくちやあいけない、と考えております。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　使用料の総額のうち、牧志第一公設市場の収入額でございますが、それは月額４６３万６,８３２円の７ヵ月分でございます。









○　財政課長（上原繁栄君）

　　お答えいたします。国有提供施設等所在市町村助成交付金、これがいわゆる基地交付金といわれるもんです。それから施設所在市町村調整交付金、これは米軍が自己の資金でもつて基地内に整備した米軍資産に対する固定資産相当額を所在市町村に交付するというものですが、これにつきましては基地の態様についてまだはつきりした規定はしておりません。５月１５日復帰時点までに資料を求めるよう地方課に再三交渉したんですが、地方課においてもその資料がないと。復帰後において防衛施設庁からこういう資料がくるだろうということでこれは年度後半においてわかり次第更正したいとこのように考えております。それから施設周辺整備補助金につきましては３６ページの河川費補助金といたしまして３,２５１万計上してございます。これは防衛施設周辺整備補助金といたしまして、田原地内、山下雨水幹線矩形渠工事関係で１００％の補助を受けて工事を施行しております。以上でございます。









○　金城重正君

　　いま財政課長の説明がありましたように、３６ページに３,２５１万円の基地周辺整備法によるところの１００％の補助金をいただいておるということであるが私はこれはけつこうなことだと思う。しかし市長が従来まで基地周辺整備法によるところの補助金は受けてない、いただかない。その理由は基地反対、自衛隊反対であるからである。こういうことをおつしやつておる。しかるに、このたび市長はこの予算の中に基地周辺整備法の１００％の補助金をいただいておる。これは明らかに言行不一致である。まことにまやかしの言動ばかりを書いておるということがこの予算書の中からも明らかになつておる。ここで私は市長にお尋ねいたしたい。この予算書の中ではつきりし、市長のいまの答弁の中で市民に迷惑をかけるところがあるならば、このようなことについて受け入れるのはやぶさかでない、このような答弁がございました。しからばその基地周辺整備法というものはあくまでもその地域の人々からの要請によつて市長の段階で申請をしないとその基地周辺整備法の補助金をいただけないことになるが、今後市長はそのような、基地によつて被害をこうむるところの地域の方々に対しては即刻その了解を得て今後いただく考えがあるかどうか。これについてご答弁をしていただきたいと思います。次は建設部長の、牧志公設市場１,４００万円あまりによるところの賠償金、これは工期の延長によつて払わなければならぬというようなことになつておる。皆さん方はこの議会で〝３６５日によつてこの工事を完成させます〟と開き直つた。私は〝間違いありませんか〟と念を押した。それなのに再度このように１,４００万円にのぼる多額の税金でもつて賠償金を払わなければならぬという根拠はどこにあるのか。市の怠慢であつたのか。当然工期の延長によつてその賠償金を払わなくちやならぬけれども、当局の怠慢によつてそのようなことになつたのかどうか。その点を明らかにしていただきたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。私は基地交付金はいただかないのであります。ところが〝いただく〟というんじやなくて、これは

　　　　　　　　　　（「取る」という者あり）

　私はあくまでも自衛隊反対であり、そして基地も撤去してもらいたい。ところがわれわれの要求がいれられないで、そこへ自衛隊が配備されて、那覇市の一部分を占領して、それによつて起きる市民の損害は要求して支給してもらはなくちやいけないという考え方です。いただくんじやないんです。いただくんじやない。

　（「まかかしの答弁やるからだめなんです。」「休憩してください」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩します。






（午後３時５８分　休憩）

（午後３時５９分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　市長（平良良松君）

　　そういう、法律を主体的に受けとめるという姿勢に相違があると思うんです。私どもはそんな〝いただく〟とか〝お恵みを頂戴する〟わけじやないんです。しかし、沖縄の土地を占領して沖縄県民、あるいは市民に迷惑を及ぼしている問題については当然の権利としてわれわれはこれは賠償してもらう必要があるんではないか。そういう意味でなら私は要求して交付を受けます、ということなんです。

　　　　　（「必要になつてしまつたんじやないか」という者あり）









○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。ただいまの質問と全く同じように１７番議員から質問がありまして、お答えしたわけでありますが、市当局としてはやむを得ない事情であつた、とこのように考えます。









○　金城重正君

　　これで３回目ですから、質問を打ち切りたいと思いますが、基地周辺整備法というものはひとつの法律がある。その法律の中にはいろいろな規定がございます。そこで市長は当然の要求としてやつていくということでありますけれども、法律を否定するようなまやかしの答弁をやつている。あくまでも強気の姿勢、これがいかに市民を誤らしめておるのかということがはつきりしておると本員は考えます。しからば市長は当然の要求として今後はやつていくということでありますけれども、今回の予算に計上されておるところの３,０００万円余の手続きは如何ようにしてとつたのか。当然よこせということでとつたのか。どういうプロセスで３,０００万円余の予算を計上したのか、これをはつきりさせていただきたい。市長がそういうプロセスを経ないで〝基地周辺整備法もくそもない、被害を被つておるので当然よこせ〟ということでとつたのか。そのプロセスをはつきりさせていただきたいと思います。それと牧志の公設市場の問題はまさにバラバラ事件を起こし予算を執行して、法に抵触するようなつくり方をやつてまたこのたび１,４００万余の賠償金を払わなければならぬというこの不誠実な、市長を愚弄したような市政のとり方、これが革新の実態であります。私はこの牧志公設市場に対する答弁は１７番議員にやつたということでありますけれども、答弁は必要ございません。こういうまやかしの政治が革新の実態であるということがこの予算書の中に明らかに出てきておる。また私が承りますところによりますというと、あの市場の中で小間の割当てが〝いやこうでもないああもない〟ということで業者が喧喧がくがくやつておるということも承つております。市場をつくつてこれが今後どういうようなことになつていくのかということも非常に危うい、こういうまやかしの市政をやるのが革新の実態である。私は実に胕甲斐無く感ずる次第でございます。従いまして市長が防衛施設庁によるところのものをこのたび予算に計上したところのプロセスを、先ほど市長が答弁したようにかちとつたのか。これをはつきりさせていただきたいと思います。









○　副議長（仲本安一君）

　　時間を延長します。

（午後４時０分　延長）









○　市長（平良良松君）

　　これは１５番議員の法律、諸制度の受取り方と私の受けとめ方に根本的な相違があるわけです、と申し上げますのは日本国憲法前文に。「そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。」というふうに謳われておりまして、国政からくる福利は国民が当然、国民の権利としてこれを享受するのであつておめぐみ下さいというように、いただきますというような問題じやない。従いましてなるほどプロセスは手続きの中ではいろいろの文言があるかもしれません。しかしそういうような心構えで私は対処していくということを申し上げておるわけでございます。今までも、たとえば天久の上の屋の雨水汚水の排水溝の工事にしましても、われわれが計画をたててアメリカに要求したこともございます。また今日の小禄地域における軍用地内から流れる汚水の処理にいたしましてもわれわれの計画を示してそれに対する費用を要求してきております。認めたということはあなたの言うようないただくような認め方じやなくして、あくまでも国民の権利として私はこれを要求し支給を受けるわけでございます。









○　金城重正君

　　今市長は詭弁を使つておりまして、３６ページの中に基地周辺整備法による補助金をいただいておる。これはあくまでもその基地周辺整備法によるところの手続きを経て、市長が印鑑を押してこれだけ補助金をもらつておる。まさにそういう現実を踏んまえながらこれを否定しようとしておる平良市長の考え方、私はこれについては納得しませんが一応一つの実例としてできあがつた今日において、いわゆる市長はこれをかちとるとか、補助してもらつてくるとかというものは別の問題として今後市民からそういう要求があつた場合には、いわゆる基地周辺整備法の法律に基づくところのプロセスを経ていただく考えがあるかどうか。これをもう一度明確にしていただきたいと思います。









○　市長（平良良松君）

　　繰り返えして申し上げますが私はいただくなんという乞食根性はもつておりません。当然の手続きとして要求をして支給を受けます。









○　上原綱正君

　　４７年度の那覇市一般会計予算の歳出第７款１項３目の観光費についてお尋ねをいたしたいと思います。前年度の予算額が１,３７５万３,０００円、本年度が８０８万３,０００円というようなことで相当の減額になつておりますけれども、その減額の理由についてお尋ねをいたしたいと思います。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。このたびの減額となつておるものは、本年度は綱引きをやらないという点とそれから観光展、これは歴年で１回づつやつておりますが今年の３月に行ないましたので、市の会計年度にはやらないということでこの２つの要素でございます。









○　上原綱正君

　　市長の施政方針の中に観光事業の振興につきましては、日本の南端亜熱帯に位置し自然、歴史、戦跡の点で特色のある沖縄においては、特に重視されなければならない、ということがございますけれども、特に１９７２年度の施政方針におきましては、私調べてみましたところ全然この観光ということについて触れておりません。今年は特にこれを触れたということについては、当然予算書にも現われるものだと思つておりますけれども、しかし逆に半分ということになつております。市長の見解をお伺いいたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後４時１１分　休憩）

（午後４時１２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。先ほど私お答えいたしました中で綱引きをやらないと申し上げましたけれどもこれは表現の多少のあやまりがありますので訂正させていただきます。と申し上げますのは、これは今年度の予算編成の段階において財政事情が大変苦しいという中で当初予算には計上しなかつたということであります。前年度の綱引きの予算額が２万４,０００ドルという高額の費用をついやしております。それから観光展、ただいま私数字をもつておりませんがその２つのものを考慮いたしますと予算総額においては何ら前年度と変わらないという事情でございます。









○　上原綱正君

　　特に来年は復帰を記念いたしまして特別国体というようなこともございます。さらにまた海洋万博というのもございますけれども、市長が真にこの施政方針の中に折り込んでおりますところの、先ほど申し上げましたように重視しておるということであれば、当然この観光費というものは相当アツプしなければならないと私はこう思つております。さらにまた沖縄ではじめての海洋博覧会が７５年に実施されるわけでございますけれども、この実施に向けて沖縄のほうでは相当観光についての対外へのＰＲしなければならぬということも考えております。そのときになつて相当の経費をついやして観光宣伝をしても無意味でございます。これについて市当局はどうお考えですか見解をお受けいたします。









○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ご指摘のとおりこれから観光立県を目指す、沖縄の都県である那覇市におきましては観光対策について意を用いなければならないと考えております。ところで先ほども申し上げましたように予算編成の時点では財源の見通しがないままに、従来のような予算の組み方で出しているわけでございますが、これは海洋博覧会事務運営委員会、事業計画委員会、等ともタイアツプして、ある程度その辺でも充実した方途が見出せるんじやないかと思います。さらに観光宣伝事業、観光客接遇、観光客の実態調査等々の幾つかの項目を計上してございます。そういつた刺激になるような施策をもつておりますけれども、その主体としてやはり観光事業関係者の一段の努力を要請していきたいというふうに考えております。予算の上で非常に落ち込みがあるというご指摘でありますけれども、ご承知のように去年は３６年ぶりの大綱引きを再興いたしますために２万数千ドル予算を計上したわけでありますが、今年はもし予算措置ができなければ関係団体の協力を得てでもこれを再現したいという意図に変わりはございませんけれども、また市として予算を支出するにいたしましても去年のような大型予算でなくても今年は綱引きは実現できるんじやないか。そのために２千数百ドルの財源支出が削減されたということでありまして、特段にこの観光事業に対して力を入れなかつたということではございません。その点はひとつご理解いただきたいと思います。









○　上原綱正君

　　第７款、１項３目観光費の１１節需用費、その中の印刷製本費でございますけれどもこれはどういつたものを指すのであるのか、お伺いいたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後４時２０分　休憩）

（午後４時２１分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。印刷製本費の内容はガイドブツク、リーフレツト、パンフレツト、ポスター、贈呈袋そういつたふうな内容になつております。









○　上原綱正君

　　ただいまいろいろなものを部長はおつしやつておりますけれども、この印刷製本費で何万部をつくつて、どういつた方法で外客を誘致するために発送されるのか、これについてお答え願いたいと思います。

　　（「委員会で審議をやればいいんじやないですか」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後４時２１分　休憩）

（午後４時２２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　上原綱正君

　　いまの那覇市議会のあり方をみますとどの方々も本会議において十分に審議してくれということをいつているんです。私はその委員会に属していないので私は十分に審議をするという意味から質問をしたわけでございます。それがお互い議員間でそういうことについては委員会でやればいいんじやないかということが、実際にあつていいものか。









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩いたします。

（午後４時２３分　休憩）

（午後４時２４分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。本年度は２万部を印刷いたしまして、この配付は旅行業者、それから港、飛行場、船舶会社、東京事務所そういうところを通じまして配付いたしております。部数は２万部でございます。









○　副議長（仲本安一君）

　　質疑を終結いたします。休憩いたします。

（午後４時２５分　休憩）

（午後４時３２分　再開）









○　副議長（仲本安一君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。議案の付託をいたします前にお手元に配付してあります議案付託表の一部訂正を願います。７款商工費のうち５目市場建設費を建設委員会に付託することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）









○　副議長（仲本安一君）

　　ご異議なしと認めそのようにとりはかります。









○　副議長（仲本安一君）

　　議案第１０４号、那覇市一般会計予算についてはその審査を総務委員会に付託し、歳出中、８款土木費、１１款「災害復旧費」２項「公共土木施設災害復旧費」、７款５目市場建設費は建設委員会に。３款民生費、４款衛生費、５款労働費、６款農林水産業費、７款商工費、１０款教育費、１１款「災害復旧費」１項「農林水産施設災害復旧費」は経済民生委員会に。それぞれの審査をお願いいたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　議案第１０５号、那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定についてはその審査を総務委員会に付託いたします。









○　副議長（仲本安一君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。

　来る３０日に本会議を開きます。

（午後４時３４分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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　　　労政課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　福祉事務所設置準備室長　仲村幸永君

　　　用地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　公園緑地課長　　　　　　赤嶺宗一君

　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　港湾課長　　　　　　　　上原一男君

　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　水道局業務課長　　　　　嘉数清孚君

　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　消防予防課長　　　　　　上原勝君

　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　監査事務局長　　　　　　崎浜清君

　　　水道局企画調査課長　　　安田秀夫君

　　　水道局経理課長　　　　　宮平亀一君

　　　教育長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　教育次長　　　　　　　　前城仁幹君

　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　事務局出席者

　　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　　議事係長　　　　　　　亀島美一君

　　　調査係長　　　　　　　永山盛広君






　　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









昭和４７年第１４０回那覇市議会臨時会議事日程第１８号

昭和４７年５月３０日（火曜）午前１０時開議









第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第１０５号　那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

　　　議案第１０４号　昭和４７年度那覇市一般会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員会審査報告）

第３　議案第１０６号　市長の専決処分事項の指定についての一部改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員金城吾郎君外６名提出）

第４　決議案第　２号　アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の税率を県民と同率に賦課することに関する要請決議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員黒潮隆君外７名提出）

　　　決議案第　３号　沖繩戦における同胞虐殺事件に対し、その名誉回復と遺家族への完全補償要求に関する決議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員金城吾郎君外８名提出）

　　　決議案第　４号　通貨切替えに伴う差損補償及び物価値下げに関する要請決議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員金城吾郎君外８名提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






昭和４７年５月２９日

　那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿









総務常任委員長

黒潮隆






委員会審査報告書






　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０３条の規定により報告します。






記







	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第１０４号
			昭和４７年度那覇市一般会計予算
			原案可決
	

	
			議案第１０５号
			那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　これより本日の会議を開きます。この際、諸般の報告をいたします。

　沖繩の祖国復帰に際し、名瀬市、佐世保市、佐賀市、山形市、与論町議会からそれぞれ祝電が参っておりましたので報告いたします。５月２９日付、議員金城吾郎君外６名から議案第１０６号、市長の専決処分事項の指定についての一部改正。議員黒潮隆君外７名から、決議案第２号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の税率を県民と同率に賦課することに関する要請決議。議員金城吾郎君外８名から決議案第３号沖繩戦における同胞虐殺事件に対し、その名誉回復と遺家族への完全補償要求に関する決議。議員金城吾郎君外８名から決議案第４号、通貨切替えに伴う差損補償及び物価値下げに関する要請決議。以上４件について、それぞれ地方自治法第１１２条及び会議規則第１４条の規定により提出がありましたので報告いたします。５月２９日付、総務常任委員長から会議規則第１０３条の規定により委員会審査報告書の提出がありましたので報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行います。本日の会議録署名議員は、社大　国吉辰雄君、中村昌信君、を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第１０５号、那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について。議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算。以上２件の事件を一括して議題といたします。総務常任委員長の審査報告を求めます。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　議案第１０４号、「昭和４７年度那覇市一般会計予算」。議案第１０５号「那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について」。以上２件を一括して、本委員会における審査の経過及び結果をご報告いたします。

　まず、議案第１０４号、「昭和４７年度那覇市一般会計予算」、本案については、歳入歳出予算事項別明細書を中心に歳入歳出ともに款を逐って審査いたしました。その主なるものを申し上げますと、昭和４７年度予算は本土の行財政制度への移行に必要な経費さらに、１９７２年度執行中の事業の再計上等をあわせて、予算総額１２０億１,７７８万８千円となります。これを前年度と比較すると、２０億３,３２０万３千円の減となるが、前年度予算は市一般会計予算と、教育区の予算を合算してあり、前年度で教育区予算に計上されていた教職員給与２７億９,７７３万１千円が、復帰後は県予算に計上されることになつたので、これを差し引き、さらに港湾特別会計の設置に伴い、前年度の港湾費１４億８,５７６万２千円を差し引くと、実質的には２２億５,０２９万円の増ということになります。なお、前年度予算は１ドル対３６０円で換算し、今年度予算は市税等についてはｌドル対３０８円換算で、その期間は１０.５ケ月分を計上してあるとのことであります。

　※　歳入、△第１款市税第１項市民税は昭和４７年６月までは前年度で課税されているので、今年度の予算計上分は７月から来年３月までの９ケ月分であり、しかも特別措置により、その４分の３が課税されている。なお、予算計上額は１ドル対３０８円で換算してあるが、市民から徴収する場合は実勢レートの３０５円で徴収する。それによつて、約１.１パーセントの歳入減を見込んでいる。次に、個人の市民税の滞納繰越分が９,３６０万４千円と多額になつているのは、人口の都市集中化に伴ない、移動が激しい関係上、課税時点の住所と徴収時点の住所の変更が主なる要因で滞納分の７８％が住所不定である。なお、これらの追跡調査として、住民登録、選挙人名簿を参考にし、実態調査も行なつている。また、法人の市民税の滞納繰越分１,７４０万７千円は調定見込額の３４.９４％しか計上してない。これは法人の場合、会社の倒産等により、名義人の変更あるいは住所が不明のため徴収しにくい面があるが、これの徴収については鋭意努力したい。ちなみに過去５か年間の滞納額の資料によると、

　　１９７１年度　　２３１件で　　　３０,７１４ドル８３セント

　　１９７０年度　　１７１件で　　　　３,２０４ドル１３セント

　　１９６９年度　　１３０件で　　　　５,２９１ドル９３セント

　　１９６８年度　　１１２件で　　　　３,１５６ドル８６セント

　　１９６７年度　　１０８件で　　　　１,６６０ドル３５セント

　となつています。△第２款地方譲与税第１項自動車重量譲与税は費目存置となつているが、これについては「自動車重量税法（昭和４６年法律第８９号）」の規定により、自動車重量税の収入額の４分の１に相当する額を市町村に譲与することになつている。譲与の基準は毎年４月１日現在、市町村道の延長、面積にあん分して譲与することになつており、譲与の時期は８月、１２月、３月となつている。なお、これら使途については、道路に関する費用に充てなければならないとされている。￮ ２項特別とん譲与税については、「特別とん譲与税法（昭和３２年法律第７７号）」の規定による特別とん税の収入相当額を外国貿易船の開港する地方公共団体に財源を譲与することになつており、これについては当時の琉球政府とも話し合つたが、実態がつかめないので費目存置となつている。これの譲与の時期は９月と３月になつており、その時点で補正の措置をとりたい。￮３項航空機燃料譲与税については、「航空機燃料譲与税法」に基づき、空航の所在する市町村及びこれに隣接する市町村で、自治大臣が指定する市町村に対し、航空機燃料税の収入額の１３分の１に相当する額を譲与することになつており、９月と３月に交付されることになつているので、その時点で予算措置をしたい。△第３款自動車取得税交付金については、地方税法第６９９条の規定により、道府県は市町村に対し、道路に関する費用に充てる財源を交付するため、及び道路に関する費用に充てるため、自動車税を課するものとするとうたわれており、同法第６９９条の３２で、「道府県は当該道府県に納付された自動車取得税額に相当する額に政令で定める率を乗じて得た額の１０分の７に相当する額を、政令で定めるところにより、当該道府県内の市町村に対し、当該市町村が管理する市町村道の延長及び面積にあん分して交付するものとする」と規定されている。なお、交付の時期は８月、１２月、３月となつているので、その時点で予算措置をしたい。とのことであります。△第４款　国有提供施設等所在市町村助成交付金については費目存置となつているが、これはいわゆる「基地交付金」と言われるもので、これは、法の定めるところにより、在日米軍に使用させている固定資産と、自衛隊が使用する飛行場、演習場、弾薬庫及び燃料庫の用に供する固定資産が所在する市町村に対して、毎年度予算で定める金額の範囲内において、当該固定資産の価格、市町村の財政状況等を考慮して交付される。交付の算定は、市町村助成交付税の総額の１０分の８を３月３１日に所在する土地、建物及び工作物の価格の合算額にあん分した額、残り、１０分の２を財政状況を考慮して自治大臣が配分した額とされている。また、自治大臣は１０月３１日までに県知事を経由して市町村に通知するので、１２月３１日までには交付されることになる。これの使途は一般財源である。なお、建物、工作物の主な用途として、建物の場合は事務所、隊舎、宿舎、食堂、倉庫、医療施設、教育施設、福利厚生施設等であり、工作物は通信施設、滑走路、誘導路、水道施設、燃料タンク、港湾施設、照明施設等である。とのことであります。△第６款地方交付税が前年度に比べ、１０億８千万円増となつているのは、政府から示された基準財政需要額は３７億１,８１６万６千円、基準財政収入額１４億１４２万５千円で、差し引き財源不足は２３億１,６７４万１千円となり、普通交付税計上額は２３億円となつている。また、臨時沖繩特別交付金は３６５億円、平年度ベースでいくと、５１０億円、５月１５日の復帰ベースは４５７億円と決定している。そのうち、県が３分の２で、３０５億円、市町村が３分のｌで、１５２億円となつている。市町村分１５２億円の１５.１３％にあたる２３億円が本市の分で、これは従来の１０～１１％に比べ４～５％の増となつている。ということであります。△第７款交通安全対策特別交付金は道路交通法違反事件の反則金の収入額に相当する額を交通安全対策特別交付金として都道府県及び市町村に交付されるものであり、１０月に交付されるので、その時点で予算措置をしたい。とのことであります。△第９款使用料及び手数料第１項使用料中「市民会館使用料」に関連して、今期議会で、市長提出の「那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定について」を３０８円で読み換えるべく全会一致修正可決されているが、これについては、本条例が修正可決された時点ではすでに予算はにつまつていたので、予算措置は３６０円で換算してあるが予算はあくまでも見積りであるので、執行の段階で落ち込みがあればその時点で補正措置をしたい。との答弁がなされています。￮ 次に「公設市場使用料」中第１牧志公設市場の使用料については、来たる９月から来年３月までの７ヵ月分、すなわち月４６３万６千円の７ヵ月分３,２４５万７千円計上してある。使用面積は当初約１,４００㎡を予定していたが、業者との話し合いで入口が１０ヵ所余りもあるので開放的な市場にしようということで通路を広くしたため、占用面積は１,２１９㎡となつているが、資格のある人は全員収容できる。また、１㎡当りの使用料は１３ドルを予定しているが、１人の占用面積は平均して、２.２㎡であるので、１ヵ月の使用料は２５ドル～３０ドル前後になる。なお、食品衛生法の関係から精肉業者の場合は３３㎡という規制があるが、通路の分あるいは冷凍室等も一つの区画とみて、１人が保健所の許可を得てあとは使用人という形で許可することで保健所との話し合いはついている。ただし、１人でも法に触れた場合は営業停止されるという条件がついている。ということであります。△第１０款「国庫支出金」、△第１１款「県支出金」、については、いずれも前年度より減となつているが、その主なものは、那覇新港建設補助金が港湾事業特別会計に計上されたこと、また教職員給与が県予算に計上されたことによつて、国庫支出金が５億６,９８１万４千円、県支出金が４億９００万３千円の減となつている。なお、５月１日から施行される児童福祉手当１人月３,０００円について、今年度予算に計上してあるのは、被用者４,０００人、非被用者４,５００人、計８,５００人分であり、負担の割合は、被用者の場合、事業主が１０分の７、国が１０分の２、県と市が各々１０分の０.５、非被用者の場合、国が６分の４、県と市が各々６分のｌである。資格は５才未満で、第３子から、所得制限についてはまだ政令は出てないが２３０万円になろう。また、次年度からは年令が１０才未満に、再来年度からは義務教育までに引き上げられることになつている。ということであります。△第１２款「財産収入」１項「財産運用収入」中、国使用分５,２２９万円は建設用地即ち、１号線、３号線、７号線等の国道、電力公社、高圧線等の土地貸付収入であるが、この歳入確保の基本的な態度として、土地の開放要求をしているので契約には応じないが、相手が使用しているため「沖繩における公用地等の暫定使用に関する法律」第３条により、土地又は工作物の使用に伴う損失の補償は当然請求できる。という見解である。￮ ２項「財産売払収入」中、第４次安謝埋立地については、土地処分議決済坪数６９,２８０坪そのうち、７２年度で契約した坪数３７,０８１坪、今年度売却予定坪数１３,９２９坪、残り１８,２７０坪は張り付けがまだ済んでない。従つて、昭和４７年度予算計上額は売却予定の１３,９２９坪で５億７,８０３万２千円、７２年度未納分６億１,８７０万６千円を合わせて１１億９,６７３万８千円ということであります。△第１６款「諸収入」４項雑入中、無地番賃貸料は坪数にして１２万２,３１５坪あるが、地方課の指示により、防衛施設庁の予算が前年度の１.７倍計上してあるので、それにならつて、前年度の１.７倍額１億２,２９０万円を計上した。とのことであります。

　※　歳出、△第１款「議会費」の増７９７万７千円は、議員報酬のアツプにより６２２万２千円、職員待遇改善のための給与改訂により、１６２万３千円が主なるものである。ということであります。△第２款「総務費」ｌ項「総務管理費」中、総合計画審議会については、地方自治法第２条５項に根拠規定があり、１.都市整備部会、２.生活環境部会、３.産業振興部会、４.民生福祉部会、５.教育及び財政部会、の５つの部会で専門的に調査検討がなされ結論は総会で決定されることになり、委員は５５人である。また基本構想は１５年を目標に、基本計画は１０年を設定、実施計画は３年を目途にしている。次に時間外勤務手当については、職場や仕事の内容によつて相違はあるが一般会計の平均時間はｌ人月１４時間である。また負担金として、那覇市軍用地地主会に５５万４千円が計上されているのは地料の改訂及び損失補償、その他未払いの地料等もあり、地主の権利を擁護する意味で計上してある。￮ 南部振興会（南部商業高校）への負担金３７２万６千円について、南部振興会は育英事業、産業振興に関する事業、南部市町村公務員の研修に関する事業、南部市町村の婦人会、青年会等、地域振興団体の育成に関する諸事業を行い、もつて南部市町村一帯の振興を図り、ひいては、沖繩全体の発展に資することを目的としている。設立当初の目的は、那覇市にとつて行政的にも政治的にも、それ相応のメリツトがあつたかと思うが、現時点では、メリツトはない。ところが本会の債権、債務の事務処理が明確にされてないので、それが明確にされた時点で本会から脱会するかどうか検討したい。なおこの負担金の割合については、人口割　２５％、在籍割　２５％、地域割　３０％、均等割　２０％、となつている。￮ ２項「徴税費」、１目「税務総務費」の増員６人の内訳は、軽自動車税関係ｌ人、固定資産評価審査委員会関係　１人、地方税法第４１条の規定に基づき県民税の賦課徴収に従事する職員　４人、である。△第９款「消防費」について、従来政府の所管事務であつた救急業務及び建築確認同意、危険物の規制等については、今回その業務が市に移管されているが、特に救急業務については６月１日から搬送業務を開始するので目下その準備を進めている。今年度予算に計上されている救急自動車３台は、国庫補助との関連で補助指令が来ないと、発注できないので、これの購入予定は１０月から１１月になる。従つてとりあえず那覇署から２台借り受けて搬送業務を実施したい。ｌ項「消防費」３目「消防施設費」中、防火水そう新設工事箇所は、真地交番所前、工業高校入口三叉路、松川交番所前、旧佐藤靴店前、の４ケ所である。ということであります。次に建設常任委員会の審査に係る歳出　△第７款「商工費」第１項「商工費」第５目「市場建設費」、△第８款「土木費」、△第１１款「災害復旧費」第２項「公共土木施設災害復旧費」については採決の結果、賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定。経済民生教育常任委員会の審査に係わる歳出、△第３款「民生費」、△第４款「衛生費」、△第５款「労働費」、△第６款「農林水産業費」、△第７款「商工費」（第１項「商工費」５目「市場建設費」を除く）、△第１０款「教育費」、△第１１款「災害復旧費」第１項「農林水産施設災害復旧費」については採決の結果賛成多数で原案通り可決すべきものと決定した旨の通知を受けております。なお委員会は本予算の歳出第２款「総務費」第１項「総務管理費」中、南部地区市町村会及び南部振興会への負担金について要望を付してあります。要望、１.南部地区市町村会について経済民生教育常任委員長からの予算の審査結果の通知にも指摘されているとおり、本市はその都市形態からして、キビ作農家の多い南部地区の市町村と同じような負担金を負担することには問題があり、当局は南部地区市町村会から脱会する方向で検討を進めてもらいたい。２.南部振興会について、南部商業高校へ３７２万６千円も市が負担金を支出することは問題である。このような負担は当然国又は県の責任においてなされるべきである。従つて市当局はこの件について関係当局に強く接衝してもらいたい。委員会は以上の要望を付した後、討論に入つたのであります。

　△反対討論、今年度予算の歳入は前年度に比べ２０億円の歳入減となつており、この理由についてはドル換算の問題、制度上教職員給与が県移管になつたこと等、いろいろ理由はあげているが、しかし繰越金が多額にのほり、歳入面の確保が十分でない。歳出の面においては、都市建設の柱をなす土木費、特に市民要求の多い道路の改修、道路の新設改良費が大巾な減となつている。

　　第７款「商工費」の市場建設については、昨年１２月に完成すると議会で答弁しているが、工期が半年も遅れ今年６月に完成予定となつている。しかしこれとて今までの工事の進捗状況からして、期間内に完成できるかどうか疑問である。また工事の工期延長による損害賠償金として１,４００万円も計上されているが、その責任は市当局にある。第１０款「教育費」については沖繩の教育施設の格差は本土の半分以下であると言われているが予算面では歳入の確保が十分でない。このようなことでは那覇市の教育施設の遅れた分のとりかえしは困難である。よつて本案に反対する。

　△賛成討論、本年度予算は、祖国復帰に伴ない新しい制度へ向けての過渡期であるところから歳入第２款「地方譲与税」第３款「自動車取得税交付金」等にみられるように費目存置となつている面もあるがこれについては、これら歳入が確定した時点で補正措置をとりたい。との当局説明がなされており、これを了としたい。第７款「商工費」の市場建設については、１０年来の問題であり、工事が遅れた理由は基礎工事の段階で、関係業者の立退きが遅れたためで、損害賠償金１,４００万円の予算措置はやむを得ない。なお新しい制度の一つである児童手当については前進である。又当局にはこれら新しい諸制度を積極的にとりくむ姿勢が十分にうかがえるので、これを了とし本案に賛成する。以上の討論の後、採決の結果、本案については賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　議案第１０５号、「那覇市減債基金条例の一部を改正する条例制定について」那覇市減債基金については、那覇市減債基金条例に基づき、毎年４万ドルを積立て償還しているが、本土復帰に伴い、本条例の基金４０万ドルの表示を大蔵省政令に基づく１ドル対３０５円の交換レートで換算し、１億２,２００万円と表示したい。との説明がなされています。委員会は当局の説明を了とし、本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上ご報告申し上げ、よろしく各位のご賛同を得たいのであります。









○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。









○　宮城武君

　　４款の衛生費に関しまして上水道費に３７１万７,０００円が繰出金になつておりますが、これはドル換算は３０５円なのか３０８円なのかお尋ねをいたします。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　お答えいたします。それを審議した所管委員会ではそのような質疑はなされていないようです。









○　宮城武君

　　それじや委員長をして当局のほうから答弁させていただけないでしようか。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　２３番議員の質疑について当局をして答弁させます。









○　財政課長（上原繁栄君）

　　答弁いたします。この繰出金は消防用水の繰出金とそれから安謝の埋立地におきまして上水道で先行投資いたしました工事費の利子補給の額でございまして、これは３０８円換算になつております。









○　宮城武君

　　今回上水道と関連いたしましてこの施設費に対しては３０８円換算をやつたということでございますが、那覇市は水道関係の条例制定をいたしまして水道料金を３０８円換算して一般市民受益者から徴収するようになつておりますが、今回の県条例によりますと卸売料金が３６０円換算になつておる。そういう中で那覇市の水道特別関係が運営できるかどうか。それを答弁をさしていただきたいと思います。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　これは水道特別会計の予算が１５日に可決されましたのでその予算の中で審議されているんじやないかと思いますが、調べてから当局から答弁させていいかどうか判断してやりたいと思います。









○　宮城武君

　　３６０円換算はここで可決したあとなんです。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　２３番議員の質疑については１５日に可決してしまった、会議題に上がってない過去の予算についてでありますが、しかしこの３０８円換算で水道料金を徴収するという審議はなされておりますけれども、県条例で３６０円になったというものとの関連しての審議はなされておりません。重要なこととして判断して当局に答弁させたいと思います。









○　水道事業管理者（板良敷朝基君）

　　水道事業管理者でございます。お答えいたします。ただいまご指摘のように県条例は３６０円換算になつておりまして、この料金でもつて原水、浄水を購入いたしますと水道事業の会計はたちゆかないということははつきりいたしております。従いましてこの情報を入手しますや市長を中心といたしまして県庁当局に強くその不当を訴えまして善処方を要求いたした次第でございます。それに対しまして県知事は企業局に対して物価抑制の立場からも好ましくない、それからまたこの問題は関係市町村と十分に連絡がとられていないので再検討するように、という強い指示があつたようでございまして、私ども経営関係者は各市町村とも歩調を合わせまして、資料も整えてさらに県企業局に３０８円ないし３０５円の換算にもどしてもらうようにこれからも強く折衝していく所存でございます。









○　宮城武君

　　ただいまの当局の答弁をお伺いしまして前向きの姿勢で取つ組むというお考え方に対しては敬意を表すものでございます。ぜひこれは実現していただきたい。ただし現在屋良みなす県知事がやつた行為というのは、条例制定を提案したのは屋良県知事がやつたんです。それを自らまたすぐ再検討しようと返えすようでございますが、はたしてこれがいつ検討されいつ条例改正が行なわれるのかそこら辺は早急に改正なり何なり要求いたしまして、即刻那覇市の水道需要者である市民が負担過重にならない線で市のほうとしては善処していただきたいことを要望を付しておきます。









○　平良信一君

　　委員長にお尋ねいたします。説明書の３１ページです。使用料及び手数料の７目の消防手数料が１１万２,０００円。消防法による手数料は来年３月までの予算だと思うんですけれども、来年３月までに何件予定しておるか、また１件当りの手数料はどれだけ見積つてこのように予算が組まれたのか。これを審議されたかどうか。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　全然やられておりません。









○　平良信一君

　　審議されてなかつたら委員長をして当局に答弁させていただきたいと思います。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　総務委員会としてはこういう細かいところまで審議しなくても全般的にその結論を出したわけです。せつかくの質疑でありますので当局から答弁させたいと思います。









○　消防長（具志清一君）

　　お答えします。従来、旧琉球政府の総務局、総合対策室で取扱つておりました手数料の件でございますけれども、その実績をふまえて一応計上してございます。









○　平良信一君

　　従来の実績をふまえて算定したとおつしやつておりますけれども、従来の実績はだいたい何件ぐらいありますか。









○　消防長（具志清一君）

　　毎年毎年これは波がございますけれども、ご承知のとおりその手数料の内容につきましては消防法第１６条の３項の規定に基づきまして手数料を納入するようになつております。まず、危険物を仮に貯蔵し、もしくは取り扱う場合の承認。製造所の設置もしくは変更の許可完成検査。貯蔵所の設置もしくは変更の許可完成検査。取扱所の設置もしくは変更の許可完成検査。でなかなかこの実態はとらえにくいのでございます。先ほども申し上げましたように大体その中から出てくるのは計上されております額、その辺でなかろうかということで計上しております。









○　平良信一君

　　この手数料ですが、いま消防長は４点ほどおつしやつておりますけれども、一件あたり大体円にして幾ら徴収なさつておるのか。









○　消防長（具志清一君）

　　お答えします。手数料の対衆になるのがかなりの額になりますけれども、たとえば法第１０条の危険物の指定数量以上１０日間の仮貯蔵または取り扱いの額が１,０００円。法の第１１条第１項により、製造所、貯蔵所または取扱所設置の許可を受けようとする者が５件でありまして、危険物の取り扱い最大数量が指定数量の１０倍以上のもの６,０００円。危険物の取り扱い最大数量が指定数量の１０倍を越え５０倍以下のものが８,０００円。危険物の取り扱い最大数量が指定数量の５０倍を越え１００倍以下のものが１万円。危険物の取り扱いの最大数量が指定数量の１００倍を越え２００倍以下のものが１万２,０００円。危険物の取り扱い最大数量が指定数量の２００倍を越えるもの１万４,０００円。でございましてまだ他にもかなりあります。他にも屋内タンク貯蔵所、簡易タンク貯蔵所、地下タンク貯蔵所、移動タンク貯蔵所、給油取扱所、販売取扱所等がございます。したがつて沖繩で徴収したものより約３倍ぐらい高くなつております。これは本土並みの手数料でございます。









○　平良信一君

　　手数料の種別、額というものは旧法によりますと大まかに消防長が４点ほどおつしやつておりましたけれども、危険物製造所、貯蔵所及び取扱所の設置許可証交付手数料が指定数量１０倍以上５ドル。それから指定数量１０倍未満３ドル。それから危険物製造所、貯蔵所および取扱所の変更許可証交付手数料２ドル。危険物製造所、貯蔵所および取扱所の竣工検査合格証交付手数料２ドル。危険物製造所、貯蔵所および取扱所の有効検査合格証交付手数料が指定数量１０倍以上４ドル、指定数量１０倍未満３ドルというふうになつておりますけれども、ただいまの消防長の手数料の報告からしますと非常に高いという気もいたしますが、これは３０５円読み替えされたのか、３６０円読み替えされたのかその点についてお伺いいたします。









○　消防長（具志清一君）

　　お答えいたします。手数料の額につきましては消防法に規定された手数料の額でございます。









○　平良信一君

　　消防長のいまのご答弁はちよつと違います。これは３０５円読み替えされたのか、３６０円読み替えされたのかお伺いしているわけです。









○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１１時２５分　休憩）

（午前１１時２６分　再開）









○　平良信一君

　　消防関係の手数料の徴収は新らしい規則が制定されたと思うんですけれども、今議会にこれは出されましたでしようか。また旧法は依然として生きているのかどうか、この点についてお伺いいたします。









○　消防長（具志清一君）

　　お答えします。手数料規則でもつて規定するようにしております。









○　又吉久正君

　　説明書１２８ページの第４款の衛生費、２項２目の１７節公有財産購入費の中で埋立処理場用地購入費２,２４６万４,０００円、これは７２年度分になつておりますが、経済民生教育委員会でも審議をやつたと思いますが、この土地は当初の評価委員会では坪当たり８ドルの評価をしたと聞いております。

　その後においてこの土地は坪当たり幾らで買われているかそれが１点。それから全部まだ未払いで今度の予算で支払うのか、その支払い坪数。それとドル換算で７２年度は出たはずだが本年度の予算で円になつているが、この換算は幾らの換算率で２,２４６万４,０００円になつているのか。次に１５４ページの第７款商工費第１項の２２節補償、補塡及び賠償金、牧志公設市場建設工事工期延長に伴う１,４２８万５,０００円に対して一般質問にも本員はやりましたが、その内訳の資料がないということでありました。その内訳はどうなつており、これは委員会で審議されたかどうか。お伺いいたします。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　１７番議員のご質問にお答えいたしたいと思います。まず説明書の１２８ページの埋立処理場用地購入について、坪当たり幾らか。あるいは今年中に支払いができるのか。またドル、円の交換比率はどのようになつているのかという質問に対してお答えいたしたいと思います。経済民生教育常任委員会の大浜長弘委員長からその審議の内容についての報告書がきておりますので読み上げたいと思います。埋立処理場用地購入費については具体的な契約はまだ取りかわされていないが、地主も坪２０ドルの線で了解しているが、円換算について３６０円読み替えしてくれるようにという強い要望があつて、３６０円計算で計上した。地主の一人の７００坪についてはまだ交渉中であります。他の地主については内諾を得ており、できるだけ早い時期に取得したいとのことであります。









○　又吉久正君

　　坪数は書いていないですか。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　地主の一人の７００坪持つているというのはありますが、全体の坪数はないです。坪数については去年の予算に計上されて引続き今年の予算に計上されてるために坪数についての討議はなされてないんじやないかということでございます。









○　又吉久正君

　　去年計上して全部執行してないのか。









○　総務委員長（黒潮隆君）

　　具体的なことになりますので報告書に基いての答弁が困難でありますので所管の委員長から補足説明させていただきたいと思います。









○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　１７番議員のご質問は予算説明書の１２８頁、１７節の公有財産購入費の埋立処理場用地購入２,２４６万４,０００円の件でありますが、これは７２年度の未執行の分が再計上されております。従つて坪数は７２年度の購入予定は３１２０坪。最初７ドル５０セントであつたが、どうして２０ドルになつたのかということでございますが、財産評価委員会で７ドル５０セントで決定して、その決定が不公平であつたということと、資料が正当なものでないということで単価資料の再提出を求めて坪２０ドルに決定したということであります。









○　又吉久正君

　　７ドル５０セントのものを２０ドルで買う。そしてまだ契約してないということでありますが、この用地は非常に急いでいるんじやないか。つまりごみ処理に困つて急がなければいかんという立場にあります。それをまだ契約してないというのはどういうわけであるか。それと７ドル５０セントと評価委員会が決定したのを２０ドルで買う。あるいは３６０円の換算率で予算計上されたということですが、それこそ評価が３倍になつています。当市の評価委員会でも周囲のものに照らして評価したと思いますが、一挙に３倍も高くなつた理由と、３６０円換算となると那覇市のほとんどの土地がそれにならう恐れがありますが、どういうことで３６０円に読替えたのか、その点について審議されたかどうか。









○経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　１７番議員は感違いをしておるようであります。一挙に３倍になつたということですが３倍にはなつておりません。７ドル５０セントに決定したが、再評価されまして２０ドルの議案が出て７２年度に計上されましたが執行できずに再計上となつております。









○又吉久正君

　　委員長がいうとおりだとおかしいと思います。７ドル５０セントから８ドルが評価委員会の評価であります。それからいうとやや３倍に近い評価になつているがどういう理由でそうなつたのかということです。もしはつきりと審議してなければ当局からお答え願いたい。









○経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　７ドル５０セントの議案は提出されておりません。それと７ドル５０セントは財産評価委員会での最初の単価で提出された資料が、銀行に担保を入れて土地の算定をした額が７ドル５０セントであつたのでそのまま７ドル５０セントが評価されたが、それが適正でないということで２０ドルになつて、２０ドルの議案が出ています。









○議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午前１１時４１分　休憩）

（午前１１時４５分　再開）


○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引続き会議を開きます。









○総務委員長（黒潮隆君）

　　牧志公設市場建設工事期間延長に対する補償、補塡及び賠償金のご質問にお答えしたいと思います。建設委員長報告の中でもこの内訳が出されておりますのでそれを読上げてみたいと思います。賠償金の内訳について、南洋土建８１６万９,１６３円、沖水建設１９１万４,３００円、三協電気４２０万１,２００円。説明に舌足らずのところがありますので付け加えます。損害賠償額の算定基礎については南洋土建、三協電気、沖水建設三社の一般管理費及び現場管理費の６ヵ月分を計上してある。損害賠償請求額については一般管理費、現場管理費を項目別にチエツクし額が決定したら議会の承認を得たいということであります。









○又吉久正君

　　１,４２８万５,０００円という賠償金がいろいろ出ておりますが、これについて委員会としては正しいものと思うかどうか。と申しますのは着工する前にいろいろ議会で問題になつた。かつ、訴訟中であり、その訴訟を解決してから着工すべきじやないか。もしそのまま着工するとなると市民に大きな損害を与える。はたして工事の着工がうまくでき、そうして予定どおりこれができるかどうか。われわれとしてはどうしても予定どおりはいかないと思う、市民に大きな損害を与えるんだというようなことで大部当時の議会で論じたもんであるが、当局は絶対工事は進行していくんだということで着工し、予定どおりやつていくんだと自信満々答弁されていた。それにもかかわらずこれだけの市民の血税を使つていくということは好ましくないが、その責任はどこにあるか、ということを審議したかどうか。それについてお答え願います。

　　　　（「議長、休憩してください」という者あり）









○議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午前１１時５２分　休憩）

（午前１１時５３分　再開）



○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○総務委員長（黒潮隆君）

　　建設委員会からの報告に基づいてその範囲の答弁しか総務委員長としてできないと思いますが、その責任について審議はされているわけです。そしてそれが賛成反対討論として出てきて、反対討論としては「その責任は市にある」ということで、この議案に対する反対の理由にもなつている。賛成討論としては「やむを得ないもの」というふうに出ております。

　　　（「建設委員長にさせなさいよ」という者あり）









○又吉久正君

　　本員が聞いているのは討論じやなくて、委員会で当局にそれを聞いたのかどうか、当局の答弁はどうなつているか、ということです。委員会での議員の討論と違うんです。それを審議したならばした、しないならしない。そして当局はどういうふうに答弁したかということを聞きたいわけです。









○総務委員長（黒潮隆君）

　　そういうことについては建設常任委員会からの報告の中には明確にされておりませんので、建設委員会のほうで説明していただきたいと思います。









○建設副委員長（島袋宗康君）

　　いまの１７番議員の質疑に対して建設委員会で審議されております。この市場の業者いわゆる上原、照屋さんの立ち退きがおくれたために工事がおくれた。それに伴なつて工事がおくれたということについては、その工事を請負つておる方々に対してはあくまでも市の責任である、というふうな答弁がなされております。









○又吉久正君

　　いまの建設副委員長のご説明で工事がおくれた原因もあろうが、やはり建設をおくらせたのはやはり市としては当然責任を負わなければいけないと思います。あれだけ議会で論議して、われわれとしてはいま着工したら市民に大きな損害を与えると何回も繰り返して言つたにもかかわらず、ああいうふうなやり方をして１,４００万ドルあまりの補償金を、市民の血税をしぼつて負担していかなければいかぬ、というふうなことは今後慎しんでもらいたい。

　以上。









○金城重正君

　　予算の説明書の１７２ページと１６１ページ、この予算説明書を見ましても去年まで入つておりました開南～神里原～大洋琉映館ですか、そこまでの道路、これは道路は開設されたけれども仮設市場が現在つくられて道路の使用ができない。それが半分で打ち切られておるのが現状であります。そしてこの道路は平良市長就任以来いまだに供用の開始ができない。昨今の交通事情の状態を考えまするに、平良市長は施政方針の中にもその交通の錯綜の問題を打ち出しておる。しかるにこの道路がいまだに供用開始されないと同時に、これの延長でありますところの神里原の大洋琉映館あとですか、そこまでの土地は買収されたが物件の補償がいまだになされていない。那覇市の大きな交通事情を緩和するひとつの道路でもあり、日本政府、琉球政府からの援助をもらつてそれがつくられておる。しかし、今回その予算書の中にその物件補償費が１仙も見あたらないんでございますけれども、その面について委員会で審議されたかどうか。されたとするならばいままであつたこの金額はどこに逃げていつたのか、その補助金はどこに逃げていつたのか、その点についてもお答えをしていただきたいと思います。２点目には公園の問題でございますが、このたび５,９００万円にのぼるところの予算が１９７２年度、昭和４７年度にわたつて計上されております。でありますならば、その希望が丘に先ほども申し上げましたように２,８２５万７,０００円、これが４７年度。７２年度に２,４２２万２,０００円計上されておる。合わせてほぼ５,０００万円。これの計画は今年度においていかような形で物件を補償し、そして何平米の公園敷地を確保し、そこを市民の憩いの場所にする計画であるのか。そういう点についてご審議されたかどうか。されたとするならばお答えをしていただきたいと思います。３点目に、市民会館の使用条例等の問題でございますが、私どもは市民会館の使用条例については３０８円の換算をやるように条例を審議し決定いたしました。しかるにこの予算書は幾らの換算で予算を計上したのか、歳入の１ページ、使用料及び手数料、その点は当然条例に基づいて市は行政を執行していかなければならぬけれども、その予算のうらうちはどのような形で計上されたか。それについてご審議がなされたならばご答弁をしていただきたいと思います。









○総務委員長（黒潮隆君）

　　平和橋～大洋琉映館の間の都市計画道路の物件補償費については建設委員会で審議されております。ところが委員長報告の中に出ておりませんので建設委員会をして答弁させたいと思います。それから希望が丘公園の事業の実施については報告書の中にありますので、それに基づいて答弁したいと思います。「希望が丘公園総面積１万２００平米、３,０８３坪。７２年度までの用地買収済、２,２９４平米、６９５坪２合です。７３年度分の買収予定６７９平米、２０６坪で、７３年度分買収完了後の面積、２,９７３平米、坪数にして９０１坪。進捗率は総事業費の２９.１５％になつている。」希望が丘だけでよろしいですね。それから３点目の市民会館の使用料についてのご質問でありますが、これは予算としては使用料を３６０円換算で修正前の原案どおりの使用料に従つて昭和４７年度の予算を計上されております。そのことについていま１５番議員が質問なさつておられる趣旨の質疑がなされたわけです。そこでこの委員長報告にもありますように、市民会館使用料に関連して今期議会で市長提出の那覇市民会館条例の一部を改正する条例制定についてを３０８円で読み換えるべく全会一致修正可決されているが、これについては本条例が修正可決された時点ではすでに予算はにつまつていたので、予算措置は３６０円で換算してあるが予算はあくまでも見積りであるので、執行の段階で落ち込みがあればその時点で補正措置をしたい。との答弁がなされてそれについては総務委員会としては了解したということになつております。これは１７番議員からかなりつつ込んだ質疑がなされたわけです。平和橋から大洋琉映館までの道路の物件補償についてはどこに逃げていつたかについては建設副委員長から答弁していただきたいと思います。









○建設副委員長（島袋宗康君）

　　ただいまの用地買収費につきましてはすでに平和橋から大洋琉映館までは済んでおります。ただ物件補償費に３０万ドルかかるようでございますけれども、この分が残つております。また工事費が４万ドルぐらいかかるわけでございますけれども、この工事につきましては４８年度において計上してこの物件補償と、それから工事費の４万ドルともに４８年度に計上して施行していきたいというふうな答弁がありました。額についてはドル表示で答弁がなされておりました。









○金城重正君

　　今の建設副委員長の答弁の中で明らかになりましたのは、物件補償費が３０万ドル、これはドルになつておりますけれども答弁がございました。

　さらに工事費４万ドルについても４８年度に計上するということであります。けれども、土地の取得はできておりさらに去年までこの予算の中に計上されておつたわけです。それがどこに逃げていつたかわからないけれども、そういうものはどうなつているか。もし審議されておりますならばご説明をしていただきたい。









○建設副委員長（島袋宗康君）

　　用地買収費が逃げた問題につきましては委員会のほうでは審議されておりません。









○金城重正君

　　当局をして答弁させていただきたいと思います。









○議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後零時１０分　休憩）

（午後零時１１分　再開）


○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○第二助役（前田武行君）

　　答弁いたします。ご質問の予算が逃げたんじやないかというふうなのが議事録に残つておると思います。今年度の予算は入るべきのがよそに逃げたのじやありません。例年事業としては継続してやつてきておりますけれども、予算は継続設定されておりません。琉球政府、那覇市におきましては継続設定された予算は一つもありません。全部単年度予算であります。そこでこの事業につきましては過去における琉球政府の補助、いわゆる日本政府の援助に基づく補助金じやなくして、琉球政府の単独の補助でこの事業を進行してきたわけでございます。ところで先ほど建設副委員長のほうから報告がありましたように、今ドルで約３０万ドルの物件補償費が残つており、それから工事費の４万ドルが残つております。しかし今までついてきたのは全部執行完了されております。それでたまたま復帰になりまして県自体の補助というのはなくなつたわけです。いわゆる県と市とは同格の自治体であります。それで同格の自治体でありますので補助という名のもとの金はおりないわけでございます。ただ県と那覇市が事業する場合に事業の分担金というのがあり受益者分担と同じのが出てきますけれども、補助というのはないわけです。そのようないきさつから今年度はたまたま日政の要求に落ちてしまつたわけですが、しかしこの事業につきましてはこのようなへまはしたくないと絶えず思つておりまして、琉球政府でもなるべく県負担を減らしていこうという段階におきましても２０万ドルという予算をつけさせたわけです。ところがこれは復帰の時点の予算の組み方、いわゆる県負担事業が全部なくなつて全部日政援助がくる、１３メーター以上の日本の基準からしますと幹線になりますのでこれも１３メーター以上ありますので補助金がもらえる。それがたまたま復帰の段階でそういうふうなミスといえばミスになりますけれども、そういうような今までのいきさつと将来に向つてのあり方との食い違いから落ちているわけでございます。そこで来年４８年度にはいかようなことがあろうとも日政援助を獲得し事業を進行していきたいとこのように考えております。









○金城重正君

　　今助役の答弁でございますけれどもまさに３割自治の交渉しかできないからこのように日本政府からの補助も落ちた、当然ですね。平良市長が就任して今日までにこの道路はできたんです。あと少しで完成するわけです。交通が錯綜する中においてこれを早めに解決してなければ困るのは市民であります。そのことは皆さん方もよくおわかりである。４８年度はやりますといつてもこの道路は非常に重要な道路でありそれを今年度は事務の手続きミスで落ちたということでありますけれども、当局がてんで誠意がない、本当に３割自治の交渉しかできない。しよつちゆう市民の血税を使つて内地ばかり行き交いしますけれども、そのような道路に対する現状を踏まえての交渉というのが何らなされていない。であるがゆえにこのようなことになつている。こういうふうに本員は考えます。４万ドルということはあと１億円ぐらいはかかる。これを来年の４８年度には間違いなく計上するということで真に委員会で当局からの説明があつたかどうか。これについてお答えをしていただきたいと思います。それから公園の問題でございますが、先ほど委員長の説明の中では合計９０１坪を７２年度と７３年度の予算で買うというような答弁がございましたが、４７年度、いわゆる４７年、７２年度と合わせて６９５坪であるのか。先ほど私が承つたところ７３年度に２０６坪を買うんだということを答弁しておりましたが、６９５坪、これを７２年度と４７年度の予算で買うということであればそれを明確にしていただきたいと思います。









○総務委員長（黒潮隆君）

　　７２年度までに買収されている坪数が６９５坪で７３年度買収予定、７３年度というのは昭和４７年度の予算年度ではないかと思います。今年度今計上されておるもので２０６坪買うわけです。そこで７３年度分での買収完了後の面積が９０１坪になる。ということでございます。６９５坪と２０６坪を合計いたしますと９０１坪になりますがこの合計じやないかと思います。









○議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後１２時２１分　休憩）

（午後１２時２４分　再開）


○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。









○金城重正君

　　市民会館の使用条例、これは予算はあくまでも概算であるので予算ができあがりまして成案になつてきた。であるから条例は３０８円で換算したけれども予算は３６０円でやつたということになつておりますが、私は最初に申し上げましたように市は条例に基づいて行政を進めていく。日本の国家が憲法に基づいて行政をなうと同時に、条例は地方自治体の憲法とも言うべきものである。それにはつきりこの議会が始まる時点でこの問題はわかつておる。さみだれ議会に相なりまして１ヵ月有余にわたる会期になつております。その中で当然当局はその予算の作成が条例にのつとつていないということであるならば、議会中途であろうともこれを修正して、市民の方々に疑惑をもたれないような行政執行をやり、また議会としての議決をやつていかなければならないと私はそういうように考えております。当局はその間にこれを修正して議会に提案する意思がなかつたのかどうか。予算執行の段階で帳じりを合わせればいいんじやないかという考え方で当局は臨んできているとこういうふうに考えておりますが、条例は神聖なものであり、それは何びとたりとも、市長であろうとも、議会であろうともこれを犯してはならないはずである。それをまあまあ主義でその条例を３６０円で読み替えしていないのにかかわらず、予算では３６０円の読み替えをやつたのか。その当局の真意はどこにあるのか、それをご審議されておるならばご報告をしていただきたいと思います。









○総務委員長（黒潮隆君）

　　その点については総務委員会で十分審議されております。この総務委員会で全会一致で３０８円読み替え修正しそれから本会議で修正を決定したという時点まで、議会に提案するまでの間、そういう予算が煮詰つていて印刷にまわしている段階で、実際作業としてこれを全部修正してやりかえて出す作業ができなかつたということを市当局は答弁しておられるわけでございます。したがつて議会で修正したとおり条例にのつとつて使用料はもちろん徴収する、その場合にホールの使用をフル回転させていつて予算に組まれていくところにもつていきたい。しかしそれでもなお落ち込みが出る場合に、その時点でたとえば１２月になるのか、それは明らかにされませんがその明らかになつた時点で修正していきたいということがあつて、総務委員会としてはこの点について好ましくはないけれども了解しているわけなんです。そのために当局が３６０円換算で予算計上されているのを委員会としては修正してないわけです。それを３０８円で修正して計算できる権限を委員会はもつているが、当局説明を了とし修正まで手を加えていないわけです。









○金城重正君

　　いま委員長の説明、その内容は私はわかるつもりであります。でありますと予算をつくる場合の調定と予算額、これとの差はどのようになつているのか。いわゆる市民会館をフルに回転するというようなことであろうともこれは相手があることである。引つぱつて来てこれを使用しなさいというわけにはいかない。その調定と予算との差はどうなつているのか。これについてご審議されたのかどうか、ご答弁していただきたいと思います。









○総務委員長（黒潮隆君）

　　この３６０円換算で予算は計上されている、ところが条例は３０８円で修正されておる。そのための予算の落ち込みがドルにして約７,０００ドルあるということを当局は答弁しております。









○金城重正君

　　ただいま委員長の説明の中でやはり７,０００ドルも落ち込む、そうするとこの７,０００ドルの落ち込みに対して市長のポケツトマニーでこれを補充するのか。それともどういうような方法でそれを補充していく考えであるのか、こういう面についてご審議されたかどうか。









○総務委員長（黒潮隆君）

　　あの条例の場合３０８円で換算されていますけれども、入場料を徴収して大ホールを使用する場合に額が３、４段階にわかれているわけでございます。３００円以上の入場料を取る場合には幾ら幾らの使用料というような形で、従来の条例よりは３０８円に読み替えてはあるけれども開きが出ているわけでございます。したがつてその入場料３００円以上を徴収して、そこで演劇なり行なう場合の使用料がかなり上がつているので、そういつた面でかなりふえていくんじやないかということ、それと単純計算したら７,０００ドルの落ち込みとなるけれども、そういうものは運用の面で差を縮めていけるんじやあないか。その場合でも単純計算で７,０００ドルの落ち込みがあるけれども、幾らになるか明らかにならないのでやつぱり執行していく面で、それが明らかになつた時点で補正をしたいというのが企画部長の答弁でした。









○金城重正君

　　ただいまの委員長の説明はわかります。また委員長の答弁段階ではこれぐらいしか説明できないと思いますが、私は当局のこういう怠慢、でたらめさこういうものに対して疑問を感じているわけであります。条例違反までして、議会を納得させる、誠意があればできる。こういうでたらめな平良市政であるからすべての問題が惹起してくる。私はこれは反討討論にしたいと思いますので質問を終わります。









○議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結いたします。昼食のため休憩いたします。

（午後１２時３５分　休憩）

（午後　３時２１分　再開）


○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引続き会議を開きます。









○真栄城嘉園君

　　討論に入る前に明らかにしていただきたい。問題は先程委員長報告の中で希望が丘公園用地の問題で建設委員会における市当局の説明の坪数と委員長報告の坪数に喰い違いがありますのでその面を一つ明らかにしていただきたいと思います。









○公園緑地課長（赤嶺宗一君）

　　２６日の建設委員会において私の答弁で借地の分と買収する分とを読み違いましたので訂正してお詫び申し上げます。委員長報告どおりでございます。









○議長（辺野喜英興君）

　　議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算について討論に入ります。









○仲村正治君

　　議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算について反対討論をいたします。まず反対の理由を申し上げますならば、われわれは戦後２７年に及ぶアメリカの統治の中であらゆる苦難と戦い厳しい試練に耐えてここに祖国復帰を迎えたのであります。われわれのこの戦いは日本国民としての権利の回復でありさらに日本国民としての平等の生活が保障されるためのものであつたのであります。このためには本土に遅れた社会環境の整備や政治、経済、産業、教育、文化、社会福祉等の格差を早急に是正していかなければならないのであります。復帰に当つて本土政府は沖繩の格差是正を容易ならしめるために復帰対策要綱の中で暫定措置法が定められ国県支出金についても特別な配慮がなされております。市民といたしましては本土政府の特別な配慮に大きな期待をかけ産業経済の振興、教育文化の向上、社会福祉の強化、都市建設の促進のために本年度の予算に大巾な援助費が獲得されるものと期待をかけていたのであります。たとえその補助金が特別に増額されないにいたしましても今日まで毎年々々の予算の伸び率はほとんど２０％から３０％ぐらいの増加を示して来ております。しかし今回当局から提案された予算は歳入歳出の総額において２０億３,３００余万円も減額になつております。ドルに換算いたしまして約７００万ドルであります。これについて当局の説明は換算レート等の問題や港湾事業の独立化で国庫補助金の特別会計への直接繰入れ、あるいは小中学校の教職員の給料等の計上等を上げておりますが、これは理由にならないのであります。なぜならば予算の中身から前年度、前々年度からの繰越事業費を捨いあげてみますと、何と２５億円にもなり都市建設事業の柱をなす土木費において新規の事業がほとんど見当らない状態でございます。これを分析してみますと、当局の説明からいたしますと教職員の給与の県費移管の金額が２７億円余でございます。港湾事業の国庫補助金が１４億円でございます。この合計が４２億円でありますけれども、しかし当局提案の予算減額は２０億３,０００万円、さらに前々年度からの繰越金が約25億5,000万円その合計が45億8,000万円であります。それを差引きいたしましても減額が3億8,000万円ということになるわけでございます。今日まで前年度に比較して予算が減額した例はないのであります。このようなことでは復帰に伴う市民要求に十分応えることはできないのであります。少なくとも予算は政策の集約であり市長が１ヵ年の市政を市民と約束し、施政方針を実行する裏付けとならなければなりません。このようなことからいたしまして市長の今年度の施政方針も画に描いた餅になりかねないのでございます。また内容についても数多くの問題点が各委員会審査の中で指摘をうけていますが、まずその主なものを取上げてみたいと思います。まず歳入第９款第１項１目の総務使用料の市民会館使用料の件についてですが、これは先に市民会館使用料に関する条例が制定されたのであります。従来の使用料のドル表示を３０８円で換算してその使用料が改訂になつたのでありますが、しかしこの予算の中には従来の実績で３６０円換算して計上されておるのであります。これは明らかに条例に反した予算の編成の仕方であります。第２点目に、歳出第７款第１項５目の市場建設費の中に賠償金１,４２８万５,０００円が計上されているということでございます。牧志公設市場の建設に当つては当初から手続きの面で非民主的な方法で進められ、土地の取得においても強権発動で土地を取上げ、工事請負契約に当つても議会で否決されたものを市長独裁でバラバラ事件という汚名を残こしてきたのでありますが、これの執行に当つては１９７０年２月５日に着工し、工期３６５日間でその期限が１９７１年１２月４日とされていたのであります。これについていろいろと訴訟事件もからんでおりましたので私どもといたしましては当初から当局の設定した工期内完了は不可能であるという主張を繰り返えしてきたのでありますが、市長はじめ建設部長は議会のたびにこれに対して強気の姿勢で工期内完成ができるということを言つてこられ、われわれの質問を一笑に付したのであります。結果はここに６ヵ月以上工事が遅れ、おまけに請負業者から１,４２８万５,０００円という莫大な損害要求をふつかけられ市民にはかり知れない損害と不利益を与えるような結果が生まれて来ております。このような行政執行のまずさから生じた不利益を市民の責任にすりかえることは到底ゆるしがたいことであります。

　　　（「そのとおり」というものあり）

　このような無駄な支出がある反面、次のことについてわれわれは考えなければいけません。沖繩の教育施設の達成率は本土に比較して大巾に遅れており約５０％から６０％程度だといわれております。それに加えて学力の低下は沖繩の最大の社会問題であり悲しむべき事態であります。その予算の内容からいたしますと小中学校の建設費にいたしましても前年度の繰越分３億円を差引きますと新規事業という予算措置が十分なされてない。このような予算のあり方では沖繩の教育の格差を解消し、沖繩の次の世代を担う子弟教育の目標の達成がはかれないのであります。以上指摘いたしましたとおり当局が市民要求に反する方向で予算編成をしたということに対し強く不満の意を表明いたします。よつて本員は議案第１０４号に反対するものであります。各位のご賛同をよろしくお願いいたします。

　　　（「賛成」というものあり）









○中村昌信君

　　本員は議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算に対し総務委員長報告のとおり決することに賛成の討論を行います。本件につきましては総務委員会において１２日間にわたり款を逐つて慎重に審議を行いましたが歳入歳出において別に問題になるというところはありませんでした。よつて委員長報告どおり原案を認め可決すべきことを主張いたします。まず議案を中心に申し上げますと昭和４７年度予算案は私達沖繩百万県民の２７年有余の戦いの勝利によつて去る５月１５日本土復帰となり、さらに新生沖繩県の発足に伴ない平良市長は名実ともに県都にふさわしい那覇市建設の施政方針と昭和４７年度予算案が去る１８日に上程されたのであります。特に諸制度の改廃とドルから円への切り換え等、財政関係が大巾に改正され、さらに本土復帰初年度予算として、また琉球政府で行つていた福祉関係事務所、さらに教育委員会で行つていた教育行政の市町村への事務移管等、また平良市政４ヵ年目を迎えた予算で前年度より２２億５,０２９万円増と大型予算となつております。このように平良市長は革新施策を反映し昭和４７年度予算は都市計画事業の推進、生活環境の整備拡充、産業基盤の整備、執行態勢の強化等、３０万那覇市民の福祉を優先とした予算が編成されております。特に３款の民生費は総額１９億３,９８１万９,０００円を計上し、前年度より１４億２,８９０万円と大幅な増となつております。その内容は、国民健康保健事務に２億２８１万９,０００円、身体障害者福祉１,４４８万６,０００円、老人福祉４,９９１万３,０００円、遺家族等の援護、それに一般福祉事務として１億８,３００万円、計４億５,５１６万１,０００円が計上されております。また児童福祉の新規事務、及び精薄児更正施設、私立保育所への措置費負担、母子福祉費等に６億３,７６５万５,０００円等が計上され、また生活保護費等に８億４,６８４万９,０００円が計上となつております。また４款においても公害調査費をはじめ、各種伝染病予防事業等、前年度より４,２７１万７,０００円の増であり、また清掃事業においてもロードパツカーの購入やゴミ収集等、さらに道路清掃等９,８４５万３,０００円増となつています。５款労働費や６款農林水産費、７款商工費と前年度より増となつております。８款土木費においても道路新設の６本の工事費、交通安全施設整備費、橋りよう新設、道路橋の維持費に４億２,９２５万円であり、前年度より２,１４３万円増となつております。また都市計画事業費においても寄宮地区の区画整理事業をはじめ、２７億６,０３１万９,０００円が計上され、前年度より４億８,６９４万４,０００円と大幅な増となつております。また住宅関係においても新規に３６０戸、１３億３,５２７万円、前年度の継続費さらに大名住宅用地造成費３２７万３,０００円で１３億８,４１１万円が計上されております。消防費において前年度より１億４,２４１万８,０００円の増となつております。ただいま申し上げましたとおり市民福祉を重点とした予算編成であり、大きな前進であります。よつて何らこの議案に反対する理由はありません。総務委員会において反対討論の中に、また、ただいま６番議員から反対討論がありましたが、３０億円の歳入減となつている繰越金が多額にのぼり、歳入面の確保が十分でない。また歳入においては都市建設の柱をなす土木費が大幅な減となつている。また７款商工費の市場建設について、昨年１２月完成が約半年もおくれ、また損害賠償金として１,４００万円も計上されている。その責任は市当局にある。また１０款の教育費についても本土の半分以下である、うんぬんと反対討論を行なつています。しかしそのことは先ほども申し上げたとおり、歳入においては２２億５,０２９万円の増になつております。また土木費において減になつていることは当局も提案理由の中で申し上げていたとおり、港湾建設および埋立事業等が那覇商港の市移管に伴ない特別会計が設置されたからであります。また７款商工費の市場建設の問題について１,４００万余円の損害賠償については議員各位もご承知のとおりであり、当局は最大の努力をしてきたのでありますが、地主との関係でやむを得ないことになつたのであります。また教育費の中で教育施設が本土の半分以下である、また学力低下うんぬんといつておりますが、そのとおりであります。しかしそのことは那覇市のみだけのものではなく沖繩県全体のものであり、２７年有余にわたるアメリカの統治によるものであります。よつて反対討論の中でいつていた理由にはなりません。本員は委員長報告のとおり決することに賛同し、議員各位のご賛同をお願いいたしまして討論を終わります。


　　　（拍手あり）









○金城重正君

　　議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算につきまして反対討論を行ないます。ご承知のように、復帰いたしまして最初の予算審議をやつたわけでありますが、その予算審議をやるそのプロセスの中で平良市長はまさに市民に還元されるところの予算というのが組まれてない。また今日までの平良市政３ヵ年有余の経過においても全てが反市民的な行政をやつたことが今回までの議会を通じて明らかになつたわけであります。先ほどの６番議員の反対討論の中においても、いわゆる話し合いの政治を進めていくという過程の中からそのほこ先を変えまして、牧志公設市場においては強制収容をやる。そして法に違反してバラバラ事件を起こした。これが平良市長の実績

　　　（「市民のため」という者あり）

　このように本員は見ております。市民もかように考えておるわけであります。

　　　（「一部はね」という者あり）

　そこで、昨日ソ連のセルゲイ、リクノフという方が沖繩にみえたそうであります。そこでこの方はソ連の労働組合の中央評議委員会の方である。その方に対して平良市長はこのようなことをおつしやつております。「沖繩には１００万の住民がいてアメリカ帝国主義と闘つています。

　　　（「そのとおりだ」という者あり）

　アメリカを撃つために沖繩にミサイルを向けないでください。あなた方の同志が皆殺しになつてしまいますから」ということに対して、この方は、一体平良市長はどのようなことを言うておるのかということで奇妙な顔をしていた。私たちはこの予算に対して、審議に入つて結論を出す前に一体私たちの日本はどうなつておるのか、わが沖繩県はどうなつておるのか

　　　（「孤立しておる」という者あり）

　わが那覇市はどうなつておるのか。そういう基本のもとにおいて市政を行なつていかなければならぬはずである。しかし、ご承知のように世界政策の基本原則として、いまや米国とソ連が

　　　（「ソ連と予算は関係ない」という者あり）

　基本原則で一致をみ、戦略兵器の制限条約、さらには宇宙開発、自然環境の保全などの協定が調印されておる、その中において３０万市民の市長である方が、遠いソ連の方が沖繩に来て、市長に会いに来たならば、当然私たちは仲良く世界の平和のために貢献しようじやないか、このようなことばがあつてしかるべきである。

　　　（「そうだ、そうだ」という者あり）

　いわゆる世界政策と那覇市は違つた方向に流れておる。このようなことでは那覇市の平和というものは守られない。そこで市長は自分一人井の中の蛙でマスターベイシヨンをやつているにすぎない。そこでひとつの那覇市というプロジエクト、そこには個々としてのプロジエクトもあるでありましよう。であるならばそのプロジエクトに従つて市民のためにいかに平和で豊かな那覇市をつくるか、これが市長に課されたところの基本課題でなければならないはずである。しかるにこの那覇市の予算を見まするに、行政需要は毎年毎年多くなつてきておる。しかし、実質的にこの予算書を見た場合に、去年と比べてことしは２００万あまりの減になつておる。私は個々の事情はあるにしても本土復帰したというこの段階において、市長がもつと積極的に那覇市のことを考え、本土政府にあたり、県にあたり、この予算を獲得するのが市長の責務であると考える。しかるに先ほど委員長報告そのものに対する質問の中でも明らかにされましたように、また６番議員の質問の中にも明らかにされましたように、市長が公設市場をつくるにおいて、いわゆる市の責任においてその仕事ができなかつた。１２月の５日に３６５日で完了するというものが半年も延びてしまう。であるがゆえに１,４００万円あまりの損害賠償金を業者に払わなければならぬ、という失態に陥つておる。ドルに換算いたしまして少なくとも４万ドルの血税を市の失態によつて損害補償しなければならぬというところにきておる。

　　　（「最底だ」という者あり）

　これはいかに平良市政がでたらめであり、また市民に対して非常に不利益を与えているかということが如実にあらわれておるわけであります。私は市長がこの１,４００万円あまりの高額を市民の血税で損害賠償をしなければならぬという原点に立つならば、市長は当然市民に詫びなければならぬ。このように本員は考える次第であります。

　　　（「そうだ」という者あり）

　さらに清掃工場の占用道路、また清掃工場のその敷地の購入についても１７番議員から質問がありましたように、その予算の執行がやりきれない。そこで４７年度の予算にまた繰り越しせざるを得ない。それが２０ドルで買うというものが３６０円で換算しなければならないということになつた。１５８万円もまたまた市民に不利益を与えておるのが市長の実態であります。

　　　（「そうだなあ、だめだなあ平良市長は」という者あり）

　さらに先ほど私が質問いたしましたように、開南並びに神原、大洋琉映までのあの道路、それは当然積極的に取り組んでいき、政府や県から予算を取つてこれを当然組んで、早目にあの道路を改修し、現在非常に錯綜するところの道路行政をスムーズにやつていかなければならぬのがあなたに課されたところのつとめである。

　　　（「そうだ、そうだ」という者あり）

　しかるに予算の中では交通行政うんぬんを言いながら、この予算書の中にはそういうものがもられてない。４８年度に計上すればよかろう、というような、こういう非積極的な平良市政、そこで私は平良市長は席を退いて市民に詫びるべきだと

　　　（「そうだ」という者あり）

　かように考えるわけであります。さらに道路新設改良費にいたしましても去年が８,３００万円、今年が８,１５３万８,０００円ですが多くなつておるのは人件費の１５０万円だけである。いわゆる道路新設改良費は去年と何ら変わりはない。さらにもう一点、市民会館の使用条例これも議会で問題になりましたが、私は先ほども申し上げましたが条例というものは当然、行政を行なうところの那覇市の基本である。であるにもかかわらずこのような条例と実際の予算とは裏らはらである。いわゆる法を侵かしてもやるんだというこのような平良市政、この予算というものははつきり申し上げまして、ごまかしの予算である。かように考える次第であります。でありますがゆえに本員はこの１０４号議案に対し反対をいたします。議員各位のご賛同をお願い申し上げます。









○大浜長弘君

　　議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算について要望を付して原案に賛成するものでございます。要望の第１点として、一部公共料金等については３０８円の換算をしているのは市民に負担をかけることになり、まことに遺憾であります。公共料金等を決定する条例審議の時点においてはドルの交換レートは決定してないために公定レートの３０８円換算をせざるを得なかつたのでありますが、実勢レートが３０５円と決定された今日、公共料金等の換算は３０５円に換算して市民の負担の軽減を図り、そして物価高謄の抑制措置の一環とすべきである。今後の措置を強く要望するものでございます。第２点目は市場建設費の賠償金１,４２８万５,０００円についてはただやむを得ないというだけでは市民に申しわけがたたない。多額の賠償をしなければならなかつた原因は工期内に施行されることができなかつた当局の判断のあやまりがあつたのであり、当然責任を回避または転嫁をしてはならないと思う。結論としてこの１,４２８万５,０００円の賠償金の支払いは市民の血税を無駄使いしたことであり当局は事実を猛省し、今後かかることが再び起こらないよう、強く要望して本案に賛成するものでございます。









○議長（辺野喜英興君）

　　討論を終結し採決に入ります。議案第１０４号、昭和４７年度那覇市一般会計予算について委員長報告どおり可決することにご賛成の方のご起立を求めます。









○議長（辺野喜英興君）

　　多数であります。よつて本案は原案どおり可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第１０６号、市長の専決処分事項の指定についての一部改正についてを議題といたします。提案者の説明を求めます。









○金城吾郎君

　　議案第１０６号市長の専決処分事項の指定についての一部改正についての提案理由を申し上げます。１９６７年９月３０日の議会におきまして市町村自治法第１１５条（議会の委任による専決処分）に基づき軽易な事項について「市長の専決処分事項の指定について」議会の議決を得たのでありますが、本土復帰に伴ない地方自治法が適用されたためその条文の整理と金額の改訂を行なうものであります。その主なるものは「訴訟物の価格が５０万円以下の訴えの提起」を新らたに加えたこと。「１件５００ドル未満の損害賠償の額」を「１件５０万円以下の損害賠償の額」に改め、条文番号の整理を行なつたこと。工事の一部設計変更に伴なう請負金額が現行では「その額が５,０００ドルを越えない範囲の請負金額」を「その額が３００万円を越えない範囲の請負金額」に改めたいこと、以上が改正の主なるものであります。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。









○議長（辺野喜英興君）

　　時間を延長いたします。

（午後４時０分　延長）


○議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの説明に対し質疑に入ります。

　　　（「質疑討論なし」という者あり）









○議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論省略し採決に入ります。日程第３、議案第１０６号、市長の専決処分事項の指定についての一部改正について原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　（「異議なし」という者あり）









○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます　よつて本案は原案どおり可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、決議案第２号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の税率を県民と同率に賦課することに関する要請決議。決議案第３号、沖繩戦における同胞虐殺事件に対し、その名誉回復と遺家族への完全補償要求に関する決議。決議案第４号、通貨切替えに伴う差損補償及び物価値下げに関する要請決議。を一括議題といたします。順次提案者の説明を求めます。









○黒潮隆君

　　決議案第２号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の税率を県民と同率に賦課することに関する要請決議についての提案理由を申し上げます。去る５月１５日の本会議において可決されました議案第８９号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の特例に関する条例制定についての委員長報告にもありましたとおり、軽自動車等に対する税の賦課については、沖繩県民とアメリカ合衆国軍隊の構成員との間に大きな開きがあるということであります。この特例措置は安保条約の第６条に基づいて出されたものだと言われております。これが軍事同盟と言われておる安保条約が実際に経済的にも日本がアメリカに従属しているんだというふうな面から、本員はこの条例が出されたときに質問をいたしましたけれども、総務委員会においても安保条約については賛否両論があり、安保条約の問題と関連させての審議は行なわなかつたし、この決議案についても安保条約の問題については決議案の中で触れることはしておりません。そこで内容の問題になりますが決議案の中にもありますとおり、昭和２９年に制定されて１８年も経過しております。ところが本土ではそれが問題になつていない。しかしそのことは沖繩の米軍基地と本土にある米軍基地との密度は２００倍以上の開きがあるし、沖繩ではこの問題を大きく取上げる必要があると思います。たとえば軽自動車税の場合は市民から徴収する税額は１,５００円、米軍人軍属から徴収する税額は３００円で５倍の開きがあるわけです。２輪の小型自動車の場合も市民から徴収する税額は２,５００円、米軍人軍属から徴収する税額は６００円で４倍以上の開きがあります。さらに県税になつている自動車税の場合にも県民から徴収するのは４,５００円、ところが米軍人軍属から徴収するのは６００円。もちろん特例措置によつて本年度は４,５００円のが３,０００円というふうになつておりますけれども、大きな開きが出ているわけでございます。従つてあまりにも不公平である。税の賦課についてはやはり属地主義にたつて同列にしていくべきである。このことについては議会運営委員会において決議案を作成し是正措置を講じてもらうということを確認したわけであります。決議案を朗読したいと思います。アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の税率を県民と同率に賦課することに関する要請決議。アメリカ合衆国軍隊の構成員、軍属、家族、契約者、または軍人用販売機関等の所有する軽自動車税に対する税率は、沖繩県民との間に大きな開きがある。軽自動車の場合、県民に賦課する税額は１,５００円、米軍人軍属に賦課する税額は３００円で５倍の開きがある。また、２輪の小型自動車についても、県民に賦課する税額は２,５００円、米軍人軍属に賦課する税額は６００円で４倍の開きがあり、このような不公平は民主主義社会においては容認されるものではない。しかも、その賦課基準に関する自治省通達は昭和２９年に出されたものであり、現状にそぐわないものである。よつて那覇市議会は、税の賦課については、属地主義の上に立つて県民と同率に賦課する措置を講ずるよう強く要請する。昭和４７年５月３０日。那覇市議会。あて先は衆参両院議長、自治大臣、それに沖繩選出の７名の衆参両院議員についてかがみを付けて送付することが議会運営委員会で決つております。以上で説明を終わります。




○金城吾郎君

　　決議案第３号、沖繩戦における同胞虐殺事件に対して、その名誉回復と遺家族への完全補償要求に関する決議についてその提案理由を申し上げます。去る第二次大戦におきまして悲惨な犠牲を破りました沖繩県民に対し、その戦争直後一部旧日本軍人によつてスパイ容疑のもとに住民を虐殺した事実が指摘され、国民に大きなシヨツクを与えているのが現状でございます。たとえば久米島における住民虐殺事件は戦争という異常な状況下であるとはいえ、同胞としては断じて許しがたい陰惨な行為であるといわなければいけません。再び戦争による悲惨な犠牲を繰り返えしてはならないという立場からも、ぜひこのようなスパイ容疑で犠牲になつた人々の名誉回復をはかるとともに、遺家族に対する完全補償を国の責任において実現してもらうために本案を提案する次第であります。それでは案文を朗読いたします。沖繩戦における同胞虐殺事件に対し、その名誉回復と遺家族への完全補償要求に関する決議。去る第二次大戦で沖繩県民は本土防衛のタテとなり言語に絶する悲惨な犠牲を被つた。その沖繩戦直後、一部の旧日本軍人は沖繩の各地において不名誉な汚名のもとに住民を虐殺した事実が指摘され、平和を希求してやまない国民に大きなシヨツクを与えている。かかる陰惨な行為は戦争という異常な状況下でおこなわれた行為とはいえ、断じて許しがたいものである。われわれは、かかる悲惨な犠牲を伴う戦争を再びくり返してはならない。よつて那覇市議会は、沖繩県民が平和憲法のもとで国民としての権利を回復した今日、政府はすみやかに犠牲者の名誉を回復し、その遺家族に対し完全補償がなされるよう強く要求する。昭和４７年５月３０日。那覇市議会。次に決議案第４号、通貨切り替えに伴う差損補償及び物価値下げに関する要請決議について提案理由を申し上げます。復帰に伴いまして通貨切り替えが行なわれたわけでありますけれども、これに伴つて物価が上昇し県民の生活に大きな不安を与えておる。したがつて国の責任において、あるいは県の責任において物価の値下げに対する措置を講じてもらいたいということを要請するための本案提出であります。案文を朗読いたします。われわれは円の変動相場制以来通貨の切り替えは、１ドル対３６０円換算で即時実施するよう強く要求したにもかかわらず、県民の要求を無視して復帰の時点で３０５円で換算されたため、沖繩経済に大きな混乱と不安を与える結果になつた。復帰に際し、政府は「沖繩県民には損失を与えない」と繰返し公言したにもかかわらず、確固たる事前の配慮がなされないまま、通貨交換をおこない、加えて県が公共料金の値上げを実施したことが異常な物価値上がりの要因となつた。よつて那覇市議会は、政府ならびに県が通貨切り替えにともなう一切の損失補償をおこないすみやかに物価値上がりの抑制策を講じられるよう強く要請する。昭和４７年５月３０日。那覇市議会。なお、決議案第３号の送付先は内閣総理大臣、衆参両院議長、総務長官、県選出の国会議員７名に対してもかがみつきで送付することに決定されております。決議案第４号の送付先は内閣総理大臣、大蔵大臣、総務長官、県知事及び県選出の国会議員の７名に対して第３号と同様にかがみ付きで送付することに決定しております。









○議長（辺野喜英興君）

　　決議案第２号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の税率を県民と同率に賦課することに関する要請決議。決議案第３号、沖繩戦における同胞虐殺事件に対し、その名誉回復と遺家族への完全補償要求に関する決議。決議案第４号、通貨切り替えに伴なう差損補償及び物価値下げに関する要請決議。以上３件についてはそれぞれ議会運営委員会において慎重に検討し、全会一致で決議することに決定されております。議員各位のご賛同をお願いいたします。

　　　（「質疑討論なし」という者あり）









○議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論を省略し採決に入ります。決議案第２号、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の税率を県民と同率に賦課することに関する要請決議については、原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　（「異議なし」という者あり）









○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本決議案は可決されました。なお、あて先は衆参両院議長、自治大臣、県出身の７名の国会議員に送付いたします。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（辺野喜英興君）

　　決議案第３号、沖繩戦における同胞虐殺事件に対し、その名誉回復と遺家族への完全補償要求に関する決議については、原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本決議案は可決されました。なお、あて先は内閣総理大臣、総務長官、衆参両院議長、県出身の国会議員の７名に送付いたします。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（辺野喜英興君）

　　決議案第４号、通貨切り替えに伴う差損補償及び物価値下げに関する要請決議については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本決議案は可決されました。なお、あて先は内閣総理大臣、大蔵大臣、総務長官、沖繩県知事、沖繩出身の７名の国会議員に送付いたします。






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。これにて昭和４７年第１４０回那覇市議会臨時会を閉会いたします。






（午後４時１５分　閉会）






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












上会議録を調整し署名する。






　　昭和４７年５月３０日












　　　　　　　　　　　　議長　　　　　　辺野喜英興　㊞






　　　　　　　　　　　　署名議員（社大）国吉辰雄　　㊞






　　　　　　　　　　　　署名議員　　　　中村昌信　　㊞
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